
項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

13,715千円

法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

1.70 人
非常勤
特別職

1,000千円

①地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成30年度まで）
②地域づくり支援事業への地域住民参加人数
（令和元年度から）

1,252千円

H30実績

1,051千円自治事務

R2年度目標

5,677人 3,842人

①4事業

②3,842人

1,252千円

Ｂ

松井
まち
づく
りセ
ン

ター

富岡
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先

H30予算現額

1,051千円

目標設定の考え方・根拠

①地域づくり協議会の交付金対象事業数を基準と
して、住民参加・人と人との絆・支え合う地域づくり
への達成度を推し量るもの。
②地域づくり支援事業への参加人数を基準として、
協議会活動の趣旨普及や地域住民の理解の度合
いを推し量るもの。

R1決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点H30決算額 指標名

4事業0.00 人

松井まちづくり協議会の各部会会議にお
ける意見の底上げ（ボトムアップ）を図っ
た。具体的には、環境自然部会における
提案を採用し、地域における省エネル
ギーや環境保全に関する意識啓発のた
め、標語入りエコバッグの作成・配布を
行った。

まちづくり協議会発足後も、松井地区社会
福祉協議会による福祉事業など、構成団
体が単独で事業を行っている現状があ
る。それらの活動について、予算・人員の
両面でより充実した事業化を図るため、協
議会における部会活動に取り込んでいく
必要がある。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

複数事業の中止が大きく影響している。

※松井地区スポーツフェスティバル（10月）⇒選
挙日程との重複のため中止

※松井ウォークラリー大会（3月）⇒新型コロナウ
イルス感染症拡大防止のため中止

R元年度目標 R1実績

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数
②地域づくり支援事業への地
域住民参加人数

4事業

5,750人

0.00 人

R1正規職員
人件費

14,246千円 臨時職員

1.65 人

地域づくり支援事業

根拠法令 所沢市まちづくりセンター条例、

R1その他職員
従事割合

期間

　自治会・町内会をはじめとした松井地区内の各団
体で構成する「松井まちづくり協議会」への交付金
の交付等を通して、地域住民自身が地域課題の発
見とその解決を行うことにより、住民参加と協働を
促し、人と人との絆を大切にし、お互いに支え合う
地域づくりを進めることを目的とする。
その内容は、次のとおり
①地域づくり協議会活動への支援
②自治会・町内会等の地域コミュニティの支援
③まちづくり活動の人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援
⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

0.00 人

0.00 人Ｈ23年度～

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

非常勤
特別職

R1予算現額所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務自治事務

R1正規職員
人件費

H30年度目標

R元年度目標

法定受託＋附加 1,000千円

指標名

優先

６事業

H30決算額

2.04 人

1,200千円

①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数<交
付金の交付対象となった事業
数）

H30正規職員
人件費

0.10 人

H30その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

2.25 人

・「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、交付金により活動できた事業数を指
標とする。（平成30年度まで）
・「地域づくり協議会」の活動を支援することが目
的のため、地域づくり支援事業への地域住民参
加人数を指標とする。（令和元年度から）

　地域づくり協議会の情報共有手段とし
て、「富岡地域づくり協議会コミュニティマ
ニュアル」を作成し、地域コミュニティ部会
を中心に情報共有を図るとともに、地域づ
くり協議会各部会間の連携のあり方を検
討した。

R1目標値が未達成の理由・分析

　地域づくり支援事業の中で、開催場所確保が
出来なかった事業や、新型コロナウィルス感染
拡大防止の観点から中止となった事業があり、
住民参加人数が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成30年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民参加人数（令
和元年度から）

R1実績

６事業

H30実績

１２，０００人

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

　全ての部会で個別の活動ができるよう
支援していくとともに、各部会が協力し合
い事業を展開していけるよう支援してい
く。

　新型コロナウィルス感染防拡
大止対策等のため成果指標の
目標値には達成していないが、
各事業開催に向け各部会が連
携し、支援活動を行った。
今後も引き続き、各部会が連携
し、協力し合いながら協議会事
業を展開できるよう支援してい
く。

R1年度に改善した点

非常勤
特別職

0.10 人

1,200千円

６，０６９人

1.45 人

①６，０６９人

②５事業

18,785千円 臨時職員 １２，６００人

R2年度目標
非常勤
特別職

17,095千円 臨時職員

2.26 人

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

H23年度～

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

地域づくり支援事業

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

1,023千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

指標名 目標設定の考え方・根拠

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数
（平成30年度まで）
地域づくり支援事業への地域住民参加人数
（令和元年度から）

R1決算額（見込み）

Ｂ

地域づくり協議会は、住民の参加と協働により
地域内の課題解決に向けた取り組みを行う組織
であり、その活動に対して交付金を交付してい
る。この交付金を活用して多くの住民参加によ
り、住民相互の親睦を図ると共に文化・福祉の
向上を目的としている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の開催などは、概ね計画どおりに進捗し、
地域住民の参加人数も目標値に向けて増加し
ていたが、2月に入りｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大が懸念
されたため、中止した事業があったことによる。

H30その他職員
従事割合

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

969千円

H30年度目標 H30実績

1,023千円

非常勤
特別職

6事業 6事業

臨時職員 0.40 人

①4,330人

②6事業

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

14,130千円

4,500人 4,330人

臨時職員

R2年度目標

4,520人0.40 人

地域づくり支援事業

根拠法令 R1予算現額

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連
絡調整

1.85 人

非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

平成23年度～

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

1,023千円

15,503千円

期間

優先 自治事務

小手指地区の名所や公共施設を掲載した
小手指まちづくりマップを作成し、自治会
や公共施設に配布することにより、郷土意
識の向上に寄与した。

1.70 人

住民相互の交流と親睦を図り、文化・福祉
の向上と豊かで安心して住める地域づくり
を目指していることから、住民参加の手法
等を見直しながら、より多くの参加が得ら
れるものとする必要がある。

R1その他職員
従事割合

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

松井まちづくり協議会の設立か
ら６年目を迎えたことで、これま
での協議会活動支援交付金の
対象事業数から、当協議会事業
への参加者数へと目標設定を変
更したことで、これまでの総合評
価からは下がった。

地域づくりを進める協議会の活
動を支援する本事業は、協議会
の主体的な活動を支援するた
め、住民の理解と協力を得なが
ら進める必要がある。このため、
効果が現れるには時間がかかる
ものと考えるが、今後においても
安定的に協議会を運営できるよ
う支援を行い、地域住民に魅力
的な事業を展開し、より多くの住
民参加を図っていく必要がある。

所属
名称

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

　地域づくり支援事業の活
性化が魅力ある街づくりに
貢献できる。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

標語入りエコバッグの作成・
配布により、地域における
省エネルギーや環境保全に
関する意識啓発に寄与し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

絆を大切にし、互いに助け
合う地域づくりを進めるた
め、地域の方々とのパート
ナーシップを強めた。

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第１節　地域づくり



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷
秀明

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長
橋本　浩志

R1予算現額

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

所沢市まちづくりセンター条例、

1,245千円

1.25 人

臨時職員10,390千円

所沢市まちづくりセンター条例、

山口
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 997千円

H30予算現額

1,085千円

H30決算額 指標名

Ａ

12,000人

優先

交付対象事業の見直しを図った。

地域づくり支援事業

1,225千円

①地域住民の参加人数

②所沢市地域づくり協議会活
動支援交付金対象事業数

③

・地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成30年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民参加人数（令
和元年度から）

事業の目的及び具体的な内容

目標値はほぼ達成できているが、野外事業の場
合は天候に左右されることから、参加人数は流
動的である。

18,604千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額（見込み）

1,225千円

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

臨時職員 1.13 人

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度あたり120万円を上限に地域づくり協議会
活動支援交付金を交付するとともに、次の取組み
を行う。①山口まちづくり協議会活動への支援②自
治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづ
くり活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

2.22 人

①12,975人

②8件

③

R元年度目標

住民参加と協働による地域課題の解決並びに
安全・安心な地域づくりを進めるための事業を実
施する。

R1実績

R1年度に改善した点

期間 2.39 人 R2年度目標

12,000人

交付金について、既存事業の経費がラン
ニングコストとなり、新規事業立ち上げ経
費が確保できる仕組みへの改善が必要で
ある。

12,975人

目標設定の考え方・根拠

臨時職員 1.13 人

H23～ 19,866千円

交付対象事業は概ね計画どおり
に進められた。

5

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9

H２３年度～

法定受託事務

R1目標値が未達成の理由・分析

臨時職員

65千円優先

H30その他職員
従事割合

57千円

自治事務

65千円

吾妻
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

11,732千円

1.40 人

地域づくり支援事業

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

H30正規職員
人件費

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

R1その他職員
従事割合

0.00 人

地域コミュニティの醸成を図るため、地域づくり協議会の
設立に向けた支援を行うとともに、自治会・町内会等の地
域コミュニティの支援や、地域づくりを担う人材の育成、ま
ちづくりセンターにおける地域情報の発信などの地域づく
りの支援に取り組む。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自治会・
町内会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人
材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

R1正規職員
人件費

0.00 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

16,624千円 臨時職員

目標設定の考え方・根拠

地域コミュニティ、公共団体等への支援及び地
域づくり協議会設立を目標とする。

H30決算額 指標名

H30年度目標

①公共団体の支援事業

②地域づくり協議会活動支援
交付金対象事業数

③地域づくり協議会の設立に
向けての会議開催数

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

H30実績

57千円

R1決算額（見込み）

17,200人

地域コミュニティ、公共団体等への支援事業に
対しては目標を達成しているが、地域コミュニ
ティ、公共団体等への事業参加者減少があっ
た。なお、地域づくり協議会設立に向け、吾妻町
内会連絡協議会において意見交換を行っている
が、設立についての意見の一致はなく、目標と
する設立には至っていない。今後も各種団体等
の意見も参考に引き続き協議の場を設ける。

17,200人 18,129人

14,879人

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

0.00 人

期間 2.00 人

柳瀬
まち
づく
りセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

地域づくり支援事業

H28年度～ 6500

1,031千円

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

H30正規職員
人件費

10,475千円

法定受託事務

Ｂ

①52回

②0回

③3回

臨時職員

①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ参加人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交
付金の交付対象になった事
業数）

自治事務

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３工区等、吾
妻地区における開発事業による住民の安全対策など
地域の諸問題の解決に向け吾妻町内会連絡協議会
を中心に関係団体と検討を進めた。地域に特化した
情報を提供し、地域住民と情報を共有した。地域団体
の活動状況や環境問題に特化したコーナーを設け、
地区文化祭で報告、活動への参加の推進を図った。

会報の作成について、協議会に編集委員
会を設け、記事の収集等前年度以上に協
議会の協力を得られるようになった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

17,200人

所沢駅西口再開発事業、飯能所沢線第３
工区等、住民の安全対策など地域の諸問
題の解決に向けた更なる検討を進める。
地域づくり協議会設立に向け引き続き理
解を地域に求め支援を行う。地域コミュニ
ティ、公共団体等への事業参加者減少が
あることから事業等の見直しをする。

地域コミュニティ、公共団体等へ
の支援事業、地域の課題解決に
向け、各種団体との連携強化を
進めた。地域住民の関心の高い
地域情報を引き続き提供した。
地域づくり協議会設立に向け、
吾妻町内会連絡協議会におい
て協議を進めているが、結論に
は至っていない。

平成３０年地域課題調査により
地域の課題が整理でき、買い物
難民救済のための買い物支援
事業を開始した。また、交通不便
地域の解消に向けたコミュニ
ティーバスの運行についても、検
討を開始することができた。

Ａ

R1年度に改善した点

平成３０年に行った地域課題調査で判明
した地域課題（コミュニティバス等）につ
て、集中的に予算、人員を投入し解決に
向けた活動を行っていく。

指標名

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加
・地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成３０年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民参加人数（令
和元年度から）

5

R1決算額（見込み）

5

1,244千円

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う地域づ
くりを推進するため、地域づくり協議会に対し、1年度当た
り120万円を上限に、地域づくり協議会活動支援交付金を
交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会等の
地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材育成④地
域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災 ⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

H30年度目標

6400

R元年度目標

非常勤
特別職

10412

0.00 人

H30その他職員
従事割合

R1実績

1.25 人

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

協議会に係る事業数を基準として、住民参加・人
と人との絆・支え合う地域づくりへの達成度を推
し量るもの。

R1その他職員
従事割合

0.40 人

①10412人

②8事業

0.40 人

0.00 人 R2年度目標

H30予算現額 H30決算額

1,044千円

根拠法令 R1予算現額

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

人と人との絆を大切にし、互
いに支え合い助け合う地域
づくりを推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域に特化した情報を提供
し、地域住民と情報の共有
をした。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域課題を解決できた。



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
　足立　啓

法定受託事務

所沢市まちづくりセンター条例、

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

H30予算現額

22,858千円

3.05 人

非常勤
特別職

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

臨時職員

R2年度目標

0.00 人

1,251千円

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H30決算額

①8,728人

②6事業

6

5,000人

12

H30正規職員
人件費

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

R1予算現額

0.00 人

1,052千円

H30予算現額

①32,687人

②8事業

臨時職員

指標名

一
般

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額

法定受託事務 法定受託＋附加 1,039千円自治事務

R1決算額（見込み）

1,202千円

事業の種別

指標名

10

R1その他職員
従事割合

0.00 人

H30実績

R元年度目標 R1実績

①6,446人

②10事業

6,446人

H30正規職員
人件費

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

7,542千円

事業の種別

22,027千円

人と人との絆を大切に、互いに支え合い助け合う地域
づくりを推進するため、地域づくり協議会に対し、１年
度当たり120万円を上限に、地域づくり協議会活動支
援交付金を交付するとともに、次の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内会
等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の人材
育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調整

・地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成30年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民参加人数（令
和元年度から）

臨時職員 0.00 人

H30実績

臨時職員

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

H30決算額

R1正規職員
人件費

7,896千円

Ｂ

5事業

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析

1,207千円

6

H30その他職員
従事割合

0.00 人

R1実績

H30実績

0.00 人

非常勤
特別職

0.90 人

2.70 人

R1正規職員
人件費

2.75 人 R2年度目標

優先

地域ネットワークに対する市からの交付金
を活用して、地域課題解決に向けた事業
が実施できた。

地域づくり支援事業

根拠法令 R1予算現額

R元年度目標

32,687人

1,039千円

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

三ケ島まちづくり協議会が発足
後７年が経過し、徐々に地域に
定着してきた。事業への地域住
民の参加人数も　年々増加して
いる。今後もまちづくり活動の人
材、団体の育成・支援に努める。

非常勤
特別職

0.95 人

地域コミュニティの充実度を図る指標として、第６
次総合計画の事業目標に掲げられていることか
ら設定。

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

Ａ

①地域住民の参加人数（支
援事業の延べ人数）
②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数（交
付金の受給対象となった事業
数）

1,202千円

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

・地域づくり協議会活動支援交付金対象事業数
（平成30年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民参加人数（令
和元年度から）

・地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事
業数（平成30年度まで）
・地域づくり支援事業への地域住民の参加人数
（令和元年度から）

9,000人

5事業

9,000人H23年度～

優先

所沢市まちづくりセンター条例、

1,008千円

事業の目的及び具体的な内容

22,626千円

1,208千円

自治事務 法定受託事務

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に交付する地域づく
り協議会活動支援交付金等を活用するとともに、次
の取組を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成④地域の公共的団体の育成・支援⑤地
域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の要望等の
処理・連絡調整

法定受託＋附加

R1決算額（見込み）

1,025千円

臨時職員

期間

地域づくり支援事業

根拠法令

一
般

H30予算現額 指標名

25,559千円

R1正規職員
人件費

2.65 人

目標設定の考え方・根拠

事業の種別

一
般

地域づくり協議会への支援により、地域づくり協
議会の事業の充実がどれだけ進んだかを指標
とし、目標とする。

10,000

1,253千円

H30正規職員
人件費

自治事務

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン

ター

根拠法令

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

期間

実施計画ランク

優先

Ｈ２３年度～

地域づくり支援事業

しんとこイーストネットの活動を
はじめ、新所沢東地区の様々な
情報を発信することにより、幅広
い年代の人たちに交流を深めて
もらうことができた。

R1決算額（見込み）

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

0.00 人

地域づくり協議会の主催事業の発展のた
めの助言を行い、事業を充実させた。

・平成30年度に好評であった二子山部屋
力士とのふれあいイベントを令和元年度も
実施し、多くの地域住民が参加した。
・地域の安全安心に寄与するため、しんと
こイーストネットでAEDを購入した。

引き続き、地域団体の自主性を尊重し、そ
の活動の側面支援を行っていく。

地域づくりについては、リーダー
の世代交代や、主体的に地域活
動に参加する住民を継続的に増
やしていく必要があるなど対応
すべき課題が幅広く、かつ長期
的である。単年度の目標達成が
すなわち目的達成とならないこと
に留意し、本事業を発展させた
い。

自治会加入率の低下及び、自治会に加入
しない若い世代が増えている。また、三ケ
島まちづくり協議会の活動に対する周知
のため、広報紙を通じて、魅力のある自治
会活動をPRしていく。

R1年度に改善した点

R1年度に改善した点

H30年度目標

10,000 8,728

Ｂ

新所沢東地区の住民が自分たちの「まち」を常
に見つめ直し、かつ幅広い年代の人たちが地域
活動の中で交流を深め、助け合い、安全・安心
な「まち」づくりを目指しているため、地域住民の
参加人数を指標とする。

R元年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

目標値は未達成であるが、参加人数は前年度を
上回っている。引き続き、地域団体とともに事業
の周知に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

しんとこイーストネットの地域団体の活動
をはじめ、新所沢東地区の様々な情報を
発信することにより、幅広い年代の人たち
が交流を深めらるよう更なる支援を行って
いく。

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 1,053千円

幅広い年代が参加できるように様々な事業を実
施した結果、目標を達することができた。今後は
事業の周知方法の多角化等を検討し、参加人
数の更なる増加を図りたい。

5,000人

非常勤
特別職

R1予算現額

新所
沢ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

期間

三ケ
島ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク

H23年度～

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

地域の様々な団体との協働
により、まちづくり推進に向
けた活動に貢献した。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

団体単独で行っていたイベ
ントについては、人員・規模
ともに限界があったため、協
議会と共同で開催した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

幅広い年代が参加できるよ
うに様々な事業を実施し、地
域住民の交流を図った。



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　大野　義
彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

小手
指ま
ちづ
くりセ

ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

自治事務 法定受託事務

成果指標の目標値を達成してお
り、まちづくりセンターの駐車場
不足を解消し、利用者の利便性
の向上に結び付くため。

R1年度に改善した点

0千円
①測量

②不動産鑑定

③用地取得

用地購入までの進捗
R1測量、不動産鑑定を行い用地購入

R1年度までに、用地を購入するための進捗状況
を指標とする。

H30その他職員
従事割合

測量・不動産鑑定委託、用地購入を補正
対応し、速やかな用地購入につながった。

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

0千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30年度目標

R1予算現額 R1決算額（見込み）

27,898千円 27,868千円

法定受託＋附加

0.00 人

H30実績

非常勤
特別職

臨時職員

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①測量終了

②鑑定終了

③用地取得済

R元年度目標 R1実績

第２駐車場を整備する事務手続きを行
い、駐車台数の増設を行った。

令和元年度～ 3,325千円 臨時職員 100.0%

　本事業は、小手指まちづくりセンター北側迂回路
用地として借用している土地の地権者からの譲渡
意向を尊重しながら、同まちづくりセンターの慢性
的な駐車場不足を解消し、施設の利便性の向上等
を図るため、用地を取得し第2駐車場の整備を進め
るものである。

期間

R1正規職員
人件費

0.40 人

所沢市まちづくりセンター条例、

法定受託事務

0千円

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

臨時職員

期間 1.35 人
非常勤
特別職

1.80 人

2,037千円

地域住民間の交流が促進され、また、地
域の様々な課題について、認識・理解をさ
らに深めることができた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

成果実績に大きく影響する予定していた事業（並
木ふれあいフェティバル）が、急遽中止となって
しまったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の住民とともに課題を共有し、解決策
を見出すことで住みやすい地域づくりに繋
げていく。今後も自主的な活動が推進でき
るよう組織を整えていく。

6

地域づくり協議会活動支援交付金交付対象事業
数（平成30年度まで）
地域づくり支援事業への地域住民参加人数
（令和元年度から）

R1その他職員
従事割合

8,300人

交付金額に制限があるため、対象となる事業を
十分に見極め設定する。

H30その他職員
従事割合

①7事業

②7,935人

R元年度目標

1,020千円

8,300人

R1決算額（見込み）

後援事業が中止となり、目標値
を達成できなかったが。自主２事
業（消費トラブル防止講習会・介
護保険講習会）及び広報紙発行
により、地域の課題の共有化や
情報発信等を図ることができた。

これまで地域づくり協議会の設立に向け
て支援を行ってきたところだが、今後は地
域づくり協議会の活動及び運営について
の支援及び地域住民に対して協議会の周
知を図っていく。

非常勤
特別職

R2年度目標

7

目標設定の考え方・根拠 R1年度に改善した点

非常勤
特別職

Ａ

7,935人

R2年度目標

①地域づくり協議会活動支援
交付金交付の対象事業
②支援事業の住民の参加人
数

R1実績

15,793千円

目標達成済

R元年度目標

H30決算額 指標名

根拠法令 R1予算現額

所沢市まちづくりセンター条例施行規則、所沢市地
域づくり協議会活動支援交付金交付要綱

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会の設立及び活動への支援②自
治会・町内会等の地域コミュニティの支援③まちづ
くり活動の人材育成④地域の公共的団体の育成・
支援⑤地域情報の提供⑥地域防災⑦地域住民の
要望等の処理・連絡調整

H30正規職員
人件費

所沢市まちづくりセンター条例、

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,029千円

1,017千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1.90 人

15,084千円 臨時職員

一
般

H30予算現額

779千円

20,000人

R1実績

地域づくり支援事業への地域住民の参加人数

臨時職員

R1その他職員
従事割合

事業の種別

一
般

H30予算現額

臨時職員

1,029千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

21,350人

22,368人
非常勤
特別職

①22,692人

②１件

③

22,692人21,300人

Ａ

地域づくりを推進するために、地域組織の活性
化を図ることを目的として、公共的団体の実施す
る事業への地域住民の参加人数を指標とする。

平成30年度まで地域づくり協議会の設立
に向けて、町内会の代表者会議や、関係
団体への説明会を開催し、協議を重ねて
きた結果、令和元年6月に地域づくり協議
会を設立することできた。また、協議会の
事業として「ところざわ地区生活お役立ち
マップ」の作成・配布の支援を行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

公共的団体の実施する事業へ
の多くの地域住民の参加が得ら
れている。
　また、今年度当地区においても
地域づくり協議会が設立（令和
元年6月29日）され、設立後の初
の事業として地域の施設情報等
掲載した「ところざわ地区生活お
役立ちマップ」を作成し、地区内
全世帯に配布を行なった。

目標設定の考え方・根拠実施計画ランク

H30その他職員
従事割合

636千円

①地域住民の参加人数

②地域づくり協議会活動支援
交付金交付対象事業数

③

R1決算額（見込み）

1,845千円

指標名H30決算額

11,221千円

事業の種別

自治事務

R1正規職員
人件費

11,313千円

地域づくり支援事業

根拠法令

人と人との絆を大切にし、互いに支え合い助け合う
地域づくりを推進するため、地域づくり協議会に対
し、1年度当たり120万円を上限に、地域づくり協議
会活動支援交付金を交付するとともに、次の取組
を行う。
①地域づくり協議会活動への支援②自治会・町内
会等の地域コミュニティの支援③まちづくり活動の
人材育成
④地域の公共的団体の育成・支援⑤地域情報の
提供
⑥地域防災⑦地域住民の要望等の処理・連絡調
整

1.35 人
地域づくり支援事業

小手指まちづくりセ
ンター整備事業（第２
駐車場）

優先

実施計画ランク

期間

優先

H23年度～

優先

Ｈ２３年度～

所沢
まち
づく
りセ
ン

ター

並木
まち
づく
りセ
ン

ター

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべて

の人に

どのように貢献したか

地域づくり協議会の設立に
より地区内全住民を対象と
した事業の実施を支援した。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域住民にとっての安心安
全、健康維持、生きがい、介
護等の向上に寄与した。

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

利用しやすい施設整備を進
めた。



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美

建設や修繕等に関する相談が多数寄せら
れていることから、自治会・町内会へ聞き
取りを行う中で、各集会施設の現況を確
認するとともに、準備状況や緊急性、重要
性などを踏まえて、柔軟な対応を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自治会・町内会が管理するコミュニティ施
設の多くは、建設からの時間経過が大き
く、老朽化の声も多数寄せられているため
補助金の助成要望が増加することが見込
まれる。そのため他自治体の事例や国や
県の補助金制度等を参考に効果的な助
成方法について研究していくとともに、再
交付の除斥期間短縮など要綱の見直しも
合わせて検討していく。

市民フェスティバル
開催支援事業

根拠法令 R1予算現額

25万人

①実行委員数

②参加団体数

③来場者数

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

7,559千円

非常勤
特別職

R2年度目標

市が市民フェスティバル実行委員会の事務局とな
り、フェスティバルの開催支援を行うことにより、事
業の円滑な推進を図るとともに、フェスティバルの
開催を通じて来場者に心のふれあいの場を提供
し、さらに、所沢市及び所沢ブランドの魅力を発信
する。
また市は、開催支援として運営費の一部を、補助金
として交付する。

0.80 人

1.37 人
非常勤
特別職

20万人

S55年度～ 18,120千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務

期間 2.18 人

25万人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,481千円 臨時職員 0.80 人

①24名

②432団体

③25万人/2日

R元年度目標 R1実績

Ａ

令和元年度は2日間とも晴天に
恵まれ、数多くの方が来場され
た。
令和2年度の開催は市政施行70
周年の記念開催となるため、さら
に魅力的な市民参加型のイベン
トとするため、費用対効果や事
務効率の改善を図りながら実行
委員会を支援していく。

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

8,611千円

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

所沢市民フェスティバル補助金交付要綱

H30決算額

重要

海洋プラスチック問題に取り組むため、出
展者・参加者の協力を得て使い捨てプラ
スチック容器等は使用せず、紙・布製品で
代用した。

法定受託＋附加 7,581千円

H30年度目標 H30実績

R1年度に改善した点

引き続き海洋プラスチック問題に取り組む
とともに、今後はSDGｓへの貢献について
検討を行っていく。
また、市内で開催される他イベントとの関
係について、実行委員会として今後のあり
方の検討を行う。

指標名 目標設定の考え方・根拠

来場者数

所沢市民フェスティバルはコミュニティづくりを推
進するとともに、所沢ブランドの発信を目的に開
催しており、直接的に関連する指標を挙げてい
る。R2年度は、市政施行70周年の記念開催とな
るため過去5年の平均に上乗せした数字を計上
している。

R1目標値が未達成の理由・分析

23万人

目標達成済25万人

8,661千円

自治事務

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額

58,405千円

自治会・町内会への加入と参加の促進及び活動
を支援することで得られる結果が自治会加入世
帯数

非常勤
特別職

0.00 人

56,668千円

0.00 人

R1予算現額

H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

1.81 人

15,168千円

97,900 世帯

自治会加入世帯数
※今年度より指標変更（昨年度までは、応援団
派遣会場数）

H30年度目標

98,000 件

指標名 R1年度に改善した点

97,838 世帯

R1目標値が未達成の理由・分析

R2年度目標

行政協力員報償金を自治協力報償金に
集約し、実態にあった報償金制度とした。
このことにより自治会・町内会の事務負担
軽減が図れた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

加入世帯数は増えているものの、市全体
の世帯数の増加に伴い、加入率には反映
されていない。引き続き、自治会・町内会
の負担に配慮しながら、重要性について
幅広く浸透していくように事業を継続す
る。

目標設定の考え方・根拠

自治事務

転入者や不動産事業者への働
きかけなどにより、加入世帯数
は増加している。引き続き、自治
会・町内会の重要性の周知に努
める。

①68人　34会場

②22件

③

非常勤
特別職

0.00 人

H30実績

98,026 世帯

①自治会・町内会応援団
　（派遣のべ人数・派遣会場）
②加入促進パンフレット付属
のはがきでの問い合わせ件
数
③

Ａ

R1決算額（見込み）

地域住民の心のふれあいや交流の場、活動の拠
点となる集会施設の建設や修繕などに補助金の交
付を行い、あらたになった集会施設により、これま
で以上に地域が一体となり、安全で安心して住み
続けることができるまちづくり、地域課題の把握や
解決、自主的なコミュニティ活動が活発に行われる
ことを目的に支援する。

15,473千円

17,123千円

97,800 世帯

臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

根拠法令 R1予算現額

0.52 人 5

16,500千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30年度目標
H30その他職員
従事割合

9,590千円

補助対象事業数

法定受託＋附加

①集会施設建設事業
　（※増改築を含む）

②集会施設修繕事業

③集会施設緊急修繕事業

目標達成済

事業の種別

一
般

H30予算現額

0.00 人

H30決算額

非常勤
特別職

R1実績

5 5

5

Ａ

目標設定の考え方・根拠指標名

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

臨時職員 0.00 人

①1件

②4件

③0件

R1正規職員
人件費

0.65 人

臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

5,403千円

0.00 人 R2年度目標

地域
づく
り推
進課

地域
づく
り推
進課

所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条例
所沢市自治協力報償金交付要綱

60,290千円

実施計画ランク

事業の種別

優先

コミュニティ活動推進
事業

期間

事業の目的及び具体的な内容

4,358千円

2.06 人

法定受託事務

自治会等応援事業

所沢市コミュニティ活動推進事業実施要綱・所沢市
コミュニティ活動推進事業補助金交付要綱　他

11,500千円

一
般

57,511千円

「所沢市地域がつながる元気な自治会等応援条
例」に基づき、市が自治会・町内会への加入・参加
の促進活動と自治会・町内会活動の支援を実施す
る。
自治会・町内会への加入・参加を呼びかけるパンフ
レットを作成・配布し、様々な方法で転入者等へ周
知啓発を行う。また、自治会・町内会が行う夏祭り
へ市の職員をボランティアスタッフ（自治会・町内会
応援団）として派遣することでその活動を支援す
る。

H30予算現額実施計画ランク

修繕の相談から実施までに年数
がかかるという課題はあるが、
潤沢とは言えない自治会・町内
会の予算規模から、集会施設の
建設・修繕に対する補助は重要
である。
要望も多い状況ではあるが、修
繕について概ね自治会・町内会
の計画どおり実施できた。

5

補助金の交付対象となる団体数
R1決算額（見込み）

目標達成済

R元年度目標

R1年度に改善した点

優先

期間

S56年度～

H3年度～

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

自治会・町内会を支援する
ことで、地域コミュニティの醸
成に貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

会場内で出たプラスチックご
みの量は平成30年度と比較
して大幅な減少となった。

どのように貢献したか

地域活動の拠点整備を通し
て、地域コミュニティの醸成
と住みやすい環境整備へ貢
献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域づくり推進課長　田中　廣美H21年度～ 11,554千円 臨時職員 1.60 人

期間

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加 9,571千円

R1予算現額

市民による自主的で公益性のある活動を支援、促
進する。主な活動は①ミーティングコーナー・印刷
機等の貸出やパンフレット等の配架による情報提
供による登録団体の支援②市民活動支援講座、登
録団体との協働による事業の実施及び地縁型コ
ミュニティとテーマ型コミュニティとの連携に向けた
環境整備の促進③市民活動総合補償制度により
市民の公益的な活動等における事故を補償④アダ
プト・プログラム制度の周知・啓発⑤市ホームペー
ジ、市民活動支援システム、フェイスブック、季刊誌
を通じて情報提供や周知・啓発

市民活動支援センターの利用者数
（令和元年度からの指標）

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3,201人
①2,589人

②495人

③117人

3,917 人

R1正規職員
人件費

3,201 人

1.39 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績

市民活動の支援、促進を図ることが事業目的で
あることから、市民活動支援センターの利用者
数を指標とした。

市民活動支援講座の開催等を通じて、引
き続きＮＰＯやボランティア団体等（テーマ
型コミュニティ）と、自治会・町内会（地縁型
コミュニティ）の連携を図っていく。また、事
業実施後のにアンケート調査等により、市
民ニーズの把握につとめ、より効果的な事
業運営を行って行く。

1.76 人
非常勤
特別職

指標名の「市民活動支援センターの利用者数
は、ミーティングコーナー等の設備の利用者数
の他、主催事業の来場者数も含んでいる。目標
値が未達成であった理由は、令和2年2月27日、
28日に開催した市民活動見本市が、新型コロナ
ウィルスの影響により、来場者数が前年度の半
分以下であったこと。また、市民活動支援講座に
ついて、申込者が少なかった講座があり、テーマ
選定に工夫が必要であった。

3,520 人

14,749千円 臨時職員 1.20 人

R1決算額（見込み）

H30決算額 指標名H30予算現額

10,008千円 8,757千円

市民活動支援センターの利
用者数
①ミーティングルーム等の設
備の利用者数
②主催事業の来場者数
③市民活動支援講座の参加
者数

ＮＰＯ法人等のテーマ型コミュニティと、自
治会等の地縁型コミュニティとの連携を図
るため、市民活動支援講座において連
携・協力をテーマにした講座を開催した。
また、ＮＰＯ法人で活動している代表者の
方を相談員として、団体運営の悩みや困
り事にアドバイスを行う、個別の相談会を
実施した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

Ｂ

3,550 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標に対する実績の割合は、約
90％と未達成ではあった。しか
し、市民活動支援ステム（トコろ
んWeb）のアクセス件数は15万
件を超えており、また、支援セン
ターの登録団体数は、1団体増
え、アダプト・プログラムの登録
団体は、5団体の増加となった。
こうしたことは、主催事業の開催
等を通して、市民活動に関する
情報発信や、支援センターの周
知等の成果の表れである。

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

地域
づく
り推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

市民活動支援事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

所沢市市民活動支援センター条例・所沢市市民活
動総合補償制度取扱要綱ほか

法定受託事務重要 自治事務 9,186千円

連携・協力をテーマにした講
座や市民活動支援センター
まつり等の事業の開催は、
市民活動団体や自治会・町
内会等の団体相互の連携
に寄与するものである。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか



項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第２節　地域福祉

民生委員法、（県）民生委員及び
児童委員活動費等補助金交付要
綱、

どのように貢献したか

地域での見守り・支え合い
活動をはじめ、困りごとの解
決のために関係機関とのパ
イプ役となる等、住民の福
祉向上に向けて活動してい
る。

４．質の高い
教育をみんな

に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と福

祉を

１６．平和と
公平をすべて

の人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみんな

に

１６．平和と
公平をすべて

の人に

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

どのように貢献したか

利用者の安心・安全に配慮
した施設提供により、子育て
や環境、福祉等様々な課題
への学習・啓発機会の提供
の場として利用いただいた。

８．働きがい
も経済成長も

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

所属
名称

事業の種別

一
般

H30予算現額

臨時職員　平成29年1月から供用を開始した当施設につい
て、利用者の利便性・安全性に配慮した施設の維
持管理及び運営を実施するものとして、日常にお
ける清掃・設備の点検保守・警備・貸出施設の管
理運営や地域福祉に資する自主事業を実施する。

1.35 人

H30決算額

こどもと福祉の未来館条例・所沢市地域福祉センター規則

法定受託＋附加

R1予算現額根拠法令 利用者の利便性・安全性に配慮した施設
の整備と施設備品の充実を図った。また、
地域福祉推進の一環として主催事業数を
増やし、内容の充実を図った。

R1決算額（見込み）

H30その他職員
従事割合

98,426千円

121,000人 179,792人

H30実績

R元年度目標

188,554人

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

121,000人

97,396千円

H30年度目標

利用者の利便性・安全性に配慮した施設管理
及び事業の実施が利用者数につながり、地域
福祉活動の活性化に反映されるため、地域福
祉の拠点として設置された当館の目標指標とす
るもの。

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

Ｓ

様々な状況を抱えた利用者からのニーズ
を反映した施設提供を行うべく、利用者か
らの意見をいただく機会を設けるととも
に、昨今の社会情勢を汲んだ、より良い施
設運営に取り組むことで利用者の満足度
の向上を図っていく。

臨時職員

0.40 人

利用者の利便性・安全性に配慮し
た施設管理及び地域福祉を意識し
た事業実施の充実が図られた。
今後も、総合管理業務委託業者と
の連携を図り施設管理を行うととも
に、災害等、有事の際の施設運営
についても整備に努めていく。

R2年度目標

R1実績

179792人

平成28年度～ 11,221千円 121,000人

こどもと福祉の未来館利用者
数

こどもと福祉の未来館利用者数

0.40 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

11,313千円

H30正規職員
人件費

1.35 人

実施計画ランク

最優先

こどもと福祉の未来
館管理運営事業

期間

102,467千円

自治事務 法定受託事務 98,540千円

R1年度に改善した点

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

地域
福祉
セン
ター

具体的な取り組みの達成率（現状値÷目標値）
の平均値

２ヵ月ごとに発行していた情報紙「ちゃお」
の発行を年４回に整理、周知方法も行政
回覧のみから年１回全戸配布を実施し、
より広い情報提供に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本市の地域福祉の推進が図られていく上
で、社協の活動が大きな役割を果たして
おり、今後もその活動が安定的なものとな
るよう、適正な補助を引き続き実施してい
く。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域福祉活動の活性化を
図ったほか、地域における
生活課題の解決等に寄与し
た。

１．貧困をなく
そう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

①年度当初補助対象職員

②年度当初全職員

③

社協の地域福祉活動計画in所沢（ところWITHプ
ラン）の具体的なとりくみのR2目標値に対する達
成率の平均値

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

ボランティア活動の推進をはじめと
し、各地区にCSW（ｺﾐｭﾆﾃｨｿｰｼｬﾙ
ﾜｰｶｰ）を配置し、地域生活課題の
解決に向けての取り組みを行うな
ど、社協の活動は本市の地域福祉
の推進を実践する重要なものとい
える。
拠点の開拓など容易には進まない
面もあるも、概ね目標に向かい順
調に取り組めていると言える。

R1年度に改善した点

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標値の設定されている16の指標のうちR2目
標値を達成しているものが4つとなっている。地
区社協等の地域福祉推進の組織づくりや、地域
でのサロンをはじめとする活動拠点の開拓と
いったハード面の課題が影響する数値等が低
い達成率であったことが影響している。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72,000千円 72,000千円

社会福祉協議会補
助金

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市社会福祉協議会補助金交付要綱 72,000千円 72,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

社会福祉を目的とする事業の企画及び実施などを
行うことにより、地域福祉の推進を図ることを目的
として設立された社会福祉協議会の運営及び事業
の推進を図るため。

0.11 人
非常勤
特別職

74.6% 73.2%

922千円 臨時職員

①23人

②204人

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

87.5% 86.1%

期間 0.16 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ｓ４３～ 1,330千円 臨時職員 100.0%

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

民生委員・児童委員
及び協議会活動推
進事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

民生委員・児童委員の活動が円滑
に進むよう、研修会、定例会等を
通じて積極的に助言・協力・指導を
行うことで、地域福祉の一層の推
進が図られることから、継続的に
支援を行っていくものとする。

R1年度に改善した点

各地区民児協にて実施した、総会、定例会及び
研修会の年間延べ開催日数

各協議会の会計資料の作成が協議会ご
との様式、費目の区分を行っていたが、令
和元年度より費目の区分や様式の統一を
図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額（見込み）

所沢市民生委員・児童委員協議会補助金交付要
綱・所沢市民生委員等活動費交付金交付要綱

61,839千円 56,870千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 58,729千円 56,694千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①委員活動日数（委員活動
の延べ日数）
②

③

総会、定例会及び研修会の年間延べ開催日数根拠法令 R1予算現額

民生委員・児童委員、及び委員が所属する民生委
員・児童委員協議会の活動環境を整備し、委員の
資質向上を図る。

1.40 人
非常勤
特別職

168日 184日

11,732千円 臨時職員 0.35 人
①64,685日

②

③

R元年度目標 R1実績
令和元年度末からの感染症拡大防止の
ための緊急事態宣言を受け、民生委員の
活動のあり方、今後の活動方法（特に見
守り活動）等が問われている。連合会と情
報共有を図りながら協議・検討をしていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

168日 184日

168日

期間 1.25 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S25年度～ 10,390千円 臨時職員 1.20 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉担当参事　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

どのように貢献したか

制度の必要な方が必要な時
に利用できるよう、周知啓
発、制度の利用支援等を進
めている。

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と福

祉を

１６．平和と
公平をすべて

の人に

１０．人や国
の不平等をな

くそう

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

適切な社会保護制度及び対
策の実施
働きがいのある仕事の達成

どのように貢献したか

適切な社会保護制度及び対
策の実施
無償かつ質の高い中等教育
の補助

１．貧困をなく
そう

１．貧困をなく
そう

４．質の高い
教育をみんな

に

52.3%

100.0% 99.5%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

H30実績

R2年度目標

122.2%

目標達成済

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要（内家計相談支
援事業は最優先）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39,325千円

目標設定の考え方・根拠

36,542千円
①自立相談支援事業延べ相
談件数

②家計改善支援事業参加者
数

③学習支援事業延べ参加者
数

指標名H30決算額

53,831千円

R1決算額（見込み）

48,320千円

2.00 人

R1年度に改善した点

相談件数、学習支援事業参加者数増加率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数＋学
習支援事業延べ参加者数）÷昨年度（自立相談
支援事業延べ相談件数＋学習支援事業延べ参
加者数）

生活困窮者からの相談を幅広く受け付けること
により、生活保護に至る前に様々な相談支援を
行い生活困窮者の自立促進を支援することが
目的となっていることから、目標は相談件数、学
習支援事業参加者数の増加とする。

更なる事業周知のためチラシをわかりや
すい内容に刷新した。また、水道料金督
促に同封している周知カードについても水
道の内容に特化したものに変更し、わかり
やすい内容に刷新した。学習支援事業で
は周知のチラシを新規に作成し、生活保
護世帯への訪問時に配付するなど従来と
異なる周知を行った。

H30年度目標

Ａ

自立相談支援事業、家計改善支
援事業が大幅に増加していること
から、生活困窮者自立相談支援事
業の周知が進んでいるものと考え
られる。

R元年度目標 R1実績

　生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るため、
生活困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な問
題に関する相談支援、事業利用のためのプラン作成等
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困窮
者に対し、有期で家賃相当の給付金を支給
○「学習支援事業」生活保護受給世帯及び自立相談支
援事業対象世帯の中学生を対象に学習支援
〇「家計改善支援事業」家計に問題を抱える生活困窮者
からの相談に応じ、利用者の家計管理の意欲を引き出
す
〇「一時生活支援事業」住居を失った生活困窮者に対
し、一時的な宿泊場所や飲食を提供するとともに、求職
活動の支援や居住先確保の支援

6,620千円 臨時職員

100.0%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.79 人
非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

50.0%

就労支援収入成果
（就労開始者＋就労収入増加者）÷就労支援利
用者数

指標名

H30年度目標

50.0%

H27年度～ 6,566千円 臨時職員 0.00 人

①４，８７９件

②　　６３９件

③　　５４４人

引き続き、生活困窮者の抱えている複合
的な課題を整理・分析していく。そのニー
ズを把握し、より効果的な支援が受けられ
るような新規事業を計画し、「支援につな
がっていない困窮者」の減少につなげてい
く。

目標達成済
100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

①就労支援利用者数

②就労を開始した者

③就労収入が増えた者

R元年度目標

H30決算額

R1正規職員
人件費

生活困窮者自立促
進支援事業

R1予算現額

期間 0.79 人
非常勤
特別職

2.00 人

0.00 人

R1予算現額根拠法令

生活困窮者自立支援法

1.50 人

R1決算額（見込み）

①302

②143

③15

H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

1.00 人

臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

期間 5.26 人
非常勤
特別職

R1年度に改善した点

生活保護世帯の自立の助長を目的としているこ
とから、目標値は、就労支援相談件数のうち就
労を開始した件数と就労収入が増加した件数の
割合とする。

既存の生活保護世帯だけでなく、生活保
護の新規相談段階から積極的に就労支
援利用を促すこととした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

COVID-19（新型コロナウイルス感染症）
の影響による経済不況により求職活動は
厳しい状況にある。しかしながら自立のた
めの支援策としての必要性は高く、継続し
て実施していく必要がある。今後も、他機
関との連携を図りながら、さらに充実した
支援を行っていく。

5.26 人

R2年度目標

44,079千円

非常勤
特別職

就労を開始した者、就労収入が増
えた者は横ばいであったが、就労
支援利用者数は前年を大幅に上
回った。今後も生活保護受給世帯
の自立に向けた支援を継続してい
く必要がある。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務

50.0% 63.4%

4,835千円 3,585千円

生活保護法 2,454千円

指標名

一
般

H30予算現額

根拠法令

2,399千円

事業の目的及び具体的な内容

43,721千円

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

生活保護受給者に
対する就労支援事
業

法定受託＋附加

　生活保護法が目的とする自立助長を促進するた
め、生活保護受給者に対する就労支援策として専
門的知識及び資格を有する者に就労業務を行わ
せるもので、就労阻害要因がないにもかかわらず
就労に結びつかない方等を対象に支援する。

H19年度～

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額 H30決算額

6,792千円

6,861千円

自治事務 法定受託事務

根拠法令 R1予算現額

成年後見制度利用促進法 6,958千円

事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

4,190千円

6,958千円

目標設定の考え方・根拠

研修会参加者アンケートにおいて、概ね半分以
上理解できたという人÷回収数×100（小数点以
下四捨五入）

理解できた人22人÷回収数25枚×100

みんなで考える市の仕事事業ワークショッ
プのテーマに「成年後見制度の普及啓発
の手法」が採用され、市民20名の参加が
あった。成年後見制度推進検討委員会を
再組織し、委員の委嘱及び第1回委員会
を開催、市町村計画の策定や中核機関の
設置に向けた協議を行った。R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

①周知啓発講演会参加者数

②理解者数

③

Ｂ

88.0%

講演会参加者の理解度R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

臨時職員

100.0% 92.0%

元年度は「任意後見制度」をテーマに実施。目
標達成に至らなかったのは、悪天候の影響で参
加者が少なかったことにもよると考える。アン
ケートの自由意見では「勉強になった、参加して
よかった」と大変好評であった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績 市民に成年後見制度が広く認知されてい
るとは言い難く、多くの方が参加しやすい
講演会、研修会を開催するなど、周知啓
発に努めていく。また、市の利用促進計画
の策定に向け、成年後見制度推進検討委
員会にて協議検討を進めていく。臨時職員

100.0%

非常勤
特別職

期間

平成26年度～

成年後見制度利用促進法及び国
の利用促進計画により、市町村は
より一層の周知・啓発活動に力を
注ぐことが求められている。
元年度は講演会の参加人数は少
なかったが、参加者からは好評を
得ている。引き続き制度の周知啓
発に努めていく。
また、成年後見制度推進検討委員
会委員を委嘱し、市町村計画の策
定や中核機関の設置に向けた検
討を始めた。

100.0%

R2年度目標

R1その他職員
従事割合

4,405千円

0.50 人

R1年度に改善した点

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク

優先

①28人

②22人

③

広く成年後見制度の周知啓発を行うとともに、所沢
市成年後見制度推進検討委員会の意見をうかが
いながら、法人後見活動開始の支援や、市民後見
人養成に関する事業を実施する。

R1正規職員
人件費

0.53 人

成年後見制度推進
事業



項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第３節　障害者福祉

どのように貢献したか

障害者の社会参加を促進す
ることができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の社会参加を促進す
ることができた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

出前講座を実施することに
より、障害に対する理解を
深めることができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

１０．人や国
の不平等をな

くそう

H30予算現額

外出援助事業

根拠法令 所沢市重度心身障害者福祉 R1予算現額

H30決算額

R1決算額（見込み）

S51年度～

85,249千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

13,995千円 臨時職員

タクシー等使用料金補助要綱、所沢市重度障害者
等自動車ガソリン費補助要綱

92,317千円

1.39 人

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

指標名 R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

対象者数・利用者数とも大きな変動はないが、
本人の体調等により利用が困難になったり、施
設入所や長期入院で補助対象外となるため。

認定者（①＋②）÷対象者数×100
（対象者数：R1年3月末5,914人）

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

R2年度より初乗賃金補助額・配布枚数が
変更となるため、十分な周知を行い事業
の適正な実施を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

在宅の重度障害者の外出援助
として要望の高い事業であるた
め、制度の見直しを行いつつ継
続して支援を行った。

81.9%

介護タクシー事業者の登録数を増やすな
ど、利用者の利便性の向上に努めた。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 95,134千円 85,754千円

H30年度目標 H30実績

R2年度目標

R1実績

80.0%

80.0%

①タクシー使用料金補助認
定者数

②ガソリン費補助制度認定者
数

対象者に占める認定者の割合

15,045千円 臨時職員 1.78 人

①2,688人

②2,157人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

0.00 人1.81 人

R1その他職員
従事割合

重度心身障害者等の社会参加の促進と経済的負
担の軽減を目的に、タクシー使用料金及びガソリン
費を補助する。〇タクシー使用料：利用者が使用し
たタクシー券を基にタクシー事業者より申請を受
け、初乗り料金分と手数料（1乗車につき100円）を
支払う。〇ガソリン費：月額上限3,000円または
1,500円を支払う。

1.67 人

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

（相談支援事業外：優
先）

自治事務

地域生活支援事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

法定受託＋附加 211,195千円 195,801千円

201,698千円

R1予算現額 R1決算額（見込み） ①相談支援事業相談件数

②手話通訳等派遣回数

③移動支援事業利用人数

指標名

法定受託事務

H30決算額

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

地域生活支援事業の対象事業に係る実績額（経
費）
当該年度の実績額÷前年度の実績額×100

地域の特性や利用者の状況に応じたサービス
の充実を図り、前年度実績を上回ることを指標と
する。

特になし

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

障害者総合支援法に基づき実
施する事業であり、地域の特性
や利用者の状況に応じたサービ
スを提供した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済
R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

100.0%

42,151千円 臨時職員 0.81 人

①11,175件

②手話928件、要約筆記69件

③180人

R元年度目標

臨時職員 0.90 人

法改正の動向を注視しながら地域の特性
や利用者の状況に応じた事業の適正な実
施を図っていく。

100.0% 101.1%

103.1%

100.0%

非常勤
特別職

0.00 人

Ｓ

法定受託事務 法定受託＋附加

H18年度～ 35,160千円

4.23 人

地域の特性や利用者の状況に応じた事業を実施
する。
○必須事業
成年後見制度利用支援、相談支援事業、意思疎通
支援事業、移動支援事業外
○日中一時支援事業、訪問入浴サービス事業外

5.03 人

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

212,097千円

H30予算現額

所沢市障害のある人
もない人も共に生き
る社会づくり条例推
進事業

根拠法令 R1予算現額

1.63 人

「所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例」に基づき、社会的障壁の除去の推進を図
るための総合的な取組として本事業を実施する。
・出前講座、庁内研修の実施
・あっせん調整委員会の設置
・社会的障壁の除去推進事業補助金

H30～

R1正規職員
人件費

11,554千円

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

最優先

期間

所沢市障害のある人もない人も共に生きる社会づ
くり条例　外

自治事務

期間

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

R1実績

H30決算額 指標名

5回

16回

R1実績

H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

H30年度目標

非常勤
特別職

H30実績

R2年度目標

5回

83.0%

82.0%

①出前講座の開催回数

②庁内研修の開催回数

出前講座の開催回数

障害のある人もない人も共に生きる社会を形成
するために、障害に関する理解を深める必要性
が高いことから、出前講座の開催回数を指標と
する。

平成30年度は障害福祉サービス事業所
が対象の中心であったが、消防署や病院
等の事業者にも出前講座を実施すること
ができた。

R1目標値が未達成の理由・分析

Ｓ

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

1,799千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害理解の定着。継続して取り組む。

非常勤
特別職

0.00 人 15回

5回

R1決算額（見込み）

目標値を大きく上回った。今後
も、障害に関する理解の浸透を
目指し、取り組みを進めていく。

R1年度に改善した点

2,675千円

R1その他職員
従事割合

13,659千円 臨時職員 0.00 人

①16回

②7回

H30正規職員
人件費

1.39 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,789千円 1,010千円

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

どのように貢献したか

障害者の日常生活の支援を
することにより福祉の増進に
寄与することができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の日常生活の支援を
することにより福祉の増進に
寄与することができた。

どのように貢献したか

障害者の自立した生活を促
進することができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

①補装具交付件数

②補装具修理件数

補装具総支給（交付・修理）件数 補装具交付件数＋補装具修理件数

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

27,729千円

H30実績

29,067千円

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,070千円

H30予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

H30決算額

特になし

補装具費支給事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

30,980千円

0.00 人

障害者総合支援法に基づく事業
であり、引き続き、制度の維持を
図る。

R1目標値が未達成の理由・分析

380件

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,604千円 臨時職員 0.00 人

①198件

②170件

380件 368件
補装具により耐用年数が異なり、今年度につい
ては修理件数が見込みより少なかったため。

R1実績

法に基づく事業であることから、引き続き
事業の周知を図り、事業を円滑かつ適正
に実施していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

2.04 人
非常勤
特別職

0.00 人

R元年度目標

383件

S25年度～ 16,956千円 臨時職員 0.00 人 380件

期間

身体の欠損、又は身体機能の損傷を補う用具を交
付（修理）し、障害者の日常生活を支援する。

2.22 人
非常勤
特別職

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害福祉サービス事
業

根拠法令

重要 自治事務

期間

法定受託事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害者総合支援法に基づく事業
であり、障害者等に必要なサー
ビスを決定し提供している。

R1年度に改善した点

①支給決定者数

②利用者数

利用率
障害福祉サービス利用者数／支給決定者数×
100

特になし

法定受託＋附加 4,010,610千円 3,844,948千円

R1決算額（見込み）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律

4,259,996千円 4,116,820千円

R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

障害者の個々の障害支援区分や障害の程度、介
護者等の状況等を勘案し、適正な福祉サービスが
利用できるよう、個別に支給決定を行う。サービス
内容は、介護給付（居宅介護、生活介護、施設入
所支援等）や訓練等給付（自立訓練、就労移行支
援、共同生活援助等）及び計画等相談支援などに
分けられている。

3.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 90.0%

H30年度目標 H30実績

R元年度目標

R2年度目標

臨時職員

77.0%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.00 人 80.0%

障害
福祉
課

R1実績

H18年度～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

27,822千円 臨時職員 1.00 人

①3,087人

②2,438人

平時に「短期入所」を利用することは、何
時か訪れる親亡き後の単身生活について
障害者自身にイメージさせる側面があり、
自立を促す一助となることから、障害者本
人や家族に丁寧な説明を行い、その利用
を促進させていきたい。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3.60 人
非常勤
特別職

0.00 人

29,923千円

家族の不測の事態に備えて「短期入所」の支給
決定を受けていた者が、その必要がなくなり、実
際のサービス利用に至らなかったため。

85.0% 79.0%

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重度心身障害福祉
手当事業

期間 1.67 人

R1正規職員
人件費

R1年度に改善した点

①手当支給件数

認定率

認定者数÷対象等級手帳所持者数×100

（認定者数：令和2年3月末6,761人）
（対象等級手帳所持者数：令和2年3月末8,324
人）

特になし

H30年度目標 H30実績

503,747千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

県から補助金を受けて実施して
いる事業であり、障害者に対す
る経済的援助として継続支援が
必要である。

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

継続可能な事業とするため、平成30年8月以降
に65歳以上で対象等級の手帳取得した者は対
象外となった。これにより、新規認定者が減少し
たため。

R元年度目標

根拠法令 R1予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 509,475千円

84.0%

81.0%

非常勤
特別職

R2年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

13,881千円 臨時職員 0.39 人 75.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12,570千円 臨時職員 0.18 人

①21,191

1.50 人

平成30年8月の改正内容について、今後
も十分な周知を行い、事業の適切な実施
を図っていく。

82.0%

0.00 人

R1決算額（見込み）

S49年度～

473,894千円

R1実績
重度の障害者に手当の支給を行うことで自立生活
の促進を図る。障害程度に応じ、月額4,000円～
10,500円の手当を支給する。所得（住民税の課税・
非課税により判断）による支給制限がある。

非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

所沢市重度心身障害福祉手当支給条例 488,700千円



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

どのように貢献したか

障害者の社会との関わりを
促進することができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の自立心の向上及
び地域生活の支援を図るこ
とができた。

どのように貢献したか

難病患者の心身の慰労を図
ることができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害者通所施設運
営事業

期間 0.67 人

市内5施設を指定管理者制度により運営。
○生活介護：常に介護が必要な障害者に、主として
昼間において、入浴、排せつ又は食事の介護及び
創作的活動又は生産活動の機会の提供等を行う。
○就労継続支援：生産活動その他の活動の機会の
提供を通じて、その知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う。

障害者の社会参加と自立に向
け、引き続き、適切に事業を実
施する。

R1年度に改善した点

①施設利用者数

障害者通所施設の利用率（施設定員÷1日の利
用者数）年平均（％）

市立の通所施設については、指定管理者の業
務仕様書上で利用者の受入にあたり1日の利用
者数が施設定員の9割を超えるよう努めることと
しており、当該割合を目標として設定したもので
ある。

特になし

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210,547千円

所沢市立障害者通所施設条例　外 236,153千円 222,755千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H8年度～ 5,569千円 臨時職員 0.00 人 90.0%

H30決算額

196,379千円

指標名

1.22 人
非常勤
特別職

施設の老朽化が進んでおり、緊急修繕対
応が増加している。関係部署と連携し速
やかに対応できるよう努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

92.5%

91.4%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

10,224千円 臨時職員 0.00 人

①217名

R1決算額（見込み）

0.00 人 90.0%

90.0%

0.00 人 R2年度目標

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市立ゆきわり草を指定管理者制度（指定先：社
会福祉法人藤の実会）により運営。知的障害者の
自立心の向上や地域生活の支援を図ることを目的
に実施している。

0.61 人

R1正規職員
人件費

H5年度～

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

5,112千円

重要 自治事務 法定受託事務

指標名

市立グループホーム
運営事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害者の自立生活を支援するた
め、引き続き事業を実施する。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市障害者グループホーム条例　外

根拠法令

8,133千円

R1年度に改善した点

利用者数÷定員数×100

特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

体験入居事業を、より効果的に活用でき
るよう努める。

法定受託＋附加 7,360千円 7,267千円

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

①施設利用者数

②延べ体験日数

施設定員数に対する利用者の割合

8,133千円

臨時職員 0.00 人

①7人

②314日

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

3,325千円 臨時職員 0.00 人

重要

H30決算額

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 0.37 人

所沢市難病患者見舞金支給要綱 9,500千円

難病患者見舞金支
給事業

根拠法令

難治性の疾患を有する者に見舞金を支給すること
により、心身の慰労を図ることを目的に実施してい
る。
難病患者からの申請に基づき、一人一回に限り見
舞金（25,000円）を支給する。

R1予算現額

2,933千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

見舞金の支給は平成27年度より1人1回限りと
なったことから、平成28年度以降は基本的に指
定難病医療受給者証等の新規認定者が対象と
なるため、目標設定を新規認定者に対する支給
率とした。

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

9,528千円

80.0%

0.02 人

0.00 人

7,301千円

8,428千円

①見舞金支給者数

0.35 人

R1決算額（見込み）

0.00 人

指標名

①273人

R元年度目標

R2年度目標

非常勤
特別職

臨時職員

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

指定難病医療受給者証等新規認定者に対する
支給率：受給者数（273人)÷新規認定者数（412
人)×100

R1実績

関係機関窓口で配布している当該制度の
周知チラシを改善した。

75.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

66.3%

福祉の増進を図るため、難病患
者に対する心身の慰労として、
引き続き、事業を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H3年度～ 3,075千円 臨時職員 0.30 人

見舞金の支給を生涯１回にしたことで、難病の
新規認定を受けた時期等により、当該年度では
なくても申請できることから、次年度以降に見舞
金の申請を行う者もいると考えられる。

関係機関と連携し、新規指定難病医療受
給者証等の取得者への制度周知に努め
るとともに、難病患者に対する心身の慰労
として、引き続き事業を実施していく。

80% 83%

非常勤
特別職



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

障害福祉課長　森田　悟

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

どのように貢献したか

重篤な精神障害者に対し適
切な医療や福祉サービスを
利用できるよう支援した。

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

１６．平和と
公平をすべて

の人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害者の社会的自立を促進
することができた。

どのように貢献したか

障害者の地域生活の支援を
図ることができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

平成27年度～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人 80人

非常勤
特別職

期間 0.75 人

重篤な精神障害者が、住み慣れた地域で生活を維
持・継続させるために、医療・保健・福祉からなる多
職種チームを設置し、対象者及びその家族への訪
問・相談対応及び電話による24時間対応の支援を
行なうものである。

0.80 人 80人

精神障害者アウト
リーチ支援事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

①76人

②8159件

③

R1その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

40,598千円

臨時職員 0.00 人

0.00 人
非常勤
特別職

R1年度に改善した点

自治事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

新型コロナウイルス感染拡大防止の一環
として開始したWEB相談の取り組みを充実
させ、ひきこもり支援を進めていくための
新たな相談支援ツールとして活用できるよ
うにする。

①支援対象者数

②訪問・来所・電話の支援件
数

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1予算現額

法定受託事務

令和元年度は新規に14人に支
援を開始し、終了者は11人と
なっている。目標人数には届か
ないものの、専門的な個別支援
を進めることができている。ま
た、支援が必要な方に対し迅速
な対応を実施している。

R2年度目標

重篤な精神障害者への専門的な支援を実施す
るため、職員1人あたりの支援対象者数を15人
から20人としている。

0.00 人

80人 76人

H30実績

73人

R元年度目標

ひきこもり等の支援について、公認心理士
による専門的な評価を活用し、支援の充
実を図った。

H30年度目標

40,226千円 40,246千円

H30その他職員
従事割合

40,598千円

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度中に支援を開始した方は14名、一
方、サービスに繋がるなどしてアウトリーチ支援
を終了した方は11名となった。年度末時点で、
95%の達成率となっており、概ね目標を達成した
ものと考えている。

6,704千円

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

最優先 法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

0.49 人

R1正規職員
人件費

H10年度～

法定受託事務

H30決算額

支援対象者数

障害者就労支援事
業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

28,704千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

社会の障害者雇用に対する意
識が高まる中、登録者数は増加
している。
障害者の社会的自立のため必
要な事業であり、引き続き実施
する。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

重要 自治事務

29,350千円

実施計画ランク

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

就労支援センター登録者数の増加に伴い
必要な支援が増大しているため、引き続
き、効率的な事業運営について検討する。

H30決算額 指標名

H30年度目標 H30実績

①就職に向けた相談件数

②センター登録者数

年度中の就職者数

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

実績報告による
障害者の一般就労支援をしながら、雇用
する企業に対しても雇用に関わる支援を
行った。また、関係機関（所沢市自立支援
協議会・ハローワーク等）とチーム支援会
議を設け、ネットワークの強化やスキル
アップに努めた。

事業の種別

一
般

H30予算現額

就労が困難な障害者に対する就労支援事業を、所
沢市社会福祉協議会内の就労支援センターに委
託し、展開している。
①相談・支援（就労に関する相談、障害者雇用に関
する相談など）、②定着支援（就労後の定期的な職
場訪問による支援）等

根拠法令

所沢市就労支援事業実施要綱

法定受託＋附加 28,682千円

29,350千円

非常勤
特別職

0.00 人 100人 121人

4,106千円 臨時職員 0.00 人

①7147件

②1020人

R元年度目標 R1実績

臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

100人 167人

100人

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

障害
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

4,322千円

期間 0.52 人

障害
福祉
課

H30予算現額

障害者地域生活基
盤整備促進事業

根拠法令 R1予算現額

1,592千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市障害者地域生活基盤整備促進事業補助金
交付要綱

8,480千円 2,630千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

第4次障害者支援計画の整備目
標数は達成しているが、障害者
や家族の高齢化に伴い、ニーズ
の高い事業であり、引き続き整
備促進を図る。

R1年度に改善した点

令和元年度の目標設定値は、第4次所沢市障害
者支援計画に定められたグループホームの整
備に係る平成32年度末までの目標値から割り返
したもの。
直近2年間のグループホームの開設が想定以上
に増加したことから令和元年度の目標値を見直
した。

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害の重い方を受け入れることのできる
グループホームの整備促進を図る。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,670千円 8,739千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①施設利用延月数（本支援
利用者分）

②整備費補助対象施設数

市内におけるグループホーム整備状況（全事業
所の定員の合計）

市内に新たにグループホームを開所し運営する法
人に対し、整備費及び運営費の補助を行うことによ
り、施設整備に係る費用の負担軽減や経営の安定
化を図り、法人によるグループホームの整備を促
進することを目的とする。

0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 148人 182人

臨時職員 0.00 人

①163ヶ月

②2施設

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

210人 219人

237人

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H25年度～ 1,662千円 臨時職員 0.00 人



項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

日々の生活をいきいきと健
康ですごすための一助と
なっている。

どのように貢献したか

高齢者と地域住民の交流が
図られた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

社会参加の場を提供するこ
とにより健康の維持、閉じこ
もり予防介護予防につな
がった。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

介護予防の普及啓発に資
することができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

高齢者スポーツ大会
等開催事業

根拠法令 R1予算現額

指標名

①スポーツ大会参加者

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

総参加者数

H30その他職員
従事割合

H30実績H30年度目標

H30決算額

R1決算額（見込み）

284千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

改修工事のため会場を変更して
囲碁将棋及び演芸大会は実施
している。このため目標人数が
減っているが、総参加者数は目
標の90％以上となったため。

R1年度に改善した点

生きがいや心身の健康の向上を目指して、多く
の高齢者に参加してもらうことを指標としている。 スポーツ大会の周知についてチラシの作

成と配布を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

昨年と比較して演芸大会の一団体当たりの構成
人数が少なかったこと、将棋大会の参加者が減
少したことによる。

1,529人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 694千円 590千円

各種大会等開催要綱 409千円

H30正規職員
人件費

スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深め
ることにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

0.52 人
非常勤
特別職

1,500人

4,358千円 臨時職員 R1実績

今後も安全に運営できるよう努めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,400人 1,381人

1,500人

0.25 人

①1,004人

②125人

③252人

R元年度目標

期間 0.37 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S51年度～ 3,075千円 臨時職員 0.35 人

H30予算現額

老人福祉法 34,358千円

H30正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

期間

指標名

敬老行事開催支援
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み） 参加者数

7,207千円

優先 自治事務

R1年度に改善した点

多くの人が敬老会に参加し、楽しんでいただくこ
とを指標にしている。

敬老行事検討委員会において、令和2年
度から敬老会対象者を77歳以上、祝品対
象者を77歳へ引き上げることの議決を得
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

Ａ

参加者は目標を上回り、楽しん
でいただけたとの報告を敬老行
事検討委員会で受けたため。

H30決算額

32,993千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

8,096人

臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

34,996千円 33,932千円
①参加者数

②参加率
（参加者数/3月末時点75歳
以上市民数×100）

8,100人 8,363人

8,100人

H30実績

①8,363人

②17.8%
（8,363人/46,948人×100）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域
住民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、
高齢者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催す
る。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の高
齢者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。

0.86 人
非常勤
特別職

7,600人

S49年度～ 5,070千円 臨時職員 0.27 人

0.15 人

0.61 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績

今後も対象者は増加する見込みであるた
め、引き続き事業の形態を検討し、敬老行
事検討委員会に諮っていく。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令 R1予算現額

3,939千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

R1実績

成果指標の目標値を達成できて
いないが、既存の団体について
は、活発な活動が行われてお
り、一定の成果が挙げられてい
る。
今後、新規の団体の確保に努め
るとともに、既存団体が活動を継
続できるよう、事業の改善と効率
化を図る必要がある。

R1年度に改善した点

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれるこ
とから、地域の中に「高齢者の居場所」を作るこ
とにより、参加する高齢者の介護予防や認知症
予防、閉じこもり予防の効果が期待できる。その
ため、団体数を目標値としている。

助成金申請書類について、以前から作成
の煩雑さが課題となっていたため、簡素化
を図り、円滑に書類作成ができるような工
夫を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

推進員・会員ともに高齢化が進んでおり、
推進委員等の世代交代が課題となってい
る。新規の推進委員・会員を増やすよう引
き続き周知を図っていく。

R1目標値が未達成の理由・分析

推進委員（団体運営者）の高齢化と後継者不在
により、団体の継続が困難になった団体があっ
たため。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,222千円 6,703千円

第７期所沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画

8,100千円 6,770千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合
非常勤
特別職

54団体70団体

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体数

臨時職員

①54団体

②1,174人

R元年度目標

65団体

R1その他職員
従事割合

65団体
R1正規職員
人件費

54団体

期間 1.57 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H27年度～

期間

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこ
もり・寝たきり・認知症にならないよう支援するため
に活動している地域のボランティア団体に助成金を
支給する。
市および地域包括支援センターと連携して高齢者
の介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関わ
りを支援する。

0.47 人

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する意
欲を高め、より自発的な取組を推進するため、自宅
で気軽にできる介護予防に関する情報や地域の介
護予防教室等について普及啓発を行う。
「認知症アンケート（健やか生活アンケート）」を実
施し、介護予防や認知症予防に関する正しい知識
の普及啓発を行うとともに、社会参加のきっかけづ
くりを行う。

0.95 人

H13年度～ 13,050千円 臨時職員

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

指標名

8,045千円

根拠法令

9,318千円

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値を達成できて
いないが、繰り返しアンケートを
行うことにより着実に介護予防
の普及啓発をすることができた。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

0.96 人

R1目標値が未達成の理由・分析

今後、事業の効率化を図りながら介護予
防に関する正しい情報の普及啓発につな
がるよう努めていく。

12,667千円 9,067千円

H30決算額

①アンケート送付数

②アンケート回答数
アンケート回答率

R1実績

R1年度に改善した点

アンケートの回答者にはその分析結果をもとに
アドバイス表を作成・送付することにより、自発
的な介護予防への取組を促進していることから
アンケートの回答率を目標指標としている。

送付物の内容の見直しを行い、高齢者の
方がより回答を行いやすくなるよう努め
た。また、東京都福祉保健局が作成した
「知って安心認知症」１０問を設けるなど、
関係各課の情報を掲載することで、幅広
い普及啓発に努めた。

アンケートの実施が本年度で５年目となり最大で
３回目の回答となる対象者が多数いること、また
経年比較している調査項目が多いことで対象者
の回答意欲が低下している可能性が考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,851千円

60.5%

58.7%

臨時職員

①27,923人

②16,397人

所属
名称

R2年度目標

H30年度目標
介護予防普及啓発
事業

80.0%

臨時職員

非常勤
特別職

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

R1正規職員
人件費

H30実績

非常勤
特別職

R元年度目標

80.0%

70.0%

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

7,896千円



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

どのように貢献したか

認知症になってもできる限り
住み慣れた地域で暮らし続
けることができるよう認知症
施策を推進した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

医師会をはじめとした関係
団体と協働で事業を推進し
た。

どのように貢献したか

施設を利用して地域と繋が
ることで、高齢者の文化的
で健康な日常生活に寄与し
ている。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

高齢者の生きがいづくりや
仲間づくりが図られた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H30決算額 指標名

在宅医療・介護連携
推進事業

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

5,531千円

R1正規職員
人件費

①地域の医療・介護資源の
把握
②医療・介護関係者の情報
共有の支援
③市民への普及啓発

在宅医療介護の普及啓発を行なう人数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

指標上は目標値に届かなかった
他方で、専門職間での連携に関
する課題の具体的な対応策の
検討が進んだ点など一定の推進
ができた。

R1年度に改善した点

在宅医療介護を推進するためには、専門職同士
の連携体制を構築することと同時に、在宅での
サービスを受けるために必要な情報を周知し、
利用者のニーズの拡大も必要となるため。

市内だけでなく、市外の医療・介護関係者
との連携について、狭山保健所を中心に
広域連携について検討を始めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,763千円 15,758千円

R1決算額（見込み）

介護保険法 18,936千円 15,534千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住み
続けることができるよう、地域の医療・介護の資源
の把握、地域の医療・介護関係者が参画する会議
の開催、医療・介護関係者の情報共有の支援、・医
療・介護関係者の研修及び市民への普及啓発を実
施する。

0.66 人
非常勤
特別職

3,000人 6,469人

新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、イ
ベントを活用したパンフレット配布が例年ほどで
きなかったため。

臨時職員

①訪問看護ステーション調
査・一覧作成・医療機関アン
ケート
②運用支援に係る出前講座
③市民向け公開講座の開催

R元年度目標 R1実績

今後の普及啓発の課題として、どこにどの
程度のレベルの情報を周知することが望
ましいかの検討が必要。

R1その他職員
従事割合

3,000人 2,300人

3,000人

期間 0.60 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H28年度～ 4,987千円 臨時職員

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

指標名

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができるような仕組み
の構築を目的とする。具体的には、認知症の理解
を深めるための普及啓発、適時･適切な医療や介
護等を提供するための支援チーム設置、本人や家
族介護者の心身の負担軽減や気持ちに寄り添う支
援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

11,013千円

①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症カフェ開設数
認知症の普及啓発を図るうえで認知症カフェの
開設数を目標値とした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,560千円

H30予算現額

認知症施策推進事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 10,302千円 9,888千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

6,788千円

20箇所 15箇所

新規で２か所開設したが、開設を希望する団体
が少なかったため。

24箇所 17箇所

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

認知症の普及啓発を図れるよう、目標値
を意識するとともに、認知症カフェの連携
会議や認知症サポーターを活かす仕組み
づくりなど事業の質の向上に努めていく。
また、募集の時期・内容の見直しを行い、
周知の方法を工夫していきたい。

成果指標の目標値を達成できな
かったが、今後も認知症施策を
推進していく。

新たに各地域包括支援センターに認知症
地域支援推進委員を配置し、地域におけ
る支援体制の構築、認知症ケアの向上の
一層の充実に努めた。

R1年度に改善した点

臨時職員

①22,518人

②17箇所

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

28箇所

期間 1.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H28年度～ 12,884千円 臨時職員

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

老人福祉センター等
運営事業

　地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の
向上、介護予防の推進のため、レクリエーションの
場を提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な
援助を行う。

6.97 人

R1正規職員
人件費

新型コロナウィルス感染症防止
対策で、3月中施設を休館したた
め目標値を達成出来なかった
が、その期間を除けば、毎年、同
程度の利用者は獲得出来てい
る。

R1年度に改善した点

高齢者の、趣味や教養の向上、健康増進の拠
点（居場所）となることが事業の目的となるため、
個人、団体の延べ利用者数を指標とする。

老人福祉センター4荘合同で、市内4か所
で広く市民に対して健康相談事業を開催
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

男性利用者が参加しやすい、催し、教養
講座を多く開催し男性利用者の獲得を目
指す。

R1目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウィルス感染症防止対策で、3月中施
設を休館したことで、個人・サークル・団体利用
者が減少したため。
3月1日～31日まで（25日間）

・R1延利用者数　299,396人
　（個人利用者数＋団体利用者数）

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 222,843千円 213,103千円

R1決算額（見込み）

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所
沢市立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉
法

218,955千円 212,087千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

非常勤
特別職

346,000人 342,187人

①158,741人

②140,655円

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

347,000人

R1実績

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

299,396人

63,587千円 臨時職員 17.00 人

H30年度目標 H30実績

臨時職員 16.41 人

348,000人

期間 7.65 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S50年度～

58,409千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提供
し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健康
を養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲間づ
くりを行い、交流を深め高齢者の生きがい創造を果
たすもの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約３０講座を受講
し、クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.42 人
非常勤
特別職

成果指標の目標を達成できた。

663千円
①応募状況
（応募者/定員数×100）
②卒業証書授与率
（卒業証書授与者数/受講者
数×100）
③講座回数

学生生活の有意義率（修了アンケート）

講座を履修しながら生きがいづくりや仲間づくり
を行い、市の行事に積極的に参加したり、自主
的に団体を作り活動する高齢者を育むことを目
標としている。本講座において有意義な時間
だったかを指標としている。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0% 94.0%

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,038千円

H30予算現額 H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

定員数、講座内容、会場を見直し実施し
た。

高齢者大学開催事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市高齢者大学開設要綱、所沢市高齢者大学
運営要領

683千円 533千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

アンケート回答者のうち「有意義ではなかった」と
の回答が1名にとどまった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,520千円 臨時職員 0.25 人

①104.2%
（100人/96人×100）
②89.8%
（79人/88人×100）
③32講座

R元年度目標 R1実績

事業を行っていく中で引き続き検討してい
く。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 93.0%

期間 0.42 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S52年度～ 3,491千円 臨時職員 0.20 人 100.0%



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

福祉サービスや地域とのつ
ながりが少ない方に利用し
てもらうことにより、地域にお
けるセーフティネットとして貢
献した。

どのように貢献したか

徘徊行動のある高齢者の早
期保護と安全確保に資する
ことができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

突発的な病気を抱える一人
暮らし高齢者等の緊急時の
安心安全な生活に資するこ
とができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

各地域の資源把握や課題
検討を行うことにより、互い
に支え合いながら住み続け
られるまちづくりを推進し
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果があげられてい
る。今後も、事業の適切で効果
的な利用に向けた見直しを進め
ていく。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

4,200千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

事業の目的及び具体的な内容

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

法定受託事務

H30正規職員
人件費

H30決算額

高齢者みまもり相談
員設置事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H30予算現額

期間

重要 自治事務 ①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回
数

指標名 R1年度に改善した点

定例会・研修会の開催回数

対象者宅を定期的に訪問することを目的とした事業のため、
訪問延べ件数を目標値としていたが、近年サービスが多様化
してきていることから本事業の適切な利用を進めるための見
直しを行っている。平成30年度より、一般のボランティアであ
る相談員の資質向上を図るため、定例会・研修会の実施回数
を目標値としている。

R1年度の相談員任期満了に伴い、委嘱
者の改選を行った。現在の事業利用者数
と今後の新規利用者の見通しから、相談
員定数の見直しを行った。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

6回

4回

法定受託＋附加 4,368千円 4,193千円

4,102千円

H30実績

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

目標達成済6回

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少ない
高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪問
し、安否確認を行うとともに、話し相手となることで、
高齢者が安心して暮らせる環境を整備し、高齢者
の福祉の増進を図ることを目的とする。

0.48 人
非常勤
特別職

6回 6回

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,022千円 臨時職員

①345人

②7281件

③6回

R元年度目標 R1実績
今後も高齢者人口の増加が予測されるが、介護保険
サービスや民間の安否確認サービスの普及等、高齢
者が利用できる福祉サービスが多様化してきている。
こうした状況を考慮し、高齢者が適切なサービスや地
域とつながることができるよう事業対象者や事業目的
等の見直しを引き続き行い、本事業の改善を図る。

0.45 人
非常勤
特別職

H30決算額

一人暮らし高齢者等
緊急通報システム事
業

指標名

Ｈ14年度～ 3,740千円 臨時職員

①年度末時点の機器利用台
数

②年度末時点までの新規設
置数

（～H30） 年度末時点の機器利用台数
（Ｒ１～）救急出動率
当該年度の救急車出動件数÷当該年度の通報
総件数（誤報を含む）×100

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

11,313千円

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保し、
一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な生活を
維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオペ
レーターが対応し、必要に応じて消防署に救急要
請を行う。生活反応センサーなどにより、一定時間
動きがない場合もオペレーションセンターへ通報さ
れる。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事業の適正な利用について段階
的な見直しの検討を実施してい
る状況である。今後、さらに事業
の改善を進めていく。

R1年度に改善した点

利用台数を指標としていたが、制度の適正利用
を進めており、誤報多発者や一時停止者への利
用方法の確認や本人の状況確認等により、不必
要な通報を減らしていく。

制度の適正利用に向け、制度の現状や利
用状況等を踏まえ、対象者要件について
要綱改正を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者数の増加や同種の民間サービス
の普及等の社会背景を踏まえたた円滑な
事業運営や本人の状態に則した適切な事
業利用の促進を継続して実施する。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,429千円 44,583千円

R1決算額（見込み）

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事業
実施要綱

49,227千円 39,930千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の適正な利用を進めており、誤報多発者や
一時停止者への利用方法の確認や本人の状況
確認等を進めたが、利用方法について徹底され
ていないところがあったため。

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,655台 1,376台

臨時職員 0.00 人

①1,192台

②24台

R元年度目標

5.0% 2.5%

5.0%

期間 1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｓ60年度～ 9,808千円 臨時職員 0.00 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を行
うことによって、当該高齢者を介護する家族の、肉
体的・精神的な負担の軽減及び安心して介護がで
きる環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊し
た際、介護している家族が、位置情報（地図上の位
置表示・電話でオペレーターからの位置照会等）を
もとに早期保護を行う。

0.37 人
非常勤
特別職

利用率
（当該年度の利用者数÷市内の歩行可能な認
知症高齢者数×100）

市内の歩行可能な認知症高齢者数（要援護高
齢者調査による）のうち、およそ3%の利用者数を
想定・目標としている。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

3.0% 3.0%

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 434千円

H30予算現額 H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

地域包括支援センター及びケアマネ
ジャーと連携して利用状況等を調査し、適
切な利用を図った。

徘徊高齢者家族支
援事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 471千円 278千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,101千円 臨時職員

①971人

②31人

R元年度目標

成果指標の目標値を達成してお
り、利用率については、一定の
成果があげられていると考えて
いる。

361千円

①市内の歩行可能な認知症
高齢者数

②利用者数

R1実績

認知症の高齢者がより安心して生活でき
るように、当事業だけでなく、地域での「み
まもり」活動をセットに考えた取組を進め
る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

目標達成済3.0% 3.0%

Ｈ15年度～ 2,992千円 臨時職員

期間 0.36 人
非常勤
特別職

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、
ボランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成
等を行うとともに、市域及び圏域に協議体を設置
し、地域資源の把握・開発やネットワーク化を実施
し、多様な主体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーターを
配置する。

6,317千円

期間 0.76 人

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 59,612千円

312

463

H30決算額

①地域資源情報の発信回数

②第１層と第２層の情報共有
のための会議開催回数

指標名

59,599千円

59,596千円

非常勤
特別職

R元年度目標

298

①２回

②６回

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,600千円

R1目標値が未達成の理由・分析
生活支援体制整備
事業

根拠法令

0.96 人
非常勤
特別職

R1年度に改善した点

生活支援コーディネーターや協議体の活動を通
じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策
の検討を図ることから、地域資源の把握数を目
標値とした。

令和元年9月末から所沢市地域資源情報
サイト「トコまっぷ」を稼働し、地域資源の
「見える化」を実現したことにより、幅広く
周知を行うことができた。

H30年度目標

796 目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してい
る。今後も生活支援・介護予防
サービスの充実を図り、課題解
決への取り組みを進めていく。

R2年度目標

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績

326H27年度～ 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,045千円 臨時職員 R1実績

地域資源の把握や共有を行っている。今
後は協議体と協動しながら課題の解決に
むけた取組を進めていく。



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしつづけること
ができるよう、高齢者の生活
を支える総合相談窓口とし
ての役割を果たした。

どのように貢献したか

介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

ねたきりや認知症高齢者等
を長期的に在宅介護する者
の身体的・精神的負担を軽
減することに資することがで
きた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

期間

H30年度目標

指標名

H30実績高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

今後も地域包括ケアシステムの
深化・推進のため、介護保険法
に定められた評価等を的確に実
施し業務改善を進めていく。ま
た、会議をスムーズに進行し、計
画されている事例数を検討でき
るようにしたい。

R1年度に改善した点

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

地域ケア個別会議を開催することにより
● 高齢者の個別課題解決に対する支援
● ネットワークの構築
● 地域課題の発見
● 自立支援に資するケアマネジャーのケアマネジメントの実
践力向上を図る

増加し続ける高齢者人口・相談件数を勘
案し、令和元年度からの委託契約では、
より多くの人員が配置できるよう委託料の
見直しを行った。

59件

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 347,081千円 341,328千円

R1決算額（見込み）

介護保険法 377,440千円 377,440千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

地域包括支援センターを市内に設置することで、介
護保険法に定める包括的支援事業（訪問相談
等）、介護予防事業（介護予防教室等）等を実施
し、高齢者をはじめ地域住民の保健医療の向上及
び福祉の増進を包括的に支援することを目的とす
る。

1.16 人
非常勤
特別職

60件

0.98 人

90件 96件

R1実績

R2年度目標

8,146千円 臨時職員

地域包括支援センターの運営について
は、効果的・安定的に実施されるよう地域
包括支援センターの評価を定期的に行
い、地域包括支援センター運営協議会で
の意見を踏まえて、必要な改善・職員体制
の検討を行う。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H18年度～ 120件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,721千円 臨時職員

①92,925

②22,642

R元年度目標

非常勤
特別職

総合事業の多様なサービスの導入是非に
ついて、結論を出すため継続的に検討を
行っていく。

861,206千円

Ａ
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

R1実績

R1予算現額

非常勤
特別職

臨時職員 0.15 人

H30その他職員
従事割合

臨時職員

1.69 人

50.0%

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 802,939千円 607,110千円

特
別

H30予算現額 R1年度に改善した点

短期集中通所型サービスでは、３ヶ月の期間の
リハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で
測る。本事業の目的が、高齢者が自立した生活
を継続できることであり、利用者の運動器の維
持・機能向上を測ることができる指標であるた
め。

多様なサービスの実施に向け、専門職を
交えた協議と試験的に実施をした。

R1決算額（見込み）

50.0%

①従前相当サービスの実施
②多様なサービスの実施・検
討
③サービス提供事業者の指
定・管理・指導

短期集中通所型サービス利用者の、終了後の
機能改善結果が「改善・向上・維持」であった割
合

97.2%

H30実績

610,975千円

1.45 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R1正規職員
人件費

14,162千円 R元年度目標①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた
②通所型短期集中予防サー
ビスの実施と、訪問型サービ
スの検証を実施した。
③事業者の指定・変更・廃止
等の処分を行った。12,052千円

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が
主体となって、これまでの介護予防訪問介護等に
相当する専門的なサービスのほか、多様なサービ
ス（短期集中予防通所サービス）や、介護予防ケア
マネジメントを実施する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1その他職員
従事割合

50.0% 95.5%

機能改善状況については、成果
指標の目標値を達成している。
今後は、サービス終了後の機能
維持の状況についての支援を考
えていく必要がある。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

期間

介護保険法

高齢
者支
援課

事業の目的及び具体的な内容

H29年度～

介護予防・日常生活
支援サービス事業

根拠法令

実施計画ランク

Ｈ8年度～

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

成果指標の目標値を達成してい
る。

所沢市ねたきり老人等介護者手当支給要綱

支給者数
要介護4.、5の人数の伸び率（1.04%）を実績値に
かけたものを目標値（目標支給者数）とする。

重要

H30予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

10,680千円

目標支給者数。

ねたきり老人等介護
者手当支給事業

根拠法令 R1予算現額

H30正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

特になし。

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30実績

13,600千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,000千円

267人

R元年度目標 R1実績

263人

2,346千円

261人

R1その他職員
従事割合

267人

臨時職員

267人

非常勤
特別職

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

2,327千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

10,440千円

期間 0.28 人
非常勤
特別職

R2年度目標

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期
的に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減
することを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の状
態のねたきり老人等を常時介護している介護者
に、年度に１回４０，０００円を申請により支給するも
のである。

0.28 人

臨時職員 269人

平成11年～ 26,848千円 臨時職員 2.75 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

30日 49日

30日

期間 3.23 人
非常勤
特別職

R2年度目標

46日

臨時職員 2.25 人
①14,507件

②22日

③398回

R元年度目標 R1実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）認
定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催し、委員（5
名×18合議体=90名）は、月２回審査会に出席する。市は
審査判定が可能な者から逐次審査会資料を作成し、１週
間前までに審査会委員に届くように郵送する。（対象者が
特定されないよう、委員の資料には氏名、生年月日、主治
医名等を削除する。）各委員の意見に基づき、審査を行
い、二次判定を実施する。市は審査判定の結果を受け、
要介護（要支援）認定を行い、結果通知及び被保険者証
を審査会開催日翌日に対象者に送付する。

2.25 人
非常勤
特別職

30日

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 111,512千円 98,679千円

Ｃ

多くの認定審査会委員・主治医
意見書作成医師・認定調査員の
協力により、事務は円滑に行え
ているが、遅延を埋めるまでの
成果には至っていない。

R1年度に改善した点

認定申請日から30日以内に結果を送付すること
となっているので、認定日までに要した平均日数
を目標値に近づけていく。

引き続き、指定市町村事務受託法人の認
定調査員不足を解消する為に、調査員募
集ちらしの介護保険課カウンター上への
配架、ポスター貼付など人材確保の為に
協力をした。また、迅速な主治医意見書作
成依頼・訪問調査依頼に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

適正な作成期間・適切な内容の、主治医
意見書・訪問調査票の入手に努める。

急速に進む高齢化に伴う要介護（要支援）認定
申請件数の増加と、介護の人材不足からの認定
調査員の不足の為、要介護（要支援）認定は遅
延しており、目標値の達成がむずかしい。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行
規則、介護保険法

118,085千円 107,388千円

①要介護（要支援）認定申請
件数

②要介護（要支援）認定申請
から主治医意見書入手まで
の日数

③介護認定審査会開催数

介護認定申請日から認定日までの日数

事業の目的及び具体的な内容介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

介護認定審査会事
業

根拠法令 R1予算現額

18,855千円



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

どのように貢献したか

紙おむつの支給により、住
み慣れた家での自立した生
活の継続に貢献している。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

入所者の疑問、不満及び不
安を解消するために施設と
の橋渡し役を務め、介護
サービスの質的な向上を
図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

安心して地域で住み続けら
れるように必要な介護サー
ビスを利用いただくための
財源確保に努めた。

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定の為、正確な調査
を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

72.3% 67.5%

3.45 人
非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

69.3% 67.0%

非常勤
特別職

臨時職員 11.00 人 69.3%

期間

27,738千円 臨時職員 11.55 人

①14,507件

②4,763件

③9,655件

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

28,676千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 93,622千円 78,522千円

認定調査全件数に占める民間委託件数の割合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調査実施
数）｝

R1年度に改善した点

急速に進む高齢化に伴い要介護（要支援）認定
申請件数は増加することが見込まれる為、事務
の効率化・定員の適正化・人件費の増加を抑え
るなどの効果を期待して、認定調査の委託化を
進める必要があると考える。

引き続き、指定市町村事務受託法人の認
定調査員不足を解消する為に、調査員募
集ちらしの介護保険課カウンター上への
配架、ポスター貼付など人材確保の為に
協力をした。また認定調査受託未実施の
居宅介護支援事業所に実施を働きかけ
た。

介護の人材不足から認定調査員が不足し、指定
市町村事務受託法人・指定居宅介護支援事業
者の認定調査受託件数がのびなかった為、目
標値を達成しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

介護保険利用者の不利益にならないこと
を最優先に考え、調査委託先の人員確保
や調査の質などの状況を良く見極め、慎
重に委託化を進めていく。

目標設定の考え方・根拠

H30実績

Ａ

調査委託先事業所数・調査委託
件数の拡大について、検討が必
要である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 99,396千円

根拠法令

90,881千円

事業の目的及び具体的な内容

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）認
定に係る審査判定資料となる、状態把握のための訪問に
よる調査業務。新規申請・認定区分変更申請・更新申請
の一部の認定調査は、市職員（30年度から指定市町村事
務受託法人を含む）が実施し、更新申請のうち、一部を除
いた認定調査は指定居宅介護支援事業者等の厚生労働
省令で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身の状
況等を調べるため、市職員や委託した認定調査員が、本
人の居宅、入所施設等を訪問し、国から示された判断基
準を基に、動作の確認及び本人や家族などから聞き取り
調査を実施するものである。

3.31 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～

H30決算額 指標名

介護保険訪問調査
事業

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①要介護（要支援）認定申請
件数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

期間 0.44 人
非常勤
特別職

R2年度目標

目標値を下回る利用件数となったが、H30年度
に行った支給要件見直しの影響によるものと考
えられ、適正な給付に努めた結果と分析してい
る。

37,000件

在宅の介護認定者に対し、紙おむつを支給するこ
とで自立した生活の促進や高齢者の尊厳の保持を
図る。
①給付申請に基づき、指定事業者へ紙おむつの宅
配を依頼。
②指定事業者は月１回、紙おむつを利用者へ配達
し、利用者自己負担額を受け取る。
③市は事業者からの請求に対し、毎月給付分を支
払う。

38,000件 36,399件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

35,281件

35,000件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,933千円 臨時職員 0.00 人

①35,281件

②2,940人（①÷12月）

R元年度目標 R1実績

国庫支出金等の見直しが予定されている
中、Ｒ３年度からの次期介護保険事業計
画の策定において、財源見直し等を含め
た検討を行う。

0.35 人
非常勤
特別職

R1予算現額 R1決算額（見込み）

3,657千円 臨時職員 0.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加 167,172千円 139,027千円

①紙おむつ延利用件数

②紙おむつ利用者数（概算）

指標名

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

紙おむつ延利用件数

給付の成果を測る指標として、紙おむつの需要
度を示す延利用件数を設定した。ただし、ただ増
えればよいということではなく、支給要件に従
い、真に必要とする人への給付に努めることで、
財源に見合った適正な給付を目指している。

定期的に支給対象商品の見直しを行うこ
とで、利用者のニーズに沿った事業の運
営を図った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額

紙おむつ給付事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

軽度認定者に対する支給要件
の見直しにより利用件数が減少
したものの、依然として約3千人
の利用者がいると想定され、在
宅介護認定者の自立した生活を
促進する意味で必要性の高い事
業であると考えている。

所沢市介護保険条例・介護保険法 168,806千円 136,049千円

事業の目的及び具体的な内容介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

H30正規職員
人件費

H１２～

重要 自治事務

平成12年度～ 31,253千円 臨時職員 2.00 人 99.0%

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな
社会保険制度として各市町村が保険者となり、介
護保険制度が実施された。介護保険運営のための
財源として、所沢市の65歳以上の被保険者の介護
保険料を賦課徴収する。

3.03 人
非常勤
特別職

99.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

25,391千円 臨時職員 1.00 人

①２０．３８％

②１８，５７４件

③５６人

R元年度目標 R1実績

介護サービスの必要性や分かりやすい納
付方法の案内に努め、また個別の状況に
応じた納付相談を行い、被保険者の理解
をいただくことが重要である。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

98.85%

99.0% 98.91%

非常勤
特別職

R2年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

介護保険法、所沢市介護保険条例 24,946千円 22,255千円

H30予算現額

Ａ

保険料未納者に対して督促、催
告（文書、電話、訪問）等の滞納
整理事務を行っているが、目標
の収納率は未達成となった。し
かしながら、前年度の収納率に
比べ、微増となった。

R1年度に改善した点

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）

介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。 消費税率の変更を受け、引き続き低所得

者の保険料の軽減率を検討した。

H30年度目標 H30実績

目標値は比較的高く設定しているが、文書、電
話、個別訪問等による再三の督促、催告にもか
かわらず未納が生じており、未達成となってい
る。

介護保険料賦課徴
収事業

期間 3.76 人

重要

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,345千円 24,289千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

期間 0.34 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成15年度～ 2,826千円 臨時職員 0.10 人

0.05 人
①221回

②６０件

③３１件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50.0% 51.7%

50.0%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム(14カ
所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、施設との
橋渡しをすることにより、入所者の要望や疑問、不安や心
配事に対応して、施設に働きかけるなど現場での解決と
改善に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と接す
る。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、解決・改
善を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例会を開催し、
活動報告を行う。

0.28 人
非常勤
特別職

50.0% 43.2%

目標達成済

臨時職員

①相談員の訪問回数

②相談、要望件数

③解決・改善件数

解決・改善率

R1決算額（見込み）

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

2,030千円 1,467千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,030千円 1,425千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

相談員は毎月定期的に施設を
訪問し、利用者の要望等をよく
聞きだし、気づいた点も含めて施
設側へ報告し改善につなげてい
る。
年度末はコロナウイルスの流行
に伴い、活動できなかった期間
もあったが、目標を達成すること
ができた。
介護相談員活動は、施設側の
サービ向上に有益であるため、
今後も継続していきたい。

R1年度に改善した点

介護相談員が施設を訪問し、利用者の相談・要
望等を施設側へ伝え、解決することが目的と
なっているため、相談、要望を受けた件数に対し
て、解決・改善が行われた割合を指標とした。

相談員３名を新規委嘱した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設数は増加しているが、相談員希望者
は少なく、現状の１相談員１施設への派遣
が難しくなっている。派遣先をローテーショ
ンしながら空白期間を短くするようにして
いる。

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

介護相談員派遣事
業

根拠法令 R1予算現額

2,346千円



所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

助成金の支給によって、経
済的理由により本来必要な
介護サービスを十分に受け
られない等の事態を防いで
いる。

１．貧困をなく
そう

R1その他職員
従事割合

90.0% 95.8%

90.0%

期間 0.68 人
非常勤
特別職

R2年度目標

5,652千円 臨時職員 0.40 人

90.0% 96.0%

3,603千円 臨時職員

①15,580件

②16,268件

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

根拠法令

41,722千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①支給件数

②申請件数

助成金支給率
（支給件数÷申請件数）

H30実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,500千円 41,371千円

R1年度に改善した点

対象者に対し助成金制度が浸透し、対象者が必
要な申請を毎月正確に行えているかを測るた
め、申請件数に対する支給件数の割合を指標に
設定している。

運用上の見直しは特に行わなかったが、
引き続き広報ところざわや市ＨＰ等を活用
し、制度の周知に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

今後、対象者の増加が見込まれる中、次
期介護保険事業計画の策定において、財
源に見合った事業の在り方について検討
したい。

H30決算額 指標名

介護保険低所得者
助成事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

支給件数・支給額とも横ばいの
状況だが、低所得者が経済的負
担を理由にすることなく、本来必
要な介護サービスを受けるため
に無くてはならない事業であり、
今後も適切な給付に努めつつ継
続していきたい。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 45,499千円

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減
し、介護サービス利用を促進する。

0.43 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～



項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第５節　生涯学習・社会教育

どのように貢献したか

市政のしくみ等の情報を市
民に知ってもらっている。。

どのように貢献したか

幅広い講座を企画し、年齢
に関係なく学べる機会を提
供している。

４．質の高い
教育をみんな

に

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

４．質の高い
教育をみんな

に

R1年度に改善した点

各課へメニューの更新の照会を行い、
リーフレットを作成した。

R1年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

地域の文化の伝承者の育成を目的とした
「語り部養成講座」を充実させ、学びの成
果を活かせる活動を着実に行ってきた。
また、新たな取り組みとして、市民の立場
からまちづくりを考えるまちづくりフォーラ
ムの勉強会（ワークショップ）を開催した。

今後の課題としては会員全体としての取
り組みが弱く、一部の者の尽力に依存し
ている部分が大きいので、会員相互の交
流を図りながら役割分担をすすめていく
必要があるものと思われる。

どのように貢献したか

地域を学び、地域に愛着を
持つことに貢献している。

市民組織として市民の立場から
生涯学習の普及・啓発に貢献し
ている。講座「ところ学」を充実さ
せ、地域の文化の伝承者を育成
する「語り部養成講座」を発展さ
せ、学びの成果を活かせる活動
を着実に行ってきた。 また「名
人・達人に聞く会」を開催し毎月
多くの参加者を得ている。　な
お、会員になっている団体の組
織的な力を事業に十分活用でき
れば更に生涯学習の進展に寄
与できるものと思われる。

ホームページやリーフレットの作
成等で、市民への周知に努めた
が、日程調整が合わなかった講
座や、新型コロナウィルス感染
拡大防止のため開催できなかっ
た講座があったため、目標値に
達しなかった。
成果指標の目標値の達成状況
が70％未満であり、市政を広く市
民に周知する目的を達成できて
いない。今後は翔びたつひろば
等で、一層周知に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ホームページや翔びたつひろばなどを通
じて更なる周知を徹底していく。内容につ
いては、多様化する市民ニーズに対応で
きるよう、担当課との調整を密に図ってい
きたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間

Ｈ８年度～

生涯学習まちづくり
出前講座事業

期間

H11年度～

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク

重要

実施計画ランク

重要

生涯学習をすすめる
所沢市民会議補助
金

100件

0.15 人 100件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

52件

0.35 人 R2年度目標

2,909千円 臨時職員

R1その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

1,328人

2,933千円 臨時職員 0.15 人

①42回

②

③

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

246千円

　市政を広く市民に周知し、理解を得ると共に市民と行
政の協働によるまちづくりを進めることを目的とし、約90
の講座を用意し、市民グループ（10人以上）から申し込
みを受けている。
　出前講座メニューと利用方法を掲載したリーフレットを
作成し、担当課との日程等を調整のうえ講座の実施を
決定する。講座終了後は、担当課による実績報告書と
利用者によるアンケートを取りまとめ、今後に活かしてい
く。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,500人
Ｂ

根拠法令 R1予算現額

所沢市生涯学習まちづくり出前講座実施要綱 250千円

新型コロナウィルス感染拡大防止のため、講座
開催を自粛した期間があったため、目標達成に
至らなかった。

250千円

①開催回数

②

③

講座依頼件数（未開催の件数も含む）

講座の参加者を増やすことが目的の事業では
なく、市政を広く市民に周知することを目的とし
た事業であるため、講座依頼（申し込み）件数を
指標とした。

4,572千円

事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

自治事務 法定受託事務 549千円

R2年度目標

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすす
めていく組織が企画・立案して事業を開催して
いる。新型コロナウィルス感染拡大防止のた
め、中止とした事業があったため、目標には届
かなかったが概ね目標は達されていると考え
る。

R元年度目標 R1実績

臨時職員 0.00 人 35回

R1その他職員
従事割合

35回% 25回

4,609千円 臨時職員 0.00 人

①16回

②25回

③985人

R1正規職員
人件費

0.55 人 0.00 人
非常勤
特別職

Ｂ

根拠法令 R1予算現額

生涯学習をすすめる所沢市民会議補助金交付要綱 900千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

第１次生涯学習推進計画に基づき、生涯学習をすすめ
るための行政の横断組織である所沢市生涯学習推進本
部の設置と同時に、市民が主体となって生涯学習をす
すめるための市民組織である「生涯学習をすすめる所
沢市民会議」を設置し、本市生涯学習の推進を市民の
立場から行う同団体の活動を積極的に支援することを
目的に市が財政補助を行っている。

0.55 人

900千円自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 900千円

①会議開催数

②主催事業開催数

③主催事業参加者数

主催事業開催数R1決算額（見込み）

H30正規職員
人件費

900千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

市民が主体となって所沢市の生涯学習をすす
めていく組織であることから、事業の参加者数を
求めるのではなく、事業の実施回数を目標とし
た方が、生涯学習の様々な形を自ら実践してい
ることが分かりやすくなるため。

非常勤
特別職

3,000人 1,101人

非常勤
特別職

目標値には達しなかったが、30年度に近い人数
であり、概ね目標は達成したと理解している。
減少した理由としては、協力者との調整がつか
ず、夏の大きな講座が中止となりその分人数が
低下し、コロナウィルス感染予防対策に伴い２
件の講座を中止または延期としたため、受講者
数が目標に達しなかった。

1,450人

R元年度目標

H30決算額 指標名

0.00 人 R2年度目標

①22件

②

③

14,962千円

R元実績

今まで以上に受講生のニーズを把握し年
齢層に関係なく多くの市民が受講できるよ
うな講座を企画していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,450人 1,115人

Ｂ

R1予算現額

3,925千円

センター運営協議会から要望のあった、
防災減災講座を新たに実施した。
市民教養セミナーや子ども講座等受講者
の年齢幅を広げるように努めた。

R1決算額（見込み）

3,761千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

講座の中止による参加者の減少
により、成果指標の目標値に達
成していないが、各講座ごとの
受講者数は少しづつ増えている
ことから、今後も多様化する市民
ニーズや社会情勢に対応し、誰
でも参加できる講座を企画して
いくように努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

1.00 人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

4,325千円
①講座実施数

②

③

H30決算額

市民の知識・技術を得る場や新たな仲間との出
会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ機
会を提供し、学習成果を地域活動等につなげて
いく人材の育成を図る事も目標としているため
受講者数を指標とした。

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.80 人

指標名

受講者数

1,450人 1,305人

臨時職員

法定受託事務

H30予算現額

 人材育成を目的とし市民との協働で企画運営する通年
制の「所沢市民大学」や、一般教養や現代的、地域的課
題などを学ぶ「市民教養講座」、資格技能取得など市民
のキャリアアップをめざした「資格技能取得講座」等を開
催する。
　学習機会の提供により、知識・技術を得る場や新たな
仲間との出会いの場をつくる。また、現代的課題を学ぶ
機会を提供し、学習成果の地域への活用を図る事を目
的とする。

1.75 人

一
般

H30予算現額

14,665千円

4,774千円

1.80 人

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク

優先

学習講座等開催事
業

期間

一
般

根拠法令

-

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ５年度～

自治事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

事業の種別

法定受託＋附加

事業の種別

生涯
学習
推進
セン
ター



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

どのように貢献したか

市民に学習・文化活動の場
を提供することができた。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

パソコンの基礎的知識の習
得に貢献することができた。

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

Ａ

目標達成済

R元年度目標 どのように貢献したか

市民に学習情報を届けるこ
とができた。

統廃合により廃校となった小学校を改修
して開設した施設であり、築３０年が経過
していることから、計画的に修繕をすすめ
利用環境の整備を進めていきたい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

H13年度～

実施計画ランク

期間

重要

生涯学習推進セン
ター施設提供事業

期間

R元年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

相談者の人数は減少したもの
の、市民に対して同じ目線でき
め細かい対応を目指している当
事業は必要性があると思われる
ため、これからも相談者の意見
や相談員の確保や情報交換に
つとめ安定的な運営を図ってい
きたい。

新型コロナウィルス感染拡大防
止のため貸し出しを中止した期
間があったにもかかわらず、全
体の稼働率は上がった。イベン
ト・口コミを通じて当施設を知り、
利用する団体があることから、周
知が進んでいると思われる。引
き続き施設利用の拡充を図りた
い。

重要

ＩＴ相談事業

H11～

実施計画ランク

重要

生涯学習情報紙発
行事業

期間

H12～

実施計画ランク

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

生涯
学習
推進
セン
ター

臨時職員 0.45 人 1,980,000部

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,980,000部 2,042,590部

0.50 人
非常勤
特別職

R2年度目標

4,156千円

「学習機会の拡大と学習情報の提供」を目的とした生涯
学習情報紙「翔びたつひろば」を毎月1日、年12回発行。
　1面には、主に教育委員会並びに市が主催する事業、
2.・3面には市民団体等の催しや公的施設等の情報、4
面に公民館・図書館の情報を掲載している。 なお、視覚
障害者用として、希望者に点字翻訳版、音声媒体（デイ
ジー版）による情報紙を委託により作成し配付している。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,980,000部 2,033,470部

4,609千円 臨時職員 0.40 人

①12回

②1,995,342世帯

③

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人

R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

- 17,271千円 16,649千円

16,607千円

①発行回数

②年間延べ配布世帯数

③

年間発行部数
市民の学習意欲を支援するための「学習機会
の拡大と学習情報の提供」を目的としているた
め、年間発行部数を指標としている。 見出しの色を変える等、見やすい情報紙

作りに努めた。

目標値を達成できている。今後
も紙面の充実に努めていく。

R1実績

学習情報紙として、市民に情報が伝わり
やすい紙面作りに努めていく。

H30年度目標 H30実績

根拠法令

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,281千円

市民の自由な学習、文化活動の場の提供を目的とす
る。
・業務委託により、土・日曜日及び夜間も開館
・会議室、体育室の貸出
・利用の公平性から予約時間制限あり。団体（５人以上）
の利用は月８時間（２区分）までとし、個人利用は体育室
のみ、月４時間までとしている。

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

ｖ 50.0%

50.0%

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50.0%

44.7%

8,380千円 臨時職員 0.40 人
①45.8%

②44.2%

③

目標設定の考え方・根拠

H30年度目標

R元年度目標 R元実績

7,481千円 臨時職員

45.0%

①会議室等稼働率

②体育室稼働率

③

年間施設稼働率平均
（会議室等稼働率＋体育室稼働率）÷２

R2年度目標

根拠法令 R1予算現額
より多く貸出の機会を提供する目的から、貸出
可能日数のうち提供した割合を指標としている。

公共施設利用者カード登録団体の更新手
続きについて、申請書裏面にチェック項目
及び提供可能事項の記入欄を設け、事務
手続きを滞りなく行えかつ、情報提供がで
きるようにした。

大きなイベント時等は混乱回避のため施設の貸
し出しを制限するなどの場合があったため、稼
働率が上がらなかった。
また、新型コロナウイルス感染予防のため、３月
は体育室の貸し出しが休止となったため、体育
室の稼働率が上がらなかった。

R1決算額（見込み）

Ｂ
H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30予算現額 H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,574千円

指標名

29,434千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

27,558千円

社会教育法、所沢市生涯学習推進センター条例、
同施行規則

30,839千円

事業の種別

一
般

0.00 人 800人

①174回

②485人

③

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

800人

0.00 人 R1実績

485人

0.35 人

当事業は、パソコン操作に不慣れな高齢者を中
心とした相談者が多く、新型コロナウィルス感染
拡大防止のため開催を自粛した期間があったた
め、目標達成に至らなかった。非常勤

特別職
0.00 人 R2年度目標

2,909千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

スマートフォンやタブレット端末等、相談内
容が多様化していることから、可能な範囲
で対応していくようにしたい。

目標設定の考え方・根拠

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 800人 511人

2,933千円 臨時職員

根拠法令 R1予算現額

市民の誰もがＩＴ（情報通信技術）について理解、活用で
きるようになるため、パソコンの基礎的操作を習得するこ
とを目的に個別相談を実施している。インターネット閲覧
と電子メールの基本操作についての相談を主としている
が、パソコンの設定やソフトの使い方等の相談にも対応
している。
相談日：第1～第4火・金曜の午前午後、第2土曜日の午
前 9回/月

市民がＩＴについての基礎的操作を習得し、ＩＴを
通した市民相互の交流や、市民の学習への一
層の推進を図ること、またＩＴに不慣れな人への
援助を目的とした事業であるため、相談者の人
数を指標とした。

翔びたつひろばにてIT（パソコン）相談事
業を紹介し、事業の周知に努めた。

Ｂ

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1決算額（見込み）

442千円

①相談実施回数

②相談者数

③

相談者数（延べ人数）

- 567千円

事業の種別

一
般

H30予算現額

自治事務

H30決算額 指標名

409千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 567千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井　忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

どのように貢献したか

学習計画を立案する際に
「人権」と「環境」についての
課題を取り入れるよう各学
級へ推奨している。

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

７．エネル
ギーをみんな
にそしてク
リーンに

１６．平和と
公平をすべて
の人に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

各団体とも全ての市民・子ど
もたちのための活動を行っ
ている。

どのように貢献したか

市民の自主的な学習をすす
めることができた。

３．すべての
人に健康と福
祉を

４．質の高い
教育をみんな

に

新型コロナウイルス感染症対策を図りな
がら、ITの活用など現代の保護者が求め
る学びを支援し、学習機会の確保に努め
る。また、事務の見直し等による役員の負
担軽減方策についても引き続き検討を重
ねていく。

17.81

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

R元年度目標 R1実績

17.81

昭和39年度～ 0.00 人

家庭教育等について学ぶ機会を保護者等に提供
するため、市内全小中学校で家庭教育学級を実施
する。また、保護者が家庭を見直し、子育てに自信
を持って取り組むきっかけとするために、就学時健
診等の機会を利用した子育て講座の開催や、啓発
リーフレットの作成・配布を行う。

0.52 人

9.00

期間

18.00

臨時職員

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,956千円

アンケート内容や事務連絡を見直すこと
で家庭教育学級代表者会議を3回から2
回に減らして役員の負担を軽減した。

家庭教育推進事業
非常勤
特別職

1.80 人
Ｂ

成果指標の目標値をやや下回っ
ているが、家庭と学校を取り巻く
環境が変化する中でも、社会教
育指導員の熱心な指導と各学校
の協力により成果を上げてい
る。保護者相互の交流のほか、
地域の事業者や人材を講師に
招いたり、地域からの参加者が
微増するなど、学校・保護者・地
域の連携に貢献している。

5,922千円

①家庭教育学級の学級生数

②家庭教育学級の講座数

③啓発リーフレット配布数

１学級あたりの講座実施時間（時間）
「家庭教育学級事業委託要綱」において、委託
の条件として、講座実施時間をおおむね18時
間」としているため、目標値とした。

共働き世帯が増えるなど、近年のライフスタイル
の変化にともない、多くの時間をかけて講座を
企画運営することが難しくなっている。時間数に
こだわりすぎず、魅力ある講座や満足度が高く
なる講座などを企画する工夫を各学級で行って
いる。

18.00

H30実績

根拠法令 R1決算額（見込み）

0.00 人

R1その他職員
従事割合

①3,016名

②374回

③6,100部

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30年度目標

R2年度目標

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.80 人
非常勤
特別職

0.75 人

R1予算現額

6,234千円 臨時職員

4,358千円

教育基本法、社会教育法、家庭教育学級開設委託要綱 5,956千円 5,925千円

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

ＰＴＡ連合会は、各学校間の連携
強化に欠かせない存在であり、
また、所沢市連合婦人会は、男
女共同参画社会に向けて長年
に渡り着実な活動を続けてい
る。両団体とも地域の教育力向
上に一定の成果を上げており、
今後も
活動支援を継続していく必要が
ある。

①47,000部

②75回

R元年度目標 R1実績 市内小中学校４７校中、小学校２校は所沢市ＰＴ
Ａ連合会に加入していないが、それぞれ学校単
独でＰＴＡ活動を行っている。連合会の活動が魅
力ある活動となるよう事業等の見直しを行って
いるところであり、市内全小中学校のＰＴＡが連
合会に加入することを目指す。

1,923千円

社会教育関係団体
補助事業

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

所沢市ＰＴＡ連合会加入小中学校数

市立小中学校全てのＰＴＡが所沢市ＰＴＡ連合会
に加入し、全ての子どもたちのために魅力ある
Ｐ
ＴＡ活動が行われるよう加入数を指標とする。

所沢市ＰＴＡ連合会では、平成30年度に
引き続き、全ての子どもたちのためにより
よいＰＴＡ活動を目指して、事業等の見直
しを行った。
所沢市連合婦人会では、平成30年度に引
き続き会員の高齢化問題について解決策
の話し合いを行った。H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

社会教育法、所沢市ＰＴＡ連合会補助金交付要
綱、所沢市連合婦人会補助金交付要綱

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,923千円 1,923千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

47

1,760千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

470.21 人 0.80 人
非常勤
特別職

全ての子どもたちのために、よりよいＰＴＡ
活動を目指して事業等の見直しを行いな
がら活動を行う。

①所沢市ＰＴＡ連合会の会報
誌発行部数
②所沢市連合婦人会の活動
回数

45
R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,923千円

期間 0.21 人
非常勤
特別職

0.99 人 R2年度目標

45

昭和39年度～ 1,746千円 臨時職員 0.00 人 47

子どもたちの心豊かな健全育成を図るＰＴＡ活動の
理解を深めるため、市内小中学校等の各学校単
位ＰＴＡの相互交流･連携･情報交換や研修等を行
う所沢市ＰＴＡ連合会に対し、補助金を交付して活
動を支援する。また、女性の地位向上や社会進
出、男女平等を目指した学習活動を行うとともに、
本市の生涯学習の推進・社会教育の振興及び男
女共同参画などにも貢献する所沢市連合婦人会
に対し、補助金を交付して活動を支援している。

臨時職員

ホームページや各まちづくりセン
ターへチラシの配架により、制度
の開始当初と比べて、登録者数
や利用件数は増加しているた
め、一定の成果は上がってい
る。生涯学習をすすめる市民会
議の事業を受講し、修了した者
が団体を立ち上げ、積極的な活
動を行ったため、昨年度より件
数が増加した。今後も市民の学
習活動の支援をしていきたい。

31件

実施計画ランク

重要

生涯学習ボランティ
ア人材バンク運営事
業 16件

3,352千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみんな

に

H11～

期間

0.15 人

①134人

②83人

③
0.35 人

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

70件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

70件

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　生涯学習に関する知識や技術を持っている市民講師
（団体及び市外在住者も登録可）に登録してもらい、そ
の知識や技術を求めている市民に紹介する制度であ
る。
利用希望者には、登録講師の連絡先を紹介し、その後
は、直接両者が交渉し学習活動をすすめてもらう。この
ことにより市民の学習活動の促進と、教える側の社会貢
献とスキルアップの場になることも目指している。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

2,909千円 臨時職員 0.15 人

講師登録件数は増加し、紹介件数や活動件数
は前年より増加はしているが、人材バンクフェア
の講師実演による紹介ができなかったため目標
に達しなかった。当制度のより一層の周知が必
要であると思われる。

R元年度目標 R1実績

制度の紹介や、登録講師の更新情報を
ホームページを活用して発信するほか、
冊子の配架、チラシの配布等によりPRに
努めていく。

Ｂ
H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

70件

法定受託事務 法定受託＋附加 609千円 311千円

①登録件数

②登録者紹介件数

③

市役所ロビーで行った制度ＰＲのための
フェアでは、他部署との連携も進め、お互
いの事業を紹介するコーナーを設置した。- 310千円 301千円

事業の目的及び具体的な内容

市民の学習機会の拡充を目標の一つとしてい
ることから、ボランティア人材バンク登録者の活
動（交渉成立）件数を指標としている。

根拠法令

事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

自治事務

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）
登録者活動件数
（利用者から報告のあった登録者活動（交渉成
立）件数）

生涯
学習
推進
セン
ター



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

項目名

■ □ □

実績

評価者

松井まちづくりセンター長
吉川　泰央

どのように貢献したか

学習活動の場として、広く平
等に施設提供を行った。

３．すべての
人に健康と福
祉を

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

地域住民の知識や教養を高
められるよう、ニーズに沿っ
た学習事業を実施した。

どのように貢献したか

成人としての自覚や今後の
地域での活躍を促した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

成人のつどい開催
事業

70.0

70.0

1,676千円 臨時職員

R1予算現額

国民の祝日に関する法律
成人のつどい実行委員会交付金交付要綱

R1正規職員
人件費

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

3,999千円 3,999千円

0.00 人

H30その他職員
従事割合

成人のつどいでは、「成人の日」に、①式典（共通）
と②つどい（各地区ごとのパーティ等）を開催する。
地域社会の中で新成人の門出を祝福するととも
に、成人としての自覚を促し、21世紀の担い手とし
ての活躍に期待し、ふるさと所沢への愛着を深め
ることを目的に、各公民館を中心に市内11地区の
分散方式で実施するもので、成人のつどい実行委
員会に補助金を交付して、各地区がその特色を活
かして、地域の成人をお祝いする。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

70.0 66.1

R2年度目標

昭和21年度～ 1,662千円 0.00 人

①2,314人

R元年度目標

4,181千円

①出席者の合計人数根拠法令

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

成人のつどいが、若者の公民館活動を通じた地
域デビューの機会となるよう、より多くの成人に
出席してもらいたいため、出席率を指標とした。

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績
Ａ

成果指標の目標値はやや下
回っているが、長期的に見ると
出席者は増加傾向にあり、実行
委員会による地域ごとのきめ細
かく温かい開催が成人からも一
定の評価を得ていると考える。
地域の人たちが新成人を大人と
して地域に受け入れる式として
定着しており、今後も各地区の
特性を活かした開催を支援して
いく。

R1年度に改善した点

市全体の出席率（%）

新型コロナウイルス感染拡大防止策を講
じた「新しい生活様式」のもと、地域分散
開催の特性を活かした「成人のつどい」開
催を検討していく。

66.3

山口地区は例年と異なる会場での開催と
なったが、実行委員の増員や施設近隣を
はじめとする地域との連携により問題なく
開催できた。令和元年度は、全ての地区
でまちづくりセンター（地区体育館）を会場
とした地域に根付いた「成人のつどい」を
開催することができた。

R1実績

毎年、対象者が変わるため出席率は流動的あ
るが、平成13年度以降は増加傾向にあり、目標
値に近づいている。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名

松井公民館施設提
供事業

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設置

0.00 人

0.65 人

5,447千円

4,443千円

R1正規職員
人件費

　市民の学習要求に基づき、実生活に即する教
育、学術、文化に関する各種事業を実施すること
により、教養の向上、健康増進、生活文化の振興、
社会福祉の増進を目的とする。
内容は次のとおり。
①職員あるいは市民を交えた企画準備会・実行委
員会による事業の企画・立案、運営方法等を検
討。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を
活用して参加者を募集。
③事業終了後アンケート等を実施し、学習記録や
参加者の意見、感想等を取りまとめ、次年度へ向
け検討。

期間 0.65 人

0.80 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H30実績

R元年度目標

松井公民館主催事
業

Ｓ29～ 5,403千円

①21事業

②445件

③406件

1,494千円

①年間事業数

②アンケート回答件数

③「満足」及び「ある程度満
足」の回答を得た件数

参加者の満足度割合

臨時職員 0.80 人

R2年度目標

R1実績

100.0% 91.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウィルス感染症終息の目途が
立たない状況ではあるが、三密を防ぎ感
染防止対策を行った上で「新しい生活様
式」に沿った事業を検討する。

R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%臨時職員

0.00 人 100.0% 90.0%

非常勤
特別職

小学生を対象とした事業「わくわく冒険
キャンプ」を毎年実施しているが、今年度
は公民館に宿泊する試みを行ったところ、
定員を超える申し込みがあり、参加した子
供たちからは大変好評であった。
また、高齢者を対象とした事業を行い交
流を図った。

H30決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

法定受託事務 法定受託＋附加 1,612千円 1,582千円

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ａ

当初計画していた事業等が、想
定外の事由により事業が中止と
なってしまったが、実績値は若干
上昇した。

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設置 R1予算現額 R1決算額（見込み）

今年度は、選挙や新型コロナウィルス感染症の
影響などにより、当初予定していた事業が中止
となったため、目標値が達成できなかった。

主催事業に係る参加人数を基本に、事業に対
する満足度を向上させる。

松井
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則

1,619千円

重要 自治事務

松井
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

利用者の高齢化等の理由による
団体登録数の減少や利用実績
の少ない部屋があるため、施設
の稼働率が少なかった。
今後は、より利用していただける
取組が必要と考える。

R1年度に改善した点

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率
利用者を確保するため、施設修繕や安全点検
を充実させる。 事故防止や防犯上の理由で、各部屋の

出入り口ドアに小窓を取付ける修繕を
行った。

サークル加入者の高齢化を理由に、登録を廃
止するサークルが増えたことや、2月頃から新型
コロナウィルス感染症のため活動を自主的に自
粛するサークルがあったこと、さらに市の方針に
よる施設提供業務が休止になったことが実績値
が低かった要因と考える。
また、当センターには茶道専用の茶室があり、
年間をとおして利用者が極端に少ないため目標
値に達しない大きな理由である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,726千円 26,793千円

H30決算額 指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市立公民館使用料減免取扱要
綱

32,178千円 27,561千円

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　サークルによる各種学習活動の場として施設を
提供することにより、住民の知識・教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を目指すことを目的とす
る。
　施設利用申請にあたっては、窓口申請以外にも
公共施設案内予約システムを導入し、インターネッ
トを通じ携帯電話や自宅のパソコンからでも予約
が可能である。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 80.0% 45.0%

5,866千円 臨時職員 3.20 人

①25,270区分

②10,675区分

R元年度目標 R1実績 節電等の環境面を考慮するほか、近年中
には蛍光灯ランプの製造が中止されるこ
とに伴い、施設全体の照明器具を計画的
にLED化にする必要がある。
その他、老朽化により修繕が必要な個所
について、継続的に修繕を行い、安心安
全に利用できるよう整備する必要がある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80.0% 42.0%

70.0%

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｓ45～ 5,818千円 臨時職員 3.20 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

富岡まちづくりセンター長　鈴木　健

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

誰もが利用しやすく、かつ、
満足度が高まる事業実施に
努めることで、社会教育環
境を整備した。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみんな

に

３．すべての
人に健康と福
祉を

サークル・団体に施設提供
を行うことにより、生涯学習
の機会を促進した。

どのように貢献したか

様々な講座を実施すること
で生涯学習の機会を促進し
た。

４．質の高い
教育をみんな

に

R1実績

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①39事業

②464件

③455回答

今後も市民を交えた実行委員会の積極的
な活用を図り、より充実した事業の実施に
結び付ける。また新型コロナ対策を実施し
ながらも満足度を維持できるように努め
る。

Ｓ26年度～

一
般

臨時職員

事業の種別

R1予算現額

1.25 人

0.45 人

根拠法令

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

期間

重要

H30予算現額

　市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の
増進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育・学術及び文化に関す
る各種事業を実施する。
　市民を交えた企画準備委員会及び実行委員会を
設置し、事業の内容を検討する。広報紙などを利
用し、参加者の募集を行う。事業終了後、学習の
記録や参加者の意見・感想をまとめ、次年度へ向
けての検討材料とする。

1.25 人
非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

10,475千円

2.80 人10,390千円

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

R1年度に改善した点

①主催事業

②事業参加者に対する５段
階評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

参加者の満足度割合
39事業中10事業でアンケート実施し、「満足」及
び「ある程度満足」と回答を得た件数÷アンケー
ト回答件数

H30年度目標

臨時職員 3.25 人

指標名

実行委員等の意見交換やアンケートを参
考に、より満足度が高まるような事業内容
へ見直しを行った。

公民館主催事業

485千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

Ａ

目標設定の考え方・根拠

98.1%

事業の参加者にアンケートへの協力を依頼した
ところ、回収件数が増加した。目標値には達しな
かったが、「満足」・「ある程度満足」との回答
が、昨年度よりやや増加したことから、実施事業
に対する参加者の満足度は高まってきている。

H30実績

概ね目標値を達成したものの、
事業ごとにバラつきが見られた。
引き続き、市民のニーズの把握
に努め、より多くの参加者の満
足度が高まるような事業の実施
が必要である。

臨時職員 1.45 人

1,007千円

H30決算額

法定受託＋附加 1,024千円

社会教育法

法定受託事務

H30決算額

法定受託＋附加

自治事務

富岡公民館施設提
供事業

R2年度目標

R1その他職員
従事割合

及び管理条例、所沢市公民館設置及び管理条例
施行規則、所沢市地区体育館条例

24,004千円 23,217千円

事業の目的及び具体的な内容

S31年度～

R1年度に改善した点

7,647千円

23,412千円 23,273千円

①年間利用可能区分数（公
民館）
②年間利用区分数（公民館）
③年間利用区分数（地区体
育館）

根拠法令 R1決算額（見込み）

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

社会教育法、所沢市立公民館設置

6,453千円 臨時職員 1.60 人

①３４事業

②３４５件

③３３３件

目標値は達成できなかったもの
の、高い満足度を維持している
ため、引き続きアンケート調査を
行い、利用者の満足できるような
事業を実施していく。

R1正規職員
人件費

3,428千円 ①主催事業数（年間事業数）
②事業参加者に対するアン
ケートの実施（アンケート回答
件数）
③アンケート結果の分析（「満
足」及び「ある程度満足」と回
答を得た件数）

0.92 人
非常勤
特別職

社会教育法により、多様な需要を踏まえ、これ
に適切に対応するために必要な学習の機会の
提供及びその奨励を行うことにより、生涯学習
の振興に寄与することが目的のため、どれだけ
参加者が満足した事業を提供できたかを図る。

主催事業数は減少したものの、受講回数
を３～４回とする事業を増やし、内容の充
実を図った。

H30年度目標

97%
公民館主催事業

3,623千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

前年度の実績を維持することはできたものの、
満足度を100％とすることはできなかった。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100%

R元年度目標 R1実績

利用者の求めるものを把握するため、引
き続きアンケートを実施し、分析していくこ
とが必要。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
0.77 人

非常勤
特別職

0.45 人 90%

100% 97%

H30予算現額

富岡
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク

社会教育法・所沢市公民館設置及び管理条例・所沢市公民館
設置及び管理条例施行規則・所沢地区体育館条例 3,868千円

市民の学習要求に基づき、教養の向上・健康の増進・生
活文化の振興・社会福祉の増進を図るため、実際の生
活に即する教育・学術及び文化に関する各種の事業を
実施することを目的に、①職員サイドによる企画立案、
あるいは市民を交えた企画準備委員会・実行委員会等
を設置し、事業内容を検討。生涯学習情報紙及び公民
館だよりを活用して参加者を募集する。②事業終了後
は、学習の記録や参加者の意見・感想等をとりまとめ、
次年度へ向けての検討材料とする。③体育館が併設さ
れている特徴を活かし、健康体操教室や体育事業にも
積極的に取り組んでいる。

重要 自治事務 3,583千円

期間

H30決算額 指標名

根拠法令 R1決算額（見込み）

事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額
参加者の満足度割合
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

富岡
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務

Ｃ

利用者の高齢化に伴い、団体登
録しているサークル数が減って
きていることもあり、施設の利用
率が上がらなかった。
今後は、より利用しやすい施設
の仕組みづくりが必要と考える。

R1年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

公民館施設は住民の生活文化の振興、社会福
祉の増進に寄与することが目的の施設のため、
施設がどれだけ住民に利用されているかを図
る。

より快適で活動しやすい環境づくりのため
施設修繕に取り組み、使いやすい環境を
整えた。

H30年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

目標未達成
利用サークル数が減ってきていることもあり、部
屋の利用率が上がらなかった。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習活動の場として施設を適用すること
により、住民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会・
地域社会の構築することを目的とし、公民館事業に支障
のない範囲で、地域・学校・社会教育関係団体等に施設
提供を行っている。利用申請方法は、窓口申請・予約シ
ステム端末・インターネットによる予約手続きが可能と
なっている。また、利用予約の拡大を図るため、一定の
利用制限（時間制限）を設けている。なお、本公民館の
提供する部屋数は、多目的ホールをはじめ11部屋となっ
ている。

0.48 人
非常勤
特別職

0.45 人 30% 25%

30% 24%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,022千円 臨時職員 1.95 人
①２３，７６０区分

②　５，６６１区分

③１８，９１８区分

R元年度目標 R1実績 公民館主催事業におけるアンケートにお
いて得られるアンケートから、より利用者・
参加者が求める講座・教室等を開催する
とともに、講座終了後も引き続き自主的な
サークル活動等への移行支援してくこと
で、利用サークルの増加、利用者の増加
につながるための施策を検討していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.78 人
非常勤
特別職

0.45 人 R2年度目標

S45年度～ 6,483千円 臨時職員 1.75 人 30%

764千円

R1決算額（見込み）

99.0%

99.0%

99.0%

R元年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

96.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

評価者

小手指まちづくりセンター長
　　　　　　　　　　　　　佐藤　尊之

項目名

■ □ □

実績

山口まちづくりセンター長　守谷
秀明

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を
目指した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

施設の整備を進めることで、
誰もが参加しやすい社会教
育を行う公共スペースを提
供した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

施設の整備を進めることで、
誰もが参加しやすい社会教
育を行う公共スペースを提
供した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

非常勤
特別職

100 87

8割5分のプラス評価があり、概ね良好である。
プラス評価としていない人がいることも、注意を
向ける必要がある。

臨時職員

非常勤
特別職

R2年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析
H30正規職員
人件費

H30予算現額

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

S22～ 3,325千円

目的　市民の学習要求に基づき各種講座を展開
し、市民の知識教養の向上を図るとともに生涯学
習社会の構築を目指す。
内容　第4次所沢市生涯学習推進計画に基づき、
重点的に取り組む事項に即した各種事業を展開し
ていく。各種学級・講座・イベント・つどい事業を実
施し系統的な学習機会と住民相互の交流の場を
提供する。地域住民のさまざまな学習・文化・ス
ポーツ活動を支援する。

0.40 人

期間

事業の目的及び具体的な内容

2,625千円

事業参加者の満足度
（事業内容に対してプラス評価を得た件数÷ア
ンケート数×100）

R1決算額（見込み）

2,085千円

参加者が充足感を得られているかを確認するた
め、アンケートを実施し、プラス評価の割合が
100％となることとした。

目標設定の考え方・根拠

22,954千円

R1決算額（見込み）

①年間事業回数

②アンケート回答件数

③事業内容に対してプラス評
価の回答を得た件数

R1年度に改善した点

地域住民の学習活動を支援するため、公
民館として何ができるのか模索している状
態である。今後も引き続いて青少年・成
人・高齢者等の世代間の交流を図り、相
互理解と地域の連帯感を高めるさまざま
な活動の機会を促進するような活動が望
まれている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・地域や郷土の歴史等身近なこ
とに目を向けてもらえるような企
画を立て、参加者が増加した。
・郷土山口、勝楽寺にかかわる
講演会を今年もホールで2度行
い大変好評だった。

Ｂ

2,637千円
地域の歴史や郷土の身近なことに目を向
け、参加人数を増やすことができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 2,303千円法定受託＋附加

社会教育法、市立公民館設置及び管理条例

公民館主催事業

根拠法令 R1予算現額

3,352千円

H30決算額

重要 自治事務

山口
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.40 人

①24

②342

③293

R元年度目標 R1実績

100

臨時職員 0.92 人

0.92 人

85

100

H30決算額 指標名H30予算現額

Ｂ

80.0% 38.4%

80.0% 39.9%

年間延べ利用区分÷年間利用可能区分数×１
００

80.0%

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額根拠法令

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

26,050千円

事業の目的及び具体的な内容

利用者が、快適に施設を活用できるよう
環境を整備した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,341千円 21,530千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場と
して、公民館施設を提供する。

0.40 人
非常勤
特別職

3,352千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

3,325千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

年間施設稼働率は、前年を上回ったが、公民館
登録団体の他の公民館への異動、ｻｰｸﾙﾒﾝﾊﾞｰ
の減少による解散などから、利用区分数が減少
した。
また、3月はｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大防止の影響を受
けた。

市民の集団学習活動の場とし
て、ある程度の目的達成は果た
しているが、目標である施設稼
働率は伸び悩んでいる。利用者
の高齢化や施設の設備、立地条
件など様々な要因が考えられ
る。

R1年度に改善した点

1.10 人

①15780区分

②6304区分

③2117区分

R元年度目標 R1実績
予算の可能な範囲で設備のメンテナンス
を行いながら、地域の様々な情報発信を
行い、安心安全で快適に利用できる施設
を目指す。また、新型コロナ対策も実施
し、利用者の理解を得ながら施設提供を
進めたい。

R1その他職員
従事割合

期間 0.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

公民館施設提供事
業

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体育
館）

年間施設稼働率（公民館）

昭和45年度～

0.85 人

臨時職員 1.10 人

小手
指ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

一
般

H30予算現額

小手指公民館分館
施設提供事業

H30決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,599千円 19,489千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市民の集団学習活動の場とし
て、ある程度の目的達成は果た
しているが、目標である施設稼
働率は伸び悩んでいる。小手指
公民館分館は立地条件は良い
が、駐車場が狭く施設の老朽化
が進むとともに、ホールが２室あ
る一方、小会議室のように６～７
名でしか利用できない部屋があ
り、他の公民館と施設構成が異
なることなど様々な要因が考え
られる。

R1年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）
年間延べ利用区分÷年間利用可能区分数×１
００

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、利用者への消毒用意と職員のマスク
着用、休館予定の計画等、利用者の安全
と安心を守る準備を進めた。

H30年度目標

58.0%

①年間利用可能区分数（公民
館）

②年間利用区分数（公民館）

R1決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

23,464千円 20,274千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額根拠法令

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　集団による各種学習活動の場として施設を提供
することによって、住民の知識・教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を目指す。
　所沢市立公民館設置及び管理条例第5条に基づ
き、公民館事業に支障のない限りで自治会、ＰＴＡ
などの市民集会や社会教育団体等の活動の場と
して、公民館施設を提供する。

0.85 人
非常勤
特別職

80.0%

公民館登録団体の他の公民館への異動、サー
クルメンバーの減少による解散、3月はコロナウ
イルス感染拡大防止のため利用区分数が減少
し、年間施設稼働率が、前年を下回った。

80.0% 54.5%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円 臨時職員 2.70 人

①15570区分

②8491区分

R元年度目標 R1実績
予算の可能な範囲で設備のメンテナンス
を行い、安心安全で快適に利用いただけ
るように施設の充実に努めるとともに、
様々な情報発信を心掛ける。また、新型コ
ロナ対策も実施し、利用者の理解を得な
がら施設提供を進めたい。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

R2年度目標

昭和60年度～ 7,065千円 臨時職員 2.60 人 80.0%

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

山口まちづくりセンター長　守谷
秀明

項目名

■ □ □

R1
予
算

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

項目名

■ □ □

実績

評価者

吾妻まちづくりセンター長　比留間　嘉浩

どのように貢献したか

計画的な修繕等により、利
用者に対して安全かつ快適
な施設を提供した。

どのように貢献したか

地域のニーズに合ったイベ
ントや講座を開催することで
公民館運営を進めた。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

市民の知識教養の向上を図
り、生涯学習社会の構築を
目指した。

４．質の高い
教育をみんな

に

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

H30年度目標

吾妻
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

公民館主催事業

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設

R1年度に改善した点

①主催事業数

②事業参加者に対する5段階
評価アンケート回答数

③アンケート結果の分析（満
足と回答を得た件数）

参加者の満足度割合（％）
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100）

市民の学習要求に基づいた講座を展開し、生涯
学習社会の構築を目指すことが当該事業の目
的となっているため、参加者の満足度割合を指
標とする。目標値としては、前年より増やすこと
を目標としたい。

地域のニーズに合ったイベントや講座を
検討し、講座の講師を公民館サークルに
依頼するなどサークルの地域貢献に対す
る取り組みも進めた。HPやセンターだより
等の情報媒体を活用し、受講者の拡大に
努めた。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

1,899千円

1,857千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

成果指標の目標値をほぼ達成
はしている。今後も参加者の
ニーズや地域性を捉え事業を実
施していく。

2,291千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

0.00 人 100%

100%
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,151千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,352千円 臨時職員 0.70 人

①30

②712

③702

R元年度目標 R1実績 利用団体の高齢化・少人数化が見られ
る。このことからも若年層の地域参加や生
涯学習への関心・参加をどのように展開し
ていくかが課題である。今後もSNS、HP等
情報媒体を活用し受講者の拡大に努め
る。地域や時代のニーズに沿った学習機
会を提供する。

成果指標の目標値をほぼ達成はしているが、募
集定員に達していない事業があるなど、事業の
内容や周知方法の改善を進める。

99%

S30年度～ 4,156千円 臨時職員 0.70 人

99%

100%

市民の学習要求に基づき各種講座を展開し、市民
の知識･教養の向上を図ると共に生涯学習社会の
構築を目指す。職員の企画・立案、あるいは市民
を交えた企画準備委員会等を設置し、事業内容を
検討する。生涯学習情報紙等を利用して参加者を
募集する。事業終了後は評価アンケートを実施し、
次年度へ向けての検討材料とする。地域コミュニ
ティ関連の事業を中心に講座、イベント等を開催す
る。

0.40 人
非常勤
特別職

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

山口
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

山口公民館施設提
供事業

根拠法令 R1予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

・地域の高齢化にともない、稼働
率は減少傾向にあり、これに歯
止めをかけたい。
・サークルフェアを今年度も開催
した。前年度は1日のみの開催
であったが、2月を通してサーク
ル加入促進月間とした。少ない
ながらサークルに加入する人も
あり、地域への公民館のPRがで
きた。

R1年度に改善した点

①年間利用可能コマ数

②年間使用コマ数

③

施設稼働率(年間使用コマ数÷年間利用可能コ
マ数×100)

施設運営において施設稼働率は最も客観的指
標。成果目標は高めの80％に設定していたが、
29年度以降は60％に引き下げている。

サークル参加者数を改善するために一月
かけてサークルフェアを開催した。

指標名

H30年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,753千円 24,331千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

27,692千円 25,065千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目的　施設を提供することにより、住民の知識・教
養の向上を図り、生涯学習社会の構築を目指す。
内容　①施設に加え、各種備品の貸出をしている。
②公共施設予約システムを採用し、事務室窓口の
他、ロビー端末やインターネットからも施設予約を
受付けている。③利用の予約にあたっては、利用
機会の拡大と均衡を図るため一定の利用制限(時
間的制限)を設けている。

0.40 人
非常勤
特別職

60 48
利用率は1％減少。新型コロナウイルス感染症
予防処置で3月の利用制限が大きく影響した。
目標に達してはいない。利用サークルの高齢化
や利用者ニーズがとらえきれていないことが要
因。空調や雨漏り等施設の老朽化も影響してい
ると思われる。60

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,352千円 臨時職員 1.95 人

①13569

②6478

③

R元年度目標 R1実績
サークルの高齢化が進行している。その
ため活動も停滞しがちで、参加者が減少
し、サークル解散も目立ってきていること
から、地域住民をいかに取り込んでいくか
模索している。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

47

期間 0.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S45～ 3,325千円 臨時職員 1.95 人

吾妻
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館 R1予算現額 R1決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理条
例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規則

36,426千円 35,782千円

事業の目的及び具体的な内容

インターネットや携帯電話からの
予約方法を指導し、直接来館し
申請する手間を省くなど、利用
者の利便性を継続的に図ってい
る。また、施設設備の経年劣化
が起きていることから、計画的に
修繕を実施し、利用者の安全な
環境を維持するよう努めた。今
後も成果指標の目標値に達成す
るよう、引き続き貸し出し手続き
の改善、施設の環境整備に努め
る。

R1年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）（％）
（年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数
×100）

集団による学習活動の場として施設を提供する
ことにより、生涯学習社会の構築を目指すこと
が当該事業の目的となっているため、年間施設
稼動率を指標とする。目標値としては、前年より
増やすことを目標としたい。

職員による定期的な施設、設備等の点検を実施
し、良好な施設提供に努めた。地域団体等が地域
コミュニティ活動を推進する拠点として設置させて
いるコミュニティルームの更なる活用を図るため、
児童生徒対象の夏季限定自習室「あづまっ子自
習室」を継続的に開設し、施設の有効利用に努め
た。

高齢化率の高い地域であることと、交通の便が
悪いこともあり、日中に比べて夜間の利用が少
ないため、稼動率が上がらないことが考えられ
る。なお、新型コロナウイルス感染拡大防止に
よる利用者の減少があった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

学習活動の場として施設を提供すること
により、市民の知識・教養の向上を図り、
生涯学習社会の構築に今後も努める。安
全かつ快適な施設を提供できるよう、引き
続き施設環境の整備に努める。

80%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 34,425千円 33,204千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標
H30正規職員
人件費

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間延べ利用区分数（公
民館）

③ H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

学習活動の場として施設を提供することにより、市
民の知識・教養の向上を図り、生涯学習社会の構
築を目指す。施設の利用申請は、公共施設案内・
予約システムを導入し、インターネットの利用も可
能となっている。利用予約の際は、特定の団体の
独占を回避し、市民の利用拡大を図るため、一定
の利用制限（時間制限）を設けている。

0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 80% 53%

臨時職員 3.10 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

4,190千円

0.60 人 R2年度目標

S46年度～ 4,987千円 臨時職員 3.10 人

①34,254

②17,934

③

R1実績

期間

公民館施設提供事
業

52%

80%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長
橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

柳瀬まちづくりセンター長
橋本　浩志

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

どのように貢献したか

地域内の年少者から高齢者
へ三ケ島地域の環境、歴
史、文化など地域の特徴を
取り入れた講座により地域
を理解することに貢献した。

どのように貢献したか

駐車場の舗装を修繕したこ
とや、障害者専用の駐車場
を青く塗装したことにより、
利用しやすい環境整備を施
した。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

子育て講座や親子参加型
の講座を開催したことによ
り、子育て世代の横のつな
がりを創出し、住み続けられ
るまちづくりに貢献した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

R1決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1実績

柳瀬
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令

①主催事業

②事業参加者に対する5段階
評価アンケートの実施

③アンケート結果の分析

公民館主催事業
R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　講座終了時にアンケートを行い、
満足度や内容についての希望を把
握し、次年度以降に生かすように努
めている。並行して、幅広い年齢層
の参加者を集めるために、魅力のあ
る講座や開催時期等についても工
夫して、新たな参加者の開拓を図っ
ている。長く行っている講座につい
ても、前例踏襲的に開催するのでは
なく、更に磨きをかけるために、新た
な内容を工夫しながらの開催を試み
ている。同時に、広報の時期や範囲
などについても、効果的な情報提供
を考え、広く参加者が集められるよ
うに努めている。

①年間事業数　22

②アンケート回答件数　187

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数　182

R元年度目標

R1年度に改善した点

参加者の満足割合
事業参加者の満足割合から、実際生活に即す
る教育、学校及び文化に関する各種事業を、企
画・立案し開催できているか、推し量るもの。

「ツボを使ったセルフケア」など健康を取り
入れた講座を加えた。また、「縫わずに作
るフエルトバッグ」など小学生を対象とした
新規講座を開催したことにより、広い世代
に足を運んでもらえる結果となった。

目標達成済

H30年度目標 H30実績

97.0% 95.0%

96.0%

2,823千円 2,436千円

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

2,840千円 2,596千円

社会教育法、所沢市立公民館設

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①職員による事業の企画・立案、あるいは市民・公
民館利用団体を交えた企画準備会または実行委
員会により、事業の企画・立案、運営方法等を検
討する。
②生涯学習情報紙及び公民館だより、チラシ等を
活用して参加者を募集する。
③事業終了後は、学習の記録や参加者の意見・感
想等をまとめ、次年度の検討材料とする。

0.87 人
非常勤
特別職

0.70 人

7,291千円 臨時職員 0.40 人

アンケート等から、地域住民が要望する
講座について把握し、講座を実施する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

97.0%

期間 1.30 人
非常勤
特別職

0.70 人 R2年度目標

S46年度～ 10,806千円 臨時職員 0.40 人 98.0%

柳瀬
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

27,627千円

5,698千円

0.68 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

公民館施設提供事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　利用者が安全安心に、快適な
環境下で活動できるように努め
ている。施設管理については、
限られた修繕費を最大限に効果
的に使うために、優先順位を付
けながら対応した。昨年度は、
ホール入口部分の雨漏りが顕著
であったため、計画的に修繕を
行い、雨漏りの解消を図った。空
調についても、利用者の快適な
利用のために、必要に応じて修
繕を行った。空調については、令
和3年度に大型修繕を控えてい
るため、維持を目的とした最低
限度の修繕に限る予定である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

年間施設稼働率（公民館）

前年度実績をもとに、集団による各種学習の場
として適切な施設提供を行い、より多くの地域住
民が学習の場として利用できるよう、目標を設
定する。

利用者が快適に公民館を利用できるよ
う、学習室の机の修繕や、ホールの移動
観覧席の修繕など環境整備を行った。広
報物や掲示物では、イラストやピクトグラ
ムを使用するなど、利用者にわかりやすく
作成することを心掛けた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域住民を講師とした講座を開き、その
後、サークルを組織してもらうなど施設利
用者を増やす活動を行う。

36.0%

R2年度目標

35.0%

25,357千円

R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 R1予算現額 R1決算額（見込み）

置及び管理条例、 所沢市立公民館設置及び管理条例
施行規則

30,163千円 27,346千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民館）

③年間利用区分数（地区体
育館）事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

40.0% 33.0%

R1その他職員
従事割合

34.0%

臨時職員 1.30 人

非常勤
特別職

0.30 人

①13818

②4831

③12705

R1実績

事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

期間 1.16 人

S46～ 9,642千円

集団による各種学習の場として施設を提供するこ
とによって、住民の知識、教養の向上を図り、生涯
学習の構築を目指す。

非常勤
特別職

0.30 人

アンケートの結果から、実施事
業の内容については、概ね高い
満足度を得ている。

R1年度に改善した点

参加者の満足度
主催事業に対する参加者の満足度の向上を図
る

非常勤
特別職

臨時職員 1.30 人

R元年度目標

2,412千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1年度事業の開催については、アンケー
トの意見を参考に講師と打ち合わせを行
い開催した。

H30年度目標

①事業実施数

②アンケート実施件数

③満足度及びある程度満足
と回答を得た件数及びその
割合 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

0.95 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,624千円

R1決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条
例、所沢市立公民館設置及び管理規則

3,885千円 3,676千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.50 人 100.0% 95.0%

実施した２７事業中、７事業で１００％の満足度
得ることができた。　他の事業についても８０％
以上の満足度であった。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の参加による、地域の人材育成
や地域課題解決に向けた事業を企画実
施していく。

7,961千円 臨時職員 1.25 人

①２７事業

②３１４件

③２９４件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

94.0%

0.95 人
非常勤
特別職

0.50 人 R2年度目標

S３０年度～ 7,896千円 1.25 人臨時職員

市民の学習要望に基づき、地域特徴等を生かした
主催事業を開催し、地域住民の生活・文化・芸術・
社会福祉等の向上及び推進を図る。
①職員による事業の企画・立案あるいは市民を交
えた企画準備会等により、事業の企画・立案・運営
を行う。②事業終了後の学習の記録や参加者の
意見、感想等は次年度講座の参考とする。③生涯
学習情報紙及び公民館だより・チラシ等を活用して
参加者を募集する。④各団体や公共施設からの情
報を提供する。

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

期間

公民館主催事業



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

三ケ島まちづくりセンター長
三枝　恵一

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢まちづくりセンター長　廣川美智代

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福
祉を

自主的な学習活動により、
地域の生活や福祉を広げる
場となった。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

地域住民の知識や教養を高
められるよう、様々な学習機
会を提供した。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

施設の老朽化のなかで、修
繕を実施しながら、三ケ島
地区の生涯学習の拠点とし
て、これかも利用しやすい施
設提供へ貢献した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

三ケ
島ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク

三ケ島公民館施設
提供事業

期間

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

稼働率については、利用団体の
促進を図ると共に、事業での活
用を積極的に行い稼働率の向
上に努めていく。

19,703千円
①年間利用可能区分数(公民
館）

②年間利用区分数(公民館）

③年間利用区分数（体育館）

年間施設稼動率
施設の稼動率は集団による各種学習活動の場
として、適切な場であるか否かの大きな成果指
標となる。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 R1年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,558千円

H30予算現額 H30決算額

H30年度空調設備改修工事の実施によ
り、各学習室ごとに温度調整等が可能に
なり、より利用しやすくなった。

事業の種別

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条
例、所沢市立公民館設置及び管理規則

24,612千円 19,560千円

一
般

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

施設の老朽化が進んでいるなかで、各種
の修繕を行い利用し易い施設に努めると
共に、稼働率の低い学習室等は利用促
進を図るため事業での活用に努めてい
く。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30年度目標

非常勤
特別職

0.50 人 80.0% 45.7%

80.0% 39.5%

80.0%

0.60 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,028千円 臨時職員 1.75 人

①１３，３５７区分
②５，２７８区分
③１７，５８３区分

R元年度目標 R1実績
各学習室の稼働率については、学習室４号（工
作室）と調理室の稼動率が全体の稼動率を下
げていた。学習室４号（工作室）と調理室は部屋
の特性から利用団体が限定されていること。ま
た、３月は新型コロナ感染症対策により、各学
習室の稼働率が他の月の半数に減じたこも影
響した。

S48年度～ 4,987千円 臨時職員 1.75 人

サークル等による各種学習活動の場として、施設
を提供することにより、住民の知識・教養の向上と
会員相互の親睦を図る。
①施設の点検管理と施設の提供・受入準備。
②施設利用時の使用料及び鍵・備品等の対応。
③利用者の公共施設予約システム入力の操作補
助。
④作品発表等の場としての公民館ロビーの提供。

0.60 人

非常勤
特別職

0.50 人 R2年度目標

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

操作の難しいホール内の音響照明装置
について、専門家を招き基礎知識習得や
簡単な操作方法を学ぶ講座を行った。

公民館利用者との共催事業（夏
フェス）、中学生職場体験時の
サークル取材など、公民館利用
者との共催で様々な学習文化活
動の体験会が定着しつつある。
また、広報講座の対象を、PTA
から地区広報担当者まで広げた
ことにより、地域で活動する団体
への支援の場となった。

3,625千円

①年間事業数(回数）

②事業参加者数(延べ人数）

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

社会教育法・所沢市立公民館設 R1予算現額

公民館主催事業

根拠法令
参加者の満足度割合
（「満足度」及び「ある程度満足」の回答を得た件
数×１００）

全ての講座で参加者の満足度を上げることを目
標としたい。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,912千円

3,446千円
置及び管理条例・所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則・所沢市地区体育館条例

3,878千円

92.0%

91.0%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1実績

臨時職員 1.05 人

地域課題と市民の学習要求に基づき、教育の向
上、健康の促進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

0.75 人
非常勤
特別職

0.50 人 92.0% 91.0%

R1その他職員
従事割合

7,065千円

6,285千円 臨時職員 1.05 人

①161

②12,048

R元年度目標

91.0%

H30決算額

地域内の各種公的機関がそれぞれ新所
沢地区に向けてどのような学習機会を提
供しているかを見定め、重複する領域、不
足している領域について整理し、事業の
再構成を進めていく。

R1正規職員
人件費

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.50 人 R2年度目標

S47年度～

新所
沢ま
ちづ
くりセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

期間 0.63 人

Ｂ

施設の有効活用に向け、見直
し・改善はされている。引き続き
地域団体の活動を支援していく
べく施設の有効活用に努めても
らいたい。

R1年度に改善した点

年間施設稼働率
（年間利用枠数÷年間利用可能枠数×100）

コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和2
年4月1日から施設の貸出を調整したことから令
和２年度の成果目標を48％に引き下げた。

建物内の不具合個所を修繕し、利用者が
快適に利用できるよう適切な施設運営を
行った。

新型コロナウイルスによる施設利用の取り消
し、及び感染拡大防止のため体育施設（トレー
ニング室）が3月中旬より臨時休館となったた
め。

指標名 目標設定の考え方・根拠

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,560千円 35,120千円

①公民館年間利用可能区分
数

②公民館年間利用区分数

新所沢公民館施設
提供事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例・
同施行規則、所沢市地区体育館条例

42,253千円 33,938千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

集団による各種学習文化活動の場を提供し、住民
の学び合い・支え合い・学習成果の地域還元を促
進し、地縁と知縁による地域コミュニティを豊かに
すること。そのような活動をする公民館登録団体を
育成すること。

0.70 人
非常勤
特別職

0.50 人 68.0% 64.0%

64.0% 61.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,866千円 臨時職員 1.95 人

①29,468

②18,225

R元年度目標 R1実績
施設提供にあたっては、事故のないよう
施設の安心安全に務める。また、地域の
自主的かつ非営利的に活動する団体の
活動を支援するとともに、さらに施設の有
効な活用を図るため、貸し出し手続き事
務の改善を考えていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.50 人 R2年度目標

S47年度～ 5,237千円 臨時職員 1.95 人 48.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
　足立　啓

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市立公民館

実績

評価者

新所沢東まちづくりセンター長
　足立　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　大野
義彦

どのように貢献したか

ホール事業など、多様な文
化に触れる機会を広く提供
することにより貢献した。

どのように貢献したか

比較的空いている曜日・時
間帯を周知し、公民館利用
に伴う教育の機会の提供を
行った。

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

ニーズのある講座を実施し
た。

４．質の高い
教育をみんな

に

Ａ

事業の参加状況・満足度は良好
で、好評である事業については、
継続することに意義があると同
様に、多種多様な社会状況によ
り、時宜を得た講座が求められ、
公民館の役割は、益々重要な位
置づけにあることがうかがえ、常
に改善の意識をもって取り組ん
でいく必要がある。

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 社会教育法、所沢市立公民館設 参加者の満足度の割合
「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た件数
÷アンケート回答件数×100

アンケートで「満足」及び「ある程度満足」以外と
回答した方の中に、講座の内容が自分自身が
想定していたものと差異があったためというもの
が散見された。そのため、募集時のチラシや文
言を、講座の内容等がわかりやすいように工夫
したい。

1,948千円

H30実績

95.1%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

目的
市民の学習要求に基づき、教養の向上、健康の増
進、生活文化の振興、社会福祉の増進を図るた
め、実際生活に即する教育、学術及び文化に関す
る各種の事業を実施。
具体的な内容
職員による事業の企画・立案あるいは市民を交え
た企画準備会または実行委員会により、事業の企
画・立案・運営方法を検討する。

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

H30年度目標

100.0%

100.0%

R1予算現額

R1年度に改善した点

1,769千円

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,963千円 児童館の無い地区であるため子育て講座
に力を入れている反面、成人向けの講座
が無く平成30年度から歴史サロンを実施
しており、今年度も実施を検討していた
が、コロナウイルスの関係で中止となって
しまった。今後も成人向けの講座等を企
画し、公民館利用者の幅を広げていきた
い。

公民館主催事業

1,835千円
①主催事業
②事業参加者のアンケート回
答件数
③アンケートで「満足」及び
「ある程度満足」と回答を得た
件数

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行規
則

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 95.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,447千円 臨時職員 0.80 人

①32事業

②547件

③520件

R元年度目標 R1実績

現段階でも100パーセントに近い満足度を
得ているので、現状を維持しつつ、地域の
実情を促えた講座の充実を図る。

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S５２年度～ 5,403千円 臨時職員 0.80 人

新所
沢東
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

設置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管
理条例施行規則、所沢市まちづくり条例及び施行
規則

19,342千円

Ｂ

利用する時間帯が集中し、全体
の稼働率としては低いため、比
較的空いている曜日・時間帯の
周知方法等の工夫が今後は必
要である。また、施設の老朽化
に伴い、修繕が必要な場合があ
るため、可能な範囲で対応を図
り、利用者が気持ちよく利用でき
ることに努め、日常の点検を怠ら
ないことを念頭に施設管理をす
る。

15,201千円

①年間利用可能区分数（公
民館）

②年間利用区分数（公民館）

年間施設稼働率（公民館）
年間のべ利用区分数÷年間利用可能区分数×
100

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 24,856千円

公民館を利用する人を増やすため、講座
に参加された方に、関連のある別の講座
のチラシを積極的に配布し周知を行った。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

公民館施設提供事
業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1実績

15,608千円

目的：集団による各種学習活動の場として施設を
提供することによって、住民の知識、教養の向上を
図り、生涯学習の構築を目指す。
内容：平成１８年１０月から新公共施設予約システ
ムが稼働し、窓口以外にロビー端末機・インター
ネット・携帯電話による利用予約手続きができ、利
用申し込みも２４時間可能となっている。利用予約
の際は、利用機会の拡大を図るため、一定の利用
制限（時間制限）を設けている。

0.85 人

R元年度目標

使用したい曜日が集中してしまい抽選に
なり、使えない団体が出てきている。その
ため、比較的空いている曜日・時間帯を
周知し、偏りが出ないようにしていきたい。

80.0% 46.0%

7,481千円 臨時職員 2.20 人 80.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

S５２年度～

人気のある曜日・時間帯は利用したい時間が重
なり、利用できない団体も出てきている。団体同
士で希望する曜日・時間帯が重なることは、致し
方ないことではあるが、稼働率が低くなっている
要因になってしまっているのが現状である。
また、コロナウイルスの関係で、3月は利用を自
粛した団体が多かったことも稼働率が低下した
一因である。

80.0% 43.4%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円 臨時職員 2.20 人

①18,963

②8,234

自治事務

期間 0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

法定受託事務

H30決算額 指標名

1.20 人

所沢
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例 1,997千円

重要

目標設定の考え方・根拠

地域課題と市民の学習要求に基づき、教養の向
上、健康の増進、生活文化の振興、社会福祉の増
進を図るため、実際生活に即する教育、学術及び
文化に関する各種の事業を実施する。

0.80 人
非常勤
特別職

R1予算現額 R1決算額（見込み）

6,704千円 臨時職員 参加者の要望に十分に応えられなかったことに
よる。
公民館まつりでは、施設の照明や備品の老朽
化に対して不満の声が多かった。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

1,942千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R2年度目標

法定受託＋附加 4,509千円 3,496千円

95.0%

R1年度に改善した点

①主催事業数

②アンケート回答数

③「満足」及び「ある程度満
足」と回答を得た件数

事業参加者の満足度
（「満足」及び「ある程度満足」と回答を得た割
合）

地域かダイヤ市民の学習要求に基づく事業実
施を目的としているため、事業参加者の満足度
を指標とする。

子育て世代向け事業では、安全性や快適
さ向上のため、クリーンセンターから再利
用可能なマットなどを回収し利用した。
ホール事業では、ミューズとの共催事業を
増やした。
公民館まつりでは、会場設営などを参加
者に行っていただくように変更した。

95.0%

90.0% 89.2%

83.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域交流の場を提供するなど、地域コミュ
ニティを支援する拠点としての視点から各
種事業を見直していくことが課題である。

Ｂ

目標値を達成し、事業の参加者
の要望、要求におおむね応える
ことができたと考えられる。H30年度目標

Ｓ２８年度～

①21

②490

③437

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6,234千円

中央公民館主催事
業

根拠法令

期間 0.75 人
非常勤
特別職

臨時職員 0.45 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢まちづくりセンター長　大野
義彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

項目名

■ □ □

社会教育法、所沢市公民館設

実績

評価者

並木まちづくりセンター長　川原　利和

どのように貢献したか

地域住民の社会教育等の
向上に寄与した。

どのように貢献したか

参加住民の社会教育等の
向上に寄与した。

４．質の高い
教育をみんな

に

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

給水スポットの拠点にもな
り、どなたでも安全な水を給
水できる施設として貢献し
た。

６．安全な水
とトイレを世
界中に

H30その他職員
従事割合

根拠法令

H30決算額 R1年度に改善した点

所沢
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費中央公民館施設提

供事業

施設提供可能なラインを考え直し、広く施
設提供できるようにすることが挙げられ
る。
また、申請書類などをホームページから
ダウンロードできるようにするなど、利便
性を高めることも課題となる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 64,161千円 66,245千円

社会教育法、所沢市立公民館設置及び管理条例

R元年度目標

中心市街地に所在し、登録団体
数も３００を超える状況にある
が、高齢化が進み、継続的な活
動の維持が難しくなってきている
団体もみられる。
年間稼働率も目標値には達して
いないことから、施設提供のあり
方について今後研究が必要であ
る。

職員で鍵の開閉を行っていた部屋につい
ても、利用者の利便性を考慮し、利用者
に行っていただくこととした。その変更に
伴い、安全に開閉できるようマニュアルを
作成し、利用者の目に入る位置に設置し
た。

R1実績

Ｂ

指標名

R1予算現額

目標設定の考え方・根拠

年間施設稼働率
（年間利用区分数÷年間利用可能区分数×
100）

R1目標値が未達成の理由・分析

施設提供を通じて、住民の学びあい、さらには
地域づくりの場を目指すため、施設稼働率を指
標とする。

0.85 人
非常勤
特別職

65.0%

R1決算額（見込み）

56.0%

65,796千円 63,587千円

①年間利用可能区分数

②年間利用区分数

③

H30実績H30年度目標

・地域住民に公民館利用方法の認知が進んで
いない可能性がある。
・年度末には感染症が流行してしまい、利用が
減ってしまった。

65.0% 56.6%

Ｓ２８年度～ 6,234千円 臨時職員 3.15 人

期間

集団による各種学習活動の場として施設を提供す
ることにより、住民の学びあいを支援し、学習活動
を通じた地域づくりの場を目指す。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円 臨時職員 3.05 人

①29520

②16702

③

50.0%

0.75 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

昨年度と比較して実績値は下
がったものの、成果指標の目標
値に近い値となっている。

R1年度に改善した点

並木
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

並木公民館主催事
業

根拠法令 社会教育法、所沢市公民館設 R1予算現額

①年間事業数
②講座終了後のアンケート回
答数
③アンケート結果で「満足及
びある程度満足」と回答を得
た件数

左記アンケートで「満足及びある程度満足」と回
答した割合（％）

R1決算額（見込み）
「満足及びある程度満足」と回答した数÷アン
ケート回答数×１００

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

4,479千円 4,164千円

事業の目的及び具体的な内容

前年度の参加状況やアンケート結果をも
とに、さらに講座内容の見直しを行った。

事業内容は企画段階から十分に精査している
が、実際の受講者と講座内容のレベルの差まで
は予め把握することが困難である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域住民の要望等をもとに、講座の見直
し、新規開講等を行っていく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,405千円 4,301千円

R1目標値が未達成の理由・分析

市民の学習要求に基づき、各種学習、講座を展開
することにより、市民の学習意欲の向上、社会教
育の推進及び住民自治の醸成を図る。
生活課題、地域課題、生活を豊かにする学習等に
ついて、系統だった学習内容、方法等を職員により
企画立案、あるいは市民を交えた企画準備委員
会、実行委員会等を設置して事業内容を検討。広
報や市ホームページ等の掲載及び公民館だよりを
発行して参加者を募集し実施する。

1.41 人
非常勤
特別職

99.0% 96.0%

11,816千円 臨時職員 1.50 人 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

99.0% 95.0%

1.41 人
非常勤
特別職

23,501千円

R2年度目標

Ｓ５８年度～ 11,720千円 臨時職員 1.50 人 99.0%

①23講座

②169人

③161人

R元年度目標

部屋ごとに使用目的の制約（部屋の広さ、設備
等）があるため、均等な部屋の利用は困難であ
る。　　施設の老朽化、交通の利便性の悪さ、駐
車場の少なさも要因の一部にある。

並木
まち
づく
りセ
ン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

根拠法令 R1予算現額

置及び管理条例、所沢市立公民館設置及び管理
条例施行規則

H30予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値を下回っているもの、利用実
績は前年度から低下していないた
め。

18,586千円 ①年間利用可能区分数（１日
６区分（月曜日は４区分）×部
屋数×開館日数）
②年間延べ利用区分数

年間施設稼働率（％）
年間延べ利用区分数÷年間利用可能区分数×
１００

R1決算額（見込み）

21,239千円

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,749千円

施設の老朽化等に伴う修繕を随時行い、
施設利用に支障が生じないよう努めた。

並木公民館施設提
供事業

34%

R1その他職員
従事割合

34%

75%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1正規職員
人件費

集団（サークル）による各種学習の場として施設を提供
することによって、住民の学習意欲の向上と社会教育の
推進を図り住民自治の構築を目指す。
施設利用申請にあたっては窓口申請以外にも、平成１１
年度からは公共施設案内・予約システムを導入し、ロ
ビー端末やインターネットによる利用予約手続きが可能
になっている。さらに２５年度において予約システムを再
構築し、携帯電話への対応など、迅速化、効率化を図っ
た。

0.55 人
非常勤
特別職

75%

Ｓ５８年度～ 4,572千円 臨時職員 1.35 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,609千円 臨時職員 1.35 人
①17,225回

②5,867回

施設利用者に影響が生じないよう適正な
維持管理を計画的に実施し、公民館主催
事業や地域コミュニティ活動の拠点として
支援に配慮しながら、効率的な施設提供
に引き続き努めていく。

期間 0.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標

75%

H30決算額

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

どのように貢献したか

あらゆる機会をとらえて子ど
もたちが読書に親しむ環境
を整えることにより貢献し
た。

どのように貢献したか

様々な理由で図書館に来ら
れない方々に対し、本を借り
られる場所を提供している。

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

様々な種類の本を蔵書し、
利用者の多種多様な要望に
応えている。

４．質の高い
教育をみんな

に

事業の目的及び具体的な内容

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

優先　Ｂ

一
般

根拠法令

H30予算現額

図書資料等収集整
備事業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

R1予算現額

期間

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

101,924千円 75,106千円

①蔵書数（図書・雑誌・紙芝
居・視聴覚資料）

②年間資料受入数

③年間除籍数

R1決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 77,010千円

目標はほぼ達成できており、達
成できなかった理由について
は、明確に把握できている。
多様化・複雑化する市民生活に
おける様々な課題を解決するた
め、幅広く質の高い資料等の収
集・整備を行っている。
また、一定期間を経過した資料
については、資料の新鮮度を保
つため除籍し、市民の方へのリ
サイクル図書として提供を行って
いる。

R1年度に改善した点

資料回転率
（年間貸出数÷蔵書数（貸出禁止資料除く））

幅広く質の高い資料等の収集・整備を行い、利
用者に提供するという目的が実現できているか
を図る数値として、資料の回転率を指標とした。
人口規模が同一の市立図書館で、資料回転率
が平均「2」であることから、目標値を「2」に設定
した。(『日本の図書館2019』より全国平均を算
出）

①「第2次所沢市図書館ビジョン」に基づ
き、特に郷土資料や所沢ゆかりの作家の
著書などの整理をすすめた。②除籍を効
率的に行い、図書の新鮮度を図るととも
に、除籍資料を市内小中学校や児童館な
どの公共施設へ提供した。また、常設のリ
サイクルコーナーや「図書館まつり」の
場、リサイクルふれあい館などを活用し
て、市民の方へリサイクル図書の提供を
行った。

H30年度目標

1.6%

2.0%

図書等取次サービスを実施しているコンビニエ
ンスストアのうち、駅から近く取扱い数の多かっ
た店舗のサービスが終了したこと、また、施設改
修工事のため、本館が1か月休館したことなど
から、年間貸出数が減少したため。

1.6%

75,824千円

市民の調査研究、教養、レクリエーション等に資する図
書館資料、情報の収集を行い、利用者に提供することを
目的とする。具体的には以下の通り。
①資料収集　資料収集方針に基づき蔵書構成を考慮
し、資料を選択収集する。②資料保存　残すべき資料を
選び、次の世代・時代に受け継いでいく。③資料管理
電算システムにより、管理を行なう。④資料整理　資料
に書誌（分類・書名・著者・金額等）データを付与し、フィ
ルムコーティング等の装備を行う。⑤資料除籍　除籍資
料は、幼稚園・小中学校等公共施設及び市民にリサイク
ルする。

4.91 人
非常勤
特別職

0.00 人 2.0%

0.00 人

①1,052,069点

②31,403点

③23,499点

R元年度目標

R2年度目標

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

新型コロナウイルス感染予防対策など
で、生活様式などが変化していくなか、
「第2次所沢市図書館ビジョン」に基づき、
様々な課題を解決するため、幅広く質の
高い資料等の収集・整備を計画的に継続
して行っていく。一定期間を経過した資料
については、除籍し、学校等公共機関及
び市民の方へのリサイクル図書として提
供を継続的に行い、資料を適正管理する
必要がある。また、貴重資料のデジタル
アーカイブ化に対する検討を行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5.77 人
非常勤
特別職

0.00 人

東所沢地区の店舗で新たに取り次ぎを開始した
が、取り次ぎ中止となった店舗もあり、小手指地
区の代替店も見つからなかったことから、結果
的に７店舗での運営に留まった。また、新規であ
る東所沢地区の店舗の利用件数が伸びず、利
用の多かった所沢駅前の店舗が平成３０年１月
に閉店し、その代替店舗において、以前と比
べ、利用数が伸び悩んだことなどが重なり、全
体的に利用数が伸びなかった要因となってい
る。

R1目標値が未達成の理由・分析

41,146千円 臨時職員

昭和３９年～ 47,960千円 臨時職員 0.00 人 2.0%

R1実績

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析
Ｂ

全体の実績は目標値に達しな
かったが、既存の多くの店舗で
貸出数が前年度より増加してい
る。また、小手指地区において、
平成29年10月より公民館分館で
の図書等の取り次ぎを開始し、
好評を得ていることから、市民の
本事業に対する期待は高いと考
える。今後も非来館型サービス
の中核として、サービスポイント
の拡充、広報等の充実に努め、
更なる利用拡大を図る。

R1年度に改善した点

市民が、コンビニエンスストア図書等取次サー
ビスを活発に利用していることを示す数値として
年間貸出数を指標とする。過去５年間で利用が
活発であった年度の数値から公民館分館での
取次貸出数を引いた数値を目標とし、事業の拡
大を図りたい。

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

コンビニエンスストア
図書等取次事業

根拠法令 R1予算現額

期間

令和元年7月より市民からの要望が多く寄
せられていた東所沢地区の店舗での取り
次ぎを開始し、利用の拡大と利便性の向
上に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取次店舗拡大を図るため、コンビニエンス
ストア本社及び店舗との交渉をすすめる。
また、更なるサービス拡大に向け、取次
業務が可能な施設等の調査研究をすす
める。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,992千円 10,110千円

①年間貸出利用者数

②年間貸出数

年間貸出数

R1決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

10,972千円 10,767千円

事業の目的及び具体的な内容

0.00 人 88,300点 44,443点

臨時職員 3.60 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,855千円

45,366点

R1実績

69,000点

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成１７年～ 4,738千円 臨時職員 3.90 人

①32,890

②45,366

R元年度目標

69,000点

図書館の開館時間内の利用や来館が困難な市民
等に対し、コンビニエンスストアで図書等の取次を
行い、図書館利用の拡大を図る。
インターネット、図書館窓口、館内ＯＰＡＣ等から図
書等の予約を受付け、用意できた際に、電子メー
ル又は電話にて連絡し、貸出処理をして取次店へ
配送。利用者は、当該予約図書等を取次店で受
取・返却できる。

0.46 人
非常勤
特別職

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

子ども達が読書の楽しみを知り、自主的に読書活
動を行うことができるよう、「第3次所沢市子どもの
読書活動推進計画」に基づいて子ども向け事業、
学校との連携事業等を実施し、利用の拡大を図
る。①子どもの読書活動推進連絡会の開催②おは
なし会・かがくあそび等子ども向け行事の開催③
一般向け普及・啓発事業の開催④学校との連携
事業の実施⑤小中学生・保護者に読書アンケート
の実施⑥学校業務連絡便の運行⑦ブックリスト
「本がいっぱい」の発行、小中学校への配布⑧子
ども向け広報紙の発行

1.52 人

R1正規職員
人件費

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

子どもの読書活動推
進事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

2,412千円

①子ども向け行事参加者数

②学校関連団体貸出数

児童資料貸出数（年間児童資料貸出数）根拠法令 R1決算額（見込み）

2,445千円

非常勤
特別職

R1年度に改善した点

過去5年間で最も高い平成27年の貸出実績が
488,789冊であったため、この数値を目標とし、
サービスの維持・向上を図る。

こども支援課、健康づくり支援課と連携し
新規事業「ところっこ親子ふれあい絵本事
業」の試行をすすめた。

R1目標値が未達成の理由・分析
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

新型コロナウイルス感染予防に考慮しつ
つ、関係各課と連携しながら「第3次所沢
市子どもの読書活動推進計画」をすすめ
ていく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,445千円

目標値にはやや届かなかった
が、令和元年度は、周辺機関と
の連携を拡大して、子どもの読
書活動を推進した。今後は、さら
に連携をすすめて「第３次所沢
市子どもの読書活動推進計画」
の推進に向けて努めていきた
い。

R1予算現額

2,316千円

事業の目的及び具体的な内容

0.80 人 512,000冊 467,176冊

12,738千円 臨時職員 0.21 人

①13,055人

②18,397冊

R元年度目標 R1実績

期間 1.53 人
非常勤
特別職

0.80 人 R2年度目標

昭和３９年～ 12,717千円 臨時職員 2.40 人

対象年齢層の人口減少などから、年間貸出数
が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1その他職員
従事割合

489,000冊 460,795冊

489,000冊



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

どのように貢献したか

モニタリングなどを行うこと
により、各分館のレベルが
上がり、市民により良い
サービスを行うことが出来
る。

図書館利用者に、安全で快
適に利用できる施設環境を
整え、学ぶ場所提供した。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

どのように貢献したか

図書館事業を宣伝し、来館
していただくことで、本との
接点の場を広げた

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.20 人

10,404千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

市民に、図書館に親しみをもって有効に利用しても
らうため、インターネット及び広報等で情報を広く提
供し、読書活動の推進及び利用の拡大を図る。
①図書館のホームページ、「今月の図書館」等広
報紙を発行し、図書館の事業や利用案内等の情
報を利用者に周知する。②講演・講座、図書館ま
つり（年１回）等の催しを開催する。③季節やテー
マに応じた、図書資料の紹介・展示を行う。④他の
公共施設や地域に対し共同事業等を実施し、連携
を図る。

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

11,344千円

R1決算額（見込み）

①登録者総数
（前年の登録者総数＋年間
登録者数－年間抹消者数）

②年間貸出利用者数

③年間貸出数
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点H30予算現額

図書館利用推進事
業

根拠法令 R1予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

H30決算額

11,347千円

3.44 人

重要 自治事務 法定受託事務

Ａ

目標値には、達成していない
が、講演会やおはなし会などの
魅力あるイベント・事業の展開、
広報活動への積極的な取り組み
や、地域との連携、市民協働の
「図書館まつり」などを開催し、図
書館への興味・関心の喚起に努
めた。

①広報紙を発行、ＨＰを活用した情報発
信、市の広報紙や電光掲示板などによ
り、図書館事業の周知に努めた。②文化
講演会や郷土史講座、読み聞かせボラン
ティア中級講座等を開催し、来館者を増
やす取組を行った。③高齢者福祉施設等
で「出張おはなし会」を実施し、利用促進
に向けた取り組みの周知に努めた。④市
役所関係各課と連携した図書の展示など
を行い、利用の促進を図った。

指標名 目標設定の考え方・根拠

図書資料等の貸出は、市民に活発に利用され
ていることを示す指標の一つであることから、貸
出密度を指標とする。年間貸出数を当該年度の
人口で割り、１人当たりの貸出数を算出。
人口規模が同一の市立図書館123館の平均貸
出数5.1冊を参考に、実績から目標値を設定し、
事業拡大を図りたい。（『日本の図書館2019』よ
り平均貸出数を算出）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

貸出密度
（人口１人当たりの貸出数）

5点

図書館への興味・関心を喚起する魅力あ
る事業の展開、広報活動への積極的な取
り組みを通じ、関連施設や地域に働きか
け、利用促進を図る必要がある。現在実
施している事業の拡充に努め、非来館型
サービス及び幅広い世代に向けたサービ
スへのさらなる取り組みについて検討して
いき、魅力ある図書館づくりを目指す。

法定受託＋附加 9,899千円

5点

28,827千円 臨時職員 5.30 人

①108,177人

②540,521人

③1,588,575点

27,097千円 臨時職員 5.55 人

期間 3.26 人
非常勤
特別職

0.20 人 R2年度目標

4.5点5点

昭和３９年～

R1目標値が未達成の理由・分析

本館において、エレベーター改修工事のため、
延べ1か月程休館して臨時窓口対応を行ったこ
とや、新型コロナウイルス感染症対策の為、閲
覧席の撤去、滞在時間の短縮などの利用制限
をしたことに加え、市民の外出自粛が図られた
ことから、実績が目標値に達しなかったと考えら
れる。

R元年度目標 R1実績

4.6点

H30年度目標 H30実績

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

23,746千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

27,491千円

①設備等の保守

②設備等の保守委託料

施設維持に関する修繕件数

H30年度目標

26,918千円

19件

目標達成済み12件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

10件

H30その他職員
従事割合

H30実績

0.00 人

R1実績

14件

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化した施設の保守や修繕を
計画的に行っており、来館者が
安全かつ快適に利用できる環境
を維持している。

R1年度に改善した点

保守点検については、日常的施設点検及
び計画的施設修繕を行い、効率化を図
る。また、点検による修繕箇所の早期発
見・部分的な修繕の対応により、限られた
修繕経費を抑える。

R1目標値が未達成の理由・分析

修繕箇所を早期発見し、市民の利用に配慮した
保守・修繕が計画的に行われているかを測る数
値として、修繕件数を目標値とした。
修繕を行うことにより、利用者の安全・快適な利
用に配慮し、環境の維持に努めてきたい。

所沢図書館冷温水二次ポンプ改修修繕
等を行って空調設備の延命化を図り、快
適な室内温度の管理に努めた。また、館
内照明器具や安定器の取替えなど、居心
地の良い図書館環境作りを行った。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,192千円

図書館施設維持管
理事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

・日常的な施設内外の安全点検及び機械操作、定
期的に実施する施設管理委託事業（日常・定期清
掃、昇降機点検、自動扉点検、空調設備点検、水
質検査、機械警備、害虫駆除、植木剪定等）、施設
や設備の修繕を実施。
・図書館利用者にとって、安全で快適に利用できる
施設環境を確保するとともに、図書資料等を適切
に管理し利用できる施設を維持すること。

0.46 人

3,855千円 臨時職員 0.00 人

①11件

②9,647千円

R元年度目標

非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

14件

期間 0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和５５年～ 5,237千円 臨時職員 0.00 人

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則、地方自治法

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

指定管理者制度が第2期目の3年目とな
り、充実した均一で質の高いサービスの
提供を目指し、安定した良質な運営が保
たれるよう、調整・指導した。分館での年間来館者数

301,758千円 287,912千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運営及び指定管理状況等について、本館
職員による定期的なモニタリングを図書
館分館全館で実施して点検・評価を行
い、良質な図書館サービスを継続して提
供できるよう努める。

R1目標値が未達成の理由・分析

年度末頃は、新型コロナウイルス感染症拡大防
止のための外出自粛により来館者が減少した
り、臨時窓口を設けて入館できなかったりしたた
め、目標値に達しなかったものと考えている。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大
防止対策のため目標値の達成
は難しかったが、各分館の地域
特性を生かした様々な自主事業
を展開し、来館者を増やす努力
をしている。また、アンケート調
査結果により、市民からも高い
満足度を得ている。

R1年度に改善した点

利用者サービスの充実を示す指標の一つであ
る来館者数を指標とする。利用者サービスの向
上が、来館者数増につながると考える。
過去5年間で利用が活発であった年度の数値を
目標とし、今後も充実したサービスの安定的な
提供に努めたい。

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢図書館分館施
設管理運営事業

根拠法令 R1予算現額

1.31 人

R元年度目標 R1実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 284,991千円

・市民サービスの向上、指導管理の一元化、経費
の節減を図る。７館すべての分館において祝日開
館とし、平日、所沢分館は１９時、新所沢分館は２
１時までの開館により、利用者の利便性向上を図
る。
・地方自治法第２４４条に定める公の施設として、
所沢市立所沢図書館設置条例及び同施行規則の
規定に基づき、市立図書館としてのサービスの提
供等を行う。図書館における管理運営業務、施設
維持管理業務。

284,555千円

①貸出利用者数（分館のみ）

②貸出数（分館のみ）

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 900,000人 796,503人

10,978千円 臨時職員 0.00 人

①391,192人

②1,224,647点

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

900,000人 784,019人

期間 1.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成２４年度～ 13,299千円 900,000人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢図書館長　古田　晃一

市民の課題解決に対し支援
を行っている。

どのように貢献したか

４．質の高い
教育をみんな

に

所沢
図書
館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

館内奉仕事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

図書館法、所沢市立所沢図書館設置条例、同施
行規則

65,346千円

法定受託事務 法定受託＋附加 70,193千円
インターネット検索が手軽にでき
る現代において、レファレンスが
一定の件数を保っていることは、
信頼性の高い情報が図書館で
あれば得られるということについ
て、認知されつつあると思われ
る。国立国会図書館レファレンス
協同データベースへの掲載を積
極的に進め、国立国会図書館よ
り、一定の基準を満たし、評価
（御礼状）を得ている。
また、本館の館内レイアウトを一
部変更し、来館者がストレスな
く、どなたにもご利用いただける
居心地の良い図書館づくりに取
り組んだ。

R1年度に改善した点

本館の役割として、調査、読書相談、資料の館
内利用等の事業が重要となってきていることか
ら、来館者数を指標とする。コンビニエンススト
ア図書等取次の事業拡大を図っていること、ま
た大規模分館が開館したことなどを踏まえ、目
標値を実績値に近い数値として設定し、サービ
スの充実を図っていきたい。

コンビニエンスストア図書等取次サービスが浸
透したことや、分館サービスの充実により利用
者が地域で図書館サービスを利用できるように
なったこと、スマートフォンやパソコン等の普及
により、簡単な情報が手軽に入手できるように
なったことなどが要因であると考えられる。この
ことに加え、令和元年度は、本館のエレベー
ター改修工事のため、延べ1か月程休館して臨
時窓口対応を行ったことや、新型コロナウイル
ス感染症対策の為、閲覧席の撤去、滞在時間
の短縮などの利用制限をしたこと、市民の外出
自粛が図られたことから、実績が目標値に達し
なかったと考えられる。

R1目標値が未達成の理由・分析

①調査・研究を目的とした図書館利用に対応するた
め、各種データベース情報等のレファレンス・ツール
の充実・活用を図った。②利用者への課題解決支援
サービスの周知を図るため、図書館ＨＰにおいてレ
ファレンス事例を公開するとともに、国立国会図書館
レファレンス協同データベースへも積極的に掲載し

た。④視覚に障害のある方へのサービス
周知のため、「所沢市障害者ガイド」に情
報を掲載した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

身近な生涯学習の拠点として、情報・資料
等の充実を図り、その活用法を広く市民
に発信する必要がある。職員の質の向上
に努め、今後は質の高い確実な情報が入
手できる図書館の活用について、広報に
努めていく。

自治事務 64,446千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

241,610人

①貸出数
（本館での年間貸出数）
②予約受付件数
（本館カウンターでの年間予
約受付・取消件数）
③レファレンス件数
　　（本館受付件数）

来館者数（本館）

43,575千円

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

20.20 人

①298,312

②13,551

③484

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

5.45 人 400,000人
非常勤
特別職

0.00 人

45,671千円 臨時職員

昭和３９年～ 44,054千円 臨時職員 22.15 人

400,000人 217,065人

400,000人

期間 5.30 人

市民の教養と文化の発展のため、資料及び情報を
提供する。
①図書（一般書、児童書、雑誌、紙芝居、絵本）を
個人・団体に対し、閲覧・貸出利用に供する。②Ｃ
Ｄ、ＤＶＤ及びビデオを個人に対し、貸出利用に供
する。③図書館資料について充分な知識を持った
職員が、問い合わせ・読書相談や利用のための相
談に応じる。④視覚に障害のある方に対して対面
朗読サービスや録音図書を提供する。



項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

事業の種別

一
般

臨時職員17,095千円

法定受託事務 法定受託＋附加

2,237千円

R1決算額（見込み）

非常勤
特別職

H30決算額

自治事務

R1予算現額

災害対策本部設置訓練、防災関係機関等と市に
よる大規模訓練（隔年実施）、各地区自治会・町内
会や自主防災組織による自主防災活動訓練、現
地災害対策本部設置訓練、指定避難場所参集訓
練の5つの訓練形態で実施する。訓練日は、原則
として防災の日である9月1日または、その前後3日
間の土曜日に開催する。　なお、自主防災活動訓
練に対して、各行政区ごとに交付金を交付してい
る。

2.04 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

根拠法令

災害対策基本法、所沢市災害対策本部条例、所
沢市災害対策本部要綱

1.17 人

9,725千円

H30予算現額

3,139千円

R1正規職員
人件費

2,333千円

H30その他職員
従事割合

市民及び関係機関、職員の参加者合計

28,545人

目標設定の考え方・根拠

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名

H30年度目標

現状の訓練参加率を維持したまま、訓練参加者
数の増加を図る。

H30実績

R1年度に改善した点

非常勤
特別職

2,990千円

Ａ

0.00 人

0.00 人

各地区訓練会場で障害者の参加が芳しく
なかったため、市内障害者団体に訓練参
加を働きかけた。

31,600人

32,100人
R1その他職員
従事割合

臨時職員

40,751人

41,500人

R元年度目標 R1実績

R2年度目標0.00 人

0.00 人

非常勤
特別職

R1決算額（見込み）

①訓練に参加した市民及び
関係機関、職員の参加者合
計
②

③

H30決算額

7,039千円

臨時職員

①1台

②

③

①40,751人

②

③

H30実績

R1正規職員
人件費

0.58 人

R1正規職員
人件費

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

災害対策基本法、所沢市自主防災組織育成補助金等
交付要綱、所沢市自主防災会連合会交付金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

5組織

引き続き防災に係る情報発信に努め、自
主防災組織の結成・育成の促進に努め
る。

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

6組織

R1実績

法定受託事務 法定受託＋附加 2,832千円 2,517千円
①資機材を交付した組織数

②

③

Ａ

H30その他職員
従事割合

目標組織数には満たないもの
の、申請のあった新設組織に対
して、全て交付できているため。

組織単独では購入の難しい資機材を交付し、自
主防災組織の育成を図る。

R1予算現額 R1決算額（見込み） 資機材を交付した自主防災組織数

目標設定の考え方・根拠

R1目標値が未達成の理由・分析

市内における自主防災組織の組織率は90%を
超え、新規の組織結成が減少傾向にあるため。

危機
管理
課

事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令

1,635千円

住民同士が自発的に自主防災組織を結成し、訓
練や研修会等を実施する。
市は、新規に結成された組織に防災資機材を交付
する。また、交付金により防災意識の普及啓発の
ための視察研修や講座を開催し、自主防災活動を
促進する。

0.84 人

H30正規職員
人件費

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

10台 10台

臨時職員 10台

目標達成済
R1その他職員
従事割合

4,821千円

3,436千円

H30年度目標 H30実績

消防の任務である国民の生命、身体及び財産を火
災から保護するとともに、水火災又は地震等の災
害を防除し、これらの災害による被害を軽減するた
めに消防団車両の適正な維持管理を図るべく、所
沢市消防団車両管理要綱第２０条に基づき各分団
（全１０個分団）の消防団車両を１６年毎に更新す
るものである。

0.41 人
非常勤
特別職

10台

消防組織法、消防力の整備指針 18,580千円 18,468千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

R1年度に改善した点

補助金形式ではなく、資機材の交付によ
り自主防災組織の育成を図っていたた
め、実態に合わせて要綱を一部改正し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地域の特性に合わせた車両装備を考える
とともに、車両積載資機材についても大規
模災害発生時に活用できる資機材の導
入に配慮していく必要がある。

目標設定の考え方・根拠

法定受託事務 法定受託＋附加 17,500千円

消防団車両適正台数の確保

危機
管理
課

実施計画ランク

重要

自主防災組織育成
事業

優先

実施計画ランク

重要

総合防災訓練事業

期間

指標名

①2組織

②

③

R元年度目標

788千円

自治事務

臨時職員

H30年度目標

H7年度～

消防車両更新整備
事業（消防団車両の
み）

大規模火災・高層建物火災・林野火災時
に対応できるよう、放水性能の高い車両
を導入した。

自治事務

安否確認などの在宅訓練者の参加率は
上がっているが、会場での参加者数は伸
びていない。関係機関に各地区訓練会場
への参加要請を行うなどし、災害時のライ
フライン復旧等に係わる展示ブースの設
置、講話などのイベントを実施することに
より、防災訓練への関心や参加を促す。

2組織

目標に対する実績が100%を超え
ているため。

H7年度～

17,334千円
①更新整備実施台数

②

③

4組織

R2年度目標

一
般

H30予算現額 H30決算額事業の種別

根拠法令 R1予算現額

期間

H29年度～

非常勤
特別職

臨時職員5,902千円

0.71 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

危機
管理
課

実施計画ランク

期間

目標としていた台数を確保でき
たため。

2組織

複雑多岐にわたる災害に対処できる消防団体
制を計画的に確立するため。

指標名

10台

自治事務

一
般

H30予算現額 H30決算額

事業の具体的な内容及び目的

事業の種別

根拠法令 R1予算現額

2,619千円

2,507千円
消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法
律、消防団の装備の基準の改正

H30正規職員
人件費

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠指標名

①安全確保のための装備数

②救助活動用資機材数

③団員間の情報伝達が可能
な装備

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

2,488千円

臨時職員

0.48 人
①30個②30個④30双⑤20セッ
ト⑥5機⑦１０機

R2年度目標

4,022千円 R元年度目標

R元年度をもって事業終
了。

法定受託事務

2,633千円

法定受託＋附加

30年度に引き続き、団員の生命、身体の
保護に関わる安全確保のための装備を
優先して配備することとし、従来型よりも
難燃性・視認性に優れた防火衣を更新し
たほか、防塵メガネ・防塵マスク・耐切創
性手袋を新入団員用として配備した。

R1決算額（見込み）

目標としていた防火衣一式を配
備できたため。

H30実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度をもって当事業は終了した。

Ａ

R1年度に改善した点

①防塵メガネ　　12個
   防塵マスク　　12個
   耐切創性手袋　　12個
   防火衣一式　20セット
 
②なし

③なし

①防塵メガネ ３２６個　②防塵マスク３２６個
③トランシーバー６０個 ④耐切創性手袋３２６双
⑤防火衣一式 ８６セット⑥携帯型デジタル受令
機５機 ⑦デジタル無線機１０機を順次配備す
る。

①12個②12個③専用電池3
パック④12双⑤20セット

①28個②28個④28
双⑤20セット

目標達成済

団員の生命、身体の保護に関わる安全確保の
ための装備を優先し、配備していく。

R1実績

東日本大震災などを踏まえ、消防団活動が従来からの
消火活動や予防・啓発活動にとどまらず、大規模災害に
おける救助活動や避難誘導などにも広がりを見せ、消
防団の装備の更なる充実・改善が求められたことから実
施しているもので、多種多様化する災害及び大規模災
害にも対応でき得るため以下の装備を複数年にわたり
順次配備するものである。
①団員の安全確保のための装備（防塵メガネ、防塵マス
ク、耐切創性手袋、防火衣一式）②救助活動用資機材
（エンジンカッター、可搬ウインチ、油圧救助器具、ＡＥＤ）
③団員間の情報伝達が可能な装備（トランシーバー、デ
ジタル無線機）

臨時職員

9,309千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

危機
管理
課

1.12 人
非常勤
特別職

⑤20セット

実施計画ランク

優先

消防団の装備充実
事業

期間

Ｈ27年度～

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

消防団員の安全確保のた
めの装備を配備することで、
団員に安心して活動を行っ
てもらっている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

消防団車両の更新により、
地域の消防力の維持につな
がった。

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第６節　危機管理・防災



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

非常勤
特別職

臨時職員

129千円

R1その他職員
従事割合

H30予算現額 H30決算額

新入団員確保の達成度

自治事務

R1予算現額

137千円

事業の種別

法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

事業の目的及び具体的な内容

0.48 人

R1実績

根拠法令

消防組織法、所沢市消防団条例、所沢市消防団規則

14人

H30年度目標
H30正規職員
人件費

R元年度目標

H30その他職員
従事割合

①各種消防行事等でのPR参
加団員数

②消防団各分団等独自のPR
参加団員数

③マスメディア及び広報紙等
を利用したPR回数

R1正規職員
人件費

消防団の活性化を図り、市民生活の安全確保及
び地域防災力の維持を図るため、消防団特別点
検・消防出初式等の消防行事及び市内大型イベン
トにおけるＰＲ、消防団各分団及び女性消防団員
独自のＰＲ、マスメディア及び広報紙等を利用した
ＰＲを通して消防団を身近なものとし、新入団員の
確保へとつなげる。

0.49 人
非常勤
特別職

3,990千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名

22人

退団意向のある団員数分と欠員分の新入団員
を確保することで、定数（３２６名）近似値で安定
させる。

134千円

4,106千円

138千円

R1決算額（見込み）

①563人

②294人

③4回

これまでの目標値は、年度末に退団予定者数と欠員
分の人数を記載していましたが、目標値を条例定数
の３２６名を１００％として記載を変更しました。
消防力低下抑制ため、入団希望者がいない場合、各
分団で退団を慰留していますが、R元年度は役員の
退団が多かったものです。
H３０年度退団数２１人　新入団数１４名
R元年度退団数２６人　　新入団員１４名

各種イベントのほか広報媒体を活用する
など、入団促進事業を積極的に展開し、
消防団の認知度を向上させる必要があ
る。

R1年度に改善した点

100.0% 95.7%

目標設定の考え方・根拠

R2年度目標

H30実績

100.0%

Ｂ

指標名

8,118千円

4,693千円 臨時職員

①2基

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

2基

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1決算額（見込み）

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額

- 9,277千円

事業の種別

R1目標値が未達成の理由・分析

0千円

①更新数

更新数

自治事務

H30実績

防災備蓄倉庫は指定避難場所等に７５基を設置し
ている。そのほとんどが設置から２０年以上経過し
ているため、経年劣化による腐食や雨漏り等が激
しく、修繕での対応が困難である。老朽化している
ものから順次更新していくものである。

0.56 人
非常勤
特別職

０基 0基

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

臨時職員

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

倉庫点検時に倉庫の老朽化を確認し、更
新計画を随時見直ししていく。

目標基数を達成したため

目標設定の考え方・根拠

更新の必要性や市の財政状況等を踏まえて、
目標を設定している。 更新計画に基づき、優先度の高い倉庫の

更新を行った。

2基

0.46 人
非常勤
特別職

R2年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,530千円

3,824千円

平常時から避難支援等関係者に名簿情報を提
供することができる人数

R1決算額（見込み）

H30年度目標

1基

事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

1,092千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

①同意者数

②

③

避難行動要支援者名簿同意者数

災害対策基本法 1,295千円

1,064千円

7,813千円

目標設定の考え方・根拠指標名

非常勤
特別職

7,000人 7,099人

H30実績

入院された方や単身高齢者の方が家族と一緒
に暮らすなどして避難行動要支援者名簿の対
象から外れたため。

6,494人

R2年度目標

Ａ

6,201千円 臨時職員
①6,494人

②

③

R1正規職員
人件費

0.94 人
非常勤
特別職

災害発生時に自ら避難することが困難な方（避難
行動要支援者）の名簿を作成し、平常時から避難
支援関係者（自治会・町内会長及び民生委員等）
に対して名簿情報を提供することで、円滑かつ迅
速な避難誘導や安否確認の実施を可能にし、避難
行動要支援者の生命・身体を災害から保護するこ
とを目的とするもである。

0.74 人

根拠法令

R元年度目標 R1実績

引き続き個人情報の提供に関する同意確
認の作業及び避難支援関係者に対して
名簿情報を提供するとともに、個別計画
のさらなる拡充を図る。

臨時職員

R1その他職員
従事割合

7,500人

①機能確認回数【固定局】

②機能確認回数【移動局】

③

①365回

②26回

③

7,000人

災害対策基本法 10,586千円

事業の種別

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

8,732千円

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1決算額（見込み）

1,530千円

0.00 人

0.49 人

10,316千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

5,652千円

防災行政無線には、移動系無線と固定系無線の2
種類があり、移動系無線については、現地災害対
策本部となる各まちづくりセンター（11箇所）へ可搬
型の無線機を、また、庁用車（1台）に車載型の無
線機を配備し、災害時に電話が不通になった場合
の連絡手段として活用するものである。固定系無
線については、市庁舎及び市指定避難場所等（１
０1箇所）に設置しており、主に災害対策本部から
各指定避難場所等への情報伝達手段として活用
するものである。これらの防災行政無線が常時正
常に作動するよう、維持管理を行っている。

4,106千円 臨時職員

0.00 人

固定系防災行政無線の正常稼働率（％）
（正常稼働日数／年間放送日数）

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済み

R2年度目標

H30年度目標

100.0%

防災行政無線からの放送は、災害時における
需要な情報伝達手段の１つであるため、常に正
常作動していることを目標とした。

H30実績

100.0% 100.0%

臨時職員 0.00 人

防災行政無線放送の市域面積に対する
音達状況（約45％）を踏まえ、今後の子局
増設に向けて設置候補の調査を実施し
た。

成果指標の目標値については
毎年達成しているが、防災行政
無線は、災害時における市民へ
の情報伝達手段や災害情報の
収集・発信手段として有効であ
り、今後も常に正常に作動する
よう、万全を期す。

目標設定の考え方・根拠

100.0% 100.0%
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

前年度に引き続き、各分団に、管轄地域
における広報活動のため地域行事等へ
の積極的な参加を奨励した。また、西武
鉄道の駅頭において消防団員募集のPR
を実施するなど、広報実績の向上を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

危機
管理
課

危機
管理
課

危機
管理
課

Ａ

前年度に退団した団員数分の新
入団員を確保できなかった。

危機
管理
課

～

期間

実施計画ランク

優先

期間

S62年度～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

消防団入団促進事
業

避難行動要支援者
支援事業

期間

期間

実施計画ランク

H28年度～

H28年度～

最優先

防災備蓄倉庫整備・
管理事業

R1年度に改善した点

優先

防災行政無線整備・
管理事業

目標としていた同意者数に達し
ていなかったが、引き続き、避難
行動要支援者事業を周知し、同
意者数の向上に努める。

R1年度に改善した点

避難支援者となる各自治会・町内会、民
生委員に対して配布している避難支援の
手引きを改定した。また、「避難行動要支
援者名簿」に登載された避難行動要支援
者ごとに具体的な支援方法を記載した「個
別計画」の作成を支援するため、個別支
援カードを配布した

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

指標名

３．すべての
人に健康と福
祉を

８．働きがい
も経済成長も

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

消防団員を確保することで
地域の消防力の維持につな
がり、団員も火災出場等で
地域貢献を果たした。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

H30予算現額

9,723千円

非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,705千円

Ａ

重要

R1予算現額

災害対策基本法

事業の目的及び具体的な内容

市内６２箇所の防災備蓄倉庫、東部防災倉庫およ
び西部防災倉庫等に、食料、毛布、簡易トイレ、カ
セットコンロ・ボンベ、車椅子、担架、投光機などを
備蓄する。
　備蓄食料の有効活用のため、賞味期限を迎える
ものから順次、防災訓練や出前講座等で使用す
る。
　投光機、カセットガス発電機の年次点検を行う。

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

応急物資備蓄・保守
事業

期間

H7年度～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き定期的に点検を行い、発災時に
速やかに活用できるよう適切な管理に努
めていく。

毎年、消費期限が近い備蓄食料を総合防
災訓練で使用しているが、R1年度は一部
の消費期限が近い備蓄食料を上下水道
局を通してフードバンクに提供した。

避難住民用＝9,200人×3食×1.5日＝41,400食
災害救助従事者用＝27,000人×3食×3日＝
19,800食
帰宅困難者用＝27,000人×1食＝27,000食
合計：88,200食→90,000食

90,000食 目標達成済

90,000食

平成28年度に目標備蓄食料数
を見直したため、目標数以上の
備蓄数となっている。
賞味期限が5年であることから、
目標備蓄数の5分の1ずつ（毎年
18,000食）購入していく。

H30実績

R1年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠H30決算額

R1目標値が未達成の理由・分析

90,000食

H30その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.73 人

①年度末備蓄食料数

②単年度購入食料数

③

R1決算額（見込み）

①97,864食

②18,000食

③
6,068千円

R2年度目標

R1その他職員
従事割合

90,000食

年度末備蓄食料数（食）

10,838千円 10,605千円

R1実績

R1正規職員
人件費

R元年度目標

H30正規職員
人件費

H30年度目標

臨時職員 90,000食

0.66 人

5,531千円 臨時職員 どのように貢献したか

災害時に備えることで、有事
の際にも住み続けられる対
策を行っている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

項目名

■ □ □

実績

評価者

危機管理課長　日高　義行

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第７節　防犯・消費生活

どのように貢献したか

管理不全な空き家を減らす
ために協定事業者のノウハ
ウを活用した

どのように貢献したか

犯罪や事件の発生を防止
し、安全で安心な生活を確
保する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

管理不全な空き家を減らす
ことで安全かつ快適な住環
境をつくる

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

犯罪の発生しにくい安全安
心なまちづくりに貢献した

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、犯罪発生の未然防止に貢献
している。

R1年度に改善した点

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

臨時職員

0.36 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

2,510 2,448
①１６１回

②３回

③開催した

R2年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円 4,000千円

4,000千円

市民の防犯に対する意識を高め、犯罪を起こさせ
にくい地域環境づくりを推進することにより、犯罪の
発生を未然に防止し、安全で安心なまちづくりを推
進する。
①地域安全活動推進週間にあわせ、市内主要駅
等において街頭キャンペーンを実施②所沢市防犯
のまちづくり市民大会を開催し、功労者、功労団体
を表彰③青色回転灯装着パトロール車によるパト
ロールを実施④地域安全ニュースを発行し、防犯
情報を提供する。

R1正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

犯罪発生件数の減少に向け、所沢警察署
及び防犯協会各支部と連携し、更なる啓
発活動等に努めていく。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

2,796 2,510

3,017千円

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）
本事業の目標は、犯罪発生の未然防止である
ため、
市内の犯罪発生件数を指標とする

H30決算額 指標名

①青色回転灯装着パトロー
ル車によるパトロール実施回
数
②防犯街頭キャンペーン実
施回数
③所沢市防犯のまちづくり市
民大会の開催

市内の犯罪発生件数

H30実績
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

非常勤
特別職

S52年度～ 2,743千円

臨時職員

2,448

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

防犯協会交付金

R1その他職員
従事割合

4,000千円所沢市防犯協会交付金交付要綱

期間 0.33 人

11,229千円 臨時職員

1.34 人

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容

期間 1.17 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H22年度～

80.0%

①当該年度の空き家につい
ての相談受理数
②当該年度に適正管理が行
われた件数

③

解決率【%】
（解決件巣/受理件数*100）

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①95件

②77件

③

310千円

R1実績

目標達成済

成果目標の目標値を毎年度達成している
が、指導通知後の経過確認等を積極的に
行い更に解決率を高めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

85.0%

258千円

R元年度目標

80.0%臨時職員

81.0%

空家対策の推進に関する特別措置法が
施行され、将来的には、空家の有効活用
や特定空家への対応が求められ、空き家
バンクの設置、市全域の空き家調査（空き
家実態調査）、空家等対策計画の策定、
空き家のデータベース作成などの実施に
あたっては、庁内関連部署との連携を図っ
ていく必要がある。

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 193千円

H30実績

空き家についての相談受理数に対して、解決率
を指標とする。
解決率を高める事を目標としたい。

空き家等が放置され、管理不全な状態が犯罪や放
火を招く恐れがあることから、近隣住民が安心して
生活できるよう生活環境の保全と防犯のまちづくり
を進めるため、所有者に適正管理を求めている。

R1年度に改善した点指標名

空き家対策事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値を毎年度達
成している。

根拠法令 R1予算現額

80.0%

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

9,725千円

145千円

臨時職員

H30決算額

R1決算額（見込み）

空家等対策の推進に関する特別措置法
所沢市空き家等の適正管理に関する条例

7,626千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R元年度目標

期間 1.05 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

①259

②3,125

③３２
8,728千円

R1実績

R1決算額（見込み）

H16年度～

犯罪や事件の発生を防止するため、以下の事業を
行政と地域が一体となって推進し、市民の安全で
安心な生活を確保する。
①各地域の自主防犯組織拡大を図るために防犯
講座を開催。②防犯パトロールを実施する自治会・
町内会・ボランティア団体等の自主防犯団体に対
し、防犯資器材の貸出しを実施。③防犯フェア等を
開催し、情報提供、ボランティア団体の紹介等によ
り、啓発活動を実施。④防犯啓発グッズの配布や、
様々な広報媒体等により防犯意識の高揚を図る。

0.91 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

220

成果目標の目標値を達成してい
る。

R1年度に改善した点

216

R1目標値が未達成の理由・分析

R1その他職員
従事割合

217 219

目標設定の考え方・根拠

Ａ

特殊詐欺予兆情報や不審者情報などを防
災行政無線で注意喚起放送を行った際に
は、併せてほっとメールを配信を徹底し、
周知拡大に努めた。

706千円
①パトロール用品の貸出数

②防犯啓発物の配布数

③防犯講座の受講者数
H30年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 970千円

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

地域安全活動推進
事業

管理不全な空き家の所有者に対して事業
を積極的に周知し、相談につなげることで
解決率の向上を図る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,022千円 臨時職員

本事業の目的である犯罪や事件の発生を防止
するためには、地域での防犯意識の高揚が不可
欠であり、防犯意識の高揚は、自主防犯組織の
結成へと繋がることから、団体数を指標とする。976千円 720千円

H30実績

自主防犯組織数

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

216

所沢警察署と連携して、自主防犯組織拡
大に取り組んでいく。

0.43 人

27.6%

目標達成済30.0%
R1正規職員
人件費

本事業は、空き家の解消と管理不全となる空き家
の増加抑止を目的に、空き家の利活用等に関する
相談窓口を設置する事業である。相談業務につい
ては、空き家の利活用等に関するノウハウのある
民間事業者又は団体の中から、不動産業者、建築
士、弁護士など専門家等との連携協力ができる事
業者と事業協定を締結し、次のとおりワンストップに
よる相談業務を行うものである。

R元年度目標

非常勤
特別職

R2年度目標

指標名

根拠法令 R1予算現額

所沢市防犯のまちづくり推進条例

R1その他職員
従事割合

36.5%

0.48 人
非常勤
特別職

43.0%

H28年度～ 3,574千円 臨時職員 40.0%

Ａ

成果目標の目標値を達成してい
る。

H30予算現額

0千円 0千円

H30年度目標
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①　52

②　19

③

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析H30実績

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

0千円

R1年度に改善した点

①事業者による空き家の相
談件数

②解決となった件数

③

解決率【%】（解決件巣/問合せのみを除く相談件
数*100）

問合せのみを除いた相談件数に対する、解決率
を指標とする。
解決率を高める事を目標とする。

期間

空き家利活用等ワン
ストップ相談事業

根拠法令

H30決算額

0千円

危機
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

どのように貢献したか

講座や広報ところざわ連載
の「消費者トラブル注意報」
などで消費者教育の推進を
図った。

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

消費者が安心して食品・製
品を購入・使用できるよう適
正な表示の推進に努めた。

どのように貢献したか

適正な取引の実現に向け、
計量検査を行った。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

消費者への情報提供により
消費者と事業者の間の情報
量や交渉力の格差を埋める
ことで公正・健全な社会の発
展に寄与した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

１０．人や国
の不平等をな

くそう

１０．人や国
の不平等をな

くそう

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

8,883千円

消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上を確
保することを目的とする。
電話または面接により消費生活相談員が消費者と
事業者との取引や契約に関する相談を受け、相談
者自身で自主交渉できるよう助言や情報提供を行
う。相談内容によっては、他の専門相談窓口への
紹介や事業者との解決に向けた「あっせん」を行
う。

1.73 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

消費者相談事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

相談件数は、県内でさいたま
市、川口市に次いで多いなか、
成果指標である相談解決率は、
高い水準を維持できており、成
果を上げていると考えられる。
令和元年度は、架空請求の相談
を中心に相談件数が増加してい
る。多様化、複雑化している消費
者問題に対しては、消費生活相
談員の研修への積極的な参加
による資質向上を図るとともに、
情報を相談員相互で共有して相
談体制の充実に努めている。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

消費者基本法、消費者安全法、所沢市市民相談員
設置規程

R1年度に改善した点

消費者と事業者との消費者問題を解決すること
が、消費者の利益を守り、消費生活の安定と向
上を確保することにつながるため、相談解決率
を指標とする。

通常相談員2名体制のところ、相談の多い
連休明けについては3名体制にするなど、
迅速な相談対応に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

年々増加する相談に対応すべく、これまで
相談員1日2名体制であったが、令和2年
度から3名体制にするなど見直しを行って
いる。今後は、新たな消費者トラブルに対
応すべく、より一層の職員・相談員の資質
向上を図る。

相談者と連絡が取れなくなり処理不能となったも
のや、相談者が単に市へ情報提供しただけで処
理を望んでおらず処理不要のものが例年より多
くあったため。

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,945千円 8,294千円

R1実績

7,991千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①相談件数

②解決件数

③処理不要・処理不能件数

相談解決率（％）
（解決件数÷相談件数×100）

昭和47年度～

非常勤
特別職

5.00 人 100.0% 99.0%

14,497千円 臨時職員 1.00 人

①2,413件

②2,348件

③65件

R元年度目標

H30決算額

R1その他職員
従事割合

100.0% 97.3%

期間 0.90 人
非常勤
特別職

5.00 人 R2年度目標

重要

7,481千円 臨時職員 1.00 人 100.0%

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

商品に値付けをする際、従業員の計量ミスや風
袋の設定誤りがあり、内容量が不足する不適正
商品があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

計量知識や技能の継承が課題であるが、
組織的な協力態勢によって人員不足を補
い、「計量制度」の信用・信頼のため、計
量業務を確実に進めていく。

指標名

計量検査事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

商品量目立入検査を継続的に
実施し、不適正商品を監視する
ことで事業者の正確計量の意識
を高め、目標値はほぼ達成して
いる。
電気・水道・ガスメーターや体重
計など、消費者の身近なところで
計量器が使用されている。暮らし
の安心・安全を守る計量制度の
信頼性を損なうことがないよう、
適正な計量の実施に努めてい
る。

R1予算現額

法定受託＋附加 2,072千円 1,894千円

1,167千円

R1年度に改善した点

適正な計量を確保するため、商品量目立入検査
における適正商品率を指標とする。

複数のテナントが入居する商業ビルにつ
いて、ビル管理部門の協力を得て計量器
の使用状況を調査し、計量器の定期検査
に受検漏れがないよう努めた。また、イン
ターネットや新聞広告、現地調査等におい
て情報収集を行い、特に新規・廃業事業
所の状況把握に努めた。

R1決算額（見込み）

計量法、所沢市計量法関係手数料条例 1,299千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①定期検査
（定期検査受検器物数）
②商品量目立入検査
（量目検査商品数）
③量目検査適正商品数

量目検査適正商品率（％）
（適正商品数÷量目検査商品数×100）

根拠法令

自治事務 法定受託事務

1.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 99%

10,224千円 臨時職員 0.00 人

① 884個

② 607個

③ 601個

R1実績

99%

100%

1.34 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成14年度～ 11,138千円 臨時職員 0.00 人

適正な計量の実施を確保することを目的とし、取引
又は証明用に使用する計量器の定期検査、計量
器使用事業所への立入検査を実施する。

R元年度目標

期間

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100%

食品表示法の表示検査において、原産地表示
がされていない生鮮食品や、一括表示において
誤りがある加工食品等があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

2,078千円

表示の適正化及び消費者の安全と利益を確保
するため、適正表示率を指標とする。

34千円 5千円

事業の目的及び具体的な内容

食品表示法に基づく立ち入り検査の検査
対象となる店舗の選定について、令和元
年度は調査対象を並木地区・新所沢地区
とし、該当地域にある店舗のうち、未実施
及び前回調査から期間が経過しているも
のを優先的に行った。

R1目標値が未達成の理由・分析

R元年度目標 R1実績

消費生活に関する表
示の適正化事業

根拠法令

34千円 8千円

R1決算額（見込み）

食品表示法に基づく事務処理要領、所沢市家庭用品品質
表示法に基づく事務処理要領、他

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

H30年度目標 H30実績

①家庭用品・消費生活用製
品・電気用品の立入検査にお
ける検査個数
②食品表示法における表示
調査の調査個数
③適正表示数

適正表示率（％）
（適正表示数÷検査・調査数×100）

100.0% 98.0%

2,346千円 臨時職員 0.00 人

①876個

②466個

③1,310個

R1その他職員
従事割合

100.0%

表示に関する改善指導した事業者には、
指導後も確認をするなどして、今後も表示
の適正化に努める。

R1正規職員
人件費

H30決算額

100.0% 97.6%

R1年度に改善した点

各種の立入検査を適切に実施
するなどして、各法令等に基づ
いて適正な表示が行われるよう
努めている。

R1年度に改善した点

臨時職員 0.00 人

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成13年度～

品質表示等の適正化を図り消費者の安全・利益を
確保することを目的とする。
店頭販売商品について各法律に基づく表示義務遵
守がされているか確認するため立入検査を実施す
る。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

消費生活啓発事業

重要 自治事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

消費者問題が多様化・複雑化
し、対象者も子どもから高齢者ま
で各年代に広がっていくなか、積
極的に講師派遣を行い、対象者
に合わせたテーマ設定を行い、
かつ最新の悪質商法手口と対処
方法・これから増えるであろう事
例を紹介するなど内容の充実に
努めた。また、消費生活展につ
いては、所沢警察署と協力し啓
発活動を行った。

目標達成済11回

子どもから高齢者まで多様化している消
費者問題について、それぞれの特性に応
じた啓発活動を進めていく。
また、成年年齢の引き下げに伴い、若年
層の消費者被害が増加する恐れがあるた
め、若年層への啓発活動をより一層強化
していく。

指標名

11回

11回

R1実績

消費生活講座・講演会開催回数（回）

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①講座・講演会参加者数

②消費生活展来場者数

③啓発品の配布数

2,215千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

講座・講演会を開催することにより、消費者被害
の未然防止・被害拡大防止のための知識を深
め、様々な消費者問題への対応力向上を図る。

消費生活相談のうち、60歳以上の方から
の相談が約半数であるため、地域包括支
援センターや民生委員等の高齢者を見守
る方への啓発活動を積極的に行った。ま
た、消費者問題が低年齢化していることか
ら中学校の家庭科教員にも直接働きかけ
を行った。

①442人

②330人

③11,110個

R元年度目標

R2年度目標

11回

11回

0.00 人

0.00 人

期間 0.80 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

消費者基本法、消費者安全法 2,283千円

法定受託事務 法定受託＋附加 2,318千円 2,276千円

昭和47年度～ 6,650千円 臨時職員

日常生活を送るなかで発生する、様々な消費者問
題に対応できる消費者を育成することを目的とす
る。
講座、消費生活展等を開催し、消費者が自ら考え、
判断しうる能力を高めることにより、消費者被害を
未然に防止する。

0.65 人
非常勤
特別職

5,447千円

R1その他職員
従事割合

0.00 人

0.00 人



項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

4.80 人 R2年度目標

5,447千円 臨時職員 0.00 人

50人

0.65 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

期間

行政、警察及び交通関係団体が一体と
なって啓発活動を積極的に推進し、交通
ルール、マナーを守り、思いやりを持った
運転や通行を市民に実践してもらうこと
で、交通事故の防止を図っていく。

目標達成済

市民に交通安全思想の普及・浸透を図り、交通
ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣付
け、交通事故死傷者数を減少させる。
・所沢市交通安全推進協議会加盟団体と協力し、
交通安全パレードや街頭における交通安全啓発
活動等を実施する。
・市広報やホームページ等を利用しての交通安全
啓発活動を行う。

50人

50人

91人

130人

R元年度目標

昭和39年度～ 4,572千円 臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,628千円 3,453千円

①640人

②1,185人

③4人
0.55 人

非常勤
特別職

非常勤
特別職

4.90 人

R1年度に改善した点

死傷者数の減少数 前年の死傷者数より減少させること

「TOD（所沢おもいやりドライブ」のステッ
カーを啓発活動で配布し、ドライバーに対
して交通ルールの順守を呼び掛けた。
また、PTA、交通指導員と協力して通学時
間帯におけるスクールゾーンの啓発活動
を行った。

H30年度目標 H30実績

Ｓ

交通事故による死者、負傷者、
物件事故の件数は平成30年より
減少している。今後も交通安全
関係団体と連携を図りつつ、各
季の交通安全運動に加えて、状
況に応じた交通事故防止の啓発
活動を実施していく。

R1実績

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 R1予算現額

重要

交通安全対策基本法　所沢市交通安全推進協議会規約

①交通安全運動参加人数

②交通事故発生（負傷者数）

③交通事故発生（死亡者数）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合交通安全運動推進

事業

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名H30決算額

R2年度目標

幼児、児童、生徒及び高齢者に対して交通安全教
室等を実施することによって、交通事故を未然に
防ぎ、減少させる。
・保育園・幼稚園・小学校・中学校等で、交通安全
教室等の実施及び小学校通学路の危険箇所等に
交通指導員を配置し、立哨指導を行っている。
・福祉施設での交通啓発活動及び高齢者自転車
免許制度に基づく講習を実施する。

137回

130回

43.20 人

H30予算現額

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加 3,688千円 3,592千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,380千円 臨時職員 0.00 人

①30,533人

②147回

③35回

R元年度目標 R1実績

小学校新1年生の保護者や中学生の交通
安全教室回数を増やし、安全教育の一層
の拡充に努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

1.00 人
非常勤
特別職

44.10 人 130回

目標達成済130回 147回

1.00 人
非常勤
特別職

R1決算額（見込み）

交通安全対策基本法　所沢市交通指導員設置規定 52,354千円 49,156千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 52,252千円 51,783千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

幼児・小学生・高齢者による交通
事故の割合が高くなっていること
から、交通事故を減らすため、今
後も幼児・小学生・高齢者だけで
なく保護者も対象とした交通安
全教室等を行なうことが必要で
ある。

R1年度に改善した点

①参加人数

②交通安全教室開催回数

③高齢者・子供自転車免許
制度に基づく講習回数

交通安全教室及び高齢者・子供自転車免許制
度に基づく講習回数

所沢市の交通事故の死傷者として、幼児・小学
生・高齢者によるものが増加している。交通事
故を減らすためには、幼児・小学生・高齢者を対
象とした交通安全教室等の実施が必要である。

交通安全教室開催の周知に努めた結果、
子ども自転車教室や一般の方を対象とし
た交通安全教室の回数が増えたため、交
通安全教室の延べ参加人数、開催回数と
もに昨年度を上回った。

H30年度目標 H30実績交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

交通安全教育推進
事業

根拠法令

期間

自治事務

昭和47年度～ 8,312千円 臨時職員

昭和45年度～ 2,078千円 臨時職員 0.00 人

交通遺児に対して遺児手当及び奨学金を
支給することは、交通遺児家庭への援助
となっていることから、今後も事業を継続
する。また、未支給者がいないよう、引き
続き学校等の関係機関への周知を行って
いく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100% 100%

100%

0.00 人 R2年度目標
非常勤
特別職

2,095千円 臨時職員 0.00 人

①8人

②480千円

③50千円

R1実績R元年度目標

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①交通遺児数

②手当支給金額（合計）

③奨学金支給額

0.00 人 100% 100%

620千円

R1決算額（見込み）

所沢市交通遺児手当支給条例及び施行規則 888千円 584千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

交通事故により保護者を失った
所沢市在住の交通遺児に遺児
手当及び奨学金を支給している
が、交通遺児がより安定した生
活をしていくために今後も続ける
必要がある。

R1年度に改善した点

対象の受給者
交通事故により保護者を失った遺児全員に奨
学金及び遺児手当を支給する

遺児の対象となる幼稚園、保育園、小学
校、中学校への周知に努め、交通死亡事
故による遺児がある場合に、学校を通じ
て保護者に連絡をすることで、申請漏れ
が起きない体制にした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市交通遺児奨学基金条例 R1予算現額

法定受託＋附加 851千円

H30決算額

交通遺児対策事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

期間 0.25 人

交通事故により保護者を失った遺児に対し遺児手
当及び奨学金を支給し、その福祉の増進を図る。
・交通遺児手当は、義務教育終了までの期間、遺
児一人に対し月額5,000円を支給する。
・奨学金は、遺児一人に対し、小学校及び中学校
入学者に50,000円を、高等学校入学者に80,000円
を支給する。

0.25 人
非常勤
特別職

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

交通事故を減らすために交
通安全教室の延べ参加人
数、開催回数を増やした。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

死傷者数減少のため「TOD
（所沢おもいやりドライブ）」
による啓発活動を新たに始
めた。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

把握しうるすべての交通遺
児に対し手当及び奨学金を
支給した。

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第８節　交通安全



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

30.0%

期間 0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人

昭和42年度～ 7,481千円 臨時職員 1.58 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,542千円 臨時職員 1.42 人

①45,538人

②25,517,850円

③336件

加入率が年々低下しており、加入者を増
やす必要があることから、交通災害共済
について、より市民へ周知する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

加入者の多くが自治会等の取りまとめを通じて
加入しているが、自治会を通じての加入者が減
少している。また、自転車事故を起こした際に高
額な損害賠償が生じる可能性があることについ
て市民に浸透しており、損害賠償制度のない当
共済から民間の損害賠償付き保険等に移行し
ている方が多くなっているため。

現状45,000人以上の市民が加入
しているが、年々加入率が低下
してきているため、より多くの市
民に加入してもらうように周知す
ることが必要である。

14.6%

30.0% 13.2%

R元年度目標

R1年度に改善した点

チラシ等の印刷物を改善した。具体的に
は、チラシに見舞金請求のフローチャート
をつくるとともに、会員証の封筒に自損事
故でも請求可能であることを強調した。

R2年度目標

加入者の相互扶助により、交通事故による災害を
受けた者へ見舞金を支給する。そのため、毎年共
済加入者を募集し、その会費収入を原資として、交
通事故により災害に遭った会員に死亡又は傷害の
程度に応じて見舞金を支給することで、市民の生
活の安定と福祉の増進に寄与することを目的とす
る。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 30.0%

①加入者数

②共済会費収入

③見舞金支給件数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 56,170千円

指標名H30決算額 目標設定の考え方・根拠

27,918千円

H30予算現額

R1実績

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

53,780千円 29,588千円

Ｃ

交通災害共済加入率
過去の交通災害共済加入率で高かった数値を
設定した。

H30年度目標 H30実績交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

交通災害共済事業

根拠法令 R1予算現額

重要

所沢市交通災害共済条例及び施行規則

R1決算額（見込み）

0.00 人

49,124千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

37台以下 30台

37台以下

非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員 1.00 人

非常勤
特別職

期間 0.80 人

38台以下 38台

6,704千円 臨時職員 1.00 人

①1,079台

②58日

③18.6台

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

0.00 人

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 48,970千円 48,609千円
①年間撤去台数

②年間撤去日数

③年間撤去台数／年間撤去
日数

根拠法令

R1年度に改善した点

11月の晴れの平日に自転車放置禁止区域に放
置された自転車の数 放置自転車指導員について、配置人数の

見直しを図り、コストの削減に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

全体の台数は減少傾向にある。引き続き
放置自転車の台数が減少するよう、各駅
周辺の環境変化や放置自転車の増減等
から、より効果的な人員配置を検討してい
く。

毎年、放置自転車の台数は減少
してきており、見直しの効果が上
がってきていると考えられる。
　今後も、市内駅周辺の歩行者
等が安全に通行できるよう、放
置自転車台数の減少を図ってい
くことが必要である。

H30決算額

H30その他職員
従事割合

指標名

放置自転車対策事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市自転車駐車場の整備及び自転車の放置の
防止に関する条例

50,099千円

自転車放置台数

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

昭和50年～ 6,650千円

放置自転車禁止区域での立哨指導や放置自転車の撤
去により、駅周辺の良好な生活環境を保持する。
・駅周辺に放置自転車指導員を配置し、放置自転車防
止の指導及び自転車駐車場への誘導を行う。
・自転車放置禁止区域等の放置自転車の撤去を定期的
に実施する。
・自転車保管場所に移動した自転車の所有者について
警察に照会し、はがきを送付して返還する。

0.80 人

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和50年度～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人 23,254台

臨時職員 0.00 人

①32箇所

②23,254台

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

23,254台 13,081台

0.75 人

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

駅にアクセスするための交通手段である自転車の
駐車スペースを確保し、駅周辺の自転車の駐車秩
序を図る。
・各駅周辺における適切な規模の自転車駐車場を
設置し、維持管理を行う。
・管理運営は指定管理者制度を取り入れ、市民
サービスの向上と経費の削減を図る。

1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 23,254台 14,169台

9,637千円

R1決算額（見込み）

所沢市自転車駐車場条例 54,561千円 54,276千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 53,980千円 52,782千円 ①市営自転車駐車場等の施
設数

②市営自転車駐車場等の収
容能力

③

市営自転車駐車場月平均利用台数

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

駅周辺の良好な生活環境を確
保するためには、自転車駐車場
の設置が不可欠である。しかし
ながら、市営自転車駐車場は設
置から相当年数が経過してお
り、修繕が必要な施設・設備が
ある。

R1年度に改善した点

適正な自転車駐車場を設置し、利用者を増やす
ことで放置自転車を減少させ、市内各駅周辺の
良好な生活環境を保持する。

東所沢駅第３自転車駐車場のサイクル
ラックの修繕を実施した。また、東所沢駅
第４自転車駐車場の定期更新機を新しい
機器に交換し利用者の利便性の向上を
図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市営自転車駐車場の施設、設備について
は設置から相当年数が経過し、複数の施
設で修繕が必要になってきている。優先
順位を決めて、計画的な修繕を実施して
いく必要がある。

市営自転車駐車場より駅への利便性が高い場
所に民間の自転車駐車場が新設されている。
市民が自転車駐車場を利用する際の選択肢が
増えたからだと考えられる。放置自転車の撤去
台数は年々減少しているため、駅周辺の環境に
ついては悪化していない。

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

期間

H30決算額 指標名

自転車駐車場整備
事業

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

交通事故によりケガをした
加入者に対し、適切に見舞
金を支給した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

駅周辺の放置自転車を減ら
すことで、歩行者等の通行
の安全性の拡大を図った。

どのように貢献したか

自転車駐車場を整備するこ
とで、自転車利用の増加と
放置自転車を減少を図り、
駅周辺の生活環境を改善し
た。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか



事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　村田　孝之

期間 2.92 人

臨時職員 100%

100%
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

Ｓ５７～ 24,271千円

非常勤
特別職

H30決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①139か所

②88か所

③778件

R1決算額（見込み）

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1年度に改善した点

24,302千円 臨時職員

56,226千円 55,741千円

H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

100% 79.1%

法定受託事務 法定受託＋附加 52,424千円 51,617千円

非常勤
特別職

安全施設の要望は一定している
中で、道路反射鏡などは設置に
ついて一部明確化していくなど
優先順位を定めて対応していく。

R元年度目標 R1実績

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定める条例、所沢市移
動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例、交通安全対策基
本法

事業の目的及び具体的な内容

要望・通報に対する処理割合

交通事故の多い危険箇所に対し、通行の安全
性を確保するための道路安全施設の設置及び
適切な管理をすることが目的となっていいるた
め、要望・通報件数に対して処理した件数の割
合を指標とする。

道路反射鏡の設置について、設置基準の
見直しなどをすすめ、できる限り効果的に
整備を進めるため優先順位を決めて対応
した。

R1目標値が未達成の理由・分析

安全施設に関する要望は優先順位をつけて対
応しているが、全ての要望に対し実施するのは
限られた財政状況のため難しく、年度内の処理
ができないため。

安全対策に関する要望件数は多く、優先
度をつけ設置の基準などを改めるなどに
より効果的に実施していく。

88.7%

H30年度目標 H30実績

H30予算現額

道路安全施設整備
事業

根拠法令 R1予算現額

交通事故の多い危険箇所における、通行の安全
性を確保するため、道路反射鏡や道路区画線など
を設置。さらに設置した道路安全施設を適切に管
理する。

①道路反射鏡整備数（修繕・
新設）

②道路区画線整備箇所数

③要望・通報件数

2.90 人

重要 自治事務

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

交通
安全
課

実施計画ランク c

一
般

H30予算現額 H30決算額

所沢駅西口区画整理事業の進捗状況に
併せ設計時期等を見直した。

H30年度目標

0.0%

所沢駅西口区画整理事業の工事の進捗状況に
併せて、整備時期等を変更したため

既存の自転車駐車場の利用
台数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

所沢市自転車駐車場条例 0千円

所沢駅西口第１自転
車駐車場整備事業

指標名

所沢駅西口土地区画整理事業により、既存の所
沢駅西口第１自転車駐車場が所沢駅ふれあい通
り線の建設地と重なり使用不可となる。このことを
受け、所沢駅西口周辺における放置自転車の防
止を図ることを目的として、所沢駅西口土地区画
整理事業地内に「(暫定)所沢駅西口第１自転車駐
車場」を設置するものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人
既存の自転車駐車場の利用
台数

①所沢駅西口の放置自転車
撤去台数（年）
②所沢駅西口第１自転車駐
車場の利用台数（11月度）
③（暫定）所沢駅西口第１自
転車駐車場の整備済み収容
台数

①36台

②1,101台

③０台

R元年度目標

0千円

0千円

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

根拠法令
（暫定）所沢駅西口第１自転車駐車場の収容台
数

R2年度目標

既存の所沢駅西口第1自転車駐車場の利
用者分の自転車駐車場を整備する。
現契約者が新たに整備した自転車駐車
場に移行できるように周知する。
同駅西口の自転車駐車場を周知し、駅周
辺の放置自転車を0台にする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.0%

0.45 人

－

所沢駅西口土地区画整理事業
の進捗状況に併せ設計時期等
を見直した。
また、所沢駅周辺の放置自転車
や民間駐輪場の収容状況等を
注視しながら、適正な台数の自
転車駐車場を設置する必要があ
る。

R1年度に改善した点

既存の所沢駅西口第１自転車駐車場の利用者
分の自転車駐車場を整備し、同駅西口周辺の
放置自転車を減らす。

期間

0千円 臨時職員 0.00 人

Ｒ１～ 3,740千円 臨時職員 0.00 人
既存の自転車駐車場の利用
台数

非常勤
特別職

0.00 人

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

R1決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

交通事故発生の危険箇所
に対し安全施設の設置や修
繕を実施し、交通の安全を
確保した。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子ども医療の受給資格者に
対し適正に資格を認定し、
医療費助成を行った。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所得制限額を下回るひとり
親家庭に対し適正に受給資
格を認定し、医療費助成を
行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

児童手当受給者に対し適正
に手当を支給した。期間 2.53 人

非常勤
特別職

臨時職員 2.60 人

一
般

H30予算現額

臨時職員 2.00 人

H30その他職員
従事割合

3.03 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額 R1決算額（見込み）

4,978,150千円 4,774,570千円

H30正規職員
人件費

①２月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

R1年度に改善した点

現況届の様式を一部変更したことで、提出
者の書類不備を減らすことができた。

R元年度目標 R1実績

1,800円

H30年度目標

目標達成済1,800円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,052,545千円 4,899,456千円

非常勤
特別職

1,740円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

児童手当支給事
業

根拠法令

児童手当法

H24年度～

期間 1.43 人
非常勤
特別職

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、事務
改善を検討し、さらなる時間外の削
減を目指す。

受給者１名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を
行う。

事業の目的及び具体的な内容

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、０歳から中
学３年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

21,029千円

1,570円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

25,391千円

①23,671人

②4,758,465千円

③37,134千円

1,500円

R2年度目標

非常勤
特別職

30,000円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 1.00 人

25,000円 30,614円

11,145千円 臨時職員 1.00 人

①4,443人

②56,652件

③135,430,043円

R元年度目標 R1実績

25,000円 30,482円

R2年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

根拠法令
①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

142,561千円

R1年度に改善した点

保健の向上と福祉の増進を図りつつ、適正受診
を促し、増え続ける医療費の削減を図ることを
目標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。
また、医療費抑制を目的として、健康推進
及び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

対象者数は減少傾向にあるが、１人あたりの医
療の件数（助成対象）が増加傾向にある。
特にひとり親家庭等の父母等の医療の件数が
増加しており、児童より父母等の方が１件あたり
の金額も高く、１件あたりの金額が高い状況が
続いている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市内接骨院、整骨院受診の際の窓
口負担をなくした事に伴い、助成件
数・助成額が増加している。
受給者に対して、適正受診を呼び
かけ、全体的な支給額の軽減を図
るための啓発が必要である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 152,378千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H4年度～ 11,886千円

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の家
庭等における養育者とその児童（０歳から高校３年生
まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、子どもの保健の向上
と福祉の増進を図ることを目的とする。

1.33 人

H30決算額 指標名

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

重要 152,181千円 145,947千円

S47年度～ 16,873千円 臨時職員 3.00 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 99.4%

100.0%

非常勤
特別職

R2年度目標

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

臨時職員 4.00 人

①4,277件

②572,572件

③

R元年度目標 R1実績

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

医療費の助成を行うことにより、子ども（０歳から中学
３年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

1.88 人
非常勤
特別職

100.0%

1,139,281千円 1,118,558千円
①受給者証交付件数

②医療医助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

子ども医療費助成
事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,138,688千円 1,089,723千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

概ね目標を達成しているが、書類
不備により登録が保留となってい
る方へは、引き続き通知等を行うこ
とが必要である。

R1年度に改善した点

すべての助成対象者が、等しく医療費助成を受
ける事を目標とするため、登録率を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。
また、医療費抑制を目的として、健康推進
及び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

99.6%

H30予算現額

15,754千円

期間 2.03 人

根拠法令

H30決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30年度目標

100.0%

期間 1.08 人 0.00 人 R2年度目標

Ｈ28年度～

100.0% 99.2%

臨時職員 0.95 人

①83,629

②98.31％

③

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

100.0% 98.3%

非常勤
特別職

法定受託事務 36,430千円

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの希
薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱えて
いる親を支援するため、４歳未満の乳幼児を対象とし
た子どもを安心して遊ばせることのできる場を提供
し、子どもと保護者が交流する場の運営を行うこと
で、保護者同士で育児についての相談や交流ができ
る環境づくりを行うものである。

1.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

8,977千円 臨時職員 0.90 人

R1年度に改善した点

利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が
当該事業の目的であるため、利用者満足度を
指標とする。 障害児向けの行事の開催など、利用者の

ニーズに合わせた事業を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の質の向上
を目指していく。

複数回利用している方の評価は良好だが、はじ
めて利用する方の評価において、「どちらでもな
い」と回答している傾向があるため。

Ａ

ほぼ目標値に近い数値になってい
るため。
今後も利用者アンケートを活用し、
利用者の意見等を参考にして、充
実を図る。

R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

11,983千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

自治事務 法定受託＋附加
①延べひろば利用者数

②利用者満足度

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

利用者満足度

R1実績

H30年度目標 H30実績

34,248千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

34,595千円

37,210千円最優先

こども支援セン
ター運営事業（子
育て支援）

経費

投入コスト
会
計

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

第２章　子どもが大切にされるまち  第１節　子ども支援
SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど



経費

投入コスト
会
計

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

どのように貢献したか

病児・病後児期にある子の
預かりを実施し、安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

一時預かりを実施し、安心
して子育てできる環境をつ
くった。

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

所得制限額を下回るひとり
親家庭へ適正に手当を支
給した。

期間 1.73 人
非常勤
特別職

0.05 人 R2年度目標

14,380千円 臨時職員 0.95 人

14,246千円 臨時職員 1.90 人

①48人

②96人

③960人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

40.0% 41.9%

40.0%

根拠法令 R1予算現額

非常勤
特別職

0.06 人 40.0% 41.7%

目標設定の考え方・根拠

Ａ

①全部支給から全部支給停止
となった受給者数
②一部支給から全部支給停止
となった受給者数
③年度末における全部支給者
数

手当受給者資格者全体に対し、全部支給
となっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×
100

R1決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

法定受託事務 法定受託＋附加

全部支給者の就労や資格取得を
サポートし、自立促進を図ってい
く。

R1年度に改善した点

受給者の所得の増加による、手当の支給区分
が変動した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促
進の成果をみる。（手当資格者全体のうち、全
部支給者の割合が低くなる程、所得や養育費
の増加が見込まれる。）

不正受給の疑いがある受給者について
は、訪問や必要書類の提出を促し、実態
調査を徹底した。

平成30年８月より法改正に伴い、所得制限枠が
広がったことにより、全部支給者が増加し、令和
元年度においても全部支給者の増加が解消で
きずにいるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、受給
者に対して、就労による自立を促す側面も
あることから、母子・父子自立支援員と連
携し、就労支援、資格取得へ働きかけ、手
当支給額の減少を目標としたい。

H30決算額 指標名

児童扶養手当支
給事業

重要 946,685千円 922,079千円

児童扶養手当法 1,202,670千円 1,147,906千円

自治事務

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいない家
庭で児童を養育している人、父又は母が一定の障害
の状態にある家庭で児童を養育している人に支給さ
れる手当（所得制限あり）。

1.70 人

R1正規職員
人件費

　　　S36　～

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

子育て家庭のニーズにより、教育・保育施設や地域
の子育て支援事業の情報提供及び子育てについて
の相談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行
う。子ども支援情報を総括した冊子の作成を行い事
業の周知をする。市の広報、ホームページ等により告
知を行い参加者を募り、教授および研究室の学生等
が講師を務め運動遊びの紹介を行い、子どもたちの
成長における正しい生活リズムを身に付けることの大
切さを知ってもらう。

指標名

900件

R2年度目標

1,966千円

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

2.11 人

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ところっこ子育てサ
ポート事業

期間 2.16 人

法定受託＋附加

H27年度～ 17,954千円 臨時職員 2.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人 1,058件

17,682千円 臨時職員 1.65 人

①1,064

②591

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

 

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

R元年度目標 R1実績

利用者の必要に応じた相談・助言を行う為、相
談件数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を行い、取り組み状況や利用者の
情報共有に努め適切な関係機関に繋げ
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

①相談件数

②運動あそび参加者数

③

相談件数

1,912千円

H30実績

1,644千円

H30決算額

R1目標値が未達成の理由・分析

今後も利用者が気軽に相談できるように
事業周知を行い、相談内容に応じて必要
な情報提供や助言で関係機関を案内して
いく。また、担当者連携会議を行い、情報
共有を図っていく。
相談者が常に正確な情報を利用者に伝え
られる様関係機関の情報収集に努める。

885件
Ａ

各保育施設や児童館等にリーフ
レットを配布するとともに、ホーム
ページでの事業周知により、相談
件数が増加した。

900件 1,064件

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があった
ため。

H30年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 3,402千円

非常勤
特別職

Ｈ27年度～ 4,405千円 臨時職員 0.00 人

125,927千円

一般型一時預かり
事業 0.58 人

非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令

全国的な保育士不足による保育従事者の
確保が課題となっている。専門研修を修
了した子育て支援員の配置など、柔軟な
職員配置により供給量を確保できるよう
に、実施施設に打診していく。

30園

0.53 人

Ｂ

全国的な保育士不足の影響で一
時休止となった園があり、目標値
が未達成となった。一時預かりの
保育需要は今後も一定数あると考
えるため、施設数の維持に努め
る。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

30園

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

29園

H30正規職員
人件費

30園

30園

①30,463人

②

③

R元年度目標 R1実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.10 人

H30決算額

法定受託＋附加 141,364千円

目標設定の考え方・根拠

保育所等を利用していない家庭において、就労・日常
生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体的な
負担を軽減するために、保育所等において児童を一
時的に預かる事業で、安心して子育てができる環境
を整備することを目的とする。

4,860千円 臨時職員

天皇即位に伴う大型連休期間中の保育需
要に対応するため、市内の保育施設８園
で一時預かり事業を実施した。

指標名

H30その他職員
従事割合こど

も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30年度目標

0.00 人 R2年度目標

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 141,547千円

保育園等を利用していない家庭での、保護者の
就労形態や生活様式の変化により、一時的な
保育の需要が高まっているため、施設数の充
足を図る。

一時預かり保育実施園

事業の目的及び具体的な内容

128,665千円
①年間延べ利用児童数

②

③
H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

期間

重要 自治事務 法定受託事務

Ｈ9年度～ 3,159千円 臨時職員 0.00 人

R2年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

12人

臨時職員 0.00 人

①513人

②50人

③

R元年度目標 R1実績

12人 12人

12人 12人
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5,698千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによって、
保護者の子育てと就労の両立を支援することを目的
とする。市内に住所を有する、小学校３年生までの児
童が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額2000
円（飲食代別）。

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 29,924千円 24,808千円

R1年度に改善した点

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に３施設合わせた１
日の利用定員数の充実を図る。

個人の人権の尊重及び個人情報の適切
な取扱いの観点から実施要綱の一部を改
正し、不要な性別記載欄を削ったことによ
り、利用申請書が見やすくなった。

H30年度目標 H30実績

指標名

0.38 人

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱 30,216千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

利用定員数を維持することができ
た。今後も引き続き、市内３施設に
おいて病児保育を実施し、充実を
図る。

H30決算額

R1決算額（見込み）

25,083千円

事業の目的及び具体的な内容
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

病児・病後児保育
事業

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

利用者の人数の減少が課題となる。リー
フレットやポスターの掲載などに加えて広
報での周知など、市民の方により広く情報
を周知できるように努める。

R1年度に改善した点



経費

投入コスト
会
計

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長 三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

どのように貢献したか

各自治会が広場の整備に
責任をもち、安全な運営を
行っている。

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子育
てできる環境をつくった。

3,574千円 臨時職員 0.10 人

R1その他職員
従事割合

15中学校区 13中学校区

15中学校区

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 15中学校区 12中学校区

2,765千円 臨時職員 0.00 人

①15施設

②124,341人

③

R元年度目標 R1実績

根拠法令

85,009千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

③

実施施設のある中学校区数

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 92,600千円 76,916千円

R1年度に改善した点

施設を市内に満遍なく設置することで、市民が
気軽に利用できるため、実施施設のある中学校
区数を指標とする。

地域による偏在を解消するため、保育園
運営者等の集まる会議で、事業実施の検
討を打診してきたことから、１中学校区に
施設を新設できた。

事業を実施するには、運営主体に人員や実施
場所の確保が必要であり、未設置の中学校区
において、運営主体となり得る保育園等がない
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

事業実施には、保育園等の運営主体に人
員や実施場所の確保が必要であるため、
引き続き打診していく。

H30決算額 指標名

地域子育て支援拠
点事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

一般型と連携型の地域子育て支援
拠点施設は26カ所あり、各行政区
としては充足しているが、地域によ
る偏在を解消するために引き続き
取り組む。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 85,009千円

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地
域の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支
援に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（３～４日型・５日型・６～７
日型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

0.33 人

R1正規職員
人件費

Ｈ7年度～

Ｈ12年度～ 3,574千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人期間

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助を
行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互活
動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保育
施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊急
サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急な
残業などの緊急時の預かりを行う。地域において安
心して子育てができるような環境整備を目的とする。

0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

0.43 人
非常勤
特別職

R2年度目標

20.0%

R元年度目標4,860千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数＊100）

法定受託＋附加 15,192千円 15,120千円

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
しかしながら、延べ利用件数は順
調に増加しており、事業のニーズ
は高まっていると考える。
今後も、各まちづくりセンター・児童
館・保育園等の児童関連施設にポ
スターの掲示やチラシの配布を行
い、広報活動を実施する。

R1決算額（見込み）

20.0%

H30実績

10.7%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）の増加が必要である
ため、援助会員数の充足度を指標とする。

認知症サポーター養成講座等で援助会員
養成講習会のチラシを配布した。
また、医療機関等においてチラシを掲示し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知を図っていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1目標値が未達成の理由・分析

援助会員の中心となっている60代の就労が増
加しているため、援助会員の確保が難しくなっ
ている。

R1年度に改善した点

H30年度目標
H30その他職員
従事割合

H30決算額

R1実績0.05 人

①17,988件

②4,825人

③488人

20.0% 10.1%

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ファミリーサポート
事業

根拠法令

H30正規職員
人件費

重要

R1予算現額

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

15,450千円 14,000千円

自治事務 法定受託事務

期間 0.16 人

昭和53年度～ 1,330千円

R2年度目標

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治
会等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補
助金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の２分の１を交付する。

0.17 人
非常勤
特別職

臨時職員

臨時職員 40ヶ所

1,425千円

予算額に対して整備相談数が多い場合、
翌年度に施工を延期してもらうことになる
ので、上記改善事項を運用して適正な執
行に努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

40ヶ所 40ヶ所

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は
減少傾向にあるが、やむを得ない
ものと考えている。

R1年度に改善した点

補助金申請の相談があった場合、見積書
の提出日により順位付けし、具体的に実
施したい意向の自治会から補助決定し
た。

1,000千円 1,000千円

目標達成済

40ヶ所 40ヶ所

①５件

②40カ所

③

R1実績

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

子ども広場設置・
整備費補助金

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助
金交付要綱・所沢市補助金等交付規則

1,000千円 999千円

①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

自治会等が設置・管理する子ども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いるから、子ども広場の設置件数を指標とす
る。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加



項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

第２章　子どもが大切にされるまち  第２節　子ども福祉
SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 143,248千円

H30正規職員
人件費

H30決算額

①相談件数

3,887

目標達成済3,925

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による
個々の特性に応じた支援を行うと
ともに、保護者への支援も一体的
に行っており、一定の効果があった
と考える。
利用者アンケートでは、89.8％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R1年度に改善した点

今後も相談支援や地域支援の充実を図る
とともに、地域の中核的な発達支援セン
ターとしての役割に努めていく。

R元年度目標

保護者からの相談状況を把握するため こども支援センター「大地」では子育て支
援エリア「ルピナス」と発達支援エリア
「マーガレット」が連携し、合同事業や夏ま
つりを実施した。

H30年度目標

3,880

141,372千円

①相談件数

②通所支援利用延べ日数

③地域支援延べ人数
こども支援セン
ター
運営事業（発達支
援）

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例 142,919千円 142,449千円

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

2.00 人

6,788千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員 0.00 人

4,411

3,970

期間 0.81 人
非常勤
特別職

2.00 人 R2年度目標

平成28年度～ 6,733千円

①4,411件

②6,277件

③543人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

24千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

発達障害者支援法、障害者基本法

自治事務 法定受託事務

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①３

②179人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

発達障害児等子
育て応援事業

0.01 人

3 3

障害児の支援を行う関係機関の職
員を対象とした研修会等を実施し、
参加者からは障害への理解や情
報共有が図れたことから、今後も
継続した開催の要望があり、一定
の成果があったと考える。

Ａ

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）根拠法令 R1予算現額

法定受託＋附加 120千円

目標設定の考え方・根拠

重要

2,263千円 臨時職員 R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため 発達障害に関する内容に特化せず、現場

のニーズに応じた内容で研修や情報交換
会を開催した。

目標達成済

241千円 123千円

H30年度目標 H30実績

医療的ケア児への支援については、対象
児童の把握も含め、関係機関による総合
的な支援体制の構築が求められており、
今後も継続して情報交換の機会等を設け
る必要がある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3

R1目標値が未達成の理由・分析

3

期間 0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成24年度～ 2,244千円 臨時職員 0.01 人

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害
児を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にし
た学習講座を行う。

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人

3

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H24年度～

H30決算額

障害児通所支援
事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

児童福祉法 1,104,102千円 1,087,631千円

事業の目的及び具体的な内容

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,029,133千円

①利用延べ日数

R1予算現額

H30予算現額

1,061,165千円

R1年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため
通所支援事業所等連絡会を２回開催し、
支援体制の充実や事業運営の適正化を
図った。また、適正な事業運営の一助とな
るよう、定期的に通所支援事務所を訪問
し、調査の実施を開始した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員

101,604

10,722千円 臨時職員 0.09 人

118,717

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

113,550

113,904

10,810千円

利用者自体は増加したが、一人当たり利用回
数が減少したため。121,008

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.09 人

①113,550日

R元年度目標 R1実績 通所支援事業所は年々増加しており、今
後も多くの利用者が見込まれる。また、複
数の事業所を利用する障害児もいること
から、事業実施に関する研修会や連絡会
を開催し、更なる質の向上と通所支援事
業所間の連携を図る。

1.29 人
非常勤
特別職

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害児相談支援
事業

根拠法令 R1予算現額

4,693千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数

①利用延べ人数R1決算額（見込み）

児童福祉法

17,258千円

Ｂ

相談支援事業所による利用計画の
作成等の支援により、課題の解決
や適切なサービスの利用に繋がっ
ており、必要な制度であると考え
る。

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 障害者自立支援協議会（相談支援部会）
との連携により、新規事業所（２ヶ所）が開
所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難な状況にある。
これを解消するために、障害者自立支援
協議会（相談支援部会）と連携し、更なる
新規事業所の開拓及び相談支援専門員
の確保に努める。

新規事業所が開設されたが、相談支援専門員
の一人当たりの受け持ち件数が増加傾向にあ
り、相談支援事業所の新規の受け入れが困難
なため

R1目標値が未達成の理由・分析

20,941千円 18,232千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 20,940千円

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

1,280 1,129

1,350

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 1,280 1,037

H24年度～ 4,738千円 臨時職員 0.09 人

0.09 人

①1,129人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどきめ細かい支援を行った場合に、障害児相
談支援給付費を支給する。

0.56 人

臨時職員

どのように貢献したか

事業所職員等向けの研修
会実施により障害への認識
を深めた。

どのように貢献したか

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に繋
げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

レスパイトケア事
業

根拠法令

期間

Ｂ

重症心身障害児等の受け入れも
あり、在宅の障害児の介護者等の
負担軽減が図れており、必要な制
度であると考える。

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実
施要綱、日中一時支援事業実施要綱

28,544千円 21,748千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3,321

R1年度に改善した点

①利用延べ人数

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため ショートステイ促進事業の助成対象者を拡
大し、在宅の障害児の介護者等の負担軽
減を図った。

R1予算現額

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

H30実績

ショートステイ促進事業対象者の利用が増加し
たが、日中一時支援事業は障害児通所支援事
業の利用により利用者が減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,572千円 19,500千円

R1目標値が未達成の理由・分析H30年度目標

18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、超重症心身障害
児のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,728

3,520千円 臨時職員 0.09 人

3,518

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

4,536

R1実績

平成27年度～ 3,491千円 臨時職員 0.09 人 3,912

①3,518人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

Ａ

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 49,954千円

R1目標値が未達成の理由・分析

自治事務

H30決算額

673

介護給付費事業
（障害児）

根拠法令

目標設定の考え方・根拠指標名

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

39,394千円

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため 居宅介護・短期入所等により家族等の介
護負担軽減が図れており、短期入所につ
いては利用件数の増加もみられた。

H30年度目標

649

目標達成済み

R1実績

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

660

46,496千円 42,714千円

①利用延べ人数

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

540

R元年度目標
18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、
事業所に対して介護給付費を支給する。

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 564
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,771千円 臨時職員 0.09 人

①673人

0.45 人

平成18年度～ 3,740千円 臨時職員 0.09 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

障害児地域生活
支援事業

根拠法令 R1予算現額

4,274千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費
支給事業実施要綱ほか

16,444千円 10,528千円

重要

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

障害児通所支援事業の利用を選択する世帯が
増加し、移動支援事業の利用者が減少したた
め。

12,766千円

各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

おむつ等の日常生活用具の購入
費助成や、社会生活上必要不可欠
な外出支援の実施により、障害児
の日常生活や社会参加の支援に
繋がっており、必要な制度であると
考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 16,900千円

R1目標値が未達成の理由・分析

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営
めるよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所への補助金の支給

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 228 188

臨時職員 0.09 人

①276人

②181人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

228 181

240

期間 0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成26年度～ 4,073千円 臨時職員 0.09 人

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

0.41 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～

H30決算額

24,398千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,052千円

身体障害児補装
具費支給事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり必要な制度である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 25,025千円

根拠法令

重要

R1年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
訪問等により一人ひとりの障害状況を適
切に把握し、適切な支給決定を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
に努めていく。

23,484千円

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 136 132

①利用延べ人数

①利用延べ人数

3,436千円 臨時職員 0.09 人

①150人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

146 150

162

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

3,408千円 臨時職員 0.09 人

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

補装具の使用により生活等
の能率向上につながる。

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

家族等の負担軽減に寄与し
ている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

家族等の負担軽減に寄与し
ている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.00 人

①3,671日

②53人

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

平成15年度～ 3,740千円 臨時職員 0.00 人

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50 53

就学前の障害児（主に身体障害）が日常生活や社会
生活を円滑に営めるよう、日常生活の基本的動作や
知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行い、
発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営で
あり、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等
自主事業も行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 54

3,352千円 臨時職員 R元年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析 １１．住み続
けられるまち

づくりを

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

児童発達支援事業所が増加傾向にあるな
か、今後は公立施設として利用者のニー
ズに応じたサービスを提供し、地域交流な
ど特色ある施設運営に努めていく。

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

平成29年７月に厚生労働省から示された
児童発達支援ガイドラインに基づき、家族
支援や移行支援に積極的に取り組むほ
か、関係機関との連携や地域との交流に
も取り組み、適切な運営の管理を行った。

50

かしの木学園運営
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み） ４．質の高い
教育をみん

なに児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例 76,894千円 74,547千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害児の日常生活における基本
的な動作の指導、知識機能の付
与、集団生活への適応訓練などに
より、子どもの発達・成長が見ら
れ、一定の成果があったと考える。
行事などには家族も多く参加した。

R1年度に改善した点

79,928千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

H30実績

H30決算額

目標設定の考え方・根拠

R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

通所支援について、保護者から概
ね満足いただいており、相談支援
についても一定の効果があったと
考えている。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、支援の向上に努め
る。

46,877千円

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R2年度目標

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,762千円

H30決算額 指標名

支援体制を変更し、受け入れ人数を増や
した。
園での開催行事について、個々の良い所
を活かし統合を図った。

H30予算現額

松原学園運営事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 50,993千円 48,722千円

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を
支援する。また、地域の障害児やその家族への相
談、地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援
事業を実施する。

14.77 人
非常勤
特別職

1.00 人 100.0% 100.0%

131,080千円 100.0%臨時職員 13.00 人

123,773千円 臨時職員 13.00 人

①7,859日

②47人

③41件

R元年度目標 R1実績
児童発達支援センターとして機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、さらなる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

期間 15.77 人
非常勤
特別職

1.00 人

S46年度～

支援体制を変更し、受け入れ人数を増やした
が、希望する日数での通所受け入れが出来な
かったため。

100.0% 93.6%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

79,966千円

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

難聴児補聴器購
入費助成事業

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

R1年度に改善した点

①助成件数

①助成件数 サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H30年度目標 H30実績

法定受託＋附加 880千円 714千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 880千円 848千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 9 10

目標達成済9 12

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,430千円 臨時職員 0.00 人

①12人

R元年度目標 R1実績

周知に努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成25年度～ 2,410千円 臨時職員 0.00 人 9

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

7,923千円

期間

平成25年度～

H30決算額

自立支援医療給
付事業（育成医
療）

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

障害を除去・軽減する手術等の医
療を受ける保護者の経済的な負担
軽減のために必要な制度であると
考える。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

①給付決定延べ人数 サービスの利用状況を把握するため こども福祉ガイドを活用するなど、わかり
やすい制度説明を行うとともに、市ホーム
ページへの掲載等の幅広い情報提供を
行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

4,820千円

①給付決定延べ人数

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

障害者総合支援法 12,123千円 4,094千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

身体に一定の障害があるか、治療しないと一定の障
害を残す18歳未満の児童で、手術等による確実な治
療効果が期待できる人を対象に、その医療費の自己
負担額を軽減するもので、健康保険の医療費が３割
から１割に減額され、所得により１割分に上限を設け
ている。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 78

3,325千円 臨時職員 0.00 人

70

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

83

83

目標達成済74

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,352千円 臨時職員 0.00 人

①83人

R元年度目標 R1実績

ケースワーカーを中心に、医療機関等と
連携しながら適切な治療が受けられるよ
う、児童の状況把握に努めていく。0.40 人

非常勤
特別職

どのように貢献したか

障害を除去・軽減する手術
等の医療を受けることで地
域社会で自立した日常生活
を営めるようになる。

どのように貢献したか

補聴器の使用により生活等
の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

より多くの児童に利用してもら
えるよう、受入れ人数を増やし
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ひとり親家庭自立
支援事業

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

R1年度に改善した点

①相談件数

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

面接時の聞き取り調査の際に、申請者の
生活スケジュールを作成させることで、資
格取得に向けた具体的なイメージを持た
せることができるようになった。

H30年度目標

法定受託＋附加 26,651千円 24,748千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

100.0% 100.0%

4,488千円

母子及び父子並びに寡婦福祉法 21,546千円 18,962千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

目標達成済100.0% 100.0%

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、そ
の自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.45 人
非常勤
特別職

2.34 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,771千円 臨時職員 0.04 人

①507件

②14,039千円

③240千円

R元年度目標 R1実績
相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談
（離婚前相談を含む）が増加している。今
後も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向け
た支援を行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.54 人
非常勤
特別職

2.10 人 R2年度目標

　　　H15　～ 臨時職員 0.00 人 100.0%

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

9,896千円

期間

Ｓ４４年度～

1.78 人

H30決算額

児童家庭相談事
業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の実績値は前年度より上
回り、目標値も達成しており、必要
な支援を提供できたものと考えて
いる。今後も関係機関と連携しな
がら、相談者や子どもに効果的な
支援を提供していく。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業
であるため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

個人ごとの台帳を世帯ごとに変更したた
め、世帯ごとの状況把握が、容易になっ
た。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9,381千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 13,806千円 13,026千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

3.90 人 1,300件

18,951千円 臨時職員 1,600件

目標達成済1,350件

5.50 人 R2年度目標2.28 人
非常勤
特別職

1,489件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,580件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

14,916千円 臨時職員

①953件

②387件

③240件

R元年度目標 R1実績

相談件数は、高い数字で推移している。ま
た相談内容や支援が困難な家庭が増えて
いることが課題。そうした中でより効果的
な支援を実施していくために、関係機関と
の連携強化を図りたい。

H30その他職員
従事割合

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや
家庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福
祉の充実を図るとともにその権利を擁護する。

期間 0.50 人 R2年度目標

Ｈ１２年度～ 32,084千円 臨時職員 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

31,760千円 臨時職員

①1,175人

②10世帯

③27回

事業の目標達成のためには、関係機関と
の連携を強化し、地域での見守りの体制
を図り、引き続き児童虐待の早期発見・早
期対応を目指していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3.86 人
非常勤
特別職

100.0% 97.0%

目標達成済

R元年度目標 R1実績

100.0% 100.0%

児童虐待防止対
策事業

根拠法令

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しなが
ら適切な支援を実施する。

3.79 人
非常勤
特別職

0.30 人

1,922千円

所沢警察署と合同の児童虐待防止の啓
発活動を実施。ダイア５市で同日同時刻
（11月１日13：00）に児童虐待防止のキャ
ンペーンを実施。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

2,981千円 2,297千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

虐待通告（30件）を受けた児童す
べて安全確認できており、児童虐
待の早期防止を図れたものと考え
ている。今後も関係機関や市民に
児童虐待の通告・情報提供を更に
周知していくなど、虐待の未然防止
に努める。

R1年度に改善した点

1,992千円

①児童の所属からの定期的情
報提供
②養育支援訪問実施世帯数
③個別ケース検討会議開催件
数

虐待通告を受けた対象児童の安全確認
虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最
優先であるため、安全確認の実績を指標とし、
目標値は100％とした。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

相談、支援の中で子どもの
福祉向上に努めた。

どのように貢献したか

ひとり親家庭等の資格取得
を支援し、生活状況の改善
を図った。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう



項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

第２章　子どもが大切にされるまち  第３節　子育て環境

R1その他職員
従事割合

300

H30～ 10,390千円 臨時職員 0.01 人

期間 1.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

13,408千円 臨時職員 0.00 人

①60施設

②36施設

R1正規職員
人件費

R1年度に改善した点

1.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 390

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。監査結果の公表
についても検討していく。

前年度指摘が無かった項目や類似する
項目等を削除及び統合し、指導監査を効
率的に実施した。また、施設からの要望
が多くあったことから、指導監査開始時間
の変更を行い柔軟に対応した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

390

目標達成済222

説明会形式の集団指導を行うとと
もに、各施設での実地指導を行うこ
とで、保育運営の質の向上を図る
ことができた。
前年度指摘の改善が浸透したこと
で、目標以上に指摘件数を減らす
ことができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

①集団指導参加施設数

②実地指導実施施設数

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

H30年度目標

R1実績

200

R1年度目標

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

創設・増改築のみならず、既存施設の定
員割り振り変更や定員弾力化の活用な
ど、待機児童の解消に向けたあらゆる手
段を検討・実施していく。
また、補完的に家庭における子育て支援
も検討していく。

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1決算額（見込み）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

教育・保育施設等
整備事業

根拠法令 R1予算現額

期間 1.73 人

こど
も政
策課

実施計画ランク

自治事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

既存施設の活用により、保育定員
を増加させ、目標以上に待機児童
数を減らすことができた。

R1年度に改善した点

増加した保育定員数

待機児童数
（翌年度４月１日時点）

待機児童の解消が事業目的であるため、待機
児童数を成果指標とする。

既存施設の保育定員拡大余地が年々減
る中で、積極的な声掛けや連絡・調整等
により、保育定員数の拡大を図った。

H30年度目標 H30実績

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市保育所等整備費補助金交付要綱 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合一

般

H30予算現額事業の種別

19,023千円

R1目標値が未達成の理由・分析

就学前児童の保育に係る待機児童を解消するため、
保育所等整備費補助金交付事業に基づき、保育園、
認定こども園、小規模保育事業所の創設、増改築等
を行う事業者に対して、施設整備の補助を行うととも
に、その他の待機児童対策も進めていくことにより、
保育の受入枠を増加し、安定した保育の提供を図
る。

2.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 10 14

目標達成済5 2

臨時職員 0.00 人

34人

R1年度目標 R1実績

0

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・
保育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正
な事業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び
当該給付費の支給の適正化を図る。

事業の目的及び具体的な内容

指標名

14千円 5千円

H9年度～ 14,380千円 臨時職員 0.01 人

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令 R1予算現額

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育施設等指
導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導監査実施要綱

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

7,647千円

0.92 人

-

H30正規職員
人件費

期間

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在園
し、市内に住所を定める園児及びその保護者のう
ち、幼児教育・保育の無償化による影響が少ない低
所得世帯及び多子世帯、または、無償化の対象とな
らない世帯を補助することで、①所得状況に関係なく
教育を受けられる機会を設けること、②多子世帯支
援による少子化対策、③幼稚園誘導による待機児童
解消を図ることを目的とする。

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金要綱

根拠法令

Ｒ１～

私立幼稚園等保
護者負担軽減補
助事業

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

13,813千円

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補
助金交付申請者数/交付対象者数

H30予算現額

R1予算現額

20,019千円

-

目標設定の考え方・根拠

Ａ

補助条件を満たす対象者の94%か
ら申請があったことから、事業の周
知は図られている。

R1年度に改善した点

交付対象者全員が申請し、補助金交付を
受けることが出来るよう、周知方法や文書
を見直していく必要がある。

対象となる全ての児童及びその保護者が、幼
稚園や幼稚園類似施設の利用にあたり、所得
やこどもの人数を理由に教育を受ける機会をあ
きらめることのないような環境づくりを目標とす
る。

令和元年度に開始した事業のため、特に
なし。

保護者ごとに申請書を直接送付したが（市外転
出者含む）、返信がない対象者がいたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

- 臨時職員 -

H30年度目標

-

H30実績

R1その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

①262人

②43人

③

R元年度目標 R1実績

①新制度未移行幼稚園に在籍し、
補助条件を満たす満３歳児以上の
児童数（令和２年３月末現在）
②幼稚園類似施設に在籍し、補助
条件を満たす満３歳児以上の児童
数（令和２年３月末現在）
③

94.0%

100.0%

100.0%

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.10 人臨時職員

どのように貢献したか

低所得世帯及び多子世帯
に対して、児童の育成にか
かる費用の一部を補助する
ことにより、幼児教育の振
興を図った。

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、多
くの子どもが、質の高い保
育を受けられるようになる。

どのように貢献したか

待機児童数が減ることで、
より多くの子どもが適切な
保育を受けられることとなっ
た。

３．すべての
人に健康と福
祉を

４．質の高い
教育をみん
なに

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

根拠法令 R1予算現額

-

- ①３歳児クラス以上の施設等利
用給付認定等児童数（令和２年
３月末現在）
②住民基本台帳上の３歳から５
歳の児童数（平成31年４月１日
現在）
③

子育てのための施設等利用給付認定及
び子どものための教育・保育給付認定児
童数（３歳児クラス以上）/住民基本台帳
上の３歳から５歳の児童数

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

子育てのための施
設等利用給付認
定事務

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績
Ａ

住民基本台帳上の対象児童の内、
96.8％の児童が施設等利用給付
認定を受けており、制度の周知が
図られている。

R1年度に改善した点

制度を活用し、対象となる全ての児童が幼稚園
や保育施設等を利用できることを目標とする。 令和元年度に開始した事業のため、特に

なし。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と福
祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

施設等利用給付認定の対象外となる企業主導
型保育施設や幼稚園類似施設などを利用する
児童が、一定数いると考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

４．質の高い
教育をみん
なに子ども・子育て支援法 14,986千円 13,311千円

H30正規職員
人件費

R元年度目標 R1実績

他の自治体との転出入の際の無償化対
象施設の継続利用において、認定申請が
漏れることがある。転出入の際の手続き
について、チラシ等を活用し周知を徹底す
る。

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型に抜本的
に変えることを目的として、令和元年10月から実施さ
れる幼児教育・保育無償化に関し、円滑な実施に向
けて認定等移行事務を行う。

-
非常勤
特別職

-

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8,173人 7,919人
幼稚園の保育料を無償化
することにより、質の高い幼
児教育を受けやすくなった。

8,000人

臨時職員 -

①7,919人

②8,173人

③
期間 1.45 人

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 12,052千円 臨時職員 1.45 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市來　広美

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 0.90 人

根拠法令 R1予算現額
成果目標の目標値に、達成できて
おり、令和２年度目標についても業
者選定に向けてスケジュールどお
り進めており、目標達成する見込
みである。

107,849千円
①対象園数

②給食数

③

委託実施園数

公立保育園のうち、栄養士が配置されている10
園の給食調理業務の委託化を３期に分けて実
施
Ⅰ期：平成28年度　２園
Ⅱ期：平成30年度　４園
Ⅲ期：令和２年度　４園

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 107,849千円

H30決算額

所沢市定員管理計画 109,726千円 109,726千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点指標名

業者選定における審査基準の見直しを
行った。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

予定していた10園（３期分）の委託化が完
了している。残る９園については、園の施
設状況や委託側の人材確保体制を鑑み
ながら取り組んでいく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

市立保育園における給食調理業務においては、現
業職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様
な対応が求められている。このため、安心・安全な給
食を将来的に安定して提供し、保育の一環である食
育の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の
調理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携し
て行う食育活動を行う。

1.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 6園 6園

9,386千円 臨時職員 0.15 人
①10園

②1,574食

③

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

10園 10園

H28年度　～ 7,481千円 臨時職員 0.15 人 10園

保育園給食調理
業務委託事業

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

特定教育・保育施
設等保育の質改
善費補助事業

根拠法令 R1予算現額

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助
金交付要綱

303,730千円 301,586千円

目標設定の考え方・根拠

①補助実施施設数

②

③
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

補助実施施設数
補助金の趣旨や制度を理解してもらい、市内の
対象施設全てに実施してもらうことを目標とす
る。

交付決定率を変更することにより、変更交
付決定を省略することができる施設が増
加し、事務の簡略化を図った。
また、民間保育士合同説明会において、
補助事業についてPRした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 309,406千円 291,568千円

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、
職員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補
助金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補
助限度額による。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 66施設 64施設

66施設

5,112千円 臨時職員 0.15 人
①66施設

②

③

R元年度目標 R1実績

保育士確保や保育の質を改善するため、
制度の周知を図っていくとともに、国や県
の補助制度を活用し、補助金メニューや
金額の見直しを行う。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

66施設

67施設

Ａ

補助対象施設の全てに補助金を
交付した。保育の質改善のため、
引き続き補助事業を行っていく。

期間 0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H27年度　～ 4,738千円 臨時職員 0.15 人

H30決算額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1決算額（見込み）根拠法令 R1予算現額

R1実績

引き続き事業周知に努めるとともに、適正
な支給事務を行っていく。

R1年度に改善した点

①支給人数

②支給金額

③

支給率（支給件数÷請求件数×100）
全ての支給対象者に滞りなく支給する必要が
あるため、支給率を指標とする。 広く市民に事業周知するため、リーフレッ

トを作成し、市内保育施設等で配架した。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度に開始した事業である
ため、広く市民に周知していく必要
がある。

H30その他職員
従事割合

目標達成済100.0% 100.0%

H30実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

0千円

非常勤
特別職

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

子育てのための施
設等利用給付事
業 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

Ａ
0.00 人

子ども・子育て支援法 26,488千円 4,513千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R元年度目標

Ｒ１～ 9,559千円 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①147人

②4,179千円

③
100.0%臨時職員

期間 1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型に抜本的
に変えることを目的として、「保育の必要性の認定」を
受けた３歳児クラスから５歳児クラスまでの子どもと、
０歳児クラスから２歳児クラスの住民税非課税世帯
の子どもを対象に、認可外保育施設等の利用料を無
償化する。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

保育の必要性がある子ども
の保育施設等の利用料を
無償化することで、経済的
負担の軽減を図った。

４．質の高い
教育をみん
なに

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

３．すべての
人に健康と福
祉を

１．貧困をなく
そう

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

３．すべての
人に健康と福
祉を

子育てのための施
設等利用給付事
業

根拠法令

-

４．質の高い
教育をみん
なに

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

R1決算額（見込み）

目標達成済

①施設等利用給付１号認定を
受けた人数

②施設等利用給付を受けた人
数

③

施設等利用給付を受けた人数/施設等利
用給付１号認定を受けた人数

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

令和元年10月からから実施となっ
た幼児教育・保育の無償化による
施設等利用給付事業は、事業者向
け説明会の開催、広報やホーム
ページ、案内文書の配布等の周知
を行い、大きな混乱もなく給付する
ことができた。

R1年度に改善した点

施設等利用給付認定を受けた保護者が、対象
となる給付費を漏れなく受給できることを目標と
する。

令和元年度に開始した事業のため、特に
なし。

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

３．すべての
人に健康と福
祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 -

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

４．質の高い
教育をみん
なに

子ども・子育て支援法、所沢市施設等利用費の支給
に関する要綱

698,720千円 629,444千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30年度目標 H30実績
Ａ

R元年度目標 R1実績
施設等利用給付費のうち、入園料、預か
り保育利用料については、保護者から請
求することとなっているが、請求期限等に
ついて、周知徹底し、請求漏れのないよう
取り組む。

令和元年10月から実施された幼児教育・保育の無償
化により、子育てのための施設等利用給付認定を受
けた者に対し、施設等利用給付費を支給する。

・新制度未移行幼稚園の保育料・入園料（月額上限
25,700円）
・預かり保育利用料（月額上限11,300円）

-
非常勤
特別職

-

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0% 幼稚園保育料について、法
定代理受領にすることによ
り、保護者の経済的負担を
軽減することにより、幼児教
育の振興を図った。100.0%

臨時職員 -
①4,245人

②4,245人

③
0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 17,455千円 臨時職員 0.20 人

期間 2.10 人
非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

-

R1予算現額



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　小山　貴之

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

児童福祉法・所沢市放課後児童 R1予算現額

最優先 自治事務

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全
育成事業（民設民
営児童クラブ）

根拠法令

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する
基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているも
のの、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著し
い緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区
において保護者が労働等により昼間家庭にいない小
学校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや
生活の場を与えて児童の健全育成を図る。

前年度に、対象小学校区外に児童クラブ
を設置し、全児童を送迎することを提案し
た事業者があったため、「原則として対象
小学校区にクラブを構えること」を追加し
た。また、サクラタウン児童クラブが７月開
所予定だったため、委託要領の委託の期
間を「原則として４月１日から」とした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績
児童クラブの利用者は年々増加傾向にあ
る。児童クラブにおける狭隘化や大規模
化、待機児童の発生が著しい緊急性の高
い小学校区に対し、即効性の高い本事業
を継続して実施する。

R1年度に改善した点H30予算現額 H30決算額

法定受託事務 法定受託＋附加 56,517千円 55,618千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化
等が著しい緊急性の高い小学校区への対策を
目的とするため、確保した供給量を指標とす
る。目標値としては、前年より１クラブ増やした
定員（定員40人/１クラブ）とした。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学校
区を対象に、民設民営児童クラブ
を開所している。平成28年度に１か
所、平成29年度は２か所、平成30
年度は２か所、令和元年度は１か
所の計６か所を開所し、定員245人
を確保し、当該小学校区において、
一定の成果を挙げていると考え
る。
さらに、緊急性の高い２ヶ所の小学
校区に対し、令和２年４月及び７月
に民設民営児童クラブを開所する
ための準備を行った。

R1決算額（見込み）

69,319千円

0.46 人
非常勤
特別職

205人

H30年度目標
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

205人

3,855千円 臨時職員
①６クラブ

②13小学校区

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

245人 245人

325人

Ａ

指標名 目標設定の考え方・根拠

68,856千円

期間 0.54 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成27年度～ 4,488千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

Ｃ

R1決算額（見込み）

重要 自治事務 法定受託事務 当該事業は、放課後における留守家庭児童の
健全育成を図ることが目的であるため、事業の
質の維持と向上の視点から、児童クラブ人数の
適正化率（大規模児童クラブの解消）を指標と
する。

新たに１ヶ所の民設民営児童クラブの開
所により、40人の定員増を確保した。こば
と、つばき、わかば、すみれ児童館の施設
改修を実施し、生活クラブの定員を72人
拡大した。

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学６年生ま
でに拡大したこと等により、利用者が継続的に
増加しており、当該事業における供給量が追い
付いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

児童クラブ運営事
業

根拠法令 児童福祉法、所沢市放課後児童 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加 337,760千円 331,262千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

放課後児童健全育成事業の設備を及び運営に関す
る基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条例　他

354,025千円 354,025千円

①放課後児童支援員研修会参
加のべ人数

②児童クラブ数

③児童クラブ登録人数

10,894千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

100.0% 64.0%

100.0% 73.0%

臨時職員 0.30 人
①59人

②31クラブ

③2,102人

R元年度目標 R1実績
児童クラブにおける供給量の確保が課題
である。
引き続き、民設民営児童クラブの新設や
児童クラブの施設整備、児童館生活クラ
ブの定員拡大等の対策を進め、供給量の
確保に努める。

100.0%

児童クラブ人数の適正化に向け、
民設民営児童クラブの新設や児童
クラブの施設整備、児童館生活ク
ラブの定員拡大等の対策を進めて
いるものの、利用児童数はその対
策を上回り増加している。
その結果、約３割の児童クラブが
大規模児童クラブという状況である
ことから、まだまだ目標に達してい
ないと考えている。

R1年度に改善した点

児童クラブ人数の適正化率（大規模児童
クラブの解消）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員 0.30 人

H30予算現額

児童クラブ施設整
備事業

根拠法令 児童福祉法・所沢市放課後児童 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全
育成を図る。

1.30 人

期間 1.10 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47,887千円

昭和43年度～ 9,143千円

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

1.17 人

期間

健全育成事業の設備を及び運営に関する基準を定
める条例・所沢市立児童クラブ条例　他

放課後児童に対し、授業の終了後や長期学校休業
日に適切な遊びや生活の場を提供するために、児童
クラブを整備する。

指標名 目標設定の考え方・根拠

次年度以降、学校施設を活用した児童ク
ラブ整備を計画的に実施するため、対象
となる児童クラブを検討を行った。8,293千円 8,106千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

児童クラブ人数の適正化率(大規模児童
クラブの解消）

入所を希望する児童が大幅に増加していること
や、平成27年度から対象年齢を小学６年生ま
でに拡大したこと等により、利用者が継続的に
増加しており、当該事業における供給量が追い
付いていない状況である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

①施設修繕件数

②

③

当該事業は、放課後児童に対し、適切な遊び
や生活の場を提供するため、児童クラブにおけ
る施設整備を行うことが、児童クラブ人数の適
正化率（大規模児童クラブの解消）を指標とす
る。

46,658千円

非常勤
特別職

100.0% 64.0%

①31件

②

③

R1実績臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

0.70 人
非常勤
特別職

R2年度目標

現在、課題となっている児童クラブの大規
模化、施設の老朽化の改善に向け、各児
童クラブの現状に応じて、「所沢市放課後
児童対策実施方針」に従い、効率的かつ
効果的な施設修繕を実施する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 73.0%

Ｃ
R1目標値が未達成の理由・分析

富岡児童クラブの規模の適正化に
向けて、学校施設を一時利用する
方向で関係各課と調整を済ませ、
次年度整備のための設計・予算措
置を行った。また、椿峰児童クラブ
用地について土地所有者から早急
な返還を求められたため、代替施
設の検討と仮施設への移転を行う
とともに、学校施設を児童クラブに
改修するための設計・予算措置を
行った。
約３割の児童クラブが大規模児童
クラブという状況であることから、ま
だ目標に達していないと考えてい
る。

R1年度に改善した点

9,805千円

昭和43年度～ 5,818千円 臨時職員 100.0%

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 21.14 人

H30正規職員
人件費

障害児保育事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値に、ほぼ達成で
きている。発達に特徴を持つ児童
に対し、集団活動の中で支援がで
きることが成果と言える。

R1年度に改善した点

対象児童数
混合保育の申請（在園児の中で混合保育への
移行を含む。）及び幼稚園における対象児童
は、前年度と同数程度と見込まれる。

混合保育児童や、発達に特徴を持つ児童
に対し、支援の仕方を学ぶための研修会
の開催や、障害児専門相談員による巡回
指導を実施をしている。令和元年度は延
べ1,286名の支援をおこなった。

H30年度目標

272人

公立保育園混合枠の申請児童数が減少したた
め、受け入れ児童数も減少し、目標値には達し
なかったが、民間保育園・幼稚園の補助対象
児童数は、前年度より増加した。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 209,978千円 199,791千円 ①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園・幼稚園の補助
対象児童数

③受け入れ施設数事業の目的及び具体的な内容

指標名

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

203,531千円 201,525千円

H30決算額

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進され
ると判定された児童、②民間保育園、認定こども園・
民間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結
果、補助金の交付が適と判定された児童を対象と
し、対象児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児
担当保育士等の雇用費として支給する。

21.77 人
非常勤
特別職

1.00 人 275人

270人 267人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

182,433千円 臨時職員 48.96 人

①87人

②180人

③48

R元年度目標 R1実績

混合保育では、年々、内臓疾患を持つ児
童の相談が増加している。専門性を持っ
ての審議・対応が必要とされる。保育士不
足により、民間園での混合保育の受け入
れが減少している。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

2.00 人 R2年度目標

H3年度　～ 175,716千円 臨時職員 44.41 人 270人

どのように貢献したか

施設に対し補助金を交付す
ることにより、障害のある場
合でも等しく教育・保育が受
けられる。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

児童クラブの老朽化に伴う
修繕や、規模の適正化を行
うことは、児童の生活環境
の向上につながる。

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して過
ごせる場を提供することで、
児童の健全育成と、保護者
の就労の支援につながる。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

４．質の高い
教育をみん
なに

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して過
ごせる場を提供することで、
児童の健全育成と、保護者
の就労の支援につながる。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

H30決算額 指標名

放課後こども健全
育成基本方針推
進事業

法定受託事務 法定受託＋附加

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令

重要 自治事務 304千円

Ｂ

各重点事業において、概ね目標を
達成していると考えているものの、
「放課後子ども総合プラン推進事
業」については、成果として実現で
きていない状況であり、今後、取り
組みを加速させていく必要があると
考える。

R1年度に改善した点

重点事業達成率

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推
進するためには、本基本方針の第２期事業計
画における６重点事業を達成していくことが重
要である。そのため、各重点事業の達成率を指
標とする。

量の見込み策定にあたり、国が示した２つ
の算出方法のうち、これまでのアンケート
調査に基づく算出方法ではなく、新プラン
（前年５歳児の保育園等の申込者をベー
スとする）により算出した。

H30年度目標

６重点事業のひとつである「放課後子ども総合
プラン推進事業」において、新たな放課後子供
教室の新設、放課子供教室と放課後児童クラ
ブの連携が実現していない状況であり、当該事
業の達成率が低くなったことから、本事業の達
成率に影響が生じた。

100.0%

100.0%

280千円
①協議会の開催数

②

③

R1予算現額

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

次世代育成支援対策推進法 304千円 269千円

H30実績

所沢市放課後こども健全育成基本方針の６つの重
点事業の計画期間が令和元年度で終了となるため、
新たに令和２年度から５年間を計画期間として見直し
を行うとともに、基本方針に位置付けられた事業の進
捗管理を行う。
また、子ども子育て支援事業計画における放課後児
童健全育成事業の量の見込み等の策定を行う。

0.30 人
非常勤
特別職

100.0% 81.5%

66.7%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,514千円 臨時職員
①３回

②

③

R元年度目標 R1実績

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するとと
もに、答申を受けて更なる充実を図る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.50 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成22年度～ 4,156千円 臨時職員

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の
３つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図るこ
とによって、より効果的、効率的な放課後対策の検
討を進める。

0.24 人

2,011千円

平成23年度～

H30決算額 指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,532千円 8,532千円

R1決算額（見込み）

子ども・子育て支援法 8,611千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の３つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数
を指標とする。

教育委員会所管の放課後子供教室（ほう
かごところ）に係る費用と比較して、中富
小放課後広場の委託料は高額であるた
め、委託料の減額について検討を行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①放課後児童対策一体運営事
業利用数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

H30実績

非常勤
特別職

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の３つの事業を連携する上で生
じる課題を整理し、各関係機関への働き
かけを進める。併せて、放課後子供教室
の新設については、教育委員会と連携を
し、方向性について検討していく。

R1目標値が未達成の理由・分析

新たな放課後子供教室の設置に係る相談を受
けている小学校区はあるものの、放課後児童
対策一体型及び連携型として実現につなげる
ことができなかったため。

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

放課後子供教室の新設に関する
相談を受けているものの、実現に
至っておらず、目標達成に向けて
成果が出ていない状況であると考
える。

根拠法令

8,611千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

3小学校区 2小学校区

2小学校区

3小学校区

臨時職員

①133人

②183日

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3小学校区

期間 0.23 人
非常勤
特別職

R2年度目標

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名

6936人

臨時職員

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1決算額（見込み）

所沢市立児童クラブ条例 43,828千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

52,620千円

R1年度に改善した点

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯
や低所得世帯に対する子育て支援を図ること
を目的としているため、のべ対象児童数を指標
とする。

児童クラブが市に減免関係書類を提出す
る際に不備が見受けられたため、是正の
ための周知を行った。

H30実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就
業できるよう、本事業を継続し、子育て世
帯の支援を図る。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

本事業について、遺漏なく対象者
に周知されていることから、成果指
標の目標値を概ね達成し、一定の
成果を挙げられていると考えてい
る。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 47,580千円 43,240千円

のべ対象児童数

非常勤
特別職

6292人

4,525千円 臨時職員 0.30 人

①44クラブ

②10団体

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

7536人 6294人

非常勤
特別職

R2年度目標

平成26年度～ 5,652千円 臨時職員 0.00 人

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯
の支援を図るものである。

0.54 人

期間 0.68 人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R1正規職員
人件費

1,912千円

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の
経済的負担を軽減し、子育
て世帯を支援した。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の連
携により、保育の質の更な
る向上や、運営の効率化に
つながる。

１０．人や国
の不平等を
なくそう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

６重点事業の達成に向け協
議を行い、放課後児童対策
の充実を図った。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

第２章　子どもが大切にされるまち  第４節　青少年健全育成
SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

期間
非常勤
特別職

R2年度目標

H24年度～ 7,813千円 臨時職員 342,000人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童館
運営の適正を確保する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

382,000人 342,861人

0.94 人

Ｂ
18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じ
て健康増進及び情操を豊かにするとともに、安全な
居場所を提供する。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを
支援する。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期
学校休業日等に適切な遊び及び生活の場を提供す
る。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービス
のさらなる向上を図るとともにコストの削減を図る。

0.97 人
非常勤
特別職

370,000人 381,207人

8,129千円 臨時職員

①341日

②1,018事業

③742人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例 435,576千円 398,176千円

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

平成31年度に３館が指定管理を更新し、
半数以上の児童館が２度目の指定管理で
運営された。継続事業のほか新たな独自
事業に取組んでいる。

児童館運営事業

指標名 目標設定の考え方・根拠H30予算現額 H30決算額

新型コロナウイルス感染防止によ
る利用自粛もあり、利用者数は減
少したが、各館の事業等の取組み
により、一定利用数は確保してい
ると考える。

428,240千円 377,568千円

①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

選挙会場となったことや祝日により休館日が多
めで、利用者の減少があった。
３月は、新型コロナウイルス感染防止のため、
利用の自粛をお願いしていた。

平成15年度～ 332千円 臨時職員 45回

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50回 42回

期間 0.04 人
非常勤
特別職

R2年度目標

非常勤
特別職

52回 49回

754千円 臨時職員

①83人

②

③

R元年度目標 R1実績

H30年度目標 H30実績
ふれあいタウン事
業

根拠法令

特になし

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域社
会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込ま
れるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環境
浄化を目的とする。
所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェル
スに委託して実施している。

0.09 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

①ガーディアン・エンジェルス延
べ活動人数

②

③

商店街の巡回回数R1予算現額 R1決算額（見込み）

1,452千円 1,452千円

前年に引き続き、青少年育成推進員の研
修の一環として、夏休み前にガーディア
ン・エンジェルスの活動に同行して、パト
ロールを体感した。

1,439千円 1,439千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

経験豊富なガーディアン・エンジェ
ルスメンバーが所沢駅周辺を週末
定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を実施することは、町
の風紀維持に大変効果があると考
えている。
また、青少年育成推進員の研修の
一環として、推進員がパトロールに
同行して活動のノウハウについて
レクチャーを受けるなど、青少年団
体への好影響も大きいと考えてい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

報告内容を関係課に送付するなどして、さ
らに環境浄化に努める。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅周辺の環境浄化を目的としているので、
その巡回回数を指標としている。

R1目標値が未達成の理由・分析

通常、所沢支部の１名が街頭活動を行っている
ため、事情により実施できない場合がある。
新型コロナウイルス感染防止のため、３月の活
動について自粛した。

H30予算現額

重要

期間 R2年度目標

平成年度～ 臨時職員 0.20 人 3200個

臨時職員 0.15 人
①71団体

②243人

③13人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.21 人
非常勤
特別職

1,746千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

効果的な啓発活動を行うため、実施の方
法等の改善に努めたい。

3200個 目標達成済

H30その他職員
従事割合

H30実績

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥ること
なく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する社会
環境を地域社会が主導して創っていくよう、市民全体
に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に係る
街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主催に
より、関係団体の協力を得ながら実施する。

0.25 人
非常勤
特別職

3000個 3000個

3000個

2,095千円

配布時間を各回10分間延長し、配付数を
増やした。

400千円 361千円
①街頭啓発活動に協力した延
べ団体数
②街頭啓発活動に協力した延
べ人数
③街頭啓発活動に協力したジュ
ニア推進員延べ人数

R1決算額（見込み）

400千円 392千円

R1目標値が未達成の理由・分析

啓発物配布数

H30年度目標

重要 自治事務

青少年健全育成
広報・啓発活動事
業

特になし

Ａ

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する協調月
間に合わせて本市の青少年健全
育成に関わる各団体の協力を得て
活動を行うことは、大変有意義で効
果があると考えている。

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠 R1年度に改善した点

青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

1,746千円 臨時職員 0.20 人

H30予算現額

R1予算現額

H30決算額

R1その他職員
従事割合

4.0% 2.4%

4.0%

期間 0.21 人
非常勤
特別職

R2年度目標

非常勤
特別職

5.0% 3.9%

2,095千円 臨時職員 0.15 人
①141件

②460件

③

R元年度目標 R1実績

264千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の
割合

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 330千円 268千円

R1年度に改善した点

家庭の日を認識してもらうことを目的に作文を
募集しているので、その応募数を指標とする。 表彰式受付時の場所の配置を変え、混雑

を緩和した。

応募数が、小学生、中学生共に昨年度より減少
した。中学生の減少率が大きい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

引き続き、校長会で作品応募の依頼をし
たり、公共施設等にポスターを掲示するこ
とにより、応募数の維持、増加に努める。

H30決算額 指標名

「家庭の日」推進
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

作文応募数は、年により変動はあ
るが、一定数の応募数はあると考
えている。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 330千円

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤であ
る家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭におけ
る青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校３年生から中学校３年生を対象に、家庭
を基盤として青少年が未来に向けて考えていること
（夢・希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優秀
作品を選考して、優秀者の表彰を行う。

0.25 人

R1正規職員
人件費

昭和48年度～

どのように貢献したか

乳幼児とその保護者、小中
学生の居場所作りとして貢
献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

毎週継続した活動により、
町の風紀を維持している。

どのように貢献したか

年に2回の活動を継続して
いることで、市民全体が青
少年の育成に関心を持ち、
地域形成につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

作文により自分の家庭を考
え、またそれを読んだ人も
家庭について考える機会を
持ったことに貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

期間 0.09 人 R2年度目標

Ｓ４９～ 748千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①18件

②656人

③

R元年度目標 R1実績

大型テントが老朽化しているため、令和元
年度に３基買い替えた。令和元年以降、
計６年かけて買い替える予定である。

R1その他職員
従事割合

30張 31張

非常勤
特別職

非常勤
特別職

30張 26張

目標達成済

臨時職員

30張

キャンプ用品等貸
出事業

根拠法令

所沢市「緑に親しむ運動」キャンプ用具の貸出要綱

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

市内青少年に緑と土と太陽に親しませ自然の中での
集団活動を通じて、心身の健全な発達を図るため
キャンプ用具を貸し出す。

0.08 人

670千円

R1正規職員
人件費

0千円

テントを貸出時と同じように返却してもらえ
るように、絵図を作成して示した。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

370千円 299千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

年によって変動はあるが、概ね貸
出数はあったと考えている。

R1年度に改善した点

0千円
①利用件数

②利用延人数

③

テント利用延数
自然の中での集団活動を目的のため、テントの
貸出数を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 R2年度目標

昭和40年度～ 249千円 臨時職員 10人

10人 7人

10人 高校生を含め、事業に関わる人員の確保
が課題と考えている。
市や関係機関の広報誌などの活用により
周知を図りたい。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8人

0.03 人
非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接し、
その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青少
年育成に資するために、補助金を交付している。
当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活動
を通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リーダーを
含めた異年齢同士の交流を目的に事業を実施してい
る。

0.11 人
非常勤
特別職

922千円 臨時職員 R元年度目標

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 72千円 72千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1決算額（見込み）

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談
員協議会補助金交付要綱

72千円

R1年度に改善した点

人員の確保に苦労していることから、市の
ホームページにも情報を掲載している。

新任相談員が令和元年５月に１名増員となった
が、他にいない。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①14回

②86人

③

限られた人員の中で、自主事業等
を着実に実施して、青少年の健全
育成に貢献していると考える。

72千円

R1実績

①活動実施回数

②自主事業参加延べ人数

③

相談員の登録人数
青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、ひいては青少年の健全育成に資するこ
とから、相談員の数を指標としている。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

青少年相談員協
議会補助金

根拠法令 埼玉県青少年相談員設置要綱・ R1予算現額

期間 0.84 人
非常勤
特別職

R2年度目標

昭和48年度～ 6,982千円 臨時職員 0.09 人

0.05 人
①25件

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3000人 2348人

2400人

H30年度目標 H30実績

青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的事業
の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に対し、
その財源として補助を行う。
広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体
の活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.75 人
非常勤
特別職

3600人 2955人

6,285千円 臨時職員

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,850千円 5,850千円

R1決算額（見込み）

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市
補助金等交付規則

H30その他職員
従事割合

本団体は、本市の青少年健全育成
にかかる中心的役割を担っている
団体であり、歴史も古く、市全域へ
の影響が大きい。歴史を重ねる各
スポーツ大会の実施やふるさと意
識の醸成に資する「所沢郷土かる
た」を用いた事業など参加者も多く
優良な事業を実施するほか、青少
年の非行防止・健全育成を目的に
街頭啓発活動を中心になって実施
するなど、本市の青少年健全育成
に大変貢献している。今後も交付
金の補助額は維持しながら、市は
同団体と連携して青少年健全育成
に取り組みたい。

R1年度に改善した点

総会終了後に各部会を行い体制を整え、
令和元年度の事業を有意義に進めた。
かるたの在庫管理について徹底を図っ
た。

全体的に参加者が減少しているが、令和元年３
月28日実施予定の卓球大会が、新型コロナウ
イルス感染防止のため中止となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

部会が中心となった組織運営の実施に向
けて、継続的に部会内の意見交換等を実
施する必要がある。

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

5,850千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数

②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事
業を行うので、代表的な事業であるスポーツ大
会への参加者数を指標とする。

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

青少年育成所沢
市民会議交付金

根拠法令 R1予算現額

5,850千円

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

優先 自治事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

子ども会の異年齢集団による様々
な遊びや生活体験・自然体験に
は、子どもたちが協調性や自己決
定能力等を獲得する効果が期待で
きる。その活動を支える子ども会育
成会活動は、地域の人々が子ども
の健全育成に携わることを主眼と
しており、地域の教育力向上に寄
与している。今後も、本事業を通じ
て子ども会活動を支援していく。

2,427千円

R1決算額（見込み）

R1その他職員
従事割合

15,744

R1年度に改善した点

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加しても
らえるよう、各小学校区の子ども会会員数を指
標とした。 子ども会育成会の経験者を子ども会育成

者研修会の講師とした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績 地域の実情も著しく変化する中、各校区
子ども会育成会役員の負担も大きくなって
いるため、負担軽減のためにどのような支
援が必要かを検討・工夫していく。また、
所沢市子ども会育成会連絡協議会の活
動が充実したものとなるよう、継続して支
援を実施する。

R2年度目標

法定受託事務 法定受託＋附加 2,589千円

R1予算現額

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢市子
ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱

2,588千円 2,506千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会参
加者数
③子ども会育成者研修会の参
加者数

14,400 15,311

2,598千円 臨時職員 0.00 人
①414人

②57人

③42人

14,400
R1正規職員
人件費

14,400

期間 0.37 人
非常勤
特別職

0.15 人

子ども会育成事業

根拠法令

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ど
もたちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に
基づく地域の子ども会活動の振興を図るために校区
を単位にその支援を行う。また、各校区子ども会育成
会相互の連携・情報交換・研修及び広域的な事業を
行いながら、各校区子ども会育成会を支援している
所沢市子ども会育成会連絡協議会に対しても支援を
行う。

0.31 人
非常勤
特別職

0.15 人

昭和48年度～ 3,075千円 臨時職員 0.00 人

どのように貢献したか

活動を通じ、学校や学年を
超え、異年齢同志の交流を
経験することに貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

キャンプ用品を提供するこ
とで、集団活動を行いやすく
貢献した。

どのように貢献したか

広く市全域においてのス
ポーツ大会やかるたによる
青少年の郷土理解に貢献し
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 法定受託＋附加 180千円 180千円

①部隊数
②団員加入人数

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

180千円 180千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務

H30決算額 指標名

法定受託事務

Ｂ

補助団体の年間事業数（件）

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての
事業が活発に行われることを期待して活動を支
援しているため、団体の年間事業数を指標とす
る。

300 256

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を中止したため。

300

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

670千円 臨時職員 0.00 人

①18部隊

②190人

各団の活動場所を確保するため公共施設
利用等の支援を行った。

H30年度目標 H30実績

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

期間 0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

青少年団体活動
助成事業

R1決算額（見込み）

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、
ガールスカウト補助金交付要綱

自然・社会体験学習や異年齢交流の場として、市内
で活動するボーイスカウト（2団体）及びガールスカウ
ト（2団体）に対して、青少年活動が活発に行われるこ
とを期待して、補助金を交付しその活動を支援する。

昭和50年度～

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウトの活動意義は
大きく、行政との連携は必要であり、今後
とも必要な支援を継続していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

289

3,264千円

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

成果指標の目標値はやや下回っ
ているが、各団はキャンプなど野
外活動の実施を中心に様々な活
動を行うとともに、市民文化フェア
や市民フェスティバル等での奉仕
活動なども行っており、本市の青少
年健全育成への貢献度は高い。ま
た、公民館等で行われる地区文化
祭にも積極的に参加しており、地
域のコミュニティ機能が変容し地域
の教育力低下が指摘されている
中、市内でのボーイスカウト・ガー
ルスカウトの活動意義は大きく、今
後も活動支援を継続していく。

H30予算現額

0千円 臨時職員 0.00 人

社会教育法、
所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付要綱

300

H30決算額 指標名

0千円

H30予算現額

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1年度に改善した点

0.53 人

4,405千円

3,095千円

①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募作品数
③事業の参加者延べ人数

青少年教育の振興を図ることを目的とし、こどもたち
の感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など様々
な事業を行う所沢こどもルネサンス実行委員会に補
助金を交付して活動を支援するとともに、開催報告集
の作成等を行う。

0.43 人

重要 自治事務

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

平成2年度～

期間

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

3,603千円
①26日

②3517点

③5442人

市内児童・生徒の事業参加率（％）

30.0%

R1正規職員
人件費

H30正規職員
人件費

H30実績

R1予算現額 R1決算額（見込み）

法定受託事務 法定受託＋附加

0千円

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すた
め、市内児童・生徒数に占める参加率を指標と
し、前年度実績以上の参加率を目標値とした。

学校にも本事業を理解して協力をいただ
き、多くの子どもたちに参加してもらうため
に、新たにチラシを作成して配布した。

Ａ

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

成果指標の目標値を下回ってはい
るが、実行委員会が主体となり、多
くの事業を通じて子どもたちの健全
育成に貢献して、一定の成果を上
げていると考える。学校教育の枠
を超えて、子どもたちが自分たちの
感性を伸ばせる場をより多く提供
できるよう、引き続き支援をしてい
く。

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を中止したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R1その他職員
従事割合

31.0% 22.5%

0.00 人 R元年度目標

臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

社会が大きく変わり、子どもたちを取り巻く
環境も大きく変化していく中、従来通りの
事業を実施するのが難しくなっている。今
後は、新しい時代に対応するように事業を
見直す必要があり、社会教育課としても子
どもたちの体験活動の場が継続できるよ
う積極的に支援していく。

28.0%
非常勤
特別職

0.00 人

31.0%

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員

0.00 人

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

子ども写生大会開
催事業

H30決算額

245千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

246千円

R1決算額（見込み）

244千円

参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえる
よう、作品の提出率を指標とし、90％を超えるこ
とを目標値とする。

H30正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

①提出された作品数
②写生大会当日の参加者数
③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）

90.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

入賞作品を展示する作品展では子どもた
ちを対象としたワークショップも実施してい
るおり、作品展が美術に親しむ場ともなっ
ている。今後も写生大会だけでなく、作品
展の来場者がさらに増えるよう内容や広
報の充実を図っていく。

90.0%

H30年度目標

目標達成済

90.0%

成果指標の目標値を達成してお
り、野外で絵を描く機会や家族が
ふれあう場を提供するだけでなく、
行政・協賛企業（民間）・実行委員
会（ボランティア）・学校の連携に
よって実施されていることに大きな
意義があると評価も高い。近年は
大会のみならず、作品展の充実に
も力を入れており、全国有数の歴
史を持つ写生大会として、新たな
取り組みを企画する点も大きく評価
しており、今後も各方面からの協力
をいただきながら、継続して実施し
ていきたい。

Ａ

R1年度に改善した点

R元年度目標

多くの方に作品展に参加してもらえるよう
に、武蔵野美術大学の学生や実行委員に
よるワークショップを実施した。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 225千円

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要綱

H30その他職員
従事割合

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

90.0% 95.3%

3,520千円 臨時職員

①1,358点

②2,103人

③1,173人

0.00 人

4,156千円

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美
しさや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる心
や表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえんち及
び株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢市子
ども写生大会を開催する。さらに、入賞作品の展示会
や市内小中学校への巡回展を合わせて開催する。

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人

昭和61年度～

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

期間

社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行委
員会補助金交付要綱

0.00 人

R1決算額（見込み）

指標名

臨時職員 0.00 人

H30その他職員
従事割合

①参加団体数

②来場者数

R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

ところざわ人形劇
フェスティバル開催
支援事業

310千円

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30決算額

成果指標の目標値も上回ってお
り、一定の評価を得てはいるが、運
営面などの課題が指摘されてい
る。テレビやインターネットなど映像
に触れる機会が多い中、実際に公
演を見ることで子どもたちの豊かな
感受性や想像力を育む場として、
また、アマチュア人形劇団の交流と
研鑽の場でもある本事業を継続す
るためにも、実行委員会とともに、
よりよい運営に向けて検討を進め
ていきたい。

R1年度に改善した点

来場者の満足度（％）
人形劇の上映を通じて、子どもたちの感受性を
育むこと等を目的としているため、来場者アン
ケート結果を指標とする。

より多くの子どもたちに人形劇に触れる機
会を増やすために人形づくりと劇遊びを行
うワークショップを実施した。

H30年度目標

目標達成済

H30実績

R元年度目標

100.0%

法定受託＋附加 310千円 310千円

310千円

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,257千円 臨時職員 0.00 人

①8団体

②227人

100.0% 100.0%

近年、人形劇は子どものみならず老人関
連施設での上演希望なども増えており、
広報対象を広げて人形劇を通じた3世代
交流の場としての可能性など検討をして
いく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｂ

平成4年度～ 1,496千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

人形劇を通じて子どもたちの夢や希望・情操を育て、
感受性を育み、青少年教育の振興を図ることを目的
として開催する人形劇フェスティバルについて、補助
金を交付して開催を支援する。

0.15 人
非常勤
特別職

R1実績 どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供した。

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域での子どもたちの体験
活動の機会を提供した。

どのように貢献したか

地域での子どもたちの体験
活動の機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに



項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

第２章　子どもが大切にされるまち  第５節　学校教育

H30予算現額

「学び創造アクティ
ブプラン」学力向上
推進事業

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加優先

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

臨時職員

よりきめ細かな指導を実現するために効
果を検証し、財政状況を鑑みながら事業
拡大を図っていきたい。

Ａ

R1年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブプラン（R2年度
より、学び創造アクティブPLUS)クリエイト研究校等、
積極的な教育活動を展開するために教員を必要とす
る学校に配置し、事業の目的である学力向上に効果
的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直
した。配置校において、きめ細かな指導が
可能になり、学力向上に貢献した。

学力向上支援講
師配置事業

H30年度目標

根拠法令 満足度。

臨時職員

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙げ
られていると考えている。

100.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③
R1目標値が未達成の理由・分析

自治事務

指標名H30決算額

R1予算現額 R1決算額（見込み）

25,200千円 24,414千円

H30実績

100.0%

H30予算現額

2,514千円

R2年度目標

2,494千円

25,200千円 21,654千円

非常勤
特別職

①12人

②小学校4校、中学校8校

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 0.30 人
非常勤
特別職

12.00 人

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う時
間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させることに
よって児童生徒の学力向上を図る。

H27年度～

12.00 人0.30 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

H23年度～

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領

5,567千円 5,320千円

100.0%

R1決算額（見込み）

5,524千円 5,355千円

R1予算現額

H30正規職員
人件費

0.95 人
非常勤
特別職

成果指標の目標値を達成してい
る。研究委託校が1年間の研究成
果を発表しており、昨年度に比べ
研究発表会の参加者も増加してい
る。併せて推進委員会において高
い評価を受けていることから、一定
の成果が挙げられていると考えて
いる。

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３
つの目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総がか
りで市内児童生徒の学力向上を図る。

指標名

臨時職員 3.00 人

100.0%

R1年度に改善した点

①小中連携支援員

②研究委託校数

③

研究委託校における検証結果（研究報告
書から）

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。

3年に１回の見直しを行っている事業のた
め、令和元年度は、特になし。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

更なる学力向上のためには、児童生徒の
「自己肯定感」を高めることが大切である。
また、授業の質の向上を図る必要があ
る。これらの視点を取り入れ、令和2年度
には学び創造アクティブＰＬＵＳとして、未
来を切り拓く確かな学力の育成を図ってい
きたい。100.0%

H30年度目標

100.0%

非常勤
特別職

R2年度目標

R1正規職員
人件費

臨時職員7,961千円 3.00 人

期間 0.95 人

特になし

優先

7,896千円

0.65 人

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R1実績

100.0%

Ａ

目標設定の考え方・根拠

根拠法令 R1予算現額

①3名

②21校

③

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、通常学級、特別支援学級にお
ける配慮を要する児童に対する学
習支援や日常生活上の介助など
の支援が適切に行われ、一定の成
果をあげていると考えている。

R1目標値が未達成の理由・分析学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

148,004千円

146,082千円

特別支援教育支
援員等事業

期間

H30決算額 R1年度に改善した点

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育
総務課から事務移管された。満足度はH28以
降、特別支援教育支援員と心身障害児介助員
の平均値としている。R1も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 159,228千円

162,239千円

特別支援教育支援員は、昨年に引き続き
研修の実施等で資質の向上を図った。心
身障害児介助員については、特別支援学
級の増設に伴い、配置人数の拡大をし
た。

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

H30実績

①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

R1決算額（見込み）

H30年度目標

通常学級において個別の支援が必要な児
童生徒や、特別支援学級において介助の
必要な児童生徒が増加しており、今後も
教育的ニーズに応じた指導の充実を図る
ため、事業を拡大していく。また、研修会
等の内容を充実させ、教員の資質向上を
図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

100.0%

100.0%

R元年度目標 R1実績

目標達成済

H20年度～ 5,403千円 臨時職員 108.00 人 100.0%

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市
立小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については特
別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級での支
援を行う。

0千円 臨時職員

100.0%

100.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

自治事務 法定受託事務

特になし

事業の目的及び具体的な内容

44,999千円

103.00 人
①50人

②54人

③

R1予算現額 R1決算額（見込み）

非常勤
特別職

学習支援員配置
事業

優先

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

法定受託＋附加

47,601千円

46,374千円

R1年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支
援ができているかを検証するため、配置校から
の報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考に配置することにより、児童生徒へ
のより充実した支援を行うことができた。

指標名

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度。

45,523千円

H30予算現額 H30決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている
全ての児童生徒に十分な支援ができない
現状であるが、配置の効果を検証し、更な
る効果的な活用を検討した上で、質の確
保ができるように努める。質の確保ができ
るようならば、予算を考慮し、増員配置等
を行い、事業の拡大をする。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。100.0% 100.0%

2,514千円 臨時職員 47.00 人
①47人

②35,332時間

③

R元年度目標 R1実績

100.0%
R1その他職員
従事割合

100.0%

期間 0.25 人 R2年度目標

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校
に学習支援員として配置し、少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図る事を目的として、学校の実情に
応じて次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

0.30 人

R1正規職員
人件費

H14年度～ 2,078千円 臨時職員 47.00 人

非常勤
特別職

100.0%

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

どのように貢献したか

少人数指導など個に応じた
指導の充実を図っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

どのように貢献したか

本事業は、質の高い教育を
目指すことと同義であり、地
域との連携を通して住み続
けられる地域づくりに貢献し
ている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上支援講師を配置
することによって、より細か
な指導を実現し、質の高い
教育に貢献してる。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる事
を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自のドリル（学びノート）を作成し、全児童生徒
に配布し、学校や家庭で活用する。

0.50 人

R1正規職員
人件費

H15年度～

H30決算額 指標名

確かな学力定着事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標値は達成しているものの、記
述式問題に対する無解答率が高
く、更なる改善が必要である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習指導要領 23,471千円

R1年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるた
め、埼玉県学力学習状況調査結果を指標として
いる。

各学校へ、学びノート及び埼玉県教育委
員会作成のコバトン問題集の活用を積極
的に促した。学びノートについては、児童
生徒が授業の中で有効に活用できるよう
周知した。

目標値を達成しているが教科ごとに課題が残った。
国語においては、小学校が各学年とも県平均をやや下回っ
た。記述式問題における無解答率の高さが課題である。中
学校は各学年とも県平均を上回ったが、記述式問題に課題
がある。算数・数学においては、小６、中１で県平均をやや下
回った。小学校の「量と測定」領域、中学校の「数学的な見方
や考え方」において課題がある。
英語においては、県平均を上回っているが、自分の考えに関
する説明に基づき、英語で主張を書くことについて、無解答
率が高く課題がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

「ステップアップ調査」にて、本市の課題で
ある記述式問題を取り入れながら改善を
図る。また、ステップアップ調査の結果を
分析し、さらなる進路指導の充実を図る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,715千円 23,122千円
①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

埼玉県学力学習状況調査の正答率根拠法令

21,518千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

67.5% 59.7%

4,190千円 臨時職員

①15,573人

②24,232人

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

60.0% 60.4%

62.0%

期間 0.35 人
非常勤
特別職

R2年度目標

2,909千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生社会体験
チャレンジ事業

根拠法令 R1予算現額

150千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

150千円

R1決算額（見込み）

特になし

R1年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学
校在籍人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 職場体験の受け入れ先の確保と拡大。

体験活動当日の体調不良等により、参加できな
かった生徒もいたため。
なお、昨年度までの実績は、当日欠席者数が考
慮されていないので100%となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場体
験を行うことで、生徒の自己理解を深めるとともに、望
ましい職業観、勤労観を育む。

0.15 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

100.0% 98.5%

1,257千円 臨時職員

①2,512人

②719事業所

③

R元年度目標 R1実績
新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度については、職場体験の実
施自体が困難と考えられる。生徒の安全
面・健康面を最優先しながら、各校にて
キャリア教育を推進していく必要がある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

Ａ

成果指標の目標値には達成してい
ないが、当日の体調不良による不
参加等も考慮すれば、概ね目標達
成と考えることができる。本事業は
進路・キャリア教育の一環として
行っており、実施後の生徒の感想
にも、自分の生き方を主体的に考
えることに有意義であったというこ
とから、一定の成果があったものと
考えられる。

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H12年度～ 1,247千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

重要 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨年度より省エネ運動の取組実施
率が上昇したため、全体的な実績
も伸びたが、目標には達しておら
ず、また、より実施率を高める必要
があると考える。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 0千円

R1年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省
エネ運動・資源循環活動の実施率の平
均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運
動、資源循環活動に実際に取り組むことにより
持続可能な社会作りの担い手としての力をつけ
させることを目的とした事業であるため、活動報
告を指標とし、更なる実施率の向上を目指す。

「省エネルギー」への実践的な取組を推進
するよう、引き続き各校へ働きかけた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を通
して、環境に配慮した学校づくりを進めることにより、
持続可能な社会づくりの担い手を育む。

非常勤
特別職

H15年度～ 臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.10 人

法定受託＋附加 0千円 0千円

R2年度目標

目標達成済90.0%

96.0%

98.0%

0.10 人
非常勤
特別職

90.0%

831千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

838千円 臨時職員

①98％

②100％

③

R元年度目標 R1実績

地球にやさしい取組について、児童生徒
が主体的に行動できるように、各校へ働き
かける。

95.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生海外文化
交流派遣事業

根拠法令 R1予算現額

3,771千円

Ａ

各学校や市の報告会、パネル展示
等を通し、実際に体験したことや海
外の文化について、他の生徒へ広
げることができたと考えられる。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

17回

17回 17回

R2年度目標

指標名

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

5,159千円

R元年度目標

報告会回数。

自治事務

R1年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要と考え
ているため報告会を指標としている。

報告会の内容を充実させるため、事前研
修会から報告会を見据えて研修会にのぞ
むように指導・支援を行った。また、本事
業の内容の充実を図るため、派遣生徒に
アンケートを実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

参加した生徒の視野を広め貴重な体験を
得られるが、全生徒数と比較するとごく少
数である。報告会の内容等を検討し、派遣
された生徒の体験が全生徒に波及してい
くよう、報告会の工夫を図る。さらに、本事
業の内容の充実を図るため、引き続き、派
遣生徒にアンケートを実施する。

17回

R1実績

H30実績

目標設定の考え方・根拠

中止臨時職員

①15人

②0.19%

③

0.45 人

H30その他職員
従事割合

①派遣中学生数

②派遣率（派遣生徒数／在籍
中学生徒数）

③

3,672千円 3,298千円

H11年度～ 3,325千円

R1正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

各中学校長から推薦された15名の生徒を海外に派遣
し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通し
て、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

非常勤
特別職

臨時職員

期間 0.40 人

H30決算額

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

特になし 4,613千円

どのように貢献したか

本事業に参加した生徒だけ
でなく、報告会を通して、そ
の生徒の貴重な体験を全
校生徒に伝え、広めること
ができた。

どのように貢献したか

本事業は、ＥＳＤの観点から
も重要であり、SDGsの各観
点の達成に直結している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

働くことの意義ややりがい、
また、大変さも経験すること
で、今後の自分の進路を考
える機会となった。

どのように貢献したか

市内全児童生徒に対して、
基礎・基本の定着を図るた
めの学びノートを配布し、授
業や家庭学習にて活用し
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

８．働きがい
も経済成長も

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

R1実績

100.0%

0.45 人
非常勤
特別職

0.84 人 R2年度目標

3,740千円 臨時職員 0.16 人 95.0%

臨時職員 0.16 人

① 163人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

95.0%

法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領改
訂に伴う英語教育
推進事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習指導要領

686千円

非常勤
特別職

0.84 人

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務

期間

事業の具体的な内容及び目的

【目的】学習指導要領の改訂に伴い、５・６年生の英語の教
科化と３・４年生の外国語活動を円滑にスタートさせ、本市の
英語教育のさらなる充実を図る。
【内容】平成２７・２８年度の研究校の成果を生かし、研修の
強化と教材の整備・活用を図る。また、小中学校の連携を推
進するための研究授業を実施する。なお、本事業は通称
「Tokorozawa English Action Plan」として、英語教育に関わ
る教員、英語指導助手、小学校外国語支援員等と共に進め
ていくものである。

H29年度～H33年度

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1,193千円 948千円

0.42 人

指導者の選定及び系統的な研修内容を
構成することで目標を達成することができ
た。小学校教育課程の進捗状況を把握す
るとともに、中学校学習指導要領の移行
期のため、参加対象を中学校教員に広げ
ることで、小中接続を図る支援を行う。

95.0% 96.0%

目標値達成済

3,520千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

令和２年度の新学習指導要領の小
学校全面実施において、5,6学年で
の教科としての英語、3,4学年での
外国語活動が円滑にスタートがで
きるように計画に基づき整備等の
推進に努めている。

R1年度に改善した点

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

「英語教育推進教員養成研修会」の指導
者に、文部科学省の研修を終えた教員に
加え、専科教員を指導者にして、より実践
的な研修内容にした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

研修会参加者の内容についての満足度

H30年度目標 H30実績

①英語（外国語）、外国語活動
関連の研修会参加人数

801千円

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

学習指導要領 12,539千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

英語サロンの開催日を再検討し、外国語
支援員以外にも小学校教員が参加しやす
い日程を設定した。また学習指導要領移
行期であることを考慮し、研修内容の重点
とした。また、各小学校での実践を共有す
る場を設け、指導の改善を図った。

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

11,851千円

①「英語サロン」の参加者数
研修会参加者の内容についての満足度

H30年度目標

11,572千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が行
う外国語活動の授業を支援するとともに、外国
語活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校
に派遣し、5・6年生すべての外国語活動の時間
に配置している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

95.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1年度に改善した点

小学校教員や小学校外国語支援
員を対象とした研修会「英語サロ
ン」を年5回実施し、指導主事や
AETから授業ですぐに使える実践
事例の紹介や、国の動向について
の情報提供を行った。

小学校での実践を共有することで、よい取
組が市内の小学校に広がり始めた。小学
校外国語支援員だけでなく幅広く教員を
参加させ、専門性をもった中核教員を育
成することを目指す。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,726千円

H30その他職員
従事割合小学校外国語活

動推進事業

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

0.38 人 92.0%

目標値達成済95.0%

R1実績

① 56人 100.0%

R元年度目標

R2年度目標

H23年度～ 95.0%臨時職員 0.16 人

3,184千円 臨時職員

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.84 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.16 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員

0.88 人

11,900千円 臨時職員

2,494千円

非常勤
特別職

0.84 人

【目的】児童生徒の学力向上のために、基礎・基本の
習得とそれらを活用して問題解決する思考力・判断
力・表現力等の育成を図る研修会や授業充実のため
の人的支援を行う。
【内容】①学び創造アクティブプランの研究委託校の
校内研修をサポートし、学力向上の研修を実施②今
日的な教育課題や教科等における指導力向上の研
修を実施。

事業の種別

教育
セン
ター

H30決算額H30予算現額

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

教科等指導力向上研修として9種類、のべ
11回の研修会を開催した。教職員の負担
軽減も考慮し、本市教育研究会との共同
開催として、今年度は3つの研修会を共催
した。企画や運営を連携して行うことで、
教職員の主体的な参加を促すと共に回数
を精選することができた。

重要 自治事務 9,575千円法定受託事務 法定受託＋附加

①研修会参加者数

R1目標値が未達成の理由・分析

市教育研究会と共催することで回数を精選できたが、
若手教職員が増えていることも踏まえ、授業研修会に
関しては、事前に研修会のテーマや意図を従来よりも
綿密に授業者と十分に共有した上で授業構成を練る
必要がある。学校の現状やニーズに沿って設定され
た研修会をより充実したものにするためにも、今後
は、教職員に一層寄り添った研修会運営を図ってい
く。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.12 人

①559人

R元年度目標

99.6%

R1実績

R2年度目標

9,974千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1年度に改善した点

「学び創造アクティブプラン研究校
支援研修では、７つの研修テーマ
を取り上げ、昨年度に引き続き専
門性の高い大学等の指導者を招
聘し、各学校がその指導を受けて
研修を進められるようにした。年間
を通じて、教職員全員が質の高い
指導を受けながら研修を進めるこ
とができたことや、研究成果を市内
小中学校に公開することで、市内
の教職員の資質向上を図ることが
できた。

H30実績

95,857千円

96.0%

研修会参加者の内容についての満足度根拠法令

94,411千円

95,305千円

事業の目的及び具体的な内容教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

学習指導要領

R1予算現額 R1決算額（見込み）

1.42 人

95.0%

0.12 人

0.88 人 95.0%

H30年度目標

期間 1.20 人

H14年度～

一
般

実施計画ランク

100.0%臨時職員

R元年度目標

非常勤
特別職

4.00 人 R2年度目標

95.0%

R1その他職員
従事割合

100.0% 75.0%

H30年度目標 H30実績

R１年度～ 831千円

臨時職員
①4人

②中学校4校

③運動部活動2校、文化部活動
2校

R1目標値が未達成の理由・分析

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等へ
の引率を行うことを職務とする部活動指導員を配置
し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導によ
る部活動の充実及び活性化を図る。

0.00 人
非常勤
特別職

専門的な指導技術をもつ部活動指導員による
指導に対し、生徒や保護者から好評の声が寄
せられている一方で、年度途中からの配置で
あったため、顧問教員との連携等の面で部活動
指導員の活用に改善が必要な部分があったた
めと考えられる。

R1実績

R1正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置要綱 784千円 784千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

部活動指導員の配置により、生徒
は専門性の高い技術指導を受ける
ことができる。大会等への引率を単
独で行うことができ、教職員の負担
を軽減することもできる。これらの
ことから、事業の効果が高いと考え
られるため、今後も事業を継続して
いく。

R1年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

部活動指導員配
置事業

根拠法令

H30決算額 指標名

部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

事業初年度であるため、特にない。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証し、財政状況
を鑑みながら事業拡大を図っていきたい。

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

0千円

期間 0.10 人

どのように貢献したか

研修内容を理論、実践と段
階的に行い、研修会終了者
に所属校での校内研修を実
施させた。

どのように貢献したか

小学校英語教育に関わる
人材にとって、指導の改善
に役立つ研修を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上に向けた実践的な
教育について研修できるよ
う、専門性の高い指導者に
よる研修会を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や専
門的な技術指導による部活
動の充実を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

資質向上事業

根拠法令 R1予算現額

1,270千円

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

①研修会参加者数
研修会参加者の内容についての満足度

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

ミドルリーダー研修員研修では、ミドルリー
ダーとして学校教育の発展に積極的に参
画する資質・能力の向上を図る研修を行
い、学校や市内の教育を牽引していく意
識を高めるようにした。

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,241千円 747千円

教育公務員特例法

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

Ｓ

2年次教員研修やミドルリーダー研
修員研修では、若手教員や中堅教
員に対して指導主事がマンツーマ
ンで指導することで、学級経営や
教科等の授業力向上を図ることが
できた。また、授業実践研究員制
度を活用し、先進的な研究に取り
組ませることにより、本市の教育力
の向上と共に、教員の意識改革や
資質向上を図ることができた。

99.1%

95.0% 99.7%

R元年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H30年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

11,471千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

735千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,481千円 臨時職員 0.00 人

①821人

２年次教員研修やミドルリーダー研修員研
修、各研究部の研究推進、各種研修会
等、教員の経験やニーズに応じた改善を
していく。

1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 95.0%

95.0%

期間 1.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

【目的】市内小・中学校の教員の経験やニーズに応じ
た研修を推進し、本市教育の振興に資する。
【内容】①年次経験者研修支援②2年次教員研修：指
導主事が個別指導③ミドルリーダー研修員研修：他
市からの転入教員に指導主事が個別指導④校内研
修の指導者派遣⑤研究員・専門研究員：専門性を高
める研究推進⑥各種13の研修会の実施

S46年度～

H30実績

複製名画巡回事
業

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、各学校による差が顕著に
表れている。
今後も、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放、記録
を確実に残す工夫等を研修会にお
いて指導していく。

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

学校司書配置事
業（小・中学校）

根拠法令 R1予算現額

学校図書館法

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

R元年度目標 R1実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

小学校の学校司書を2名増員し、1人2校を
受け持ち、小学校4校に配置した。
学校司書研修会を年間3回開催し、学校
司書の資質の向上を図ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の
促進に効果をあげていることから、改正学
校図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を
目指す。
学校司書の研修会を学校図書館主任研
修会と合同で開催し、学校図書館運営の
更なる充実を目指す。

R1目標値が未達成の理由・分析

各小学校の一日平均利用人数が昨年度より４
名増加している。しかし、来館者数が少ない学
校が以前として数校あることが原因と考える。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,373千円 25,029千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1年間の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用
人数。

28,457千円 26,697千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図る
ため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方針に
基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.40 人
非常勤
特別職

80人 67人

3,352千円 臨時職員 29.00 人
①12,309冊（小学校）

②12,966人（小学校）

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80人 71人

75人

期間 0.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H23年度～ 3,325千円 臨時職員 31.00 人

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 302千円

Ｃ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目
的としているため、児童生徒の名画への関心度
を指標とする。

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

自治事務

授業で名画を使用する学校が増加した。

平成30年度と比べて児童生徒の複製名画への
関心度が低下した理由として、設置場所等を各
学校で工夫しているが、約45%の児童生徒が存
在を知らなかったことが挙げられる。また、新型
コロナウイルスによる臨時休業により、授業日
が減少したことが原因としてあげられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額 H30決算額 指標名

297千円 291千円

H30正規職員
人件費

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確保
し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人
非常勤
特別職

85.0% 61.0%

①47校

②81点

③

R元年度目標 R1実績

276千円
①巡回校数

②巡回作品数

③

児童生徒の関心度。

H30実績

児童生徒の名画への関心を高めるため、
積極的に名画を授業で使用してもらうよう
に促すとともに、児童生徒の目に留まりや
すい場所に絵画が設置出来るように設置
場所も改めて考える。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

85.0% 55.0%

85.0%

引き続き学校においては、設置場
所の工夫及び美術の授業の時間
に名画をもっと活用するなど、より
一層名画鑑賞の機会を増やし、名
画を通じて文化的価値の継承の必
要がある。

R1年度に改善した点

419千円 臨時職員

期間 0.05 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H3年度～ 416千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

学校人権教育啓
発資料発行事業

根拠法令 R1予算現額

269千円

H30決算額 指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

173千円

R1実績
①100%

②100%

③

R元年度目標

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

1,247千円 臨時職員

例年、全ての小・中学校において
取り組まれ、人権教育実践の機会
の一つとなっている。

R1年度に改善した点

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③

作文及び標語に応募した学校の割合の
平均。

学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

269千円 179千円

特になし

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文
集を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

100.0% 100.0%

1,257千円 臨時職員

令和2年度は新型コロナウイルスの関係
上、取組が難しい学校が予想される。配
布した人権作文集を通して、他者の痛み
を共有できる豊かな人間性を醸成できる
よう活用を呼び掛けていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H4年度～ 50.0%

どのように貢献したか

人権教育を推進し、他者の
痛みを共有できる豊かな人
間性を醸成している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

複製名画巡回事業により、
児童生徒が美術作品に触
れる機会の増加に努めた。

どのように貢献したか

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への興
味関心を高めることができ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

キャリアステージに応じた研
修を実施し、若手教員のみ
ならず全ての教員の資質向
上を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

教育相談事業

根拠法令 R1予算現額

15,252千円

H30決算額 指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

1.82 人
非常勤
特別職

1.00 人 8,000以下(件・回) 6,914（件・回）

R1決算額（見込み）

28,521千円 28,334千円

Ｓ

31,150千円 30,742千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

不登校に関する相談は、面接・電
話ともに依然として件数も多いが、
週1回の面接実施など手厚く支援
することで、将来的な自立への基
礎を培う成果が少しずつ見られて
いる。また、教育相談体制の充実
では、訪問や巡回、校内研修など
の出向く支援を強化し、「気になる
児童生徒の支援チェックシート」や
「心のふれあい相談員 架け橋マ
ニュアル」の周知・活用、SSW派遣
を通した支援を計画的・継続的に
行い、各校が組織的に対応できる
ようになってきている。

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸問
題に関しての相談を受け、その解決のための支援を
行う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、電
話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談(登校
支援、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓
発、教育支援センター「クウェスト」

R1年度に改善した点

① 面接相談

② 電話相談・こども電話相談

③ 巡回相談

相談対応件数
出向く支援を重視し、校内の相談体制の充実を
図ることから、年間8000件を超えないように設
定した。

校内の相談体制の充実に向け、研修支援の期
間枠を外し、巡回や訪問等の出向く支援を強化
したことで、校内研修の要請が増え、不登校の
未然防止や早期発見・早期対応に繋げられる
ようになった。また、教育相談アドバイザーを入
れ、複雑なケースへの専門的な支援を通し、校
内の組織力の向上を図ることができた。

目標値達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

不登校や発達に課題を抱えるケースは、
相談内容も複雑になっており、外部機関と
の連携をはじめ、今後も更なる対策が必
要である。次年度は、持続可能な相談体
制が構築できるよう、フローチャートなどの
システム化を図る。

8,000以下(件・回)

H30年度目標

教育センター主任相談員設置要綱など

臨時職員 0.00 人
①のべ3,959回

②のべ2,500件

③のべ144回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8,000以下(件・回) 6,603（件・回）

期間 2.20 人
非常勤
特別職

1.00 人 R2年度目標

昭和36年度～ 18,286千円 臨時職員 0.00 人

2,909千円 臨時職員 3,800件

3,672件

期間 0.35 人
非常勤
特別職

4.00 人 R2年度目標

Ｒ１年度～

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①542回

②851回

③

R元年度目標 R1実績

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をスクー
ルカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学校に
出向き、児童生徒と積極的に関わりながら支援を行う
ことで、子どもの発するSOSをより的確に受け止め、
問題の未然防止、早期発見、早期対応の体制を一層
充実させるものである。

0.00 人
非常勤
特別職

目標達成済3,500件

R1予算現額 R1決算額（見込み）

11,842千円 11,797千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

新規事業のため、年度当初、ス
クールカウンセラーへの十分な研
修を行った上で、５月より配置校で
の相談対応を開始した。新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のための
臨時休業期間もあったが、目標を
上回る相談対応を行い、児童生徒
が抱える様々な課題に対応するこ
とができた。

0千円
①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③
H30年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

H30予算現額

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢
市スクールカウンセラーを有効に活用している
ことを示す指標として設定した。

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

「所沢市いじめ問題対策委員会」を年５回
開催し、いじめの未然防止や、いじめが起
こった場合の対応について協議し、施策に
生かすことができた。

R1目標値が未達成の理由・分析

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が
相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続してい
ること。”がある。12月末日の解消のためには、
9月中にいじめに係る行為が止んでいる必要が
あり、まだ解決に向けて経過を見届けている状
態であるものが多い。

H30決算額

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

全体的な数値目標は達成できてい
る。
しかし、特別支援学級、特別支援
学校への就学が適当と判断してい
るケースに限って言うと、達成率
69.7%と、目標の75%を下回る。就学
相談本来の趣旨である「学びの場
の選択」という観点からいうと、この
結果は少し物足りないものであると
いえる。

引き続き丁寧な相談を進め、保護
者との合意形成に努める。

R1年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した
児童生徒の人数。

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な
就学相談をすることが重要であるため、就学委
員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

相談件数が増え続けており、H30年度は250件
を超えた。この状況が続くと、丁寧な相談が困
難になってしまう恐れがある。そのため、各学校
における相談体制の充実をお願いし、保護者の
就学相談に対する意向を丁寧に確認してから、
必要なケースを就学相談にあげていただくよう
お願いをした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,157千円 3,838千円

①就学相談票提出数

②面談・観察の回数

③

就学相談事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談
員設置要綱

4,246千円 3,962千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護者
からの申込により、障害のある児童生徒の保護者と
ともに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集
し、就学先を判断して教育委員会に答申する。

0.70 人
非常勤
特別職

3.00 人 75.0% 73.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

79.1%

75.0%

目標達成済75.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,866千円 臨時職員

①317件

②503件

③

R元年度目標 R1実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学習環境を選択できるようにする必要が
ある。就学支援委員同士の情報共有と研
修の充実を図り、より適切な相談体制を構
築する。

期間 1.15 人
非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

H2年度～ 9,559千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

健やか輝き支援事
業

根拠法令 R1予算現額

12,989千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

H30実績

R1実績

43.5%

H30その他職員
従事割合

①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

32.00 人
①586件

②17,229件

③

48,318千円

60.0%

48,579千円

58.3%

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学
校に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の
支援を行う。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,310千円

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員
会条例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

51,776千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1.55 人

H14年度～ 9,143千円

非常勤
特別職

3.00 人 59.0%

期間 1.10 人

R1正規職員
人件費

R元年度目標臨時職員

臨時職員 32.00 人

R1その他職員
従事割合

60.0%

非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

どのように貢献したか

不登校児童生徒や家庭環
境に課題を抱えた家庭にＳ
ＳＷを派遣し、適切な機関
に繋げる支援ができた。

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校生
活を送ることができるよう
に、様々な課題に対する相
談対応を行っている。

４．質の高い
教育をみん

なに

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校生
活を送ることができるよう
に、いじめの防止や解消の
ための取組を行っている。

どのように貢献したか

児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの場
を自己選択できるように支
援している。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

豊かな心育成支援
事業

4,156千円

Ａ

新学習指導要領の全面実施に向
け、「学級活動スキルアップ研修
会」「道徳科の充実に向けた研修
会」には文部科学省の教科調査官
を招聘し、正確な情報を得る研修
会となることを重視した。参加者
が、新たな指導の在り方への不安
を軽減し、実践意欲を高めることが
できる研修会となった。

R1年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

人権教育研修会では、人権意識の向上に
効果的なワークショップを取り入れて、教
師自身の人権感覚を磨くこともできるよう
にした。

H30年度目標 H30実績

98.0%

目標値達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75千円 29千円

R1決算額（見込み）

指標名

学習指導要領 75千円 28千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

R1実績 子どもたちの豊かな心の育成は、今後一
層の取組の充実を図っていく必要がある。
道徳の教科化や人権教育の推進に向け、
各学校で道徳教育推進教師や特別活動
主任、人権教育主任等を中心に、学校全
体で組織的に取り組んでけるよう今後も
充実した取組を進めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

①研修会参加人数

H30決算額

100.0%

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科の充実に向けた研修会
③学級活動スキルアップ研修会

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

Ｈ２４～ 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,609千円 臨時職員 0.00 人

①143人

R元年度目標

100.0%

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

電話で顧問弁護士と相談できる体
制は、緊急時など迅速な対応と判
断が可能となる。また、学校関係の
事案に詳しい顧問弁護士に委託す
ることにより、教育的見地からの解
決方法の助言を得ることができる。
これらのことから、事業の効果が高
いと考えられるため、今後も事業を
継続していく。

R1年度に改善した点

解決率。
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の
適正な運営に資することを目的としているため、
相談の解決率を指標とする。

昨年同様、管理職（校長・園長・教頭）を対
象に本事業の意義と必要性、活用方法等
に係る研修会を早期に開催し、周知を
図った。

H30年度目標

法定受託事務 法定受託＋附加 1,296千円 1,296千円
①電話による相談

②事務所での面談

③

学校法律相談事
業

R1決算額（見込み）

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円 1,308千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助言
等により、学校における様々な問題を早期に解決し、
学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

0.20 人
非常勤
特別職

100.0% 91.3%

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,676千円 臨時職員

①37件（15時間33分）

②6件（9時間12分）

③

R元年度目標 R1実績
校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うととも
に、学校において問題が発生した場合、
校長に対して早期に本事業の活用を含め
た解決策を指導・助言していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

81.4%

期間 0.20 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H26年度～ 1,662千円 臨時職員 100.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブプラン推進事業を教
職員に直接周知する機会ともなっ
ている。

0千円

①訪問実施校数

②

③

計画通り、学校指導訪問が実施された学
校の割合

H30年度目標

R1年度に改善した点

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブプラン推進事業３年目
のまとめの年として、成果を確認しなが
ら、指導の質の向上につながる指導・助言
を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

学校支援訪問事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢
市教育委員会学校訪問実施要綱

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.25 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

目標達成済

18,855千円 臨時職員

①23校1園

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 2.10 人
非常勤
特別職

R2年度目標

～ 17,455千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

11,939千円

H30正規職員
人件費

10,056千円

H30決算額 指標名

特色ある学校づく
り支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行ってお
り、学校教育が社会に開かれ家
庭・地域との連携も進んでいる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

各学校の優れた取組について、より積極
的に家庭・地域に情報提供することによ
り、地域の教育力を高めるよう助言した。

新任教頭等に対する、効果的、計画的な予算
執行についての説明が不足していると考えられ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

11,933千円
①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額
③

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果
の評価点（10点満点）の平均点。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 12,348千円 12,336千円

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9 7.7

臨時職員

①47校・1園

②256,969円

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

9

R2年度目標

R元年度目標

8.5

9H13年度～ 11,637千円 臨時職員

期間
非常勤
特別職

R1実績
小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生
かし、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言を
行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体
験活動の充実を図る。

1.20 人
非常勤
特別職

1.40 人

どのように貢献したか

子どもたちの主体的な学び
につながる教育環境の整備
を進めた。

どのように貢献したか

教員の指導力を高めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

教師自身の人権感覚を磨く
ことができるよう、ワーク
ショップ形式の研修会を実
施した。

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課　関根祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　関根　祐一

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

H30決算額 指標名

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

これまでも学校内外に児童生徒理
解の充実についての啓発を行って
きたが、日常的な指導の工夫の重
要性（例えば、授業規律の確立や
明るく清潔な校内環境、特別支援
教育の視点を取り入れた指導、定
期的な学校内外の巡視等）につい
ても、さらに具体的な例を示すなど
しながら、啓発していく必要があ
る。

R1年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行
為により指導を受けた児童生徒数を指標とす
る。

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４
条の「いじめ問題対策連絡協議会」として
も位置づけてあることを踏まえ、市内中学
校で発生した事案について報告した。

いじめ防止対策推進法の策定により、いじめの
認知の仕方がかわり、以前より軽微なものも
「いじめ」として取り扱うようになった。そういった
ことから、暴力行為に関してもいじめと同様、軽
微なものも積極的に計上する意識が高まってい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

R1正規職員
人件費

期間 1.35 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,303千円 5,057千円
①安全安心対策推進員による
　  学校訪問、地域に出向いて
の
　  支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒
数。

根拠法令 R1決算額（見込み）

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、
安全安心対策推進員設置要綱

10,669千円 10,586千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の交
通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安心
な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.45 人
非常勤
特別職

3.00 人 100人 154人

12,151千円 臨時職員

①706 回

②28回

③

R元年度目標 R1実績
非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

R1その他職員
従事割合

100人 213人

100人

非常勤
特別職

3.00 人 R2年度目標

H17年度～ 11,221千円 臨時職員

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

放課後支援事業

根拠法令 R1予算現額

51,620千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

R1年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供する
ことを主目的としてるため、設置小学校における
在籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、
「アレルギー対応研修」「救命救急講習」を
実施した。危機管理もあわせて今後も研
修を計画していく。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修
会に青少年課所管の「中富ほうかご広場」
も加わり取り組むことができた。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,887千円 47,307千円

R1決算額（見込み）

所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱 46,557千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図ること
を目的としている。
・学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごとこ
ろ」の運営委員会を組織して方針を定め、その方針に
基づいて放課後支援員やボランティアが実施する。

0.80 人
非常勤
特別職

60.0% 52.9%

児童は、高学年になると、学習塾や習い事に通
うようになり、放課後の活動の時間が確保でき
ないことが多くなる。そのため、高学年の児童の
登録割合が減少している状況が各校で見られ
るため。

60.0% 52.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,704千円 臨時職員 109.00 人
①10校

②73387人

③176日

R元年度目標 R1実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それ
ぞれの地域の特色を生かした活動の充実
を図ると共に、事業についての啓発をすす
める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.65 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H15年度～ 5,403千円 臨時職員 106.00 人 60.0%

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

H11年度～

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

外部指導員により、部活動の技術
向上や活発な活動の充実につな
がっている。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円

R1年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

各学校の指導回数再配分を2回行い、指
導回数がより学校の意向に沿うように工
夫した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

2,770千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数

地域人材活用事
業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱 3,000千円 2,624千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦により
教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝金
を支払う。

0.25 人
非常勤
特別職

10部

2,494千円 臨時職員

1部

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4部

5部

前年度と比較して出場校は増加し、部活動自体
は活発に活動しているが、強豪校の存在や生
徒の伸び具合などから、目標までには及ばな
かったと考えられる。

5部

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,095千円 臨時職員

①75人

②15校

③2,624回

R元年度目標 R1実績

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

0.30 人
非常勤
特別職

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

重要 250千円

根拠法令 R1予算現額

0.00 人

スポーツ基本法

Ｈ２６～

R1年度に改善した点

①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校駅伝競走大会参加校
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②全小学校が対象

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種
目である投力の向上を図ることから、参加した親子の
組数とする。②地域スポーツ団体と学校関係者・保護
者・指導者が一堂に会することにより、互いの理解と
交流、体力の向上を図ることを目的とし、参加校数と
する。

会場校を固定しているため、参加する家
庭に偏りがあったり、参加者が減少傾向
にあったりすると考える。令和元年度は他
地区の学校での実施で計画をし、参加を
促した。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

250千円

R1決算額（見込み）

207千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中
で、運動好きな子どもを育成する。

H30年度目標

①67組　②32校

ティーボールは、これまで学校を借用して
いたが、航空記念公園内に多目的運動場
をが完成したことから、会場をそちらに移
して興味を引くとともに、活動していただく
ことで運動の場を広め、運動に親しむ機会
づくりとしていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①６３組

②雨天中止

③

R1実績

臨時職員

所沢市のスポーツ資源を活用し、体力
向上や運動好きな子どもを育成するこ
とは、有意義であると考える。特に「投
力」については、専門的な指導者から
指導を受ける中で数値の伸びが見られ
ている。また、体を動かして遊ぶ楽しさ
が、子どものみならず、参加する保護者
にも味わっていただけることから、今後
も推進する必要がある。ティーボールに
関しては、小学校の学習での普及が広
まっているため、この教室が一役を担う
と考える。
年に一度、市内全小学校が集まる価値
ある大会として、今後も地域のスポーツ
団体や学校と連携し、運営の在り方に
ついて検討していきたい。

①80組　②32校

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人

①80組　②32校

R2年度目標

154千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30予算現額

①80組　②32校 ①63組　②雨天中止

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①について、申し込みに電子申請を活用してお
り、申し込み時点では目標に達するが、体調不
良や都合により欠席者が出ている。参加人数の
上限を検討する必要がある。
②市内３２校すべての学校の参加が実現してい
るが、地域スポーツ団体との運営面に課題があ
る。団体と連携を取り、両者にとってより有益な
運営になるよう改善していく。

地域力活用運動
好きな子ども育成
事業

R元年度目標

1,247千円

1,006千円 臨時職員 0.00 人 どのように貢献したか

地域人材を活用し、運動を楽し
む機会を設定している。投打の
技術を中心に、プロ選手を招聘
し、直接指導ができる場を設け
ている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質の
高い専門的な指導を受ける
ことができた。

どのように貢献したか

異年齢の子どもたちとの交
流促進を通じて、子どもたち
の主体的な学びにつながる
教育環境の整備を進めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校が地域と連携して学校内
外における児童生徒の事件、
事故及びいじめの防止等を図
ることにより安全・安心な学校と
地域づくりを推進している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公平をすべ
ての人に



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

児童生徒体力向
上推進委員会交
付金

目標設定の考え方・根拠H30決算額 指標名

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

198千円

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体力
向上を図るため実態を調査分析するとともに、体力向
上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.18 人

R1正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交
付金交付要綱

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③

教室の目標を達成できた参加児童数の
割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人
数×100）

198千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成でき
るようになることを目標とする。

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・天候による中止を防ぐために民間スイミ
ングスクールの屋内プールを借用した。
（水泳）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館
で一斉に行う予定。

①これから水泳を本格的に学習する３年生の参
加が半数を超えており、２５ｍまで距離を伸ばす
ことが難しかった。

②１０名の児童が５級と６級の段階で終わり、そ
こでつまずきが多く見られることが分かった。こ
の段階を克服し、逆上がりの習得につなげられ
るような方策を検討していく。

R1目標値が未達成の理由・分析
Ｃ

水泳（クロール）や鉄棒（逆上がり）
の習得については、全国的にも課
題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深め、
運動好きな児童生徒を育成する機
会ととらえ、推進していく必要があ
る。本事業で作成されている学習
カードや指導の流れは、小中学校
教員への具体的な取り組み例とし
て有効活用されている。今後も児
童生徒の実態に即し、よりよい指
導方法の研究が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円 198千円

非常勤
特別職

0.00 人 60.0% 15.2%

1,508千円 臨時職員 0.00 人
①41名（22名達成）

②48名（24名達成）

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

60.0% 51.7%

60.0%

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和47年度～ 1,413千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名

①運動クラブに入部している児
童数

②

③

運動クラブに入部している児童数（４年生
以上）

根拠法令

380千円

小学校体育連盟
補助金

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

学習指導要領の趣旨に基づいた
実技伝達講習会の充実で、教師の
指導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等の
充実で、児童の体力向上を図り、
運動好きな児童の育成を図るこの
事業の役割は大きい。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

380千円 380千円

R1年度に改善した点

運動好きな児童を育成する観点から、各学校で
設置されているクラブ活動の中で、運動クラブ
に加入している児童数を半数以上の指標とす
る。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導
力の向上と、各学校の体力の現状並びに
強みや課題を意識した授業力の改善を図
る授業研究会の実施。

児童数の減少の影響もあるが、各学校の実情
に応じ、異年齢集団のよさを生かしたクラブ活
動の在り方を今後も追及する必要がある。教師
の適切な指導の下、児童の自治的、自発的な
活動が展開されるようにする。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のスポーツ
の振興と体力の向上するための事業を支援する。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための授業研
究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロックに分
けた「親善体育大会」の実施。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 4,300人 3,109人

1,089千円 臨時職員 0.00 人
①3,610人

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,216人 3,610人

4,168人

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和24年度～ 1,081千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中学生体力調査
事業

根拠法令 R1予算現額

1,143千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

R1決算額（見込み）

0.00 人
①7,440人

②

③

R元年度目標

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、
一定の成果があがっていると考え
ている。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

R1年度に改善した点

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目
標を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,146千円 960千円

スポーツ基本法 1,005千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 35項目 42項目

35項目 39項目

754千円 臨時職員 R1実績
SNSやゲームの普及で利用が高まったた
め、運動する時間が減少していることで、
全国的に体力が低下傾向にある。本市で
も、その傾向が表れているのではないかと
考えている。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成24年度～ 914千円 臨時職員 0.00 人 35項目

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

昭和24年度～

H30決算額 指標名

根拠法令

中学校体育連盟
補助金

R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 968千円 968千円
①部活動大会参加者数

②

③

R1予算現額

H30その他職員
従事割合

968千円 968千円

R1年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であ
り、同等の数値としている。

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。
部活動指導員は、運動系部活動、文化系
部活動ともに２名を配置した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

中学校における運動部活動の意
義は、学習意欲の向上や責任感、
連帯感の涵養等、体力向上にも大
きな役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上や
スポーツ精神を養うために組織されている団体を支
援している。当該団体では、事業計画に従い、教員の
指導力の向上を図るための授業研究会や、生徒のス
ポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、部活動の
大会を運営している。

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,089千円

71.0%

1,081千円 臨時職員 0.00 人 71.0%

目標値には達成できなかったものの、およそ昨
年度並みの実績が確保できた。今後も各学校
の特色に応じた運動部活動の在り方を探ってい
く必要がある。

71.0%

0.00 人 R2年度目標

0.00 人
①４，９７１人

②

③

R元年度目標 R1実績

0.13 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

67.7%

64.3%

どのように貢献したか

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて指
導力を高めている。

どのように貢献したか

生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標値
やアドバイスを活用すること
ができる。学校は集計結果
を指導に活用できる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

どのように貢献したか

親子で運動に親しむことが
できる事業を実施している。
市内の教職員とともに、大
学の准教授や連盟と連携
し、質を高めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食担当参事　池田　隆人

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

2,848千円

事業の目的及び具体的な内容

事業者選定に向け
た準備

既存施設解体に伴
う調査

R1予算現額

3,048千円

R1その他職員
従事割合

①既存施設の石綿含有調査

②土地履歴調査

③

5,866千円

5,818千円

既存施設解体に
伴う調査

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R2年度目標

R元年度目標 R1実績臨時職員

目標設定の考え方・根拠

Ａ
R1目標値が未達成の理由・分析

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

0.70 人
非常勤
特別職

65,510千円

目標達成済

R1年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケ
ジュールに沿った進捗状況 計画通り進んでいるため、改善したところ

はない。

事業用地取得、
手法決定

臨時職員 0.00 人

0.00 人

0.00 人

整備に当たり、PFI手法による事業者選定
に向け、事務を進める。

新学校給食センター建設用地にあ
る既存施設の解体に伴う調査を
行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 65,951千円

平成29年度～

H30正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

安心な学校給食を、安定的に提供するため、老朽化
した学校給食センターを再整備する。

保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H30予算現額

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

H30決算額

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

事業用地取得、手
法決定

R1決算額（見込み）
①既存施設の解体に伴う調査

②

③

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　洋式便器化、バリアフリー対策、
臭気対策等について、教育環境の
改善を図ることができたと考える。
今後も、学校トイレ改修事業計画を
予定の通りに進めていく。

R1年度に改善した点指標名H30予算現額

R1予算現額

－ 1,049,688千円

期間

H30決算額

507,253千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

大便器の洋式化を図っていることから、
洋式大便器数/全大便器数
にて洋式化率を算定する。
R2年度目標をR元年度で達成済のため、R3年
度目標を前倒してR2年度目標として設定する。

設計施工監理を行う営繕課や学校との連
絡調整を密に行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,067,995千円 512,979千円

学校トイレ改修事
業

根拠法令 R1決算額（見込み）

①6校

②6校

R元年度目標

R2年度目標

①設計実施件数

②改修工事実施件数

市内小中学校における大便器の洋式化
率

R1実績老朽化した学校のトイレは臭い、汚いイメージにより、
トイレに行くことを我慢してしまう児童もいることから、
和式便器を洋式便器に変更し、バリアフリー対策や
臭気対策、給排水管の改修等を行うことで、快適な教
育環境を確保する。

1.05 人
非常勤
特別職

38.0% 40.1%

1.20 人
非常勤
特別職

屋内運動場トイレ改修や、２系統目の改
修についても計画的に進める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

41.0% 44.2%

47.0%

目標達成済

8,799千円 臨時職員

H26年度～R13年
度

9,974千円 臨時職員

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、児童生徒の安全確保を第一に
教育環境の改善を図ることができ
た。
今後も、施設の老朽化が進んでい
くことから計画的に事業を進める。

H30年度に改善した点

短期修繕計画実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共建築物修繕計画
の短期修繕計画にて計画していることから、そ
の計画・実績件数を指標とし、緊急性や予算等
を考慮した目標設定とする。

修繕をまとめて発注し経費削減を図った。

H30年度目標

12件

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 225,744千円 223,081千円
①修繕実施件数

②改修工事実施件数

学校施設修繕・改
修事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

－ 271,212千円 262,167千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実のため行
うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮の上修
繕を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場調査し修繕を
行う。
２　大規模な修繕は、公共建築物修繕計画に合わせ
て行う。

2.01 人
非常勤
特別職

12件

8件 8件

5件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

16,844千円 臨時職員

①819件

②6件

R元年度目標 R1実績

年々学校施設の老朽化が進む状況にあ
るが、緊急性、優先度、全体的なバランス
等を総合的に勘案しながら、効率的な修
繕、改修に努めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 2.90 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S30年度～ 24,105千円 臨時職員

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

133,875千円

期間 0.70 人

102,423千円

教育
施設
課

①工事件数

第1種区域内の防音校舎への空調設備
改修実施率

指標名

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R元年度目標 R1実績

H30年度目標 H30実績

100.0% 100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

特になし
目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きた。

102,300千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

2校（狭山ケ丘中学校･北中小学校）の改修工事
の進捗を率で表わす。
令和元年度に北中小学校の工事が計画どおり
完了したので、既存防音校舎の改修予定につ
いて、検討を行う。

空調設備を改修したことで、騒音を防止･
軽減することができ、教育環境が向上し
た。

H30決算額

①1件
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

133,326千円

防音校舎改修事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律

H27年度～ 5,818千円 臨時職員

H30その他職員
従事割合

75.0% 75.0%

5,447千円 臨時職員

-

航空機騒音の著しい第一種区域に所在する狭山ケ
丘中学校・北中小学校の防音校舎に防衛省の補助
金を活用した復温除湿工事を実施し、騒音を防止・軽
減することで、教育環境の改善を図る。

0.65 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

R2年度目標

８．働きがい
も経済成長も

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

適正な機器類の選定をし、エネル
ギ―効率の改善に努めた。工事修
繕では再資源資材の活用や安全
安心な労働環境の促進に努めた

どのように貢献したか

学校施設の改善により、教育環境
の質の向上に努めた。工事修繕で
は再資源資材の活用や安全安心
な労働環境の促進に努めた

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

どのように貢献したか

適正な工事監理により、再資源資
材の活用と廃棄物の適正処理に努
めた。また、施工体制台帳等により
安全安心な労働環境の促進に努め
た

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

８．働きがい
も経済成長も

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

児童生徒に安心安全な給
食を届ける。

３．すべての
人に健康と

福祉を



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設担当参事　森田幸夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

年間を通して実施した「小学校プログラ
ミング教育指導教員養成研修会」では、
市で導入する教材についての指導法な
ど、体験を伴いながら理解を深めること
ができた。また「ICT活用研修会」では、
これからのコンピュータネットワーク調
査活用研究協議会委員と連携し、小学
校プログラミング教育、協働学習支援ソ
フト、タブレットの活用を題材に、提案性
のある授業公開に努めた。今後の課題
は、一人一台端末が整備されるにあた
り、新たな機器の操作法やICTを効果
的に活用した新たな授業スキルを学
び、高める、研修会の充実である。

H30決算額

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

8,380千円

11,637千円

【目的】校務や授業において情報機器の効果的な活
用を推進するとともに情報モラルの育成を図る。教育
の情報化を進め、特色ある学校づくりを支援する。
【内容】①タブレットや電子黒板等のＩＣＴ機器、デジタ
ル教科書、インターネット、教育用ソフト等を活用した
調査・研究②大学教授指導のもとICT教育の調査・研
究③教員のための研修、支援の企画・実施

1.00 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

学習指導要領 49,000千円 48,973千円

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

研修会参加者の内容についての満足度

ＩＣＴ推進事業

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 49,513千円 49,426千円

100.0% 99.0%

臨時職員 0.00 人

①224人

R1実績
GIGAスクール構想の実現に向けた整備ス
ケジュールが、新型コロナウイルス対策と
連動し加速化が甚大である。一人一台端
末の整備後の授業風景、家庭等での活用
を見据え、整備とともに、教員への丁寧で
具体的な研修の充実を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 98.0%

100.0%

Ａ

R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

①ICT関連の研修会参加者数

期間 1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H元年～ 臨時職員 0.00 人

小学校プログラミング教育の本格実施に
向け、年間を通して5回の研修会を実施
し、教員の指導力の向上を図ることができ
た。また、本研修内容をもとに、指導主事
が、要望のあった11校の小学校に出向
き、プログラミングの校内研修をした。

研修会参加者の内容についての満足度は、30
年度実績と比較し1%減少している。新学習指導
要領の全面実施に向け、小学校プログラミング
教育指導教員養成研修会やICT活用研修会で
プログラミングに取り組んだ。感想の中に、「難
しそう」、「機器や環境が不十分」など、今後の
課題となる意見があり、100%には至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

父母負担の軽減という点におい
て、一定の成果があげられている
と考えている。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

学習材料費の父母負担軽減補助金交付要綱 9,795千円

R1年度に改善した点

補助額
父母負担の軽減を目的の１つとしているため、
補助額を指標とする。

特になし

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

9,915千円 9,816千円
①交付対象児童生徒数

②

③

父母負担軽減補
助金交付事業

9,694千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

年度当初、児童生徒の在籍数を調査し、その人数に
年度当初に定めた単価を乗じた金額を学校長に補助
金として交付する。各学校は必要な学習材料を購入
し、年度末に実績報告を行う。
学習材料費における保護者の負担を軽減するととも
に、教育内容に応じた学校独自の運用を図ることを
目的とする。

0.07 人
非常勤
特別職

9,816,000 9,816,000

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

9,693,200

9,678,800

目標達成済9,693,200

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

587千円 臨時職員

①24,233

②

③

R元年度目標 R1実績

本事業は所沢市独自の取組みである。
厳しい財政状況の中ではあるが、保護者
の負担軽減のために必要に応じて単価に
ついては検討していく。

期間 0.07 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S４９年度～ 582千円 臨時職員

教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

就学援助事業

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。

144,060千円

支給対象人数R1決算額（見込み）

H30年度目標

R1年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。 新入学学用品費を大幅に増額した。

小・中学共に、10,000円増

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 164,306千円

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助
金交付要綱・所沢市就学援助実施要綱

156,879千円 134,289千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させる
ことが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・受
付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.09 人
非常勤
特別職

4,105 3,753

9,134千円 臨時職員

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

R2年度目標

①134,288,300円

②37,302円

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,074 3,600 経済的な理由で子どもを就学させることが
困難な保護者は多く、そうした保護者を対
象に引き続いて援助を行っていくことは、
義務教育の円滑な実施に必要である。

H30実績

S57年度～ 12,717千円 臨時職員 4,351

期間 1.53 人
非常勤
特別職

R1～R4 3,159千円 臨時職員 55.8%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間

平成29年10月に発生した山口中学校西側擁壁の崩
壊を契機に実施した崩壊を免れた擁壁の安全性の調
査結果に基づき、災害防止の観点から、計画的に詳
細設計を行い、必要な改修工事を進める。

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

0.38 人
非常勤
特別職

R2年度目標

非常勤
特別職

0千円 臨時職員

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①改修工事設計業務委託件数
設計達成率

①１件
100.0% 100.0%

R元年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 - -

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

15,360千円

所沢市立山口中
学校既存擁壁改
修事業

令和元年度は詳細設計が計画どおり完了した。
令和２年度以降は、工事進捗率を指標とする。

補助金を活用し、教育環境の改善、防災
機能の強化を図るための改修に努めてい
く。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

学校運営や近隣環境に配慮し、安全で正
確に工事を進めるよう適正な工事監理を
行う。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してお
り、教育環境の改善を図ることがで
きた。

R1実績

目標達成済

H30その他職員
従事割合

教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

15,747千円

どのように貢献したか

プログラミング教育の授業
実践を伴う研修会の実施
が、子供たちのプログラミン
グ的思考の涵養につなげら
れた。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒がいる低所得世
帯に学用品費等を支給し
た。

どのように貢献したか

児童生徒の人数に応じた額
の補助金を各校に交付し
た。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

民間企業の高い技術力を
活用し、自然災害に対する
防災機能の強化に努めた

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称 評価

理由

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

□ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事 長谷川陽
子

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　市川　勝也

Ｒ１～

【目的】
当初、教育ネットワーク整備事業（中学校校内LAN整
備）として、令和2年度から順次整備を進める予定で
あったが、国の令和元年度補正予算で予算化され、
国庫補助の活用が可能となったことから、令和元年
度に全小・中学校への設置を予算計上し、令和2年度
に繰越明許の上、実施するものである。

0.00 人
非常勤
特別職

R1実績0千円 臨時職員

令和2年度に繰越明許により、校内LANを
整備していく。このために、明確な仕様書
の作成やなるべく早く業者選定を行ってい
く必要がある。

－

100.0%

期間 0.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

教育ネットワーク
整備事業（校内ＬＡ
Ｎ整備）

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

文部科学省「GIGAスクール構想」 533,531千円 511,510千円

事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

－ －

R1その他職員
従事割合

100.0%

H30実績

①小・中学校47に対して、LAN
配線を行う教室について調査を
実施した。

R元年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

R1年度に改善した点

各学校調査数(47校)
来年度、契約していくうえで、各校における無線
アクセスポイントの個数やスイッチの個数を調
査する必要があるため指標とした。

当初、教育ネットワーク整備事業(中学校
校内LAN）として令和2年度から順次整備
を進める予定であったが、国の令和元年
度補正予算で予算化され、国庫補助の活
用が可能となったことから、全小・中学校
への整備を行うこととした。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

0千円

H30正規職員
人件費

Ｒ１～ 1,247千円

小・中学校47に対して、ＬＡＮ配線
を行う教室について調査を実施し
た。これにより、仕様書の作成や業
者への見積依頼を実施することが
できた。

29.0%

H30決算額

①各学校に対する調査

R1目標値が未達成の理由・分析

R1正規職員
人件費

24.0%

最優先

24.0%

期間 0.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

目標達成済

臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,184千円 臨時職員

①24%

R元年度目標 R1実績

効果の検証を行いながら、より学校現場
に適した大型提示装置の導入を行う。

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

【目的】移動式の電子黒板を小・中学校の普通教室に
導入し、児童生徒の学習への興味・関心を高め、学
力の向上を図るものである。

0.38 人
非常勤
特別職

22.0%

R1その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,402千円 3,231千円

R1決算額（見込み）

6,722千円 5,310千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度目標値を達成すること
ができ、学習環境の充実につな
がったため。

R1年度に改善した点

①小中学校の普通教室1室に対
する電子黒板の導入割合

小中学校の普通教室1室に対する電子黒
板の導入割合

令和6年度までに効果検証を図りながら50%の
導入割合を目指す 市内小・中学校5校に3台ずつの電子黒板

の導入を行った。

指標名

22.0%

H30年度目標教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

電子黒板導入事
業

根拠法令 R1予算現額

優先

期間 0.12 人
非常勤
特別職

H30決算額

Ｈ２７～ 997千円 臨時職員 100.0%

研修会参加者の内容についての満足度は、30
年度実績と比較し1.7%上昇している。校務支援
システムも導入から5年が経過しており、市内の
教員からは「なくてはならないシステム」との言
葉も聞かれるが、操作に慣れてきている教員か
らは、「研修会ではなく資料の配布でよい」など
今後の課題となる声もあり、100%には至らな
かった。

100.0%

【目的】校務支援システムを活用し、所沢市内全小・中学校
における義務教育9年間を見通した指導・情報共有を図ると
ともに、学校への教育ニーズの多様化による教職員の業務
負担の軽減を図る。
【内容】①システムの運用・管理②システムの活用研修会の
実施③物理サーバでの運用から仮想基盤での運用へ移行
（令和２年度）④次期システムの内容等の検討

100.0%

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,285千円 臨時職員

①85人

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

新たに加える保健機能の適切かつ有効な
活用につながる研修の充実を図っていく。

0.75 人

小・中学校校務支
援システム運用事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市ICT推進アクションプラン2019－2021 19,596千円19,596千円

非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

研修会参加者の内容についての満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

教務主任等の、操作に慣れてきている教
員を対象とする研修では、“希望者”が参
加する研修であることを事前に連絡し、教
職員の業務負担軽減を図った。また、新
学習指導要領の全面実施に伴い、指導要
録等の書式の変更の研修を実施した。

H30年度目標

19,547千円

①研修会参加者数

指標名

19,547千円

H30決算額

Ａ

研修会参加者の感想から、市内の
多くの教職員が、校務支援システ
ムを使用することで、負担軽減につ
ながることを実感していることがわ
かる。アクセス数も一月当たりの最
高が、1万件近く増加していることも
あり、使用頻度が高まっている。今
後の課題として、新たに加える予
定の保健機能について、円滑な運
用につながるよう、養護教諭等を
対象にした研修も充実を図ってい
く。

95.5%

目標設定の考え方・根拠

97.6%

教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

私立学校誘致推
進事務

根拠法令

－ 自治事務

推進

R1予算現額

1,257千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

R1実績

誘致については、解決すべき様々
な課題が想定されることに加え、学
校法人の運営に関わることである
ことから、市の予定するスケジュー
ル通りに遂行することはむずかし
い。

R1年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想
定されることから、関係各所との情報共有と充
分な調整を行い、できるだけ早期の開校に向
け。事業の円滑な推進に努める。

学校法人及び開発行為等代行事業者の
事前相談を受け付けた。開校に向けた課
題の整理と必要な手続き及びスケジュー
ルの確認を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

誘致に向けた調整等を推進する。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

Ａ

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①学校法人、県及び市の関係
部署と調整し、誘致に向けた課
題解決を図る。

誘致に向けた調整等の推進

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容

①学校法人及び開発行為等代
行事業者と開校に向けた課題
の整理と情報共有を行った。
 　県学事課と情報共有を行っ
た。

R元年度目標

推進 推進

推進

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R2年度目標

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を誘
致する。

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 推進

臨時職員 0.00 人

H25年度～ 1,413千円 臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人

どのように貢献したか

市内に教育の場を誘致する
べく、必要な調整を行った。

どのように貢献したか

環境に配慮したネットワーク
機器の選定を行っていく。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

電子黒板導入により、学習
環境の充実につながった。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

教職員の業務負担軽減に
より、教材研究や児童生徒
への指導の充実につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに



項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第１節　健康づくり

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現
額

妊娠中及び出産後早期に訪問指導を行うことに
よって親の孤立感や育児負担の軽減、虐待防止に
つなげることができる。その結果、母子の健全な育
成を図ることができる。
①新生児妊産婦訪問、②未熟児訪問、③こんにち
は赤ちゃん訪問

2.01 人

優先 法定受託＋附加

R1正規職員
人件費

2.18 人

H30年度目
標

児童福祉法、母子保健法、所沢市母子保健事業実施要綱

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

妊娠中や出産直後は不安が増加し、孤立しが
ちな時期である。妊娠中から相談窓口の周知を
行い、新生児訪問、こんにちは赤ちゃん訪問な
どにより、早期に関わりが必要な母子への訪問
を実施し、育児不安に対応することで母子の健
全育成、虐待防止に繋げていく。

R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

臨時職員

13,232千円

R1年度に改善した点

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

H30実績

①2,149件

②1,963件

R元年度目
標

3.00 人

12,445千円

①対象者

②訪問指導件数(目視者)

訪問指導実施率（目視率）

93.0%

目標値は未達成であるが、長期里帰りや入院等
により訪問できない場合があるため、それらを除
けば、ほぼ達成できていると考えている。

子育て世代包括支援センター「かるがも」
の専門職（保健師・助産師）が妊娠期から
関わることにより出生連絡票の返信が７割
を超え、出産後早期の子育て支援の強化
につながっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標

88.2%

91.3%

R1実績

93.0%

93.0%

母の育児不安など早期に対応す
ることは母子の健全育成、虐待防
止に繋がっており今後も引き続き
実施していく必要がある。

全家庭への訪問を実施しているが、訪問により
母子との面接の中で育児不安の改善を図ること
が目的であるため、訪問指導実施率を指標とす
る。
訪問指導件数÷訪問件数×100

H7年度～ 18,120千円 臨時職員 3.00 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

16,844千円

健康
づく
り支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現
額

核家族化や地域のつながりの希薄化等により、地
域で出産、子育てを担う母親の育児負担が増えて
いることから、妊娠期から子育て期にわたるまでの
母子保健や育児に関する様々な相談に円滑に対応
する。
①専門相談員を配置し、電話、窓口、面接、訪問に
よる相談対応、②マタニティコール、③母乳相談

17,213千円自治事務

指標名

妊娠・出産つづけ
てサポート事業

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

1.81 人

H30決算額

R1予算現額

事業の充実を図り、満足している親の割
合が増加することを目指す。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

かるがも開設後、妊娠届出時や乳
児家庭全戸訪問事業で事業の周
知を図った。
オリジナル母子健康手帳との選択
と葉酸米をプレゼントしたことによ
り、子育て世代包括支援センター
「かるがも」での妊娠届出数は増
加している。

R1年度に改善した点

「健やか親子２１（第２次）」計画の乳幼児健康診
査におけるアンケート調査項目を設定。

子育て世代包括支援センター「かるがも」
で赤ちゃんとママに必要な防災グッズの展
示及び専門相談員と面談し「かるがもプラ
ン」を作成した妊婦の方に葉酸米を配布
するなど、「かるがも」での妊娠届出の増
加を図った。

目標値は未達成であるが、前年度実績と比較
し、妊娠期から子育て期にわたる支援の強化等
により、満足している親の割合は増加傾向にあ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

9,552千円

①電話、窓口、面接、訪問等に
よる相談

②マタニティコール

③母乳相談

R1決算額（見込み）

R2年度目標

83.0%

R1実績

子ども・子育て支援法 11,997千円 9,930千円

妊娠・出産について満足している親の割合

H30実績

非常勤
特別職

11,448千円

80.0%

15,168千円 臨時職員 3.00 人

①1,079件

②1,319件

③253件

R元年度目
標

83.0%

11,969千円 臨時職員

根拠法令 R1予算現額

17,710千円

H28年度～

期間

乳児家庭全戸訪
問事業

法定受託事務

健康
づく
り支
援課

82.9%

83.0%

1.44 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3.00 人

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

法定受託事務 法定受託＋附加

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

重要

所属
名称

期間

自治事務

根拠法令

最優先

R1目標値が未達成の理由・分析市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現
額

期間

平成4年度～

市民保養施設利
用事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標は達成できなかったが、一つ
の保養地に絞って期間限定で開
催する【トコたび】を実施し、定額宿
泊プランを採用、14件の利用が
あった。トコたびはホームページの
１日あたりの最多アクセス数が約
1,800件になるなど、新たな取り組
みを行った。

R1年度に改善した点

パスポート券を利用した延べ人数
所沢パスポート券利用者数を指標とする。
目標値については、事業を継続して推進するた
め前年度実績を超える数値を目標としている。

待合スペースに市民保養コーナーを設置
し、事業や保養地及び協定施設のＰＲを
充実させた。

H30年度目
標

H30実績
H30その他職員
従事割合

パスポート券利用者数

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 78千円 42千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

所沢パスポート券要綱

H30決算額 指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

78千円 23千円

市民の健康増進と心身のリフレッシュを目的とす
る。
市が協定を結ぶ温泉地の旅館組合や単体の宿泊
施設で宿泊料金の優待割引（１０％）等を受けられ
る所沢パスポート券事業を実施している。
令和元年度は、四万温泉、水上温泉及び石和温泉
の３か所の保養地と草津、土肥、魚沼、十日町、秩
父にある宿泊施設と協定を結んでいる。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 652人

3,242千円 臨時職員 0.00 人

2,095千円 臨時職員

0.39 人
非常勤
特別職

575人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

414人576人

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

職員の事務負担を考慮するとともに、イン
ターネットの普及等に伴い市が行う事業と
しての役割は相対的に少なくなっているこ
とから、今後の事業のあり方について検
討していく。

0.00 人

414人

R元年度目
標

R1実績

415人

市民保養施設利用事業の中でも人気の高い、
限定企画の【所沢市バスたび】を、家族での参
加が可能な3月末に開催予定であったが、新型
コロナウイルス感染拡大に伴い中止となったた
め、利用者が大きく減少した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

年齢や性別を問わず、心身
のリフレッシュと健康の増進
に寄与した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

妊娠中及び出産後の生活
等について助言を行い不安
を軽減できるよう努めた。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域から孤立する時期に訪
問を実施し、育児不安に対
応することで母子の健全育
成を図った。



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

H30決算額 指標名

健康
づく
り支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現
額

H30正規職
員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

埼玉県早期不妊検査費・不育症検査費助成事業実施要
綱、埼玉県早期不妊治療費助成事業実施要綱等 11,398千円 8,569千円

非常勤
特別職

H30その他職員
従事割合

不妊に悩む方の早期の不妊検査及び治療に要す
る費用の一部を助成することにより、支援を行うとと
もに負担の軽減を図るものである。不妊検査費等
については、検査に係る費用に対して2万円を上限
とし1回助成する。早期不妊治療助成は、埼玉県不
妊治療費助成事業の初回助成の対象となった特定
不妊治療に係る費用に対して、県の支給決定額を
除いた金額の10万円を上限とし1回助成する。

0.37 人

0.20 人

207件

令和元年度から不妊治療費についても、
助成の対象とした。妊活・不妊に関心のあ
る女性の方対象に妊活入門講座を実施し
た。

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

本事業の開始をきっかけに不妊の
検査を受けた方もおり、不妊を心
配されている方が検査を受ける後
押しになっている。また、高額な不
妊治療費用の負担軽減を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,096千円

申請件数（合計）

不妊検査・治療費
等助成事業

根拠法令 R1予算現額

3,101千円

①198件

②36件

R元年度目
標

①不妊検査の申請件数

②不妊治療の申請件数

143件

4,253千円

臨時職員

R1決算額（見込み）

Ａ

目標達成済

前年度実績に基づき目標設定をした。

H29～ 4,488千円 臨時職員 0.40 人

期間 R2年度目標

埼玉県の少子化対策である「ウェルカムベ
イビープロジェクト」事業の一環として実施
しているため、県とも連携をしながら事業
を進めていく。講演会や講座等を開催し、
不妊・妊活の普及啓発及び助成事業の更
なる周知を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

210件 234件

0.48 人

R1正規職員
人件費

240件

0.54 人
非常勤
特別職

期間 0.47 人

健康
づく
り支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現
額

妊婦の疾病や異常を早期発見し、健康の保持・増
進を図り、健康管理の向上を図ることを目的とす
る。妊娠の届出をした者に対し、母子健康手帳とと
もに妊婦健康診査助成券（14枚）を交付し、委託医
療機関において妊婦健康診査（合計14回）を実施
する。また、里帰り出産等による委託医療機関以外
での受診については、助成制度（償還払い）を実施
する。

234,710千円 208,142千円

H9年度～

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

4,022千円

非常勤
特別職

公費負担額の上昇を抑えながらも、妊婦
のニーズを捉え事業の充実を図っていく
必要がある。産後うつの予防や新生児へ
の虐待予防等を図るため、産後健康診査
事業の必要性を認識しており、県の動向
等を今後も注視していく。

H30実績

指標名

妊婦健康診査事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

母子保健法、所沢市妊婦健康診査実施要綱、所沢
市妊婦健康診査助成金交付要綱

①対象者数（妊娠届出数）

②母子健康手帳交付数（再交
付・追加交付含む）

③受診者数（1回目）

受診率

H30年度目
標

妊婦の疾病や異常の早期発見、
健康管理の向上の観点から、今後
も引き続き実施が必要である。
市ホームページや広報紙を利用
し、早期の妊娠届出、妊婦健康診
査の積極的な受診について周知
するとともに、子育て世代包括支
援センターの専門職（助産師、保
健師）によるマタニティーコールを
通して、流産等妊娠継続とならな
かった方を把握した際には、丁寧
な対応に努める。

R1年度に改善した点

妊婦の健康管理の充実及び経費負担の軽減を
図ることで、妊娠中の定期的な受診を促す。
妊婦健康診査の受診率を指標とする。
受診者数（1回目）÷対象者数×１００

子育て世代包括支援センター「かるがも」
の専門職（助産師、保健師）が、妊娠届出
の受付を行う際に、妊婦健康診査の重要
性を丁寧に説明した。

妊婦健康診査の受診率100%を目標値としてい
るが、妊娠の8%～15%が流産に至るとの統計も
あり、全ての妊婦が受診継続とならない現状が
ある。妊娠届出時の面談やマタニティコール等
を通じて定期的な受診を促していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 244,444千円 204,699千円

100.0% 94.3%

臨時職員 2.25 人

①2,337件

②2,562件

③2,200件

R元年度目
標

R1実績

非常勤
特別職

R2年度目標

3,907千円 臨時職員 2.25 人

R1その他職員
従事割合

100.0% 94.1%

100.0%

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子どもを望む夫婦に対し、
その検査・治療の負担軽減
を図った。

どのように貢献したか

妊婦の疾病や異常の早期
発見、健康管理の向上を
図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を



項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第２節　早期発見・疾病予防

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

精神障害者等一
時宿泊事業

根拠法令 R1予算現額

6,285千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

緊急時には即時即応の対応がで
きるよう、関係機関との連携を深
め事業を実施している。

R1年度に改善した点

平成29・30年度の利用日数については、精神障
害者当事者が7日間×10人分、家族については
3日間×2人分としている。
令和元年度の利用率は、支援を必要とする者が
実際に事業を利用できた割合とする。

委託先の相談支援事業所職員との連携を
重視し、利用後の支援対象者への支援が
滞ることがないようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き事業を実施し、即時即応の対応
ができるよう、相談支援事業所等と連携し
て取り組む。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 760千円 720千円

R1実績

目標達成済

R1決算額（見込み）

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 836千円 770千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

精神障害者当事者の精神状態が急変し、不穏な状
況により家族等の身体に危険が及ぶ恐れがある場
合に、精神障害者グループホーム等の福祉サービ
ス事業所に一時宿泊することにより、精神障害者本
人の精神状態の安定化と生活支援を行い、自宅等
で安定した生活ができるようにする。また、同居の
家族については危険回避等の支援を行う。

0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 76日間 72日間

252,648千円 232,836千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

0.00 人

H30年度目標

①精神障害者本人またはその
家族等を保護した日数

②

③

・平成30年度
精神障害者本人またはその家族等を保護した
日数
・令和元年度
支援対象者の利用率

0.00 人 R2年度目標

20.0%

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員

①70日

②

③

R元年度目標

100.0%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

がん検診事業

3.28 人

根拠法令

健康増進法

R1予算現額

39,973千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

平成29年度～ 5,818千円

期間 0.70 人
非常勤
特別職

Ａ

①延べ申込者数（前立腺がん
検診を除く）
②延べ受診者数（前立腺がん
検診を除く）
③前立腺がん検診受診者数

大腸がん検診受診率

（受診者数÷対象者数×100＝受診率）
（受診者：16,788人、対象者：214,891人）

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

早期発見・早期治療により、がんによる市民の
死亡の減少を図ることが目的であるため、性別
に関係なく、また、保健センター及び市内協力医
療機関のどちらでも受診できる大腸がん検診を
指標とする。

胃がん検診は、従来の集団検診のバリウ
ム検査に加え、個別検診の内視鏡検査を
開始し、受診しやすい環境を整備した。
また、市内全世帯に配布される「健康ガイ
ドところざわ」のがん検診のページを見直
し、より見やすく分かりやすい表記に改善
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

市民にとって分かりやすく、申し込みやす
い仕組み作りに取り組む。また、検診の重
要性を周知するとともに、祝休日の受診日
や受診者が女性のみの日を設けるなど、
引き続き受診しやすい環境の整備を行う。

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

大腸がん検診は問診と検体の提出のみで受診
することができる、受診者の負担が少ない検診
であり、これまで受診しやすい環境の整備を図
り、周知に努めており、受診者数も増加したが、
対象者数も増加したため。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 249,187千円

期間

R1実績

R1正規職員
人件費

226,210千円

大腸がん検診の受診者数は、平
成29年度の16,328人から、平成30
年度の16,677人、令和元年度の
16,788人と増え続けている。今後、
引き続き受診しやすい環境の整備
を行うとともに、様々な媒体を活用
した周知に努めていく。

H30年度目標 H30実績事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

がん検診を実施することにより、がんの早期発見と
早期治療につなげ、市民のがんによる死亡の減少
を図る。
【検診の種類と対象】
胃・肺・大腸がん検診は40歳以上の男女、乳がん
検診は40歳以上の女性、子宮頸がん検診は20歳
以上の女性、前立腺がん検診は50歳から80歳まで
の５歳刻みの男性

4.77 人
非常勤
特別職

0.00 人

7.8%

8.1%

7.8%

臨時職員 6.86 人

①47,186人

②40,403人

③3,146人

R元年度目標

S58年度～ 27,263千円 臨時職員 2.37 人

R1その他職員
従事割合

8.1%

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

Ｓ23年度～

3.35 人

R1正規職員
人件費

期間

各種予防接種事
業

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

975,438千円 819,986千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

各種予防接種を実施することで、市民の免疫レベ
ルを高い水準に保ち、感染症の発生・まん延を防止
する。
【種類】
（小児）ヒブ、小児用肺炎球菌、Ｂ型肝炎、四種混
合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、麻しん風しん混合、麻し
ん、風しん、水痘、日本脳炎、二種混合、子宮頸が
ん、（成人）男性の風しん抗体検査、（高齢者）インフ
ルエンザ、成人用肺炎球菌

小児予防接種接種率
（延べ接種者数58,079人÷対象者数58,922人）
※但し、子宮頸がんについては、積極的勧奨を
中止していることから除く。

根拠法令

疾病や体質などにより予防接種を受けられない
ケースもあり、現実的には100％を達することは
困難なことから、概ね目標は達していると考え
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

令和2年10月からのロタウイルスワクチン
定期接種化に向け、滞りなく準備を進めて
いく。今後も、国や県の動向も踏まえなが
ら、感染症の発生・まん延を防止すべく、
継続して事業を実施していく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を概ね達成す
ることができており、事業の目的で
ある感染症の発生・まん延防止は
図られていると考える。
今後は、高い接種率を維持し事業
の目的を達することができるよう、
引き続き確実な周知と適切な勧奨
に努めていく。

R1年度に改善した点

感染症の発生・まん延を防止するためには市民
の免疫レベルを高い水準に保つ必要があること
から、予防接種の周知・勧奨を確実に行うことに
より、100％に近い接種率を維持していくことを
目標とする。

国の追加的対策により風しん抗体検査、
風しん第５期定期接種を開始した。また、
造血幹細胞移植後の予防接種任意再接
種料助成金交付事業開始し、これまで全
額自費負担となっていた接種についても
助成を行い、疾病と感染症まん延の予防
と対象者の負担軽減を図った。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

予防接種法

H30決算額 指標名

0.00 人

①58,079

②43,406

R元年度目標

①小児予防接種接種者数

②高齢者予防接種接種者数

1.71 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 877,213千円 816,324千円

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 100% 99%

臨時職員

14,214千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

100% 99%

100.0%

28,073千円

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

３．すべての
人に健康と

福祉を

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

どのように貢献したか

高い予防接種率を維持する
ことで、市民の免疫レベル
を高水準に保っている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民が安価でがん検診を受
診する機会を提供してい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

当事者の生活の安定化と
家族の危険を回避した。



実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康管理課長　小川　和彦

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自殺対策基本法、精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律

1,017千円

8,045千円

H30決算額

①自死遺族支援「わかちあいの
会」の運営

②思春期こころの健康相談事
業

非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナウイルス感染拡大の影
響もあり相談者数は減少したが、
精神科医療機関や高校などとの
連携を重視しながら個別支援を実
施した。

H30予算現額

自殺対策基本法の基本理念には、自殺が個人的な
問題としてのみとらえられるべきものではなく、その
背景には様々な社会的な要因があることを踏まえ、
その対策が社会的な取組として実施されなければ
ならないとされている。
　本市においてもその趣旨を踏まえ相談や普及啓
発等の自殺防止対策を実施する。

0.96 人

R1正規職員
人件費

H21年度～

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

自治事務

指標名

自殺防止対策に
かかる啓発事業

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

法定受託事務 法定受託＋附加 1,039千円

R1年度に改善した点

H30年度は、法改正（H28）を受け、市町村にお
いても自殺対策にかかる行動計画を策定するこ
とになったため、所沢市における自殺対策計画
の策定を目標とした。令和元年度以降は計画に
基づく施策のうち「思春期こころの健康相談事
業」の相談者数を指標とした。

思春期の心の特性に配慮し、早期介入が
できるよう、相談者の生活状況等にも配慮
し対応した。
また、年度途中に市内各高校に対し本事
業の周知を行った。

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、相
談者からのキャンセルがあった。また、本人の
心の問題に気づくことができる、保護者や高校
教諭に向けた周知が不足していたのではない
かと考える。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

・平成30年度
自殺対策計画の策定状況
・令和元年度
自殺対策計画の進捗度（思春期こころの健康相
談の相談者数）

100.0% 100.0%

R1目標値が未達成の理由・分析

今後は事業の周知に努めるとともに、相
談しやすい環境等、相談事業の実施方法
について検討する。

885千円

958千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

臨時職員 0.00 人

①5回実施

②20人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

29人 20人

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

6,068千円 臨時職員 0.00 人 30人

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

H30決算額

7,098千円

指標名

健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

精神保健事業

根拠法令

5,614千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

Ａ

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

相談件数については、新型コロナ
ウイルス感染症の影響により減少
したが、個別支援が必要な方に対
しては適宜、相談対応を実施し
た。
また、コロナ感染拡大により不安を
抱える市民へ電話相談事業『ここ
ろの相談電話』を実施した。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

精神障害の早期発見、治療、社会復帰及び社
会経済活動への参加の促進を図ることが精神
保健福祉業務の趣旨であるため、精神保健福
祉士による精神保健相談の延べ件数を指標とし
た。

新型コロナウイルス感染拡大防止のた
め、相談支援活動に制限があったが、相
談者の状況に合わせながら適切な対応を
図るよう努めた。また、コロナウイルス感
染拡大の影響により不安を抱える市民の
ために電話相談事業『こころの相談電話』
を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症やその社会的
な影響等に対応できるようにするため、職
員の相談技術の向上や関係機関との連
携が課題と捉えている。

R1目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染拡大の影響により来所
相談や訪問件数が減少した。個別支援は行って
おり、目標は概ね達成できていると考えている。

8,292千円

R1実績

4,409千円

7,442件

7,500件

①精神保健福祉士による延べ
相談件数

②精神保健福祉手帳所持者数

③自立支援医療（精神通院）の
利用者数

精神保健福祉士による延べ相談件数

8,000件

49,861千円 臨時職員
精神保健相談については、来所、訪問、電話及び
メール等により行い、必要に応じて専門医による相
談を実施する。精神障害の早期発見、早期治療と
治療の継続等、社会復帰に向けた総合的な支援を
行う。

5.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 7,800件 8,029件

3.00 人

①　7,442件

②　3,418件

③　5,778件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H14～ 43,887千円 臨時職員

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 280千円

期間 5.28 人

H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

280千円

精神保健福祉施策の推進のためには、市
民に精神疾患、精神障害者に対する正し
い理解を深めていただくことが重要である
ことから、今後も普及啓発事業を継続して
いく。

こころの健康講座とこころの美術展への来場者
数

目標設定の考え方・根拠

Ｓ
健康
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額 指標名

R2年度目標

こころの健康講座では、社会情勢
を踏まえたテーマを選定して実施
し、こころの美術展においては、各
福祉事業所や精神科医療機関の
協力体制を維持しながら実施して
いる。

①こころの健康講座

②こころの美術展

③

こころの健康づく
り普及啓発事業

広く精神障害及び精神障害者への理解を進め
ることが目的であるため、こころの美術展の来場
者数を指標とした。

発達障害に関する講座として、教育と医療
の協働をテーマにした講座を実施した。市
民のみならず、支援関係者にも関心が高
い内容のものとした。

H30年度目標

2、889人

目標達成済3,275人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,090千円 745千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

精神障害及び精神障害者に対する正しい知識の普
及を図り、精神障害者及びその家族が健やかに暮
らせる地域社会づくりを推進する。

0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,600人

7,458千円 臨時職員 0.00 人

①計9回開催　579人

②10月2,849人

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3,428人

3,300人

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人

H８年度～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民を対象とした講演会等
により、精神保健及び精神
障害者に対する正しい知識
の普及を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

個別の相談支援を実施し、
精神保健福祉の充実、精神
障害者の就労など社会経
済活動への参加の促進を
実施した。

どのように貢献したか

精神科医師による専門的な
助言を行い、本人及び家族
への支援を実施した。

３．すべての
人に健康と

福祉を



項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

SDGsへの貢献
(最大3つ)

①４３７日

②３１９日

令和元年度は、令和２年１月から第４日曜日を
担当する医療機関が診療が困難となり、第４日
曜日の担当医が不在となった。
今後も、目標達成に向けて、狭山保健所を中心
に、狭山市、入間市とも連携し協議を続けてい
く。

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第３節　地域医療

H30決算額

　夜間（月から土曜日）及び休日・祝日の小児の第
２次救急医療を確保するため、所沢市、狭山市、入
間市において、３市及び協力医療機関（４病院）によ
る協定書に基づき、輪番制により第２次救急医療体
制の整備を図るものである。

0.27 人

平成12年度～ 2,660千円 臨時職員

会
計

成果

成果指標

R1正規職員
人件費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

2,263千円

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト

所属
名称

2,847千円

一
般

H30予算現
額

期間 0.32 人

小児科救急医療
病院群輪番制事
業

所沢地区小児科救急医療病院群輪番制病院運営
費補助に関する協定書
埼玉県小児救急医療施設運営費補助金交付要綱

非常勤
特別職

所沢地区の小児救急医療体制の整備に
向け、令和２年１月２９日に「小児救急輪
番体制に関する調整会議」に出席し、狭山
保健所をはじめ、関係医療機関、狭山市、
入間市で、現在の小児救急医療体制の維
持についての協議を行った。

H30年度目
標

本事業は、夜間及び休日・祝日、すべての日の
小児の第２次救急医療体制の確保を目的として
いることから、診療実施率を指標とした。

R1決算額（見込み）

2,175千円

72.1%

H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

2,185千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

①診療目標日数（夜間・日曜・
祝日・振替休日・年末年始）

②診療実施日数

診療実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

臨時職員

R1年度に改善した点

72.9%

100.0%

指標名 目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,813千円

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R元年度目
標

R1実績

Ｂ

本事業は、所沢地区（所沢市、狭
山市、入間市）内の医療機関の協
力により、継続して実施されてい
る。
小児の第２次救急医療体制を整
備するうえでは本事業が重要であ
ることから、今後も目標達成に向
けて、狭山保健所を中心に狭山
市、入間市と連携し協議を続けて
いく必要がある。

担当病院が不在となっている日の小児救
急医療体制を確保するため、狭山保健所
をはじめとし、３市（所沢市、狭山市、入間
市）で連携し協議を続けていく。

100.0% 100.0%

R2年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.28 人
非常勤
特別職

100.0%

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30決算額 指標名

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

1,927千円 臨時職員

昭和59年度～ 2,327千円 臨時職員

期間

在宅当番医制実
施事業

根拠法令

　一般の医療機関が診療を行っていない休日・祝
日及び年末年始において、初期救急患者の医療体
制を確保するため、所沢市医師会との委託契約に
より市内の医療機関が輪番制により診療を実施す
るものである。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,953千円

①７６日

②７６日

100.0%

R元年度目
標

本事業は、初期救急医療体制を整備する
上では必要不可欠なことから、継続して実
施できるよう、所沢市医師会と連携を強化
している。

R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

目標達成済

　本事業は、一般の医療機関が診
療を行っていない、休日、祝日及
び年末年始における初期救急医
療体制を確保することが目的であ
り、現在、すべての休日、祝日及
び年末年始で実施されている。今
後も、事業委託先である所沢市医
師会と連携体制の強化を図り、事
業を継続していく必要がある。

①診療計画日数

②診療実施日数

診療実施率
　診療実施日数　÷　診療計画日数

100.0%

R1実績

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

100.0%

16,743千円

15,953千円

16,743千円

　本事業を実施する医療機関から継続し
て協力が得られ　安定的に事業が実施で
きるよう、所沢市医師会と調整を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み0.23 人

非常勤
特別職

事業の種別

一
般

H30予算現
額

H30実績

本事業は、一般の医療機関が診療を行っていな
い休日・祝日及び年末年始における初期救急患
者の医療体制の確保が目的であることから診療
実施率を指標とした。

保健
医療
課

実施計画ランク

事業の目的及び具体的な内容

R1決算額（見込み）

R2年度目標

昭和55年度～ 2,327千円

R1予算現額

埼玉県地域保健医療計画

臨時職員

一
般

H30正規職
員
人件費

①４４２日

②４４２日

R1その他職員
従事割合

31,116千円 31,116千円

①診療計画日数
　夜間(366日)＋祝日・休日昼
間(76日)

②診療実施日数
H30正規職
員
人件費

1,927千円

本事業は、第２次救急医療体制を整備す
る上では必要不可欠なことから、継続して
実施できるよう、所沢市、狭山市、入間
市、３市で連携を強化していく必要があ
る。

100.0% 100.0%

100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み100.0% 100.0%

Ａ

本事業は、夜間及び休日・祝日の第２次救急医
療体制を確保することが目的であるため、診療
実施率を指標とした。

R元年度目
標

R1実績

診療実施率
診療実施日数　÷　診療目標日数

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

本事業が、今後も円滑に推進できるよう、
所沢市、狭山市、入間市、３市において情
報交換を行い調整を図った。

R1目標値が未達成の理由・分析H30実績

本事業は、夜間及び休日、祝日、
すべての日において第２次救急医
療体制が確保されている。今後
も、所沢地区（所沢市、狭山市、入
間市）３市で連携し、事業が円滑に
推進できるよう努める必要がある。

R1年度に改善した点指標名

R1予算現額

31,400千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額（見込み）

所沢地区病院群輪番制病院運営費補助に係る協
定書
所沢地区病院群輪番制病院運営費補助金交付要

31,400千円

目標設定の考え方・根拠
H30予算現
額

H30決算額

根拠法令

臨時職員

0.28 人
非常勤
特別職

0.23 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

　夜間及び休日・祝日の第２次救急患者の医療体
制を確保するため、所沢地区（所沢市、狭山市、入
間市）における第２次救急医療施設（１４病院）によ
る病院群輪番制方式により診療を実施するもので
ある。期間

事業の目的及び具体的な内容所沢地区病院群
輪番制病院運営
事業

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

所沢地区における、小児の
休日及び夜間の診療の確保

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

祝祭休日及び年末年始の初
期救急医療の確保

どのように貢献したか

所沢地区における、休日及
び夜間の第2次救急医療の
確保



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
　総務課長　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
　総務課長　中村　まさみ

2,909千円 臨時職員 850

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

850

期間 0.35 人
非常勤
特別職

R2年度目標

一般の歯科診療所での診療が困難な患者への歯
科診療体制及び休日緊急歯科診療体制の確保を
目的として、保健センター内「歯科診療所あおぞら」
において、在宅要介護高齢者及び障害児者の歯科
診療、休日緊急歯科診療を実施するものである。

0.58 人
非常勤
特別職

H10年度～

850 815

臨時職員

①51日

②101日

③73日

R元年度目
標

R1実績

741

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①在宅要介護高齢者歯科診療
    診療日数
②障害児者歯科診療
    診療日数
③休日緊急歯科診療
    診療日数

所沢市歯科診療所あおぞらの障害児者の診療
実績（単位：人）

障害児者の歯科診療が市の役割として期待さ
れており、これを充実させるため、受診できる最
大受診者数を指標とする。

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 58,674千円 56,352千円

H30予算現
額

歯科診療所事業

新型コロナウイルス感染症予防のため、待合等
での患者同士の接触を最小限にするために診
察枠を減少したことにより前年度に比べて実績
は低い結果となった。今後は新しい生活様式を
ふまえながら、障害児者や関係者への「歯科診
療所あおぞら」の事業の周知や受診しやすい環
境整備に努める必要がある。

引き続き周知に努め、指定管理者である
所沢市歯科医師会の特性を生かし、利用
者が安心かつ利用しやすい診療体制を充
実していくことと、地域連携の強化を目指
す必要がある。

R1予算現額

4,860千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

所沢市医師会、歯科医師会、障害者団体
の代表者で構成する所沢市歯科診療所あ
おぞら会議において、障害者施設職員
等、2名の新たな参加者を招き、より多くの
意見の聴取に努めた。新型コロナウイル
ス感染症の拡大や院内感染予防のため、
装備の強化や消毒をより徹底して診療を
実施した。

医療法、所沢市歯科診療所条例 59,031千円 57,554千円

保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1年度に改善した点

公的医療機関として、地域医療に求められる病
床機能を確保しつつ事業運営をしていくという役
割があるため、地域包括ケア病床の利用率を指
標とする。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

Ｂ

一般の歯科診療所で診療が困難
な患者に対する歯科診療体制及
び休日緊急歯科診療体制の確保
のため、所沢市歯科診療所条例に
基づき、歯科診療事業を継続して
いく必要がある。
目標値を達成するため、引き続き
「歯科診療所あおぞら」の周知に
努めていく。

電動ベッドの更新や転倒防止器具の購入
など、入院環境の整備を図った。
また、新たに理学療法士を１名任用し、リ
ハビリテーションを充実させ地域包括ケア
病床のより安定的に稼働し、これまでより
も多様な患者を受け入れることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

市民医療センターの病床機能を、より一層
患者の高齢化に対応したものとし、機能を
生かした運用を行い、患者の受入れを進
めていく。

R1正規職員
人件費

入院事業

根拠法令

H30年度目
標

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

667,389千円

①地域包括ケア病床在院患者
延数
②入院患者実人数
③病床利用率
※延べ年間入院患者数/延べ年間病床

数×100

④搬送救急収容人数
※消防隊の搬送で入院した患者

期間 29.14 人

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

地域包括ケア病床の利用率
（地域包括ケア病床在院患者延数×100／病床
数×366）

R1実績

581,690千円

11.75 人

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現
額

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務

平成３０年１１月に稼働した地域包
括ケア病床の更なる活用に努めた
ため、病床利用率は向上してい
る。
また、民間の医療機関では対応困
難な生活困窮の方などを受け入
れ、公的医療機関に期待される医
療を提供していると考えている。

R1決算額（見込み）

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

民間の医療機関では対応困難な生活困窮者の
受け入れ病床となっており、退院先の確保等が
難航していることや、地域包括ケア病床の施設
基準である在宅復帰率7割以上を満たしながら
病床運営をする必要があるため、目標数値まで
達成できない状況となった。

R元年度目
標

― 55.8%

H30決算額

①3,084人

②607人

③59.0％

④44人

R1その他職員
従事割合

81.0% 76.6%

非常勤
特別職

R2年度目標

法定受託＋附加 605,932千円 546,695千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

一般入院、かかりつけ医からの紹介、民間病院で
受け入れ困難な患者などについて、入院受入れを
行い市民が安心して暮らすことができる医療環境を
整備する。また、医療機関や行政機関との連携を
図り、地域での医療連携（地域完結型医療）体制を
推進するものである。

30.31 人
非常勤
特別職

50.50 人

25.00 人

253,998千円 臨時職員

S51～ 242,212千円 臨時職員 10.00 人 81.0%

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

一般の歯科診療所での診療
が困難な患者への歯科診療
体制及び休日緊急歯科診療
体制の確保

３．すべての
人に健康と福

祉を

根拠法令 R1予算現額

53,883千円

どのように貢献したか

地域における医療提供体制
の充実を図り、良質な医療
の効率的・継続的な提供に
努めた。

351,055千円
①内科外来診療患者数
（二次救急含む）

②診療日数

１日の内科外来診療患者数（二次救急含む）
（内科外来患者数／診療日数）

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現
額

内科外来事業

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績

Ｂ

診療体制の拡充に努めており、公
的医療機関に期待される医療を提
供していることから、一定の成果を
上げていると考えている。また、安
定的な診療実施体制をとるため
に、引き続き新たな常勤医師の確
保を進め、かかりつけ患者の定着
に努めている。

R1年度に改善した点

公的医療機関として、地域における医療提供体
制の充実を図ることを目標とし、信頼して受診い
ただける受診環境の整備に努めていることか
ら、内科外来の診療患者数を指標とする。

令和元年６月に呼吸器内科の常勤医師１
名を採用することができ、安定的な診療体
制の整備を図った。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と福

祉を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 454,656千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

75人

Ｒ１年度途中に新たな常勤医師を採用し、診療
体制の拡充に努めたが、かかりつけ患者の定
着までには至らなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

504,245千円 460,398千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

R元年度目
標

R1実績

患者に対応した診療科目を専門とする常
勤内科医師の採用を図ることが必要であ
ることから、引き続き、公募及び医師紹介
会社の活用等により医師の確保に取り組
む。

地域住民の医療ニーズを的確に把握し、地域にお
ける医療提供体制の充実を図り、良質な医療を効
率的・継続的に提供するものである。
①内科外来診療
②内視鏡検査の実施
③糖尿病外来の実施

6.43 人
非常勤
特別職

14.00 人 91人

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

91人 74人
地域における医療提供体制
の充実を図り、良質な医療
の効率的・継続的な提供に
努めた。

91人

臨時職員 18.25 人

①17,827人

②240日

期間 6.26 人
非常勤
特別職

16.00 人 R2年度目標

S51～ 52,033千円 臨時職員 16.00 人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民医療センター事務部
　総務課長　中村　まさみ

項目名

■ □ □

実績

評価者

　市民医療センター事務部
　総務課長　中村　まさみ

精密検査の指示者数は増加しているが、乳がん
検診や腹部超音波検査など当センターで実施で
きない精密検査があるため、目標値を達成でき
なかったものと考えている。

小児初期救急医療体制推進事業の周知
を図るため、まちづくりセンターや市内保
育園などへの小児急患診療案内ポスター
の掲示依頼、ところざわほっとメールによ
る情報の配信を実施した。

年間を通しての小児初期救急医療体制の提供
は維持できたが、市内医療機関の小児初期救
急からの撤退により、所沢市域内で一部対応で
きない時間帯が生じた。

Ｂ

市民医療センター常勤医師のほ
か、非常勤医師及び所沢市医師
会からの派遣医師約40人の担当
日を調整するなど、市民医療セン
ターが中心的役割を果たしてお
り、小児初期救急医療体制の安定
的な維持に努めたが、一部の時間
帯で達成できなかったため。

目標設定の考え方・根拠

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現
額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額

605,945千円 521,329千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

20.50 人

市民医療センターでの精密検査受
診者数は前年度とほぼ同数であ
り、精密検査の指示者数は前年度
より増加している。精密検査の受
診率向上のための成績表や面接
による結果説明時の受診勧奨など
の取り組みが、一定の成果を上げ
ていると考えている。

R1年度に改善した点

①人間ドック受診者数

②精密検査指示者数

③市民医療センターでの精密
検査受診者数

市民医療センターで人間ドックを受診し、精密検
査を指示された方のうち市民医療センターで精
密検査を受けた方の割合

H30年度目
標

H30実績

疾病の早期発見、早期治療に取り組むことを目
標とするため、人間ドックで精密検査を指示され
た方のうち、市民医療センターで実際に精密検
査を受けた方の割合を指標とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

国の「風しんの追加的対策」について、健
診の際に抗体検査が同時受診できるよう
対応し、利便性の向上に努めた。
また、上部消化管内視鏡検査の週４日実
施、女性の方がリラックスして人間ドックを
受診できるよう女性受診者限定日（レ
ディースデー）の実施を引き続き行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

市民医療センターの精密検査の拡充に努
め、受診勧奨の強化に取り組んでいく。ま
た、診療科目の関係でセンターでは精密
検査を受診できない方に対しても、精密検
査の受診状況の確認通知を送付すること
で、確実な受診の働きかけを行う。

人間ドック事業

※令和２年度から
名称を「健診事
業」に変更

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

633,578千円 524,621千円

事業の目的及び具体的な内容

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

市民の健康維持・増進のため、人間ドック、特定健
診などの検診を実施する。また、疾病の早期発見、
早期治療に繋げていくため、精密検査や治療が必
要な受診者に対し、受診勧奨を行い、確実な医療
機関への受診を促進するものである。

16.97 人
非常勤
特別職

32.00 人

臨時職員S51～ 153,190千円

34.0% 27.0%

142,209千円 臨時職員 20.50 人

①10,617人

②1,967人

③454人

R元年度目
標

R1実績

H30決算額 指標名

小児初期救急医
療体制推進事業

35.0% 23.0%

期間 18.43 人
非常勤
特別職

31.00 人 R2年度目標

今後も安定的に小児初期救急医療体制を
維持するため、大学病院や医師会等と綿
密に連絡を取り合い、調整を行っていく必
要がある。

市民
医療
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現
額

根拠法令 R1予算現額

期間

①小児夜間急患診療年間患者
数
②小児深夜帯急患診療年間患
者数
③小児科日曜日・休日急患診
療年間患者数

安心して子育てができる医療環境を整備するた
め、市民医療センターと市内医療機関が連携し
て、所沢市域全体での小児初期救急医療の提
供体制を維持するものである。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

35.0%

小児初期救急医療体制の維持

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210,067千円 183,946千円

R1決算額（見込み）

所沢市病院事業の設置等に関する条例
所沢市市民医療センター管理規則

219,092千円 187,157千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職
員
人件費

H30その他職員
従事割合

2.56 人
非常勤
特別職

38.46 人 維持 維持

21,453千円 臨時職員 7.50 人 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

維持

安心して子育てができる医療環境を整備するため、
医療機関の多くが診療を実施していない夜間、深
夜、日曜日及び祝日において小児の内科的急性疾
患の初期診療を実施し、関係医療機関と連携しな
がら所沢市域全体で３６５日の小児初期救急医療
体制が維持できるよう努めていく。

維持

維持

3.29 人
非常勤
特別職

53.00 人 R2年度目標

H11～ 27,346千円 臨時職員 6.50 人

①3,440人

②1,509人

③3,956人

R元年度目
標

地域における医療提供体制
の充実を図り、安心して子育
てができる医療環境の整備
に努めた。

どのように貢献したか

市民の健康維持・増進のた
め、人間ドック等の健診事業
を実施し、疾病の早期発見、
早期治療に繋げるよう努め
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を



項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

どのように貢献したか

数量シェア率向上に向け
て、啓発活動を行った。

どのように貢献したか

受診率向上に向けて、県の
事業に参加した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

実施率向上に向けて、事業
の委託を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額 H30決算額 指標名

国民
健康
保険
課

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額

生活習慣病重症
化予防対策事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

実施計画ランク 事業の種別 H30予算現額

最優先

R1年度に改善した点

受診勧奨対象者の受診率

医療費が高額になる腎不全への対策として、腎
機能が低下しており、かつ医療機関に受診して
いない人を医療に適切に結びつけることが重要
であるため、過去の実績等を考慮し、医療機関
の受診率を指標とするものである。

受診勧奨後、一定期間経過後も医療機関
の受診が確認できない方へ、再度（２回
目）の受診勧奨通知を発送後、令和元年
度からは電話での勧奨（非専門職）を実施
した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

受診勧奨対象者の受診率は目標
値を超えています。通知内容や方
法、効果的な広報や生活習慣病に
係る病識の啓発により事業参加者
が増えたが、継続してさらなる工
夫を続けていく。
所沢市医師会の協力により、協力
医療機関へは、本事業についての
周知が進んだが、対象者において
は早期受診の重要性が十分に認
識されていないと考えられるため、
関係機関と協力し、早期受診の重
要性を機会を捉えて啓発していく
ことが求められる。

①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

指標名

17.0%

未受診理由としては、症状が出ていないことに
よる必要性の認識の欠如や忙しさなどが想定さ
れる。早期の取り組みの重要性が十分に理解さ
れていないと考えられる。

16.0%

25,838千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

国民健康保険法 25,964千円

特
別

10,806千円 臨時職員

21,814千円23,110千円

15.0% 13.3%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

27.5%

0.65 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

5,447千円 臨時職員

①27.5％

②79.3％

③37.3％

R元年度目標 R1実績

さらなる参加者の確保に向けて、関係機
関と連携の上、事業案内・広報の工夫、実
施方法の多様化の検討を含めた改善を
行っていく。
また、関係機関と連携を深め、早期受診
の重要性について普及啓発していく。

期間 1.30 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H26年度～

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会
との共同事業として実施。各保険者が事業費用を
分担金として負担。具体的には、レセプトと健診
データを活用し、糖尿病が重症化するリスクの高い
未受診者・受診中断者を医療に結びつける受診勧
奨と、糖尿病性腎症で通院する被保険者のうち、重
症化するリスクの高い者に対して保健指導を行い、
人工透析への移行を防ぐ。

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

目標には達していないものの、前
年度までの直営時の実績
（24.5％）を上回っており、一定の
効果は認められる。

0千円

①特定保健指導（動機付け支
援）の実施率

②

③

実施率 特定保健指導終了者数／被保険者数R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

R1年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

特定保健指導業
務委託事業

根拠法令 R1予算現額

高齢者の医療の確保に関する法律、国民健康保険
法

7,500千円 3,862千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

平成20年4月から、各医療保険者には生活習慣病
予防及び疾病の早期発見・早期治療を通して、健
康の保持増進と生活の質の向上を図ることを目的
とした特定健康診と特定保健指導の実施が義務付
けられた。
実施率向上を目指し、特定保健指導の一部（動機
付け支援）については、直営体制から業務委託に
切り替え、国の目標値60％が達成できる体制の再
構築を目指すものである。

0.00 人
非常勤
特別職

特定保健指導の一部（動機付け支援）を、直営
体制から業務委託に切り替えることにより、目標
達成を目指したが、各医療機関の人員不足など
により対応できない医療機関が多かった。

40.0% 27.4%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①27.4％（令和2年6月26日時
点）

②

③

R元年度目標 R1実績

各医療機関に事業内容について丁寧に説
明していくことで、実施できる医療機関数
を増やしていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 1.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ｒ１～ 11,637千円 臨時職員 1.00 人 40.0%

80%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

5,866千円 臨時職員

R2年度目標

R元年度目標

77.7%

R1実績

H25年度～ 3,242千円 臨時職員

①77.7％

②

③

ジェネリック医薬
品利用促進事業

期間

R1決算額（見込み）

特になし

令和3年3月診療分のジェネリック医薬品
の数量シェア率の目標値である80％を達
成すべく、さらなる使用促進を目指してい
く。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.39 人
非常勤
特別職

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

令和2年3月診療分のジェネリック医薬品の利用率
の目標値を数量ベースで78％と定め、ジェネリック
医薬品の利用促進シールの配布等により被保険者
への周知・啓発活動をすすめるとともに、医師会、
歯科医師会、薬剤師会等、医療関係者に対しても
協力・連携を図り、目標達成を目指す。

0.70 人
非常勤
特別職

75%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率） 76.4%

令和2年3月診療分より数量シェアの算出方法
が変更となり、「調剤のみ」から「調剤＋医科の
院内処方」も含んだ方法に変わったことが理由
である。

法定受託事務 法定受託＋附加 1,501千円 839千円

1,388千円 814千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

数量シェアの伸長により、被保険
者の薬剤料の負担軽減、国民健
康保険からの薬剤料の支出抑制
に繋がっていると考えられる。
しかし県内市町村の中では、数量
シェアの数値は下位に位置するた
め、今後、更なる利用推進を行う
必要があると考えている。

R1年度に改善した点

①ジェネリック医薬品数量シェ
ア

②

③

ジェネリック医薬品数量シェア

ジェネリック医薬品数量シェア
後発医薬品の数量シェア＝後発医薬品の数量
÷（後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後
発医薬品の数量）×100

例年、4月と10月にジェネリック医薬品利
用差額通知書を送付しているが、R元年度
は、差額通知送付対象を自己負担額の削
減効果額が300円以上の者から200円以
上の者に変更した。また、当市の利用状
況が低迷していることなどを具体的に分か
りやすい文面に修正し、ジェネリック医薬
品への切り替えを促した。国民

健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

優先 自治事務

H30年度目標 H30実績事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

78%（指標：ジェネリック医薬品
数量シェア率）

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第４節　医療保険・医療情報



所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

どのように貢献したか

ポスターの掲示や案内チラ
シの設置、各種イベントで
のチラシ配布等、積極的に
案内した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

健康診査を広く周知するた
め、受診券を対象者に個別
送付した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

Ｈ20年度～ 12,884千円

非常勤
特別職

R元年度目標

期間 1.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

37.0%

埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健
康診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診
査受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受
けた医療機関において基本的な健康診査を受診す
る。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費
の適正化を図る。

1.25 人

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

34.4%

38.0%臨時職員

臨時職員

①14,693人

②42,722人

③

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療
に関する条例

142,983千円 136,175千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 128,301千円 128,301千円

すでに医療機関に通院し医師の管理下にある
ため、健康診査の必要性を感じていない被保険
者が多いことが目標未達成の理由であると考え
る。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

40.0% 35.7%

今後も広域連合及び国民健康保
険の特定健康診査等実施事業と
連携して、受診率の向上を目指し
ていく。

①受診者数

②対象被保険者数

③

受診率

H30決算額 指標名 R1年度に改善した点

埼玉県後期高齢者医療広域連合第2期保健事
業実施計画(データヘルス計画）（2018～2023
年)の受診率を目標とする。 対象者に個別送付する受診券の同封物を

より分かりやすい内容に変更した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

今後も広域連合及び国民健康保険の特
定健康診査等実施事業と連携した啓発を
実施し、受診率の向上を図っていく。

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

健康診査実施事
業

根拠法令 R1予算現額

10,475千円

S61年度～ 7,481千円 臨時職員

R1その他職員
従事割合

5.0%

R2年度目標

5.0%

期間
非常勤
特別職

①37,818,000円

②5,310,000円

③2,646人

R元年度目標

R1正規職員
人件費

0.90 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 53,625千円

4.5%

国民健康保険法、所沢市国民健康保険被保険者
の総合健康診断に関する要綱

53,625千円 43,128千円

事業の目的及び具体的な内容

5.0%

国民健康保険被保険者が市民医療センターで受診
する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日
帰りコースは１６，５００円、生活習慣病コースは１
５，０００円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病
の早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増
進を図る。

0.23 人

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

1,927千円

非常勤
特別職

臨時職員

45,684千円

R1年度に改善した点

受診者数／被保険者数（35歳以上） 受診率向上に向けて、ポスターの掲示や
案内チラシの設置、各種イベントでのチラ
シ配布等、積極的に案内した。案内チラシ
等の内容を伝わりやすく見直しを行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

健診の重要性が伝わる方法を研究しなが
ら、特定健康診査等事業と一体となって受
診者数を増やしていくことが課題である。

①助成金合計額（人間ドック
コース）
②助成金合計額（生活習慣病
健診コース）
③受診者数

受診率

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。

R1予算現額

詳細な健康診査となるため自己負担額が高額
であること、助成対象となる医療機関が市民医
療センターに限られること、新型コロナウィルス
の影響により、毎年恒例の年度末の駆け込み
受診がなかったことなどが原因と考えられる。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ
H30年度目標 H30実績

R1実績

4.7%

R1決算額（見込み）

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

総合健康診断（人
間ドック）補助事
業

根拠法令



項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

令和元年度は開催中止。

どのように貢献したか

高齢者の体力増進及び健
康寿命の延伸に寄与した。

どのように貢献したか

高齢者への運動機会の提
供を行った。また動画を作
成することで幅広い世代へ
の運動機会のきっかけ作り
を行った。

どのように貢献したか

幅広い年齢層が参加できる
よう部門設定をし、また、所
沢市の観光スポットをコース
とし、市のＰＲを行った。

３．すべての
人に健康と福
祉を

非常勤
特別職

0.00 人 100,000人 37,826人

R1実績

R1その他職員
従事割合

100,000人 34,572人

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

指標名

2,263千円 臨時職員 0.00 人
① 612回

② 34,572人

③

R元年度目
標

2,327千円 臨時職員 0.00 人 100,000人

根拠法令

30千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績

①推進事業開催回数

②事業参加者数

③

所沢健康体操の普及度

「健康寿命」が延びるよう地域や関係団体
を対象として普及を行っていくと共に、指
導者育成事業も引き続き充実を図る必要
がある。

３．すべての
人に健康と福
祉を

R1年度に改善した点

急激に進む超高齢社会にあって、高齢化に伴っ
た生活習慣病が増加しているなか、元気で暮ら
せる「健康寿命」を少しでも延ばして行くために
所沢健康体操の普及度を引き続き目標とした。

とこしゃん協力会（支援団体）のさらなる技
術向上を図るため、研修会の機会を昨年
度より増やした。

健康体操推進事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

急激に進む超高齢社会をむかえ、
いつまでも元気で、豊かな生活を
送れることが求められている。こう
した状況の中で、本健康体操を作
り、地域への推進を図ってきた。各
地区で親しまれ、健康体操としての
効果は上がってきていると思われ
るが、周知されていない市民に今
後も伝わるよう引き続き活動してい
く。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法 30千円

地域包括支援センターの転倒予防・介護予防教
室が「100歳体操」を中心に開催されるように
なったことや、とこしゃん協力会の活動が活発に
なり市民の方々と「とこしゃん体操」へのかかわ
りが充実してきたと考えられる。

重要

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

主に高齢者を対象に、誰もができる市独自の健康
体操を作り、地域の自治会・町内会館で地域の方
の協力によって広めていくことで「健康寿命」を延ば
し、健康で元気な地域社会を実現する。
①体操普及への協力者（協力団体）に趣旨説明を
行う。②市独自の健康体操「とこしゃん体操」を公民
館などで行い、協力を依頼する。③地区連合会・学
校開放等で体験事業を行う。

0.27 人

R1正規職員
人件費

平成19年度～

0.00 人

0.0%

期間 0.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成12年度～ 2,494千円

0.00 人 100.0% 133.0%

9,553千円 臨時職員 0.00 人
①0人

②

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850千円 850千円

R1決算額（見込み）

陸上競技選手権
大会支援事業

所沢市体育協会・市内高等学校陸上競技部教諭・
市中学校体育連盟陸上競技専門部・市小学校体
育連盟・早稲田大学競走部等で陸上競技選手権大
会実行委員会を組織し、埼玉陸上競技協会の共催
により、日本陸連の公認記録大会（高校以上は陸
連登録者のみ公認記録となる）として実施してい
る。

R1実績

陸上競技選手権大会が中止となっ
たため評価理由は特なし。

R1年度に改善した点

①当日エントリー数

②

③

定員達成率
当日ｴﾝﾄﾘｰ数÷定員1,000人×100

定員の1,000人に対して大会の述べ参加人数が
上回るようにすることを目標としている。

大会中止のため改善点はなし。

令和元年度は東京2020オリンピック・パラリン
ピック競技大会開催にあたり早稲田大学陸上競
技場の改修整備をすることとなったことから、開
催を中止としたことによる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和2年度以降の開催においては、第20
回の記念大会となるため、特別事業と位
置付け、事業内容を検討していく。

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

850千円 0千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R元年度目
標

開催見送り

R1予算現額

H30決算額 指標名H30予算現額

①6,009人　（4,630人）

②　ａ．4,062人　　ｂ．不明

③13回

R元年度目
標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

所沢市陸上競技選手権大会実行委員会交付金交
付要綱

臨時職員

20,364千円 臨時職員

0.00 人 88.0%
所沢市のメインイベントとして市のＰＲとともに、市
民の健康づくりや人とのふれあいの場を提供し誰
でも参加できることから、生涯にわたる豊かなス
ポーツライフの実現を図る。
選手を公募し、当課が事務局となり、各種スポーツ
団体から選出された役員他で構成された実行委員
会を組織し、ハーフの部を含む５部門を実施。

2.38 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

1.14 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

期間 2.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成２年度～ 0.00 人

今後も、市の冬の風物詩として定
着している市民マラソンを通じて、
各世代のスポーツに対する意識の
醸成や市のＰＲを積極的に行って
いく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,000千円 8,000千円 ①総申込者数
　（非計測者を除く申込者数）

②出走者数
　（ａ．計測者　ｂ．非計測者）

③会議開催回数

根拠法令

81.6%

H30年度目
標

R1予算現額 R1決算額（見込み）

指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

３．すべての
人に健康と福
祉を

R1年度に改善した点

申込者が大会当日に何人参加したかをパーセ
ンテージで算出。
大会の魅力を増し、出走割合を高めていく。

第30回記念大会のため、参加賞を埼玉西
武ライオンズとのコラボＴシャツにした。ま
た、入賞者を１０位までに拡大した。

Ａ

メイン会場としているメットライフドームが、
改修工事により使用できないため、メットラ
イフドームの駐車場をメイン会場として開
催しなければならない。参加者数の減少
が見込まれることから、魅力的な参加賞や
コースに変更するなど工夫が必要となる。

例年メイン会場としているメットライフドームが、
改修工事により使用できないため、魅力が低下
したことや、メイン会場とスタート地点の距離が
遠くなり、参加者が不便に感じてしまったこと、さ
らに、非計測のオープン・ファミリー部門の出走
者について会場変更に伴い正確にカウントでき
なかったことが、要因として考えられる。

目標設定の考え方・根拠

8,000千円

R1正規職員
人件費

法定受託＋附加

当日出走率　（計測者）
（出走者数÷申込者数×100）

H30実績

88.0% 87.7%

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

19,944千円

優先 自治事務

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

法定受託事務

所沢シティマラソ
ン大会開催事業

スポーツ基本法 8,000千円

所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）

主催事業教室の計画を立て年度初めに年間事業
予定表一覧｢スポーツ所沢｣を市民体育館、各まち
づくりセンター、コミュニティーセンター等に配付す
る。随時日程に合わせ生涯学習情報紙にて募集を
行う。運動を通し健康維持を図ると共にスポーツ
ニーズに応え、生涯を通してスポーツに親しむきっ
かけをつくる。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク

活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

担当地区という枠ではなく市全体でどんな
運動事業ができるか、また、高齢者対象
の事業の他に児童館等、他との施設の協
力を得ながら教室を開催し、運動する機会
の少ない親等の健康体力つくりの場を今
後も引き続き提供していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人 750人

期間 0.00 人 R2年度目標

昭和５２年度～ 2,909千円

955人

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,263千円 臨時職員 0.00 人
① 750人

② 989人

③ 99回
0.35 人

非常勤
特別職

所沢市観光大使であるJAY´Ｓ　GARDEN
「toko toko トコろん！」の曲に合わせ体を
動かす新しいダンスを作成し、各教室に取
り入れることで参加者に体操の楽しみ方
の幅を広げてもらう良い機会となった。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

261千円 258千円

H30年度目
標

スポーツを楽しむ機会の提供のた
め、スポーツ振興課の主催事業教
室の他に、各地区体育館の教室の
広報を行っている。
自治会館サークル等への指導者
の確保、育成、またその質の向上
を引き続き図って行きたい。

R1年度に改善した点

256千円
①参加者募集人数

②教室参加者数

③教室開催数

Ｓ
0.27 人

非常勤
特別職

0.00 人

261千円

R元年度目
標

R1実績

750人 989人

750人

教室参加者数

地域社会への参加や自らの意思によって学習
意欲や探求心を維持し、良き趣味を持ち、生き
がいのある日々を過ごすことができるよう運動
を通して健康・体力つくりを行うことが必要であ
ることから、引き続き参加者の増員を目標とし
た。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

スポーツ教室開
催事業

根拠法令

スポーツ基本法

第３章　健幸（けんこう）長寿のまち  第５節　スポーツ推進



所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

どのように貢献したか

ＮＴＣ施設としてゴールボー
ルの認知活動に貢献した。

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動の場の
確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、健
康増進に寄与した。

どのように貢献したか

施設利用者の余暇活動、健
康増進に寄与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

R2年度目標

100.0% 100.0%

スポーツ庁から業務委託を受け、
トップアスリートが国際競技力向上
に資する活動を効果的・効率的に
実施することができるよう、施設の
環境整備を行うため、練習場の確
保及び拠点スタッフの配置を行っ
た。

R1年度に改善した点

5,486千円 臨時職員 0.00 人

0.66 人

目標設定の考え方・根拠

0.75 人
非常勤
特別職

日本ゴールボール協会が希望する練習日程が
実施できるように、市民体育館の施設を確保す
るもの。

0.00 人

①練習希望日数

②練習会場確保日数

③

練習会場の確保率
（練習会場確保日数÷練習希望日数×100）

0.00 人

6,285千円
①126日

②126日

③

R元年度目
標

R1実績0.00 人

6,934千円

H30その他職員
従事割合

2,785千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,796千円 4,249千円

日本ゴールボール協会の練習をより円滑
化するために、令和元年7月１日より所沢
市民体育館に拠点スタッフを配置した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

ナショナルトレーニングセンター競技別強
化拠点機能強化会議を開催し、地域資源
を活用したコンソーシアムの形成を行い、
地域としてのサポート体制を整えると共
に、地域振興の核となれるようコンテンツ
化を図る。

指標名

Ｓ

R1決算額（見込み）

H30年度目
標

H30実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

臨時職員

非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員 0.00 人昭和47年度～ 4,572千円

期間 0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

3,855千円 臨時職員 0.00 人
①24,308人

②5,809,950円

③

R元年度目
標

R1実績

R1その他職員
従事割合

1,000人 528人

開園中止

H30決算額

法定受託事務 法定受託＋附加 38,148千円 34,708千円

1,000人

1日あたりの利用者数（年間利用者数÷開催日
数）

①年間利用者数

②年間使用料収入

③

603人

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、1日あたりの利用者数
を指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

プールクリーナーを購入し、日常清掃の効
率を上げた。また、更衣室のロッカーを一
部新しく入替し、全体的に台数を整理して
更衣スペースを確保したことで、利用者
サービスの向上を図った。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市都市公園条例・同規則

自治事務

H30その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容

39,189千円

令和1年度は天候に恵まれず、平成30年度と比
較して来場者数が減少してしまい、目標値には
程遠い状況となっている。施設の老朽化もある
が、イベントや売店などの充実、魅力を増してい
く必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

施設の老朽化が著しく進んでいることか
ら、施設を管理する公園課と連携しなが
ら、修繕を含めた施設の安全管理・運営
が必要である。

Ｃ

成果指標の目標値は達成できな
かったが、１日あたりの利用者数と
いう指標が、天候などの条件に左
右される性質のものであることか
ら、一概には判断できないものと考
えられる。
より一層市民の余暇の拡大につな
がるよう、施設の運営に努めてい
きたい。

根拠法令

R1年度に改善した点

H30正規職員
人件費

重要

指標名

市民プール管理
運営事業

目標設定の考え方・根拠

H30年度目
標

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人

37,209千円

期間

R1正規職員
人件費

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

北野公園に市民プールを設置し、開設期間である
７月中旬から８月３１日まで運営。夏季におけるス
ポーツ、レクリエーションの場としての利用に供し、
広く利用者の余暇活動、健康増進に寄与する。
・開設中の運営は、民間業者に委託
・清掃・受付業務・事業用備品の購入、点検等

0.46 人

R1正規職員
人件費

R1実績

60.0%昭和５１年度～ 36,739千円 臨時職員 9.00 人

①119,960件

②750,054人

③86,101,270円

R元年度目
標

R1その他職員
従事割合

75.0% 61.9%

4.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

体育施設をスポーツ、レクリエーションの場としての
利用に供し、広く利用者の余暇活動、健康増進に
寄与することを目的とする。
・施設の利用については、公共施設予約システム
による登録・利用申込みをし、利用する。
・利用者が安全かつ快適に利用できるよう施設の
整備、維持管理を行う。（グラウンド整備、受付業
務、施設修繕、事業用物品の購入、点検、施設用
地購入、改修工事等）

4.64 人
非常勤
特別職

0.00 人 75.0% 68.0%

38,883千円 臨時職員 9.00 人

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例、所沢市都市公園条例・同施行規則 今後においても、より一層市民の
余暇の拡大、健康増進に努めてい
きたい。

R1年度に改善した点

①施設利用件数

②施設利用人数

③施設使用料収入

施設稼働率（利用件数÷利用可能件数×100）

市民の余暇の拡大、健康増進に寄与することを
目的としていることから、施設稼働率を指標とす
る。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

・施設を安全・快適に利用してもらうため、
危険箇所の修繕を行った。

目標値が達成できなかった理由としては、新型
コロナウイルス感染症の影響で、屋内体育施設
が３月より休館となったことが影響している。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

326,651千円 314,823千円

H30予算現額

R1予算現額

H30決算額

R1決算額（見込み）

334,490千円 331,812千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績

R1正規職員
人件費

H30予算現額

R1予算現額

H30決算額

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

体育施設管理運
営事業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

平成29年度～

所沢市民体育館がスポーツ庁から東京パラリン
ピック競技種目であるゴールボールのナショナルト
レーニングセンター競技別強化拠点施設として指定
されたことに伴い、本市がスポーツ庁から業務委託
を受け、トップアスリートが国際競技力向上に資す
る活動を効果的・効率的に実施することができるよ
う、施設の環境整備を行うものである。

根拠法令

期間

ナショナルトレー
ニングセンター競
技別強化拠点施
設活用事業

スポーツ基本法

良好な環境で、屋外体育施設を市民に提
供することは、市民の健康増進につながる
とともに、生涯スポーツの振興が図られる
ことにつながる。そのため、引き続き必要
な修繕を行い、利用者が安心して利用で
きる施設の管理・運営をしていく。

指標名

期間 0.00 人 R2年度目標

昭和48年度～ 3,325千円 臨時職員 0.00 人 100%（47校）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

419千円 臨時職員 0.00 人
①462,573人

②

③

残りの中学校１校は地域事情もあり開放
は難しいが、引き続き学校関係者や利用
者、近隣住民の理解を得ながら、全ての
小中学校を組織開放に向け努めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.40 人
非常勤
特別職

98%（46校） 98%（46校）

残りの中学校１校に関しては、学校側が近隣住
民等の兼ね合いから解放に慎重であるため、現
時点では難しいと思われる。

R元年度目
標

R1実績

100%（47校） 98%（46校）

学校体育施設管
理委託事業

根拠法令

スポーツ基本法、社会教育法

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

各地区学校開放運営委員会が委託契約に基づき、
学校体育施設を市民に開放するため、利用者の調
整や手続きなどの管理運営を行っている。また、利
用者が安全かつ快適に利用できるよう開放時にお
ける施設設備の保全、利用者に対する使用の指導
助言や施設、設備の使用許可なども行っている。

0.05 人
非常勤
特別職

0.00 人

4,110千円

特になし。
R1予算現額 R1決算額（見込み）

4,110千円 4,110千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析
H30年度目
標

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

令和2年度については、残り１校の
開放に向け学校側と協議していく。

R1年度に改善した点

4,110千円
①利用者数

②

③

学校開放運営委員会による組織開放率
(組織開放校÷市内小・中学校数47校)×１００

市民がスポーツをする場所を確保するため、市
内小中学校の全てを組織開放にすることを目標
としている。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加



所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

どのように貢献したか

青少年がスポーツをする場
の確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

各種大会を通じて市民の体
力つくりに寄与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

利用者の利便性を図り、CO
₂排出量の削減及び光熱費
等維持管理の縮減に貢献し
た。

R2年度目標

昭和48年度～ 3,574千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

臨時職員 0.00 人
①2,446人

②71団体

③
期間 0.43 人

非常勤
特別職

0.00 人

スポーツ少年団
補助金

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

①登録数

②登録団体

③

登録数の維持率
（今年度登録数÷前年度登録数×100）

スポーツを愛好する青少年がスポーツを通じ心身
の健全な育成及び鍛錬することを目的に結成した
単位スポーツ少年団を、育成･支援するために「所
沢市スポーツ少年団」が結成された。この組織が行
う事業と組織の充実を図るために、交付金の交付
を開始した。

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 95.0%

1,844千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,110千円 1,110千円

R1年度に改善した点

少子化傾向にあるものの、スポーツ少年団の周
知や魅力を高め、登録数を維持していくもの。

団体役員・加盟団体への通知を紙ベース
から電子メール化することで、封入作業等
の事務軽減と経費（紙の使用）を節約でき
た

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後もインターネットやＳＮＳなど活用し
て、スポーツ少年団の周知を行い、登録団
数及び登録者数を確保していく。

児童数の減少によるものと考えられる。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠H30決算額 指標名

Ｂ

少子化に伴う、児童数の減少によ
り、登録団体数が72団体から71団
体に減ったため。

R元年度目
標

R1実績

R1その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

H30実績

100.0% 95.2%

1,110千円

H30予算現額

R1正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額

スポーツ基本法、スポーツ少年団補助金交付要綱 1,110千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

昭和47年度～ 665千円 臨時職員 0.00 人

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

99.0%

100.0%

100.0%

期間 0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

「体力つくり市民会議」は、スポーツ・レクリエーショ
ン大会や各種教室の実施を通じて、ゆとりある市民
生活や体力の向上発展に寄与している。また、各
支部への支援を行なうことにより市民の生涯スポー
ツへの機会の提供を行う。この組織の活動を支援
することを目的としている。

0.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

587千円 臨時職員 0.00 人
①1,664人

②

③

R元年度目
標

体力つくり市民会
議交付金

所沢市民の健康と体力向上のた
め、その実践活動の促進と関係団
体相互の連絡調整を行っている。
市全体的なスポーツ大会をはじ
め、各支部で運動会や各種スポー
ツ大会及び講習会などを実施して
いる。

R1年度に改善した点

大会参加者数維持率
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

体力つくり事業として実施している各種スポーツ
大会の参加者数を増やしていく。

トコろんウォークの参加者としての目印及
び参加賞として記念バッジを作成し、参加
者に配布したところ、子供達に好評を得
た。

H30年度目
標

95.0%

平成30年度より新たな種目として開催したラ
ケットテニス大会ついては、令和元年度の参加
人数は増となったが、長年開催しているソフト
ボール及びソフトバレーボール大会については
年々参加人数が減少しているため。

重要

スポーツ基本法、体力つくり市民会議交付金交付要綱 2,700千円 2,700千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

①大会参加者数

②

③

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1決算額（見込み）

2,700千円

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

幅広く市民がスポーツに親しむことができ
るように、スポーツに関心のない市民も参
加したくなる種目に改め、内容を充実させ
る必要がある。

H30その他職員
従事割合

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

昭和47年度～ 7,231千円 臨時職員

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

市民の健康増進に寄与し、余暇活動の充実を図る
ため、利用者が安全かつ快適に利用できるよう体
育施設の整備を行う。
①所沢市公共施設等管理計画の内容に沿った整
備を検討する。②所沢市公共建築物修繕計画に基
づく改修工事を行う。③緊急性の高いものについて
は、随時、修繕を実施する。

0.74 人

期間 0.87 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人 ①　9,988,865円

②82,743,100円（このうち24,000
千円はスポーツ振興くじ助成金
が交付）

③

R元年度目
標

0.00 人

市民が生涯に渡ってスポーツを楽しめるよ
う、計画的な施設整備、既存施設の修繕
を行っていく。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

100.0%

Ｓ

体育施設は年々老朽化が著しく進
んでいることから、安全かつ快適な
施設運営のためにも、引き続き施
設の修繕、改修に努めていきた
い。

R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

6,201千円

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 42,108千円

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額（見込み）

H30決算額

H30年度目
標

100.0%

100.0% 100.0%

根拠法令 R1予算現額

10,000千円

目標設定の考え方・根拠

9,989千円

R1年度に改善した点

①体育施設整備費執行額（修
繕）

②体育施設整備費執行額（工
事）

③

整備施設の整備率（予算執行額÷予算額×
100）

施設の修繕、整備を目標とし、年々進む老朽化
に対応しながら、安全かつ快適な施設運営を
行っていく。

北野総合運動場テニス場（１～７面）の人
工芝張替え工事を行った。また、総合運動
場立体駐車場（北側）の防水改修工事を
行った。

37,897千円

指標名

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

体育施設整備事
業

スポーツ基本法、所沢市体育施設設置及び管理条例

どのように貢献したか

７．エネル
ギーをみんな
にそしてク
リーンに

施設利用者の余暇活動、健
康増進に寄与した。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市民体育館
等ＬＥＤ化整備事
業

根拠法令 R1予算現額

5,786千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

LED化したことで照度が上がり、市
民が安全にスポーツを楽しめる環
境整備と同時に省電力化による環
境配慮を促進した。

R1年度に改善した点

①市民体育館H30年度年間電
気料

②市民体育館R1年度年間電気
料

③

電気料対前年比率
（当年電気料÷前年度電気料×100）

照明灯をLED化することで、電気料は50％以上
の削減が見込めるところではあるが、設置個所
のみの電気料が算出できず、館（市民体育館）
全体となってしまうため、そのことを考慮し、
70％とした。

市民体育館のメインアリーナ、サブアリー
ナ、卓球室、トレーニング室と市内５地区
体育館の照明機器をLEDに改修した。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

R1決算額（見込み）

空調機器のヒートポンプチラーが故障中で稼働
しておらず、夏場の猛暑により、電気料に影響
があったと推測される。

70.0% 75.4%

5,786千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績

R1実績

今後もCO2排出量の削減及び光熱費等維
持管理の縮減を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

R2年度目標

Ｈ３０～ 1,413千円 臨時職員 0.00 人

期間

所沢市民体育館、地区体育館の照明として水銀灯
が使用されていたが、LED化することで照度を上
げ、利用者の利便性を図ると共にCO₂排出量の削
減及び光熱費等維持管理の縮減を図った。

R元年度目
標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人
①19,948,500円

②15,046,728円

③

100.0%

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人



所属
名称

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

経費

投入コスト
会
計

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

高齢者への健康増進に寄
与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動への参
加意欲を喚起した。

どのように貢献したか

市民のスポーツ活動への場
の確保に寄与した。

どのように貢献したか

市民がスポーツに参加する
場の確保に寄与した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

期間 0.48 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和47年度～ 3,990千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 5.6%

100.0%

スポーツ界で優秀な成績を収めたもの及びスポー
ツの振興に寄与したものを顕彰することで、市民の
スポーツ活動への参加意欲を喚起することを目的
とする。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 94.0%

臨時職員 0.00 人
①280人

②

③

R元年度目
標

所沢市スポーツ大賞設置及び表彰要綱 119千円 77千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 119千円 101千円
①候補者推薦件数

②

③

表彰式参加者数
（参加者数÷前年度参加者数×１００）

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1決算額（見込み）

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度は、ＡＳＢＣアジアユー
ス選手権大会のボクシング女子48
㎏級の金メダルを戴冠した女子高
校生が大賞となり、所沢市スポー
ツのレベルの高さをアピール出来
た。また、受賞には車いすバスケッ
トボールの選手もおり、オリンピック
だけではなくパラリンピックを目指
す方へのアピールにも繋がった。

R1年度に改善した点

スポーツ大賞を格式あるものとするため、受賞
者をはじめ、より多くの市民が関心を持つよう
に、参加者数を目標とした。

新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め、スポーツ大賞のみの実施（体育協会
賞表彰式は中止）とした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

表彰者や関係者だけでなく、幅広く市民が
関心をもって参加いただけるよう、内容を
充実させるとともに、インターネットやＳＮＳ
を活用して事業の周知を充実させていく。

例年、スポーツ大賞及び体育協会賞の表彰も
併せてスポーツ大賞表彰式として開催していた
が、新型コロナウイルスの感染拡大防止のた
め、スポーツ大賞のみ（５名）の表彰式として縮
小開催したことにより大幅に参加人数が減と
なった。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

スポーツ大賞表
彰式開催事業

根拠法令 R1予算現額

3,352千円

期間 0.07 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成12年度～ 582千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

754千円 臨時職員 0.00 人
①1,125人

②14団体

③

R元年度目
標

R1実績

クラブの周知を図るとともに、魅力ある活
動を通じて、会員数の増加を図っていく。
また、クラブ設立20周年に向け、記念事業
を検討していく。

所沢市総合型地域スポーツクラブの活動支援を行
うことで、クラブの拡充による住民自治活動の推進
やスポーツ人口の拡大など、生涯継続していくこと
ができるスポーツ活動の振興に寄与するため。

0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 110.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

101.9%+A375:AW384

100.0%

R1予算現額 R1決算額（見込み）

スポーツ基本法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

地域住民を中心とした運営により、
19年目を迎えた。（令和2年1月より
20周年目を迎える）種目について
も、現在14種目となった。成果指標
についても、新規会員の獲得に向
けた取り組みを行っており、おおむ
ね目標を達成している。

R1年度に改善した点

会員数維持率
（今年度会員数÷前年度会員数×100）

スポーツクラブの周知や魅力を高め、会員数を
維持していくことを目標とする。

会員数を増加させるため、種目別ごとに市
民向けの講習会を充実させた。市民フェス
ティバルに参加し、Club2000のPR資料を
挟み込みこんだクリアファイルを配布する
ことで、市民に活動を周知した。

H30年度目
標

目標達成済100.0%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

根拠法令

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

レクリエーションを原動力として、市民と共に地域の
活性化を図る活動を繰り広げていくため設置され、
当該団体の活動を支援するために補助を開始し
た。近年少子高齢社会が進んでいる中、レクリエー
ションを通じて、市民の健康増進を図るとともに関
係団体相互の親睦を密にし、レクリエーション運動
の推進を図る。

①会員数

②種目別活動数

③

総合型地域ス
ポーツクラブ支援
事業

平成11年度～ 2,743千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,867千円 臨時職員 0.00 人
①2,708人

②14団体

③11団体

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

600千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 600千円 600千円

R1決算額（見込み）

スポーツ基本法、所沢市レクリエーション協会補助
金交付要綱

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ
85.0%

新型コロナウイルスの関係で大会が中止となっ
た加盟団体があるため。

100.0% 78.6%

市民に対しレクリエーション活動を
普及するため、毎年2月にレクリ
エーションまつりを開催している。
また、市民を対象としたスポーツの
講習会や大会数を増やす取り組み
を行っている。

R1年度に改善した点

①会員数

②加盟団体数

③市民対象事業実施団体数

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数
（市民対象事業実施団体数÷加盟団体数×
100）

加盟団体の魅力を高め広報し、会員数の維持
または増加を目標とする。

団体役員・加盟団体への通知を紙ベース
から電子メール化することで、封入作業等
の事務軽減と経費（紙の使用）を節約でき
た。

R元年度目
標

R1実績

新種目団体の加盟を促進し、会員数の増
加に努め、レクリエーション活動の推進を
図り、市民（特に高齢者）の健康増進を図
る。

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

レクリエーション協
会補助金

根拠法令 R1予算現額

600千円

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和29年度～ 1,912千円 臨時職員 0.00 人

①38団体

②29団体

③

R元年度目
標

R1実績

天候に左右される団体は予備日を設ける
など必ず実施できるように会場の確保など
で支援していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 76.3%

100.0%

根拠法令 R1予算現額

所沢市におけるスポーツを振興し、市民の体力向
上とスポーツ精神の高揚をはかり、もって市民生活
の向上発展を目的に設立された当協会に交付金を
交付することにより、この協会設立目的達成を支援
する。

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人

2,263千円 臨時職員 0.00 人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目
標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①加盟団体数

②市民対象事業実施団体数

③

市民を対象とした講習や大会を実施した加盟団
体数（市民大会実施団体数÷加盟団体数×
100）

R1年度に改善した点

市民がスポーツに参加する機会を確保するた
め、所沢市スポーツ協会加盟団体の全てが市
民を対象とした講習や大会を開催するように促
していく。

加盟団体が一堂に会する会議の中で、市
民向けの事業を各団体で開催するよう依
頼した。

屋外競技では事業の実施が天候に左右され、
実施できなかった団体があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額（見込み）

3,000千円

3,000千円

100.0% 81.6%

H30決算額 指標名

スポーツ協会補
助金

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

スポーツ協会が中心となり、所沢シ
ティマラソン大会や所沢市陸上競
技選手権大会の運営を行ってい
る。また、市民を対象としたスポー
ツの講習会や大会数も増加傾向に
ある。

スポーツ基本法、体育協会補助金交付要綱 3,000千円

重要 自治事務

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

法定受託事務 法定受託＋附加 3,000千円

事業の目的及び具体的な内容



項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤　善雄

第4章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第１節　低炭素社会

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

令和元年8月6日に新所沢まちづく
りセンターで開催した。「地球にや
さしい学校大賞」受賞校１１校の代
表者による、意見交換や環境ス
ローガン策定を通して、環境意識
の向上や他校との交流が図れ、一
定の効果があったと考えられる。な
お、開催後の「環境スローガンポス
ター」の募集には323名の応募が
あった。

当日のプログラム内容や時間配分など課
題点もあったため、こどもたちが環境問題
を自分ごとと捉え、行動につなげられるよ
う事業を改善していく。

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

1.00 人
新型コロナウィルス感染症
の影響により、実施無し

Ｂ

前年度は事業なし。

プログラム内容や時間配分などにより、自分の
意見を伝えられなかったこどもたちがいたた
め。R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

57.0%

臨時職員

①令和元年8月6日

②68名

R元年度目標

65.0%
R1その他職員
従事割合

R1実績

非常勤
特別職

臨時職員

期間

事業の目的及び具体的な内容

地球にやさしい学校大賞受賞校の代表者が集ま
り、環境の取組について話し合うことで、こどもたち
が主体的に環境問題について考える機会を創出す
るとともに、環境学習の充実や環境行動の実践に
つなげていくものである。

0.00 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

3.00 人

0千円

R１～ 24,936千円

R1決算額（見込み）

H30年度目標

374千円460千円

①開催日

②参加人数

サミット参加後のアンケートにおいて、「自分の
意見を述べられた」と回答した児童生徒数の割
合

H30実績
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標設定の考え方・根拠

サミットでのグループワークを通して、こどもた
ちが環境について主体的に考え自身の意見を
伝え合うことで、環境学習の充実や環境行動の
普及につながると考えることから、参加者から
のアンケート結果を指標としている。特になし

指標名H30決算額

R1予算現額

0千円

環境
政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

”地球にやさしい”こ
どもサミット開催事
業

根拠法令

優先 自治事務

特になし

98.0%

目標達成済97.0% 97.8%

R2年度目標

目標設定の考え方・根拠

96.3%

R1その他職員
従事割合

①8台

②134台

③97.8％

R元年度目標 R1実績

低公害車導入率

臨時職員

R1年度に改善した点

Ａ

H13～

臨時職員

期間 0.69 人
非常勤
特別職

低公害車導入事業

予算の範囲内で効率的に低公害
車の導入を進めた。

6,414千円

公用車の低公害車への入替えが100％となる
までは、新車の更新を定期的に行うことが必要
である。

R1目標値が未達成の理由・分析H30実績

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

特になし

R1決算額（見込み）

91.0%

7,097千円

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務

①導入台数

②導入実績

③導入率

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的とし
ている埼玉県地球温暖化対策推進条例に基づき、
大気汚染防止の観点から低公害車の導入を進めて
いる。

法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

指標名

125,143千円125,177千円

所沢市自動車管理規定　　環境マネージメントシステム
埼玉県地球温暖化対策推進条例

法定受託事務

根拠法令

0.00 人

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

R1予算現額

「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第3期所沢市
環境基本計画）」に掲げる将来像「“人と人”、“人と
自然”との絆で、子どもたちの未来を紡ぐ　エコタウ
ン所沢」の実現に向け、環境施策の総合的・計画的
推進を図るとともに、重点プログラムに掲げられて
いる地球温暖化対策やエネルギー施策に係る各種
事業を展開し、市域の低炭素化を推進するものであ
る。（事業内容：メガソーラー所沢の運営、エコファミ
リー認定事業の開催など）

0.35 人

68,385千円

R1決算額（見込み）

事務事業名称
所属
名称

経費

B

目標設定の考え方・根拠

「マチごとエコタウン推進計画（第3期所沢
市環境基本計画）」を策定し、市全体で進
めていく上で、庁内の理解を深める必要
があるため、環境省の職員を招聘し、温
暖化適応策について職員向けの講演会を
開催した。

「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第3期所
沢市環境基本計画）」の目標指標に基づくもの
であり、市域の再生可能エネルギー設備の総
出力を明らかにすることで、同計画の進捗状況
を把握・評価するものである。

「マチごとエコタウン推進計画（第3
期所沢市環境基本計画）」に基づく
環境施策の効果的な推進方策に
ついて審議するため、環境審議会
を２回開催するとともに、メガソー
ラー所沢、フロートソーラー所沢に
よる再生可能エネルギー創出やエ
コファミリー認定事業などの実施に
よる環境配慮行動の普及に努め、
市域の低炭素化を推進した。

「所沢市マチごとエコタウン推進計画（第3
期所沢市環境基本計画）」に基づき、総合
的・計画的に環境施策の推進を図るととも
に、重点プログラムに掲げられている地球
温暖化対策やエネルギー施策に係る各種
事業を展開し、市域の低炭素化を図って
いく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

固定価格買取制度による太陽光発電設備の売
電単価が年々下落し、新築・既築物件における
太陽光発電設備の導入件数が鈍化傾向にある
ため。

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

市域における再生可能エネルギー設備の総出
力（MW）

①メガソーラー所沢の総発電量
（累計）

②公共施設における太陽光発
電設備の総発電出力（累計）

35.4

R元年度目標

H30正規職員
人件費

H30予算現額

R2年度目標0.00 人

①7,897MWh

②1,090kWh

38.9

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

指標名

H30年度目標

43,157千円

R1予算現額

9,165千円

3.10 人

9,564千円

25,767千円

5.15 人

68,502千円

臨時職員

非常勤
特別職

非常勤
特別職

臨時職員

一
般

5,735千円

H30正規職員
人件費

0.35 人

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.63 人

5,279千円

事業の種別

法定受託＋附加

SDGsへの貢献
(最大3つ)

R1正規職員
人件費

自治事務

37.7

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

H30年度目標

成果

成果指標

H30実績

R1年度に改善した点

環境
政策
課

特になし

実施計画ランク

最優先

37.4

H30決算額

マチごとエコタウン
推進事業

期間

Ｈ26～

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

19.2

７．エネルギー
をみんなにそし
てクリーンに

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

環境にやさしい低公害車を
導入した。

４．質の高い
教育をみんな

に

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

再生可能エネルギーの創
出、利用を進めたほか、市
民等への省エネ活動などを
促進した。また、審議会の補
助会議として市民参加型の
ワークショップを開催し、市
民との繋がりを深めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

こどもたちが環境について
考えを深め、自分たちででき
る環境行動や、地域に根差
した環境活動について考え
る機会を創出した。また、市
内で活動しているエコクラブ
と協働して、当日の意見交
換会を進めることにより、地
域とのつながりを深めた。



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称
所属
名称

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤善雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境政策課長　安藤善雄

期間 1.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30～ 10,722千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

今後は取組状況をPRしつつ、U-CAPの策
定及び進捗管理を行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

スタディツアー（受入
れ）の実施、LAPの策定

スタディツアー（受入
れ）の実施、LAPの策
定

U-CAP(Urban-
Corporation Action
Plan)の策定

Ｓ

相互訪問や会議等を通して継続的
な交流が図られており、LAPの策
定など、順調に事業が進んでい
る。今後は、さらなる交流の活性化
を目指し、取り組みを進めていく。

R1年度に改善した点

　国際都市間協力プロジェクトは、欧州連合（ＥＵ）
が実施する国際都市間協力事業であり、ＥＵ以外の
都市とＥＵの都市がペアを組み、相互訪問、会議・
セミナー等を通じて取組分野における課題解決のた
め、成功事例等を学び合い、課題解決に向けた実
行計画を策定するものである。
　本プロジェクトを通じて、本市の連携パートナー都
市であるブラチスラバ市（スロバキア共和国）との相
互連携により、環境分野を中心とした持続可能なま
ちづくりのための総合的な政策の推進を図るもので
ある。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人
スタディツアー（訪問）
の実施

スタディツアー（訪問）
の実施

7,123千円 臨時職員 0.00 人

①スタディツアーを実施。当市
の環境施策を紹介し、アクショ
ンプランについて会議を行っ
た。
②国際会議の場で、両市共同
で作成したLAP(Local Action
Plan)の発表を行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①スタディツアー実施（受入れ）

②ブリュッセル国際会議出席

スタディツアーの実施。
LAPの策定。
お互いの好取組事例を学びあい、それぞれの
市の環境施策に活かしていく。

本事業の目的が、相互訪問や交流等を通じ
て、両市の好取組事例を学びあい、各市の施
策に活かしていくことであるため。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,603千円 387千円

スタディツアー（訪問）の際に学んだブラチ
スラバ市の好取組事例や、事前のヒアリ
ングで先方が興味を持った施策に関連し
た施設を選定し、スタディツアー（受入れ）
を実りあるものとした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

国際都市間協力プ
ロジェクト推進事業

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

特になし 1,151千円 454千円

H30～ 1,330千円 臨時職員

環境
政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

H30決算額

期間 0.16 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

①令和元年度11月1日
②所沢市ホームページ、広報と
ころざわ11月号での情報提供
③市議会議長、記者クラブへの
情報提供

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

契約継続
契約継続及び営業
開始

－

水素ステーション用地を民間事業者に貸し出し

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

0.16 人
非常勤
特別職

契約締結 契約締結

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

①営業開始

②市民等への周知

③関係機関への周知

市内に水素ステーションを誘致するために市有
地を水素ステーション用地として民間事業者に
貸し出す。 特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

事業終了

平成31年1月28日に15年間の土地
の賃貸借契約を締結した。令和元
年11月1日に水素ステーションが開
所した際は民間事業者と合同で記
者発表を行った。

R1年度に改善した点指標名

水素ステーション設
置促進事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

得になし 0千円 0千円

環境
政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1,341千円

優先

H30～ 14,962千円 臨時職員 0.00 人
低圧公共施設で電力
受給開始180施設

23施設

16,760千円 臨時職員 0.00 人 ①105施設で環境にやさしい電
力の調達を図った

②民間事業者との官民連携で
実施する農地におけるソーラー
シェアリングにおいて、関係事
業者と連携覚書を締結し、事業
を推進

③本庁舎、市民医療センター、
上下水道局庁舎において、
「RE100の日」を実施

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

99施設 105施設

1.80 人

H30年度目標

2.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 23施設

　市が率先して環境にやさしい電力を利用するな
ど、再生可能エネルギーの普及推進を図ることによ
り、市域における温室効果ガス排出量の削減につ
なげていくものである。
【主な取組】
・公共施設における環境にやさしい電力の利用推進
・再生可能エネルギーの普及推進
平成30年度調査結果を踏まえ、ソーラーシェアリン
グ等の取組を後押し。
・所沢版RE100の取組み
毎月特定の1日を「RE100の日」とし、その日の使用
電力を再生可能エネルギー100％にすることで、再
生可能エネルギーの普及啓発を図る。

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

法定受託事務 法定受託＋附加 10,100千円 10,004千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R元年度目標 R1実績

ところざわ未来電力からの電力受給施設
を増やした。また、所沢版ＲＥ100の取組
みとして、使用電力を再生可能エネル
ギー１００％とする「ＲＥ100の日」の取組み
を開始した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ところざわ未来電力を通じた環境にやさし
い電力を市域に広めていくため、低圧の
公共施設での利用を図るとともに、「ＲＥ
100の日」対象施設を拡大し市民等への
普及啓発を引き続き行っていく。

期間

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

ところざわ未来電力を通じた環境
に優しい電力の利用が１０５施設と
なり目標を達成した。また、官民連
携の取組みとして、農地を活用した
太陽光発電（ソーラーシェアリング）
事業の実現に向けて、事業者と連
携覚書を締結した。
さらに、所沢版ＲＥ100の取組みとし
て、毎月２５日を「ＲＥ100の日」と
し、本庁舎、上下水道局庁舎、市
民医療センターの使用電力を再生
可能エネルギー１００％とするとと
もに、Facebookやホームページ等
広く周知することで、再エネの普及
啓発を図った。

①電力調達方針に基づき公共
施設における環境にやさしい電
力の利用推進

②市域における再エネ普及推
進

③所沢版RE100の推進

ところざわ未来電力からの電力受給施設数（公
共施設）

当該事業は、市域における再生可能エネル
ギーの普及推進を目的としていることから、とこ
ろざわ未来電力からの電力受給施設数（公共
施設）を指標とする。

96千円

最優先 自治事務

環境
政策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

再生可能エネル
ギー普及推進事業

R1予算現額

368千円特になし

H30決算額 指標名

根拠法令

次世代自動車の一つである燃料電池自動車(ＦＣＶ)
の普及及び市民の利便性の向上を図るために、市
内に水素ステーションを誘致することで、交通の低
炭素化に資するものである。

どのように貢献したか

水素エネルギーの普及・利
用推進に資する施設の誘致
及び交通の低炭素化。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

環境にやさしい電力を供給
するところざわ未来電力の
排出係数は、他の電力会社
と比較しても非常に低く、排
出係数を用いて算出する二
酸化炭素排出量の削減に
大きく貢献した。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

１２．つくる責
任　つかう責

任

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

ブラチスラバ市との相互交
流を通じて、気候変動適応
策やみどりの保全等を中心
的なテーマとして、お互いの
施策を学びあい、LAPを策
定した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事務事業名称
所属
名称

経費
SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　　加藤　孝雄

100.0% 75.0%

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

③④
　市道1-900号線において、隣接地権者交渉中
であり、道路計画線形が決定できない状況であ
る。
　このことから、用地測量及び詳細設計の一部
が完了できなかった。

H30～Ｒ４ 8,312千円

4,777千円 臨時職員 0.00 人

橋りょう築造を共同で進める埼玉県及び
清瀬市と協議すると伴に調整を図り進め
ている。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①令和2年1月17日完了
②令和元年10月11日着工
　(令和2年6月29日完了)
③令和元年3月27日完了
④令和元年5月22日着手
　（繰越明許）

R1実績

臨時職員 0.00 人 100.0%

R元年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.57 人
非常勤
特別職

0.00 人

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 23,473千円 13,068千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

用地測量、詳細設計（市道1-900
号線）において、一部完了できない
状況であったが、地権者との丁寧
な交渉によるものであり、業務とし
ては完了に向け進んでいる。

R1年度に改善した点

①詳細設計（埼玉県実施）
②橋りょう左岸工事
③市道1-900号線用地測量
④市道1-900号線詳細設計

埼玉県、清瀬市と共同で行う橋梁築造及び周辺
道路整備に係る工事計画に対する達成率

橋りょうの築造にあたり、各年度で計画した業
務がどれくらい達成できたかで評価する。

特になし

100.0% 66.7%

H30決算額

R1決算額（見込み）

道路法、河川法、土地収用法、道路構造令 82,533千円 31,623千円

指標名

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市総合治水対
策事業（清柳橋改
築事業）

根拠法令 R1予算現額

　本市を流域に持つ柳瀬川については、埼玉県が河川整
備を進めている。しかし、東川との合流点前後区間は、所
沢市と清瀬市が管理者である清柳橋が障害となり、これ
まで進めてきた柳瀬川と東川の河川整備の効果が十分
に発揮できない状況である。
　このため、今後の浸水被害の軽減を図るために、道路
管理者である所沢市と清瀬市及び河川管理者である埼
玉県とともに当該橋りょうの改築に取り組むものである。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

浸水被害の軽減を図り、気
候関連災害や自然災害に
対する強靱性及び適応の能
力を強化する。



項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

どのように貢献したか

河川の水質状況を知ること
により、環境施策の参考と
なった

６．安全な水
とトイレを世
界中に

１５．陸の豊
かさを守ろう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

希望する市民に、「みどりの
パートナー」として登録して
もらい、官民のパートナー
シップのもと、事業を実施し
ている。

どのように貢献したか

ウォーキングイベント開催を
通じて市民の健康増進に寄
与した。また、緑の基金への
寄附を募りみどりの保全の
ための資金とした。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

緑地の保全及び緑化の推
進を実施することで、　自然
環境を守ることが出来た。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

指標名

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 231千円

H30正規職員
人件費

期間

H30決算額

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 278千円 307千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 ｢所沢市みどりの基本計画｣　は、
緑地の保全及び緑化の推進に関
する措置を総合的かつ計画的に実
施するために、　市が策定するもの
であり、事業を継続していく必要が
ある。
また、みどりの審議会において、み
どりの基本計画に基づく施策や事
業の進行管理を行うことにより、み
どりの保全や創出に係る施策や事
業の推進を図る。

R1年度に改善した点

みどりを保全していくためには土地所有者の協
力のもと、一定の土地利用規制を加える地域
制緑地の指定をすすめることが基本となること
から、地域制緑地の指定件数を指標とした。

令和元年度からの新たな｢所沢市みどり
の基本計画｣の推進施策に則り事業を進
めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新たな｢所沢市みどりの基本計画｣推進の
ため、今後も施策目標の達成に向けて施
策を進める。

目標設定の考え方・根拠

Ａ
R1目標値が未達成の理由・分析

177千円

①みどりの審議会の開催回数

②ゼネラルマネジャー幹事会
の開催回数

「みどりの基本計画」に掲げる重点プロジェクト
の施策の実施数

R元年度以降の目標は、市域の保全配慮地区
における地域制緑地の指定件数（拡大含）

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

28

6,285千円 臨時職員

①4回

②2回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

「所沢市みどりの審議会」において、みどりの基本
計画に基づく施策や事業の進行管理を行うことによ
り、みどりの保全や創出に係る施策や事業等の推
進を図る。

0.75 人 31
みどりの基本計画
推進事業

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

H21年度～ 9,559千円 臨時職員 0.10 人

1 1

2

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

本市のブランドである豊かなみどりの保全に対する
市民の理解と意識の向上を図るため、「みどりのふ
れあいウォーク」を開催する。また、イベントの際に
緑の募金運動を実施し、参加者から寄附金を募る。
さらに、夏場の省エネの推進に向け「みどりのカー
テン」を市民に広く実施してもらうため、朝顔とゴー
ヤの種子袋を配布するとともに、みどりのカーテン
コンテストを開催する。

1.40 人

R1正規職員
人件費

H18年度～

H30決算額 指標名

ふるさとのみどり啓
発事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

みどりのふれあいウォークとしての
イベント自体については、一定の
評価を得る事は出来ているが、参
加人数は目標まで及んでいない。
イベントコースの大幅な修正等を
考えていく必要もある。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市緑
の基金条例

4,381千円

ふるさとみどりの啓発事業の中で、最も大きく、
又、市内住民のみならず、近隣市民も参加する
一大イベントとなっているため、参加人数を指
標とする。なお、令和元年度以降は、実情に即
し毎年2,000人を目標とすることとした。

昨年度のマルシェ同時開催が好評であっ
たため、今年度も規模を拡大して同時開
催し、ウォークイベントの参加者のみなら
ず、近隣の方にも楽しんでいただくことが
できた。

イベント当日の天気が雨の予報だったことか
ら、出足が悪くなったと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

みどりのふれあいウォークの参加者は令
和元年度は増加したが、更なる増加を目
指し、周知方法や期間について検討した
い。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,767千円 2,643千円 ①みどりのカーテンコンテスト
応募数
②啓発用種子袋の配布数

③みどりのふれあいウォーク参
加人数

みどりのふれあいウォーク参加人数根拠法令

3,745千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 3900 1624

11,732千円 臨時職員 0.00 人
①33件

②8,000袋

③1,855名

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

2000 1855

2000

期間 1.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

12,052千円 臨時職員 0.10 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

みどりのパートナー
活動推進事業

根拠法令 ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

Ａ

パートナー登録者数としては、目標
値を達成している。
パートナーの基礎能力を高めるた
め、初級・中級・里山管理指導員派
遣の講座を開催してきた。受講者
から高評価を頂いた事もあり、平成
３０年度に初級講座、令和元年度
に中級講座、令和２年度に里山管
理指導員派遣を実施する。

R1年度に改善した点

①活動講座の開催

②パートナー登録団体数

③みどりのパートナー活動補助
金

みどりのパートナー登録者数

みどりのパートナー登録者数を増やし、みどり
の保全及び創出を推進する事が当事業の目的
となっているため登録者数を指標とする。
目標値としては、前年より増やすことを目標とし
たい。

H27年度～H29年度にかけて実施した、初
級講座・中級講座・里山管理指導員派遣
が高評価を得たことから、未受講者を対
象に、H30年度に初級講座、令和元年度
に中級講座を開催した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,808千円 5,502千円

所沢市みどりのパートナー活動実施要綱、所沢市
みどりのパートナー活動支援事業補助金交付要綱

7,685千円 7,032千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

本市のみどりをより豊かにする市民活動を推進す
るため、みどりの保全及び緑化の推進に関して自
発的かつ実践的な活動を行う個人又は団体を「み
どりのパートナー」として登録し、このパートナーに
対して情報の提供や緑化資材の助成等、育成・支
援等を行う。

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 1000

臨時職員 0.00 人

1400

1200

6,704千円 臨時職員 0.00 人
①6回

②54団体

③3,907千円

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1410

1395

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H24年度～ 7,065千円

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

登録者数としては達成はしている。しか
し、パートナーが高齢化しており、活動の
継続が難しい団体も出現してきている。今
後の講習では、スムースな世代交代問題
も取り上げ、参加者にも協議してもらう。

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市水生生物調
査委託事業

根拠法令 R1予算現額

0千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

計画通りの調査を実施したため。

R1年度に改善した点

①調査地点数

②

③

計画実施率
(調査地点/計画地点×100)

市内7地点の調査を3年間で行う計画であること
から、当目標を計画実施率とした。

なし（R1年度からの新規事業であるため）

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標達成済

R1決算額（見込み）

特になし 972千円 759千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

調査は河川工事等に大きく影響されるも
のであるため、積極的に情報収集を行
い、計画変更等に柔軟に対応する。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市内の代表的な一級河川である柳瀬川、東川の合計7か
所において、水生生物の生息状況を調べ河川の水質を
総合的に評価し、環境学習、綺麗な河川や多様な生物が
河川に生息している所沢市のPR活動、環境保全の普及
啓発活動の推進を図っていくことを目的とする。

0.00 人
非常勤
特別職

42.9%

71.4%

期間 0.29 人
非常勤
特別職

R2年度目標

①３地点

②

③

R元年度目標 R1実績

R1～ 2,410千円 臨時職員

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第２節　みどり・生物

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

42.9%

臨時職員



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

どのように貢献したか

市民が、安全に道を渡るこ
とが出来る様、事務を進め
ている。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

保存樹木等の指定を通じ
て、地球温暖化防止等の森
林の公益的機能の発揮に
寄与した。

どのように貢献したか

地域制緑地の指定や公有
地化を進めることで、自然環
境を守ることが出来た。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

緑地の管理・整備を通じて、
地球温暖化防止等の森林
の公益的機能の発揮に寄
与した。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

緑地管理整備推進
事業

根拠法令

H30決算額

42,296千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市市
民の森設置要綱、所沢市市民緑地設置要綱

Ｂ

管理の必要な緑地面積及び管理
予算は年々増加傾向にある。しか
しながら、管理の必要な緑地面積
の増加に対して、予算が不足して
いる状況が続いている。その中で、
特に緊急性の高い箇所から順番に
管理を実施した。

地域制緑地の指定をした緑地（市民の森等）や、市
が買い入れや寄附によって取得した緑地の自然環
境や植生、景観を将来に引き継ぐため、高木の剪
定、不良木の伐採、除草等、適切な維持管理を行
う。また、市民が安全にみどりと触れ合う場を提供
するため、市民に公開している緑地の園内柵や外
周柵の修繕等を行う。

1.65 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1予算現額

37 35.8

45,753千円

R1年度に改善した点

①業者委託による剪定・伐採等
の管理
②みどりのパートナーによる除
草・清掃等の管理
③市民参加による保全管理作
業

管理作業実施面積

業者委託による剪定・伐採等の管理面積＋み
どりのパートナーによる除草・清掃等の管理面
積＋市民参加による保全緑地管理作業面積を
指標とする。

管理業務で発生した伐採木等の搬入日を
委託業者間で調整させることで、搬入作
業を速やかに行うことができ、クリーンセ
ンターの混雑の緩和に貢献することがで
きた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 41,608千円 40,832千円

年々増加している管理地に対して、委託費が追
いついていないため。

37 36.4

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

業者委託料にも限りがあり、増大する緑
地の管理業務に対応するためには直営で
の管理が不可欠となっていることから、現
業職員の増員を要望している。

13,827千円 臨時職員 0.00 人
①15.24ha

②19.63ha

③1.50ha

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

37.0

期間 1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H6年度～ 14,130千円 臨時職員 0.00 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

都市緑地法、ふるさと所沢のみどりを守り育てる条
例、ふるさと所沢の緑地の寄附に関する要綱

66,915千円

R1予算現額

H30決算額 指標名

根拠法令

65,947千円

事業の目的及び具体的な内容

最優先

目標設定の考え方・根拠

Ｓ
里山保全地域等指
定整備事業

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

市内に残された貴重な緑地を保全し未来のこどもた
ちにふるさと所沢のみどりを継承するため、緑地保
全制度の指定を行い、保全管理計画を策定する。
また、相続や開発等により消失の恐れがある緑地
について、土地の取得（寄附受入を含む。）により、
公有地化を行う。

R1決算額（見込み）

重点プロジェクトにおける新たに指定した地域
制緑地の面積（指定替え含む）

R元年度以降の目標は、市域の保全配慮地区
における地域制緑地の指定面積

指定面積（平成22年度を基準年度として「０」と
し、令和10年度までに110haを目指すものであ
る。）

①植生調査

②みどりの公有地化

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 177,384千円 175,715千円

69ha

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

85.48ha

緑地購入事務において、関係部署（関東
信越国税局、埼玉県及び庁内関係課）と
連携し事務を進めた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

「みどりあふれる持続可能なエコタ
ウン」を目指すため、緑地保全制
度の指定及び公有地化によるみど
りの保全の取り組みを進める。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

目標達成済75ha

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 38ha

臨時職員 0.00 人

①0ha

②10,164㎡

R元年度目標 R1実績

緑地購入地の増加により、緑地購入費も
増加するため、予算拡大が必要となる。

80haH24年度～ 11,637千円 臨時職員 0.00 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

R1決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例、所沢市保
存樹木等支援事業補助金交付要綱

3,719千円 1,283千円

重要
市内に業者登録のある造園業者に、保存
樹木等の所有者へ支援事業制度の周知
を依頼した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市街地にある、指定が掛かっていない樹
木の調査を行い、保存樹木制度について
更なる周知を図り、新規発掘を行う。

・市街化地域及びその周辺区域と範囲が狭い
事により、新規登録が厳しい、又、現在指定さ
れている樹木も、高齢化により維持管理が厳し
くなってしまっている事等による。

保存樹木等指定促
進事業

根拠法令 R1予算現額

5,866千円

①保存樹木の樹木管理推進事
業
②保存樹林の樹林管理推進事
業
③ふるさとの樹管理推進事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

補助金制度については、所有者か
ら一定の評価は頂いているが、実
際の制度利用となると、本人の費
用負担が大きい事等の事情によ
り、予定数には至っていない。

ふるさとの樹の指定本数

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

本事業中、最も希少価値の高い、ふるさとの樹
の本数を指標とした。

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,177千円 1,958千円

市街地やその周辺のみどりの永続的な保全を図る
ため、保存樹木等に対する損害賠償責任保険への
加入や保全管理費用の助成による所有者への支
援を行う。また、保存樹木等の指定制度について市
民に周知し、新たな保存樹木等の指定を行うととも
に、市民の保存樹木等の保全に対する関心を高め
る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 50 33

臨時職員 0.00 人
①3本

②1箇所

③1本

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50 33

50

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H27年度～ 5,403千円 臨時職員 0.00 人

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

狭山湖や狭山丘陵の散策者及び観光客に、みどり
の保全と創出の理解を促すとともに、散策者等が安
全に周遊できるようにするため、散策路整備の一環
として、狭山湖北東部に位置する緑地帯を縦断する
市道5-4号線に景観に配慮した人道橋を整備する。

1.00 人

R1正規職員
人件費

H27年度～R3年度

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

指標名

1,697千円
①電柱移設工事

②建設工事

③

事業進捗状況率根拠法令

狭山湖周辺人道橋
整備事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例　　　　　 13,261千円

当初、平成３０年度で事業終了する予定で指標
設定していたが、建設工事入札が不調・中止と
なったことにより、令和３年度まで事業を延長し
たため、平成２７年度から令和３年度までの事
業進捗率を指標とした。

1,697千円

12,870千円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

工事着工後、計画通りに建設業務が進め
られるよう、関係機関と各種連絡調整を
行う。

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成３０年度中に建設工事に着工
する予定だったが、工事入札が不
調・中止となったことから、令和元
年度は詳細設計の変更を行った。
また令和２年度の建設工事に向
け、入札・工事発注を行った。

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 55 55

8,380千円 臨時職員 0.00 人
①１本

②入札を経て、工事を発注し
た。

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

70 70

85

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

8,312千円 臨時職員 0.00 人

令和元年度に詳細設計を変更し、令和２
年度に建設工事を発注する予定であった
が、人道橋の少しでも早い完成と工事の
平準化に資するため、令和元年度中に工
事発注した。

R1年度に改善した点

R1年度に改善した点



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

項目名

■ □ □

実績

評価者

公園課長　市村　浩昭

どのように貢献したか

地域のコミュニティ活性化、
地域防災拠点の場となるよ
う築造工事を完了した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

球根の配布により、地球温
暖化防止に寄与した。

どのように貢献したか

武蔵野の平地林の保全を行
うとともに、希少動植物の保
護に貢献した。

保育園園庭の芝生化によ
り、地球温暖化防止に寄与
した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

期間 0.85 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H30～ 7,065千円 臨時職員

R1実績

地域のコミュニティの拠点となるよう、築造
工事の早期完成に努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1.76㏊ 1.76㏊

0㏊

非常勤
特別職

1.76㏊ 0㏊

目標達成済

5,866千円 臨時職員

①1,767㎡

②

③

R元年度目標

251,190千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

①用地取得

②

③

取得済用地面積

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,071千円 6,803千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を達成している

R1年度に改善した点

新たなコミュニティの拠点となる公園整備を行う
ためには、用地確保が必要となることから用地
取得面積を目標とした。

土地所有者から協力を頂けたことから、
築造工事に着手した。

R1決算額（見込み）

H30実績

事業の種別

一
般

H30予算現額

松戸橋公園築造事
業

根拠法令 R1予算現額

都市計画法・都市公園法 296,333千円

公園不足地の解消を進めるため、地域住民のレク
リエーション、コミュニティの拠点となるべく、新たな
公園整備を実施する。

0.70 人

公園
課

実施計画ランク

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

みどりの街並み創
出事業

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 2,509千円

R1決算額（見込み）

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 2,622千円 2,536千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

球根の配布施設数は1減少した
が、球根の総数は、前年と同数を
配布出来た。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,581千円

H30その他職員
従事割合

①ペデストリアンデッキ花の植
え替え
②球根配布数

球根配布施設数
地球温暖化対策の一つとして、球根を各施設
に配布している。その施設数を指標としている。

球根配布施設に対し、事前にヒアリングを
行い配布数を確認したことで、各施設の
状況に応じた配布を行うことができた。ま
た、球根の配布施設数は1減少したが、球
根の総数は、前年と同数を配布出来た。

一施設において、植栽場所の確保が出来ず、
球根配布・植栽出来なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

従来よりも、ヒアリングを前倒しして実施
し、必要に応じて、施設と情報交換をする
ことで、植栽箇所数の減少防止に努めた
い。

46

Ｂ
H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

公共公益施設を緑化し、街中のみどりを創出するた
め、公共施設に球根を配布し、施設管理者や利用
者による施設緑化を進める。また、市民に花と緑に
触れ合う機会を提供し、緑化の関心を高めるため、
所沢駅前ペデストリアンデッキ・プランターに四季の
花々を植え、維持管理を行う。

0.80 人
非常勤
特別職

0.00 人
46 46

6,704千円 臨時職員 0.00 人

①3回

②3,000個

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

46 45

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H11年度～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人

公園
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

12,570千円

期間

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を達成している

R1年度に改善した点

取得済用地面積

事業の進捗を図るためには、用地確保が最重
要となることから用地取得面積を目標値として
いる。
取得面積/用地取得面積25.4㏊（R3年度目標）

防火水槽、外周道路設置工事を実施し
た。
また、官民連携による維持管理のための
ヒアリング調査等を実施した。

H30年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 78,220千円 76,830千円
①用地購入

②

③

所沢カルチャー
パーク築造事業

R1決算額（見込み）

都市計画法・都市公園法・都市緑地法 176,697千円 173,041千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

臨時職員

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

武蔵野の平地林を活用し、市民が自然観察や
散策の場など身近な自然とふれあう環境の保
全と整備を行う。

1.50 人
非常勤
特別職

23.64㏊ 23.64㏊

目標達成済24.23㏊
①5,937㎡

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

24.23㏊

1.30 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S61年度～ 10,806千円 臨時職員 24.44㏊

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

用地取得については、土地所有者に丁寧
な説明を引き続き実施する。また、施設整
備については、令和３年度完成を目指し
計画的に進める。

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

特になし

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

ふるさと所沢のみどりを守り育てる条例 334千円

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額 指標名

①芝生化実施園数

②

③

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市街地のみどり創出に向け、引き
続き取り組みを進めていく。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

330千円

芝生化実施面積
まちなかのみどりを創出することを目的としてい
ることから、芝生化した面積を指標とする。

H30年度目標

当初計画した面積の園庭を芝生化した場合、
日々の保育活動に支障が出ることが判明した
ため、保育園と再度調整を行った上で、園庭の
芝生化を実施したため。

170㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

芝生化した園庭の管理の負担も大きいこ
とから、県の補助事業を利用して維持管
理をしていきたい。また、保育園は実施で
きる園が限られるため、今後は小学校の
校庭等も芝生化できないか検討したい。

160㎡ 176㎡

どのように貢献したか

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 328千円 323千円

グリーンカーペット
促進事業

根拠法令

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

公共施設を率先して緑化し、暑さ抑制を図ると共
に、「街中のみどり」を積極的に創出していくため、
日常子供たちが過ごしている園庭・校庭の一部を芝
生化するものである。

0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人

5,028千円 臨時職員 0.00 人
①1園

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

139㎡

160㎡

期間 0.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30年度～ 4,987千円 臨時職員 0.00 人



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　高橋　智史

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　高橋　智史

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　髙橋　智史

どのように貢献したか

ウッドチップによる歩きやす
い散策路が整備され、地元
住民から高評価を得た。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

歩きやすいように、ウッド
チップの転圧を十分行った。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

環境に配慮し、工事を実施
した。

７．エネル
ギーをみんな
にそしてク
リーンに

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

期間 0.50 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績

臨時職員 160m

60m 66.08m

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R1～ 4,156千円

0千円 臨時職員

0.00 人
非常勤
特別職

歩きやすい遊歩道を維持していくための
除草及びウッドチップ補充等のメンテナン
スが必要となる。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

66.08m

R1決算額（見込み）

所沢市街づくり基本方針、所沢市緑の基本方針、
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略

17,200千円 16,922千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

R1年度に改善した点

砂川堀散策路整備
砂川堀散策路整備

安全に通行できる散策路整備を進めるため、
地元住民や水辺のサポータ－制度に登録され
ている団体等と意見を交換しながら、事業を進
めていく。

特になし

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

砂川堀水辺保全・
散策路整備事業

根拠法令 R1予算現額

　子どもたちに“安全で豊かな自然の恵みに出会える場”
を引き継ぐため、自然と調和した護岸とともに「水とみどり
がつくるネットワーク」を構成する川沿いの散策路を整備
するものである。
　また、河道内樹木の手入れが行き届かず立ち枯れ、倒
木の危険等もあるため、これらの剪定・伐採を行う。

期間 0.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績

臨時職員 195ｍ

150ｍ 150ｍ

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

Ｈ３０～ 4,572千円

5,447千円 臨時職員

0.65 人
非常勤
特別職

150ｍ 195ｍ

歩きやすい遊歩道を維持していくために、
ウッドチップのメンテナンス等が必要であ
る。また、ウッドチップが東川に流れない
よう勾配や高さなど検討する必要もある。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

150ｍ

R1決算額（見込み）

河川法 6,000千円 6,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,000千円 7,903千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

樹木の再利用により、成果指標の
目標を達成している。

R1年度に改善した点

東川遊歩道整備延長
東川遊歩道整備延長

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環
境整備の一環として、遊歩道整備を行うことが
当該事業の目的となっていることから、東川遊
歩道整備延長を指標とする。

水路沿いの伐採した樹木を再利用し、
ウッドチップを作ったことにより、コスト削
減につながった。

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

東川桜舞う遊歩道
事業
(COOLJAPANFORE
ST構想事業)

根拠法令 R1予算現額

「COOL JAPAN FOREST構想」における周辺環境
整備の一環として、東川沿いの桜を一層魅力的な
ものにするため、ウッドチップ敷きなどによる遊歩道
整備を行うものである。また、東川沿いの桜並木
（旭橋から柳瀬川合流点）についても、継続的な維
持管理を行っていくものである。

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ふるさとの川再生事
業

根拠法令 R1予算現額

5,447千円

H30決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名

200千円 200千円

活動団体数
活動団体数

目標設定の考え方・根拠

Ａ

市民団体との協働による事業であ
るが、市でも清掃活動等に積極的
に参加しており、その成果が出て
いる。

R1年度に改善した点

地域に根付いた親しみのある多自然川づくりへ
の要望があることから、市との協働による多自
然の川づくりを行う活動団体数を指標とする。

これまでに市民団体と多自然川づくりの
協議を進めていた山口地内において、水
路整備工事を実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民団体と維持管理を協働で行うための
協議を行い、活動団体登録の準備を進め
ていく。

目標達成済

R1決算額（見込み）

特になし 200千円 200千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

多自然の川づくりの整備を推進するため、市民団体
等と協働し、市が指定した河川・水路の区域を対象
として、ふるさとの川再生事業を行う。

0.65 人
非常勤
特別職

2 2

臨時職員

２団体

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

2 2

2

期間 0.45 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H22年度～ 3,740千円 臨時職員



項目名

■ □ □

循環型社会形成推進基本法、

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

家庭や事業所から排出され
る食品ロス削減を広く訴える
ことで、廃棄物の原料に貢
献した。

２．飢餓をゼ
ロに

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

家庭で使用した古紙類を再
資源化することで、廃棄物
の減量に貢献した。

どのように貢献したか

１３．気候変
動に具体的
な対策を

紙類やプラスチック類をごみ
として処理するのではなく、
貴重な資源としてリサイクル
を行い、地球温暖化の防止
に貢献した。

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

新たに２つの保育園に参加
していただいたことにより、
地球温暖化の防止や環境
にやさしい堆肥の作製に貢
献した。

１４．海の豊
かさを守ろう

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

生ごみ減量・資源化
推進事業

重要 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

9,118千円 8,977千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

　様々な工夫をしながら事業を行っ
ているが、回収した生ごみを活用
する方策が発電などの原料として
ではなく、堆肥化することに留まっ
ていることから、堆肥を必要とする
使用者も限られていることもあり、
資源化の量及び奨励基数ともに今
後右肩上がりで増加していくことは
厳しい状況だが、保育園等の公共
施設の参加を促したり、ホーム
ページやチラシで市民に生ごみの
資源化を呼びかけていくことで、少
しでも状況が好転していければと
考えている。

R1年度に改善した点

①生ごみ資源化の回収量

②生ごみ処理機器等奨励基数
生ごみ資源化（堆肥化）の回収量

原則、前年度の実績数量を基に、これを上回る
よう設定している。

　生ごみ減量・資源化講演会の開催時に生ご
み処理機奨励金制度や資源化のＰＲをすると
ともに、講演会を行った自治会の希望者に水
切り啓発品をプレゼントし、生ごみの減量化に
協力を求めた。また、生ごみ減量・資源化事業
に新たに２つの公立保育園が参加していただ
けるようになり、生ごみの資源化を一歩進め
た。

　参加世帯の高齢化、世帯人員数の減少（子ど
もの独立等）に伴い、生ごみの排出量が減少し
たもの。なお、年度途中で参加自治会の１つが
脱退（約350世帯)し、公立保育園が2園新たに
加わった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

　資源化の回収量については、最近の高齢化・
核家族化などの影響で年々回収量が減少傾
向にある。現在、１０自治会と１０の公共施設
が協力していただいているが、その中であらた
に参加してくれる市民がいないか呼びかけを
行うなどして、回収量を少しでも増やしたいと考
えている。65t

法定受託＋附加 9,118千円 8,508千円

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市生ごみ減
量化・資源化を推進するための奨励に関する要綱

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

　生ごみを回収し堆肥化を行うとともに、生ごみ処理
機器等を購入し、自主的に生ごみの減量や資源化
に取り組む市民に対し奨励金を交付することで、燃
やせるごみの約4割を占める生ごみの減量・資源化
を進める。

0.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 72ｔ 71t

7,374千円 臨時職員 0.00 人
①65t

②133基
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

71t 65t

期間 0.98 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S61年度～ 8,146千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

資源の有効な利用の促進に関する法律、所沢市集
団資源回収事業報償金交付要綱

72,412千円

集団資源回収報償
金交付事業

優先

目標設定の考え方・根拠

①集団資源回収量

②登録団体数

13.0%

12.5%

13.0%

回収量が年々減少している事に加え、令和元
年度は古紙価格の急落に伴う協力業者の事業
規模縮小・撤退の影響で予測よりも回収量が落
ち込んだ。

R1年度に改善した点

集団資源回収率
（集団資源回収量／家庭ごみ量×100）

集団資源回収にて回収される資源物の割合が
増えることで、行政回収の負担が減ることから、
集団資源回収率を指標とする。
　なお、目標値は、所沢市一般廃棄物処理基
本計画の参考値に基づく。

団体向けのマニュアルを見直し、新しく事
業に携わる方にもわかりやすい内容を目
指した。

H30年度目標

法定受託＋附加 72,398千円 65,452千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

63,837千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

自治事務 法定受託事務

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　集団資源回収事業実施団体（自治会・町内会、子
ども会等）が資源物（新聞、雑誌・雑がみ、段ボー
ル、古布、アルミ缶・スチール缶、紙パック、生きび
ん）を集団資源回収事業取扱業者に引き渡す活動
に対し、市は資源物1kgあたり6円（生きびんは1本
当たり6円）の報償金を交付し、ごみの減量と資源
化の推進を図る。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 13.0%

13.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,123千円 臨時職員 0.00 人

①10,563t

②511

R元年度目標 R1実績

団体だけでなく協力業者への支援も視野
に入れて事業の安定的な継続を図る。

Ｂ

世界最大の資源物輸入国である中
国の輸入規制に加え、世界的な新
型コロナウイルス流行の影響で、リ
サイクル業界はかつてないほど厳
しい状況に置かれている。
従来の啓発活動だけでなく、事業
を存続させる対策が必要である。

期間 0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ3年度～ 7,065千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

食品ロスゼロのまち
促進事業

根拠法令 R1予算現額

重要

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

①協力店舗数
協力店舗数（累計）R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

200店

食品ロスゼロのまち協力店の登録
拡大を目指したが、目標を達成で
きなかった。
協力店登録へのメリット拡大のた
め市内イベントにも協力したが食品
ロス削減、協力店制度の周知が十
分に効果を発揮できなかったと考
えられる。
今後も周知啓発に向けて試行錯誤
を続けていく。

R1年度に改善した点

　食品ロス削減を実践する店舗を登録し、その
取組みを市民に紹介することで、食品ロス削減
の意識啓発を図るため、店舗数を指標とする。

食品ロスゼロのまち協力店とともに、食品
ロス削減レシピおよび動画を作成し、市
ホームページやYouTubeで公開した。「グ
ルメラリーinところざわ」に協力し、食品ロ
ス削減の啓発を行った。保健給食課主催
の「給食展」にて児童保護者への啓発活
動を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度既存協力店向けに実施したアン
ケート結果をもとに、協力店が使用しやす
いテーマ、商材での啓発を検討し、今後は
市内店舗への周知だけでなく協力店登録
へのメリット強化に努める。

R1目標値が未達成の理由・分析

6月から協力店の登録対象を「飲食店のみ」か
ら「飲食店および食料品を扱う小売店」に拡大
し、スーパーマーケットに営業を行ったが、協力
店登録への理解が得られず、目標に届かな
かった。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 435千円 509千円

マチごとエコタウン所沢構想、循環型社会形成推進
基本法、食品ロスの削減の推進に関する法律

386千円 186千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　食品ロス削減を実践する店舗を「食品ロスゼロの
まち協力店」として登録し、取組内容等を紹介した
り、市ホームページ等で食材を無駄なく調理に使用
するレシピを紹介することにより、食品ロスを削減
し、「もったいないの心」の醸成とごみの減量を図
る。

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

5,866千円

238店

臨時職員 0.00 人

①242店

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

250店 242店

250店

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ27年度～ 5,818千円 臨時職員 0.00 人

資源
循環
推進
課

・リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

古着・単一素材プラ
スチック等リサイク
ル事業

根拠法令 R1予算現額

8,259千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

リユースショップやインターネットで
の売買が主になってきている中で、
紙類・古着に関しては集積所収集
も実施していることから、当館事業
で資源化量の増加を見込むことは
厳しい状況にある。また、海外にお
けるプラスチック輸入の禁止など
で、プラスチック類の資源化を国内
で行うことに方針転換したことによ
り、資源化できるプラスチックの種
類が減ったが、チラシなどで市で拠
点回収を行っていることをＰＲしな
がら市民に協力を依頼し、目標達
成に向けた取り組みを行った。

0.00 人 R1実績 単一素材プラスチックは、国内リサイクルに切り
替えた結果、種類が限定されたことで数量が減
少した。紙類においては、公共施設以外の拠点
の充実や集積所収集も実施しており、またペー
パーレス化などにより数量が減少したと考え
る。

11,387千円 臨時職員

R1年度に改善した点

①事業における資源物の回収
量

事業における資源物の総回収量
原則、前年度の実績数量を基に、これを上回る
よう設定している。 単一素材プラスチックの資源化事業を国

外から国内で行うように見直しを図った。

R1決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①紙類（拠点回収分）   61.94t
　古着・古布(ｴｺｽﾃ分)   60.19t
　陶磁器　　　　            18.10t
　廃食用油　　　           14.25kℓ
　単一素材プラスチック　29.53t

R元年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

資源物の回収は、集積所収集や集団資
源回収など選択肢があり、当事業での回
収量増加に関しては、厳しい面もあるが、
市民への周知を継続して行い、少しでも協
力していただける方を増やしてまいりた
い。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,250千円 7,381千円

循環型社会形成推進基本法、廃棄物の処理及び清
掃に関する法律

8,023千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

2.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 190t 199.57t

200t 184.01t

18,604千円 臨時職員

期間 1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H3年度～ 0.00 人 184t

　牛乳パック等の紙類、古着・古布、陶磁器、廃食
用油及び単一素材プラスチック等を公共施設等の
拠点で回収し、ごみの減量・資源化を図る。

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第３節　循環型社会

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

用地を取得することにより、
事業の推進を図った。

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

多くの市民に３Ｒや「もった
いないの心」について知って
もらうことで、市民一人一人
の環境意識の向上に貢献し
た。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

どのように貢献したか

家具類や古着等をごみとし
て処理するのではなく、貴重
な資源としてリユース・リサ
イクルすることにより、地球
温暖化防止に貢献した。

１４．海の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

家具類をごみとして処理す
るのではなく、貴重な資源と
してリユース・リサイクルを
行うことにより、地球温暖化
防止に貢献した。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

R1年度に改善した点

古着のもったいない市においては、市民
ニーズに応えるべく、季節に合わせた品
物を展示するようにした。

R1目標値が未達成の理由・分析

　「もったいないの心」に基づき、普段何気なく
ゴミとして処分してしまうものを貴重な資源とし
て再利用するライフスタイルを市民にさらに啓
発していく。　頒布数の増加により収入も増加
することから、職員とボランティアの方々とが協
力してリユースの充実を図ってまいりたい。

Ｃ

再生家具候補の回収実績が、状態
の良い家具が減少したことと、家具
を再生する職員の確保が難しかっ
たことから目標を下回り、リサイク
ル率も下がってしまったため。今後
は現状をしっかり認識した上で、市
民の利便性の向上、リサイクル率
の増加をめざし、取り組んでまいり
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

12,860千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

状態の良い家具が減少したことと、家具を再生
する職員の確保が難しかったため。

粗大ごみリユース
拡大事業

法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の目的及び具体的な内容

市民サービスの向上とリユースの推進を図るため、
東西クリーンセンターにおいて実施していた粗大ご
み収集事業をリサイクルふれあい館において一元
化し、「もったいないの心」推進事業の一環として実
施していた「再生可能な家具の回収業務」も付加す
ることにより、粗大ごみの収集から再生・頒布、廃棄
までを一体的に行う。

期間

H29年度～

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

再生家具候補の回収数量

粗大ごみを、ごみとして処分するのではなく、資
源物として活用した点数で示すことにより、、ご
みの減量の成果が分かりやすくなるため。数値
は前年度の実績を基に決めるが、コロナウイル
スの影響による再生家具の数の減少や作業の
遅れを加味している。

最優先 自治事務

R1予算現額 R1決算額（見込み）

13,394千円 11,613千円

①粗大ごみの収集点数

②再生家具候補の回収数量

66,872千円 臨時職員 4.00 人

①25,220点

②1,709点

R1年度に改善した点

粗大ごみの収集に関しては増加しており、
収集においては職員のモチベーションを
高く保ちつつ、計画的に日々の収集点数
を増やして市民サービスの向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

再生家具候補があっても、それを再生す
る知識や経験を持っている人材の確保が
難しい。引き続き、人材の発掘に取り組ん
でまいりたい。

11,441千円

R1その他職員
従事割合

2,600点 1,709点

7.98 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,500点 2,612点

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

1,200点

7.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

58,350千円 臨時職員 4.00 人

R2年度目標

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

　「もったいない心」を大切に、ごみの減量・資源化に取り
組むとともに、循環型社会の形成のための3Rのひとつで
あるリユース及びリサイクルを暮らしに定着させる。
①再生家具：粗大ごみとして排出された木製家具を手直
しした後、館内で展示のうえ抽選で月２回頒布。小型家具
については常設頒布。②不用品登録：「もとめます」「ゆず
ります」として登録された品物の」情報提供。③もったいな
い市：「東所沢エコステーション」や拠点回収に出された古
着・陶磁器を分別し、利用可能なものを館内で展示のうえ
頒布。

2.43 人

期間

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

　家具類や古着、陶磁器などをご
みとして処分するのではなく、手を
加えリユース品として再使用を促
進することで、市民に３Ｒの浸透を
図っているが、回収方法や分別・資
源化・頒布方法などにさらなる改善
の余地があるため。

事業利用者数
再生家具頒布申込者数+もったいない市利用者
数+エコステーション利用者数

　「もったいないの心推進事業」において、家
具・古着・陶磁器の頒布数がリユース・資源化
の指標として数値化でき、わかりやすい設定と
考える。なお、数値の根拠は、前年度の実績を
基に新型コロナウイルスによる休館などの影響
を考慮したものである。

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,290千円 7,032千円

①再生家具頒布申込者数

②もったいない市利用者数

③エコステーション利用者数

もったいないの心推
進事業

R1決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市リユース
品頒布事務取扱条例、不用品登録事業事務取扱
要綱

8,475千円 5,968千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人 32,000人 33,641人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

34,467人 目標達成済32,000人

0.00 人 R2年度目標

4.00 人
① 小型家具　　   874人
　　大型家具　　 7,272人
　　合計　　　　　 8,146人

②10，187人

③16，134人

R元年度目標 R1実績

4.00 人 27,000人

非常勤
特別職

2.00 人
非常勤
特別職

H15年度～ 16,624千円 臨時職員

20,363千円 臨時職員

リサ
イク
ルふ
れあ
い館

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

もったいないの心啓
発事業

根拠法令 循環型社会形成推進基本法、

重要

H30決算額

6,385千円 5,658千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

40,000人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,390千円

41,289人

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　交通の利便性が悪いことに加え、
リユースショップやインターネット上
の売買が台頭するなかで、出張エ
コロ市や文化フェア、市民フェス
ティバルなどに参加しイチゴスト
ラップ作り講座を行ったり、まちづく
りセンターの子育てサロンにお邪
魔して３Ｒへの協力を依頼するな
ど、受け身でなく、こちらから積極
的に出向いて3R運動の普及啓発
を図った。また、チラシやＳＮＳを
使って、市民に情報発信をすること
により、目標値をクリアすることが
できた。

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

　啓発施設であるリサイクルふれあい館及びリユー
ス・リサイクル品の引き取り場所である東所沢エコス
テーションについて、ひとりでも多くの市民に知っても
らい、利活用していただくことが目的であることから
講習会参加者を含めた来館者数を指標としている。
なお、数値は実績を基にしている。

まちづくりセンターの子育てサロンにお邪
魔して３Ｒへの協力依頼をすることにより、
環境啓発を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

　市民が「来館して勉強にもなったし楽し
かったので、また来館したい」と思ってもら
えるように、市民ニーズに対応した講座や
イベントの充実を図ったり、他の施設と連
携して事業を実施するなどして意識啓発
の充実を図っていきたい。

5,361千円
来館者数（講座・イベント参加者含む）

R1決算額（見込み）

所沢市リサイクルふれあい館条例、所沢市廃棄物
の減量及び適正処理に関する条例

①リサイクルふれあい館・東所
沢エコステーション来館者数

②講習会参加人数

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

①小学4年生社会科見学等見学者の印象に残る館内展
示（遊び心を取り入れた）わかりやすい解説で環境学習を
充実する。②催事の企画開催（エコロまつり、エコロ市、出
張エコロ市）等による市民へのＰＲ事業。③市民フェスティ
バル等への積極的参加によるＰＲ活動。④館内展示のほ
か、ホームページや情報誌発行による情報提供の研究。
⑤暮らしの中で3R（Ｒeduce・リデュース発生抑制、Ｒ
euse・再使用、Ｒｅｃｙｃｌｅ・リサイクル・再生利用）を実践す
るための場として、おもちゃの病院や傘修理、各種講座等
の開催。

1.73 人
非常勤
特別職

0.00 人

14,497千円 臨時職員 1.00 人
①41,040人

②　6,484人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

40,000人 41,040人

期間 1.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H15年度～ 14,795千円 臨時職員 1.00 人 30,000人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

H11年度～

3.60 人

509,154千円

Ｂ

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

最優先 自治事務

（仮称）第２一般廃
棄物最終処分場整
備事業

413,857千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

事業進捗状況
（土地の取得率：契約面積/事業用地）

自区内処理の原則に基づき、新たな最終処分
場を整備する必要があるため、各段階における
成果指標を設定した。
事業進捗に伴い土地の取得率を成果指標とし
た。

ＰＦＩ導入可能性調査を実施し、事業方式
の見直しを行い、事業推進を図った。

H30年度目標

期間

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

目標値の３９％に対し、３４％の実績であり、目
標値をやや下回った。
用地取得については、地権者の理解が全てで
あり、引き続き、理解が得られるよう丁寧な説
明を心掛ける。

　市内で発生する一般廃棄物の最終処分について
は、市外の最終処分場と市内の北野一般廃棄物最
終処分場で行ってきたが、北野一般廃棄物最終処
分場は平成17年3月末日をもって埋立が終了した。
　現在は全量を県営の処分場や県外の民間処分場
へ搬出していることから、自区内処理の原則に基づ
き、市内に新たな一般廃棄物最終処分場を整備す
る事業である。

法定受託事務 法定受託＋附加 347,227千円 296,119千円

①PFI導入可能性調査の実施

②用地購入

R1予算現額 R1決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

非常勤
特別職

0.00 人 23.0%

臨時職員

4.65 人

1.00 人 43.0%

30,168千円 臨時職員 1.00 人

①事業方式がＤＢ+Ｏ方式に決
定した

②19,711.37㎡

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

R1その他職員
従事割合

34.0%

R2年度目標

39.0%

評価指標の目標値をやや下回って
いるが、用地取得については、一
定の成果を得られた。
引き続き、今後も、地権者へ丁寧
な説明を行い、事業への理解を得
ながら進めていく。

23.0%

38,651千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も引き続き、地元の周辺整備要望に
対する対応などがあることから、より一層
丁寧に説明を行い、理解を得ながら事業
を進めていく。



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

所長　當摩　卓

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

生活に伴って排出されるし
尿や浄化槽汚泥等を適正か
つ安定的に処理すること
は、生活の基盤に不可欠な
ものとして貢献している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献して
いる。

どのように貢献したか

高齢又は障害等により、自
らごみ集積所にごみを出す
ことが困難な市民の生活環
境の向上及び安全確保に貢
献している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

生活に伴って排出される家
庭ごみを安定的に収集運搬
することは、生活の基盤に
不可欠なものとして貢献して
いる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

593,892千円

重要

H30決算額 指標名

1トンあたりの収集経費
年間経費÷年間ごみ収集量

H30年度目標

自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を下回り目標を達すること
ができた。
今後は、さらに経費削減に努めて
いきたい。

R1年度に改善した点

生活ごみの効率的な収集を目的としているの
で、1トン当たりの収集に係る経費を指標とす
る。
目標値としては、前年度を下回ることを目標とし
た。

令和２年度に東西の事務所が統合される
ことに伴い、ごみ集積所の相談や申請の
窓口が一つになるため、市民や開発業者
に対し、市の広報紙やHPなどを通じPRを
行った。

目標達成済

法定受託＋附加 84,813千円 74,539千円
①年間ごみ収集量

②年間経費

ごみ収集事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市廃棄物の減量及び適正処理に関する条例 88,037千円 70,633千円

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市民の生活ごみとして、ごみ集積所に排出された廃
棄物の適正処理及び再資源化により、公衆衛生環
境の向上及び循環型社会の確立を実現するため、
ごみの分別を徹底し,効率的に収集を行う。また、こ
れに伴うごみ集積所の設置・維持管理についての
指導及び清掃車両の整備並びにごみ集積所情報
管理システムの運用管理を行う。

75.04 人
非常勤
特別職

27,786 25,298

25,298

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

628,835千円 臨時職員 3.85 人
①28,131t

②664,525千円

R元年度目標 R1実績
本事業は、家庭から排出されるごみの分
別による資源物の有効活用を促進し、循
環型社会の確立を目指すものであり、市
民の理解と協力が必要であることから、ご
みの分別についての啓発や指導を引き続
き行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

23,623

期間 71.45 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S26年度～ 臨時職員 2.25 人 23,623

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を上回り目標を達すること
ができた。
今後も利用拡大に努めていきた
い。

607千円 768千円
①年間利用世帯数

②年間利用予定世帯数
年間利用世帯数

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1予算現額

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
当制度について周知、啓発し、利用拡大を図る
ため、年間利用世帯数を指標とする。目標値と
しては、年間利用予定世帯数を目標とした。

令和２年度からの東西事務所統合に向
け、安定的な収集作業ができるよう、コー
ス見直しなど移行準備を行った。

ふれあい収集事業

根拠法令

所沢市ふれあい収集実施要綱 651千円 762千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30実績

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

高齢又は障害等により、家庭から排出するごみを自
らごみ集積所に出すことが困難な市民の生活環境
の向上及び安全確保のため、当該事業利用者宅の
戸口において直接ごみの収集を行う。さらに、希望
者には、声かけを行い安否確認を行う。

5.61 人
非常勤
特別職

690世帯 683世帯

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

661世帯

660世帯

目標達成済660世帯

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

47,012千円 臨時職員 0.05 人
①661世帯

②660世帯

R元年度目標 R1実績

今後、「ふれあい収集」の利用者の増加が
見込まれることから、担当者の育成をはじ
め、収集体制を整える必要がある。期間 4.10 人

非常勤
特別職

R2年度目標

H17年度～ 34,079千円 臨時職員 0.30 人

収集
管理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

重要 自治事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

年間ごみ日程表通りに滞りなく、ご
みを収集することが出来たことか
ら、安定的な収集体制が確保でき
ていると考えている。また、市全域
での古着・古布の品目別収集を継
続して実施し、燃やせるごみの減
量化及び資源化に努めた。

R1年度に改善した点

民間事業者への委託割合
（委託地区の世帯数/市内の全世帯数）

市民生活の生活環境の保全と、公衆衛生の向
上を図るため、安定的な収集運搬体制を確保
する必要がある。このため、計画的に委託拡大
を図っていくことが重要であることから委託割合
を指標とした。

令和２年度から民間業者への委託割合を
70%に拡大していくことに伴い、安定的な
収集業務を履行できるよう移行準備を
行った。

H30年度目標 H30実績

法定受託事務 法定受託＋附加 598,374千円 598,374千円

①ごみ収集量

②収集稼働日数
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

637,105千円 637,105千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

　将来にわたり安定した収集体制を維持するため民
間委託し、市民生活の生活環境の保全、公衆衛生
の向上を図る。市民が年間ごみ日程表に基づき委
託地区内のごみ集積所に出したごみを委託業者が
収集し、東部・西部クリーンセンター等に運搬する。

0.62 人
非常勤
特別職

55.0% 55.0%

5,196千円

R1正規職員
人件費

R1実績

民間委託地区拡大後も安定的な収集運
搬体制を維持するとともに、市民サービス
の向上を図りながら事業を実施していく。

R1その他職員
従事割合

55.0% 55.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

一般廃棄物収集運
搬業務委託事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

臨時職員

①35,653t

②259日

R元年度目標

H17年度～ 5,403千円 臨時職員 70.0%

期間 0.65 人
非常勤
特別職

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

根拠法令

H24年度～

H30年度目標
H30正規職員
人件費

5,196千円

100.0%9,642千円

0.00 人
①243日

②18,015（t/年）

③44（項目）

R1正規職員
人件費

0.00 人 100.0%

安定した処理が行われていたかどうかを客観
的に判断するため、衛生センターからの排水に
対し下水排除基準と比較することとした。目標
値は100%とする。

100.0%

①稼働日数

②し尿及び浄化槽汚泥処理量

③下水排除基準達成項目数
H30その他職員
従事割合

100.0%

R1その他職員
従事割合

100.0% 目標達成済

H30予算現額 H30決算額 指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

119,598千円

下水排除基準達成率
（下水排除基準達成項目数/下水排除基準項目
数）

113,467千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

公共下水道の整備によりし尿汲み取り世
帯数及び浄化槽世帯数は減少傾向にな
ると考えられるものの、市町村の処理義
務を果たすため、引き続き安定した施設
の運営、維持管理業務を行っていく。

R1年度に改善した点

成果指標の目標を達成できてお
り、衛生センターの運転管理にお
いて安定したし尿処理が行われて
いたと判断できる。今後も本事業を
継続することにより、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上に努めて
いきたい。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 117,364千円 113,180千円

期間

R元年度目標 R1実績
　公共下水道未整備区域等で発生するし尿及び浄
化槽汚泥について、市民の生活環境の保全及び公
衆衛生の向上に支障が生じないように、し尿処理施
設にて適正に処理する。

0.62 人
非常勤
特別職

臨時職員

し尿処理施設運営
管理事業

事業の目的及び具体的な内容 H30実績

1.16 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

R2年度目標

運転管理者と協議を重ね、機械設備等の
耐用年数や重要度に応じ、効率的かつ効
果的な施設の維持管理や修繕を実施する
ための計画づくりを行った。



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

資源循環推進課長　池田　淳

どのように貢献したか

不法投棄防止対策として地
域環境の保全に貢献してい
る。

１５．陸の豊
かさを守ろう

R1その他職員
従事割合
非常勤
特別職

0.00 人

資源
循環
推進
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 指標名

R1決算額（見込み）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、所沢市廃棄
物の減量及び適正処理に関する条例

7,923千円 7,501千円

①処理件数

②不法投棄物撤去量

③パトロール稼働日数

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標を達成しており、地域の
環境保全、公衆衛生の向上等に関
して、一定の成果が得られていると
考えている。今後も本事業を継続
することにより、不法投棄による環
境悪化の防止に努めていきたい。

R1年度に改善した点

本事業で撤去した不法投棄物の撤去量

本事業を継続することで地域の環境保全の維
持と公衆衛生のの向上、不法投棄未然防止の
推進が図られると考えられるため、不法投棄物
の撤去量を指標とした。

不法投棄の状況により、パトロール経路
の調整を行った。また、不法投棄物の量
によっては職員によるサポートも実施し
て、迅速な回収に努めた。

H30年度目標 H30実績

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,061千円 7,680千円

不法投棄防止パト
ロール及び撤去事
業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

　不法投棄多発地域をパトロールし、不法投棄物を
撤去することで、地域の環境保全を維持し、新たな
不法投棄を未然に防ぐことを目的とする。

0.72 人
非常勤
特別職

0.00 人 16,605kg 14,420kg

16,605kg 11,920kg

6,034千円 臨時職員 0.00 人
①634

②11,920kg

③201日

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

H13年度～ 6,068千円 臨時職員 0.00 人 16,605kg

0.73 人期間

不法投棄をなくすためには、早期発見・撤
去・処理することにより不法投棄されにく
い環境をつくることが重要と考える。この
ため、引き続き本事業を継続し、公衆衛生
の向上と不法投棄未然防止に努めていき
たい。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標



項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

どのように貢献したか

各事業所からの公共用水域
への水質汚濁を防止するこ
とにより、直接的なSDGｓへ
の貢献につながった。

１２．つくる責
任　つかう責

任

１４．海の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任

どのように貢献したか

大気中の有害大気汚染物
質を測定監視することによ
り、直接的なSDGｓへの貢献
につながった。

どのように貢献したか

大気状況を常時監視するこ
とにより、環境施策の参考と
なった

３．すべての
人に健康と福
祉を

１２．つくる責
任　つかう責

任

７．エネル
ギーをみんな
にそしてク
リーンに

１１．住み続
けられるまち
づくりを

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

ばい煙の排出状況の把握
により、大気汚染防止に対
する環境施策の参考となっ
た

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

１１．住み続
けられるまち
づくりを

３．すべての
人に健康と福
祉を

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 0.96 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R1年度に改善した点

大気規制対象事業所のばい煙に係る排出基準
適合率

規制対象事業所への立入検査により、各施設
から排出される汚染物質を削減し、大気汚染を
防止することが当該事業の目的となっているた
め、行政測定を行うばい煙に係る排出基準適
合率を指標とする。目標値としては、前年度維
持を目標としたい。

H30年度目標

100.0%

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,720千円 1,680千円
①行政によるばい煙測定実施
事業所

②基準適合事業所数

③

大気規制対象事業
所検査事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例、所沢
市ダイオキシン類等の汚染防止に関する条例

1,935千円 1,773千円

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

R元年度目標

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

H30実績

100.0%

6,201千円 臨時職員

①6事業所

②6事業所

③

非常勤
特別職

非常勤
特別職

S59年度～ 7,980千円 臨時職員 100.0%

ばい煙の排出状況や施設の管理状況など、法令に
基づき、その遵守状況を検査する。(ばい煙排出状
況の行政検査や報告の徴収を含む。)
①検査計画の作成②対象事業所への報告徴収の
実施(規制基準への適合状況)③大量ばい煙発生
施設や規制基準の適合状況が思わしくない事業所
への立入検査の実施④規制基準に適合しない事業
所等への改善指導また、規制対象事業所への立入
検査により、各施設から排出される汚染物質を削減
し、大気汚染を防止する。

0.74 人 100.0%

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

10,559千円

期間 1.14 人

根拠法令

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R1年度に改善した点

事務処理基準に基づき、大気汚染に係る計測・
調査を行うことが目的となっているため、有効
調査項目率を指標とする。
目標値としては、前年度維持を目標としたい。

北野測定局のエアコンを業務用から家庭
用へ交換修繕を行った。
5KW用電気を使用する必要がなくなった
ため、交換前後で同期間の電気料が約
24％削減した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、施設管理に努める。また、測定機
器の入れ替えの場合には、環境省の「環
境大気自動測定機のテレメータ取り合い
の共通仕様案」に適するため、デジタル接
続対応機器の導入を進めていく。

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 22,845千円 21,754千円

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率

大気汚染状況の常
時監視事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

大気汚染防止法 22,580千円 21,172千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

硫黄酸化物・二酸化窒素・浮遊粒子状物質などの大気汚
染物質について、本事業の法定受託事務処理基準であ
る「環境大気常時監視マニュアル」等に基づき、市内5常
時監視測定局（一般局：東所沢・北野・中富、自排局：航
空公園・和ヶ原）において常時監視機器を用い、計測・調
査を行う。
大気に係る環境基準設定項目を中心として、大気汚染状
況を常時監視し、大気汚染防止に係る施策の基礎資料と
する。

1.26 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

目標達成済

臨時職員

①52項目

②52項目

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

非常勤
特別職

R2年度目標

S60年度～ 9,476千円 臨時職員

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

環境省が定める「事務処理基準（平成13年5月21日
付環境省環境管理局長通知）」及び「有害大気汚染
物質測定方法マニュアル」等に基づき、市内2地点
において調査を実施している。
①調査計画の作成（調査項目、調査日程等）②調
査の実施（12回/年）③測定精度の審査、測定値
（年統計値を含む。）の確定④調査結果の国・関係
機関・市民等への情報提供

0.55 人

R1正規職員
人件費

平成9年度～

H30決算額 指標名

有害大気汚染物質
等モニタリング調査
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

大気汚染防止法 4,560千円

R1年度に改善した点

有害大気汚染物質に係る環境基準設定項目を
中心として、大気の汚染状況を常時監視するこ
とを目的としているため、有効調査項目率を評
価指標とした。
また、目標値は前年度同様100％とした。

大気中の石綿繊維濃度の測定について8
月に行っていたが、機器トラブルが起こる
可能性があったため測定時期の変更を検
討した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

環境省が定める「事務処理基準（平成13
年5月21日付環境省環境管理局長通知）」
及び「有害大気汚染物質測定方法マニュ
アル」に従い、今後も引き続き常時監視を
実施する。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,874千円 3,915千円

①有効調査項目

②調査項目数

③

有効調査項目率根拠法令

3,951千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

100.0% 100.0%

4,609千円 臨時職員

①34項目

②34項目

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 0.35 人
非常勤
特別職

R2年度目標

2,909千円 臨時職員

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

水質規制対象事業
所検査事業

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

1,334千円 1,166千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

計画どおり立入検査を実施したた
め。

R1年度に改善した点

①立入計画事業所数
　(述べ事業所数)

②立入検査を行った事業所数

計画実施率
立入検査を行った事業所数/立入計画事業所
数×100

定期的に立入検査を行うことにより、事業所の
水質規制遵守への関心の向上並びに意識低
下の防止が期待できる。よって、当目標を計画
実施率とした。

定期的な立入検査を実施したことにより、
前年度排出基準を満たしていなかった事
業所の水質改善が見られた。

目標達成済。
なお、年度途中に対象事業所数の増加があっ
たため、実績値は100％を超えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業所によっては、排水に詳しい担当者
が常駐していないこともある。原則は抜き
打ちであるが、状況に応じて事業所に連
絡を取る等立入検査が計画的に実行でき
るようにしたい。

100.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,011千円 1,429千円

水質汚濁防止法、埼玉県生活環境保全条例

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

排出水の状況や施設の管理状況など、法令に基づ
き、その遵守状況を検査する。
①検査計画の作成②対象事業所への立入検査の
実施③採水した水質・施設の稼働状況・自主測定
結果について規制基準との適合状況の確認④規制
基準に適合しない事業所等への改善指導。また、
立入検査により各事業所から公共用水域へ排出さ
れる汚濁物質を削減し、水質汚濁を防止する。

0.82 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

6,872千円 臨時職員

①58事業所

②62事業所

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 106.8%

期間 0.67 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S62年度～ 5,569千円 臨時職員

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

前年度立入時に施設に関する指導を行っ
た事業所の中で、R1年度には改善されて
いる事業所があった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も、行政の監視として立入検査を続
けることで、事業者の環境意識を保たせ
ていきたい。

第４章　みどりあふれる持続可能なエコタウン  第４節　大気・水環境等



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

□ □ ■

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

河川課長　高橋　智史

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

住民からの要望等に速やか
に対応することで、浸水被
害の防止を図ることができ
た。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

どのように貢献したか

公害苦情相談に対応するこ
とで、直接的なSDGｓへの貢
献につながった。

どのように貢献したか

市内主要河川の水質などを
測定・監視することにより、
環境施策の参考となった。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

６．安全な水
とトイレを世
界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

快適な生活環境を確保する
ため、自主的に参加し清掃
活動を実施した。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

R1目標値が未達成の理由・分析

現状のとおり

参加人数の増加を図るため、市民への周
知の方法について、より分かりやすくなる
ようポスター、チラシ、ホームページの改
善を行う。また、継続して参加してもらうよ
う努める。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

7,603千円 6,560千円

R元年度目標

生活
環境
課

H30予算現額 H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

6,544千円

①ごみ回収実績

②参加人数
環境美化活動における参加人数

H30実績

世帯数×3割×１回
（春・秋いずれかで３割の世帯から１人は参加し
てもらいたいという考えによる）

「環境美化の日」市
内一斉美化清掃活
動事業

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

47,420 人

R1正規職員
人件費

48,039 人

事業の目的及び具体的な内容

｢環境美化の日｣市内一斉美化清掃活動実施要領

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,182千円

市民参加による市内全域での環境美化清掃活動を
春、秋の年に２回実施することにより、快適な生活
環境を確保する。

1.10 人

期間 0.99 人

H30正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

①69.78ｔ

②47,758人

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1その他職員
従事割合

47,758 人

48,680 人

Ａ

成果指標の目標は概ね達成してお
り継続的な成果が得られている
が、今後もより多くの市民が継続的
に参加できるよう、工夫が必要であ
る。

R1年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

50,948 人

市民の美化意識が髙くなっているため、道路上
のごみの量も減ってきている。日頃より清掃活
動に取り組んでいるため、「美化の日」離れと考
えられる。

S57年度～ 8,229千円 臨時職員 0.00 人

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務

H30決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 3,975千円 3,865千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

埼玉県及び所沢市が定めた公共
用水域水質測定計画に基づいて、
市内主要河川の水質と河川底質
の評価を行っており、成果指標の
目標値を達成することができた。
また、月1回の常時監視をすること
によって、水質汚濁防止に係る施
策の基礎資料を得ることができた。

R1年度に改善した点

実施項目率
(測定項目/計画項目×100)

埼玉県及び所沢市が定めた公共用水域水質
測定計画に基づき、市内主要河川の水質と河
川底質の評価を行うこと。また、河川の汚濁状
況を監視し、水質汚濁防止に係る施策の平成
30年度における基礎資料を得ることを目的とし
ているため、その実施項目率を指標とする。

H30年度にBODの基準値超過が多くみら
れた地点について、ATU-BOD等の測定
項目を追加し、原因解明に努めた。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①測定項目

②測定地点

公共用水域等汚濁
状況の常時監視事
業

R1決算額（見込み）

水質汚濁防止法 5,475千円 4,766千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

埼玉県および所沢市が定めた公共用水域水質測
定計画に基づき、ｐHなどの生活環境項目、カドミウ
ムなどの健康項目等について、市内主要河川の水
質と河川底質の調査を行う。
また、市内主要河川の水質と河川底質（川底の泥）
の環境基準項目等を中心として、河川の汚濁状況
を監視し、水質汚濁防止に係る施策の基礎資料を
得ることを目的とする。

0.57 人
非常勤
特別職

100.0% 100.0%

目標達成済100.0% 100.0%

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,777千円 臨時職員

①89項目

②13地点・年12回

③

R元年度目標 R1実績 測定項目を増やしたことによって、生活排
水が原因でBODが超過している可能性が
あることが推測された。しかし、河川工事
等や植物の光合成による突発的なBOD、
pHの基準値超過が見られることもあるの
で、採水時以外の河川状態の把握も必要
である。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.62 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S62～ 5,153千円 臨時職員

公害苦情相談は、相談者の感覚に
起因するものが多く、対応が困難
で解決までに時間を要するが、今
後も目標達成に努めていきたい。
今後も、処理困難な案件が増加す
る事が推測されるが、より一層知
識を深めて、相談者への適切かつ
迅速な対応を図る必要がある。

R1年度に改善した点

苦情に関しては、100%解決が望ましいが、解決
が長引く案件も多くある。また、年度末に受付し
た苦情は繰り越さざるを得ないため、現実的な
目標としたい。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①苦情相談対応件数

②苦情相談解決件数

苦情相談解決率
(解決件数/対応件数×100)

R1決算額（見込み）

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

公害紛争処理法 2,587千円

事業の目的及び具体的な内容

今後も、苦情相談は現状維持若しくは増
加するものと考えられるため、職員の資
質の向上を図りつつ、環境支援システム
を有効利用し、効率化を図りながら、迅速
な解決を目指す。

Ｂ
R1目標値が未達成の理由・分析

研修・セミナー等に参加し、苦情対応につ
いても知識習得に努めた。
対応中、及び解決後の苦情について、適
宜パトロールを実施し、状況の把握と再発
防止に努めた。

公害苦情相談については、案件ごとに様々な
課題があり、調査、折衝等に時間を要する。特
に年度末に寄せられる苦情相談については、
翌年度に処理を繰り越すことが多かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R1その他職員
従事割合

80.0%

R元年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,816千円 2,850千円

R2年度目標

93.5% 80.9%

期間 2.30 人

93.0%

15,335千円 臨時職員

①94件

②76件

公害等苦情相談事
業

根拠法令

2,655千円

S47年度～ 19,118千円 臨時職員 1.00 人

騒音、振動、悪臭をはじめとする各種公害にかかる
苦情相談を電話・メール・窓口等を通して受付け、
苦情発生源の調査、指導、助言等を行い解決を図
る。

1.83 人

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

非常勤
特別職

非常勤
特別職

0.00 人

9,218千円

37,820千円

河川
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

河川・水路維持管
理事業

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

１、河川の氾濫による浸水被害等の防止を図るた
め、改修・整備を行う。
２、パトロールや市民等の要望により、清掃・除草お
よび修繕等を行う。
３、地域に根付く川づくりを目指し、維持管理の一部
を委託する。
４、「水辺サポーター制度」事業の推進。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市公共物管理条例 65,967千円

要望・通報処理件数

57,833千円

事業の目的及び具体的な内容 R1目標値が未達成の理由・分析

毎年、要望や通報件数が増加しているこ
とから、効率的で効果的な取り組みが必
要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,856千円

4.70 人

R1正規職員
人件費

S25年度～

根拠法令

R1年度に改善した点

39,386千円 臨時職員

①7,358ｍ

②321件

③99.20ｍ

R元年度目標

速やかに要望・通報に対応するために、
可能な限り、職員による直営対応を実施
した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R1その他職員
従事割合

250 321

期間 4.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員 250

非常勤
特別職

250 331

64,579千円

H30実績

①維持管理（清掃）

②要望・通報件数

③改修・整備工事

要望・通報処理件数



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

狂犬病予防注射接種の啓
発・管理を適正に行い、狂
犬病の発症予防に努めた。

どのように貢献したか

下水道に接続していない家
庭に対し、生活排水のくみ
取りを行い、生活環境を衛
生的に保持した。

どのように貢献したか

定期的に空き地のパトロー
ルを行い、地権者に指導す
ることにより地域の生活環
境の保全に努めた。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

環境保全に対する関心と理
解を深め、実践的活動を
行った。

４．質の高い
教育をみんな

に

目標設定の考え方・根拠

Ａ

環境推進員は、市の環境政策と連
携した活動として、ゴミ減量・リサイ
クル・地域での環境美化活動など
を推進しており、概ね期待する活
動実績を残しているため。

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市環境推進員設置要綱 12,785千円

指標名

R1決算額（見込み）

12,617千円

12,547千円

H30年度目標

環境推進員1人あたりの活動回数
①委嘱人数

②事業参加延べ人数

5.7回

前回同様、環境講演会の会場がミューズから
所沢まちづくりセンターとなったため、環境推進
員の参加人数を増やすことが出来なかったこと
と、所沢航空記念公園外周道路の清掃が雨天
中止となったため。

6回

6回

R2年度目標

R1年度に改善した点

各地区独自の活動を進めるよう、情報提
供を行うとともに、環境美化の日、歩きた
ばこ等防止啓発キャンペーン、環境講演
会などの全地区対象の事業の参加者の
増加に努める。

環境推進員それぞれが２ヶ月に１度程度の活
動を行うと期待したもの 各地区独自の活動について、理事会で情

報共有を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,819千円

環境推進員活動促
進事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

ごみ減量・リサイクル・および地域での環境美化を
推進し、市民の環境保全に対する意識を高め、理
解を深めることにより、健康で潤いのある生活環境
を作る。

0.98 人
非常勤
特別職

0.00 人

8,212千円 臨時職員 0.00 人

①1,122人

②5,852人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5.2回

6回H8年度～ 6,483千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人

330千円

H30予算現額 H30決算額

H30決算額

法定受託＋附加 641千円

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
あき地の雑草除去
指導事業

重要 自治事務 法定受託事務

改善箇所÷指導箇所
改善が見られない土地所有者に対し、再
三電話をかけて、改善指導を行った。

H30正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30実績

あき地が適正に管理されずに雑草が繁茂すると、
火災、犯罪の発生、害虫の発生、ゴミの不法投棄な
どの原因になることから定期的にあき地の雑草繁
茂状況を調査し、繁茂状況により土地の所有者（管
理者）に対し、雑草の除去を行うよう指導する。

R1決算額（見込み）

高齢化や金銭的理由等であき地の除草作業を
行うことができない所有者がいるため。

R元年度目標 R1実績

H30年度目標

74%

H30その他職員
従事割合

①指導箇所

②改善箇所

③改善率

R1年度に改善した点

指導による改善率

326千円

所沢市あき地の雑草除去に関する条例 674千円

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

年々高齢化や金銭的理由等により
あき地の除草を行うことができない
所有者が増えているなかで、一定
の実績をあげることができたため。

1.91 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

16,006千円 臨時職員 0.00 人

①５３ヶ所

②３９ヶ所

③７４％

所有者の理解や協力がなければ改善が
進まないため、粘り強く土地所有者に訴え
かけていくことに努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100% 74%

期間 1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S44年度～ 16,208千円 臨時職員 0.00 人 100%

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢市一般家庭生活廃水くみ取りに関する条例

S46年度～ 4,239千円

H30決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容
H30その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人 100%

下水道未整備地区で生活廃水の吸込槽が機能低
下によりあふれてしまうことを防ぐため、たまった生
活廃水のくみ取りを行うことにより、周辺の衛生的
な生活環境を保持する。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標は達成しており、
継続的な成果が得られている。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

①1,071回

②2,606,800ℓ

③1,303,400円

R元年度目標

20,481千円 17,304千円

H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

衛生側面からの納得度
(くみ取り件数－くみ取り作業への苦情件数)÷
くみ取り件数

現状のとおり。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

くみ取り作業への苦情もなく、目標は達成され
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 19,714千円 19,605千円

①くみ取り件数

②くみ取り量

③くみ取り手数料

一般家庭生活廃水
くみ取り事業

根拠法令

100%

100%

2,430千円 臨時職員 0.00 人 R1実績

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 100%

平成３０年度から引き続き協同組合所沢
清和会へ委託したが、今後も安定した業
務サービスができるように努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0%

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

犬の登録・狂犬病
予防注射管理事業

根拠法令 R1予算現額

12,570千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

所沢狂犬病予防協会や市内動物
病院と連携して集合狂犬病予防注
射や注射済票仮交付を行い、犬の
飼い方教室の開催や広報による啓
発活動などの実施により、ある程
度の結果は残せたが、７割の接種
率だったため。

2,795千円

①新規登録枚数

②登録頭数

③注射済票交付枚数

狂犬病予防注射接種率R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

狂犬病予防法に犬の所有者は狂犬病予防注
射を毎年１回受けさせなければならないとなっ
ている。

市で登録申請をしている犬の飼い主に対
して送付している集合狂犬病注射のお知
らせが戻ってきた市民に対して連絡を取
り、登録犬の死亡や転出を確認し整理し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

接種率の向上及び飼い主のマナー向上
について、より効果がある方法を研究す
る。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,225千円

狂犬病予防法 3,181千円 2,817千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

狂犬病予防法に基づき、狂犬病の発生、蔓延を防
ぐため、市内で飼育されている犬の情報を登録し、
狂犬病の接種状況を管理する。犬の鑑札および注
射済票の交付を行うとともに、所沢狂犬病予防協会
や市内動物病院と連携して集合狂犬病予防注射や
注射済票仮交付を行うことで、予防注射接種率の
向上を図っている。

1.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 72%

犬の死亡届の未提出や、狂犬病予防注射を摂
取しても注射済票の交付手続を行わない飼い
主がいるため、制度の周知・啓発活動が必要
である。

臨時職員 0.50 人

①1,026枚

②15,218頭

③11,023枚

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100% 73%

100%

期間 1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H12年度～ 9,974千円 臨時職員 0.50 人



評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

評価
理由

総合
評価

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業概要（全体）

活動実績(R1)投入コスト
会
計

事務事業名称
所属
名称

経費

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活環境課長　池田　康徳

項目名

□ ■ □

実績

評価者

環境対策課長　　矢野　正和

項目名

■ □ □

実績

評価者

環境対策課長　矢野　正和

どのように貢献したか

受動喫煙にも配慮し、たば
こを吸う人も吸わない人も共
生できるよう、分煙・移設が
行えた。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

キャンペーンやパトロールで
条例周知啓発に努めた。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

空間放射線量の測定と公表
を行うとともに、測定器の貸
し出しにより市内の放射線
量の現状について理解が深
まった。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

ダイオキシン類の環境調査
で大気の状況を把握するこ
とにより、環境施策の参考と
なった。

３．すべての
人に健康と福
祉を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

2,168千円

3,268千円

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

ダイオキシン類によ
る汚染状況の常時
監視事業（大気、水
質及び土壌等）

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

毎年、成果指標の目標値を達成し
ているため。

R1年度に改善した点

埼玉県の実施計画で、大気：3地点を4回/年、
河川水・底質：各2地点を1回/年、土壌：2地点
を1回/年、地下水：1地点を1回/年の年19検体
が測定数として定められているため、すべての
項目を市で実施することを目標として設定して
いる。

毎年、国や県に報告している調査結果に
ついては、環境支援システムからのデー
タを利用しているが、以前よりいくつか不
具合が生じていた点について、明確にし
資料化した。今後のシステム改修時や担
当者変更時の引継ぎ等に活用したい。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,115千円

①調査検体数

②調査計画検体数

③

調査実施率
（有効調査検体数/調査計画検体数✕100）

R1予算現額 R1決算額（見込み）

ダイオキシン類対策特別措置法 2,540千円 2,282千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

100.0% 100.0%

臨時職員

①19検体

②19検体

③

R元年度目標 R1実績

引き続き定められた測定の精度を維持
し、今後も常時監視を継続する。

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%臨時職員

期間 0.42 人
非常勤
特別職

R2年度目標

環境
対策
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

期間

H9年度～ 3,491千円

重要

　大気については埼玉県が定めたダイオキシン類
大気常時監視実施計画に基づき、河川水について
はダイオキシン類対策特別措置法に基づく常時監
視（公共用水域）実施計画に基づき、また、土壌・地
下水については地下水質測定計画に基づき、ダイ
オキシン類にかかる環境調査を行う。また、ダイオ
キシン類による大気・水質・土壌等の汚染状況を常
時監視し、ダイオキシン類による汚染対策に係る施
策の基礎資料とする。

0.39 人

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

特になし 134千円

129千円

H30予算現額

Ａ

成果指標の目標値を達成している
ため、一定の成果を上げられてい
ると考えている。今後も目標達成に
努めていきたい。

市内の放射線量を定期的に測定し、その結果等の
情報を市民に公表するとともに、市民への測定器貸
出や相談などの対応を行う。
また、放射線に係る環境汚染の実態を継続的に把
握することで、市民の不安を軽減するための根拠資
料とする。

0.53 人
非常勤
特別職

100.0%

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

119千円
①継続的な空間放射線量測定

②除染土壌仮保管場所定期測
定

③測定結果公表

調査実施率
（測定数/調査数✕100）

市民生活における空間放射線の影響の確認の
ため市内10地点での測定を指標とした。

R1決算額（見込み）

127千円

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名

現状のとおり

放射性物質による
環境汚染の監視・
対処事業 100.0%

4,405千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1実績

0.53 人
非常勤
特別職

目標達成済

H23年度～ 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,441千円 臨時職員 ①市内10地点での測定回数
1地点・1回/月×１２ヶ月

②保管場所×４回/年

③市ホームページ、各まちづく
りセンターにポスター掲示

R元年度目標

市による定期測定を継続し、その結果を
公表することで、市民の安全安心の確保
に努める。
また、点検、校正を行った測定器の貸出
を継続する。

100.0%

100.0% 100.0%

R2年度目標

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

受動喫煙防止の観点から改善の要望が多かった指
定喫煙所（航空公園駅、新所沢駅、小手指駅）に対
し、分煙、移設を行うものである。
指定喫煙所に関しては、これまでもラインによる喫
煙区域の明示、パーテーションの設置、人通りの少
ない箇所へ移設などの対策を行ってきたが、上記
要望を受け、更なる対策を講ずる。

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1～

H30決算額 指標名

駅前指定喫煙所分
煙・移設事業

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

限られた場所で移設が難しいこと、
スペースが狭く分煙対策が取れな
いなど、指定喫煙所の移設・分煙
は状況が厳しい中で2箇所修繕が
行えた。航空公園駅は動線から離
れた場所へ移設できたこと、新所
沢駅はパーテーションで囲い分煙
対策ができた。小手指駅は、地域
の方々の声を聞きながら移設先の
検討する。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例 13,750千円

R1年度に改善した点

改善の要望の多かった指定喫煙所に対し分
煙、移設を行う。

特になし

小手指駅北口喫煙所は、移設予定地近隣住民
より移設への反対があったため、移設は延期と
なった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

小手指駅喫煙所は、地域の方々の声を聴
きながら移設先を検討していく。他の喫煙
所に関しても、要望に応じて対応を検討す
る。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円 ①分煙・移設修繕実施個所
（小手指駅北口・航空公園駅東
口・新所沢駅西口）

分煙や移設の要望が多かった喫煙所の修繕を
行う。

根拠法令

13,210千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員 0.00 人

①２箇所
（航空公園駅東口：移設、新所
沢駅西口：拡張）

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

３箇所 ２箇所

1箇所

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

1,662千円 臨時職員 0.00 人

生活
環境
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

1.16 人期間

歩きたばこ等防止
啓発事業

根拠法令 R1予算現額

所沢市歩きたばこ等の防止に関する条例 3,853千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

概ね条例の内容は周知され、喫煙
者のマナーも向上していると考えら
れるため。

3,780千円
①駅前キャンペーン実施個所

②路面シートの貼付枚数

③歩きたばこ等防止パトロール
実施回数

市内4カ所（主な駅前）の平均路上歩行者喫煙
率
（成人歩行者に対する歩行喫煙者の割合）

条例を周知し、遵守することで危険、迷惑な歩
きたばこや路上喫煙行為をなくすため、目標は
違反者が０パーセントであること。

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

3,684千円

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,863千円

目標設定の考え方・根拠H30決算額 指標名

Ａ
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

危険、迷惑な歩きたばこ、ポイ捨てをなくし、喫煙者
のマナー向上を図るため、キャンペーン、パトロー
ル等による条例の周知啓発活動を実施するととも
に、喫煙禁止地区での禁煙を徹底するため、路上
喫煙禁止地区内の路面シートの貼付や指定喫煙所
の維持管理を行う。

1.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 0% 0.16%

R元年度目標
条例施行後、路上喫煙率の推移をみると
一定の効果は上がっており、喫煙マナー
の向上も図られているが、一部喫煙マ
ナーが守られていない状況があることか
ら、職員によるパトロールを行い、条例違
反者への声かけを実施していく。

0%
①28ヶ所

②29枚

③19回

0.12%

H30年度目標 H30実績

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

0%

R2年度目標

条例制定前は2.19パーセントであった歩行喫煙
率がほぼ10分の1となっており、条例の周知は
進んでいると考えられるが、マナーを守らない
喫煙者が少数見受けられる。

駅前指定喫煙所（東所沢駅、航空公園駅
西口、狭山ヶ丘駅）にラインを設置し、喫
煙区域を示した。

H18年度～

8,883千円 臨時職員 0.00 人

9,642千円 臨時職員 0.00 人



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

本事業を通して市内商業
の発展に貢献した。

新たな創業により産業と技
術革新の基盤の底上げに
貢献した

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

異業種間、事業者間の連
携による新たな付加価値
のある商品開発。

どのように貢献したか

市内に産業用地を整備す
ることで、市民が職住近接
による効果を生み出すこと
ができる。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

R2年度目標

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

産業
振興
課

期間 0.91 人
非常勤
特別職

H24～

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や補助金に
より製造業や都市型産業等（情報通信業、アニメーション・
コンテンツ・ＩＣＴ関連産業、宿泊施設、社員２０人以上の本
社等）の立地・拡大の推進及び育成を行い、市内経済の
活性化、雇用の創出、税収の増加を図るものである。

0.91 人
非常勤
特別職

R1実績

4件 3件
①3件

②１６件

③１件（大阪市）

臨時職員

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

7,564千円

3件

7,626千円 臨時職員

5件

3件

①企業立地奨励金の交付
件数
②工場等の立地相談対応
件数
③先進自治体視察

企業立地奨励金の交付件数

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

5,260千円 4,644千円

R元年度目標

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則
所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱

11,073千円 4,331千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠H30決算額 指標名

Ｂ

条例改正により、成果指標の目標
値は達成できていなが、新規立地
者が新たに３件の実績があること
から、一定の成果が挙げられてい
ると考えられる。

R1年度に改善した点

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上
あることを目標とし、交付件数を年度ごとに１件
づつ加算した。 埼玉県企業立地課の職員と企業訪問に

同行し、企業誘致活動の幅を広げた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

現在の課題：産業用地の不足
今後の取組：新たに整備予定の産業団地
への企業誘致活動を実施する。

R1目標値が未達成の理由・分析

条例改正により、交付時期の見直し（課税年度
の翌々年に交付）を行った関係から、新規立地
者への交付時期が到来しておらず、令和元年
度目標を達成していない。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

企業誘致活動推
進事業

根拠法令

重要

農商工連携推進
事業

期間

H23年度～

3,017千円

目標以上の成果が上がったため。

0.00 人

①40団体

②16団体

③4件

0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

0.63 人 0.00 人
非常勤
特別職

44千円

5件3件0.00 人
非常勤
特別職

0.36 人

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済 農産物加工会社が少ないことがネックで
あるため、市外事業者を含め、勉強会や
交流会への招致を行い、更なる連携促進
を図る。

R2年度目標

臨時職員 3件

Ｓ

目標設定の考え方・根拠

R元年度目標

R1年度に改善した点

80千円

5,237千円

R1実績

4件3件

特になし

根拠法令 R1決算額（見込み）

勉強会では、西武学園医学技術専門学校
参加による産学官連携を実現し、地産地
消レシピをきっかけとした新メニュー開発
の促進支援を行った。また、交流会では、
グループトークとフリートークの順番を例
年のものと変更し、交流しやすい環境を
作った。

農商工連携により創出された新事業数

H30実績H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

R1予算現額

事業の種別

法定受託＋附加

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交換・ビジ
ネスマッチングの機会として「農商工連携のための勉強
会」、「農商工連携のためのきっかけづくり交流会」を開催
し、農業者の事業環境改善や、商工業者の製品・商品開
発の活性化を促すもの。

H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

R1正規職員
人件費

74千円

52千円

農商工連携により創出された新事業数

H30決算額H30予算現額 指標名

自治事務 法定受託事務

一
般

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

新規創業等支援
事業

重要 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

1,350千円 1,350千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

相談や情報提供の機会を増やす
ため、市の相談窓口設置を新たに
計画に盛り込み運用を開始した
が、目標値に比べ相談者が少な
かった。
新たに設置した埼玉県産業振興公
社（創業・ベンチャー支援センター
埼玉）の相談窓口や創業セミナー
は、目標値に近い支援を行うことが
できた。

R1年度に改善した点

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等
事業計画による創業支援の対象者。

特定創業支援の機会を増やすために、埼
玉県産業振興公社（創業・ベンチャー支援
センター埼玉）と連携し、創業相談窓口と
創業セミナーを新たに設置し、支援を実施
した。

計画に設定している市のワンストップ窓口相談
件数の目標値と実績との間に大きな乖離が見
られたが、その他の事業については概ね目標
に近い数値であった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新規創業は、地域経済の底上げ・活性化
に重要な役割を果たすことから、今後も商
工会議所及び創業・ベンチャー支援セン
ター埼玉とも、密に連携した創業支援事業
を展開していく必要がある。

393人

法定受託＋附加 1,350千円 1,350千円

産業競争力強化法

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

地域における創業者を支援し、開業率の向上を目指し、地
域の活性化、雇用の確保を図ることを目的として、開業ゼ
ミナール、開業カフェ、専門家による無料個別相談会等、
産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画に沿って、
商工会議所と共に事業を展開するもの。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 313人 164人

2,933千円 臨時職員 0.00 人

①220人

②21人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

393人 220人

期間 0.41 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H12年度～ 3,408千円 臨時職員 0.00 人

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

商業経営者グ
ループ研究補助
事業

根拠法令 R1予算現額

400千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

Ｒ1年度は、販路開拓事業とイベン
トの実施に対して補助を行い当事
業の市内経営者の育成と市内商
業の発展を支援する目的を達成し
た。

R1年度に改善した点

①補助対象研究事業数

②

③

補助対象研究事業数 予算額200千円×2グループ
補助対象となりそうな事業や実施に興味
がある事業者に制度をPRした。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 400千円 337千円

R1決算額（見込み）

商業経営者グループ研究事業補助金交付金 265千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市内商業経営者グループが行う研究事業を募集し、補助
金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を有する5名
以上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研修費、消
耗品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。

0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 2グループ 2グループ

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

503千円 臨時職員 0.00 人

①2グループ

②

③

R元年度目標 R1実績

市内経営者の育成・商業の発展ため、引
き続き事業を行う必要があるが、補助対
象となりそうな事業の情報収集や市内事
業者への周知を積極的に行う。期間 0.08 人

非常勤
特別職

0.00 人

2グループ 2グループ

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第１節　産業基盤

R2年度目標

H25～ 665千円 臨時職員 0.01 人 2グループ

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合



第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第２節　産業競争力・成長力

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

根拠法令 R1予算現額

R1正規職員
人件費

期間

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

S25年度～ 748千円 臨時職員 0.00 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

164,452千円

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人
①3,809件

②309件

③3,033者

R元年度目標

125,639千円

176,662千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

13,000千円

R1予算現額

非常勤
特別職

0.00 人 168,547千円 138,813千円

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

市内唯一の地域総合経済団体として、新
型コロナウイルス感染拡大により甚大な
影響を受けた市内経済の復活を行ってい
くことが喫緊の命題である。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市内の商工業振興において重要な
役割を担う団体として引き続き補助
を行う必要がある。
なお、補助事業のあり方について
は、市と共同で実施し市が負担金
を交付する事業と併せて方向性を
検討する必要がある。

R1年度に改善した点

事業計画に基づき事業が実施されているかを
示す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は
決算額。

「売れる商品づくりミーティング」として、専
門相談員、百貨店バイヤー、経営指導員
が連携した伴走型小規模事業者支援プロ
グラムを実施し、

①経営改善普及事業の巡
回・窓口指導件数
②経営改善普及事業の講
習会等開催件数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）根拠法令

H30決算額

13,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議所に対し
て補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし事業、情
報提供事業、会員組織事業、検定事業等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事業融資受
付、講習会開催、人材育成事業等）

0.05 人

指標名

所沢商工会議所
補助金

重要 13,000千円 13,000千円

R1決算額（見込み）

所沢商工会議所補助金交付要綱

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

419千円

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

H30その他職員
従事割合

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

中小企業経営情
報化推進事業

H30決算額

Ｓ

経営環境のデジタル化・ネットワー
ク化が加速するなか、座学による
知識習得のみならず実践の場にお
ける支援を行えたことは、一定の
効果があったと考えられる。
今後もきめ細やかな経営情報化支
援が求められる。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則 150千円 150千円

座学による情報化関連知識の習得及び実践の
場における情報化支援の状況を示す。 特に無し。

専門家派遣による実践の場における支援
をH30より開始した）

H30予算現額

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引続きＩＴセミナーとして実施するため、セ
ミナーの内容について検討を行うととも
に、専門家派遣による柔軟な支援により
経営基盤の強化につなげることが必要。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

デジタル化・ネットワーク化
は新たな技術革新やサプラ
イチェーンを創出する。

目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円 150千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

0.03 人
非常勤
特別職

0.00 人 30人 21人

①セミナー受講者数

②専門家派遣回数
　（のべ数）

講座の受講者数+専門家派遣回数（のべ数）

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

25者 43者

30者

①25名

②18回

臨時職員 0.00 人

市内中小企業者の情報化への対応を促すため、商工会
議所が開催するセミナーや講習会、専門家派遣等の費用
を分担する。

251千円 臨時職員 0.00 人

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

0.02 人
非常勤
特別職

0.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R2年度目標

R1決算額（見込み）

2,645千円

法定受託事務

166千円

補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱う）

根拠法令 R1予算現額

法定受託＋附加

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱 3,000千円

重要 自治事務

R1年度に改善した点

前年と同様の件数を目指す。

引き続き、地域牽引事業者へのより一層
の支援を目的に、地域経済への影響度、
生産性の向上、雇用の増加、収益の拡
大、経営革新計画策定の有無などを採点
項目に設定し、審査を行ったうえで補助金
交付の可否を判定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

遅れていると言われる中小企業の設備更
新を促進するきっかけとなることも、本補
助金の役割であると認識している。今後も
制度の周知・紹介を行い、広く活用しても
らうことが重要。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H30決算額 指標名

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①補助金交付件数

②補助金交付金額

2,600千円 2,552千円

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と地域経
済の活性化を図るため、市内事業者が連携し、新商品や
サービスの開発及び新たな販路の開拓等を行う際に、そ
の経費の一部を補助するもの。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30その他職員
従事割合

5件 5件

8件

5件

2,933千円 臨時職員 0.00 人

①8件

②2,645,000円

R元年度目標 R1実績

5件

期間 0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H25年度～ 3,574千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

14千円

　所沢商工会議所や県産業振興公社、国・県等の専門機
関との連携により、地域にとって良い波及効果をもたらす
事業者を集中的・優先的に支援することにより、地域産業
全体の底上げと活性化を図る。

0.00 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

地域産業をけん
引する事業者等
支援事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

事業者訪問件数+専門家派遣件数

R1年度に改善した点

課題や要望などの市との情報交換と支援機関
による専門相談について、効果を両面からとら
えられる指標。 R1年度から開始した事業。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

事業者の多様な課題に対応できるように、
各分野における支援機関と事前の調整を
図っておくことが重要。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 - -

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①事業者訪問件数
　（のべ回数）
②専門家派遣件数
　（のべ回数）

非常勤
特別職

0.00 人 - -

0千円 臨時職員 0.00 人

①5件

②6件

R元年度目標 R1実績

期間 0.84 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1～ 6,982千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

5件 6件

5件

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

小規模事業者支援という角
度からの市内産業基盤の醸
成

どのように貢献したか

先端設備導入による高効率
な産業基盤の醸成

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

各支援機関と連携を図り、
より即効性のある事業者支
援を展開した。

どのように貢献したか

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう



所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

582千円 臨時職員

期間 0.07 人
非常勤
特別職

H29年度～

0.00 人
落ち葉堆肥農法PR事
業の実施

実践農業者の支援方
策について協議

0.00 人

0.00 人 R2年度目標

①実践農業者に対し保全
の取組に対する補助金を
交付

②9回

③

R元年度目標

H30年度目標 H30実績

R1実績

R1その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

0.16 人
非常勤
特別職

実践農業者の取組に対する補助
や、落ち葉掃きサポーターの募集
を開始することで、農法を次世代へ
継承していくための支援を図った。
また、市主催行事として市内実践
農業者平地林にて、落ち葉掃きイ
ベントを実施した。

R1年度に改善した点

①武蔵野の落ち葉堆肥農
法PR事業

②事務担当者会議開催回
数

③

武蔵野の落ち葉堆肥農法のPR

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、伝統的農法を次世代へ継承していくとともに広く
PRに向けた取組みを進めて行くものであるため、こ
の事務事業評価においても、協議会としての目標を
設定する。（なお、目標は数値化できないため、取り
組みを目標とする。）

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産
推進協議会にて、実践農業者の取組に対
する補助や、落ち葉掃きサポーターの制
度を構築した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和2年に申請書を提出し、9月の審査結
果を待ちながら、2次審査の準備等を検討
していく。

落ち葉堆肥農法PR事
業の実施

落ち葉堆肥農法PR事
業の実施

目標設定の考え方・根拠

Ａ

100千円 100千円

H30予算現額 H30決算額 指標名

臨時職員

0.00 人

自治事務

目標達成済

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約

100千円

R1予算現額

R1正規職員
人件費

実践農業者へ補助金を
交付

R1目標値が未達成の理由・分析

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継がれるべき
伝統的な農業システムとしての武蔵野の落ち葉堆肥農法
を広く発信することを目指すとともに、平地林の育成と落ち
葉堆肥を利用した伝統的農法の継続を推進するものであ
る。

H30その他職員
従事割合

0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

武蔵野の落ち葉
堆肥農法世界農
業遺産推進事業

根拠法令

法定受託事務 法定受託＋附加

非常勤
特別職

2,909千円

狭山茶の「農業遺産」への認定を目指すとともに、「自園・
自製・自販」という特色あるシステム（6次産業）を打ち出す
ことにより、狭山茶産地の認知度を高め一層のブランド化
を図るものである。

0.33 人
非常勤
特別職

Ｈ２９年度～

狭山茶農業遺産
推進事業

R1正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

0千円

農業遺産への認定の申請
準備に向けた検討

ワーキンググループの立
ち上げとその開催

1,341千円

最優先

臨時職員 0.00 人

R1決算額（見込み）

100千円

臨時職員 0.00 人
①総会にて再申請に向け
た取組みを承認

②３回

③２回

R元年度目標 R1実績

0.00 人 R2年度目標

R1その他職員
従事割合

再申請に向けた準備 総会にて再申請を承認

農業遺産認定

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

令和2年6月に申請書を提出し、9月の審
査結果を待ちながら、2次審査の準備等を
検討していく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

前回申請時の指摘事項を踏まえ、
新たに設置した専門部会（入間市
博物館、埼玉県茶業研究所）のア
ドバイスを受けながら、申請書の作
成を進めることができた。

R1年度に改善した点

狭山茶農業遺産推進協議会は、農業遺産認定に向
けた取組を進めていくものであるため、この事務事業
評価においても、協議会としての目標を設定する。
（なお、目標は数値化できないため、取り組みを目標
とする。）

狭山茶農業遺産推進協議会の運営体制
を充実させるため、協議会規約の改正を
行った。（専門部会等の設置等）

指標名

①認定申請に向けた準備

②運営委員会開催回数

③幹事会開催回数

農業遺産の認定

優先

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

狭山茶農業遺産推進協議会規約

0千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円

H30正規職員
人件費

根拠法令

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 274千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

2,765千円

R1予算現額

期間 0.35 人

期間 0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

S48年度～ 3,325千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,268千円 臨時職員 0.00 人

①12,000,000円

②3,017,000円

中小企業は今後も厳しい経営状況が見込
まれるため、埼玉県制度融資の設備資金
利用者に対する利子補給を継続し、設備
投資を行う意欲的な事業者への発展を支
援する。また、市独自の融資件数が減少
しているため在り方を検討していく必要が
ある。

R1正規職員
人件費

R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 10件 1件

0.00 人 10件

2件

中小企業融資事
業

10件

R元年度目標 R1実績

R1決算額（見込み）

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融
資利子補給金交付要綱、他

5,000千円 3,017千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,300千円 3,346千円

Ｃ

中小企業者が行う資金調達に係る
支援策として一定の効果はある
が、県の融資や金融機関独自の融
資を利用した事業者が多かったこ
とが考えられるため。

R1年度に改善した点

融資制度新規利用件数
年度内に市の融資制度が実行された件数を設
定することで、市融資制度を必要としている事
業者の数を示す。 利子補給制度の周知チラシについて、効

力を高めるため、色紙で作成した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

低金利の傾向が続いているため、金融機関独
自の融資を利用した事業者が多かったことが考
えられる。

H30決算額 指標名

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融
機関への利子補給額

H30その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・安定化並
びに企業の体質改善に寄与することを目的に、中小企業
者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特別小口資
金」「災害復興資金」「新規創業支援資金」の4種類。市融
資制度利用者、金融機関、県の設備投資融資の利用者に
対し利子補給を行う。

0.39 人

Ｈ２０年度～ 2,244千円

分断箇所の寄附受入・築造工事を進めて
令和２年度中の全面開通を目指す。ま
た、全面開通による影響（利点・欠点）を地
元農業者から聞き取り、令和３年度以降
の管理業務に活かしていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

既に未整備箇所の地権者から同
意を得ており、令和２年度の築造
工事を終えれば、農道の分断を解
消できるため。

大型農業機械の導入や農業経営の規模拡大等のため、
中富字月野原地区の耕作地中央部分に東西を結ぶ所沢
市大字中富地区農道（通称「中富農道」）を整備し、管理す
る。平成２８年４月に一部を除き供用を開始した。供用後
は、農道の維持管理修繕を行うとともに、全面開通に向け
た事務を進めている。

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 97.1%

100.0% 97.1%

670千円 臨時職員

‐

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 172千円 61千円

R1年度に改善した点

①農道下の配管修繕

②待避所の修繕（舗装）

③

農道完成率

東西の移動を容易にすることで、大型の農業機
械導入や農業経営規模拡大に資することを目
的にしているため、農道を完成させることを目
標とする。
供用部分延長／全長＝農道完成率

農道下の配管修繕を迅速に行うとともに、
地元農業者の要望を受けて、周辺農地へ
の悪影響（飛石等）を防止するため、待避
所の修繕（アスファルト舗装）を実施した。

未整備箇所の地権者から所有権移転の同意を
得られたが、予算措置等の理由により令和２年
度に築造工事を施工予定としたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①２箇所

②５箇所

③

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

2,509千円

0.00 人 R1実績R元年度目標

臨時職員 0.10 人 100.0%

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

農業基盤整備推
進事業

根拠法令 R1予算現額

2,421千円

H30決算額

１．貧困をなく
そう

県や公庫の融資制度も含め
た柔軟な資金調達方法の提
示により、体力のある産業
基盤の整備に努めた。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

農業遺産への認定に向けた
活動が、狭山茶のブランド
力向上に繋がる。

１．貧困をなく
そう

２．飢餓をゼ
ロに

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

環境にやさしい農法により、
周辺環境への負荷を低減。

２．飢餓をゼ
ロに

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

・農業生産性の向上
・農地の流動化
・農地の遊休化の未然防止
・農地の適正管理

どのように貢献したか



所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

Ｈ２４年度～

農業経営を開始した５０歳未満の独立・自営農業者で、
人・農地プランに地域の中心となる経営体として位置付け
られている、または、位置付けられることが確実と見込ま
れている青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の
安定化を図るため、経営開始資金を交付し、支援する。

事業の目的及び具体的な内容

0.15 人

期間 0.20 人

指標名

0.00 人

非常勤
特別職

就農に向けた相談には、県と連携して丁
寧に対応し、就農後においても適切な指
導を行い、周辺農業者との良好な関係を
築くよう支援していく。

1人

1,662千円

経営開始資金事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

農業人材力強化総合支援事業実施要綱、所沢市経営開
始資金事業実施要領

R1その他職員
従事割合

新規就農者数及び研修期間人数

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄
地の増大という諸課題を解決するため、新たな
担い手として独立自営就農を行う新規就農者
及び新規就農を前提とするいるま地域明日の
農業担い手育成塾塾生の人数を目標として設
定した。

農業広報紙「とことこだより」に農業後継者
の集合写真を掲載して、若手農業者が積
極的に農業に取り組んでいることを周知
し、就農に向けた意識高揚を図った。

H30年度目標
H30正規職員
人件費

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

R1実績1,257千円

H30その他職員
従事割合

①交付対象者人数

②

③

0.00 人

臨時職員

H30決算額

R2年度目標

4人

非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1年度に改善した点

臨時職員 0.00 人

①８名

②

③

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

新規就農者数は0人であったが、
次年度は1人新規就農する予定
で、その後も新規就農者が増えて
いく見込みである。これは、新規就
農相談会への参加や適切な就農
相談、就農支援に向けた施策を積
極的に取り組んだ成果であり、今
後も継続して行っていく予定であ
る。

10,624千円

12,990千円法定受託事務 法定受託＋附加

R1目標値が未達成の理由・分析

0人
Ａ

1人

H30実績

1人

12,000千円

15,000千円

H２４年度～

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務

H30予算現額

重要

Ｈ27年度～ 1,662千円 臨時職員 0.00 人

R元年度目標

0.00 人

838千円

R2年度目標

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性化のた
め、農業経営の規模拡大を目指す新たな農業の担い手と
なる農地所有適格法人等が、賃貸借により耕作面積を拡
大した際に、農地の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 2,000㎡ 4,008㎡

農地を拡大したい法人やこれから農業に
参入する意思のある法人からの相談が
あった場合に、農地の貸借のマッチングや
本事業の利用を勧めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5,000㎡ 20,782㎡

5,000㎡

0.20 人
非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 21千円

H30その他職員
従事割合

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

①対象法人数

②対象面積

③

農地所有適格法人等規模拡大面積
新規に参入してから3年目までの農地所有適格
法人等が貸借等をした農地面積の合計
（補助対象外の法人も含む）

参入希望の法人に対して、県や農業委員
会との連携のもと、適切な指導により、参
入計画を検討していくようにした。

目標達成済

R1実績

H30年度目標

①1社

②4008㎡

③

21千円 21千円

44千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

新規参入法人は増えつつあり、農
地の遊休化の防止や有効利用に
期待できることから、今後も継続し
て法人参入を支援していく。

臨時職員 0.00 人

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

農地所有適格法
人等支援事業

根拠法令 R1予算現額

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

817a

666a2,494千円 臨時職員 0.00 人

R2年度目標

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等に
よる環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取
組が対象となる。化学肥料、化学合成農薬を都道府県の
慣行レベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、
①～③のいずれかの取組ひとつを選択して実施
①カバークロップ②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全
に資する施用③有機農業（化学肥料及び農薬を使用しな
い農業）の取組

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 600a

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

740a
①817a

②

③

R元年度目標

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

1,425千円 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

H30決算額

R1決算額（見込み）

環境保全型農業直接支援対策交付金交付要綱
所沢市環境保全型農業支援交付金交付要領

800千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

738a

H30実績

環境保全型農業に取り組んだ面積R1予算現額

R1実績

800千円

①有機農業の取組面積

②

③

臨時職員

654千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

取組面積だけでなく、取組人数も増加でき
るよう、周知等を行う。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ａ

環境保全型農業を実施した農地が
増加したため。

R1目標値が未達成の理由・分析農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

環境保全型農業
支援交付金交付
事業

根拠法令

期間 0.30 人

重要 591千円

R1年度に改善した点

予算要求後に交付単価が8,000円/10aから
12,000円/10aに変更となったため、予算内で取
組可能な面積の最大値とした。 昨年取組を実施した農業者に説明をし、

取組面積を増加させた。

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,927千円 臨時職員 0.00 人

①108戸

②58戸

③48戸

R元年度目標 R1実績

制度の効果的な周知方法や、事業趣旨に
あった品目などのニーズを探る。

220戸

自治事務

R2年度目標

農業従事者の高齢化とともに、事業参加農家
戸数が減少傾向にある。

500戸

221戸

214戸

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 500戸

0.20 人

法定受託＋附加 1,200千円 1,004千円

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,662千円

環境にやさしい農
業推進事業

1,047千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

フェロモントラップ、生分解性マルチフィルム、緑肥、交信
攪乱剤、軽油代替燃料等の利用に対して、事業費の１/２
以内を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住民との共
存を図り、安心で安全な農産物の生産を増やしていく。 非常勤

特別職
0.00 人

H１４年度～ 臨時職員

法定受託事務

R1年度に改善した点

事業参加農家戸数
（フェロモントラップ設置農家数＋緑肥購入農家
数＋生分解性マルチ購入農家数）

環境への負荷の少ない農薬や資材の利用を増
やすことが当該事業の目的となっているため、
事業の利用者数を指標とする。
目標値としては、農業従事者の高齢化が進む
ことなどから、前年の水準を維持することを目
標とする。

2か所設定していた比較対象区のうち1か
所を廃止し、事務負担軽減を図った。

H30年度目標

H30決算額 指標名

Ｃ

目標値を達成しておらず、前年度
実績を下回ってしまっているため。

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

R1予算現額 R1決算額（見込み）

①フェロモントラップ設置農
家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム
購入農家数 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析農業

振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

重要

所沢市農業振興総合対策要綱
所沢市環境にやさしい農業推進事業実施要領

1,200千円

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

１５．陸の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１５．陸の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

過度の農薬・肥料等の使用
抑制の寄与による環境負荷
の軽減

どのように貢献したか

過度の農薬・肥料等の使用
抑制の寄与による環境負荷
の軽減

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理



所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｓ６３年度～ 1,081千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

495戸

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

400戸 495戸

500戸

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶の葉巻虫、
カンザワハダニ等を防除するための薬剤の購入に要する
経費の３０％を限度として、予算の範囲内で補助する。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 500戸 392戸

目標達成済

臨時職員

①補助実施戸数

②

③

薬剤補助を受けた農家戸数R1決算額（見込み）

所沢市病害虫防除対策事業実施要領、所沢市農業振興
総合対策要綱

1,620千円 1,620千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,620千円 1,620千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

薬剤補助を受けた農家戸数を増や
すことができた。
また、サトイモ疫病の発生に対し、
関係機関と連携を図りながら、多く
の生産者等に対し防除の周知に努
めた。

R1年度に改善した点

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者へ
の支援であるため、薬剤補助を受けた農家戸
数を指標としている。
目標値としては、事業主体からの申請に基づき
実施するため、申請予想農家戸数となってい
る。

今年度から新たに、薬剤（ユニホーム粒
剤）を補助対象に加えた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

関係機関と調整を図りながら、サトイモ疫
病などの新たな薬剤などを補助対象に加
えていく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

病害虫防除対策
事業

根拠法令 R1予算現額

838千円

Ｓ６２年度～ 1,164千円 臨時職員 0.00 人

①818頭

②48頭

③

通年のCSF（豚熱）のワクチン接種量も含
めた費用の内訳を見込んでいく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,010頭 866頭

606頭

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,010頭 1,277頭

1,257千円 臨時職員 0.00 人 R元年度目標 R1実績

H30決算額 指標名

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③

実施頭数の合計

900千円

900千円 900千円

781千円

H30年度目標 H30実績

県内で発生が確認されたCSF（豚熱）のワ
クチン接種を補助対象とした。

豚飼養者の半数の2名が、生産の休止や廃業
の理由から、生産数を減らしてしまったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30その他職員
従事割合

目標達成はできなかったものの、
県内で発生したCSF（豚熱）のワク
チン接種についても補助対象をし
たことから、家畜防疫対策に寄与し
たため。

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ｂ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

家畜伝染病予防法、所沢市農業振興総合対策要綱、所沢
市家畜防疫対策事業実施要領

家畜伝染病の発生防止、周辺環境問題の発生
防止を図ることを目的としているため、予防接
種の実施頭数を指標としたい。
目標値としては、家畜（牛・豚）飼育頭数と事業
主体からの申請を基に、申請予想頭数を指標
とした。

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30予算現額

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

家畜防疫対策事
業費補助事業

重要

期間

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施し、家畜伝
染病の発生防止を図る。また、薬剤等の共同購入により、
臭気及び害虫等による周辺環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接種並びに
検査、環境汚染問題を回避するために、必要な薬剤の購
入等経費の一部を補助する。

R2年度目標

平成２０年度～ 2,660千円 臨時職員 0.00 人 12件

15件

2,095千円 臨時職員 0.00 人

①2件

②14件

③0件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人

14,400千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 12件

導入２年後の検査で、所得向上または労働時
間短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

12件 16件

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,400千円 14,263千円
①気象条件に左右されな
い農業施設
②農作業の省力化、効率
化が図れる施設・機械
③環境にやさしい資源循環
型農業用施設・機械

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事後検査をグループ員全員が行うことと
し、一人当たりの事務負担を削減した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

次年度以降農業後継者経営改善推進事
業と統合を図り、補助対象者や補助対象
費等の拡充を目指す。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

R元年度目標 R1実績

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

導入２年後の検査において、休日
数の増加や収入の増加があったと
いう意見が得られており、認定農
業者の経営を改善する上でも有効
な事業の1つとなっているため。

H30予算現額

認定農業者等経
営改善推進事業

根拠法令 R1予算現額

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市認定農業者等経
営改善推進事業実施要領

重要

認定農業者が、農業経営を改善するための機械や施設整
備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄与する
施設②農作業の省力化、効率化が図れる施設や機械③
環境にやさしい資源循環型農業に資する施設や機械④そ
の他農業経営改善計画の実現に資する必要な施設や機
械の整備に対して、予算の範囲内において１事業主体あ
たり総事業費の１／２以内で１３５万円を限度として補助す
る。ただし、施設の場合は１８０万円を限度とする。

0.25 人

14,400千円

期間

Ｈ２７年度～ 1,662千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.20 人

新規就農円滑化
推進事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、農業の
担い手となる新規就農者に対し、農業経営の早期安定化
のため、農業用機械の導入費用の一部や借り受ける農地
の賃借料の一部を補助し、支援する。

0.18 人
非常勤
特別職

0.00 人

新規就農者の意気込みと今後の発展を期
待し、面積の広いまとまりのある農地を積
極的に紹介するようにした。

H30年度目標

48,125㎡
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 560千円 315千円

農地の確保が難しい新規就農者
への支援を積極的に展開し、新規
の借受面積を増やしたことは、今
後の農業の発展に希望をもたらす
ものである。

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積
拡大

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

226千円

新規就農者を増やすために、毎年実施し
ている就農相談会や、通年行っている就
農相談の内容等をさらに充実させ、相談
者が就農したいと思える環境づくりを進め
ていき、農業者の経営規模拡大を支援す
る。

農業機械購入費用の補助
新規就農者の農地面積拡大の貸借料補助

非常勤
特別職

1,508千円 臨時職員 0.00 人

①0件

②40,841㎡

③

R元年度目標

0.00 人 R2年度目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済25,000㎡

25,000㎡

40,841㎡

5,000㎡

新規就農者のうち、当該事業対象者が、該当
する年度中に新規に借り受けた農地の面積（賃
貸借＋使用貸借/更新面積は含めない）を目標
として設定した。

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱 450千円

H30決算額

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

家畜伝染病を予防に寄与す
ることにより、安定した食料
供給に貢献

２．飢餓をゼ
ロに

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

２．飢餓をゼ
ロに

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

農業経営を改善

１．貧困をなく
そう

２．飢餓をゼ
ロに

１．貧困をなく
そう

どのように貢献したか

適切な薬剤の使用に寄与す
ることにより、安定的な食料
供給に貢献



所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

R1正規職員
人件費

R2年度目標

R1その他職員
従事割合

８回

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

指標名

0.25 人

事業の目的及び具体的な内容

Ｈ２５年度～ 1,995千円 臨時職員 0.05 人

0.00 人

①１回

②３回

③５回

R元年度目標 R1実績

期間

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

９回

４回

R1目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活用して、
都市農業の重要性を再認識するとともに、農業の担い手
の育成・確保や将来の農業経営にかかる問題解決に取り
組む。また、東京農工大学と本市の若手農業者や先進農
家の交流を促すことにより、農業振興を図る。

0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人

目標達成済

R1年度に改善した点

今後も強固な連携を図っていくため、官学連携
協定に基づき、実施した取組回数を目標とし
た。
令和２年度はコロナウイルス感染対策の影響
（大学休講等）を鑑み、前年度の半分の目標値
とした。

昨年度に引き続き、所沢市都市農業振興
基本計画懇談会に名誉教授に参加してい
ただいた。また、体験農場講習会の講師
に副学長を招聘することを企画した（体験
農場講習会は新型コロナウイルスの影響
で中止）。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルスの影響もあるが、今年
度も継続的に連携事業を実施していくとと
もに、大学の知的資源を活用し、農作業
の省力化等に結び付けることができるよう
交流を図っていく。

1,927千円 臨時職員

144千円 147千円

８回

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 170千円

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

昨年度に引き続き、連携・交流の
取組みを積極的に実施しており、イ
ベントや講習会を通じて農業者だ
けでなく、市民にも大学の知的資
源を還元していただいている。ま
た、所沢市都市農業振興基本計画
懇談会等の委員を務めていただく
ことで、本市の農業振興施策に専
門知識を積極的に提供いただいて
いる。

201千円 ①都市農業振興研究会実
施

②イベント等実施

③調査実習・講習会・委員
会等実施

連携・交流の取組みの実施回数

H30年度目標

R1決算額（見込み）

H30実績

８回

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

大学との交流によ
る都市農業振興
事業

根拠法令 R1予算現額

‐

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ２０年度～ 2,660千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,095千円 臨時職員 0.00 人

①7件

②

③

R元年度目標 R1実績

次年度以降認定農業者等経営改善推進
事業と統合を図り、補助対象者や補助対
象費等の拡充を目指す。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 5件 5件

目標達成済5件 7件

5件

①機械・施設の導入件数

②

③

農業後継者経営
改善推進事業

R1決算額（見込み）

所沢市農業振興総合対策要綱、所沢市農業後継者経営
改善推進事業実施要領

6,750千円 5,926千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

農業後継者が意欲的に農業経営の改善と省力化を推進
し、効率的な生産と生産物の品質向上を図ることが可能と
なるように補助する。
農業後継者が集団を組織し、経営改善・省力化のための
機械や施設の整備を行い、補助事業の導入効果について
市に研究レポートを提出する。予算の範囲内において1事
業主体あたり総事業費の2分の1以内で135万円を限度と
して補助する。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

導入２年後の検査において、休日
数の増加や収入の増加があったと
いう意見が得られており、認定農
業者の経営を改善する上でも有効
な事業の1つとなっているため。

R1年度に改善した点

機械・施設導入によって経営が改善した経営体
数

導入２年後の検査で、所得向上または労働時
間短縮となった経営体の数を指標とする。
目標値としては、補助を受けられる経営体数を
考慮し、前年度と同じ水準を目標とする。

事後検査をグループ員全員が行うことと
し、一人当たりの事務負担を削減した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務

H30決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 6,750千円 6,434千円

S58年度～ 2,078千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50人 57人

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を目的に、
所沢市農業後継者対策連絡会の事業の一環として、市内
農家へのボランティアによる援農活動を中心とした農業サ
ポーター制度、農産物収穫体験、農業後継者に対する結
婚活動イベントなどを実施している。

0.17 人
非常勤
特別職

0.00 人 50人 34人

1,425千円 臨時職員 0.00 人

①4回

②57人

③

所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 530千円 530千円

婚活イベントへの参加にあったて
の事前講習会を実施したところ、接
し方のマナー等を学べ、参加者か
ら大変好評であった。（イベントで
は多くのカップル成立）

R1年度に改善した点

①研修・交流会・イベント開
催数

②農業サポーター人数

③

研修・交流会・イベントへの参加人数

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との
交流をする機会を増やすことで、生産者や農作
物とふれあい、農業に対する理解と関心を深め
てもらうことができるため、交流会等の参加者
数を指標とする。

若手農業者の婚活イベント開催前に、接
し方のマナー等を学ぶ講習会を実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農業サポーター同士の交流を希望する意
見が出ているため、調整を検討していく。

50人

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

530千円 530千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

2,161千円 臨時職員 0.00 人

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

農業後継者育成
確保推進事業

R1その他職員
従事割合

50人 33人

50人

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 50人 49人

2,346千円 臨時職員 0.00 人

①１回

②

③

R元年度目標 R1実績

①講演会の開催

②

③

認定農業者講演会における認定農業者等の参
加人数

根拠法令

26千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80千円 53千円

R1年度に改善した点

認定農業者の経営改善意欲向上を目的とした
講演会であるため、講演会に参加した認定農
業者等の参加人数を指標としている。

今後の地域農業にとって重要である農福
連携をテーマに講義を実施し、参加した農
業者にとって有益となるような情報の提供
に努めた。

これからの農業の課題とされる農福連携に焦
点を当て講演会を実施したが、法人の出席が
代表者1名もしくは2人のみとなってしまったた
め、出席者数としては少なく、目標未達となっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

今後は個人農業者の出席者数を増やす
ために、農業経営改善計画の更新時に講
演会の実施について周知するなど、講演
会の更なる宣伝が必要である。

H30決算額 指標名

認定農業者育成
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標は未達だが、認定農業者から
法人まで幅広く参加者がおり、翌
年度以降も参加人数の確保が期
待できるため。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

農業経営基盤強化促進法 69千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

認定農業者制度は、農業者が農業経営基盤の強化の促
進に関する基本的な構想に示された農業経営の目標の達
成に向けて、経営の改善を進め認定を受けた農業者に対
して重点的に支援措置を講じるもの。

0.28 人

R1正規職員
人件費

Ｈ８年度～

どのように貢献したか

農業経営を改善

２．飢餓をゼ
ロに

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

１．貧困をなく
そう

どのように貢献したか

農業者の意欲向上

４．質の高い
教育をみんな

に

２．飢餓をゼ
ロに

４．質の高い
教育をみんな

に

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長も

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィール
ドを提供及び大学の知的資
源を農業者に還元

どのように貢献したか

農業後継者を育成等するこ
とにより、安定的な食料供給
に貢献

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう



所属
名称

経費

投入コスト
会
計

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

R1その他職員
従事割合

法定化された農地台帳の公表に伴い、一筆ごとの農地情
報を整理し、農地基本台帳として整備する。

0.25 人

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人

670千円

H27年度～ 2,992千円 100.0%

①18,200筆

②18,200筆

100.0%

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

H30その他職員
従事割合

農地情報の整備が目的であることから、情報の
入力割合を指標とし、100％の入力を目標とす
る。 将来に向けての営農意向を調査・整理し、

農地の流動化に活用した。

H30年度目標

R1決算額（見込み）

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人

農地基本台帳情
報整備事業 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

全国規模で導入された農地基本台帳シス
テムと独自導入したシステムを並行稼働
し、農地情報の適正管理に努める。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする農地基本台帳の情報整
備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、農地情報を適正に管理する。

R元年度目標

100.0%

100.0%

R1年度に改善した点

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

2,095千円

H30正規職員
人件費

R1実績

①農地等情報移動発生筆
数

②入力筆数

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

2,105千円

2,896千円

100.0%

臨時職員 0.00 人

R1予算現額

農業委員会等に関する法律

優先 3,180千円

2,373千円

事業の目的及び具体的な内容

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

根拠法令

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

62,292㎡

20,000㎡H22年度～ 665千円 臨時職員 0.00 人

期間

0.00 人

臨時職員 0.00 人

①8件

②62,292㎡

R元年度目標 R1実績

農業委員・農地利用最適化推進委員と連
携して流動化を進めるとともに、近隣市町
の農業委員会とも連携しながら、農地の
流動化を図る。

所沢市農地サ
ポート事業

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

遊休農地及び遊休農地化するおそれがある農地の流動
化を図り、農業上の利用を確保する。出し手の農地サポー
ト情報台帳の作成及び受け手への閲覧を実施し、農業振
興課、埼玉県、埼玉県農林公社等と連携し、農地の流動
化を図る。

0.08 人
非常勤
特別職

R1年度に改善した点

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提
供するとともに、農業委員・農地利用最適
化推進委員により出し手と受け手の利用
調整を図った。

H30年度目標

82,195㎡

目標達成済50,000㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標

50,000㎡
Ｓ

成果指標の目標を達成し、目的と
する農地の流動化は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層農地の流動化に努め
る。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①売買および貸借成立件
数

②利用集積農地面積

R1決算額（見込み）

0千円

0千円

利用集積農地面積（㎡）

農地の利用集積が目的であることから、利用集
積された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い
受け・借り受け希望が少ないことを考慮した目
標値とする。

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市農地サポート事業実施要綱 0千円

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令 R1予算現額

近隣農地への悪影響を防ぎ、経営規模拡大を希望する農
業者や新規就農者・法人等への農地の利用集積を図る。
農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員が市内
の農地の状況を調査し、遊休農地と判断した農地の所有
者等に対して是正指導・農地利用意向調査を実施する。

H11年度～ 臨時職員 0.00 人

農業者の高齢化や後継者不足等により、
遊休農地は増加傾向にあるため、是正指
導を強化するとともに、新たな担い手への
利用集積を図るなど、農地の有効活用に
努める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

80.0% 88.8%

80.0%

①914,161㎡

②812,498㎡

5,237千円

0.63 人

0.00 人 80.0%

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R元年度目標 R1実績臨時職員 1.00 人

H30実績

毎年、成果指標の目標を達成し、
遊休農地は概ね是正されている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、より一層遊休農地の発生防止・
解消に努める。

R1年度に改善した点

①遊休農地調査面積

②是正面積

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

遊休農地の是正が目的であることから、是正率
を指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

遊休農地になりやすい傾向がある市外所
有者に、調査の実施前に通知を送付し、
維持管理を促した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み87.7%

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 176千円

Ｓ
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

0.67 人
非常勤
特別職

H30決算額

優先 146千円

指標名

R1決算額（見込み）

農地法 193千円 184千円

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

5,615千円

期間

期間 0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S53年度～ 1,081千円 臨時職員

0.00 人

①2回

②2,325戸

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

100.0%

100.0%

461千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合一

般

R1予算現額

農業委員会の業務や農業情報等を市内農業者に発信し、
農業経営の安定と発展を図る。
年２回発行し、いるま野農業協同組合を通じて市内農業
者に配布する。併せて、いるま野農業協同組合各支店や
各まちづくりセンターに配架するとともに、市ホームページ
に掲載する。

0.14 人

1,173千円 臨時職員

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 597千円

農業委員会等に関する法律 677千円

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

毎年、成果指標の目標を達成し、
目的とする情報提供は果たしてい
る。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、広報の役割を果たせるように努
める。

R1年度に改善した点

R1実績

市内農業者への情報提供が目的であることか
ら配布率を指標とし、全農家世帯への配布を目
標とする。

非常勤
特別職

0.00 人

情報を効果的に伝えるため、文字情報に
加え、表組・図・写真等を配置し、読みや
すい紙面構成に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

お知らせすべき内容を適時掲載できるよう
に努め、より一層読み手が興味を持てる
広報紙を作成していく。

100.0% 100.0%

H30年度目標 H30実績

462千円

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

事業の種別実施計画ランク

農業
委員
会事
務局

「農委だより」発行
事業

指標名H30決算額H30予算現額

R元年度目標

根拠法令 R1決算額（見込み）

100.0%

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

農業者に役立つ情報を発信
した。

２．飢餓をゼ
ロに

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

現地調査及び是正指導を実
施し、耕作再開を促した。

２．飢餓をゼ
ロに

農地情報を一筆ごとに整理
し、最新の状態に更新した。

どのように貢献したか

農地を必要とする担い手に
あっせんした。

どのように貢献したか



項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第３節　観光・にぎわい

0.00 人 R2年度目標

H16～ 4,738千円 臨時職員 0.01 人

0.00 人

①14回

②195,000円

③

R元年度目標 R1実績

新型コロナウイルス感染症と共存した施
設運営やイベント開催が求められる。
これまでの手法ではなく、新たな形で中心
市街地の活性化にアプローチする局面に
立たされる中、より一層、商店街や自治会
と協力を図っていく。

R1その他職員
従事割合

93,801人 82,456人

46,900人

非常勤
特別職

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地全体の活
性化を目指す。当施設は、市民の交流の場・情報発信の
拠点として各種の展示のほか、中心市街地でのイベントの
開催も行っている。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、施設の賃
借料、光熱水費を所沢商工会議所と分担　（所沢商工会
議所負担分：1,250千円)】

0.27 人
非常勤
特別職

0.00 人 93,801人 82,478人

2,263千円 臨時職員

R1年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響により、例年
実施している上半期の全てのイベントの中止が
決定していること、施設の閉鎖及び縮小営業が
見込まれることから、来場者数及び参加者数に
ついて、Ｒ元年度目標値の50％とした。

イベントに必要なスタッフを市役所内で広
く募集し、所属に囚われない横断的な取り
組みとして認知されるとともに、多くの市職
員の参加・参画が実現した。

新型コロナウイルス感染症の影響により、３月
開催予定だった催事（新三八市）が中止となり、
さらに同月の施設への来場者も減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,000千円

中心市街地商業
活性化事業（野老
澤町造商店負担
金）

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

イベントの継続により、着実に市内
外から中心市街地への集客が図ら
れてきている。今後も所沢市の魅
力につながる中心市街地のイベン
トの拠点、情報の発信基地として
重要性は増していくと思われる。

5,000千円

①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収
入

③

来場者数及び参加者数根拠法令 R1決算額（見込み）

H30正規職員
人件費

H30決算額

所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱 6,250千円 6,250千円

事業の目的及び具体的な内容

指標名

H30その他職員
従事割合

H30年度目標商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

R1正規職員
人件費

期間 0.57 人

非常勤
特別職

0.00 人

S59～ 748千円 臨時職員 0.01 人

1,263事業者 1,199事業者

1,199事業者

期間 0.09 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援するこ
とにより、本市の商業振興を図るものである。

0.13 人 1,270店舗 1,263店舗

1,089千円 臨時職員 0.00 人

①1,300事業者

②12,318,782円

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円 210千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

目標値は前年実績。 商店街連合会が行う各会員（商店街）へ
の通知に、市からの各種案内等を同封し
てもらった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の減少に歯止めをかけるため、活
性化に向けた取り組みを検討・実施してい
く。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

所沢市商店街連合会は、市内の多
くの商店街が加入し、商店街の振
興にとって重要な組織である。商店
街振興を図るため、引き続き同会
を支援していく。

210千円

①会員数

②事業費

③

商店街連合会加盟商店街の会員数

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

商店街の会員は後継者の不足等の理由により
減少傾向にあるため。

0.01 人 2件

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

1件

期間 0.12 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H26～ 997千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

670千円 臨時職員 0.00 人

①1件

②

③

R元年度目標 R1実績

新型コロナウイルスの影響を考慮しつつ
中心市街地のにぎわいをもたらすために、
引き続き事業を行う必要がある。引き続き
イベント等の担い手発掘のため情報収集
を積極的に行う。これまでの実績を考慮
し、目標を２件とした。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

中心市街地における集客事業、資源を活かした取り組み
の支援を目的に、中心市街地の各商店街の区域で実施さ
れる商店街及び中心市街地活性化拠点と連携した事業に
対し補助金交付を行う。
補助額：補助事業経費の2分の1以内（限度額20万円）。
補助回数：同一団体へは3回を限度

0.08 人
非常勤
特別職

0.00 人 3件 1件

対象事業を実施する団体が少なかったため。3件

180千円

①補助対象事業数

②

③

中心市街地にぎ
わい創出支援事
業

R1決算額（見込み）

所沢市中心市街地にぎわい創出支援事業補助金交付要
綱

600千円 200千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

Ｒ1年度は対象事業が少なかった
が、これまでは、本補助金の活用
により、ソラバルや神明宵の市など
商店街組織を越えた新たな活性化
事業が継続的に実施されており、
今後も本補助金のＰＲを積極的に
行い、民間の中心市街地活性化事
業を支援していく。

R1年度に改善した点

補助対象事業数
予算額400千円（1事業限度額200千円×２事
業） 県事業「ＮＥＸＴ商店街プロジェクト」の所沢

駅周辺での取組の中でも、本補助金のＰ
Ｒを行った。

H30年度目標

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 600千円

事務事業名称

事業の種別

一
般

所沢商店街連合
会補助金

根拠法令

商業
観光
課

実施計画ランク

事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

対象事業への補助を通し
て、中心市街地の経済活
性化へ貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

住む人訪れる人が四季を
感じ、街の魅力を感じても
らうために、様々な催事を
実施した

どのように貢献したか

商店街連合会を通して各
商店街に関わる情報の提
供を行った。

どのように貢献したか



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

期間 0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H24～ 2,577千円 臨時職員 0.01 人

0.00 人

①2店舗

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

2店舗 2店舗

2店舗

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化を図るた
め、空き店舗を活用事業を始める者に、事業開始に必要
な初期経費について補助する。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創出する出
店者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万円）

0.13 人
非常勤
特別職

0.00 人 2店舗 2店舗

目標達成済

臨時職員

①本補助金活用店舗数

②

③

本補助金活用店舗数R1決算額（見込み）

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,400千円 2,400千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,400千円 2,400千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

当該事業は年々周知されており、
相談件数も増加傾向にある。引き
続き事業を実施していきたい。

R1年度に改善した点

予算額1,200,000円×2店舗 県事業「ＮＥＸＴ商店街プロジェクト」の本市
での取組の中でも、本補助金のＰＲを行っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商店街の空き店舗は増加傾向にあるの
で、引き続き各種創業支援策と連携して
本事業の活用を促す。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

空き店舗活用・新
規創業支援出店
補助事業

根拠法令 R1予算現額

1,089千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,196千円 臨時職員 0.30 人

①0人

②0団体

③

R元年度目標 R1実績

新型コロナウイルス感染症と共存したまつ
りの運営が求められる。
ウイルスを正しく恐れ、リスクを最小限に
留める一方で、これまでの伝統を重んじ、
街の活性化に最大限寄与できるようなま
つりの形を確立する必要がある。

0.73 人
非常勤
特別職

220,000人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0人

250,000人

大型台風の接近により中止となったため。220,000人

0.00 人 R2年度目標

H30その他職員
従事割合

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつながりや、商
店街の活性化を始め、経済効果を生むところざわまつりの
開催の支援を目的とする。実行委員会に対し、開催費を
商工会議所と分担金として負担するとともに、山車運営員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 200,000人

6,068千円 臨時職員 0.20 人

4,000千円

①人出

②パレード参加団体

③

ところざわまつり
支援事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 4,000千円 2,485千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

人出
ところざわまつりに訪れる人出の実績
Ｒ2は大祭（２日間開催）を予定していることか
ら、前回大祭時（Ｈ２７）の人出の実績とした。

中止となったため実施していないが、まつ
り当日のスタッフ配置（市職員の配置）を
工夫することで、人件費の削減に努める
試みを実施する予定だった。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

−

台風１９号の影響で中止となってし
まったが、引き続き所沢市最大の
イベントの一つである、ところざわ
まつりを盛り上げていく。毎年、ま
つりを楽しみにしている人も多く、
他市からの来場者には所沢市をア
ピールする良い機会でもある。商
工会議所と協力しながら実施して
いきたい。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,000千円

1356店舗(加盟店舗数)

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

S63～

期間 0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S57～ 3,657千円 臨時職員 0.30 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,184千円 臨時職員 0.30 人

①134件

②87,029,272円

③

R元年度目標 R1実績
商店街は、地域の賑わいの拠点であると
ともに、地域住民や運転免許を持たない
高齢者など、買い物弱者と言われる人達
の重要な社会資源である。引き続き、、市
の補助制度が商店街の活力の向上に資
するよう、魅力ある商店街づくりを支援を
行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助金交付を
行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、2/5、1/3以内
・街路灯電気料　　補助率：1/2以内

0.38 人
非常勤
特別職

0.00 人 92,463(千円） 73,466(千円）

商店街の解散や各商店街の会員が減少してい
るため。

1472店舗(加盟店舗
数)

1356店舗(加盟店舗数)

R1決算額（見込み）

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱 36,026千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

商店街の会員は後継者の不足等
の理由により減少傾向にある。
補助金交付事務については効率
的な事務運営を行っており、今後も
同様の効果をあげていきたい。

R1年度に改善した点

①事業件数

②総事業費

③

平成３０年度まで商店街振興に資するための総
事業費（補助金＋商店街負担分）
令和元年度より商店街加盟店舗数

商店街の基盤整備と活性化につながる、商店街振
興に資するための総事業費を評価指標としてきた。
令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価指標
とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消を進め
る。

追加要望の案内を積極的に行い、追加の
要望に対して素早く対応し補助した。

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 31,945千円 26,079千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

魅力ある商店街
創出支援事業

根拠法令 R1予算現額

44,430千円

どのように貢献したか

本補助金を通して、空き店
舗を解消し商店街の活性
化に貢献した。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

ところざわまつりが実施された
場合には、市内外からの来場
者による地域活性化により、
持続可能なまちづくりに貢献
できる。

各商店街の魅力ある商店
街づくりに繋がる事業に対
して等補助制度を通して支
援した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

最優先

所沢市観光情報・
物産館整備事業
(COOL JAPAN
FOREST構想事
業)

根拠法令

臨時職員 0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

なし

なし

期間 0.89 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H29～ 7,398千円

非常勤
特別職

0.00 人 - -

臨時職員 0.00 人

①工事が完了した。

②

③

R元年度目標 R1実績

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

東京オリンピック・パラリンピックの
工事需要増加に伴い、工期の遅れ
は生じたが、令和２年５月に「ところ
ざわサクラタウン」と物産館をつな
ぐブリッジが架設され、令和３年５
月の開業に向けて整備が進められ
ているところである。

H30予算現額

R1予算現額

0千円

H30決算額

①既存建物の解体工事完
了

②

③

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

既存建物の解体工事が完了した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和３年５月の開業に向け、令和２年度は
運営の指定管理者の選定を行う。

R1目標値が未達成の理由・分析商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

COOL JAPAN FOREST構想の周辺環境整備の一環とし
て旧コンポストセンター跡地を利活用し、バスターミナル、
駐車場、所沢市の物産ＰＲ・販売拠点となるマルシェを作
るもの。

0.00 人

特になし 125,520千円 15,802千円

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,676千円 臨時職員 0.10 人

①8,734,400円

②66,045台

③109,870台

R元年度目標 R1実績

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止のための外出自粛要請等により、駐車
場利用者数の減少が見込まれる。地元商
店街の利便性を確保するため、新型コロ
ナウイルス感染症の感染防止対策を講じ
ていく。

0.65 人
非常勤
特別職

99.2%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

101.3%

101.3%

目標達成済99.2%

0.00 人 R2年度目標

H30その他職員
従事割合

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店街振興を
図ることを目的とする。寿町駐車場及び元町地下駐車場
の２ヶ所を対象とする。

0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 114.0%

5,403千円 臨時職員 0.15 人

8,831千円

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台
数

市営駐車場管理
事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 61,201千円 60,133千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

管理委託料に見合った使用料が収入として
入っているか。

消費税の増税に伴う利用料金の改定や元
町地下駐車場指定管理者の指定取消に
よる運営方法の変更について、看板の設
置等利用者に混乱を生じることがないよう
円滑に対応した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

寿町及び元町地下駐車場とも、利
用台数は堅調に推移しおり、地元
商店街の利便性にも役立ってい
る。消費税の増税に伴う利用料金
の改定や元町地下駐車場指定管
理者の指定取消による運営方法の
変更について、利用者に混乱を生
じることなく円滑な対応ができた。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,833千円

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要

期間

S44～

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

自転車を推進することで消費エネルギーの
削減につながり、クリーンエネルギーの推進
に繋がる。狭山丘陵への注目が高まることで
環境保全の機運を高める。狭山丘陵の魅力
を発信することで、自然と調和したライフスタ
イルの構築に貢献できる。

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

観光立国推進基本法

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み） 他自治体と連携したイベント等へ参加した回数

30千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

狭山丘陵の魅力を伝えるツールと
してサイクリングを採用し、サイクリ
ングマップとして「SAYAMA HILLS
CYCLING MAP」作成した。また、１
２月には、自転車をテーマにしたイ
ベント「SAYAMA HILLS RIDE」を実
施した。

R1年度に改善した点

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間
市、瑞穂町の5市１町等で共同した狭山丘陵全体の
魅力発信のための事業への参加回数とした。
本事業は令和元年度より登載したので、目標値の設
定は令和元年度からとした。

共同事業のスケールメリットを生かし、１
市町村だけのマップではなく、市町村関係
なくエリア全体を含んだ一体的なマップを
作成した。

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 90千円 2千円

①共同事業への参加回数

②

③

狭山丘陵の魅力
の発掘・向上事業

根拠法令

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間市、瑞
穂町の5市１町で共同して狭山丘陵全体の魅力発信のた
めの事業を行う。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 － 2回

目標達成済21回 27回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,112千円 臨時職員 0.00 人

①3回

②

③

R元年度目標 R1実績

狭山丘陵の魅力を内外に発信し、観光地
としての価値を向上させると共に狭山丘陵
エリアのシビックプライドを醸成させ持続
可能なエリアとして発展させていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30～ 1,912千円 臨時職員 0.00 人 22回

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

どのように貢献したか

これからの所沢市の観光
拠点となることが期待され
ている。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

駐車場の安定的な管理運
営により、地元商店街の利
便性を確保している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１２．つくる責
任　つかう責

任



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

0.34 人
非常勤
特別職

H29年度～ 5,237千円 臨時職員 0.00 人

①3件 ②5件 ③10件

目標以上の成果が上がったため。

0.63 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

産業
振興
課

実施計画ランク

所沢ブランド特産
品創出支援事業

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,934千円

農商工連携推進事業と有機的に連動する
ことはもちろん、地域経済の循環、雇用増
加など、当事業の持つ効果を念頭に置い
て進めていくことが重要。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

①-件 ②5件 ③10件

Ｓ

期間

R1年度に改善した点

①補助対象事業申請件数
②補助対象事業選定件数
③認定商品申請件数
④認定商品選定件数
⑤販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

①補助対象事業の選定件数（H29～31年度）
②認定商品の選定件数（H30～32年）
③販売協力店舗数（H30～32年）

魅力的な特産品の創出が事業目的となってい
ることから、創出促進のための各支援（補助支
援・認定支援・販路支援）の実績値を目標値に
設定した。

認定品PRのために特設WEBサイトを開設
した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①3件 ②14件 ③15件

①3件 ②5件 ③10件

根拠法令 R1予算現額

3,622千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

目標達成済

5,615千円

H30正規職員
人件費

　平成29年度より実施している本事業は、「ところざわサクラタウ
ン」の完成や東京オリンピック・パラリンピック開催等の好機を見
据え、所沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内外に販
売できるよう、地場農産物等を活かした特産品の創出を支援す
ることを目的とする。
　今後においても、地域経済の活性化や所沢ブランドの創造を図
り、「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」重点プロジェクトに
位置付けられた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資して
いくものである。

0.67 人
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①4件
② 3件
③16件
④13件
⑤22店舗

R元年度目標 R1実績

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

2,930千円

2,046千円

①3件 ②13件 ③22件

事業の種別

一
般

H30予算現額

R1決算額（見込み）

所沢ブランド特産品創出支援補助金交付要綱
所沢ブランド特産品認定要綱

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

R2年度目標

Ｈ７～ 2,826千円 臨時職員 0.05 人

0.00 人

①313回

②１４

③57,169台

R1正規職員
人件費

期間

R元年度目標 R1実績

設置から１０年以上が経過し、朽ちが著し
い観光道標の設置更新が急がれる。ま
た、老朽化した狭山湖観光トイレについて
建て替えを含めた検討が必要である。

R1その他職員
従事割合

5,700,000人 集計中

6,600,000人

0.00 人

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展させると共
に、観光客の利便性を高めることを目的としている。具体
的内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場観光トイレ管理
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ
・観光案内版修繕
・道標修繕

0.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,600,000人 6,091,209人

3,101千円 臨時職員

①トイレ清掃日数

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用
台数

観光入込客数R1決算額（見込み）

観光立国推進基本法 11,614千円 10,828千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,110千円 12,379千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に
行った。
　一方で、荒天等の影響により実
績は目標の約8割にとどまった。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機
関とも連携しながら、所沢市の魅
力の向上に努めていく。

R1年度に改善した点

平成３０年度から目標値を見直した。令和2年
度までは６６０万人としてその後は、毎年３０万
人の増加を目指す。

ところざわサクラタウンのオープンにあわ
せて、JR東所沢駅前の観光案内看板を更
新した。また、老朽化した西武池袋線秋津
駅北口の観光案内看板を更新した。
ハイカーが多い狭山湖周辺に観光道標５
基を新たに設置した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名

観光拠点の整備・
充実事業

H30決算額 指標名

インバウンド戦略
推進事業(COOL
JAPAN FOREST
構想事業)

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

2,750千円

観光を軸とした新たな魅力とにぎわいを創出し、地域産業全体の
活性化を図るため、2020年の東京オリンピック・パラリンピックの
開催や「ところざわサクラタウン」の完成などを見据えた観光振興
策の一環として、外国人観光客の誘致及び事業者の受入体制
の整備を行う。
具体的な取り組み内容
①事業者向けインバウンドセミナーや意見交換会の開催
②「指さし会話シート」の作成及び体験会の開催
③外国人留学生等を対象としたモニターツアーの実施

0.66 人

R1正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 2,449千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となっているこ
とから、外国人旅行客における本市の関心度や情報
発信の効果を図るFacebook"いいね"とTwitterのフォ
ロワー数を指標とする。なお、この事業は平成30年
度より開始したので、目標値の設定は令和元年度か
らとした。

一般財団法人モバイルスマートタウン推
進財団及び一般社団法人所沢市まちづく
り観光協会と連携協定を締結し、観光ス
ポット、医療機関、避難所情報等を８言語
で掲載する「多言語観光情報サイト
Guidoor（ガイドア）」の運用を開始した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の感染状況を
注視しながら、「ところざわサクラタウン」の
完成や2021年に延期された東京オリン
ピック・パラリンピックの開催に向けて、
県・近隣市町村及び民間事業者と連携に
よるプロモーションを進める。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果目標の目標値を達成するだけ
でなく、事業者向けインバウンドセ
ミナーや指さし会話シートの作成及
び体験会の開始により、市内事業
者のインバウンド対応への意識醸
成が図られた。
今後は、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大防止策を講じなが
ら、反転攻勢の機会を逃さないよ
う、県・近隣市町村及び民間事業
者と連携したプロモーション活動な
どを進める。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,100千円 1,100千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

①事業者向けインバウンドセミ
ナーへの延べ参加人数

②指さし会話シート体験会へ
の延べ参加者数

③

Facebook"いいね"とTwitterフォロワー数の合計

非常勤
特別職

0.00 人 － 6,901人

5,531千円 臨時職員 0.00 人

①65人

②18人

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

7,700人 8,642人

8,600人

期間 0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30～ 6,483千円 臨時職員 0.05 人

地域の魅力を有した商品
の高付加価値化が実現で
きるとともに、シビックプラ
イドの醸成につながる。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

新たに設置した観光道標
は、自然の中を歩き、森林
や生物を鑑賞するコースと
した

３．すべての
人に健康と

福祉を

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

観光スポット等の情報のア
クセスの平等性を確保する
ため、多言語観光情報サ
イトの運用を開始した



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の一環とし
て、クアオルト健康ウォーキングを活用した観光振興を実
施するに当たり、関係団体と構成する「埼玉県・所沢市ヘ
ルスツーリズム協議会」の運営が、円滑かつ効果的になさ
れるよう支援を行う。

0.00 人

臨時職員 0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

Ｈ２７年度～ 1,330千円 臨時職員 0.00 人 50人

R1その他職員
従事割合

期間 0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

29人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,095千円 臨時職員 0.00 人

①２９人

②３４人

③２人

R元年度目標 R1実績

継続的な事業実施によって、農業への関
心を更に深め、利用者の技術向上と本格
的な農業に関心のある人を掘り起こして
いく。

R1正規職員
人件費

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

体験農場利用者の農業技術の向上を図り、農業への関心
を深めることで、農業の担い手確保につながるよう、講習
会や野菜及び区画圃場コンテスト、農家での農作業体験
を実施する。

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 170人 66人

第2回の講習会は、2日間の開催予定であった
が、新型コロナウィルス感染症の感染拡大予防
のため、開催を中止したため、目標値を達成で
きなかった。

150人

330千円 250千円

R1決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

156千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

講習会参加者の約72％から「内容
に満足している」との声をいただい
ており、実際に参加者の畑を見な
がら、個別指導した農場では、好
評を得ている。今後も周知に努め、
多くの利用者に参加していただき
技術向上に繋がるよう努めていく。

R1年度に改善した点

①講習会参加人数

②コンテスト参加人数

③農作業体験参加人数

体験農場講習会参加人数
利用者の技術と意欲の向上、及び農業への関
心に最も寄与していると思われる「体験農場講
習会」の参加人数を指標とした。 参加者アンケートを実施し、次年度以降に

改善できるようにしている。

H30年度目標

H30予算現額

体験農場利用者
ステップアップ事
業

根拠法令 R1予算現額

271千円

H30決算額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

500千円

法定受託＋附加 － －

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会
のFacebook開設や、彩の国だより（埼玉
県広報紙）令和2年2月号への掲載等ケー
ブルテレビｊcomでの「広報ところざわ『テレ
ビ情報館』」内にて放映するなど、周知啓
発に努めた。

①３１回

②

③

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多くの人
に利用してもらい、健康づくりや産業・観光振興、環
境保全等の事業を推進することを目的とし平成30年
度から開始し、令和元年度より対象としたため、目標
値の設定は令和元年度からとした。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交付要綱 500千円

一
般

H30予算現額

H30実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

30回 31回
目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和2年度は新型コロナウイルス感染拡大の
影響をうけ、9月以降の実施を検討している状
況であり、厚労省やスポーツ庁の指針を参考
に、ツアー再開の準備を進める。また、航空記
念公園等を活用した体験コース（仮）を実施し
参加のハードルを下げることにより、利用者の
拡大に努めていく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

R1実績

H30年度目標

15回

－

指標名

「クアオルト健康ウォーキング」を計
31回実施するなど健康と観光を合
わせた取組により、「健幸長寿」を
推進したとともに、実践指導者の養
成研修を実施し（計7名）、本事業
の推進につなげたため。

R1年度に改善した点

H30その他職員
従事割合

R2年度目標

－

0千円

非常勤
特別職

0.00 人

R元年度目標

①実施回数

②

③

「クアオルト健康ウォーキング」実施回数

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

最優先 自治事務

ヘルスツーリズム
産業創出支援事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

法定受託事務

H30正規職員
人件費

地形の起伏をそのまま活かし
た「クアオルト健康ウォーキン
グ」を推進し、生活習慣病や
認知症の予防が期待され、市
内の飲食店でクアオルト健康
ウォーキングに適した地産地
消メニューを提供するなど、関
連産業の創出につなげた。

どのように貢献したか

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

重要 29千円

ブランド価値の向
上事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

令和元年度は引き続き市施策用で
のチケット引換券配布を実施した.
また、市民ホールでのパ・リーグ優
勝ペナント等の展示や、上下水道
局と協同で優勝を記念したマン
ホール蓋を所沢駅の東西ロータ
リーに設置するなど広く埼玉西武ラ
イオンズのＰＲに努めたため。

R1年度に改善した点

①協定に基づく埼玉西武ラ
イオンズとの協働事業の実
施回数

②

③

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事業
の実施回数

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与する
ことを目的として、平成２７年3月に「所沢市と株式会
社西武ライオンズとの連携協定に関する基本協定
（フレンドリーシティ）」を締結している。
なお、この事業は令和元年度より対象としたので、目
標値の設定は令和元年度からとした。

既存の招待券配付に加え、新たに「婚姻
届け提出カップル」へ招待券を配布するな
ど新規ファン層の拡大に努めた。

当初目標回数の実施を見込んでいたが、スケ
ジュール等の関係により一部施設での事業（保
育園・幼稚園等での事業）が中止となったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

15回

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的に取り上
げ、本市ならではのブランド価値を高める”ふるさと所沢”
への愛着やほこりを醸成していく。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人

3,352千円 臨時職員 0.15 人

①10回

②

③

過年度に実施した埼玉西武ライオンズ応
援キャンペーンや優勝パレードを機会に、
より球団との連携を深めていく必要があ
る。
また、さいたまブロンコスなど市内プロス
ポーツとの更なる連携も必要。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

15回 10回

10回

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人

Ａ

－

H30予算現額

期間 0.09 人

H17～ 748千円 臨時職員 0.20 人

R2年度目標

R元年度目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

２．飢餓をゼ
ロに

Ｒ１～ 9,060千円 臨時職員 0.40 人

期間 1.09 人

どのように貢献したか

「農のあるまちづくり」を推
進するとともに、農業への
理解を深めた、

８．働きがい
も経済成長

も

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

協働事業の一環として、市
内の老人福祉施設等で介
護予防支援事業を実施し
た。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１５．陸の豊
かさを守ろう



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭1,662千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

48人 64人

48人

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 48人 60人

2,011千円 臨時職員 0.00 人

①60人

②50人

③

R元年度目標 R1実績

①お茶の淹れ方講習会へ
の参加者

②茶摘み体験参加者

③

お茶の淹れ方講習会への参加者根拠法令

220千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 220千円 220千円

R1年度に改善した点

市民と茶生産者の交流の場とすることを目的と
しているため、お茶の淹れ方講習会への参加
者を指標とする。
また、目標値は講習会の定員数とする。

休日（日曜）開催としたことで、多くの方に
参加してもらうことができ、お茶の淹れ方
講習会も定員以上の方に参加してもらうこ
とができた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

事故防止のための駅前ロータリー横断の
交通整理を行っていく。
市内にとどまらず、豊島区など市外へも開
催周知等による、狭山茶（新茶）の普及宣
伝を図っていく。

H30決算額 指標名

ところざわ新茶ま
つり開催支援事
業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

休日（日曜）開催としたことで、お茶
の淹れ方講習会も定員以上の方
に参加してもらい、狭山茶（新茶）
の美味しさを知っていただくことが
できた。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市補助金等交付規則
ところざわ新茶まつり開催費補助金交付要綱

220千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

新茶まつりの開催の支援を行うことで、所沢市の特産品で
ある狭山茶の普及宣伝を行うとともに、市民と茶生産者の
交流の場とすることを目的とする。
所沢市茶業協会主催のもと、新茶の時期に合わせ、茶摘
み体験、お茶の淹れ方講習会、手揉み茶の実演、新茶の
試飲、販売などを実施している。
平成30年度からは、会場を市役所西口広場から航空記念
公園駅前広場に移して開催している。

0.24 人

R1正規職員
人件費

Ｈ８年度～

期間 0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｓ５９年度～ 2,410千円 臨時職員 0.10 人

0.00 人

①391区画

②1,228,500円

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50件以下 152件

100件以下

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

「農のあるまちづくり」を推進するため、市内７箇所に体験
農場を設置し、貸し出しすることで、市民に農作業を体験
していただき、農業への理解を深めてもらう。

0.64 人
非常勤
特別職

0.00 人 50件以下 269件

指導件数は減ってきており、利用者へのルール
の周知は図られている。一方で、除草をしない
ことや農機具残置などを繰り返す利用者がい
る。

臨時職員

①貸出区画数

②受益者負担金

③

利用者への指導件数R1決算額（見込み）

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、
所沢市特定農地貸付規程

3,231千円 2,805千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 845千円 822千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

ほとんどの利用者は良好に耕作し
ているが、一部の利用者が複数回
指導を受けることにより、目標値を
達成できなかった。

R1年度に改善した点

月１回、全体験農場を巡回し、利用・管理状況
について確認を行っている。
耕作状況が良くない区画について、利用者に伝
え有効利用できるよう改善していただくととも
に、自然とのふれあいや農業への理解の向上
を図っているため、指導件数を指標としている。

①指導を繰り返し受ける利用者が増えて
いるため、農場内の啓発看板設置等、周
知に努めた。
②巡回等を効率的・重点的に行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

農場の整備を進め、利用者満足度の向上
に努めていくことで、利用者に対し、マ
ナー順守につなげていく。

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

体験農場推進事
業

根拠法令 R1予算現額

5,363千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,536千円 臨時職員 0.00 人

①25回

②5,922,885円

③

R元年度目標 R1実績 ＨＰ等の各種媒体を有効活用することで、
幅広い市民の方への地産地消のＰＲを
行っていく。
農産物直売所ガイドマップについて、より
多くの方に関心を持ってもらい、足を運ん
でもらうように、Ｒ3年度の改定に向けて検
討を行っていく。

0.74 人
非常勤
特別職

64%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

60%

60%

目標達成済60%

0.00 人 R2年度目標

H30その他職員
従事割合

新鮮でおいしい地元産農畜産物のPRを図り、地域で消費
することにより、消費者の食の安心・安全へのニーズに応
えるとともに、生産者の生産意欲の拡大を図る。
そのために、地場産農産物の学校給食への導入及び品
目拡大、市民への農産物のＰＲ活動や生産者による直売
会の開催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施する
ことで、地産地消の推進を図る。また市内の直売施設の
PR活動を進める。

0.78 人
非常勤
特別職

0.00 人 60%

6,151千円 臨時職員 0.00 人

3,694千円

①とことこ市開催回数

②とことこ市売上実績

③

地産地消推進事
業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

2,463千円 1,927千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

所沢産農産物の直売所への出荷割合

地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るかを測るため、市場に流通する農産物ではな
く、地元の直売所又は、スーパーなどへの出荷
を指標とした。

新たに所沢農産物ブランド化推進事業を
設置し、地産地消の各事業の整理を行っ
た。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

各種イベントやチラシ等で農産物
直売所ガイドマップの周知を行うと
ともに、農業情報誌で生産者も紹
介することにより、所沢産農産物の
ＰＲを図った。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,737千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

最優先

期間

平成15年度～

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長

も

どのように貢献したか

市民と茶生産者の交流に
よる、狭山茶の普及宣伝

１．貧困をな
くそう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

「農のあるまちづくり」を推
進するとともに、農とふれ
あう機会を増やし、農業へ
の理解を深めた、

地産地消の推進により、生
産者の生産意欲を拡大

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

２．飢餓をゼ
ロに



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興課長　青木　一圭

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

0.00 人

0千円 臨時職員

期間 0.52 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生じてい
る中で、市内で生産された安全・安心、新鮮な農産物につ
いて、所沢産農産物としてブランド化を推進するため、市
内のみならず市外の消費者に向けてＰＲするとともに、販
路拡大を支援していくものである。
　オリジナルデザインシール（２種４シート）の作成及び配
布、体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開催、所沢農産物
応援隊によるＰＲ活動、市内外でのＰＲ活動、長野県上田
市との産業交流による所沢農産物ＰＲ

R2年度目標

R1～

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 －

①20組（40人）

②

③

20組（40名）

0.00 人

0.00 人

4,322千円 臨時職員

H30実績

H30決算額 指標名

－

目標達成済20組（40名） 20組（40名）

914千円

R元年度目標 R1実績

0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①体験学習型所沢農産物
PR事業親子収穫参加者

②

③

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫参加
者

1,456千円

R1決算額（見込み）

Ａ

体験学習型所沢農産物PR事業親
子収穫体験では、市外の方からも
毎回好評をいただいた。

R1年度に改善した点

市内外の親子が所沢農産物に直接触れ、理解
を深めるイベントである体験学習型所沢農産物
ＰＲ事業への参加人数を指標とした。

ブランド化推進事業を地産地消推進事業
から独立させ、より市外の人へのアピール
を意識して事業を推進した。

交流を図っている豊島区・上田市を含め、
より多くの人に所沢産農産物を購入してい
ただけるよう、広範な情報発信に向けて事
業を検討していく。

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30予算現額

所沢農産物ブラン
ド化推進事業

根拠法令 R1予算現額

‐

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

新型コロナウイルス感染症対策ガイドライ
ンに対応した事業の取り組みを検討し、実
施する。

R1正規職員
人件費

0.35 人 6,600,000人

集計中

期間 1.14 人

5,600,000人 6,091,209人

S28年度～ 9,476千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,112千円 臨時職員 0.00 人

①2,892

②710

③105,000

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

①無料バス乗客数

②所沢民踊まつり参加人
数

③観光パンフレット発行部
数

観光振興対策事
業

5,700,000人

R元年度目標 R1実績

R1決算額（見込み）

所沢市観光団体補助金交付要綱 10,000千円 6,501千円

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,370千円 2,370千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　既存の観光資源の魅力を高める
取り組みや、新たな観光資源の創
出・発掘の取り組みを積極的に
行った。
　引き続き、多くの方に所沢市を訪
れ・楽しんでもらえるよう、関係機
関とも連携しながら、所沢市の魅
力の向上に努めていく。

R1年度に改善した点

観光入込客数
平成３０年度から目標値を見直した。令和2年
度までは６６０万人としてその後は、毎年３０万
人の増加を目指す。

事務職員を雇用し、事務所を中心市街地
にある拠点施設内に設置した。
多言語観光情報サイト（ガイドア）を運営
する（一社）モバイルスマートタウン推進財
団と所沢市と3者で「インバウンド観光推
進に関するパートナーシップ協定」を締結
した。

H30年度目標商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢の魅力を市内外に広くＰＲし、観光客の誘致を図る活
動をしている所沢市観光協会に補助をすることにより、市
のイメージアップや観光客増加、賑わいの創出、地域の活
性化を図っている。

0.61 人

R2年度目標

Ｓ５３年度～ 2,992千円 臨時職員 0.00 人

販売会を通じて、生産者自らが販売することで、都市住民
とのふれあいの機会を設ける。農業者は各種共進会や品
評会において、生産技術の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農業祭実行
委員会を組織する。農業祭では、各々団体が出店や展示
等を行い、各種共進会、品評会並びに即売会を開催す
る。農業祭開催の支援を通じて、都市住民との交流を深
め、地産地消事業を推進する。

0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人

1,844千円 臨時職員 0.00 人

①２日間

②３回

③５回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,500千円 4,136千円

所沢市補助金等交付規則
所沢市農業振興総合対策要綱

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 500千円 500千円

天候に恵まれ、２日目の２時頃に
は、各店で売り切れになるなどし、
売れ行きは好調であった。

R1年度に改善した点

①農業祭実施

②農業祭実行委員会

③共進会・品評会

売上実績
所沢農産物を生産者が直接販売するイベント
に於いての、所沢農産物の認知度や需要を知
るために指標を売上実績とする。

農業情報誌「とことこだより」をポスターと
して活用することで、より多くの市民を対
象にイベントの周知を図ることができた。
「マチごと、プラスチックごみ削減」に取り
組み、使い捨てプラスチック容器等を使用
を控えた。

所沢市畜産協会の出店が無かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

ポスターや農業情報誌等の活用による開
催周知の拡大。
本部テントの統合など、参加団体のテント
レイアウトの検討。

4,500千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

500千円 500千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

4,500千円 4,596千円

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

農業祭開催支援
事業

所沢産農物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上

２．飢餓をゼ
ロに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

品評会等の開催による生
産技術の向上

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

２．飢餓をゼ
ロに

どのように貢献したか

１．貧困をな
くそう

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

ガイドアによる多言語化。
観光協会の法人化により
民間の力を引き出しやすく
した。

３．すべての
人に健康と

福祉を



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

商業観光課長　柳田　晃芳

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

観光立国推進基本法 4,707千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

イベントでの「観光大使」や「トコろ
ん」の出演、ロケーションサービス
等により本市の魅力のＰＲを行うこ
とができた。

6,901人

目標達成済7,700人

H30実績

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

4,294千円

ロケーションに関するHPを充実させ、所沢
市のPRに繋げる。
要望の多いトコろんグッズの通販とりまと
めサイトを立ち上げ、市外・県外への所沢
市PRに繋げる。

①ロケ実績

②トコろん貸出件数

③市主催観光大使出演回
数

効果的な観光客
誘致プロモーショ
ンの推進事業

Facebook"いいね"とTwitterフォロワー数の合計

ＳＮＳを活用した情報発信の効果と、所沢への
関心度を図るため採用した。
なお、この事業は令和元年度より対象としたの
で、目標値の設定は令和元年度からとした。

ドラマ制作会社に対し、エキストラ出演を積極
的に促し、市内外の撮影を含め、多くのエキス
トラが出演した。
市外イベントにJAY'Sと出演（すみだ、W杯、曼
珠沙華まつり）。観光大使委嘱（春日）を動画
配信した。相撲（北勝富士）特集号でPRした。ト
コろんPRに専属アテンド採用し、効果あげた。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,804千円 3,312千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

「観光大使」、イメージマスコット「トコろん」、観光ガイドブッ
ク、ロケーションサービス等を通じ、観光客誘致のための
プロモーションを行うもの。

2.88 人
非常勤
特別職

0.00 人 －

24,134千円 臨時職員 1.35 人

①５９

②２０５

③２７

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

8,642人

8,600人

期間 1.37 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H3～ 11,387千円 臨時職員 1.20 人

どのように貢献したか

積極的なＰＲにより、所沢
市の魅力へのアクセス確
保した。

８．働きがい
も経済成長

も

１１．住み続
けられるまち

づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

□ ■ □

実績

評価者

農業委員会事務局次長　青木　岳
志

どのように貢献したか

就業希望者の就職支援及
び勤労者等のキャリアアッ
プを図った。

どのように貢献したか

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

どのように貢献したか

職住近接と人材確保による
地域経済の発展に寄与する
予定であった。

８．働きがい
も経済成長も

４．質の高い
教育をみんな

に

８．働きがい
も経済成長も

３．すべての
人に健康と福

祉を

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

期間

2 人

Ｓ

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

2 人

0.24 人

指標名

3 人

H30決算額

新規加入者数（人）根拠法令 R1決算額（見込み）

農業者年金基金法

R1その他職員
従事割合

11千円

R1目標値が未達成の理由・分析

5千円

R1年度に改善した点

農業者年金への加入推進が目的であることか
ら、新規加入者数を指標とする。
長期加入による利益を享受できる20歳代の若
年農業者や加入資格を得た新規就農者を中心
に推進することを考慮した目標値とする。

農業委員・農地利用最適化推進委員が把
握している地域情報から加入対象者を選
定して戸別訪問につなげ、加入推進活動
を展開した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

従来から実施している広報活動や戸別訪
問を充実させるとともに、農業者の集会等
に出向いて説明するなど、農業委員・農地
利用最適化推進委員と連携し、より一層
の周知と粘り強い加入推進活動を行う。

成果指標の目標を達成し、農業者
年金の加入推進を果たしている。
次年度以降も引き続き事業を継続
し、制度の周知を図り加入推進に
努める。

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39千円

56千円

農業者年金推進
事業

2,011千円

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

R2年度目標

R1実績

非常勤
特別職

0.00 人 2 人 8 人

臨時職員 0.00 人

Ｓ45年度～ 1,995千円 臨時職員 0.00 人

①8人

②3人

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事す
る20歳以上60歳未満の農業者を対象に、将来サラリーマ
ン並みの年金受給を確保し老後生活の安定を図る。

0.24 人

R1予算現額

27千円

R1年度に改善した点

①市HPでの事業者紹介件
数

②登録事業者への若年人
材就職件数

市HPでの事業者紹介件数
事業者と若年人材のマッチング支援の効果を
示す。

R1年度から開始した事業。

指標名 目標設定の考え方・根拠

-
産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、市ホームページ掲載募
集を開始前に中止となったため、
実質として未実施。

H30予算現額

R1実績

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、市
ホームページ掲載募集を開始前に中止となっ
た。

20件 -

- -

R1決算額（見込み）

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

特になし

R1目標値が未達成の理由・分析

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①-

②-

20件

－

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

後継者や技能をもった技術的な人材、魅力あるサービスを
生み出し提供する専門的な人材など、企業の将来を担う
人材を関係機関と連携して確保・育成することを目的に、
学生や大学等に対して、市内の中小企業の優れた技術・
サービスをPRするなど、市内事業者の若年人材確保につ
いて支援を行うものである。

R元年度目標

R1～ 5,652千円 臨時職員

産業人材確保推
進事業

根拠法令

0.00 人

0.00 人 R2年度目標

就業援助技能講
習事業

根拠法令 R1予算現額

924千円

期間 0.68 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

①講座開催回数

②講座受講人数

③

受講率

受講人数／定員×１００
実施会場のパソコン設置数を定員としており、
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率
を目標として設定する。

前年度の申込者数や勤労者・求職者の区
分等から、各講座の開催時期や曜日を見
直した。

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

H30予算現額

R1実績

目標達成済95% 95%

924千円 924千円

R1決算額（見込み）

924千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

特になし

0.00 人

R1目標値が未達成の理由・分析

0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 95% 96%
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,095千円 臨時職員 0.00 人

①12回

②114人

③

95%

市民ニーズに合わせて、就職活動や勤労
者のスキルアップに繋がるような講座とな
るよう、内容を見直しながら引き続き事業
を実施していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.33 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等のキャリ
アアップを目的としたパソコン講座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職活動をして
いる失業者については、求職活動証明書の提出により、
受講料（一部負担金）4,000円を免除とする取扱いを行う。

R元年度目標

H12年度～ 2,743千円 臨時職員

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第４節　産業人材・雇用



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

どのように貢献したか

低利率または無利息の貸付
けを行うことで、勤労者福祉
の向上や失業者の就職促
進を図った。

どのように貢献したか

障害者雇用に関する情報提
供を行うことで、事業所の障
害者雇用に向けた機運の醸
造をを図った。

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

技能職者の福祉の増進や
職業の発展に寄与し、また
障害者の雇用促進と定着に
貢献した。

８．働きがい
も経済成長も

８．働きがい
も経済成長も

H30決算額 指標名

勤労者等貸付事
業

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令
所沢市勤労者住宅補修資金貸付規則、所沢
市勤労者等融資制度資金利子補給金交付要
綱、所沢市失業者就職活動資

R1予算現額

R1正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新規貸付件数・貸付実行額ともに
例年より多く、勤労者福祉の増進
や失業者の再就職支援として一定
の成果が挙げられていると考えら
れる。

542千円

①新規貸付実行額

②新規利用者数

③年度末貸付者数

利子補給額及び保証料補助額

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

当事業利用者の金利負担等軽減分

ホームページやパンフレットの内容が、利
用希望者に分かりやすくなるよう随時見直
している。

償還額が新規貸付実行額を上回ったことによ
り、貸付残高が減少し、利子補給額が減少した
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 971千円

金貸付要綱、所沢市三世代同居勤労者住宅補修資金利子補給
金交付要綱、所沢市失業者就職活動資金貸付金保証料補助金
交付要綱

747千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

勤労者の住宅補修資金及び勤労者が失業した場合の就
職活動資金について、それぞれ低利率または無利息の貸
付けを行うことで、勤労者福祉の向上や失業者の就職促
進を図る。

0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 971千円 542千円

503千円 臨時職員 0.00 人

①880万円

②4件

③50人

R元年度目標 R1実績

勤労者福祉の増進や、失業者の再就職
支援として必要な事業であるため、周知方
法等を見直しながら、引き続き事業を実施
していく。

R1その他職員
従事割合

869千円 503千円

747千円

期間 0.06 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H6年度～ 499千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

81千円

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能尊重の機
運を高めるとともに、市内事業所における障害者雇用の
促進を図ることを目的とし、技能功労者及び障害者雇用優
良事業所を表彰するもの。

0.00 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

技能功労者及び
障害者雇用優良
事業所表彰事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

技能功労者を表彰しその功績をた
たえることは、技能尊重の気運を
高めるとともに、技能者の励みにな
るものであり意義は大きい。また、
障害者雇用優良事業所の表彰は
障害者雇用の促進や職業安定に
つながる啓発効果があり、両事業
ともに今後も引き続き実施してい
く。

所沢市技能功労者表彰規則、所沢市技 R1予算現額 R1決算額（見込み）

能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者雇用
優良事業所表彰要綱

R1年度に改善した点

技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事
業所表彰団体数の合計を目標値として設定

前年度に引き続き、表彰式の日程を所沢
市表彰に合わせることで、フラワーアレン
ジメントを再利用し事業用消耗品費の節
減につなげた。
また、契約課所管の「所沢市優秀建設工
事等受注者表彰式」との合同開催により、
事務の軽減を図った。

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマガ
ジンなどを利用した周知のほか、市内事業者団
体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能者が
年々減少しており６件に留まった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

市全体で、同時期の表彰式を合同で開催
することで更なる効率化を図っていくよう
検討していく。
また、技能尊重の気運の向上や障害者雇
用の更なる推進が図れるよう工夫してい
く。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 176千円 92千円

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所
数

③

被表彰者数及び被表彰事業所数根拠法令

80千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 １０件 ５件

0千円 臨時職員 0.00 人

①５人

②１事業所

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

１０件 ６件

１０件

期間 0.23 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S54年度～ 1,912千円 臨時職員 0.00 人

R1決算額（見込み）

重要 自治事務

障害者雇用推進
企業支援事業

0千円

事業の目的及び具体的な内容産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 750千円

期間

障害者の雇用の場の確保のため
に必要な事業であるが、成果が出
るまでに時間がかかる事業であ
る。また、法定雇用率を超えた場合
を主に対象としているが、こうした
事業所は少ないのが現状であり、
障害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となっている。

R1年度に改善した点

補助制度を利用し雇用した障害者数
障害者の雇用の場の確保を目的としているた
め、補助制度を利用し雇用した障害者数を目標
値とする。

補助対象となる可能性のある事業者への
案内を積極的に行い、雇用助成金の事前
登録を１件行った（実際の交付はR2年度
から）。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠H30決算額

根拠法令

0人

Ｂ

R1その他職員
従事割合

1人

3人

法定受託事務 法定受託＋附加 750千円 20千円

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

0.00 人

臨時職員 0.00 人

①1事業所

②0件

3人

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任の向上
を促し、共生社会の実現に資することを目的に、市内事業
者が、障害者を雇用する場合等に要する経費に対し、補
助金（事業補助金・雇用助成金・職場実習奨励金）を交付
するもの。

0.16 人
非常勤
特別職

0.00 人 3人

R1正規職員
人件費

1,341千円 R元年度目標 R1実績

市内事業者の障害者雇用率は依然として
低く、市内事業者や関係する支援機関等
に対する制度の周知を進めながら、引き
続き事業を実施していく。0.10 人

H25年度～ 831千円 臨時職員 0.00 人

R2年度目標

補助対象となる法定雇用率を超える雇用が少
ないこと、事業者への周知が行き届いていない
ことなどが考えられ、障害者を雇用するための
業務のマッチングが課題となっている。



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

どのように貢献したか

勤労者等の福祉の増進と雇
用の安定をはじめ、市民の
コミュニティ活動の推進に貢
献した。

どのように貢献したか

中小企業に勤務する常用労
働者及びパートタイム労働
者の福祉の向上、雇用の安
定及び中小企業の振興を
図った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

市内中小企業の従業員及
び事業主の福祉向上をはじ
め、地域振興と雇用安定に
貢献した。

８．働きがい
も経済成長も

３．すべての
人に健康と福

祉を

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

勤労者福祉推進
事業

根拠法令 R1予算現額

838千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金
交付要綱

10,004千円 10,000千円

重要

R1年度に改善した点

事業のスケールメリットを活かすために、会員
数の増加を目指す

加入促進のためのチラシの配布や市内事
業所向けメールマガジンの配信、事業所
訪問時のPRなどにより、市内事業所に向
けた広報を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

自社で十分な福利厚生事業を実施するこ
とが困難である中小企業や小規模事業者
の福祉の向上のために必要な事業である
が、周知が行き届いていないと考えられる
ことから、周知方法を見直しながら、引き
続き事業を実施していく。

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退す
る事業所が増えていること、また、社員の福利
厚生を充実するまでに業績が回復していない
事業所が多く、新規加入が伸びていない。

①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用
額

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市内中小企業の勤労者とその事業
主の福祉の向上のため、当セン
ターの必要性は高いが、会員事業
所からの会費のみで運営すること
は困難なため、今後も継続した支
援が必要である。

会員数

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,004千円 10,000千円

市内の中小企業の勤労者とその事業主の福利厚生の充
実を図るため、所沢市中小企業勤労者福祉サービスセン
ターが設立され、所沢市と国からの補助金を管理費とし、
会員からの会費を事業費として事業を開始した。
平成22年度を最後に、国からの補助金交付がなくなったた
め、平成23年度から所沢市が単独で補助金を交付してい
る。

0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 1,210人 1,066人

臨時職員 0.00 人

①1,057人

②396事業所

③23,104円

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,210人 1,057人

1,210人

期間 0.08 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H10年度～ 665千円 臨時職員

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイム労働者
の福祉の向上、雇用の安定及び中小企業の振興を図るこ
とを目的に、市内事業所が退職金共済制度に新規加入し
た場合に、3年間を限度とし、1年間に支払った共済掛金
（従業員1人当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万
円を限度とする）の20％以内で補助金を交付する。

0.20 人

R1正規職員
人件費

H元年度～

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,500千円 8,003千円

指標名

中小企業退職金
共済掛金等補助
事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱 6,290千円

重要

R1年度に改善した点

加入は事業所単位で行われることから、新規に
加入した事業主の数を目標値とする。 ホームページや市内事業所向けのメール

マガジンを利用し、市内事業所に向けた
広報を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直しな
がら、引き続き事業を実施していく。

①補助対象者数

②補助対象事業所数

③

新規加入事業所数根拠法令

6,051千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 16事業所 27事業所

1,676千円 臨時職員 0.00 人

①430人

②82事業所

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

16事業所 26事業所

16事業所

期間 0.11 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

914千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ラーク所沢運営事
業

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

30,833千円 30,813千円

H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

R元年度目標 R1実績

成果指標の目標を達成しており、
一定の成果が挙げられていると考
えられる。

R1年度に改善した点

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

③

年間利用率(各部屋平均)
年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分
×開館日数）

市内事業所へのメルマガ配信やチラシ配布により
施設利用の周知を図った。今年度は、利用者の
ニーズに合わせて、英会話教室等の自主事業を
実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

利用者のニーズに応じた施設運営や自主事業等
を工夫し利用者の増加を図る。
また、指定管理者の応募時の提案事項の進捗状
況や、施設の修繕や定期点検等が適正に行われ
ているか等、定期的に確認していく。

50.0%

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 55,050千円 51,619千円

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的として設置
され、現在は指定管理者が運営している。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、各種自主事
業を実施している。

0.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 50.0% 53.4%

2,430千円 臨時職員 0.00 人

①9,612件

②9,760人

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50.0% 55.8%

期間 0.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S63年度～ 3,325千円 臨時職員



SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

産業振興課長　森田　茂明

項目名

■ □ □

実績

評価者

農業振興担当参事　青木　一圭

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

勤労者及び経営者が抱える
労働に係る様々な悩みの解
消に貢献した。

どのように貢献したか

勤労者に必要な労働に関す
る基礎知識の習得をはじ
め、労働安全衛生の維持・
向上に貢献した。

３．すべての
人に健康と福

祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

期間 0.40 人
非常勤
特別職

・農業生産性の向上
・高齢者・障害者に働きがい
のある仕事の創造

２．飢餓をゼ
ロに

８．働きがい
も経済成長も

①１回

②３区画

③１回

R元年度目標 R1実績

0.00 人

R1～ 3,325千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員

2回

R2年度目標

R1正規職員
人件費

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報の提供回数

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連携」の取組
みを推進することにより、農業経営体に働き手を提供し、
高齢者や障害者の生きがいや働く場を創出することに繋
げ、本市の農業振興の一助となるよう促していく。具体的
には、先進事例の調査研究を進めるとともに、関係機関の
協力を得ながら、周知を図っていく。また、連携を希望する
事業者を対象に高齢者等の受入や農業参入に関する相
談受付を行っていく。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 －

0千円

R1年度に改善した点

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉
の連携事例や支援事業等の認知度向上を図る
必要があるため、情報の提供回数を目標とし
た。認知度向上を図るため、前年度より増加さ
せた目標値を設定している。

三重県鈴鹿市の先進事例を視察するとと
もに、「農福連携」の講演会を開催した。体
験農場に福祉枠を設置し、障害者等が農
業に触れ合える環境づくりを行った。
※令和元年度に事業開始のため、改善点
ではなく実績を記入

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

農福連携の認知度を向上させる必要があ
るため、引き続き情報提供を行っていく。
また、農福連携の取組みを希望する事業
者の相談対応を行うことで、農福連携の
推進に努めていく。

目標達成済

Ｂ

先進事例の調査研究を実施すると
ともに、本市の農業の担い手であ
る認定農業者等に対する情報提供
（講演会）を行った。また、障害者
等が農業に触れ合うきっかけにな
るよう体験農場の利用を促した。

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

0千円 0千円

0千円 0千円

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

-

H30年度目標

法定受託＋附加

根拠法令

H30決算額 指標名

農福連携推進事
業

最優先 自治事務 法定受託事務

R1予算現額

1回

0.00 人

R1その他職員
従事割合

H30予算現額

H30正規職員
人件費農業

振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

－

H30実績

1回

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

重要 自治事務

H30決算額 指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 141千円 136千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

日常の労働が適切に行われること
や、事業所内で労働者の健康と安
全管理を担当する者が現場に対し
て認識を深め、問題点の正しい理
解を通じて安全衛生の維持・向上
を図ることが、労働者の健康を守る
だけでなく、生産性の向上や社会
の発展にもつながる。
また、成果指標の目標を達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えられる。

R1年度に改善した点

勤労者及び使用者の受講者数
受講者数のうち、勤労者及び使用者である受
講者数

高校生を対象とする所沢市労働セミナー
では、社会保険労務士会所沢支部の協力
を受け、講師を増員（1名→6名）しクラスご
とに実施することで、進路別に合わせたセ
ミナー内容とした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①開催回数

②埼玉県労働セミナー受
講者数(延べ人数)

③所沢市労働セミナー受
講者数[高校生](延べ人数)

労働セミナー開催
事業

R1決算額（見込み）

特になし 261千円 218千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

労働をめぐる様々なトラブルを未然に防ぐためには、労使
双方が労働関係法令や制度の知識を身につけ、適正な就
労環境を築いていくことが重要であることから、埼玉県との
共催により、労働法の基礎知識や安全衛生を学ぶための
社会人向けセミナーを開催する。また、就職を希望する市
内の高校生を対象とする労働法の基礎を学ぶためのセミ
ナーについても開催する。

0.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 １００人 ８５人

目標達成済１００人 １００人

１００人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

1,592千円 臨時職員 0.00 人

①7回（うち埼玉県共催分6
回）

②207人

③220人

R元年度目標 R1実績

埼玉県労働セミナーでは、県と調整しなが
ら、最新の動向を見極めつつ受講者の
ニーズに合わせた講座となるよう事業を
進めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S５７年度～ 2,078千円 臨時職員 0.00 人

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

労働者及び事業主の抱える仕事に
関する悩みや疑問の解決は、労働
環境の向上につながるものであ
り、また無料で利用可能な相談
ニーズは高いことから今後も継続
して実施することが必要である。
また、成果指標の目標を達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えられる。

①一般労働相談開催日数

②

③

相談者数

２６人

H30年度目標

１８人

R1年度に改善した点

市の労働相談を実際に利用した人数
前年度に引き続き、実施日を毎月第３金
曜日とし募集期間を長くとった。また、年間
スケジュールを記載したチラシを作成し配
布するとともに、ホームページや事業者向
けメルマガにも適宜掲載した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

利用者に利用しやすい日程や時間帯で開
催できるよう、今後も引き続き検討を行う。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R1実績

一般労働相談事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 156千円 156千円

事業の目的及び具体的な内容

労働者及び事業主が抱えている仕事に関する様々な悩み
や疑問を解決することにより、労働環境の向上を図るた
め、社会保険労務士を相談員として労働に関する相談事
業を実施する。

H30実績
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

156千円 156千円

２０人0.08 人

H11年度～ 831千円 臨時職員 0.00 人 １８人

①１２日

②

③

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

670千円 臨時職員 0.00 人

１８人



項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第５節　国際化・多文化共生

臨時職員 0.00 人 10

3 5

期間 0.31 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 2,577千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員 0.00 人

①25

②3

③31

R元年度目標 R1実績
翻訳支援のニーズのあることが全庁調査
から明らかになったため、今後は円滑な支
援ができるよう、体制の整備を行う必要が
ある。また、行政資料の多言語化に関す
る指針がないため、ガイドライン等の策定
の検討を進めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

外国籍市民に対し、市政情報を多言語（「やさしい日本語」
を含む）で提供し、言葉や生活習慣などの違いから日常生
活や災害時に感じる不便をなくすことを目的としている。
①年１回程度、全所属を対象とした多言語化に関する調
査を行い、状況を把握し、実態に合った効果的な支援策を
講じる。
②外国籍市民からのニーズの高い情報を多言語化するた
め、関係課と連携し、翻訳支援などを行う。
③やさしい日本語の普及を行う。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

目標達成済

第６次所沢市総合計画前期基本計画 15千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

R1決算額（見込み）

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

全庁を対象とする調査を行ったとこ
ろ、多言語化の必要性を感じてい
るものの支援がないために資料の
多言語化を実施できていない所属
が多くあった。今後、翻訳支援等を
行うことにより、多言語化を推し進
めていきたい。

R1年度に改善した点

①多言語化した行政資料の数

②対応言語が増えた行政資
料の数

③他機関が作成した多言語資
料の活用数

対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

より多くの外国籍市民に母国語で情報を提供す
ることが望ましいため。また、すでに日本語で作
成された行政資料を「やさしい日本語」に書き換
えることで情報伝達が可能となる場合もあるた
め。

職員向け情報紙を作成し、「やさしい日本
語」の周知を行い、職員の意識啓発を行っ
た。また、翻訳希望のある資料について、
ボランティアベースでの翻訳支援を行っ
た。

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

行政資料の多言
語化推進事業

根拠法令 R1予算現額

重要

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社会、文化等の交流を
通して、外国人との相互理解を深めていくとともに、将来を担う青
少年に広い視野から郷土、国家、国際社会を理解させることによ
り、次代を築く人材を育成していくことを目的としている。
姉妹都市である米国ディケイター市との間で、派遣と受け入れを
毎年交互に行い、派遣員は一般家庭で2週間程度のホームステ
イを体験し、生活習慣や文化を体験する。

0.39 人

平成3年度～

期間

R1正規職員
人件費

H30決算額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

3,268千円 臨時職員 0.00 人

指標名

海外都市学生交
流事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱

1,046千円 944千円

国際化が進む中で、将来を担う高
校生が異文化に触れることで国際
感覚を身につけることは重要であ
り、経験したことを積極的に周知す
るとともに、市が推進する国際交流
施策においても、将来にわたって
協力を期待したい。

R1年度に改善した点

社会、文化等の交流を通した外国人との相互
理解や、国際社会についての広い視野からの
理解を深めることで、次代を築く人材の育成を
行うことが目的であるため。

前回の派遣員に説明会等で協力してもらう際、
すでにある写真データを活用したことや、事前
に質問事項を伝えたことで、学生の負担を軽減
することができた。また、派遣員の活動を派遣
期間中にも把握し、不測の事態にも対応できる
よう、新たにSNSを活用するなどし、連絡体制
の強化を行った。

指標の見直しを行ったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

緊急時の連絡体制については、未成年が外国
に滞在するという事業の内容に照らし、引き続
き強化する必要がある。また、オリエンテーショ
ンの内容をより工夫するなどし、派遣員が明確
な目的をもって事業に参加し、現地でも向上心
をもって過ごせるよう、支援を行う必要がある。

-

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 850千円 800千円 ①所沢市からの派遣員の
総数（奇数年）

②所沢市における受入家
庭の総数（偶数年）

③

事業に参加したことにより国際社会についての
理解度が深まった派遣員の割合

R1実績

R1その他職員
従事割合

- -

80.0%

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 -

0.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

3,491千円 臨時職員 0.00 人

①6人

②0世帯（隔年実施のため）

③

R元年度目標

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流から民間が
主体となった交流へと移っている。この流れを促進し、市
民の国際意識を高めるために、海外姉妹都市との交流を
主体的に進める民間団体に対して助成をし、その活動を
支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常州市、韓国・
安養市）への一般市民訪問団の派遣②姉妹都市から来訪
する訪問団との交流③姉妹都市への文化・スポーツ団体
等の訪問団に対する支援④外国籍市民との交流

0.41 人

3,436千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウイルス感染症の影響
により、中止となった交流事業が
あったものの、姉妹都市との訪問
団の派遣や受入について市と連携
して安定的に実施しており、姉妹都
市交流における市への貢献度は高
い。一方で、より多くの一般市民が
交流事業に参加するための取組の
強化が求められている。

①姉妹都市との交流

②友好委員会事業に参加
した市民の数

③市民の意識を高める事
業

0.00 人 110人

臨時職員 0.00 人

110人

新型コロナウイルス感染症の世界的流行によ
り、予定していた韓国・安養市からの訪問団等
が中止となったため。

110人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

43人

R1年度に改善した点

より多くの一般市民に交流事業へ参加してもら
えるよう内容を工夫した企画の実施が求めら
れるとともに、費用対効果も考慮しながら交付
金の効率的執行を促していく必要がある。ま
た、今後は感染症対策の観点から、海外都市
との交流事業については、新たな実施方法を
検討していく必要がある。

友好委員会事業に参加した市民の数
姉妹都市との市民レベルでの交流を通じ、国際
的な視野をもった市民を増やすために、より多く
の市民に参加を促す必要があるため。

中国・常州市への「第１４回日中友好所沢市民訪問
団」の派遣では、民間のパッケージツアーでは訪れる
機会の少ない視察先を盛り込むなど工夫したことで、
参加者数の増加が見られた。また、新型コロナウイ
ルス感染症への対応では、市と連携し、常州市へ支
援物資の寄贈を行い、渡航を伴う交流に制限がある
中でも、国際交流を促進することができた。

H30年度目標

昭和55年度～

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,400千円 1,084千円

0.00 人

国際友好委員会
交付金

根拠法令 R1決算額（見込み）

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱 1,400千円 524千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

①2団

②43人

③3つ

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50人

非常勤
特別職

0.00 人2,577千円 臨時職員

期間 0.31 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

2,196千円

H30予算現額

国際交流推進事
業

根拠法令 R1予算現額

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30決算額

1.13 人

所沢市自治基本条例、
第６次所沢市総合計画前期基本計画

国際交流を推進する様々な事業を実施することにより、姉
妹都市を中心とした海外都市との関係を構築する。
①姉妹都市との間で行政視察団の派遣・受入れを相互に
行い、先進的な取組等について行政情報の交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団の派遣・
受入れを相互に行うなど、相互の信頼関係の促進に努め
る。
③市民交流の促進のほか、観光等の経済交流の促進や
災害時の相互協力などに努める。

期間

姉妹都市との交流事業を軸とし、
市民へ安定的に国際交流の場を
提供しているが、一方で、参加者に
固定化の傾向がみられており、より
幅広い年齢層の一般市民が参加
するため、事業内容・実施方法の
見直しや、参加者の満足度の検証
が求められている。

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くた
めに、視察等の交流を通して相互の交流目的を
果たすことができているか確認する必要がある
ため。

姉妹都市からの行政視察団の受入につい
ては、両市にとって有意義かつ効果的な
交流となるよう、事前に視察目的の聞き取
りを行い、協力機関へ共有するなど、相手
側との調整を密に行いながら企画・実施し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も安定的に事業を実施していくため
に、感染症対策の観点から、渡航を伴わ
ない交流事業の検討が求められている。
また、より多くの市民の参加を促すため、
周知方法等の見直しを行う必要がある。

R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

指標の見直しを行ったため。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理
解を達成することができた参加者の割合

-

R1決算額（見込み）

H30実績

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

- -

指標名

①1団

②33人

③

R1正規職員
人件費

75.0%

2,486千円 879千円 ①姉妹都市から行政視察
団を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参
加した市民の数

③

臨時職員

H30年度目標

-

R2年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

～ 5,652千円 0.00 人

9,469千円

0.68 人
非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

274千円

0.00 人

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１６．平和と
公平をすべて
の人に

どのように貢献したか

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係のさ
らなる発展に寄与した。

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１６．平和と
公平をすべて
の人に

どのように貢献したか

交流事業を通して、姉妹都
市との信頼関係の醸成に寄
与した。

どのように貢献したか

外国籍市民と日本人市民と
の間の情報格差を減らすこ
とに寄与した。

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１６．平和と
公平をすべて
の人に

どのように貢献したか

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解を
深めた。

１０．人や国
の不平等をな
くそう



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

20 21

30臨時職員 0.00 人

期間 0.47 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｒ１～ 3,907千円

-

目標達成済

0千円 臨時職員 0.00 人

①未計測

②21

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

日本人と外国籍市民が互いの文化的な違いを認め合い、
対等な関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として
の共生意識を育むことを目的とする。
①多文化共生の視点を取り入れた研修や講座を実施す
る。
②NGOやボランティアと連携し、外国籍市民への支援を行
う。
③外国籍市民へのアンケート調査や聞き取り等により、外
国籍市民の実態やニーズの把握に努める。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 -

①研修及び講座参加者の
多文化共生への理解度

②多文化共生に取り組ん
でいる所属数

③

多文化共生に取り組んでいる所属数

多文化共生推進
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

第６次所沢市総合計画前期基本計画 50千円 21千円

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

多文化共生の視点を取り入れた職
員向け研修や、市民向け講座を毎
年実施することができている。一方
で、NGOやボランティアとの連携体
制に改善の余地があることや、外
国籍市民を対象とした調査の実施
には至っていないことなどから、取
組の強化が求められている。

R1年度に改善した点

市全体が一丸となって多文化共生に取り組む
には、多文化共生を正しく理解し、さまざまな分
野で取組みを進めていく必要があるため。

豪雨・暴風災害が増加し、全国的に防災意識が高
まっていたため、外国籍市民を対象とした防災講座
を初めて実施した。講座では、外国籍市民の意識啓
発を行うとともに、防災に関する基礎知識の違いを認
識することができ、今後の支援策を考える材料となっ
た。また、新型コロナウイルス感染症について、市の
ホームページ上でやさしい日本語による情報提供を
タイムリーに行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

NGOやボランティアとの連携については、
連絡体制が整っていないため、県のボラ
ンティアシステムのさらなる活用や、団体
との連絡体制を整備する必要がある。ま
た、外国籍市民を対象とした調査を実施
し、実態やニーズに即した支援策の検討
を行っていく。

外国籍市民の参加者を増やすため、外国
語学校への広報活動や多言語版のプロ
グラムの作成を新たに行った。また、外国
籍市民向けに行政からの支援を紹介する
パネル作成し、新たな情報提供の場とす
ることができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

国際交流フォーラ
ム開催支援事業

根拠法令 R1予算現額

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

第６次所沢市総合計画前期基本計画 200千円 112千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

外国籍市民との共生意識の啓発を目的とする。
市内に拠点を置く国際交流ボランティア団体と個人ボラン
ティアが主体となり実行委員会を組織し、年に一度実施し
ている。フォーラムでは①所沢市の姉妹都市紹介②日本
人、外国籍市民がグループになって話す「交流会」③舞台
での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コーナー（姉妹都
市と所沢市の子ども達が描いた絵の展示等）を実施し、市
民（外国籍市民を含む）間のコミュニケーションの機会を作
るとともに、知人作りや国際理解の場を提供している。

0.51 人

H30決算額 指標名

新型コロナウイルス感染症の影響
はあったものの、実施したプレイベ
ント展示には多くの来場者があり、
また、成果指標の目標値も毎年概
ね達成していることに加え、市民の
多文化共生意識の醸成の取組の
ひとつとして、また外国籍市民に
とっての日本文化や本市について
の理解を深める場として定着して
いるため。

R1年度に改善した点

①参加者数

②外国籍市民の交流

③初めて参加した人数

参加者数

在住外国籍市民、外国人観光客等、今後日本
に滞在する外国人の増加が見込まれるため、
市民と外国籍市民との共生意識の啓発が必要
であり、来場者・出演者を含めより多くの方に本
事業に携わってもらうことを重視しているため。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 200千円

4,274千円
新型コロナウイルスの感染拡大を受け、当日イ
ベントが中止となったため。
（なお、プレイベント展示は実施し、来場者数は
527人であった。）

臨時職員 0.00 人

①‐（中止のため）

②‐（中止のため）

③‐（中止のため）

R元年度目標 R1実績

570人 600人

「より多くの外国籍市民と日本人が交流し互い
に理解を深める場の創出」という目的を達成す
るため、外国籍市民の目を引くような内容を増
やすなど、実行委員会からの提案を尊重しな
がら、引き続き支援していく。また、今後の状況
によっては感染症対策をしながらイベントを実
施する方法の検討も必要である。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

550人 -

期間 0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成7年度～ 4,239千円 臨時職員 0.00 人 600人

非常勤
特別職

0.00 人

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

東京オリンピック・
パラリンピック推
進事業

根拠法令 R1予算現額

最優先

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1決算額（見込み）

- 12,003千円 10,745千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

イタリア競泳チーム及び競歩チー
ムのトレーニングキャンプを受入
れ、積極的に市民との交流を図っ
た。また、小・中学校におけるパラ
アスリートの講演会を通じて、児
童・生徒が障害への理解を深める
きっかけを提供した。

R1年度に改善した点

①小中学校向けゴール
ボール体験会

②市ＨＰコンテンツ数

③

意識啓発事業数
大会の機運醸成及びパラスポーツへの理解を
深めることを事業の目的としているため、啓発
事業数を指標としている。

ホストタウンの取組として、商店街へのフ
ラッグ掲揚や市内飲食店でのグルメラリー
など民間事業者と協働し、地域の活性化
を図った。

10回 25回

ホストタウン及びゴールボールのさらなる
認知度向上を図るため、広報紙やＳＮＳを
積極的に活用し、市域全体に向けたＰＲを
展開していく。

H30年度目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,905千円 1,738千円

H30その他職員
従事割合

3.37 人

東京2020オリンピック・パラリンピックをきっかけとして、
様々なスポーツや他国の文化に触れながら、障害のある
なしにかかわらずスポーツを楽しむまちづくりをめざし、啓
発事業の企画・運営、スポーツ体験会の開催、スポーツ選
手の応援、情報発信、キャンプ地等の誘致を進める。

1.18 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

H26年度～Ｒ3年
度

28,011千円

15回 34回

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,888千円 臨時職員

①9校

②19ページ

③

R元年度目標 R1実績

臨時職員 1.00 人 3回

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１６．平和と
公平をすべて
の人に

どのように貢献したか

外国籍市民の交流の場を設
け、コミュニティへの参加を
促すとともに、日本人市民
の国際理解を高めた。

どのように貢献したか

グルメラリーの実施など民
間事業者との協働により、
地域の活性化を図った。

どのように貢献したか

多文化共生を理解する学び
の場を設けるとともに、支援
を通して外国籍市民が日常
生活等で感じる不便さの軽
減に寄与した。

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１６．平和と
公平をすべて
の人に

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう



項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

第５章　魅力・元気・文化を誇れるまち  第６節　文化芸術・伝統文化

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市民文化フェア開
催支援事業

根拠法令 R1予算現額

重要

H30決算額

R1決算額（見込み）

文化芸術基本法、市民文化フェア実行委員会補助金交付
要綱

4,000千円 4,000千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

本事業は実行委員会形式で地域
に根差した各団体の協力により成
り立っており、市民自らが企画し運
営に携わり、所沢の文化を発信し
所沢の文化の発展に寄与してい
る。
また、一般公募による音楽ステー
ジや、中学生・高校生ボランティア
も数多く参加しており、市民参加型
である点においても意義がある。

R1年度に改善した点

文化都市として発展していく第一歩として、所沢
の文化をより多くの市民に知ってもらうことを目
的としているため。 引き続き、経費の見直し・削減を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「新しい生活様式」に合わせ、イベントのあ
り方、形式について検討していくとともに、
部所管の他のイベントとの棲み分けや再
構成を検討していく。

目標達成済

法定受託＋附加 4,000千円 4,000千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

①実行委員、各催し物ス
タッフ人数

②催事（プログラム）の合
計数

③

延べ入場者数

実行委員会による企画立案や市民の文化活動の発表交流の場
の提供等を通して、新しい市民文化の創造を目指すと同時に、
来場者に所沢ならではの有形・無形の市民文化や航空記念公
園のロケーションの素晴らしさを体感してもらう。
①毎年４月に航空記念公園を会場として開催する。②企画・運営
は、個人・法人・市民団体の自主的な参加で組織する市民文化
フェア実行委員会が行なう。③実行委員会の主な自主財源は、
市内企業・商店等からの協賛広告料である。④市は実行委員会
に補助金を交付する。

0.77 人
非常勤
特別職

0.00 人 115,000人 150,000人

臨時職員

①308

②36

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

115,000人 200,000人

115,000人

6,453千円 0.05 人

期間 0.67 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和61年度～ 5,569千円 臨時職員 0.05 人

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市民文化センター
管理運営事業

根拠法令 R1予算現額

234,703千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名

R1決算額（見込み）

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター条例
施行規則

H30年度目標

R1年度に改善した点

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入
場率（％）

施設稼働率
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化
芸術活動の拠点であり、指定管理者による自
主事業及び市内外の一般利用に供しているた
め、施設稼働率を目標とする。

令和元年度は改修のため休館していたため、
公民館や市内にある様々な施設に出向いて文
化事業を行うアウトリーチ事業を積極的に行っ
た。また、ミューズのホームページで改修の進
捗を紹介するコンテンツを掲載したほか、広報
紙にミューズのリニューアルオープンについて
の記事を掲載するなど、周知に努めた。

59.8%

令和元年度については、改修工事により休館し
ていたため。

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①­

②­

③­

目標設定の考え方・根拠

Ａ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 447,356千円 446,189千円

H30決算額

234,684千円

H30実績

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 65.0%

‐ ‐

R1実績0.00 人
改修工事を終えて、さらに安心・安全な施設と
なったが、新型コロナウイルス感染症の影響を
受け、一部計画どおりに事業が実施できない
状況にも置かれている。適切な施設管理はもと
より、今後も、適切な感染症対策を採りながら
自主事業、貸館業務等を行うなど、利用者の
安心・安全を確保した運営を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

令和元年度は、改修のため休館し
ており、市民による施設の利用は
なかったが、改修及び開館準備期
間を通して、市、指定管理者、ＰＦＩ
事業者で緊密に連携することで、
事故や遅延なく改修を終えることが
できた。

0.00 人

4,777千円

R2年度目標

0.57 人

65.0%

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、音楽を演奏する機会、聴
く機会を常に身近なものとして定着させ、豊かな音楽文化が持続的に発
展できるよう取り組んでいく。プロ、アマを問わず市内音楽団体（個人）の
活動を掌握し、情報発信や連携を支援し、音楽を通じた交流や音楽環境
の活性化を図る。
①「音まち」推奨制度・・・音楽情報サイトが独自に入手した情報等の中
から、市が認定する制度。
②「音まちコンサート」「まちなかコンサート」・・・「音まち」事業のＰＲ、市
民の気軽な鑑賞の場、発表の場として開催。
③「音まちMAP」発行等、各種PR事業。

本市における文化芸術振興のため、所沢市民文化センターにお
ける事業運営と施設管理を行い、市民の芸術に触れ合う機会の
増進と施設利用者の増加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管理者制度を導入
しており、指定管理者である公益財団法人所沢市文化振興事業
団が、管理協定に基づき、芸術・文化振興事業（自主事業）及び
施設管理運営事業を遂行する。

平成5年度～ 2,660千円 臨時職員

臨時職員

「所沢＝音楽のまち」というブランド
を確立していくため、「音まち推奨
制度」や「まちなかコンサート」その
他イベント等に力を入れて取り組ん
ではいるが、目的の達成に向け模
索している部分も多いため。

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

30件

61件

R2年度目標

「音まち」推奨制度推奨数

H30年度目標

100件

R元年度目標

3,740千円 臨時職員

非常勤
特別職

①３回

②７回

③
0.00 人0.45 人

一
般

R1正規職員
人件費

平成25年度～

5,615千円

期間

最優先 自治事務

実施計画ランク 事業の種別

H30正規職員
人件費

文化芸術基本法

「新しい生活様式」に合わせ、今後どのよ
うに「音楽のあるまちづくり」を推進できる
か検討する。

R元年度は、所沢市の文化の殿堂である所沢
市民文化センター・ミューズが大規模改修のた
め休館であり、多くの利用団体の活動が制限さ
れた。
また、年度末には新型コロナウイルス感染症の
影響により、イベントの開催を中止せざるを得
なかったため。

法定受託事務 法定受託＋附加 371千円 75千円

ミューズ休館によるアウトリーチ事業増加
による「音まちコンサート」開催や、新所沢
パルコでの複数回のまちなかコンサート
開催など、出演者の発表の場、音楽を聴く
場を提供した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

H30予算現額

音楽のあるまちづ
くり推進事業

根拠法令 R1予算現額

文化
芸術
振興
課

0.05 人

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.05 人

事業の目的及び具体的な内容

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

100件

市内で定期的、継続的に開催していて、営利を主目
的とせず、広く市民を対象としている音楽行事を推奨
することで、本市を市内外にアピールしてイメージ
アップをはかるため。また、Ｒ２年度については、新
型コロナウイルス感染症の影響を考慮し、前年比７
０％減とした。170千円

H30実績

非常勤
特別職

①「音まちコンサート」の実
施

②「まちなかコンサート」の
実施

③

H30決算額 指標名

307千円

88件0.67 人

H30その他職員
従事割合

0.00 人

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

１１．住み続
けられるまち

づくりを

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

どのように貢献したか

音楽があふれる魅力あるま
ちを目指して事業を行い、本
市のイメージアップに寄与し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

改修工事により施設の耐震
化・バリアフリー化を図るこ
とで、市民文化の発表拠点
の整備に寄与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

所沢の文化を発信し、それ
に触れる機会を提供するこ
とで、所沢の文化の発展に
寄与した。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化芸術振興担当参事　吉田　謙
治

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

新たなグッズの作成等を検討しつつ、更に
普及啓発活動を活発に行うため、販売機
会の拡大を図っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

主催事業での来場者へのPRを積極的に
行った。

R1実績

150枚

0.00 人 200枚

220千円

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

文化財保護普及
啓発事業

R1予算現額

R1正規職員
人件費

200枚

3,021千円

グッズの有償頒布枚数
グッズの頒布枚数が多いほど、文化財のＰＲと
保護の普及が進むと考られる。

R1決算額（見込み）

事業の目的及び具体的な内容

文化財の保護・普及啓発を図り、市民文化の向上発展を図り、
郷土理解及び郷土愛を高めることを目的としている。
文化財マップや年1回の情報紙の発行、ホームページでの情報
提供など多様な情報発信により、文化財に関する調査等の記録
を多様なかたちで公表する。
市の指定文化財を主題にしたグッズとして、これまでクリアファイ
ル３種類を作成している。

0.57 人

4,777千円

R1その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 676千円 674千円

臨時職員

①グッズの作成件数

②グッズの有償頒布枚数

③グッズの頒布金額
文化財保護法、所沢市文化財保護条例

クリアファイルの販売枚数は昨年
に比べて減少しているが、引き続き
事業開催時にグッズの出張販売を
行うなど、パンフレットを積極的に
配布し市民への文化財の普及啓
発に努める。

臨時職員 0.05 人

①0件

②153枚

③15,300円

R元年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

販売開始から時間が経過し、文化財に関心の
ある市民にはグッズが行き渡ってきていると思
われる。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

平成26年度～

153枚

263枚

R1目標値が未達成の理由・分析H30実績

根拠法令

期間

0.7人4,987千円

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

H30決算額

0.60 人

R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢市のアートの変遷を展望しよ
うとする展覧会をR2年度に開催す
るために必要なキュレーター及び
アドバイザーを選任し、彼らを中心
に企画の詳細を検討して、出品作
家・作品の選定など着実に準備を
進めることができた。

R1決算額（見込み）

目標達成済

H30その他職員
従事割合

-

所沢アートの潮流
開催事業

-

根拠法令

R1年度に改善した点

①打合せ回数

②

③

所沢アートの潮流展の開催

準備から開催まで2年度に渡るため、各年度におけ
る進捗を目標として設定した。
R元年度：事業の中心となるキュレーター及びアドバ
イザーを選任し、事業の骨格部分を固める。
R2年度：事業を開催する。

R元年度からの事業であるため、改善点な
し。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

開催準備 開催準備

文化芸術基本法 362千円 60千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1実績

H30年度目標

0.00 人

  令和２年の市民文化センター・ミューズのリニューアルオープン
後に、ザ・スクエア（展示室）をメイン会場とし、本市にゆかりのあ
る作家による現代美術による展覧会を開催する。
　市民文化センターを管理運営している(公財)所沢市文化振興
事業団と連携協力して、ザ・スクエアと併せて「情報市場」等の野
外空間も活用し、屋内作品と野趣溢れる野外作品を対比させ、
所沢の新たな魅力創出を図っていくものである。
　現在2名のキュレーター及び1名のアドバイザーの協力の下、開
催に向けて準備を進めている。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

0千円 臨時職員

期間 0.97 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

開催Ｒ１～ 8,063千円

①４回

②

③

R元年度目標

根拠法令

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民ギャラ
リー条例施行規則

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

0.00 人

①316日

②52件

③

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,603千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症への対策や
「新しい生活様式」への対応など、滞りなく
展覧会を開催できるようキュレーターチー
ムと検討を進めていく。

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術活動等の
促進を図ることを目的とした施設であり、ギャラリーとして
一般利用に供することを目的としている。

0.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

施設開館以降、継続して市民が利用した
いと思えるギャラリーを目指し管理運営を
行ってきたが、新型コロナウイルス感染症
拡大防止を念頭に置き、引き続き安全に
ご利用いただくための施設運営が課題で
あると認識する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

40.0%

非常勤
特別職

13,986千円

R元年度は国政選挙等による期日前投票
所として使用することが多く不規則な利用
となったが、施設の管理運営を行う指定管
理者及び利用団体と密に調整を図ること
で、継続した利用につなげることができ
た。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

13,833千円 13,394千円

指定管理者制度による効率的かつ
安定した施設の運営により、多くの
市民にご利用頂き、当初の想定を
大きく超える稼働率を達成すること
ができた。
特にR元年度は期日前投票所とし
て使用することが多かったが、調整
を図ることで多くの市民の利用を実
現できた。
また、本市の文化芸術施策の一つ
の拠点である役割を果たすことが
できた。

R1年度に改善した点

75.0% 88.0%

施設稼働率（％）
（年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日を
除く） ）

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」
として、市民へ利用に供するため、施設稼働率
を目標とする。
R2年度については新型コロナウイルス感染症
の影響により大幅な利用減少が見込まれる。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ａ

74.6%

目標達成済

R元年度目標 R1実績

13,483千円

①年間施設利用日数（日）

②利用件数(団体・個人）

③

H30決算額 指標名

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

最優先 自治事務

平成29年度～ 1,579千円 臨時職員 0.00 人 50.0%

0.19 人期間 0.00 人 R2年度目標

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

文化芸術活動の発表とそれ
に触れる機会を提供し、所
沢の文化の発展に寄与し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

所沢の文化を発信し、それ
に触れる機会を提供するこ
とで、所沢の文化の発展に
寄与した。

どのように貢献したか

文化財の保護・普及啓発が
文化遺産保全及び文化的
多様性の維持に貢献してい
る。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

期間 0.46 人
非常勤
特別職

0.40 人 R2年度目標

平成6年度～ 3,824千円 臨時職員 0.07 人

平成30度よりも外部貸出資料の利用者等が減
少したことによる。外部貸出資料は利用団体の
増減などで年度により偏りがあるため、目標値
に未達成であっても普及・公開は着実に行われ
ている。

8600人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,514千円 臨時職員 0.07 人

①958人

②5046人

③580人

R元年度目標 R1実績

今後も引き続き多様な普及公開事業を通
じて市民等への情報発信を行い、効率よ
い普及公開活動を実施して、埋蔵文化財
の周知と保護に理解を深めていく。

郷土の歴史や埋蔵文化財保護について普及公開するた
め、次のような事業を実施する。
①小中学校を対象とした来館授業・体験学習・出張授業等
②施設見学　③体験型イベント「ところざわ埋文まつり」の
開催（土器や勾玉作り・火起こし等の体験）　④最新発掘
展示　⑤外部公共施設等への資料貸出・展示

0.30 人
非常勤
特別職

0.40 人 8600人 7458人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6584人

8600人

R1予算現額 R1決算額（見込み）

文化財保護法・所沢市文化財保護条例 2,437千円 2,230千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,341千円 2,294千円 ①小中学校対象（学校との
連
携）事業の参加者数
②見学者・事業参加者等
の人数
③外部貸出資料の利用者
等の人数

埋蔵文化財普及
公開事業

指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

埋蔵文化財は市の貴重な歴史資
料であり、市民共有の財産として将
来にわたって保存する意義を理解
してもらうためにも、通常の来館者
のみならず、出張授業や体験学習
などの事業を通じて、より多くの市
民への情報発信を行っている。今
後も様々な公開活用事業を通じ
て、本市にとって貴重な歴史資料
である埋蔵文化財を、後世に伝え
ていくことの必要性を、多くの市民
や開発事業者の皆さんに理解して
いただけるよう、努めていく。

R1年度に改善した点

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知すること
が当事業の目的であるため、市民の関心や理
解度を図る数値として公開活用活動参加者数
を指標とする。

普及公開活動の周知のために、通常の来
館者のみならず、出張授業や体験学習及
び職員の講師派遣などの事業を通じて、
より多くの市民等へ情報発信を行う。「とこ
ろざわ埋文まつり」では企画・募集等を工
夫して実施した。

H30年度目標

4,156千円 臨時職員 5.54 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

臨時職員 5.54 人

期間 0.50 人
非常勤
特別職

0.25 人

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開することで、
市民はじめ歴史及び郷土研究への貢献を目的とする。ま
た、年報の刊行により発掘調査や確認調査の成果をいち
早く公開することで、市民や開発事業者等に所沢市の地
中に刻まれた貴重な文化遺産を周知し、文化財保護意識
を啓発することで、開発計画など遺跡の破壊を未然に防
止する効果も期待できる。

0.30 人
非常勤
特別職

S51年度～

H30実績

①年報掲載の確認・発掘
調査数

②報告書を刊行した発掘
調査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

発掘調査報告書の執筆には、専門性を有
する職員が担当するため担当者の業務量
の増加が課題にある。作業内容によって
は会計年度任用職員で対応する、複数の
発掘調査担当者で業務を分担するなど、
発掘調査担当者の業務量の増加を抑える
ことが必要である。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

360件

令和元年度は、報告書に記載予定
だった件数を纏めることができな
かったことから、目標実績を達成で
きなかったものの、平成30年度より
は、件数を増加させることができ
た。今後は、発掘調査担当職員の
スキルをあげながら着実かつ効率
的に刊行していけるようにしたい。

R1年度に改善した点

355件

0.25 人 338件 336件

366件①87件

②19件

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10,991千円 9,089千円

R1決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

8,924千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容

H30予算現額

発掘調査報告書
等刊行事業

根拠法令 R1予算現額

10,629千円

S51年度～ 10,722千円

H30正規職員
人件費

2,514千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

報告書の報告内容などを検討し、掲載遺
物の選別、表等の活用により、ページ数を
やや減らすことにより、効率的に業務を進
めることが出来た。

R1目標値が未達成の理由・分析

刊行した報告書で、東の上遺跡、飛鳥・奈良・
平安時代編に、当初予定していた発掘調査件
数２３件が１３件に減少したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開
することが目的であるため、報告書を刊行した
発掘調査次数を指標とし、報告書刊行済の調
査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲載
発掘調査次数を加えたものを目標値とした。

H30その他職員
従事割合

期間 1.29 人
非常勤
特別職

1.00 人 R2年度目標

臨時職員 2.30 人

16.80 人

①８１件

②７件

③3316.72㎡

R元年度目標 R1実績

区画整理事業などの大規模開発に伴う調
査の増加により、業務量の更なる増加が
見込まれる。発掘調査の担当職員は国の
方針や県の基準により、考古学の専門知
識を有する者であることが必要であり、該
当職員の計画的確保・育成に努める。

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存を行い、後
世へ伝えることを目的とする。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画された段階
で確認調査を実施する。その結果、遺構が発見され、開発
等により破壊される可能性がある場合には発掘調査を実
施する。発掘調査は、正職員と臨時職員等で調査の規
模・期間・難易度により適宜チームを編成して行う。

1.82 人
非常勤
特別職

0.30 人 100.0% 9100.0%

15,252千円 臨時職員

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数R1決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

34,187千円 22,320千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 28,469千円 23,286千円

令和元年度の確認調査件数は前
年度に比べて増加傾向にある。発
掘調査担当職員は、現場において
遺構や遺物を観察し、調査方法を
検討・指導するなど専門的な知識
と経験を要する。今後は専門的職
員の育成と確保、確認調査や発掘
調査スケジュールの適正な配分を
はかることが必要である。

R1年度に改善した点

開発等により遺跡が破壊される前に確認調査
によって遺構の有無を判断し、本調査で迅速か
つ正確に遺跡に関する記録を行うことが当事業
の目的となっているため、確認調査の実施率を
指標とし達成率100％を目標値とした。

民間開発と土地区画整理事業の発掘調
査や確認調査を同時に実施する状況とな
り、担当職員の不足を補うため、県教委の
指導のもと、事業者が調査費の全額負担
を了承した調査において民間発掘調査会
社の支援を２件導入した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

文化
財保
護課

実施計画ランク

一
般

H30予算現額

埋蔵文化財発掘
調査事業

根拠法令 R1予算現額

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

文化財の保護が文化遺産
保全及び文化的多様性の
維持に貢献している。

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

発掘調査報告書の刊行は、
文化遺産保全及び文化的
多様性の維持に貢献してい
る。

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

埋蔵文化財の普及公開は、
文化遺産保全及び文化的
多様性の維持に貢献してい
る。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

11,983千円 臨時職員 0.05 人

①489,715件

②282件

③16件

R元年度目標 R1実績

所有者・保存会等と連絡を密にとり、公開
活用に努め、市民の文化財に対する理解
度を高めていく。

7,148千円 臨時職員 0.05 人

H30開催した「文化財展」に比べて、R1の事業
の開催日数が少なくなったことや、民俗資料館
の見学者数が減少したため。

8700人

H30その他職員
従事割合

8700人

0.86 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

2,538千円

①所沢市ｗｅｂ文化財保護課所管
コンテンツ年間アクセス総数

②所沢市ｗｅｂ文化財保護課所管
コンテンツ月別最多掲載数

③公開活用事業数

文化財公開活用
事業

8729人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

7614人

1,861千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管の施設の見学及び主催事
業への参加者数）

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意
識を持つ市民を増やすことを目的にしているた
め、市民理解度を指標とする。

民俗資料館スタンプラリーに「小野家住宅
のなつやすみ」を加えて相乗効果を図り、
これまで以上に広くPRした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

Ｂ

令和元年度は文化財展の開催年
でなかったことから、建造物以外の
文化財の公開の機会はあまり設け
ることができなかったが、「小野家
住宅のなつやすみ」は参加者が少
し増加した。

8700人

指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

多くの市民に文化財の大切さを伝え、「ふるさと所沢」への
愛着を深めるとともに、文化財を後世に残す意義を浸透さ
せていく。
①指定文化財等の市民への情報公開（市ｗｅｂでの情報発
信）②指定文化財等の保存公開に必要な管理（史跡の除
草作業等の実施や所有者との連絡）③指定文化財等の公
開活用事業の開催（展示・特別公開・講座や講演会等）

1.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1予算現額 R1決算額（見込み）

自治事務

H30予算現額

期間

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 2,187千円

平成18年度～

H30決算額

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 3,419千円

平成19年度～ 5,735千円 臨時職員 12.00 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

50人

期間 0.69 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

目的：中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のある
長期的な整備を進める事により、郷土の貴重な文化財で
ある「滝の城跡」を後世へ護り伝えていく。
内容：①保存管理計画の策定
        ②史跡指定地内の遺構確認
        ③危険箇所の応急的な修繕
        ④中世城跡として適切な保存整備
        ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

0.52 人 0.00 人 400人 227人

400人 255人

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

4,269千円

4,357千円

4,358千円 臨時職員

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

発掘調査の進展に伴い、史跡整備のため
の基礎資料が増加し、城の概要が明らか
になりつつある。今後は、蓄積した資料を
公表し、市民に関心を持ってもらいつつ、
資料を基にした整備実施計画を策定し、
整備工事に着手することを目指す。

12.00 人

①476人

②4,142㎡

③120人

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,430千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

滝の城跡整備事
業

根拠法令

R1正規職員
人件費

R1予算現額

S50年度～ 2,327千円 臨時職員 7.02 人

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくために、保
存活動をしている団体の会員数、及び見学者
（団体）の人数、また、史跡整備の発掘調査の
現地説明会参加者を指標とした。

令和元年度の第8次発掘調査は、本廓と馬出
の間の内堀を中心として調査を行ったが、調査
面積が広くないことから、大勢の見学者が入れ
ないと判断し、周辺住民への説明を主眼とし、
広報を地域回覧とホームページのみにした現
地説明会であったため、参加者が少なかったこ
とによる。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度は、本廓と馬出の間に
構造物があった可能性を示す調査
結果を得ることができた。現地説明
会を開催し、埼玉新聞にも採り上
げられ一定の成果をあげることが
できた。
今後、発掘調査の成果を整理し、
不足区部分を見極め、将来の整備
に向け着実に準備を進めていく。

R1年度に改善した点

①復元模型の見学者数

②史跡整備に伴う発掘調
査延べ面積

③現地説明会参加者数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）+
現地説明会参加者数

H30決算額 指標名

4,315千円

調査面積が狭く、現地説明会も危険回避
のため周辺住民や市民に向けた発掘調
査の成果報告を中心としたものに変更し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

342件 355件

368件

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0.90 人 R2年度目標

336件

臨時職員 7.02 人

①22件

②162件

③8点

R元年度目標 R1実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を行い、発
掘調査報告書に掲載するとともに、実物資料として後世に
伝えていくため、次のような作業を行う。
①遺物の水洗　②注記　③接合　④復元　⑤着色　⑥報
告書掲載遺物の選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保存処理　⑩
科学分析　等

0.23 人
非常勤
特別職

0.90 人 338件

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,910千円 11,666千円

Ａ

埋蔵文化財発掘調査は現場での
調査で終了ではなく、出土した遺物
類を整理・記録し、公開することが
求められる。そのため、整理作業
の専門知識や経験を有する職員の
育成、確保が必要である。
令和元年度は成果指標に掲げた
目標を達成することができた。今後
においても、どの調査でも整理がで
きるように職員のスキルアップや業
務の迅速化など作業の進捗率の
向上に継続して努めていく。

R1年度に改善した点

発掘調査の成果を報告書として刊行するため
に遺物の整理を行うことが当事業の目的である
ため、報告書を刊行した発掘調査次数を指標と
し、報告書刊行済の調査報告次数に、現年度
刊行予定の報告書掲載発掘調査次数を加えた
ものを目標値とした。

一部の発掘調査報告書を例年よりも早め
に刊行することができたので、次の整理作
業を進める時間を多めに確保することが
できた。
また、前年度に引き続き遺物の収蔵ス
ペース確保に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

整理作業は、会計年度任用職員への指
示や業務配分などを担当職員が担ってい
るが、他にも発掘作業に従事していること
により事務量が大きく、作業が遅れがちに
なっている。さらなる事務効率化等に努め
るものとする。

目標達成済

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

12,185千円 11,255千円

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・
化学分析

発掘調査報告書刊行調査次数

事業の目的及び具体的な内容文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

埋蔵文化財遺物
整理保存事業

根拠法令 R1予算現額

1,927千円

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

埋蔵文化財の遺物整理保
存は、文化遺産保全及び文
化的多様性の維持に貢献し
ている。

４．質の高い
教育をみんな

に

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

滝の城跡整備の取り組み
は、文化遺産保全及び文化
的多様性の維持に貢献して
いる。

どのように貢献したか

文化財の公開・活用は、文
化遺産保全及び文化的多
様性の維持に貢献してい
る。



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

文化財保護法、

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

0棟

期間 0.15 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成16年度～ 1,247千円 臨時職員

0棟

1,173千円 臨時職員 0.00 人

①10回

②1回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

3棟

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 305千円 580千円

市の財政状況などもあり、復元に
は解決すべき課題が山積している
が、所沢の町場の景観を伝える貴
重な文化財を将来最大限に活用す
るため、引き続き適正な状態で保
存するよう努めている。

R1年度に改善した点

①保管環境の整備

②くん蒸処理

歴史的建造物（保管部材）の復元
保存している部材を活用するため３棟分の復元
を目標とする。

くん蒸を実施したほか、保管庫内の樹木
の伐採を行い、落ち葉が近隣へ落ちない
ようにするとともに、剪定作業を委託しな
いことで経費の節減に努めた。

工事費用及び復元する敷地も必要なことから
庁内外の調整、課題の整理等を要するため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

保管中の部材の劣化を防止するため、く
ん蒸処理を隔年で実施する。また復元に
係る課題を解決するため、関係各課と調
整作業を進めていく。

3棟

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

1,323千円 936千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

盛期の所沢の町場の景観を伝える貴重な文化財であり、
町場の暮らしを復元できる素材として郷土学習やまちづく
りに活用する。
①解体した部材の適正な保存管理（殺虫・殺卵のための
燻蒸処理）②保存環境の整備（保管庫の清掃・風通し、敷
地内の除草・落ち葉掃き・枝打ちなど）③歴史的建造物
（保管部材）の復元・活用計画の策定④歴史的建造物（保
管部材）の復元と活用

0.14 人
非常勤
特別職

0.00 人 3棟

0.00 人

R1決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例

H30予算現額

歴史的建造物解
体部材復元事業

根拠法令 R1予算現額

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間 0.58 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

4,821千円 臨時職員 0.05 人

1,844千円 臨時職員 0.00 人

①0人

②500人

③200人

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

15日 9日

10日

0千円 ①伝統芸能発表会の鑑賞者数
（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活動参
加者数（重松流祭囃子競技会の
出演者＋来場者数）
③岩崎獅子舞保存会の活動参加
者数（奉納岩崎簓獅子舞の出演
者＋来場者数）

郷土の民俗芸能の披露日数根拠法令

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 15日 9日

R1予算現額

R1年度に改善した点

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周
知と継承、その保存団体の存続と発展を目的と
しているため、披露される日数を指標にしてい
る。

指定50年を迎えた無形民俗文化財につい
て、重松流祭囃子保存会と協力して事業
を行い、野老澤町造商店、重松流祭囃子
保存会との共催により「重松流ってな～
に」を開催した。また岩崎簓獅子舞のPRを
まちづくりセンターでも行った。

伝統芸能発表会の開催年でなかったことや、と
ころざわまつりが台風で中止になったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

令和2年度開催予定の第14回「所沢市伝
統芸能発表会」の準備を進めるとともに、
民俗芸能を広く市民へ周知し、保存団体
への継続的な支援と後継者育成を図って
いく。

Ｂ

披露日数は少ないが、重松流祭囃
子保存会と協力し、内容の濃い指
定50年記念事業（２日間）を開催す
ることができた。

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

文化財保護法、所沢市文化財保護条例 104千円 110千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

自治事務

H30決算額 指標名

郷土の民俗芸能
支援事業

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周知し、その
技能や道具類を後世へ護り伝え、郷土の民俗芸能を継承
する保存団体の存続と発展を目指す。
①伝統芸能発表会の開催（隔年）
②郷土の民俗芸能を継承する保存団体の自主的な活動
を支援

0.22 人

R1正規職員
人件費

平成5年度～

期間 0.88 人
非常勤
特別職

1.00 人 R2年度目標

平成８年度～ 7,315千円 臨時職員 0.05 人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1000尾 1727尾

1500尾

R1目標値が未達成の理由・分析

目的：絶滅危惧種で国指定天然記念物のミヤコタナゴを保
護し、将来の野生復帰を目指して種の保存の取り組みを
推進するとともに環境学習等の教材として活用を図る。
内容：①人工増殖により種の保存に必要な個体数を維持
する。また、埋文センター以外での飼育により危険回避を
する。
②市内小学校等に展示飼育し、天然記念物の保護啓発と
環境学習等に役立てる。
③中学校の体験学習に飼育体験を行い保護啓発に努め
る。

0.62 人
非常勤
特別職

1.00 人 700尾 548尾

臨時職員 0.05 人
①3,707

②771

③4件

①前年度末個体数

②前年度死亡数

③体験学習受入れ件数

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖によ
り増加した個体数

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,753千円 2,715千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

ミヤコタナゴ飼育研究員の尽力や
課職員の協力により、人工増殖の
目標数を達成することができた。

R1年度に改善した点

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500を目標としていることから、当該年
度の人工増殖数を指標とした。

職員全員で、休日に人工増殖における稚
魚の飼育を行い生存率を向上させた。ま
た、水槽の清掃を丁寧に実施することや、
温度管理の徹底により、年間死亡数を
40％程減少させた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も人工増殖と上山口増殖実験池での
二枚貝を用いた自然繁殖の両方を行い、
個体数の維持に努めていく。特に、産卵母
貝である二枚貝の飼育・繁殖について、記
念物担当の文化財保護委員に指導を仰
ぎながら検討を重ね、保存会・埼玉県、所
管部署とも連携していく。

目標達成済

H30決算額

R1決算額（見込み）

所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少野生動
植物の種の保存に関する法律

2,684千円 2,641千円

事業の目的及び具体的な内容文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

ミヤコタナゴ保護
対策事業

根拠法令 R1予算現額

5,196千円

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

ミヤコタナゴの保護は、文化
遺産保全及び文化的多様
性の維持に貢献している。

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

民俗芸能の保存団体を支援
することで、文化遺産保全
及び文化的多様性の維持に
貢献している。

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

歴史的建造物を将来に遺す
ことは、文化遺産保全及び
文化的多様性の維持に貢
献するものである

１１．住み続
けられるまち

づくりを



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼　位昌

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人6,234千円

6,704千円 臨時職員 0.00 人

①５,０１５人

②２４２日

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

６件 ６件

５件

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.05 人 ５件 ３件

新型コロナウイルス感染防止対応として、
館内の換気を行わなければならないが、
館内の空調設備が経年の老朽化により不
具合が発生している。令和2年度に一部を
修繕するが、根本的な解決に至らない可
能性がある。しかし、抜本的な修繕には多
額の予算が必要となるため、応急的な修
繕で延命化を図る必要がある。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,522千円 7,206千円

①利用者数

②年間開館日数

年間の施設修繕件数根拠法令
施設建築から２６年が経過し、老朽
化が進み施設内の各所で不具合
が生じているが、所沢市の財政状
況を考えると、全ての修繕を同時
期におこなうのは、不可能と思わ
れることから、優先順位を吟味し順
次修繕をおこなう必要がある。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

8,447千円

R1年度に改善した点

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝
えていくために適正な設備管理をすることが目
的であるため、修繕実施数を指標とし、過去３
年間の年間修繕数の平均値を必要数と考え目
標値とした。

浄化槽内放流ポンプ槽フロートスイッチ修
繕と浄化槽散気バルブ交換修繕をおこな
うことができたので、浄化槽に雨水が入っ
ても汚水と雨水の混じった水が道路に溢
れ出る心配がなくなった。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30決算額 指標名

埋蔵文化財調査
センター施設管理
事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1目標値が未達成の理由・分析

7,676千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1実績

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による出土遺物
など収蔵資料を永年にわたって整理・保存し、埋蔵文化財
に関する各種情報を後世に伝えるとともに広く提供する施
設として、安全かつ適正に管理するために、施設管理業務
委託等による各種点検を着実に実施し、修繕箇所を見極
めて必要な修繕を実施する。

0.80 人

R1正規職員
人件費

平成6年度～

昭和５６年度～ 4,572千円 臨時職員 1.05 人 1900人

①１４３日

②10校

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1900人 1665人

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開を目的とす
る。
①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月４日
　開館時間：午前９時～午後４時３０分
　入館料：無料
②各館で地域の特色が見られる民具等を展示
③小中学校の社会科見学や総合学習として活用されてい
る

0.62 人
非常勤
特別職

0.00 人 1900人 1909人

臨時職員 1.05 人

①開館日数

②来館小中学校数

来館者数R1決算額（見込み）

所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施行規
則

3,575千円 3,304千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

Ｂ

民俗資料を地域で保存・管理し後
世へ護り伝えるための施設として、
引き続きPRしていくとともに、小中
学校の郷土学習等の活用の充実
に努める。

R1年度に改善した点

市内各地域に伝わる貴重な民俗資料を多くの
人に見てもらうことにより、郷土への理解を深め
る機会をより多く提供することになると考え、来
館者数の増加を目標とする。

スタンプラリーを実施し、来館者の増加に
努めた。配置替えやキャプションの修正を
加えた。柳瀬民俗資料館のフェンス修繕
を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

地元の民俗資料保存会の協力を得なが
ら、資料整理や学校・団体の見学対応に
力を入れ、来館者が増加するよう努める。

小中学校も含め、団体での来館者が減ったた
め。

期間

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,164千円 3,001千円

臨時職員 0.05 人

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

5,196千円

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1その他職員
従事割合

①62件

②１件

指定文化財管理
費等補助事業

昭和５６年度～ 1,829千円

R1正規職員
人件費

63件

70件

Å

目標達成に向けてある程度成果は
出ているが、目標をやや下回って
いる。単に件数の目標値だけでな
く、適正な執行を通して文化財の保
護に努める必要がある。

70件

R元年度目標

H30実績

70件

臨時職員

2,706千円 2,371千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

2,011千円 0.05 人

0.24 人
非常勤
特別職

0.00 人

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,706千円 2,180千円 補助金交付により、貴重な文化財をより良好な
状態で保存・管理することになると考える。ま
た、これにより指定文化財の所有（管理）者と定
期的な連絡をし、保存・管理状況に関して確認
や相談をする機会を得ることができる。

修理費補助金を１件交付した。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

市民共有の財産というべき貴重な文化財
を適正に管理や修繕ができるように、財産
状況や所有（管理）者の意見などを考慮し
ながら、より効率的・効果的な事業の実施
を検討していく。

60件

当年度の管理費補助金が不要につき辞退した
件があったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み） 補助金を交付した件数①管理費補助件数

②修理等補助件数

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理
運営事業

根拠法令

一
般

所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助金等
交付要綱

目的：市内に所在する貴重な文化財を良好な状態で保存・
管理しこれを後世に継承する。
内容
①市指定文化財の所有（管理）者から補助金交付申請書
提出
②文化財等保存事業費補助金等交付要綱に基づき交付
決定
③請求書を受け補助金交付
④年度末に実績報告を受ける

重要

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

指定文化財管理費補助金
等の交付は、文化遺産保全
及び文化的多様性の維持に
貢献している。

どのように貢献したか

市民が民俗資料を学び郷土
を知ることは、文化遺産保
全及び文化的多様性の維
持に貢献している

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

埋蔵文化財のための施設管
理は、文化遺産保全及び文
化的多様性の維持に貢献し
ている



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

文化財保護担当参事　肥沼位昌

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

所沢市生涯学習推進センター条例

・同施行規則・所沢市生涯学習推進センターが保管する
ふるさと研究資料の利用に関する要綱

生涯
学習
推進
セン
ター

事業の種別

一
般

まちづくりの資源として資料（ふるさと研究資料）を収集し、
積極的に活用できるよう整理するとともに、資料の劣化と
亡失を防ぐ手立てを構築することを目的とする。
これまでに収集した資料は、活用できるように把握・整理
を進める。また、資料（民具など）の受け入れを可能な範
囲で行う。併せて、資料の代替物（マイクロフィルム・デジタ
ルデータDVD）作成に取り組む。

期間

S63～

実施計画ランク H30予算現額 H30決算額 指標名

H30年度目標事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,550千円 3,510千円
①マイクロフィルムに撮影
した古文書のコマ数

②資料特別利用許可申請
件数

③資料寄贈・寄託者数

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

7,496千円 7,210千円

R1その他職員
従事割合

40件0.35 人
非常勤
特別職

1.30 人

2,933千円 臨時職員 0.00 人 R元年度目標

11,304千円 臨時職員 0.00 人 40件

①7,500コマ

②30件

③17人

30件

1.36 人 R2年度目標

40件

重要

資（史）料の収集・
整理・保存・活用
事業

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

特別利用許可の制度があることが十分に周知
されていないためと思われる。

資料の形態が古文書・民具など多岐にわたり、
整理進捗状況について数値化することが困難
であるため、数値化が可能な資料特別利用許
可申請件数を指標とした。

R1正規職員
人件費

36件

非常勤
特別職

1.65 人

R1年度に改善した点

劣化が進んでいた昭和39・45年撮影の航
空写真65枚を、令和元年度単年度事業と
してデジタルデータ化した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

資料を活用することで郷土の歴史や文化
を広く知っていただくため、特別利用制度
の周知を図る。
また、郷土の歴史や文化を伝える資源とし
て資料を収集し、活用できるよう整理を進
めるとともに、資料の劣化や亡失を防ぐ手
立てを考えていく。

R1実績

R1年度に改善した点

特別利用許可申請件数は、ここ数
年30件台で推移しており、令和元
年度においても30件の利用であっ
た。
資料の活用については、資料保存
に配慮しながら対応する必要があ
るが、写真等のデジタルデータは、
資料を傷めることなく提供できるの
で、郷土の歴史や文化の学習等に
役立ててもらうよう、制度の周知・
活用を図っていく。

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

資料特別利用許可申請件数
※特別利用とは資料の貸出や、出版物等への
掲載、展示、放映などの特別な利用のこと

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①確認調査面積

②発掘調査面積

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

北秋津・上安松土地区画整理組合と合意した
確認調査（試掘）、及び記録保存のための発掘
調査面積

H30年度目標 H30実績

11,176千円

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

発掘調査については、事前の確認
調査で把握していたよりも多くの遺
構が検出されるなどしたため、予定
していた期間内に調査することが
できなかったが、年度内には調査
を終えることができた。
確認調査は、確認調査（試掘）がで
きない箇所以外の可能な箇所は全
て予定通り調査することができた。

0.10 人

22,822㎡ 19,001.49㎡

地権者の同意が得られないなどの理由により、
調査が実施できなかった箇所があった。
なお、地権者の同意が得られた箇所の確認調
査（試掘）、及び発掘調査については全て実施
済である。

11,214千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

１１．住み続
けられるまち

づくりを

4,987千円 臨時職員

18,464千円

平成30年度は調査の際に熱中症による体
調悪化を訴える作業員が多かったため、
休憩回数を増やして対応したところ、体調
が悪化した作業員はほとんどいなかった。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

21,189千円

R1実績

11,705㎡ 9,470.74㎡

R2年度目標

R元年度目標

9,010㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

12.00 人

①7,296.74㎡

②2,174㎡

他の区画整理事業等と調査期間が重複
し、調査担当者の業務配置が課題であ
る。調査期間をずらすなど調整を進めつ
つ調査を進める。
今後、熱中症や感染症対策が作業の遅
延に繋がる可能性があるが、事業者と協
議しながら進める。

根拠法令

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

R1その他職員
従事割合

0.60 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容

R1予算現額

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

8,380千円 臨時職員

H30決算額

4,469千円

R1正規職員
人件費

12.00 人平成29年度～

北秋津・上安松土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護す
るために、公衆用道路等の確認調査（試掘）、及び記録保存のた
めの発掘調査を行う。
①公衆用道路等の確認調査（試掘）を行い、遺構・遺物の有無を
確認する。
②確認調査（試掘）で検出された遺構の記録保存のための発掘
調査を行う。
③発掘調査で出土した遺物、遺構の記録を整理し、報告書を刊
行する。

1.00 人
非常勤
特別職

0.10 人

期間

北秋津・上安松土
地区画整理事業
地内埋蔵文化財
調査事業

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間 0.35 人

根拠法令

H30正規職員
人件費

R1目標値が未達成の理由・分析

R1決算額（見込み）

31,507㎡

確認調査（試掘）面積と記録保存のための発掘
調査面積

若松町土地区画整理組合設立準備会（令和２
年度以降は若松町土地区画整理組合）と合意
した確認調査（試掘）、及び記録保存のための
発掘調査面積

組合設立準備会との協議を重ね、土地所
有者への理解などを得ることでスムーズ
な調査を実施できた。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R元年度目標 R1実績

2,320千円

4.20 人

①6,693㎡

②0㎡

7,935㎡

①確認調査面積

②発掘調査面積

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,057千円

若松町遺跡群発
掘調査事業

文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保
護条例

2,755千円

事業の目的及び具体的な内容

2,095千円

他の区画整理事業や民間開発と調査期
間が重複し、調査担当者の配置が課題と
なった。調査時期を調整するなど柔軟に
対応し調査を進める。

4.20 人 3,500㎡

6,693㎡

臨時職員

R2年度目標

事業者と合意した確認調査（試掘）
箇所は予定通り調査を完了するこ
とができた。

調査箇所の状況により、事業者側の事由により
未調査になった箇所があった。なお、実施可能
な確認調査（試掘）については全て実施済で、
発掘調査については平成30年度に、記録保存
のための発掘調査を行う遺構・遺物が検出され
ていなかったことから実施しなかった。

H30実績

平成30年度～

若松町土地区画整理事業地内の埋蔵文化財を保護するため
に、公衆用道路等の確認調査（試掘）、及び記録保存のための
発掘調査を行う。
①公衆用道路等の確認調査（試掘）を行い、遺構・遺物の有無を
確認する。
②確認調査（試掘）で検出された遺構の記録保存のための発掘
調査を行う。
③発掘調査で出土した遺物、遺構の記録を整理し、報告書を刊
行する。

0.25 人
非常勤
特別職

31,507㎡

臨時職員

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

2,909千円

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

文化財調査は、文化遺産保
全及び文化的多様性の維
持に貢献している

４．質の高い
教育をみんな

に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

文化財調査は、文化遺産保
全及び文化的多様性の維
持に貢献している

どのように貢献したか

郷土資料を収集、整理して
保存し、活用できる環境を整
えることで、市民の学習に役
立てることができる。

４．質の高い
教育をみんな

に



事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

投入コスト
会
計

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

生涯学習推進センター　酒井 忠夫

期間 1.12 人
非常勤
特別職

1.35 人 R2年度目標

所沢市の歴史や自然、文化などの資料の収集、保存、調
査、研究を進め、常設展示や企画展示、講座、体験学習
会などを通じて研究成果を紹介し、郷土への愛着を深める
ための事業を展開する。

6,000人

6,000人

6,000人

12,989千円

社会教育法、博物館法、文化財保護法 8,071千円 7,260千円

事業の目的及び具体的な内容

R1その他職員
従事割合

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者の
延べ人数。

0.00 人

H30年度目標

R1決算額（見込み）

0.00 人

H30実績

1.70 人

R1実績

1.55 人

R1正規職員
人件費

①参加・利用者数

②企画事業開催数

③事業に協力した市民学
芸員の延べ人数

臨時職員

臨時職員

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,077千円 7,526千円

根拠法令

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｃ

H30その他職員
従事割合

①4,126人

②4件

③855人

R元年度目標

6,091人

4,126人

市民学芸員（ボランティア）の協力
により、企画展示や小学生の体験
学習などの事業を実施することが
できた。しかしながら、令和元年度
単年度事業で実施した資料整理事
業等の影響で、企画事業の開催数
が例年より少なかったこともあり、
目標を達成することができなかっ
た。今後、ふるさと研究活動に参加
する市民の裾野を広げられるよう
な事業の企画に努めていく。

R1年度に改善した点

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的の
ひとつであるため、参加者・利用者数を指標と
した。

社会科副読本活用研修会に出席して、小
学校教諭に「昔のくらし」の体験学習をPR
したことにより、体験学習の申し込み校が
1校から4校に増加した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

より多くの市民にふるさと研究活動への興
味をもっていただき、各事業への参加を促
すため、企画展示や体験学習会、講座の
内容をさらに充実させるとともに、事業の
周知に努めていく。

R1目標値が未達成の理由・分析

旧庁舎保管資料運搬事業などの資料整理事業
を令和元年度の単年度事業として進めた関係
で、例年より企画事業の開催数が少なくなった
ため。

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

H7～ 9,309千円

ふるさと研究活動
事業

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H6～ 3,075千円 臨時職員 0.00 人 600人

期間 0.37 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

5,447千円 臨時職員 0.00 人

①379人

②50人

③52冊

R元年度目標 R1実績

三ヶ島葭子を多くの市民へ周知していくこ
とが課題である。市民ボランティアによる
展示解説、講演会、文学散歩等の実施方
法を再検討し、さらなる周知を図っていく。

R1正規職員
人件費

重要

R1目標値が未達成の理由・分析

郷土出身の歌人・三ヶ島葭子を広く伝え、市民が先人への
理解を深めるとともに、ふるさと所沢を愛する心を育てるこ
とを目的とし、講演会や文学散歩の開催、三ヶ島葭子資料
室だより「われもこう」の発行、市民ボランティアによる展示
解説会等を行う。

0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 600人

交通の便があまり良くないこともあり、来場者数
が伸び悩んだものと思われる。

600人 481人

三ヶ島葭子資料
室運営事業

R1決算額（見込み）

社会教育法、文化芸術基本法 192千円 122千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1その他職員
従事割合

法定受託＋附加 198千円 231千円

目標設定の考え方・根拠H30決算額

①資料室入場記名者数

②講演会等来場者数

③冊子販売数

Ｂ

前年度よりは数値が改善したが、
約80%の達成率にとどまった。
今後は事業内容の検討を行い、よ
り多くの市民に三ヶ島葭子を知って
いただけるよう努めていく。

R1年度に改善した点

利用者数（資料室、講演会等来場者数と冊子購
入者延べ人数）

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的として
いるため、利用者数（資料室、講演会等来場者
数と冊子購入者延べ人数）を指標とした。

・平成31年4月1日に「所沢市三ヶ島葭子
資料室ボランティア活動実施要綱」を制定
し、ボランティアの公募を開始した。
・子ども向けの三ヶ島葭子リーフレットを作
成した。
・「翔びたつひろば」令和2年2月号に、三ヶ
島葭子を紹介するコラムを掲載した。

H30年度目標

228人

H30実績

指標名

生涯
学習
推進
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

自治事務 法定受託事務

４．質の高い
教育をみんな

に

どのように貢献したか

郷土の歌人・三ヶ島葭子資
料室を運営することで、市民
に学習機会を提供してい
る。

どのように貢献したか

展示事業や講座を実施する
ことで、市民に学習機会を
提供している。

４．質の高い
教育をみんな

に



項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸31,253千円

3.76 人
非常勤
特別職

0.00 人

第６章　自然と調和する住みよいまち  第１節　土地利用

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

30,084千円 臨時職員 0.00 人

①53回

②831人

R元年度目標 R1実績

臨時職員

都市計画変更及び土地区画整理事業認
可等の手続きを滞りなく進めるため、県を
はじめ関係機関との協議を行うとともに、
地権者及び近隣住民へ丁寧に説明し理
解を図る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

土地利用転換は、都市計画、農地、環境等の
関連分野について関係機関等の協議を継続的
に進める中、長期的な取り組みが必要である。
各年度の活動は、その時点で必要な協議を着
実に進めることが中心となる。

0.00 人 3地区

R2年度目標

9地区 0地区

9地区 1地区

都市計画法 127,524千円 115,655千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 203,646千円 ・旧暫定逆線引き地区で市街化区域
編入をめざす2地区のうち、若松町地
区は令和2年3月に市街化区域へ編入
し、下安松東地区は設立準備会により
区画整理等の実施に向けて具体的な
調査を行った。
・旧暫定逆線引き地区で用途地域の
廃止をめざす北中、上山口、牛沼地区
については、令和2年度中の廃止に向
けて、説明会を開催した。
・土地利用転換推進エリアのうち、産
業系土地利用転換を目指す三ケ島工
業団地周辺地区について、設立準備
会により区画整理等の実施に向けて
具体的な調査を行った。

R1年度に改善した点

①各地区で開催・出席した説
明会、勉強会、役員会、総会
の合計数（地元主催も含む）

②上記説明会等への参加者
数

土地利用転換を図る地区数
・旧暫定逆線引き地区　6地区
（若松町、下安松東、下安松中央、北中、上山口、牛沼）

・土地利用推進エリア　3地区
（三ケ島工業団地、所沢インター、松郷工業団地）

・旧暫定逆線引き地区は、土地区画整理事業の実施
もしくは用途地域の廃止により解消することを指標と
する。
・土地利用転換推進エリアは、土地区画整理事業等
の実施により土地利用が可能となったことをもって指
標とする。

組合土地区画整理事業に対する補助金
について、新たに要綱を施行したことによ
り、補助金の上限額を事業費の100分の
20から100分の15に変更した。

178,951千円

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

市域を総合的に捉え、都市機能の無秩序な拡散防止と
自然環境との調和に配慮しながら、定住人口や交流人
口の増加、地域の活性化を図るため、計画的かつ適正
な土地利用の転換をめざすものである。

3.59 人
非常勤
特別職

0.00 人

実施計画ランク 事業の種別

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

H30決算額 指標名

一
般

H30予算現額

最優先

土地利用転換推進
事業

期間

Ｈ29～Ｒ20

市街
地整
備課

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

都市
計画
課

優先

景観まちづくり推進
事業

期間

H23年度～

評価
理由

現状の課題

実施計画ランク

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

非常勤
特別職

具体的な内容
・景観まちづくりに取り組む景観市民活動クラブが、円滑に活
動できるよう情報の発信、場の提供や代表者会議の開催など
を行う。
・市民から「景観資源候補」を募集し、所沢らしい良好な景観
の形成に資するものを「とことこ景観資源」として指定し、公表
する。
・所沢市景観審議会が選定した「とことこ景観賞候補」を「とこ
とこ景観賞」として表彰する。
目的
所沢らしい良好な景観の形成を推進する。 2020.50 人臨時職員13,465千円

引き続き他市の取組みを研究するととも
に、今後も景観審議会で議論の場を設
け、施策体系を見直していく。

H30決算額H30予算現額 指標名

R元年度目標

①9

②194

③140

R1実績0.50 人

1.62 人

194

非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

景観市民活動クラブ登録団体数、
とことこ景観資源指定数、とことこ
ガーデン指定件数はいずれも横ば
いとなっており、景観施策の効果を
検証する必要がある。個々の取組
みが「景観」「街並み」といった広が
りとして認識されるような取組みが
必要である。1.43 人

199
R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1目標値が未達成の理由・分析H30実績H30年度目標
H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的

事業の種別

2,011千円所沢市ひと・まち・みどりの景観条例、景観法

R1決算額（見込み）R1予算現額根拠法令

1,851千円

法定受託＋附加

一
般

11,983千円

法定受託事務自治事務

R1年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

所沢市景観審議会を開催し、今後の景観
施策のあり方について意見交換を行な
い、景観施策の方向性を議論した。

平成30年度までは第5次総合計画における市民意識調査
「都市景観や街並みの満足度」を目標設定していたが、令和
元年度以降は評価指標を第6次総合計画における6-1-2「と
ことこ景観資源の指定件数」に変更した。景観資源の登録数
を増やすことで、市民に周知できる良好な景観資源が増加す
るため、間接的に景観に係る興味や満足度を上げることに繋
がる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

景観資源の登録・指定は、登録の要件の精査
や所有者の承諾が必要である。登録申請は一
定数されているものの、手続きに時間を要し予
定どおり指定を進めることができなかったため。

65.9%66.9%

平成30年まで：第5次総合計画
市民意識調査での都市景観や街並みの満足度
令和元年度より：第6次総合計画6-1-2
とことこ景観資源の指定件数

①景観市民活動クラブの登録団体数

②とことこ景観資源の指定件数

③とことこガーデンの指定件数

1,829千円2,190千円

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

景観施策を推進すること
で、市民が住み続けたいと
思える街並み形成や居心地
の良さに寄与した

どのように貢献したか

安全・安心な街づくりに向け
て、若松町地区において建
築物の敷地面積の最低限
度や壁面の位置の制限等
を地区計画に定めた。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

８．働きがい
も経済成長も



項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸

８．働きがい
も経済成長も

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

第６章　自然と調和する住みよいまち  第２節　市街地整備

R元年度目標 R1実績

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業に対して、事業化
に向けた事前協議・調整を行うとともに、既に事業化さ
れている事業に対しての進捗状況の共有化を図るもの
である。
また、新たな所沢ブランドの創出とまちの活性化につな
がるように、様々な視点からの意見交換を行うことを目
的として、必要な時期に所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会を開催する。

0.05 人
非常勤
特別職

期間 0.04 人
非常勤
特別職

0.00 人

開催なし

2回開催H21～ 332千円 臨時職員 0.00 人

R2年度目標

0.00 人 1回開催 1回開催

419千円 臨時職員 0.00 人

①なし

②

③

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1回開催

①所沢駅周辺まちづくり連絡
協議会の開催

②

③

所沢駅周辺まちづくり連絡協議会の開催状況根拠法令

0千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 2千円

R1年度に改善した点

所沢駅周辺まちづくりに係る重点事業の進捗状
況や歩行者ネットワークの形成等について、協
議会を開催し、協議・調整を行うものであること
から、協議会の開催回数を指標とする。 特になし

協議会の開催が無かったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

今後本格化する歩行者ネットワークや駅
前広場整備について、市で検討し、連絡
協議会において意見を求める。また、街づ
くりの進捗状況を共有し、商業部会も含め
て連携関係を図る。

H30決算額 指標名

所沢駅周辺まちづく
り推進調整事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

所沢駅周辺まちづくりの重点事業
に対して、今後も引き続き協議・調
整を行うものである。令和元年度
は所沢駅周辺まちづくり連絡協議
会の開催が無く、目標値は未達成
であったが、令和2年度は、事業の
進捗状況に合わせて開催する。ま
た、商業団体等の連携について
は、商業部会（商業観光課が事務
局）により対応するものである。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

― 5千円

5,403千円 臨時職員 0.00 人 用地取得(1件)

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1その他職員
従事割合

用地取得(2件) 用地取得(2件)

期間 0.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H26～R4

非常勤
特別職

0.00 人 用地取得(2件) 用地取得(1件)

3,352千円 臨時職員 0.00 人

①土地鑑定評価の時点修正及び
物件調査の再積算の結果に基づ
き、権利者との交渉を進めた。
②用地取得契約2件を締結（土地
開発公社対応）・平成30年度公社
取得用地1件を買戻し

R元年度目標 R1実績

①権利者交渉

②用地取得

ファルマン通り交差点改良整備に向けた進捗状
況

71,180千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,937千円 1,877千円

R1年度に改善した点

ファルマン通り交差点改良整備までに必要とな
る各段階の手続きや事業の進捗状況を指標と
する。 特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和2年度に用地取得を予定している権
利者については、現在、夫婦で呉服店を
営んでいる。二人とも高齢であることから
今後、お店を移転して続けていくか、お店
を止めてしまうか、迷われている状況であ
る。今後も引き続き用地取得に向けて、よ
り丁寧な交渉を行っていく必要がある。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

ファルマン通り交差
点改良事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度の目標値については、
対象地の権利者の方に事業に対
して前向きに検討していただき、土
地開発公社対応により2件の用地
を取得することができた。令和2年
度については、1件の用地取得契
約が必要となるが、今後もより丁
寧な交渉を行っていく。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

都市計画法、道路法、所沢市街づくり条例等

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

71,782千円

広域避難場所である所沢航空記念公園へ向かう重要
な中継地点であるファルマン通り交差点は、交通渋滞
や安全性の面で多くの課題を抱えている。所沢東町地
区第一種市街地再開発事業で整備する都市計画道路
中央通り線（県道久米所沢線区間）の整備時期に合わ
せて、交差点改良の整備を行い、交差点処理能力と安
全性の向上を図るものである。

0.40 人

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H17～ 15,377千円 臨時職員 0.00 人
施設建築物29階躯体
建ち上がりまで完成

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

15,503千円 臨時職員 0.00 人

①東町再開発
R1.6　事業計画（第2回）変更
認可
R2.3　施設建築物11階躯体建
ち上がり完成
②骨格道路
権利者と交渉を行った

R元年度目標 R1実績 現在行われている施設建築物建築工事
の完成時期は令和3年11月であるが、働
き方改革等の影響により完成時期の遅延
が懸念される。
また、今後行われる公共施設整備（道路）
工事について、歩行者・車両の交通量が
特に多い区域なので工事に向けての関係
機関・部署との十分な協議や調整が必要
となる。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

東町及び日吉町の一部を区域とする日東地区につい
て、所沢駅近接の商業地という地区の特性を踏まえ、
民間活力により都市基盤の整備と街区の再編を一体的
に図る事業を支援・誘導するとともに、安全で快適な都
市環境への改善及び計画的な土地利用を誘導する街
づくりを進めるものである。

1.85 人
非常勤
特別職

0.00 人
施設建築物建築工事
着工

施設建築物建築工
事着工

施設建築物11階躯体
建ち上がりまで完成

1.85 人

1,198,759千円 1,134,648千円

①東町再開発
施設建築物の建築工事及び
工事監理に対する補助金等を
交付し、再開発組合に助言・
支援等を行う。
②骨格道路…権利者交渉

指標名

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

所沢東町地区市街地再開発事業
については、平成30年度に既存建
物解体工事や市道の付替え工事
も完了し、既に供用も開始されて
いる。平成31年1月からは施設建
築物建築工事に着手しており、令
和3年11月の完成を目指している。
また、公共施設整備（道路）工事に
ついても工事着工に向けて関係機
関・部署との協議・調整を進めてい
る。今後も再開発組合に対して事
業の推進に必要な助言・指導及び
支援を行う。

R1年度に改善した点

再開発事業の進捗状況
施設建築物建築工事及び公共施設（道路）整
備工事の進捗状況を指標とする。

令和元年度の国費について、当初の内定
額に加え、国費の補正予算を受け入れ、
令和元年度分の全ての補助対象事業及
び令和2年度分の一部の補助対象事業を
前倒しし、事業を進めた。

H30年度目標

目標達成済
施設建築物11階躯体
建ち上がりまで完成

H30予算現額

日東地区まちづくり
事業

根拠法令 R1予算現額

都市計画法、土地区画整理法、都市再開発法、
所沢市街づくり条例等

H30決算額

R1決算額（見込み）

677,817千円 233,647千円

事業の具体的な内容及び目的
市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

ファルマン通り交差点の改
良により交通の安全性が向
上し、道路交通事故等の発
生が減少する。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

所沢東町地区市街地再開
発事業の施行に伴い整備
する都市計画道路の歩道
状空間を活用し、商業や文
化の振興を進める。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長も

所沢駅西口土地区画整理
事業及び所沢駅西口北街
区市街地再開発事業、所沢
東町地区市街地再開発事
業の施行において、商業・
業務施設の整備や歩行者
ネットワークの形成の検討
を行うことにより、雇用創出
や経済の活性化、地方の文
化振興・産品販促につなが
る。



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参
工藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

所沢駅西口区画整理担当参
工藤　順一

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田実幸S59～R8 22,858千円 臨時職員 0.00 人
西側…公共施設工事施工
東側…基本設計等作成

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

西側…仮換地指定
　　　　 都市計画の変更
東側…基本設計等作成

西側…仮換地指定
　　　　 都市計画の変更
東側…地区界測量等の実
施

期間 2.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

所沢駅近接地区にふさわしい街づくりを目指し、立地環
境や関係権利者の意向を踏まえながら、土地区画整理
事業を基本に公共施設の整備・改善を図るとともに、既
存のまとまりのある貴重なみどりの保全に配慮しつつ、
防災面や住環境の向上を図り、安心・安全に生活でき
る街づくりを行うものである。

3.15 人
非常勤
特別職

0.00 人
西側…都市計画変更
東側…準備組合結成

西側…実績なし（次年度
へ）
東側…準備組合結成

26,397千円 臨時職員 0.00 人

西側地区
①令和元年10月　仮換地指定実施
　 調査設計業務等実施
②令和2年3月　都市計画変更(用途
地域・防火地域及び準防火地域、地
区計画)
東側地区
①権利調査・地区界測量業務等実
施

西側地区
①埋蔵文化財発掘調査・仮換地指定
業務・測量業務等に対する補助金を交
付し、土地区画整理組合に助言・支援
等を行う。
②用途地域・地区計画等の都市計画
の変更手続きを行う。
東側地区
①事業区域の確定に必要となる権利
調査・地区界測量等の業務に他する
補助金を交付し、準備組合に助言・支
援等を行う。

西側…土地区画整理事業の推進状況
東側…市街化編入及び組合設立認可に向けた
各種手続きや事業の進捗状況

85,915千円 83,713千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 210,917千円 205,269千円

西側地区…土地区画整理事業の進捗状況を指
標とする。
東側地区…目標とする街づくりの実現に向けて
事業の進捗状況を指標とする。

従来より検討を進めてきた国費の投入につい
ては、当該事業が組合施行の「業務代行方
式」を採用し、早期の事業完了を目指している
ことから、困難であると判断した。
また、市の補助金については、所沢市土地区
画整理助成規則に係る補助率等の見直しを行
い、要綱として改正を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

西側地区・・・令和2年度より公共施設整備工
事や移転補償が本格的に始動することから、
市費（補助金）や保留地処分金など、歳入の確
保が重要となってくる。
東側地区・・・組合設立認可に必要となる本同
意取得に向けて、高い減歩率で90％を超える
同意が得られるか。また、市からの助成金頼
みの高い事業費で、事業として成立するのか
を検討する必要がある。

R1目標値が未達成の理由・分析

西側地区…仮換地指定後からの調整池整備工
事を予定していたが、補償物件の移転の遅れ
から必要な工事期間が取れないことから、工事
着手を令和2年度に送ったため。
東側地区…準備組合との協議を重ねるととも
に、埼玉県からの助言を受け、土地区画整理組
合認可の目標年度を令和5年度としたため。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

西側地区の北秋津・上安松土地区
画整理事業については、令和元年
度に事業計画の変更を行い、10月
に仮換地指定を行った。令和2年
度は、区画道路の整備や調整池
整備工事等に着手する予定であ
り、引き続き土地区画整理組合に
対して事業の推進に必要な助言・
指導及び支援を行う。
また、東側地区については、令和5
年度の市街化区域編入及び組合
設立認可に向けて、土地区画整理
準備組合に対して助言・指導及び
支援を行っていく。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

R元年度目標 R1実績

市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

北秋津・上安松地
区まちづくり事業

根拠法令 R1予算現額

都市計画法、土地区画整理法、所沢市街づくり条例等

期間 8.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成28年度～令和7年度 66,496千円 臨時職員

62,850千円 臨時職員

①安全対策工事、下水管布
設工事、道路新設工事

②

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.11ha

0.27ha

①工事

②

③

所沢駅西口土地区
画整理事業

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口北街区第一種市街地再開
発事業と一体的施行により行う所沢駅西口土地区画整
理事業の完了を目指す。

7.50 人
非常勤
特別職

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,862,797千円 1,169,889千円
土地区画整理事業の目的として、都市基盤整
備、宅地整備によるにぎわいの創出、良好な住
宅市街地の整備を行うことから、土地区画整理
事業全体の整備状況を目標値とした。

所属長を含めたグループリーダー会議を
定期的に行うことで業務の課題を明確に
し、事業の進捗を適切に管理した。

H30年度目標

0.10ha

工事の進捗状況と権利者の移転時期との調整
に時間を要したことや、権利者の生活の状況に
応じて都度移転の予定を変更しながら進めてい
ることから、整備面積が目標に達しなかった。

0.15ha

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

0.30ha

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

引き続き移転予定の権利者とは協
議を進めており、事業完了に向け
て順調に進んでいる。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

1,225,167千円

今後も権利者が円滑に移転できるよう、
丁寧な説明を行い、早期合意形成を図っ
ていく。

土地区画整理事業により市街地が整備された面
積

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

都市計画法、土地区画整理法、所沢都市計画事業所
沢駅西口土地区画整理事業施行に関する条例

1,550,109千円

期間 4.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成13年度～ 33,248千円

①既存建物解体、施設建築
工事

②

③

R元年度目標

引き続き両事業のスケジュールを調整す
るとともに、令和２年度は市街地再開発事
業における国費要望の最終年度となるこ
とから、内示額が満額となるよう要望して
いく。

臨時職員 100.00%

Ａ

R1正規職員
人件費

77.25%

29,330千円 臨時職員 R1実績

R1決算額（見込み）

自治事務

H30実績

　西武鉄道車両工場跡地を含む当地区は、市の表玄関
にふさわしい計画的な土地利用を推進し、都市基盤の
整備による都市防災性の向上や良好な住環境への改
善を図るため、所沢駅西口土地区画整理事業と一体的
施行により行う所沢駅西口北街区第一種市街地再開
発事業の完了を目指すとともに、鉄道を立体交差する
所沢駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊性
を高める歩行者ネットワークの構築を目指す。

3.50 人
非常勤
特別職

37.49% 20.92%

R1その他職員
従事割合

2,335,087千円 2,229,884千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

都市計画法、都市再開発法、所沢市街づくり条例

法定受託事務 法定受託＋附加 870,176千円 866,743千円

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 目標設定の考え方・根拠指標名

工事は順調に進んでおり、事業完
了に向け、適切に進捗管理を行っ
ている。

R1年度に改善した点

①工事

②

③

市街地再開発事業の総事業費に対する事業費
実績

区画整理事業で行う敷地外周の道路整
備等と市街地再開発事業外構工事等との
工事スケジュールを調整し、両事業の作
業効率の向上を図った。

最終的には、市街地再開発事業をはじめ、所沢
駅ふれあい通り線の整備や所沢駅周辺の回遊
性の確保等が目標であるが、それぞれの事業
完了までには時間を要することから、当面は市
街地再開発事業の総事業費に対する事業費実
績を当面の成果指標とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

国庫補助金の交付額が要望より少なかったこと
から、目標値に達しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

90.89%

所沢
駅西
口区
画整
理事
務所

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢駅西口地区ま
ちづくり事業

最優先

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

所沢駅周辺の計画的な土
地利用の推進と居住環境の
改善を図る。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

事業地区内における公共用
地の割合を、事業施行前の
9.25％から35.86％まで整備
する。

８．働きがい
も経済成長も

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

北秋津・上安松土地区画整
理事業において既存のみど
りの保全に配慮しつつ都市
基盤の整備を行うことによ
り、緑地の生態系の保全に
つながるとともに、緑地が
「トトロのふるさと」として観
光業の促進につながる。



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

現状の課題

成果

成果指標

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

参事兼狭山ケ丘区画整理事務所
長　新井　信二

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　髙野　淳

R2年度目標

具体的な内容
・地区計画、街づくり協定区域内の建築行為に対する
届出事務
・地区計画、街づくり協定の策定を目指している地区に
対する制度の説明会、住民検討会等への支援等の実
施
・街づくり条例や都市計画法に基づく決定までの手続き
目的
住民発意による地区計画や街づくり協定を活用した地
区の街づくりを推進する。

23

24

24
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

Ｓ60年度～ 13,465千円 臨時職員 0.50 人

1.62 人
非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

13,073千円 臨時職員 0.50 人

①134

②1

③3

R元年度目標 R1実績

令和２年度の新規地区計画策定予定は
ないが、令和３年度以降は三ケ島工業団
地地区、フラワーヒル地区などの地区計
画指定に向けた取り組みを進める。

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

1.56 人
非常勤
特別職

23

目標達成済24

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

都市計画法、所沢市街づくり条例、所沢市街づくりアド
バイザー派遣等に関する要綱

2,314千円 2,164千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,028千円 1,020千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

市街化区域編入に合わせた地区
計画策定が必要であった若松町
地区は、地元に丁寧な説明を行
なったことで地区計画を策定するこ
とができた。

R1年度に改善した点

①地区計画届出件数

②新規の地区計画等策定地
区

③地区計画制度等の説明会
や出前講座等の実施開催日
数

地区計画等の策定地区数
（街づくり協定による地区を含む）

地区の特性を活かした街づくりが進むことにな
るため、住民発意や区画整理等の市の施策に
より地区計画等が策定された地区数を指標とす
る。

住民発意の地区計画の策定に向けて、各
街づくり協議会と協議を進めるとともに土
地区画整理事業予定地区との調整を図っ
た。

H30年度目標 H30実績都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

地区計画推進事業

根拠法令 R1予算現額

期間

期間 4.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S62～R3 33,248千円 臨時職員 0.00 人

R元年度目標 R1実績

地権者との補償交渉を継続して行ってい
る状況であるが、今後は補償契約及び移
転をお願いし、その後下水道や道路等の
工事を施工し、事業の進捗を図っていく。
また、仮換地指定をしていない地権者つ
いては、理解を得ながら仮換地指定を
行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

30ha 29ha

30ha

事業完了までの長期にわたる事業
計画に基づき、事業を施行してい
るため。

R1年度に改善した点

住環境の改善を図るため、道路、公園施設等の公共施
設を計画的に整備し、良好な住宅地を供給するととも
に、災害に強い街づくりの形成を図ることを目的として
いる。事業地内の地権者から減歩により土地を拠出し
ていただき、その土地を公共用地（道路、公園等）及び
保留地に充てる。保留地については売却し、その売却
収益を事業費に充当し、事業資金とする。その他の事
業資金については、国庫補助金、起債、市費（繰入金）
等により事業費を確保し事業を推進する。事業完了後
は、道路59,729㎡（20.1％）、公園等10,005㎡（3.4％）で
全体の公共用地は69,734㎡（23.5％）となる。また、立体
交差道路（アンダーパス）の整備により、鉄道により分
断されている事業区域の一体化を図る。

4.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 30ha 29ha

33,520千円 臨時職員 0.00 人

①仮換地指定率96.4％

②

③

①土地区画整理事業の進捗
状況

②

③

土地区画整理事業の進捗により、良好な住宅地
が整備された面積

835,702千円 208,713千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 794,068千円 205,492千円
本事業の目的として、都市基盤整備、宅地整備
による良好な住宅市街地の整備を行うことか
ら、土地区画整理事業全体の整備状況（進捗
状況）を目標値とした。

令和元年度の事業として、地権者の仮換
地指定に伴う、画地確定測量委託の発注
をはじめ、土地区画整理審議会を開催し、
審議会の答申を得て、地権者3名が所有
する3画地・508㎡の仮換地指定を行った。

事業について理解が得られない地権者の仮換
地が未指定であるため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

どのように貢献したか

保留地を売却することによ
り、良好な住宅地の供給を
図ることができた。

R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額 H30決算額 指標名

狭山ケ丘土地区画
整理事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

土地区画整理法、都市計画法、所沢都市計画事業狭
山ヶ丘土地区画整理事業施行に関する条例

狭山
ケ丘
区画
整理
事務
所

実施計画ランク 事業の種別

特
別

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

新たな地区計画を策定する
ことで、良好な居住環境の
拡大に寄与した



項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

道水路境界の確定により、
適正な道水路の維持管理
と、民有地の土地利用の
促進を図った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞緩和
を図るために都市計画道
路の整備を行い、安心安
全な交通環境の提供に寄
与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

198,127千円

R1予算現額

最優先

事業の目的及び具体的な内容

SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

R1決算額（見込み）

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

現状の課題
評価
理由

成果

成果指標

194,910千円

H30決算額

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

北野下富線道路築
造事業

根拠法令

Ｂ

本路線は市街地を外郭する外環
状道路であるため、全線開通によ
り交通渋滞の緩和に大きく寄与す
る事業であることから重点的に整
備を進めている。
令和元年度は3工区の区間につい
て用地取得を進め、市道3-555号
線から北東へ延長360ｍについて
道路築造工事を行った。
また、県が整備を進めている都市
計画道路東京狭山線、都市計画
道路飯能所沢線と接続する路線で
あり、２路線は東京都の都市計画
道路と繋がる計画となっている。

R1年度に改善した点

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により交通量1割削減を達成する。）

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記
箇所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水
曜日(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時
30分～6時30分に測定する。

北野下富線（3工区）の舗装工事後の箇所
への立ち入り防止のため看板やバリケー
ドを設置して、取得用地の安全維持管理
を行った。また、道路工事発注時期の調
整を行うことで、工事発注の平準化に努
めた。

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

644,518千円 404,583千円道路法、都市計画法

①用地取得率

②工事着手率

③

R1正規職員
人件費

4.00 人 開通後1割削減

指標名H30決算額 目標設定の考え方・根拠

2,585台
未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も
継続的に用地取得と道路建設を進めていくこと
で、早期の供用開始、全線開通を目指すもので
ある。測定日R1.7.3、川越所沢線 朝)川越方面
382台、所沢方面291台、夕)川越方面329台、所
沢方面379台、市道3-5号線 朝)狭山方面309
台、所沢方面328台、夕)狭山方面245台、所沢
方面343台

開通後1割削減
R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人

2,606台

H6年度～ 44,885千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

33,520千円 臨時職員 0.00 人

①1工区84%、2工区100%
　 3工区98%、4工区  78%
②1工区  0%、2工区100%
　 3工区95%、4工区    0%
③

早期の全線開通を目指し、引き続き用地
取得と道路建設を進める。また、社会経
済状況や財政事情等に応じて、事業期間
や総事業費の見直しを行い、整備効果を
高めるものである。

開通後1割削減

期間 5.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成4年度の都市交通施設整備計画において市街地
全体を外郭する環状道路として位置付け、幹線道路の
環状型ネットワークを形成し、市内道路の交通渋滞緩
和を図るものである。
国道463号バイパス小手指ヶ原交差点から一般県道所
沢堀兼狭山線下富駿河台交差点までの延長5,500ｍ、
幅員18ｍの道路の整備を行うもので、早期の全線開通
を目指す。

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

【目的】　座標値をもった復元可能な道路図面を整備す
ることにより、生活道路の後退、拡幅、舗装工事、災害
時の復元など、道路整備に反映させる。
【内容】　国土調査が完了した区域において、都市基準
点を用いた道路の境界点測量を実施し、座標値をもっ
た道水路の確定図面を整備する。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額（見込み）

道路法・道路法施行規則・所沢市公共測量作業規程

非常勤
特別職

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

①単年度確定面積

②確定測量累計面積

国土調査完了区域における確定測量実施面積

国土調査完了区域において、座標値をもった道
路境界確定図の整備を早期に進めるため、確
定測量実施面積を指標とする。
目標値は、当該年度に行うべき確定測量の対
象面積。

現地状況や関係資料の事前調査を徹底
し、請負者と共に地権者への適切な状況
説明を行えるように努め、地権者立会い
の円滑化を図った。

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

国土調査完了区域において、座標
値をもった道路境界確定図の整備
が着実に進められている。

0.12k㎡0.12k㎡

R2年度目標

H30予算現額

道水路座標管理図
面作成事業

根拠法令

重要

指標名

3,078千円 2,156千円

H30実績

2,955千円 2,128千円

R1実績

近年は労務単価の上昇により、現状予算
額では測量できる範囲が以前より減少傾
向にあるため、作業の実施方法の見直し
が必要となる。

R1正規職員
人件費

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

0.55 人

0.06k㎡

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,609千円 臨時職員 0.00 人

①　　0.06k㎡

②　33.10k㎡

R元年度目標

目標達成済0.06k㎡

昭和53年度～ 4,572千円 臨時職員 0.00 人 0.10k㎡

R1その他職員
従事割合

0.55 人
非常勤
特別職

期間

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

道水路境界確定事
業

根拠法令 R1予算現額

道路法・道路法施行規則・所沢市道水路境界確認事務
取扱要綱

4,829千円 4,070千円

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

①　申請件数

②　境界確定件数

指標名H30決算額

Ａ

境界確認申請のうち90％以上の案
件において、道水路境界を確定す
ることができた。

R1年度に改善した点

申請により境界が確定した件数

境界確認申請に基づいて道水路境界の確定を
目指して関係地権者との立会や調整を図り、境
界を確定させることで適正な道水路境界確定図
の整備が進められるため、境界が確定した件数
とする。

境界確定が困難と想定される個所につい
ては、境界確定を円滑に進められるように
事前に測量業者と調整を密に行い、担当
職員が関係地権者に充分な説明を行える
よう努めた。

H30年度目標

目標達成済
１６０件

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,412千円 2,484千円

R元年度目標 R1実績【目的】　道水路境界を確定又は修正し、確定図を整備
することにより、適正な道水路の維持管理を図るととも
に、民有地の土地利用の促進を図る。
【内容】　関係地権者からの境界確認申請による調査・
立会い。道路境界の確認・同意、道路境界標の設置、
確定図の受理。

2.20 人
非常勤
特別職

１８０件

18,286千円 臨時職員 0.40 人昭和35年度～

１５５件

１９９件

１５０件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

18,436千円 臨時職員 0.40 人

①　　213件

②　　199件

R1その他職員
従事割合

期間 2.20 人
非常勤
特別職

R2年度目標

第６章　自然と調和する住みよいまち  第３節　道路

どのように貢献したか

計画的な道水路の確定図
面整備により道路整備工
事等に活かした。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫によ

り
貢献できた
項目(任意)

道水路境界については、境界確定に至る
には困難な事例も多々あるが、密な事前
調査を行うとともに、立会地権者への的確
な説明を行うよう努めていく。

R1正規職員
人件費



SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫によ

り
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

計画道路整備課長　村上　和雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　　加藤　孝雄

どのように貢献したか

歩道設置により、交通の安
全性改善を図り、持続可
能な道路利用を提供する

どのように貢献したか

狭隘道路の拡幅及び歩道
設置により、交通の安全性
改善を図り、持続可能な道
路利用を提供する

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市内道路の交通渋滞緩和
を図るために都市計画道
路の整備を行い、安心安
全な交通環境の提供に寄
与した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H30決算額 指標名

松葉道北岩岡線道
路築造事業

計画
道路
整備
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

R1正規職員
人件費

期間

目標設定の考え方・根拠

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

Ａ

本路線は新所沢跨道橋通りから市
道3-1124号線までの延長890ｍの
区間が開通している。
今後は、残りの未供用区間につい
て生活道路への通過交通の流入
を防ぎ、交通渋滞緩和と周辺住民
の安全確保のために重点的に整
備を進めて、北野下富線（1工区）
との同時開通を目指す。

R1年度に改善した点

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の同時
開通により交通渋滞の緩和を図るもので左記
箇所に観測点を設定して、年1回・7月の第1水
曜日(朝)午前7時30分～8時30分、(夕)午後5時
30分～6時30分に測定する。

北野下富線（1工区）と松葉道北岩岡線の
同時開通による交通の円滑化を目指し
て、関係機関との交通協議を行った。

未開通のため。
未整備区間の整備を推進するために、今後も
継続的に用地取得と道路建設を進めていくこと
で、早期の供用開始、全線開通を目指すもので
ある。測定日R1.7.3、川越所沢線 朝)川越方面
382台、所沢方面291台、夕)川越方面329台、所
沢方面379台、市道3-5号線 朝)狭山方面309
台、所沢方面328台、夕)狭山方面245台、所沢
方面343台

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

未供用区間である市道3-1124号線から北
野下富線までの延長526ｍの区間の舗装
工事・排水工事を実施する。また、北野下
富線（1工区）との同時開通を目指して、関
係機関との協議を継続して行う。

202,263千円 187,875千円

①用地取得率

②工事着手率

③

交通渋滞緩和
市道3-5号線、及び主要地方道川越所沢線（美
原町3-2944-2前）に観測点を設定。当該都市計
画道路開通により交通量1割削減を達成する。）

R1決算額（見込み）

道路法、都市計画法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

新所沢の市街地から狭山市内の主要地方道所沢狭山
線を結ぶ延長2,860ｍ、幅員16ｍの道路で、狭山市の都
市計画道路と接続することによる交通の利便性の向上
とともに、交通渋滞緩和と周辺住民の安心・安全確保を
図るものである。

2.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 開通後1割削減 2,585台

21,369千円 臨時職員 0.00 人

①100%

②100%（未供用区間526ｍ）

③

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

開通後1割削減 2,606台

開通後1割削減

1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H16年度～ 8,312千円 臨時職員 0.00 人

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

道路改良事業

根拠法令 R1予算現額

期間

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

R1年度に改善した点

①改良整備工事件数（路線
数）

②改良整備延長

③

単年度改良整備工事実施件数
予算配分に基づき、路線の優先順位を考慮し
て工事実施件数（目標）を決定する。

特になし

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 177,708千円 145,225千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

道路法、土地収用法、道路構造令 247,423千円 217,512千円

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

道路の拡幅や交差点の改良により安全性・利便性の確
保と渋滞の緩和を図る。
また歩行者の通行が多い道路については、歩道の設
置により、誰もが安心・安全に利用できる道路整備を行
う。

3.65 人
非常勤
特別職

0.00 人 3件 3件

3件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

30,587千円 臨時職員

①3路線

②347.9ｍ

③

R元年度目標 R1実績

道路改良事業については、整備を進める
路線数が多いため、優先整備計画に基づ
き整備路線を選定し進める。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

昭和25年～ 28,510千円 臨時職員 6件

3件 目標達成済

H30決算額 指標名

COOL JAPAN
FOREST周辺道路
整備事業

3.43 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1決算額（見込み）

193,738千円

事業の具体的な内容及び目的

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

最優先

道路法、河川法、土地収用法、道路構造令

根拠法令

平成28年～

205,819千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 147,194千円
①市道2-561号線・市道2-996
号線（交差点）用地取得

②市道2-572号線改良工事

③市道2-561号線・2-996号線
交差点改良工事

令和元年度
市道2-572号線改良工事
市道2-561号線・2-996号線交差点改良工事
令和2年度
市道2-561号線用地取得

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

Ｂ

市道2-561、2-996号線交差点改
良工事が用地取得の遅延により繰
越しとなったが、ところざわサクラタ
ウン開業前までに、完了させる。

R1年度に改善した点

ＣＯＯＬ　ＪＡＰＡＮ　ＦＯＲＥＳＴ構想事業の全体
像が流動的で、事業内容が確定できないため、
単年度取組目標とする。

特になし

市道2-561、2-996号線交差点改良工事におい
て、事業用地の取得に遅延が生じ、整備工事
が次年度繰越になった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市道2-561、2-996号線の用地取得に向
け、丁寧な用地交渉を進める。

R1目標値が未達成の理由・分析H30年度目標 H30実績

R1予算現額

号線 東川護岸工事　市道
2-561・996号線 用地測量・
詳細設計

2-572号線：70％
2-561、996号線：完了

9,637千円 臨時職員 0.00 人

①令和2年3月31日完了

②令和2年3月30日完成

③次年度へ繰越
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

号線2-996号線交差点改
良工事、市2-572号線道路
改良工事

2-572号線：工事完了
交差点：用地買収完了

市道2-561号線用地買収
交差点改良工事9,974千円

46,634千円

H30予算現額

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

臨時職員 0.00 人

期間 1.20 人

「COOL JAPAN FOREST」構想の拠点施設である「とこ
ろざわサクラタウン」を中心とした半径約500ｍ圏内の重
点推進エリアにおいて交通環境整備を行うことによっ
て、交通の円滑化を進めて行くものである。現在整備を
計画している路線は市道2-572号線、市道2-561号線及
び市道2-996号線の３路線である。

1.15 人 0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人

市道2-
561

市道2-
572



SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫によ

り
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路建設課長　　加藤　孝雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　村田孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

どのように貢献したか

歩行者と自転車との接触
事故の軽減を図った。
徒歩や自転車での移動促
進に寄与した。

リース対象とならなかった
蛍光灯や水銀灯のLED灯
を進めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

未舗装道路を舗装化する
ことにより、道路利用の安
全性改善を図り、持続可
能な道路利用を提供する

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

臨時職員

臨時職員

R1その他職員
従事割合

自転車レーン整備
事業

根拠法令

期間

R1正規職員
人件費

Ｂ

①　1111.3ｍ

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

R元年度目標 R1実績

1,032ｍ 1,815.7ｍ

①自転車レーン設置工事

10,824千円

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

R2年度目標

R1予算現額

1.00 人

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,202千円 14,202千円

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

事業の種別

一
般

H30予算現額

自転車レーン整備の実施延長（m）

R1目標値が未達成の理由・分析

0.65 人
非常勤
特別職

道路状況に応じて自転車レーンを整備し
た。

材料や労務単価の上昇により、当初予定してい
た延長を達成できなかった。

1,535ｍ 1,111.3ⅿ

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,570ｍ

自転車レーンの設置には、道路幅員があ
る程度確保されないと設置が難しいので
できるところから整備していく。

歩行者と自転車を分離することで
安全性を確保した。

歩行者、自転車の通行の安全性を確保するた
め、道路状況に応じた自転車レーンを整備する
ことが目的になっているため、その整備延長を
もって指標とする。

R1年度に改善した点

5,447千円
歩道内における歩行者と自転車の接触事故の軽減を
目的として歩行者と自転車の分離により、安全性を確
保するとともに地域のニーズに応じた自転車通行レー
ンを整備する。

事業の具体的な内容及び目的

Ｈ２９～ 8,312千円

事業の種別

一
般

道路
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

道路
維持
課

実施計画ランク

H30予算現額

139,552千円

【目的】歩行者、自転車及び車両の夜間交通の安全確
保及び円滑かつ快適な利用を図る。
【内容】
道路照明灯の新設・維持管理を行う。また、リース対象
の8,602灯についてはリース料を支払う。

0.50 人

R1正規職員
人件費

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 136,558千円

指標名

道路照明灯維持管
理事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

市管理の道路照明灯の修繕につ
いて、迅速な修繕により適正な維
持管理をすることができた。
道路照明灯LED化整備事業による
リース物件の道路照明灯の維持
管理については、リース事業者と
連携し効率的管理が行われた。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市照明灯設置基準

重要

R1年度に改善した点

目標値：想定される修繕灯数
実績：修繕実施灯数

老朽化した分電盤の建替えや、自立柱の
塗装を実施し、設備の長寿命化を進め
た。また・主要幹線道路の開通や交通量
の変化等に対応するよう管理路線の見直
しを行い、道路環境整備に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

歩行者、自転車及び自動車の夜間通行
の安全確保。円滑かつ快適な利用を図る
ため、道路照明灯の効率的な設置・維持
管理を行っていく。
また,非LED灯（デザイン灯等）のLED化を
進めていく。

目標達成済
（目標値は想定される修繕灯数であり、実際の
修繕灯数が目標値を下回っているが、修繕灯
数自体が少ないことが良いものと判断したた
め、目標達成済とした。）

R1目標値が未達成の理由・分析

135,439千円

①必要な修繕灯数

②修繕実施灯数

③電気料支払い灯数

修繕完了灯数

134,757千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

200件 128件

4,190千円 臨時職員

①　112灯

②　112灯

③　10,626灯

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

200灯 112灯

期間 0.70 人
非常勤
特別職

R2年度目標

昭和53年度～ 150灯

建設
総務
課

実施計画ランク

5,818千円 臨時職員

道路法、所沢市私道舗装要綱 9,300千円

7,123千円 0.00 人

昭和25年～ 4,405千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成している。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

5,317千円

施工時期の平準化を進めるため、ゼロ債
務負担行為による発注を考える。

舗装整備工事実施件数
予算配分に基づき、市民からの要望の申請順
に舗装路線数（目標工事件数）を決定する。

令和２年度からの市道の新設舗装進める
にあたり、一定の基準を設け優先順位を
付け進めるため、内規を策定した。また、
試行的に令和２年度から温暖化対策とし
て保水性舗装を行うこととした。

H30年度目標

市道1件・私道2件

目標達成済私道2件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

市道1件・私道2件

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,800千円 9,720千円

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

臨時職員

①市道舗装整備実施件数

②私道舗装整備実施件数

③

道路舗装事業

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

市民からの未舗装道路の舗装要望に基づき、ほこりや
騒音、水溜り等を防止し、生活道路としての機能的な整
備と良好な住環境の改善を図るため市道及び私道の
舗装整備を行うものである。

0.85 人
非常勤
特別職

0.00 人

①0件

②2件

③

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

私道2件

市道3件・私道2件

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人

期間 0.53 人

道路法、道路構造令、道路交通法、所沢市道路の構造
の技術的基準等を定める条例、所沢市移動円滑化の
ために必要な道路の構造に関する基準を定める条例

10,900千円



SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫によ

り
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

建設総務課長　田中　淳

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　村田孝之

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　村田孝之

どのように貢献したか

道路の保全と通行の安全
確保を行った。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

７．エネル
ギーをみん
なにそしてク

リーンに

補助金交付により地域の
防犯灯設置を促進し、住
みやすい住環境づくりに寄
与している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

建設
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市防犯灯補助要綱 44,290千円

43,575千円

H30決算額

自治事務

R1年度に改善した点

目標値：予算額
実 　績：補助金交付額

事前に新設要望調査を行うことで、公平
に設置している。また、前年度に補助金を
利用し増加した防犯灯の維持管理費補助
業務が適切に執行できた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

防犯灯LED化整備事業により、ほとんどの
防犯灯がLED灯となったが、デザイン灯や
増設については、補助金の活用を検討し
ている自治会・町内会等があるため、LED
化率100％を達成するために、予算の範
囲内で効率的な補助金の交付方法を検
討していく。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

防犯灯補助金については、各自治
会等からのLED化の要望が多く、
すべての要望に応えることはでき
なかったが、防犯灯LED化整備事
業と合わせて、LED化の促進を図
ることで、ほとんどの防犯灯をLED
灯にすることができ、安全なまちづ
くりに資することができた。

指標名

①新設費補助金
　　　　　　　　　補助額
　　　　　　　　　補助灯数
②維持管理費補助金
　　　　　　　　　補助額
　　　　　　　　　補助灯数
③リース防犯灯数

補助金交付額根拠法令

43,752千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

24,006千円 23,291千円

4,944千円 臨時職員
①補助額　3,125千円
　 補助灯数　131灯

②補助額　20,343千円
　 補助灯数　13,264灯

③7,068灯

R元年度目標 R1実績

24,006千円 23,468千円

24,006千円

R2年度目標

昭和53年度～ 6,650千円 臨時職員

【目的】夜間における道路上での犯罪被害の防止。
【内容】自治会等が設置、維持管理する防犯灯に対し
新設費（交換を含む）及び維持管理費の一部を助成す
ることにより防犯灯の設置が促され、防犯効果の増大
が図られるとともに、安全な都市空間を実現することに
なる。

R1その他職員
従事割合

防犯灯維持管理・
補助事業

R1予算現額 R1決算額（見込み）

期間 0.80 人
非常勤
特別職

優先 法定受託事務 法定受託＋附加 44,290千円

0.59 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

H30予算現額

街路樹管理事業

根拠法令 R1予算現額

106,900千円 106,737千円

105,000千円

指標名

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

Ｃ

大径木化したケヤキなどの街路樹
については、沿道住民からの要望
で強めに剪定を行うなどしている
ため、管理状態にバラツキがあ
る。また、樹木診断を実施し、倒木
の可能性がある街路樹については
伐採等を行い、事故防止に努め
る。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

道路の景観や道路交通の安全確保を目的とす
るため街路樹の剪定や除草実施延長を指標と
する。

前年度に引き続き、市職員が現場作業を
行うケースを増やすことで、業者に発注せ
ずに経費削減に努めた。
また、倒木や枯れ枝の落下による事故の
発生を防止するため、職員による目視で
の点検を行った。

厳しい財政状況ではあるが、要望の多い路線を
優先して実施しているため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

街路樹維持管理指針に沿った、維持管理
の計画を立てる。
街路樹診断、職員による目視での点検を
継続して行い、倒木事故を未然に防ぐ。

どのように貢献したか

都市景観の形成や防災の
機能を保ち、人のための
みち（空間）スポットオアシ
スを創出した

一
般

H30決算額

①高・中・低木剪定数

②除草

③樹木診断

街路樹剪定・除草実施延長（㎞）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基
準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な
道路の構造に関する基準を定める条例

104,979千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

57 34

31,425千円 臨時職員

①3,698本

②52,986㎡

③116本

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

34

R元年度目標

期間 2.95 人
非常勤
特別職

R2年度目標

幹線道路等の樹木剪定や植樹帯の除草を定期的に行
い、街路樹の目的や機能を十分発揮させることにより、
道路環境の整備はもとより良好な都市景観の形成と快
適な生活空間を創出する。

3.75 人
非常勤
特別職

Ｓ４９～

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

58

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

24,520千円 臨時職員

H30正規職員
人件費

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30決算額

老朽化した道路を修繕することが目的のため、
要望・通報件数に対して処理した件数の割合を
指標とする。

H30その他職員
従事割合

老朽化が進行した道路や、機能が低下した道路施設を
計画的に修繕し、道路利用者の安全を確保するととも
に、沿道の生活環境の改善を目指す。

11.05 人

H30実績

100%

R1目標値が未達成の理由・分析

621,428千円

事業の具体的な内容及び目的

R1正規職員
人件費

R1年度に改善した点指標名

修繕方法が個人では判断が難しい場合な
ど、現場の状況等をグループ内で話し合
い、より効果的かつ経済的となるよう工夫
を凝らしている。

97.9%

多様化・複雑化している要望が多くなり、解決に
いたるまで多くの時間を要する案件や財政状況
により年度内に完了できていない案件があるた
め。

Ａ

R1実績

市民からの通報や道路パトロール
により、道路の危険状況を把握し、
迅速に修繕を行うことにより、事故
防止に努める。

目標設定の考え方・根拠H30予算現額

道路施設維持管理
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基準等を定める条例、所沢市
移動円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例 654,481千円 653,919千円

621,189千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

92,599千円 臨時職員
①3,165件

②９路線　1367.6m

③路面　　11路線　23.9㎞
　枡　　　　75か所
　U字溝　　317m

R元年度目標

道路の老朽化及び市民要望ともに今後も
増加していく傾向にあるため、修繕や工事
の優先順位を定め計画的に実施していく
必要がある。

非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

100%

①要望・通報件数

②道路補修改修工事

③道路清掃

要望・通報に対する処理割合

98.1%

H30年度目標

Ｓ２５～ 93,510千円 臨時職員 100%

期間 11.25 人 R2年度目標



SDGsへの貢献
(最大3つ)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

現状の課題
評価
理由

成果

成果指標
事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫によ

り
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

道路維持課長　村田孝之

どのように貢献したか

安心安全に利用してもらう
ため、老朽化した橋梁等
の修繕工事を実施した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

道路
維持
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

R1正規職員
人件費

橋りょう長寿命化修
繕事業

指標名

123,241千円 82,111千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

根拠法令 R1決算額（見込み）

道路法、道路構造令、所沢市道路の構造の技術的基
準等を定める条例、所沢市移動円滑化のために必要な
道路の構造に関する基準を定める条例

優先

R1年度に改善した点

修繕した橋りょう数
橋りょうの安全確保を目的とするため、点検に
より補修等が必要な橋りょうの修繕工事数を指
標とする。

平成26年7月の道路法等の改正により、
計画の対象橋梁が35橋から184橋となり、
Ｈ30年度で市管理橋梁すべての定期点検
（1巡目）が終了したことから、「所沢市橋
りょう長寿命化修繕計画」の見直しを行っ
た。また、鉄道協議で懸案となっていた小
手指陸橋のボルトキャップ設置工事につ
いても実施した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

R元年度目標 R1実績

R1年度に見直しを行った「所沢市橋りょう
長寿命化修繕計画」に基づき、予防保全
の観点から計画的な点検、診断、修繕を
実施することで、ライフサイクルコストの縮
減を図っていく。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 151,000千円 128,941千円

①橋りょう修繕

②橋りょう長寿命化修繕計画

③管理者協議（河川・鉄道）

建設から長い年月が経過した橋りょうの老朽化に対し、
定期的な点検を実施し、その結果から補修等を行うとと
もに耐震性の向上を図ることで更なる安全性を確保す
る。
所沢市橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、修繕を計
画的に進めることで橋りょうを延命化し、維持管理費用
の縮減を図る。

2.65 人
非常勤
特別職

3

22,207千円 臨時職員

①3橋（横断歩道橋・1橋含）

②184橋

③3件

R1その他職員
従事割合

3 3

1

Ａ

目標設定の考え方・根拠

これまでの定期点検の診断結果を
もとに、「所沢市橋りょう長寿命化
修繕計画」の見直しを行い、優先
順位を見定めて、計画的な修繕を
行っている。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額

3

期間 2.85 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ｈ２５～ 23,689千円 臨時職員



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

第６章　自然と調和する住みよいまち  第４節　道路

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

①390,595人

②19,440便

③276,881人

R元年度目標 R1実績

390,595人

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標達成済

12,468千円 臨時職員 0.00 人

10,475千円 臨時職員 0.00 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

前年度に検討したことを受け、今後、「所
沢市地域公共交通会議」に提案するな
ど、抜本的な見直しに向けた準備作業を
進める。0.00 人 R2年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1.50 人
非常勤
特別職

396,626人

R1年度に改善した点

年間総利用者数

バス運行事業の目的の通り、公共施設利用
者、交通不便地域の住民や高齢者・障害者な
ど、多くの市民に利用されているかを計るため、
年間総利用者数を成果指標とする。

ところバスの抜本的見直しに向け、コース
及び運賃変更等の方向性を示した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

バス路線が整備されていない地域
の住民や高齢者・障害者等の身近
な交通手段として定着しつつある。
しかし一方で、運行本数や運行距
離といった利便性の面で課題があ
る。現在の事業規模を維持しつつ
市民の利便性向上を図れるよう運
行の改善、効率化を目指していく。

①年間総利用者数
②年間運行便数
③特別乗車証利用者数（運転
免許返納に伴う無料乗車券
利用者を含む）

非常勤
特別職

0.00 人 378,000人

388,000人

145,614千円

383,000人

一
般

H30予算現額

市内循環バス（とこ
ろバス）運行事業

根拠法令 R1予算現額

- 149,929千円

優先 自治事務 法定受託事務

市民の公共施設利用の利便性向上、市内の交通不便
地域の解消、及び高齢者・障害者をはじめとする市民
の交通の利便性を図ることを目的とし、市内の４路線６
コースにおいて、１日計５４便のバスを運行している。

事業の目的及び具体的な内容

期間

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

法定受託＋附加

平成１０年度～

1.25 人

H30決算額

R1決算額（見込み）

137,839千円 136,211千円

期間 0.25 人
非常勤
特別職

0.00 人

H16年度～ 2,078千円

高齢者や障害者をはじめとした全ての人が、公共交通
機関などを利用した移動にあたって、利便性及び安全
性向上を促進させるために作成した「所沢市交通バリア
フリー基本構想」に基づき、特定事業の進捗状況を管
理し、市のHPで情報提供を行う。併せて、より質の高い
バリアフリー社会の実現を目指し、「駅ボランティア事
業」をはじめとするソフト施策を実施する。

0.40 人

3,352千円 臨時職員 0.00 人

①149事業

②111人

③90.5%

R1正規職員
人件費

97%

100%

R元年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 80千円 70千円

R1予算現額 成果指標の目標値を毎年ほぼ達
成しており、バリアフリーの促進に
ついて一定の成果があげられてい
ると考えている。
今後については、継続事業及び未
完了の項目について各事業者等
に働きかけ、誰もが移動しやすい
まちづくりの促進に努めたい。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

R1実績

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基づく特
定事業の総数（154事業）に対する、継続中又
は実施済の特定事業数の合計を成果指標とし
ている。

障害者団体からの要望により、新所沢駅
西口から、「こどもと福祉の未来館」までの
経路における、視覚障害者誘導用ブロッ
クの再整備を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「所沢市交通バリアフリー基本構想」に基
づき、継続事業及び未完了の項目につい
て、公共交通事業者・道路管理者等に対
し、事業の推進・継続を働きかけ、その進
捗状況を把握していく。また、その他の要
望についてもその都度対応していく。

R1目標値が未達成の理由・分析

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

平成16年度からの事業継続により、ほとんどの
項目で事業が実施されているが、施設管理者、
周辺地権者及び道路状況等により、実施困難
な場所が見られる。

①特定事業のうち、継続中又
は実施済の事業数
②駅ボランティア体験会等参
加者数
③ノンステップバス導入率

継続中又は実施済の特定事業数の割合

H30年度目標

100% 97%

R2年度目標

交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

交通バリアフリー推
進事業

根拠法令

80千円-

H30決算額

R1その他職員
従事割合

100%

臨時職員 0.00 人

598千円

臨時職員

H30年度目標

H30決算額

0.00 人

43千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

H26年度～ 13,299千円 臨時職員 0.00 人

期間 1.60 人
非常勤
特別職

地域公共交通検討
事業

R1正規職員
人件費

市内における地域公共交通の持続可能性利便性を向
上させることを目的として、庁内検討委員会や地域公共
交通会議を開催し、地域公共交通の方向性について総
合的に検討する。また、所沢市地域公共交通アドバイ
ザーの活用や先進事例の視察等により、職員の知識向
上を図る。

1.00 人
非常勤
特別職

10,744,000人

10,283,201人

R元年度目標8,380千円 0.00 人

10,746,860人

①2回

②4回

③

0.00 人

法定受託＋附加 995千円

R1目標値が未達成の理由・分析

①地域公共交通会議の開催

②アドバイザーの活用

③

H30正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人

R1その他職員
従事割合

H30実績

R2年度目標

R1実績

地域公共交通会議において、とこ
ろバスの利便性向上や新しい交通
手段の導入について具体的な検
討を進めているほか、三ケ島地区
等で地域住民との協働を行い、所
沢市の地域公共交通の充実を目
指した取り組みを堅実に進めてい
る。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

464千円

利便性が高く効率的な公共交通を導入す
るため、地域住民と交通手段やコースの
検討を進める。

市内の地域公共交通年間利用者数
地域公共交通の利便性の向上を図るた
め、地域住民との協働を行った。

指標名

市内の路線バス及び市内循環バス（ところバ
ス）年間合計利用者数

10,764,000人

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウイルスの影響で利用者数が減少
したため。

10,754,000人

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市地域公共交通会議条例
所沢市地域公共交通庁内検討委員会設置要綱
所沢市地域公共交通アドバイザー設置要綱

997千円

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

優先 自治事務 法定受託事務

成果指標

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

新たに新所沢駅西口からこ
どもと福祉の未来館までの
経路に視覚障碍者誘導用ブ
ロックを整備した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

バスを利用いただくことに伴
い、マイカーの利用抑制に
よる温室効果ガスの排出削
減に貢献した。

どのように貢献したか

地域公共交通の充実を図る
ため、地域住民と協働して
検討を行った。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに



事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

成果指標

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

交通安全課長　粕谷　広和

鉄道駅の安全性向上を図っ
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点 １１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

2,161千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

①5回

②2回

③

R元年度目標 R1実績

12.7km

R1その他職員
従事割合

12.7km 0km

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1決算額（見込み）

334千円

東武東上線と西武池袋線に挟まれた鉄道不便地域の
解消を目的として、練馬区、新座市、清瀬市、所沢市で
構成する「都市高速鉄道12号線延伸促進協議会（以下
「協議会」という）」を開催し、また延伸促進の早期実現
に向け、東京都及び埼玉県へ要望活動を実施する。

0.00 人 12.7km 0km

臨時職員

平成28年度に出された交通政策
審議会答申をもとに、光が丘から
東所沢までの延伸を「一体整備」と
して進めていくため、埼玉県と東京
都に対する要望活動を行うととも
に、課題整理のために勉強会を実
施した。
引き続き、進協議会と連携を図り、
課題解決に向けた取り組みを行っ
ていく。

R1年度に改善した点

光が丘駅から東所沢駅までを延伸するため、延
伸する距離 協議会として今後の取り組みの方向性に

ついての検討を進めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道の延伸については、街づくりの観点
からも重要な事業であり、基礎調査の内
容の分析を進めるとともに、延伸実現に
向けて関係自治体と協力し、要望活動や
交通政策審議会答申に打ち出された課題
等の解決に向け、調査研究を引き続き進
めていく。

交通政策審議会の答申で「一体整備」として評
価され、協議会において検討を進めているが、
延伸距離としては整備事業等の進捗によるもの
であるため。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

34千円

Ｃ

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 337千円

指標名

①会議の開催

②要望活動

③

延伸距離（光が丘駅～東所沢駅）

H30正規職員
人件費都市高速鉄道12号

線導入促進事業

根拠法令 R1予算現額

2,598千円

一
般

R1正規職員
人件費

0.31 人

- 36千円

期間

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

重要

事業の具体的な内容及び目的

H5年度～

H30決算額H30予算現額

法定受託事務

臨時職員 0.00 人

地元自治会等からの請願が提出され、市議会で採択さ
れたことなどを受け、西所沢駅利用者の利便性向上及
び安全性確保を目的として取り組んでいる。
令和元年度は、東西自由通路等を整備する方向で鉄
道事業者と基本協定を締結する予定だったが、当初の
想定よりも整備費及び期間が増大する見込みとなった
ことから、西口改札口を開設する方向に変更となった。
現在、改めて基本協定の早期締結に向け、鉄道事業者
との協議を継続している。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

1.80 人

1.82 人

15,084千円

目標設定の考え方・根拠

551.10㎡

551.10㎡

①事業に係る整備面積

②鉄道事業者交渉回数

③

R1実績

551.10㎡

①551.10㎡

②56回

③

法定受託＋附加 48,614千円 46,287千円

H30予算現額 H30決算額

臨時職員

551.10㎡

事業に係る整備面積

指標名

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

15,128千円

R2年度目標

R元年度目標

551.10㎡

整備方針が変更となったことに伴い、地元
自治会長等に対し、その旨の説明を行っ
た。引き続き、同駅西口開設に関する基
本協定の早期締結に向け、鉄道事業者と
の協議を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

鉄道事業者との協議において、駅舎等整
備の方向性や西口開設後の安全対策等
が課題となっている。今後、さらに具体的
な協議を行い、早期に基本協定を締結
し、設計、整備等に向け取り組む。

非常勤
特別職

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

3千円 令和元年度中に、自由通路等整
備の方向で鉄道事業者との基本
協定を締結する予定だったが、整
備方針の変更などを受け、次年度
も継続して協議することとなった。

Ｂ

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

-

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

西所沢駅西口開設の早期実現に向け、今後、
各整備項目についての整備が必要となることか
ら、対象となる工事等の面積を成果指標として
いる。

41千円

H30実績交通
安全
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

西所沢駅東西自由
通路等整備事業

期間

Ｈ17年度～

最優先 自治事務

非常勤
特別職

0.00 人

移動等円滑化の促進に関する基本方針(国)
埼玉県鉄道駅ホームドア設置促進事業補助金交付要
綱
所沢市鉄道駅ホームドア整備事業費補助金交付要綱

根拠法令

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

実施計画ランク

最優先

所沢駅ホームドア
整備事業

0千円

H30年度目標

期間

0.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標
非常勤
特別職

6.1%

企画
総務
課

R元年度目標

臨時職員Ｒ１～ 9,559千円

事業の具体的な内容及び目的

法定受託＋附加法定受託事務

R1予算現額

R1実績

0.00 人

臨時職員

0.00 人

自治事務

鉄道駅のバリアフリー化の推進及び利用者の安全確保
を目的として、鉄道事業者（西武鉄道株式会社）が実施
する所沢駅ホームドア設置に係る整備事業費の一部に
ついて、補助金を交付する。

0.00 人

6.1%
R1その他職員
従事割合

①0線

②ホーム仮設設置工事、ホー
ム補強工事

③

R1正規職員
人件費

100.0%

H30実績

工事の進捗率
①整備したホーム数

②着手した工事内容

③
33,333千円

R1決算額（見込み）

0千円

R1年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

工事着工にあたり、所沢駅バリアフリー化
整備事業協議会（構成：西武鉄道株式会
社、関東運輸局、所沢市）においてパブ
リックコメントを実施した。

令和元年・2年度の2ヵ年で実施する工事内容に
応じた進捗率

令和2年度中の完成に向けて、西武鉄道
株式会社と調整しながら進めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

令和元年度に実施した工事内容
（ホーム仮設工、補強工）につい
て、補助金を交付した。

H30決算額H30予算現額 指標名

一
般

事業の種別

33,333千円

0千円

1.15 人

どのように貢献したか

駅及び周辺施設等を安全に
利用していただくため、西口
開設に関する協定締結に向
けた協議を行った。

どのように貢献したか

輸送力向上に向けた検討を
行った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

窓口サービス課長　細田　和彦

項目名

■ □ □

実績

評価者

総務担当参事　磯　稔

第６章　自然と調和する住みよいまち  第５節　水道

R1正規職員
人件費

17,054千円

収益額

①債券運用益

②未利用地利活用売却益

③旧水道庁舎用地利活用貸
付料

④検針票広告収益

R1決算額（見込み）

事業自体が
貢献する
項目

H30実績

目標設定の考え方・根拠

臨時職員

H30決算額

R1その他職員
従事割合

①527千円

②6,097千円

③10,320千円

④110千円

R元年度目標 R1実績

臨時職員

最優先/優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 119,773千円 118,026千円

6,927千円

R1から新規に開始した長期的債券の運用
については、国際協力機構が発行する社
会貢献債（JICA債など）の購入により、国
際的な福祉の増進に貢献することができ
た。
また、未利用地利活用については、既存
施設を更地にすることなく売却することが
できたことで、新たな予算執行をすること
がなく、効率的に事業を進めることができ
た。

H30年度目標

非常勤
特別職

旧水道庁舎利活用及び検針票広
告は、継続して収入を得ることがで
きた。新規に開始した長期的債券
運用、未利用地利活用は、いずれ
も収益をあげ、健全な経営に寄与
した。

10,740千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

債券が低利率な状況から、公社債発行な
どの状況を見極め、年利0.5％以上の債券
が発行されれば積極的な購入を検討す
る。
また、現存する未利用地利活用の対象地
は、立地条件などの理由から有効活用が
難しい。不動産鑑定士などの意見をもと
に、利活用できるよう努める。

11,830千円

54千円

事業の具体的な内容及び目的 R1目標値が未達成の理由・分析

水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保により
経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるもの
である。
➀長期的債券の購入・運用
➁未利用地の売却・貸付け
③旧水道庁舎用地の貸付け
④検針票を活用し企業等の広告掲載

（④のみ）54千円

H30その他職員
従事割合

5,153千円

0.62 人
非常勤
特別職

R2年度目標

6,944千円

財源として収益を確保することを目標とする。

目標達成済

6,955千円

0.83 人

①32校

②18校

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

15校以上 18校

前年度以上

非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人

H30年度目標 H30実績

水道及び下水道の理解を深めてもらうとともに、生活に
欠かせない水が限りある資源であることや形を変えな
がら陸・海・空を循環していること（水の循環）などを知
ることにより、水の大切さに気付き、さらには地球の環
境保全に対する意識を高めてもらうことを目的とし、市
内の小学校に上下水道局職員を派遣し、啓発用パンフ
レット「所沢の水道と下水道」等を使用して、上下水道
に関する授業を行う。

0.61 人
非常勤
特別職

0.00 人 15校 15校

臨時職員 0.00 人

出前教室実施校数

出前教室実施事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 30千円 7千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

30千円 7千円

①市内小学校数

②実施校数
R1年度は前年度に比べ実施校が
増え、目標校数も達成することがで
きた。また、事務局としても先生役
の職員を巻き込んで計画的に取り
組み、子供たちが授業に興味を
持ってもらえるよう工夫を凝らした。

R1年度に改善した点

小学校学習指導要領では、水道・電気・ガスの
いずれか、また、ごみ・下水道のいずれかを選
択して取り上げることとされているため、より多
くの学校で水道・下水道を学習し、それに役立
ててもらうべく、実施校数を指標とする。目標値
は、前年度実績以上とする。

目標達成済

・パンフレットのみの説明よりも児童がイ
メージしやすくなるよう、浄水場の役割の
パネルを作成し、説明した。
・実験内容の一部を職員が前で見せるこ
とにより、実験時間が短縮され、他の内容
を充実させることができた。
・経営課職員も講師役として参加してもら
い、上下水道局全課で事業を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度は新型コロナウィルス感染対策で6
月1日まで学校が閉鎖され、その後も分割
登校などの実施により、さらに授業の遅れ
があり、出前教室の実施の見込みが立っ
ておらず、目標達成は困難である。

自主財源確保促進
事業(長期的債券運
用・未利用地利活
用・旧水道庁舎用
地利活用・検針票
広告)
【水道】

根拠法令

H30決算額

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

838千円収納に伴う費用が安価である口座振替への加入を促進し、中
長期的に費用の削減を図ることを目的とする。
①口座振替登録者を対象とした景品抽選の実施
②各取扱金融機関・公共施設に啓発ポスター・卓上のぼりの
設置を依頼
③検針時の普及活動

事業の目的及び具体的な内容

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

地方公営企業法、地方公共団体の健全化に関する法律
地方自治法第235条の4、地方公営企業法施行令第168条の6
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

期間

指標名

Ａ

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

口座振替率の実績からは、一定の
成果が継続して得られているもの
と考えられるが、目標値が未達成
であった。
今後も収納経費の削減に向け事業
に取り組んでいく。

5,652千円

上下
水道
局総
務課

実施計画ランク

0.68 人

H28年度～

5,112千円

H30予算現額事業の種別

企
業

期間

現状の課題

窓口
サー
ビス
課

実施計画ランク

R1年度に改善した点

H29～R26

H30正規職員
人件費

H30予算現額

R1予算現額

評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

H29年度～ 831千円

直近の水道使用申込者約8,000人を対象
に、景品抽選のPRを兼ねたお知らせハガ
キを送付し、口座振替の申込みを促した。

H30年度までの取組により、継続の納付書払い
利用者への周知が一巡したためと考えられる。
水道使用件数は増加傾向にあり、新規使用者
に対して更に効果的な方法で口座振替を促進
する必要がある。

74.00% 72.54%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

74.00%

水道使用件数は増加傾向にあり、収納費
用の削減を更に進める必要がある。
継続の納付書払い利用者への周知は一
巡しているため、新規使用者に対して効
果的な周知方法を検証しながら事業を進
めていく。

口座振替率は2年連続で減少しているが、H29
年度には実績値73.51％であるため、引き続き
増加を目指す。

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

事業の種別

企
業

H30予算現額

口座振替率
（口座振替収納件数／収納総件数×100）

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 71千円 71千円

地方公営企業法・水道法・所沢市水道事業給水条例 628千円

74.00% 72.87%

①納入通知書戸数

②口座振替登録戸数628千円

H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

R2年度目標

R1予算現額

0.10 人

Ｂ

①47,259件

②122,252件

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

R元年度目標 R1実績

臨時職員

臨時職員

R1その他職員
従事割合

口座振替促進事業

根拠法令

期間

R1正規職員
人件費

0.10 人

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

４．質の高い
教育をみんな

に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

社会貢献債の購入による、
国際的な福祉の増進

どのように貢献したか

安全な水道水を安価に提供
するため、費用の削減を目
指した。

クイズや実験を取り入れるこ
とで、児童に興味を持っても
らい、印象に残る授業を行っ
た。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

水道建設担当参事　　松山　　幹明

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清３地区

R1実績

３地区

期間 1.15 人
非常勤
特別職

R2年度目標

３地区

H21年度～ 9,559千円 臨時職員

３地区

9,637千円 臨時職員

①44,677m

R元年度目標

33,550千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

36,520千円

31,320千円

①配水管クリーンアップ
配水管の管洗浄地区実施か所

配水管クリーンアッ
プ事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

水道法

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

Ａ

配水管の内面に付着した鉄さび等
を除去し、良質な水道水を供給す
ることができることから成果を上げ
ている。

R1年度に改善した点

平成21年度から市内の管路に優先順位をつけ
て、年間3地区ずつ計画的に行い、およそ15年
周期で市内全域の水道管を網羅するもので
す。

昨年までの管洗浄は、年度末の完了を目
指していたが、令和元年度からは１２月末
の作業完了に改善した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後も計画的に事業を実施し、水道管内
をクリーンに保ち、良質な水道水の供給に
努めたい。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

実施計画ランク

最優先

小水力発電事業

期間

H28年度～R20年度

給水
管理
課

事業の種別

非常勤
特別職

非常勤
特別職

根拠法令

1.90 人

水道法、水循環基本計画（水循環基本法）

法定受託＋附加

15,922千円再生可能エネルギーの導入を基本方針のひとつとして
いるマチごとエコタウン推進計画の趣旨を踏まえて、設
備の維持管理を含む包括リース方式により東部浄水場
内に小水力発電設備を設置し、電力の自己消費に努め
る。

H30年度目標
H30その他職員
従事割合

2,765千円自治事務

臨時職員

事業の目的及び具体的な内容

R1決算額（見込み）

法定受託事務

0.02 人

R1年度に改善した点

Ａ

目標設定の考え方・根拠

運用をしながら適宜問題点等の抽出に努
めた。

年間発電量が当該事業の目的となっているた
め指標とする。

R2年度目標

R元年度目標

H30実績

250,780kWh/年233,333kWh/年

R1その他職員
従事割合

企
業

16,647千円

166千円

2,765千円

R1予算現額

H30決算額H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

機器の故障などで長期間運転が休止しないよ
う受注者の東京発電株式会社とメンテナンスな
ど調整を行い、安定的な電気の発電を行う。
現状、東部浄水場以外では設置条件に適さ
ず、小水力発電設備は現状では設置できませ
んが、他の浄水場においても設置の方策につ
いて、今後の研究を進めていく。

目標達成済

H30正規職員
人件費

臨時職員

令和元年度の1年間を運用して指
標である年間発電量を上回る発電
量となったことは高い評価とされ
る。

R1正規職員
人件費

指標名

16,647千円

1,518,290kWh/年
①平成31年2月より小水力発
電設備稼働開始

1,400,000kWh/年

想定年間発電量　約1,400,000kWh/年

R1実績

1,400,000kWh/年

良質な水道水を継続して供給することを目的に、配水
管の内面に付着した鉄錆等を消火栓を使用し、強制的
に排水することによって、水道管内をクリーンに保つも
のである。

３地区

1.15 人
非常勤
特別職

期間 17.00 人
非常勤
特別職

Ｈ２３～

H30予算現額 H30決算額 指標名

H30実績

34,452千円

R2年度目標

臨時職員

R1実績
増大した事業量に対応できるよう適正な人員
の配置、職員の育成、工法の検討等を図り、
計画に遅れが生じないように事業を実施。新規
耐震管の研修として、技術説明会の開催、課
内検討会議、積算システム研修を行った。目標
値が未達成となっている距離については、令和
3年度から計画的に取り戻す予定。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

18,000m 15,278.9m

141,304千円

水道管整備事業

根拠法令

18,000m

R1年度に改善した点

142,460千円

17,900m 20,835m

① 13,964.7m

②   1,314.2m

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,403,361千円 2,912,616千円

R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①配水管の更新延長

②配水管の布設延長

17.00 人
非常勤
特別職

整備された配水管延長

R1目標値が未達成の理由・分析

目標値である「157,600ｍ」は10年間の布設・更
新延長の目標となる。R1年度は目標距離
「18,000m」に対して、施工実績が「15,278.9ｍ」
で2,721.1m分を達成できなかった。理由として、
令和元年度から新規耐震管を採用したことによ
り、職員の設計・施工管理が不慣れであったこ
とが原因である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

H30年度目標

R元年度は市内の耐震化率を考慮し、全
体的にバランスの取れた更新工事を計画
した。

Ｂ

更新延長が不足しているため。
H30実績

H30決算額 指標名

臨時職員（目的）市内全域に安定的に水を供給するとともに災害
に強い施設とするため、老朽管の更新を実施している。
（内容）老朽化が進んでいる水道管について、耐久性の
あるダグタイル鋳鉄管に更新すること及び配水本管の
未整備路線について、耐久性のあるダグタイル鋳鉄管
を新たに布設する。

目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

水道法、所沢市水道事業給水条例 3,289,517千円 2,737,334千円

布設及び更新延長の合計（単年度）

H5年度～ 9,393千円 臨時職員

水道
建設
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

R1その他職員
従事割合

2か所

2か所

①維持管理を含む包括リース
契約

期間 1.13 人
非常勤
特別職

R2年度目標

取水井保全事業
H30実績

非常勤
特別職

2か所 2か所

臨時職員

①2か所

R元年度目標

2か所

水道法

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,504千円 7,754千円

①取水井の清掃及び機能診
断

事業の具体的な内容及び目的

R1年度に改善した点

取水井の清掃及び機能診断を毎年2か所実施
し、機能維持及び水質保全を図る。 地下水の変動等定期的に調査を行い、井

戸の状況を把握し、機能が低下した井戸
を優先に点検・清掃を行うようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

市内35か所ある井戸はさく井してから約
40年を経過しているものが多く、今後も計
画的に事業を実施し、取水井の保全に努
めたい。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

渇水時や災害時などの水源として
も活用できるよう、取水井の清掃及
び機能診断を行い、一定の成果を
上げていると考える

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

9,130千円

取水井の清掃及び機能診断実施か所

R1実績

9,592千円

取水井（35箇所）の清掃及び機能診断を毎年２か所実
施する。取水井の機能維持及び水質保全のため揚水
量10,000㎥/日で運用する。

1.13 人

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

9,469千円

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

どのように貢献したか

６．安全な水
とトイレを世

界中に

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を

安全な水道水を届けるた
め、取水井の維持管理をし
ている。

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

未利用エネルギーの有効活
用を図るため、残存水圧を
利用した小水力発電設備を
導入した。

どのように貢献したか

水道水の安全で安定な供給
を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

安全な水道水を届けるた
め、配水管の維持管理をし
ている。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

給水管理課長　根岸　清

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

根拠法令

浄水場整備事業
（耐震補強工事）

0.00 人

H30予算現額

非常勤
特別職

1.90 人

1か所

R1実績R元年度目標

R2年度目標

-

18,590千円

浄水場監視制御装置の設計業務委託実施か所
及び、浄水場監視制御装置の更新工事実施か
所

H30決算額 指標名

事業の目的及び具体的な内容

1か所

Ｈ２３～ 15,793千円 臨時職員

臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所沢市水道事業中期経営計画等に基づき浄水場監視
制御装置の更新工事を実施する。
令和元年度から令和３年度にかけて、東部浄水場監視
制御更新工事を行う。

期間

Ａ

適正な運用環境の確保等を勘案
し、使用期間20年間を目安とし監
視制御装置の更新に向け、委託発
注し予防保全的維持管理に努め
た。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

-

①1か所

1か所

浄水場施設・設備
更新事業（東部浄
水場監視制御装置
更新工事）

R1予算現額

0千円

R1年度に改善した点

所沢市水道事業中期経営計画に基づき計画的
に更新工事を行い、設計業務委託完了及び更
新工事完了を指標とする。

東部浄水場監視制御装置更新工事につ
いては、R1年度開始事業のため、改善点
はない。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

浄水場施設・設備全般について、計画的
に点検や消耗部品の交換など実施し、機
能の保持・回復に努める。

R1目標値が未達成の理由・分析給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標設定の考え方・根拠

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1決算額（見込み）

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令 20,124千円

0千円

①設計業務委託
　（東部浄水場監視制御装置）

根拠法令

H30予算現額

0千円

H30正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務

事業の具体的な内容及び目的

R2年度目標

40,729千円H21年度～ 臨時職員

期間 4.90 人

71.7%

33,939千円 臨時職員

①1池

②1池

③1槽

R1正規職員
人件費

93.5%

R1実績

4.05 人

39,528千円 ①耐震診断（南部RC配水池）

②耐震補強設計業務委託
　（西部浄水場配水池2号）

③耐震補強工事
　（第一浄水場浄水池）

配水池の耐震化率
（耐震対策の施された配水池の有効容量÷対象
配水池等の有効容量）×100

H30年度目標

R1その他職員
従事割合

71.7% 76.1%

第一浄水場の浄水池の耐震補強工事の
実施に際し、内部の状況が詳細になり防
水加工の低下が判明したことから、今後
の延命化に関連するため防水工事を追加
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

第一浄水場浄水池（２槽）及び西部浄水
場配水池2号の耐震化を実施し災害に強
いライフラインを構築する。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

１１．住み続
けられるまち

づくりを

目標設定の考え方・根拠H30決算額

Ａ

水道施設の基幹施設である第一浄
水場浄水池（１槽）の耐震化を行
い、災害に強く、安全で安心な配水
ができることから、成果を上げてい
る。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）
耐震化を進めることが当該事業の目的となって
いるため、耐震化率を指標とする。

指標名

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,192千円

非常勤
特別職

219,370千円

事業の具体的な内容及び目的

配水池等（13池・総有効水量92,000㎥）の耐震診断を順
次行い、その結果に基づき耐震補強設計及び耐震補
強工事を実施し、耐震化する。

非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

314,858千円

給水
管理
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

R元年度目標

71.7%

水道法、水道施設の技術的基準を定める省令

優先

R1予算現額

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

最優先

- 3,394千円

0千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額 指標名

法定受託＋附加 0千円 0千円

①発行回数
広報紙の発行回数

0.00 人

７月発行は、いのちの水を大切さと、雨水対策
を中心に、１２月発行は、決算のお知らせと冬
季への備えを中心にした情報を利用者に提供
するため、年に2回の発行を目標とした。 R1年度開始事業のため、改善点はない。

H30年度目標 H30実績

3,315千円

なし

R1目標値が未達成の理由・分析
Ａ

非常勤
特別職

なし

2回

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

2回 2回

臨時職員

①2回

R元年度目標

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに発行した広報紙は、わか
りやすく上下水道事業を知ってい
ただく契機となった。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」の４コマ漫画を掲載したこと
で、親しみやすい紙面とすることが
でき、また、多くの利用者から、反
響を頂き、積極的な広報活動に理
解を得ることができた。

R1年度に改善した点

R2年度は新型コロナウィルス感染症の影
響を受け、委託先業者との調整に時間を
浪費するなど、8月に発行する夏号は、掲
載内容を縮小し、発行ページ数を半減の
４頁とした。
今後は、さらに利用者にわかりやすい情
報の充実に向けて取り組んでいく。

R1決算額（見込み）

臨時職員

期間 0.54 人
非常勤
特別職

R2年度目標

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【水道】

根拠法令

R1その他職員
従事割合

R1予算現額

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うこと
により、利用者の理解と協力が得られるように「事業の
見える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図る
ものである。

R1正規職員
人件費

Ｒ１～ 4,488千円

どのように貢献したか

浄水場施設の機器更新を適
切に管理している。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

水道水の安全性について、
紹介した。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

配水池の耐震化を進めてい
る。



事業自体が
貢献する
項目

現状の課題
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

成果指標

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

項目名

■ □ □

実績

経営課長　小池　純一

水道ビジョン策定事
業

根拠法令

-

水道事業の将来像を描き、実現に向けた計画として、
令和３年度施行を目途に「所沢市水道ビジョン」及び
「水道事業経営計画」（以下、「ビジョン等」という。）を策
定し、経営基盤の強化を図るものである。
平成30年度に実施したアセットマネジメント手法によ
る、水道事業の現状と将来の見通しの分析・評価結果
に基づくとともに、上下水道事業運営審議会の審議を
踏まえ、ビジョン等の策定に向けて取り組むものであ
る。

8,558千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

①分析表評価業務の補正

②水道ビジョン・経営計画の策
定
1)市民アンケートの実施
2)運営審議会による審議
3)計画（案）の作成

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

最優先 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

無作為抽出による市民アンケート
によって、現状把握や需要など市
民ニーズの把握を実施したことで、
精度の高い将来予測を試算した。
施策事業については、局内で設置
した4つのプロジェクトチーム（水需
要部門、施設設備部門、管路部
門、人・財務部門）で研究を重ね、
効率的かつ効果的な投資計画と財
政計画を試算した。
この結果を踏まえ、上下水道事業
運営審議会の審議を経て、基本方
針と基本目標、実現方策を具体的
に進めることができた。

9,720千円

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

8,366千円

H30実績

H30決算額

法定受託＋附加 11,470千円

指標名H30予算現額

期間 0.69 人

R1予算現額

分析・評価

R1その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

市長の附属機関である上下水道事業運営審議会の
審議を踏まえ、計画（案）を作成。
2年度は元年度の成果を基に、本計画を策定する。

水道事業の将来像を描き実現に向けた計画と
して、3年度施行を目途に「水道ビジョン」「経営
計画」を策定し、経営基盤の強化を図るもの。
目標値としては、2年度の策定をもって達成とす
る。

平成30年度に作成した分析評価結果を、
最新データに基づき更新した。
上下水道事業運営審議会との審議に当た
り、現場視察を実施した。さらに審議を深
めるためにブレーンストーミング手法を用
いて、より多くの意見を出し合う会議型式
を用いた。H30年度目標

作成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

令和2年度に審議を深める「水道事業経
営計画」の策定に当たり、令和3年度から
10年間の具体的な施策事業と財政プラン
を策定するため、「ひと・もの・カネ・情報」
を詳細に分析し、上下水道事業運営審議
会からの審議やパブリックコメントの実施
により、実現性のある計画づくりに取り組
む。

R2年度目標

①各数値の更新（決算値、人口
データ、施設更新計画等を元年度
のものに補正）

②
1）一般家庭における水道利用者
2,450世帯、民間企業50者を対象
に実施
2）市民および有識者で構成する
運営審議会で審議。ブレーンス
トーミング手法による意見出しの
実施
3）水道ビジョン：素々案
　 経営計画：骨子案

R元年度目標

1.49 人

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

非常勤
特別職

評価済

水道ビジョン（素々案）
経営計画（骨子案）

Ｈ３０～R2 5,735千円 臨時職員 計画の策定

12,486千円 臨時職員

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

安全・安心な水道水を、50
年先の市民に提供できる計
画づくり



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池　純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池純一

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営課長　小池純一

Ｒ１～

2回2回
R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R2年度は新型コロナウィルス感染症の影
響を受け、委託先業者との調整に時間を
浪費するなど、8月に発行する夏号は、掲
載内容を縮小し、発行ページ数を半減の
４頁とした。今後は、さらに利用者にわか
りやすい情報の充実に向けて取り組んで
いく。

①2回

R元年度目標 R1実績

期間 0.23 人
非常勤
特別職

Ｒ１～ 1,912千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

18,126千円 0円

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用

未定

R2年度目標
①０円

―

― 2,890千円 2,286千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

下水道事業が所有する下水道施設用地のうち、現在未
利用となっている土地について、売却により経済的活用
を図るものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0千円

H30決算額

0千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

―

令和2年2月10日～令和2年2月14日に最低入
札価格24,800,000円で一般競争入札の募集を
かけたところ申込者がいなかった。不動産鑑定
評価により最低入札価格の設定を行ったが、隣
接地のリスク評価を不動産鑑定評価に考慮し
なかったことで、最低入札価格の設定が高いこ
とが原因と考える。

R1実績R元年度目標

土地の売却に至らず、自主財源の
確保を達成することができなかっ
た。
最低入札価格の見直しが必要で
ある。

R1年度に改善した点

土地の売却により経済的活用となるため
R1年度開始事業のため、改善点はない。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

土地の状態だけでなく、隣接地のリスク評
価や建築等の条件を考慮した不動産鑑定
再評価を実施し、改めて公売を実施する。

臨時職員

自主財源確保促進
事業（未利用地利
活用）

根拠法令

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

Ｃ

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1予算現額

0千円

①土地売却収益
収益額

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額 ６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

大雨による浸水や台風から
生活を守るための対策等を
紹介した。

どのように貢献したか

点灯するための電力をソー
ラーパネルにて賄っている。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

下水道事業の健全な経営
のための経済的活用

６．安全な水
とトイレを世

界中に

７．エネル
ギーをみんな

にそしてク
リーンに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

R2年度目標

H３０～ 3,990千円 臨時職員

R元年度目標 R1実績

マンホール広告は、継続的に広告契約を
獲得するため、既存の契約者に対し更な
るサービスの提供を図り、広告価値のあ
る設置場所の研究をする。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

10箇所，110千円 17箇所，110千円

10箇所，110千円

0.48 人
非常勤
特別職

R1目標値が未達成の理由・分析

①マンホール広告設置箇所数

②検針票広告

①有料広告用デザイン入りマンホール蓋の設置
箇所数
➁検針票の広告料

根拠法令 R1予算現額

H30正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加 1,453千円

事業の具体的な内容及び目的

R1年度に改善した点

①マンホール広告は設置時期が異なり、収
入額は不規則となるため設置箇所数
②財源の確保に努める事業のため、広告
料の収入額を指標とした。

マンホール広告は、広告事業の更なる周
知を図るため、A４サイズの見積もりリーフ
レットを作成し、積極的な営業活動に努め
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1決算額（見込み）

937千円

443千円

10箇所，54千円 10箇所，54千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標を達成した。
マンホール広告は、各種メディ
アや総務省「地方公共団体にお
ける行政改革の取組」に取り上
げられるなど、広く注目を集め、
下水道をより身近に感じるイ
メージアップに貢献する事業と
なった。
検針票広告は、継続して収入を
得ることができた。

所沢市上下水道局マンホール広告の掲載に関する要綱
所沢市上下水道局印刷物広告の掲載に関する要綱

1,491千円

最優先/優先 自治事務

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

Ｒ１～ 2,161千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

上下水道局の公有財産であるマンホール蓋について、
発光するマンホール蓋（イルミネーションマンホール）を
開発し、有料広告事業の拡大を図るものである。
　当該マンホールについては、夜間でも道標としての機
能を発揮するため、令和2年度にオープンする「ところざ
わサクラタウン」から東所沢駅までの歩道上に設置する
予定であることから、当面、株式会社KADOKAWAを契
約の対象として、新たな財源の確保に努める。
　なお、当該マンホールの電源はソーラーパネルより得
ることとし、マチごとエコタウン所沢に配慮した仕様とす
る。

0.00 人
非常勤
特別職

H30決算額 指標名

自主財源確保促進
事業（マンホール蓋
広告・検針票広告）
【下水道】

非常勤
特別職

0.00 人

8,045千円 臨時職員 0.00 人

①17箇所

②110千円

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

下水道事業の資産を有効活用し、自主財源の確保によ
り経営の活性化を図り、企業経営の健全化に努めるも
のである。
➀マンホール蓋を活用し企業等の広告を掲載
➁検針票を活用し企業等の広告掲載
なお、検針票は水道料金と下水道使用料を合算して請
求していることから、水道事業との共同事業として実施
する。

0.96 人

期間

0千円 臨時職員

①０

R元年度目標

期間 0.26 人
非常勤
特別職

R2年度目標

自主財源確保促進
事業（イルミネー
ションマンホール蓋
広告）
【下水道】

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

― 71,952千円 67,860千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡとの調整
により、令和元年度の設置はな
かったが、設置に向けた準備は着
実に進んでいることからＢ評価とし
た。

R1年度に改善した点

設置箇所数により、事業の進捗が確認できるた
め。

R1年度開始事業のため、改善点はない。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

同様の取組みは例がなく、設置後に様々
な課題が発生する可能性があるため、即
応可能な体制を構築し、適切な維持管理
を図る。

本事業は株式会社ＫＡＤＯＫＡＷＡを相手方とし
た事業であるが、ところざわサクラタウンの開業
に向けた同社の広報戦略の中で、イルミネー
ションマンホールの設置時期がR2年度に見直さ
れたため。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

―

28箇所

H30年度目標 H30実績

R1実績

0箇所

―

30箇所

H30決算額

0千円 0千円

指標名

①設置箇所数

イルミネーションマンホール蓋の設置箇所数

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

現状の課題

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

経営
課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

期間 0.53 人

4,405千円

上下水道事業の経営状況や施策事業の取組等に関す
る幅広い情報について、積極的な広報活動を行うこと
により、利用者の理解と協力が得られるように「事業の
見える化」に努め、公営企業として経営健全化等を図る
ものである。

H30決算額 指標名

イメージアップ事業
（ところざわ水物語
発行）
【下水道】

目標設定の考え方・根拠

Ａ

「読んで得する・知って得する」をコ
ンセプトに発行した広報紙は、わ
かりやすく上下水道事業を知って
いただく契機となった。
市のイメージマスコットである「トコ
ろん」の４コマ漫画を掲載したこと
で、親しみやすい紙面とすることが
でき、また、多くの利用者から、反
響を頂き、積極的な広報活動に理
解を得ることができた。

0千円

①発行回数
広報紙の発行回数

H30年度目標

R1年度に改善した点

７月発行は、いのちの水を大切さと、雨水対策
を中心に、１２月発行は、決算のお知らせと冬
季への備えを中心にした情報を利用者に提供
するため、年に2回の発行を目標とした。 R1年度開始事業のため、改善点はない。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

― 3,394千円 3,282千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30実績

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

臨時職員

― ―

非常勤
特別職

2回

0千円 臨時職員

0.00 人
非常勤
特別職

第６章　自然と調和する住みよいまち  第６節　下水道



成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

現状の課題

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

東部クリーンセンター所長　古澤　祐晴

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

下水道の整備の財源である
受益者負担金の徴収によ
り、事業が円滑に進み、公
衆衛生の向上に寄与するこ
と。

どのように貢献したか

下水道への雨水流出を抑
制することで浸水被害の軽
減に資する。

どのように貢献したか

下水道整備によって快適な
生活環境が実現され、住み
続けられるまちづくりに貢献
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

下水道整備を実施すること
により、下水道の普及に寄
与し生活環境の改善を図っ
た。

６．安全な水
とトイレを世

界中に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

６．安全な水
とトイレを世

界中に

H30予算現額

法定受託＋附加

0.52 人

R1予算現額

4,358千円

東部
ク

リー
ンセ
ン

ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

最優先 149,880千円 118,958千円

①下水管布設延長
下水道法

自治事務

事業の具体的な内容及び目的

法定受託事務

H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

   地元地区環境整備保全委員会と協議を行
い、下水管の布設箇所を決定しているので、下
水管布設延長を指標とする。

　今後の下水道整備箇所等について、地
元地区環境整備保全委員会や地元自治
会と協議・確認を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30決算額 指標名

R元年度目標

　地元自治会等には、下水道整備に関し
て強い要望があることから、早急に整備
が完了できるよう、関係課と調整を図りな
がら事業に取り組んでいく。

目標設定の考え方・根拠

R1正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

232,569千円

R1目標値が未達成の理由・分析

265,960千円

非常勤
特別職

10,794.4ｍ
Ａ

　成果指標の目標値を毎年達成し
ており、東西クリーンセンターの地
元周辺における下水道整備につい
ては、一定の成果があげられてい
ると考える。
　今後も廃棄物処理施設の必要性
を理解し、市政にご協力頂いてい
る周辺地区住民の生活環境の向
上等が図られるよう努める。

R1決算額（見込み）

臨時職員

①1,079.7ｍ
非常勤
特別職

R2年度目標

10,814.8ｍ

下水管布設延長

臨時職員

H30予算現額

下水道管渠布設事
業

R1予算現額

R1実績

R1その他職員
従事割合

11,894.5ｍ 11,894.5ｍ

12,559.0ｍ

期間

下水道法、都市計画法、環境基本法

期間 0.62 人

　東部クリーンセンター及び西部クリーンセンターの建
設に伴い、廃棄物処理施設の必要性を理解し、ご協力
頂いている周辺地区への地域還元として、住民の意向
等を踏まえながら清掃施設周辺整備事業を実施してお
り、その一環として、下水道整備等を進めているところ
である。

H10年度～ 5,153千円

清掃施設周辺整備
事業

R1年度に改善した点

①汚水管の整備面積
整備面積

汚水管の整備面積が拡大することで目標達成
の成果が把握できるので、整備面積を指標とす
る。

施工にあたり振動等に細心の注意を払い
工事を行い、建物・工作物に係る補償経
費の節減に努めた。

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

令和元年度目標に対し、90%に達
していない。しかし、第3期市街化
整備区域下水道整備事業（整備面
積約125.9ha）に係る整備率は95%
で着実に成果はあがっている。

17.1ｈａ 15.1ｈａ

2,254,436千円 1,408,355千円

H30決算額 指標名

0.00 人

R1目標値が未達成の理由・分析

生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図る
ため、主に下水道未整備区域の汚水管整備を進
める。平成15年度から「第１次市街化調整区域下
水道整備計画」に基づき整備に着手し、平成27年
度より第3期市街化調整区域の面整備事業を実施
し、令和元年度で計画期間が終了した。令和2年
度からは第4期市街化調整区域の面整備事業を開
始する。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,237,734千円 2,402,716千円

H30年度目標 H30実績

10.1ｈａ

根拠法令 R1決算額（見込み）

R1実績

令和2年度に繰越した工事を着実に完成
させて第3期市街化調整区域下水道整備
事業を終わらせるとともに、令和2年度か
ら始まる第4期市街化調整区域下水道整
備事業を予定通り進める。

R1正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

110,784千円 臨時職員 0.00 人

①10.1ha

R元年度目標 下水管布設工事で施工路線の一部で布設位置
の変更が必要になったことや布設経路内の私
道所有者の承諾を得るのに時間を要したこと。
また、一部施工路線を縮小したことにより予定
整備面積を下回ったものである。

15.8ｈａ

13.22 人
非常勤
特別職

H15～R6 77,800千円 臨時職員 0.00 人 5.3ｈａ

R1その他職員
従事割合

9.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

53,500千円

近年、都市化の進展やゲリラ豪雨の増加で下水道
による雨水排水が困難な状況となっていることか
ら、市内各所で内水被害が発生している。そこで、
内水被害の軽減を図るため、埼玉県と本市にて河
川・下水道事業調整協議会を設立して協議を重
ね、雨水を地下に浸透させることで雨水流出を抑
制し、浸水被害を軽減する道路雨水桝浸透化等を
進めるものである。

0.95 人

R1正規職員
人件費

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 30,000千円

指標名

雨水浸透化事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。令和元年度も
前年度に引き続き施工地区毎にサ
ンプル調査（合計11か所）を行い、
平均で1箇所あたり約790ℓ/h地下
に浸透しており、今後も施工する
箇所の選定を的確に進め浸透化
を実施していく。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

下水道法、都市計画法

優先

R1年度に改善した点

完了箇所が増加することで目標達成の成果が
把握できるので、完了箇所数を指標とする。 一部の地区で雨水桝より深く掘削すること

ができ、大きな浸透効果が見込める雨水
マンホールの浸透化を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

雨水桝に落葉や土砂が堆積すると浸透機能
に影響するため、定期的な清掃等が必要であ
り、道路の維持管理セクションと連携し、適切
な維持管理に努める。
　また、近年の集中豪雨が多発している状況を
勘案し、年度ごとの箇所数を増やしていくな
ど、短期間で浸水被害の軽減を図っていく必
要がある。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

29,571千円

①雨水桝浸透化

②雨水浸透井築造

完了箇所数

52,291千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

0.00 人 ①120箇所 ①120箇所

7,961千円 臨時職員 0.00 人

①120箇所

②　 2箇所

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

①120箇所　②2箇所 ①120箇所　②2箇所

期間 3.29 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30～R9 27,346千円 臨時職員 0.00 人 ①120箇所　②1箇所

期間

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

Ａ
事業の具体的な内容及び目的

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

現年度分徴収率
収入済額／調定額（収入すべき額）
※都合により納付が年度内にできない納付者
を考慮したため、目標を98%としている。

受益者負担金の未納者に対し、下水道整
備課と連携し、取付管の設置を一旦凍結
することにより、受益者負担金を納め始め
る受益者がおり、徴収率の向上につな
がった。

H30年度目標

98.0%

目標達成済

指標名

H30実績

下水道の整備により利益を受ける人に建設費の一部の負担
を求めることによって、公共下水道の整備を推進する。
・公共下水道整備地区の土地所有者等に対し、事業説明会、
申告受付を経て、対象となる土地の面積に単価を乗じて負担
額を決定する。
･市街化調整区域の土地の面積に乗じる単価は、平成27年
度より1㎡当たり1,030円となった。
･納付方法は、5年間の分割納付が基本であるが、希望により
一括納付もできる。

2.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 98.0%

98.0%
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人1.75 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

17,179千円 臨時職員 0.00 人

①113,241,900円

②110,674,000円

R元年度目標 R1実績

令和２年度から第４期事業が始まり、新た
な受益者と、第３期事業の未納者の管理
が必要となる。徴収率維持のため、未納
者への訪問回数を増やし、引き続き事業
への理解を求めていく。

現年度分の収納率については、目
標値の98%に到達した。令和２年度
も前年度に引き続き市民の目線に
立った丁寧な説明や説得を行うと
ともに、委託業者による年2回の訪
問徴収のほか、職員による自宅訪
問の回数を増やすなどして、受益
者負担金の徴収強化を図ってい
く。

受益者負担金賦課
徴収事業

根拠法令

R2年度目標

S44年度～ 14,546千円 臨時職員 0.00 人 98.0%

98.0%

4,714千円5,083千円
都市計画法第75条、所沢都市計画下水道事業受益者
負担に関する条例

R1決算額（見込み）R1予算現額 ①調定額

②収入済額

308千円425千円法定受託＋附加法定受託事務自治事務-

目標設定の考え方・根拠H30決算額H30予算現額



成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）
評価
理由

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

現状の課題

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道整備課長　岩崎幸司

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

項目名

■ □ □

実績

評価者

下水道維持課長　𠮷田　進一

どのように貢献したか

予防保全型の維持管理を行う
ことにより、下水管の老朽化に
起因する道路陥没等の事故を
未然に防ぐことが可能であるこ
と。

どのように貢献したか

台風や集中豪雨による増水に
備えて監視カメラを設置するな
ど、適切に管理されているこ
と。

下水管のメンテナンスに関する
様々な要望に迅速に対応する
ことにより、市民の安心安全な
ライフラインを確保しているこ
と。

11．住み続け
られるまちづ

くりを

11．住み続け
られるまちづ

くりを

どのように貢献したか

重要なライフラインである下
水道の耐震性能を高めるの
で、安心・安全なまちづくり
の一助となっている。

どのように貢献したか

11．住み続け
られるまちづ

くりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

６．安全な水
とトイレを世

界中に

下水
道整
備課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

下水道地震対策事
業

根拠法令 R1予算現額

下水道法、都市計画法、下水道総合地震対策実施要綱

事業の具体的な内容及び目的

目標設定の考え方・根拠

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

①マンホールの地震対策

②管渠の地震対策

③雨水調整池の耐震補強

指標名

法定受託＋附加 114,000千円 98,874千円

計画の対象路線が緊急輸送路に埋設さ
れている管渠や幹線管渠であることから、
断面が大きく流量が多いうえマンホールも
深いため、施工条件に制約があり、工法
等の検討に熟慮を要する。引続き、平成
30年度～令和4年度を計画期間とする中
期計画に基づき耐震工事を進める。

目標達成済3箇所

H30実績

R1決算額（見込み）

164,800千円 133,716千円

2.43 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1年度に改善した点

各年度のマンホール地震対策完了箇所数
中期計画（平成30年度～令和4年度）で定めた
マンホール耐震化総箇所数25箇所のうち、各年
度で設定した耐震化箇所数を目標指標とする。

緑町中央公園下に設置された雨水調整
池の補強工事に先立ち、地元自治会に向
け工事説明会を開催して丁寧に説明を行
い、広くPRに努めた。

H30年度目標

3箇所
事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30決算額

3箇所

3箇所

9箇所

Ａ

目標を達成しており、成果をあげて
いると考えている。令和元年度は、
マンホールの地震対策に加え下水
管96mについて硬質塩化ビニル樹
脂による管更生と指定避難場所で
ある緑町中央公園下に設置された
雨水調整池の補強工事を行った。

20,363千円 臨時職員 0.00 人

①3箇所

②96m

③1箇所

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

臨時職員 0.00 人

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H21～R9 15,793千円

下水道は重要なライフラインであり、震災等により機能
が停止した場合、排水不能や損壊による道路陥没が原
因の交通事故や渋滞で物資供給が停滞するなど市民
生活に甚大な影響を及ぼすことから、既存施設の地震
対策を実施する。緊急輸送路や軌道下に埋設されてい
る管渠やマンホールについて、補強・再構築工事を実
施する。

最優先 自治事務 法定受託事務

期間

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額 H30決算額 指標名

下水道維持管理事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

改善要望は対応できている。外部
情報を受け直ちに現地確認を行
い、迅速に対応した。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

下水道法 2,084,558千円

R1年度に改善した点

マンホール蓋のガタツキ、振動、騒音、下水道
管の詰まり、臭気、溢れ等
（目標値＝要望件数、実績＝完了総数）
（Ｒ元年度から、目標値を　完了総数／要望件
数＝100％　とする）

市内の維持管理業者5者と協力し、平日
夜間・土日における緊急時の維持管理体
制の強化を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,399,301千円 2,137,031千円 ①1年間に清掃した管渠延長
②1年間に取替えたマンホー
　 ル蓋の個数
③1年間に外部情報により実
   施したテレビカメラ調査箇所
④1年間に受けた改善要望件
    数

改善要望対応件数
（Ｒ元年度から、改善要望対応率）

根拠法令

1,877,251千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要なライフラインである下水道を適切に維持管理し、その機能を発揮
させ継続的に利用できる環境を整える。
①土砂及び油脂の堆積による流下能力の低下を防ぐための下水道管
渠清掃
②老朽化している施設の更新
③下水道施設から発生する臭気対策、不明管・浸入水等のテレビカメ
ラを使用した原因調査
④降雨災害防止のための対策及び巡視
⑤市内ポンプ場・調整池等の適切な運転管理、監視・安全管理の徹底

16.42 人
非常勤
特別職

0.00 人 100件 146件

137,600千円 臨時職員 0.00 人
① 4,142.2m

②512個

③ 53箇所

④86件

R元年度目標 R1実績

電子化したデータ情報の有効活用が更に
機能するよう、特に災害時等の現場対応
を迅速に行うため、持ち運び可能なタブ
レットパソコンを導入する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

期間 14.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S33年度～ 121,355千円 臨時職員 0.00 人

都市下水路維持管
理事業

根拠法令 R1予算現額

期間

H30正規職員
人件費

S45年度～ 39,898千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

定期的な調整池の除草・スクリー
ン清掃等を実施し、適切な維持管
理と事故防止の徹底を図った。

R1年度に改善した点

①1年間にしゅんせつした堆積
土の量

②1年間に除草した面積

調整池等の点検回数
（除草・スクリーン清掃等）

調整池及び水路等の適切な維持のため、
週１回のパトロールを実施する。

北野第３調整池に常時水位を確認するた
めの監視カメラを設置し、台風や集中豪
雨による増水時の状況確認が可能とな
り、早急な対応が行えるようになった。

H30年度目標 H30実績

指標名

R1決算額（見込み）

下水道法 72,263千円 65,698千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 63,147千円

R1目標値が未達成の理由・分析

浸水のない快適な都市環境を保持し、市民の安全で快
適な生活を守るため、都市下水路及び調整池を適切に
管理する。
①堆積土のしゅんせつ
②除草、樹木の剪定
③施設の補修及び改良工事
④降雨災害防止のための対策及び巡回

3.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 48回 48回

60回

4.80 人
非常勤
特別職

①     400㎥

② 68,410㎡

R元年度目標 R1実績

施設の老朽化が進んでいるため、今後も
修繕費が必要となる。
都市下水路及び調整池の適切な管理を
行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

目標達成済48回

50回

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の具体的な内容及び目的下水
道維
持課

実施計画ランク

0.00 人

30,168千円 臨時職員 0.00 人

事業の種別

臨時職員 0.00 人

55,822千円

H30その他職員
従事割合

H30決算額

企
業

H30予算現額

下水
道維
持課

実施計画ランク 事業の種別

企
業

H30予算現額

64,160千円

H30正規職員
人件費

35,866千円

期間

H30決算額 指標名

下水道ストックマネ
ジメント事業

根拠法令 R1予算現額

下水道法　所沢市ストックマネジメント実施方針 108,265千円

事業の具体的な内容及び目的
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度は、予定していた私道部分の改築
が承諾を得られず実施できなかったため、目標
達成に26m及ばなかったが、事業全体としては
平成30年度及び令和元年度の2箇年の計画延
長461mに対し、実績で124m上回っている。
このことから、順調に事業の進捗が図られてい
ると考える。

54,432千円

①改築延長

②テレビカメラ調査延長

改築延長R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

101,879千円
計画どおり、平成29年度より改築
事業を実施。緊急度１の延長870m
のうち、令和元年度219mの改築工
事を実施した。長寿命化対策によ
り耐用年数の延伸を図ることがで
きた。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R1年度に改善した点

緊急度ⅠないしⅡにおける改築延長の
実施延長及び計画延長

所沢地区の改築と並行し、令和元年度か
らは点検・調査・修繕・改築を一体的に捉
えた計画的な維持管理を行うため、毎年
度約３０ｋｍのテレビカメラ調査を実施して
いる。今後も引き続き計画的・戦略的な状
態監視保全を実施していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

マンホール蓋のストックマネジメント計画を
策定するため、市内に設置されている約
46,000基のマンホールの基本情報収集を
行っていく必要がある。

H30実績

これまで「下水道長寿命化対策事業」として下水道管渠の改
築を行ってきたが、下水道法改正により全ての下水道施設に
対し適切な時期の点検並びに機能維持に必要な措置の明確
化及び実施が義務付けられた。そのため、平成29年度に「所
沢市下水道ストックマネジメント実施方針」を策定し、市内全
域の下水道施設に対し、予防保全を中心とした計画的な維持
管理や改築により、事業費の平準化を図るとともに下水道機
能を持続的に確保するものである。 

4.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 216m 366m

臨時職員 0.00 人

①219m

②30㎞

219m

4.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H23年度～ 35,077千円 臨時職員 0.00 人 226m

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

245m



項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

建築指導担当参事　保坂　貞夫

項目名

■ □ □

実績

評価者

市街地整備課長　鎌田　実幸

第６章　自然と調和する住みよいまち  第７節　住宅・住環境

臨時職員

臨時職員

期間 0.55 人
非常勤
特別職

一
般

H30予算現額

危険ブロック塀等撤
去改善事業

①16件

②3,824件

R元年度目標

20件

R2年度目標

R1実績

R1その他職員
従事割合

20件 16件

非常勤
特別職

10件 4件

①補助金交付件数

②ホームページアクセス件数

危険ブロック塀等撤去改善補助金交付件数

1,657千円

H30正規職員
人件費

R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

市内に存する危険なブロック塀等を撤去し、早
期に改善を図ることを本事業の目的としている
ことから、補助金を交付した件数を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる交付件
数とする。

R1決算額（見込み）

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,500千円 452千円

H30年度～ 4,572千円

根拠法令

R1正規職員
人件費

3,939千円

所沢市危険ブロック塀等撤去改善事業補助金交付要
綱

3,000千円

市民が安全で安心できる災害に強い街づくりを推進す
るため、市内にある危険なブロック塀等を撤去し、早期
に改善を図るための費用の一部を補助する。
なお、本事業の実施期間は、令和3年3月31日までとす
る。

0.47 人

事業の具体的な内容及び目的

申請件数（20件）の8割以上（17件）
が年度前半に集中し、年間を通じ
て事業実施の成果を出すことはで
きなかったが、全体としては前年度
の実績より大幅に交付件数が増え
たことから、引き続き、次年度も目
標達成に向けて取り組む。

R1年度に改善した点

市内の通学路に面するブロック塀等の所
有者等へ、補助事業の案内と補助金の活
用を検討してもらうため、個別にパンフ
レットを配付した。

年度前半は、大阪で発生した事故を受け、その
緊急性から市民の反響や関心が高まり申請件
数は多かったが、後半は時間の経過とともにこ
うした状況が落ち着いてきたこともあり、申請が
少なかったものと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本事業については、令和2年度で終了予
定であるため、補助金の活用について改
めて周知を図る必要がある。市ＨＰ等によ
り、広く市民等に情報発信することに加
え、引き続き、危険ブロック塀等の所有者
等に対しても意識啓発を図っていく。

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

事業自体が
貢献する
項目

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

毎年度入居者からの収入申告により家賃を決
定しており、収入超過者に対しては住戸の明渡
しに関する通知や、家賃の見直しの周知はして
いるが、市営住宅の明渡は法的に努力義務と
なっているため、協力いただけない場合が多
い。

100.0%

Ｓ27年度～ 25,352千円 臨時職員 100.0%

R1その他職員
従事割合

3.05 人
非常勤
特別職

R2年度目標

93.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

24,302千円 臨時職員

①１５３件

②７４９戸

③２９戸

R元年度目標 R1実績

建設年度の古い市営住宅が多いため、今
後も施設の長寿命化に向けた計画的な事
業実施が不可欠であるとともに、市営住
宅の更新を含め今後の方針の検討も必
要である。

R1正規職員
人件費

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

住宅に困窮する低額所得者に対して、地方公共団体
が、健全な生活を営むことのできる住宅を整備し、低廉
な家賃で賃貸することにより市民生活の安定と社会福
祉の増進を図るものである。

2.90 人
非常勤
特別職

100.0% 92.4%

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

公営住宅法、所沢市営住宅条例 193,556千円 191,409千円

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 180,935千円 180,531千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

入居者の約8割が収入分位1（月額
収入0円から104,000円）の方が占
めており、概ね適正に運営が行わ
れている。

R1年度に改善した点

①修繕件数

②入居件数（年度内最大）

③空家募集戸数

居住者の中の低額所得者の割合
（（入居者数-収入超過者数）/入居者数*100）

低額所得者の居住の安定を確保することが目
的であるため、入居者数のうちの低額所得者の
割合を指標とする。

 連帯保証人に関する規定の廃止や修繕
費用の負担区分に係る規定の整備等を
行い、時世に適した内容に法令変更をし
た。

H30年度目標 H30実績市街
地整
備課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市営住宅運営事業

根拠法令 R1予算現額

期間

期間 0.68 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H19年度～ 5,652千円 臨時職員

令和元年度に耐震診断補助を受けた共
同住宅と同時期に建築された団地内の他
の棟についても、今後、耐震診断や耐震
改修の実施が想定されることから、状況
に応じた予算の確保が必要となってくる。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5件（当初11件） 5件

11件

非常勤
特別職

4件（当初17件） 3件

7,291千円 臨時職員
①27件（新耐震建築物含む）

②5棟

③12,033件

R元年度目標 R1実績

R1年度に改善した点

耐震化が進まない緊急輸送道路閉塞建
築物について、対象となる７棟の建物所
有者に対して改めてアンケート調査を実
施して、耐震化への意向を確認した。

本事業の対象となる昭和56年以前の建築物に
ついては、築後35年を超え、耐震改修より建替
えを検討する時期に来ていることや、所有者又
は居住者の高齢化により、資金面や改修工事
のわずらわしさ等があることが理由として考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 200千円 150千円

一戸建て住宅の耐震診断の補助
件数が、当初の目標を大きく下
回っており、近年この傾向が続い
ている。また、非木造建築物や緊
急輸送道路閉塞建築物等につい
ても耐震化が進んでおらず、こうし
た大規模建築物の耐震化を促進
するための取り組みも喫緊の課題
となっている。

①我が家の耐震診断相談会
での相談件数

②補助実績棟数

③ホームページアクセス件数

耐震診断・耐震改修補助実績件数

市内の民間建築物の耐震診断及び耐震改修
費用の一部を補助し、住宅等の耐震化を図るこ
とが本事業の目的となっているため、耐震診
断・耐震改修費用の補助実績を指標とする。
目標値は、当初予算にて見込んでいる補助件
数とする。

建築物の耐震改修の促進に関する

1,700千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

1,700千円

指標名

我が家の耐震診
断・耐震改修補助
事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｃ
H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

「改定所沢市建築物耐震改修促進計画」に基づき、市
民が安全で安心した生活のできる災害に強い住環境を
整備することを目的とし、市内の住宅等の耐震化を図る
ため、民間建築物の耐震診断及び耐震改修費用の一
部を補助する。

0.87 人

建築
指導
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

評価
理由

H30決算額

R1予算現額 R1決算額（見込み）

法律，我が家の耐震診断補助金交付要綱，我が家の
耐震改修補助金交付要綱

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

成果

現状の課題

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

成果指標

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住宅等の耐震化を図ること
で、市民が安全で安心した
生活のできる災害に強い街
づくりを推進した。

住宅に困窮する低額所得者及
び火災により住宅を失った市
民に対して、低廉な家賃で賃貸
することにより市民生活の安定
を図った。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

危険ブロック塀等の撤去・
改善を図ることで、安全で安
心できる災害に強い街づく
りを推進した。

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを



項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

91.0%

平成15年度～ 5,818千円 臨時職員 0.00 人 93.0%

0.62 人 0.25 人

「部落差別の解消の推進に関する法律」
の制定を踏まえ、所沢市人権教育推進
協議会と共催で開催する講座において、
法律の周知、同和問題について継続して
取り上げる必要がある。

92.0%
R1正規職員
人件費

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.25 人 R2年度目標

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

92.0%

5,196千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

90.0%

広く市民や社会教育関係団体、学校関係者に対して
講座の開催や人権啓発物の配布を通じて人権教育
の推進を図り、差別や偏見のない明るい地域社会づ
くりに寄与することを目的としている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,129千円 1,099千円

①家庭教育学級人権教育合同
　講座受講者数
②人権教育ブロック別研修会
　受講者数
③人権教育指導者養成講座
　受講者数

人権教育推進事業

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

講座・研修会参加者の理解度（％）
人権意識の向上に資するため、参加者アンケー
トから理解度を目標とした。

人権教育指導者養成講座では、様々な人
権課題を取り上げている。本年度は、ＬＧ
ＢＴ、高齢者、ハンセン病患者の人権を
テーマに開催した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値は達成できて
おり、一定の成果を上げているが、
参加者数が、昨年度より少なかっ
たので、周知方法や内容等の検討
が必要と考える。差別のない人権
尊重社会を構築するため、日頃か
ら人権教育を推進する必要があ
り、等事業の重要性は高い。

①453人
②161人
③82人

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

1,065千円

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、社会
教育法、所沢市人権教育推進協議会交付金交付要
綱

1,125千円

思いやりのある人権尊重社
会の実現のため、様々な人
権課題を取り上げ人権教育
の推進を行った。

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

446千円

重要 自治事務 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

法定受託＋附加 2,200千円

R1予算現額

-

R1年度に改善した点

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民一
人ひとりに理解してもらうことが、当該事業の目
的となっているため、当該事業に参加して意義を
理解いただけた人数の割合を成果指標とする。

平和推進事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、一定の成果が挙げられてい
ると考えている。
引き続き目標が達成できるよう、努
めていきたい。

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

被爆・戦争体験者の高齢化が進む中、語
り部への身体的負担に配慮した事業展開
が必要となる。

R1目標値が未達成の理由・分析

「原爆の子の像」周辺に設けられている折
り鶴ブースに捧げるため、平和資料展の
一角に折り鶴作成コーナーを設置し、来
場者来場者から折り鶴を募り、千羽鶴を
作成した。

R1決算額（見込み）

目標達成済

1,944千円

436千円

H30年度目標 H30実績

①平和祈念式典参加事業

②平和を語る会

③平和祈念資料展

市の平和推進事業に理解いただけた人数の割
合

R2年度目標

H30決算額 指標名

100.0%

R1実績

100.0%

R元年度目標

0.34 人
非常勤
特別職

0.00 人

100.0%

2,849千円

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 1.00 人

100.0%
①5名参加

②15回開催し、958名参加

③来場者数約3,500人

44.0%

S60年度～ 2,327千円 臨時職員

期間

戦争の悲惨さと平和の尊さ、命の大切さを市民一人
ひとりに理解してもらうため、一般公募の市民と平和
祈念式典に参加する「平和祈念式典参加事業」や、
市内小中学校及び一般市民を対象とした被爆体験
者による「平和を語る会」の実施、市役所市民ホー
ル及び各地区のまちづくりセンターにおいて原爆の
パネル写真を展示する、「平和祈念資料展」の開催
を行う。

0.28 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.00 人

R1実績

R1その他職員
従事割合

42.0% 46.8%

非常勤
特別職

臨時職員 0.00 人

①975人

②5件

③1,310人

1,120千円 808千円

一
般

H30予算現額

0.71 人

H30その他職員
従事割合

0.00 人

5,950千円

非常勤
特別職

1,400千円 1,174千円

R1決算額（見込み）

H30正規職員
人件費

42.0%

H30年度目標 H30実績

R1年度に改善した点

①講演会等参加者数

②啓発ビデオ貸出件数

③啓発ビデオ視聴件数

人権尊重に関する施策への満足度
市民意識調査の設問「所沢市の施策への満足
度」に対し、「満足」「まあまあ満足」と回答した人
の割合）

人権推進室では、人権全般の啓発を総合的に推
進しており、施策への満足度を指標としている。

入間郡市同和対策協議会として、地域の
人権問題に関する実情を把握するため、
令和元年度よりインターネット上への差別
書き込みに対するモニタリング事業を開
始。発見した差別書き込みについては法
務局に削除要請を行った。

R1目標値が未達成の理由・分析

人権課題が多様化しているなか
で、継続的に啓発を行ってきた成
果として、目標値を達成することが
できたため。

R元年度目標

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

多様化する人権課題に対し、研修会や講
演会を等により、継続的な人権啓発を実
施し、１日も早い解決に努めていく。

Ａ

33.1%

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

人権啓発推進事業

根拠法令 R1予算現額

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容

人権意識の向上を図ることにより、市民一人ひとり
の人権を擁護し、差別のない地域社会を築くことを
目的とし、人権に関する企業及び職員向けの研修会
の実施、「人権フェスティバル」の開催（入間郡市同
和対策協議会）、人権啓発講演会の実施（人権啓発
活動地方委託事業）、人権啓発ＤＶＤの貸し出し、人
権啓発物品の作成・配布等、さまざまな啓発事業を
行っている。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

今後の同和行政の基本方針

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H12年度～

R1正規職員
人件費

期間 0.60 人

100.0%

0.00 人 R2年度目標

4,987千円 0.00 人臨時職員

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

様々な人権課題についての
学習機会を提供することを
通じて、人権尊重に関する
意識の向上を図った。

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

平和の尊さや戦争の悲惨さ
を伝えていく活動を通じて、
平和に対する市民の意識の
高揚を図った。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１．貧困をな
くそう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第１節　人権の尊重



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育課長　稲田　里織

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

社会教育法 248千円 170千円

269千円
①開催回数

②講習会受講生数

③日本語学習支援ボランティア
養成講座受講生数

講習会受講生の人数（人）
多くの市内在住外国人に参加してもらいたいた
め、受講生の延べ人数を指標とする。

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額

H30実績

R1決算額（見込み）

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

0.00 人 900 811
非常勤
特別職

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 269千円

日本語学習支援ボランティア養成講座を
受講した方が日本語ボランティア団体に
参加し活動することにつなげるために、ボ
ランティア団体を見学する機会を設けた。

外国人のための日本
語講習会開設事業

市内在住外国人は増加傾向にあるが、社会情勢
にも影響され流動的なため、日本語学習を必要
としている人の定着率が少なく、年度により受講
生数に増減がある。また、新型コロナウイルス感
染拡大を防止するため、2月下旬以降講習会を
中止したことにより、人数が減少した。

900 609

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,603千円 臨時職員 0.00 人

①29回

②609人

③257人

400

Ａ

新型コロナウイルス感染拡大の影
響もあり成果指標の目標値は下
回っているが、市民団体との協働
により30年以上実施している本事
業は、日本語学習を通して市内在
住外国人の生活支援をする場であ
るとともに、市内在住外国人との相
互理解や交流を深める場としても
重要な役割を果たしている。また、
講習会を開催する団体も当市の国
際交流に大きく貢献しており、国際
理解に対して成果を上げている。

0.43 人

R元年度目標 R1実績
ボランティアスタッフの高齢化に伴い、ボ
ランティアの養成が課題である。日本語学
習支援ボランティア養成講座受講生がボ
ランティアとして活動するために各日本語
教室への支援を継続するとともに連携を
深める。

期間 0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

2,161千円平成元年度～ 0.00 人

市内在住外国人が生活する上で必要不可欠な日本
語の学習の場を保障し、国際化に対応し、市民の国
際交流・異文化理解を推進する事を目的とし、毎週
月曜日に日本語講習会を市民のボランティアにより
実施。また、日本語講習会のボランティア（指導者）
の確保と技術の向上を目的に、ボランティアを志す
方へ向けた入門編と、ボランティアとして活動する方
向けの実践編の研修を開催。

４．質の高い
教育をみん

なに

R1その他職員
従事割合

臨時職員

R1正規職員
人件費

根拠法令

S56年度～

誰もが自分らしくのびやかに生きられる男女共同参
画の実現に向けて、男女共同参画への関心を高
め、性別による固定的役割分担意識の改善を図るこ
とを目的とする。
主な内容として、男女共同参画情報誌「SUN」（年2回
発行　各5,000部　関係機関並びに公共施設・学校
等に配布）を発行する。

287千円

非常勤
特別職

期間 0.55 人
非常勤
特別職

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

男女共同参画啓発･
普及事業

重要 自治事務 法定受託事務

R1目標値が未達成の理由・分析

60.0%

臨時職員

0.50 人

①10,000部

②

③

H30その他職員
従事割合

①情報誌「SUN」発行部数

②

③

R1実績

H30実績

R1予算現額

R1年度に改善した点

【～H30】
性別による固定的役割分担意識がない人の割
合（市民意識調査による）
【R1～】
審議会等の委員に占める女性の割合

政策・方針等の意思決定の場に男女がともに参
画しているかを測る指標として、市が設置してい
る審議会等の委員に占める女性の割合とする。 女性委員の登用について庁内へ協力依

頼を行い、周知・啓発を図った。

H30年度目標

審議会によっては、専門的な知識を有することを
条件としていたり、推薦を依頼する関係団体に女
性がいないことから、女性委員の推薦が得られな
かったため。

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

40.0%

指標名

R1決算額（見込み）

31.5%

H30正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,190千円 臨時職員

300千円

H30決算額

R2年度目標

R元年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み48.0%

R1正規職員
人件費

40.0%

目標に対する実績の割合は７割を
超えているが、目標達成に向けて
より一層の啓発が必要である。

引き続き女性委員の登用について啓発を
行うとともに、男女共同参画情報誌「ＳＵ
Ｎ」などを活用し事業者等への啓発事業を
続けていく。

法定受託＋附加 337千円

316千円

事業の目的及び具体的な内容

男女共同参画社会基本法
所沢市男女共同参画推進条例

4,572千円

R1目標値が未達成の理由・分析

0.00 人

0.00 人

67.1%

R1その他職員
従事割合

期間 0.09 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H19年度～ 748千円 臨時職員

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

R1正規職員
人件費

①1回
（職員アンケート実施の際に実
施）
②0回

0.04 人

335千円

0千円

誰もが参加しやすく、暮らしやすいまちづくりを進め
るため、ユニバーサルデザイン推進基本方針を周知
するための情報提供、新規採用職員への研修等、
ユニバーサルデザインを推進するための事業を行っ
ている。

職員向けの周知・啓発を目的として、研修
会等の開催について検討していく。

50.4%

H30年度目標 H30実績

臨時職員 0.00 人 R元年度目標

60.0%

Ｂ

公共施設の整備や改修の際に
は、ユニバーサルデザインへの配
慮がなされるなど、一定程度の周
知は図られている。目標に対する
実績の割合は９割を超えている
が、目標達成に向けてより一層の
啓発について検討が必要である。

ユニバーサルデザインに関する研修会の開催
や、情報発信を通じて啓発する機会が不十分で
あったため。

R1実績

非常勤
特別職

H30決算額

80.0%

55.0%

H30その他職員
従事割合

R1決算額（見込み）

0千円

0千円

①情報提供回数

②具体的に取り組んだ事業数
（研修の開催等）

目標設定の考え方・根拠指標名

職員のユニバーサルデザインへの配慮度
※職員アンケートで「配慮して業務に取り組んで
いる」と答えた人の割合。
(平成30年度までは市民意識調査における居住
環境の満足度についての設問で、満足及びまあ
まあ満足と回答した人の割合を指標としてい
た。)

ユニバーサルデザイ
ン推進事業

根拠法令

ユニバーサルデザイン推進基本方針

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容

R1年度に改善した点

第５次総合計画においては、市民の「ユニバーサ
ルデザインの認知度」を対象としていたが、行政
サービスを提供する市職員がユニバーサルデザ
インに配慮し、業務に取り組んでいるかを重要視
し、第６次総合計画より成果指標を変更した。

担当職員をユニバーサルデザインに関す
る研修会に派遣し、情報収集を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み0.00 人

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30正規職員
人件費

R1予算現額

重要

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

市内在住外国人が生活す
る上で必要不可欠な日本語
を学ぶ場を提供した。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの思想を
市の各種施策に反映させる
ため、情報発信を通じて職
員の意識向上を図った。

どのように貢献したか

審議会等の政策等の意思
決定の場に女性を登用する
ことにより、女性の視点を政
策に反映することができた。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

項目名

■ □ □

実績

評価者

企画総務課長　山屋　貴裕

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

ふらっと企画講座実
施事業

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

H30年度目標 H30実績

非常勤
特別職

①講座参加者数

②

③
所沢市男女共同参画推進条例

R1年度に改善した点

男女共同参画に対する理解や意識の向上を図る
ことが当該事業の目的のため、講座の参加者人
数を指標とする。 QRコードをチラシに記載し、いつでも簡単

に申し込みができるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

「多様な性」などの講座は参加者が少ない
傾向にあるため、市民にはほっとメールな
どを活用し、職員にもインフォメーションな
どを利用して周知していく。

Ｂ

定員を超える申し込みのある講座
がある一方で、集客できていない
講座もあることから、市民に関心を
持ってもらえる講座を企画したり講
座開催日や開催時間など考えてい
く必要がある。

事業の目的及び具体的な内容

昨年と比べ、全体の稼働率が下がり、目標達成
に到らなかった。今後も、男女共同参画の啓発を
行いつつ、市民が関心を持って参加できるような
講座を実施する必要がある。

R1目標値が未達成の理由・分析

1,446千円

0.57 人
非常勤
特別職

R1正規職員
人件費

期間

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,074千円

90.0%

R2年度目標

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

S7年度～

S7年度～ 4,738千円 臨時職員 1.00 人

多くの市民等に向けて男女共同参画への理解と意
識の向上を図るため、男女共同参画に係る講座・研
修・講演会などの開催を行う。

0.50 人 84.0%

H30予算現額

4,190千円 臨時職員 0.50 人

H30その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H30決算額

1,366千円

R1その他職員
従事割合

90.0%

R1実績

80.0%

1,047千円

①1,891人

②

③

R元年度目標

講座定員数における参加者数の割合

90.0%

目標設定の考え方・根拠

引き続き相談事業の周知を積極的
に行っていく。

R1年度に改善した点

重要 自治事務

H30実績

所沢市男女共同参画推進条例
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法
律

4,680千円

相談件数の増加が相談事業の充実にそのまま
結びつくわけではないが、相談事業の周知や、男
女共同参画社会への理解を深めるための啓発
の成果と捉えて指標とする。

電話相談の実施日を増設した。（第2・第4
火曜日を増設）

R1正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

Ａ

H30予算現額

R1予算現額

R元年度目標

2,660千円

R2年度目標

750件

H30年度目標 H30実績

年間相談件数

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

956件

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R1決算額（見込み）

750件

4,505千円

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,343千円 4,186千円

根拠法令
①電話相談件数

②カウンセリング相談件数

③何でもききます相談件数

R1目標値が未達成の理由・分析

電話相談、カウンセリング、何でもききます相談の実
施。
男女共同参画社会の実現のために、その障害とな
る悩みや問題を解決するための援助事業を行う。

0.25 人
非常勤
特別職

952件

臨時職員 750件

目標達成済
R1その他職員
従事割合

10,176千円

①部屋使用者数

②複写機・印刷機使用者数

③図書・ビデオ利用者数

0.32 人
非常勤
特別職

H30決算額

0.68 人

5,652千円 1.10 人

H30その他職員
従事割合

期間

男女
共同
参画
推進
セン
ター
ふ

らっ
と

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の目的及び具体的な内容男女共同参画推進セ
ンターふらっと運営事
業

S7年度～

女性の生き方に関す
る相談事業

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 11,148千円

根拠法令

相談件数の増加が相談事業の充実に直
接結びつくわけではないので、相談内容
なども考慮しながら事業の充実を目指す。
今後も相談員との情報交換を行い、連携
を図っていく。

2,095千円 臨時職員 0.60 人

①720件

②142件

③94件

0.90 人

R1実績

R1予算現額

所沢市男女共同参画推進条例 10,945千円

施設等の貸し出しについては現状を把握
し、さらなる機能の充実に努めるほか、移
設を含めた拠点施設としての適正化を検
討していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

9,714千円

R2年度目標

部屋の稼働率
（会議室・研修室・生活工房室の月別稼働率の
平均）

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、3月分の部屋使用が大
幅に減った。今後は、ふらっと使用
ガイドラインに沿って、講座や情報
誌などあらゆる機会を利用して活
用を促すよう努めていく。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、3月
分の部屋使用が大幅に減った。
また、生活工房室の稼働率が低いため、今後は
窓口での案内等で利用者に積極的な活動を促
す。

45.0% 37.0%

R1決算額（見込み）

期間

男女共同参画に係る「学習」・「相談」・「交流」・「情
報」の場を提供するとともに、できるだけ多くの方に
男女共同参画への理解と意識の向上を図ることを目
的とし、施設（会議室・研修室・生活工房室）、印刷
機、男女共同参画に関する図書・ビデオ・DVDの貸
出を行う。

0.43 人
非常勤
特別職

非常勤
特別職

臨時職員

R1年度に改善した点H30予算現額

H30正規職員
人件費

男女共同参画に係る「学習」や「交流」の場を提
供することがこの事業の目的のひとつであるた
め、貸し出し部屋の稼働率を指標とする。

H30その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,603千円 臨時職員 0.90 人

①23,152

②175

③129

生活工房室のガス排気筒の修繕を行っ
た。

45.0% 39.0%

H30年度目標

45.0%

R元年度目標 R1実績 どのように貢献したか

男女共同参画に係る「学
習」や「交流」の場を提供し
た。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

電話相談・カウンセリング・
何でも聞きます相談を実施
することで、女性のさまざま
な悩みごとの解決の一助と
した。

どのように貢献したか

男女共同参画に対する理解
や意識の向上を図った。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援担当参事　市来　広美

期間 0.73 人
非常勤
特別職

0.60 人 R2年度目標

85件

非常勤
特別職

0.45 人 85件

R1その他職員
従事割合

85件

R1決算額（見込み）

1,388千円

8,631千円 臨時職員 0.02 人

①47件

②

③

R1実績

R1正規職員
人件費

6,068千円 臨時職員 0.00 人

47件

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

配偶者等からの暴力の防止及び被 R1予算現額

害者の保護に関する法律、所沢市ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸ・ﾊﾞｲｵﾚ
ﾝｽ被害者等緊急一時保護実施要綱

84件

相談件数は少なかったが、本事業
は、専門性の高い相談や適切な連
携・情報提供を行っており、年々事
業の質は向上しているといえる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,281千円 1,179千円

①新規相談件数

②

③

指標名 R1年度に改善した点

新規相談件数
様々な相談窓口や情報収集の方法があることが
浸透しているかの目安とする。

所沢市ドメスティック・バイオレンスに関す
る庁内連携会議の組織を再編した。また、
ＤＶ被害者が転入・転出する際に関係課
により情報共有・連携して支援を行えるよ
う支援体制を整えた。

相談件数が少なかったが、相談が必要な方への
対応はより丁寧にできている。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標

R1目標値が未達成の理由・分析

社会情勢の変化等に応じ、適切な支援を
行うため、専門知識を有するアドバイザー
や他の相談機関等との連携の充実を図
る。

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H30決算額

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

1,761千円

H30実績
女性保護事業

根拠法令

被害者自らの意思に基づき、安全で安心な生活を送
ることができるよう支援する。
電話又は面接によりＤＶ被害者の相談に応じ、助
言・情報提供等を行う。必要に応じ、関係機関の紹
介や関係機関との連絡調整を行う。

1.03 人

　　　H14　～

DV被害者が自分の意志で
生活できるよう支援を行なっ
た。

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか



項目名

■ □ □

実績

評価者

秘書担当理事　冨田　一成

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

期間 2.07 人
非常勤
特別職

41.00 人 R2年度目標

昭和47年度～ 17,206千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

①13.3件

②4,907.7円

③5.5件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4,000件 3,261件

4,000件

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

生活上生じる様々な問題について市民からの相談に対し
適切な助言等を行い、自主的な解決を促進して住民の福
祉向上に寄与することを目的とする。
面接方式による相談を以下（①～⑩）のとおり実施してい
る。なお、②⑤⑦の専門相談については、予約制としてい
る。
①一般相談②法律相談③人権相談④行政相談⑤税務相
談⑥外国人生活相談⑦司法書士相談⑧保険・年金相談
⑨行政書士相談⑩住宅増改築等相談

2.28 人
非常勤
特別職

41.00 人 4,000件 3,717件

相談種類のうち弁護士相談について、１日あたり
１０枠行っていたところを、以前から課題となって
いた、急を要する利用や、相談員の相談記録作
成時間の確保のため、午前と午後に１枠ずつ空
きを設け、１日８枠を基本に運用することとしたこ
とによる。

臨時職員

①1日当たりの相談件数

②1件当たりのコスト(相談員報
酬＋報償）

③弁護士一人当たりの休日特
設相談件数

年間相談件数R1決算額（見込み）

所沢市市民相談員設置規程、所沢市市民相談員の
勤務条件等に関する取扱要領

18,163千円 17,952千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,120千円 18,055千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

弁護士相談の運用変更は減少要
因となったものの、稼働率は８９．
１％と前年度の８８．２％と比べ大
きな変化はなく、市民ニーズに対し
ては充足していた。

R1年度に改善した点

市民からの相談の状況を把握するため、各種相
談による年間相談件数を指標とする。 平日来庁することが困難な市民のため、

弁護士相談の休日開催日を増やすなど
利便性の向上を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者及び障害者、勤労者などで来庁が
困難な場合や、簡易な質問に答えれば済
むような場合などに、電話で相談できるよ
うな仕組みを構築して利便性を高め、より
相談しやすい体制づくりをしていく。

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市民相談事業

根拠法令 R1予算現額

19,106千円

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H18年度～ 2,660千円 臨時職員 0.00 人

目標達成済推進

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,274千円 臨時職員 0.00 人

①2回

②15件

③3回

R元年度目標 R1実績

全庁的な取組が必要となるため、その方
策等を検討していく。

市民等・市議会・市が課題を共有し、連携・協力しな
がら市民自治によるまちづくりを推進していくことを
目的とする。
具体的な取り組み内容としては、所沢市自治基本条
例推進委員会を設置し、条例の適切な運用を図り、
市民参加や情報公開の在り方について検討を行う。

0.51 人
非常勤
特別職

0.00 人 推進 推進

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

推進

推進

①自治基本条例推進委員会の
開催回数
②パブリックコメント手続の実施
件数（全庁）
③総合計画及び財務に関する
報告会の開催回数

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市自治基本条例、市民参加を進めるための条例 361千円 216千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 399千円 237千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

自治基本条例推進委員会を開催
し、市民参加や情報の公開・共有
の状況を踏まえ、条例のさらなる
推進に向けた検討を進めた。

R1年度に改善した点

自治基本条例の推進
（条例の運用状況の調査・検討の実施）

自治基本条例推進委員会の開催により、条例の
運用状況の調査・検討を進め、条例の実効性が
確保されているか。

市民参加の推進を目的として、パブリック
コメント手続の事務処理マニュアルをより
簡明に改定した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

75.0%

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額 H30決算額

所沢市自治基本条例
推進事業

根拠法令

期間 0.50 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S45年度～ 4,156千円 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,190千円 臨時職員

①101(人・団体）

②49（人・団体）

R元年度目標 R1実績

他行事の開催を確認して、日程調整可能
なものは調整を図っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

政治、経済、福祉、文化、スポーツ等、様々な分野で
市勢の振興に寄与する市民活動を促進するため、
活動の顕著であった方々を表彰する。

0.50 人
非常勤
特別職

75.0% 66.6%

　受章者に配慮して、平成２６年度より週末開催
としているが、平成２９年度基準改正により、元年
度は全受章者の６割を現役世代の消防団員が占
めることになったため、出席率が下がったと分析
する。
　基準の見直しに伴うこの状況は令和元年度で
終了するため、令和２年度以降は改善が見込め
ると思われる。

75.0% 48.5%

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市表彰規則 1,558千円 1,244千円

根拠法令 R1予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,908千円 1,239千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　目標値には達していないものの、
地域づくり推進課所管の感謝状贈
呈式と同時開催したことにより、厳
粛な中にも、にぎやかさ、華やかさ
を保つことができた。
　引き続き、政策会議等で式典開
催を周知し協力を要請し、スムー
ズな進行に努め、出席者に負担を
かけることなく喜んでいただける式
典にしていく。

R1年度に改善した点

①被表彰者数

②表彰式出席者数

表彰式出席率
（表彰式出席者数÷被表彰者数×100）

感謝の意を表す行事であるため、多くの方の出
席が望ましい。 表彰式開始前に所沢市の空撮映像を流

す際に、参加者が見やすいように前年度
のTVからスクリーンに変更した。

H30年度目標 H30実績
秘書
室

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市表彰事業

重要

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

８．働きがい
も経済成長も

１６．平和と公
平をすべての

人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

物品購入の際に、オープン
カウンター方式を実施した。
被表彰者の各活動の促進
や郷土愛の増進に寄与し
た。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

市民自治の実現による市民
福祉の増進に向け、自治基
本条例の適正な運用を図っ
た。

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

どのように貢献したか

休日弁護士相談は午後４時
まで行っていたが、令和元
年度から土曜開庁の営業時
間と合わせて正午までとす
ることで、節電を図った。
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事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

選挙管理委員会事務局次長　小林宏行

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸平成　　8年～ 7,564千円 臨時職員 0.00 人

実施計画ランク

ホームページ運用事
業

根拠法令

0.00 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

広報
課

利用者が欲しい情報に容易にたどり着き、その
情報が満足するものであるかが重要であるた
め、システムの評価機能により現状を把握するも
のである。

より利用しやすいホームページを目指して
R2年度に行うシステム改修について、現
システムに求められる今日的な機能を整
理して、方針を固めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度のシステム改修に向けて、検索性
の向上や多言語化の充実などを進めてい
く。

R1目標値が未達成の理由・分析

72.3%

コンテンツ数、総アクセス数ともに増加しており、
情報量が充実する一方で、分かりやすさ、探しや
すさも合わせて向上させることが課題となってい
る。

70.3%

H30実績

①31,986,086件

②21,253件

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 6,445千円

①総アクセス件数

②公開コンテンツ数

ホームページのコンテンツ評価機能において、
ペｰジ内容が「役に立った」「みつけやすかった」
と答えた人の割合

75.0%

6,581千円

行政サービスの向上を目的として、ホームページを
積極的に活用し、本市の情報や魅力を市内外に発
信する。担当課が直接コンテンツを作成・更新できる
システムを使って、事務の迅速化・効率化を図って
いる。

H30決算額

H30年度目標

75.0%

臨時職員

0.91 人 R2年度目標

75.0%

非常勤
特別職

目標設定の考え方・根拠

Ａ

職員への操作研修や、各所属が
作成・更新するコンテンツに対して
必要な助言等をすることで、誰もが
「使いやすい」「分かりやすい」「役
に立つ」ホームページを目指してい
る。
総アクセス件数が増加しており、市
政情報発信の基幹的な媒体として
の役割を果たしている。

R元年度目標 R1実績

事業の種別

一
般

H30予算現額

H30正規職員
人件費

R1予算現額

6,390千円

6,412千円

事業の具体的な内容及び目的

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

昭和　　27年～ 24,022千円 臨時職員 0.00 人

指標名

期間

0.91 人

7,626千円

非常勤
特別職

0.00 人

期間 2.89 人
非常勤
特別職

0.00 人

H30その他職員
従事割合

0.00 人

①2,042,590部

②1,995,342部

③7,961件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

68.4%

66.0%

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

市政情報等を的確かつ適切な時期に市民等にわか
りやすくお知らせするため、毎月１回１日に広報紙を
発行している。特集や連載コーナーなども企画し、積
極的に読者に役立つ情報の発信に努めている。委
託により市内の全世帯・事業所に配布している。
・タブロイド判16ページ・年12回発行
併せて、視覚障害者用広報を発行

2.57 人
非常勤
特別職

0.00 人 64.0%

21,537千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 32,717千円 29,397千円
①広報紙作成部数

②広報紙配布部数

③デジタルブックの総アクセス
件数

広報紙発行事業

事業の具体的な内容及び目的

58.0%

目標達成済65.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R2年度目標

Ｓ

市の情報発信についておおむね
評価を得ているが、意識調査の選
択肢からあいまいな回答を削った
ことも影響していると考えられる。
今後もアンケｰト調査などを通じて
様々なご意見を伺いながら、満足
度の低い若年層への訴求力の向
上を図っていく。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

29,114千円

投稿やアンケートを通して寄せられる読者
のご意見を参考としながら、より市民が参
加しやすく、わかりやすい情報発信に努め
るとともに、引き続き、記事の正確性を高
める。また、若年層にも訴求する企画や紙
面構成を工夫・検討し、情報発信力の向
上を目指す。

市民意識調査「市の情報発信に対する満足度」
市の広報媒体から必要な情報が得られていると
「感じる」と答えた人の割合

広報紙に特化した設問ではないものの、市の情
報を得る主要な手段である広報紙への満足度を
測る一定の指標ととらえ、前年度実績からの増加
を目指す。

埼玉県西部地域まちづくり協議会の構成5
市の広報紙における記事交換を引き続き
実施した。タブロイド判の紙面を生かした
記事作りに努め、広報コンクールで埼玉
県市部で特選、全国市部で入選の評価を
得た。

H30年度目標

R1予算現額

31,597千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

11,637千円 臨時職員

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令

R1その他職員
従事割合

5 5

12

期間 1.40 人
非常勤
特別職

R2年度目標

非常勤
特別職

12 12

11,732千円 臨時職員
①2,615点
②1,993通
③０校
④選挙執行のため中止となった
⑤29名
⑥５回
⑦５回

R元年度目標 R1実績

①啓発ポスター作品出品数
②18歳バースデーカード送付数
③選挙機材貸出件数
④視察研修参加者数
⑤全体研修参加者数
⑥コミュニティビジョン掲載申請数
⑦選挙時街頭啓発実施回数

啓発活動（選挙時）を行った月数

根拠法令

1,295千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,626千円 1,476千円

R1年度に改善した点

選挙時には法に基づき選挙違反を予防するため
の啓発活動を必要とする。
また、選挙のない年も選挙人の政治常識の向上
のため、啓発活動を行う努力義務がある。 選挙時に発行する選挙のお知らせに市民

が巻き込まれやすい選挙違反の事例を掲
載し、啓発を図った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

令和２年度ないし3年度に衆議院議員総
選挙が予定されていることから、引き続き
投票行動の促進、若年層の投票率向上
に向けた啓発を行なうとともに、違反のな
いきれいな選挙の実現に向けた啓発活動
に取り組んでいく。

H30決算額 指標名

明るい選挙啓発事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和元年度に行われた6回の選挙
において、選挙違反がなく適正な
選挙を実施できたため。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

公職選挙法 1,522千円

選挙
管理
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市民へ選挙制度を正しく理解いただき政治や選挙に関心を持ち、
自らが進んで投票に参加し、選挙が適正に行われるよう、市と所沢
市明るい選挙推進協議会が一体となり啓発活動に取り組んでい
る。
取組みでは、常時啓発として、明るい選挙啓発ポスターコンクール
の開催、広報などによる寄附行為禁止等のルールの周知を行い、
選挙時啓発として、街頭における啓発物資の配布を行っている。
また、投票率の低い若年層への啓発として、満18歳になった市民
へのバースデイカードの送付、市内の高校3年生に学校を通じて啓
発物資を配布するなどの啓発事業を実施している。

1.40 人

R1正規職員
人件費

S31年度～

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

公職選挙法を遵守し、市民
に投票の機会を提供した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く
発信することで貢献した。
また、作成に当たり再生紙
及び植物性インクの使用に
より環境負荷の低減に貢献
した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を広く
発信することで貢献した。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

広報課長　皆川　博幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,598千円 臨時職員 0.00 人

①532件

②407件

③101件

R元年度目標 R1実績

対面による会議が開催できず書面による
会議が行われる場合も、市民に会議の情
報を公開できるよう制度を運用する。0.42 人

非常勤
特別職

83.0%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

81.0%

90.0%

争いを調査審議する情報公開・個人情報保護審
査会及び行政不服審査会が計6回開催される
等、７条２号以外の理由で公開されなかった会議
の件数が多かったため、目標値に達しなかった。

90.0%

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 90.0%

3,491千円 臨時職員 0.00 人

指標名

会議の公開制度推進
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市の会議の公開に関す
る指針、所沢市会議録作成要領

47千円 34千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1目標値が未達成の理由・分析

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 43千円 46千円
①開催された会議の件数
②公開されなかった会議のうち
７条２号（個人情報）を理由とし
た会議の件数
③公開された会議（一部非公開
を含む）の件数

H30その他職員
従事割合

H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

公開された会議の割合について、
目標値には到達していないもの
の、目標値に近い水準で推移して
いることから、会議を「原則公開」と
して市政運営や施策形成における
透明性を高めるという目的は推進
できている。

R1年度に改善した点

公開された会議の割合（公開された会議の件数
／(開催された会議の件数-公開されなかった会
議のうち個人情報を理由とした会議の件数）×
100）

公開された会議の割合が増えることで、市政運営
や施策形成における透明性が高まると考える。
公開された会議の割合が85％前後で推移してい
ることから、それを上回る90％を目標とした。

所管課において会議の公開が適切に実
施されるよう、職員を対象とした庁内新聞
により手続き方法等を周知・啓発した。

H30年度目標 H30実績市民
相談
課

実施計画ランク

一
般

H30予算現額

期間

平成13年度～

市政において重要な役割を果たしている各種の審議会等
の会議を原則として公開することにより、市政運営や施策
形成における透明性を高めることを目的とする。
内容としては、会議開催前に開催のお知らせを公表し、会
議開催後は、会議開催結果、配布資料、会議録を市政情
報センターに配架し、閲覧に供している。（会議録は市
ホームページで公開している。）

0.31 人

0.00 人 5,250

身近なテレビで市政情報をよりわかりやすく紹介し、
市民等に広く情報配信するもの。具体的にはジェイ
コム埼玉・東日本所沢局で放映する5分間番組「広
報ところざわ・テレビ情報館」の制作と放映を行うも
の。
・毎日１回放送
・放送開始時間は午後８時２５分

0.26 人
非常勤
特別職

0.00 人 5,200

市政情報を映像によりわかりやすく発信
することができるよう、各所属と情報共有
して市民が知りたいテーマを選定し、番組
を制作・放映していく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5,250 5,231

期間 0.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

5,232

2,179千円 臨時職員 0.00 人

①1本

②365回

1,662千円 臨時職員

227千円

H30決算額 指標名

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

H30予算現額

R1予算現額

成果指標の目標値にはわずかに
届かなかったが、市政情報を毎日
放映することで、一定の成果を挙
げられていると考える。

R1年度に改善した点

①制作本数

②放送回数

視聴世帯数
ジェイコム埼玉・東日本所沢局において視聴率が
抽出できないため、ケーブルテレビ視聴可能世帯
数×5％で世帯数を算出する。 番組制作にあたり、所沢市と県内広域の

魅力発信に努めた。

目標値の視聴世帯数は「ケーブルテレビ視聴可
能世帯数×5％」で算出しているが、視聴可能世
帯数が微減したため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R元年度目標 R1実績

目標設定の考え方・根拠

Ａ

R1決算額（見込み）

231千円 231千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 227千円

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

広報ＣAＴＶ番組制作・
放映事業

根拠法令

重要

平成　　6年～

期間 0.54 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成　20年～ 4,488千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

①1,817件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

23,000 23,106

25,000

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

メール配信システム（ASPサービス）を利用し、利用
登録者に対して市政情報（21カテゴリ）を配信する。
・ツイッターと自動連携して同内容を配信している。
・市ホームページからも配信内容を見ることができ
る。

0.53 人
非常勤
特別職

0.00 人 21,000 20,353

4,441千円 臨時職員

①配信件数

利用登録者数（登録メールアドレス件数）

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 862千円 804千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

利用登録者数が前年度を大幅に
上回り、目標値を達成していること
から、成果が得られている。

R1年度に改善した点

平成25～29年度の登録者数の増加実績を踏ま
え、年間2,000人の増加を目指すものである。

利用者のニーズにきめ細やかに対応する
ため、情報カテゴリの整理・充実を行い、
その結果、カテゴリ数を19から21に増やし
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

広報紙、市ホームページ、チラシ等を活用
した周知活動を継続し、さらなる利用登録
者数の増加を目指すとともに、タイムリー
で分かりやすい情報配信に努める。

指標名

メール配信事業

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

根拠法令 R1予算現額

819千円 783千円

事業の具体的な内容及び目的
H30正規職員
人件費

H30予算現額 H30決算額

R1決算額（見込み）

広報
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の情報を速や
かに発信することで貢献し
た。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

住んでいる市の魅力を広く
発信することで貢献した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市政運営や施策形成におけ
る透明性を高め、市民参加
を促した。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉Ｓ４５年度～ 9,393千円 臨時職員 0.40 人

期間 1.13 人
非常勤
特別職

R2年度目標

議会の活動を多くの市民に対してわかりやすくお知
らせするため、年４回の定例会後に発行する議会広
報紙である。新聞折込による配布や公共施設、所沢
駅構内パンフレットラック、医師会に加入している市
内医療機関への配架を行うとともに、市議会ＨＰで
のＰＤＦ版公開、アプリ「マチイロ」への掲載等も行っ
ている。またデイジー版・点字版も作成している。

0.90 人
非常勤
特別職

27,889 38,633

前年度に引き続き読みやすい市議
会だよりを目指し作成を行ってお
り、設定した目標も達成している。

R1年度に改善した点

①作成部数

②デイジー版の作成部数

③点字版の作成部数

市議会ホ－ムペ－ジに掲載している市議会だよ
りPDF版へのアクセス件数

26,091

Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績7,542千円 臨時職員 0.40 人

①517,600

②58

③112

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 17,518千円 17,339千円

所沢市議会基本条例 17,584千円

前年度実績の約５％増

定例会の議案審議を紹介するページで
は、これまで賛否の分かれた議案の審議
結果のみ掲載していたが、より詳しくわか
りやすい紙面になるよう、令和2年2月発
行の193号から全ての審議結果も併せて
掲載することとした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

26,561

市議会の活動や定例会の内容をわかりやすく市
民にお知らせする上で市議会だよりの役割は大変
重要であることに加え、令和元年第２回定例会に
おいて「市議会だよりを全戸配布していただく為の
請願」が採択されたことからも、市議会だよりの配
布方法については、より多くの市民に読んでもらえ
るよう、新聞折込からポスティングによる全戸配布
への移行が必要である。

40,565

17,426千円

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

「市議会だより」作成
事業（デイジー・点字
版含む）

根拠法令 R1予算現額

事業の目的及び具体的な内容

非常勤
特別職

0.00 人

0.00 人 R2年度目標

行政の透明化及び市民参加促進により公正・民主的に市
政を推進することを目的とする。
内容としては，所沢市情報公開条例に定める公文書公開
請求に基づき市の保有する公文書を公開する。
また公文書の公開のほか、市政に関する正確で分かりや
すい情報を市民が迅速かつ容易に得られるよう、情報公
開の総合的な推進及び積極的な情報の提供に努める。

1.21 人

臨時職員 0.00 人

0.0% 0.6%

0.0%

期間 0.99 人
非常勤
特別職

0.0% 0.0%

10,140千円 臨時職員 0.00 人

①181件

②771文書

③743文書

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

公開請求に対する不服申し立て率（％）
（不服申立て件数/請求件数（申出は含まない）
×100

365千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 641千円 157千円

①請求件数（請求数＋申出数）

②対象公文書数

③公開文書数

R1年度に改善した点

情報公開請求に対して適正な対応や丁寧な説明
を行うことで、不服申立てが生じる可能性は低く
なると考えられることから、指標とした。

公文書を部分公開決定した事案について不服申
立てが1件あったため目標値には未達成となっ
た。 情報公開制度を適正に運営するため、職

員の啓発に取り組む必要がある。

公開請求受付の際に所管課へ情報提供
への切替えの可否を確認し、情報提供に
ついて職員への意識づけを図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

情報公開制度推進事
業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

情報公開請求が年間150～180件
前後で推移しているなか、令和元
年度においては不服申立が1件
あった。このため、成果指標での
目標値には達しなかったものの、
不服申立の審査の結果は、当該
決定を妥当とするものであり、適正
な対応ができていると考える。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市情報公開条例、所沢市情報公開条例施行規
則、所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

644千円

昭和63年度～ 8,229千円

重要

期間 0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成7年度～ 4,904千円 臨時職員 0.00 人

0.00 人

①768件
②418件
③36件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

600件 386件

500件

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

市民が市政に関する正確でわかりやすい情報を迅
速かつ容易に得られるようにすることを目的とする。
内容としては、各課で作成又は取得した行政資料を
市政情報センターで配架し、閲覧、貸出、有償頒布
するほか、提供された情報について一覧表を作成
し、窓口や市ホームページで公表している。

0.36 人
非常勤
特別職

0.00 人 600件 546件

目標数は、過去５年の平均数を上回るよう設定し
ているが、令和元年度は有償頒布数や行政資料
貸出数が例年を下回ったため、目標値には未達
成となった。

臨時職員

①有償頒布数
②都市計画図等の図面の有償
頒布数
③行政資料貸出数

市政情報センターの行政資料利用数（有償頒布
数－都市計画図等の図面有償頒布数＋行政資
料貸出数）

R1決算額（見込み）

所沢市情報公開の総合的推進に関する要綱、所沢
市市政情報センター複写実費徴収金等取扱要綱

678千円 447千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 451千円 407千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

都市計画図等については、当該図
面の一部区域だけが必要である
場合などに、コピー対応できるよう
コピー機の近くに図面を配架する
などして、市民が迅速かつ容易
に、また安価に必要な情報を得ら
れるようにしており、事業の目的は
推進できている。

R1年度に改善した点

市の保有情報を積極的に提供する事が当該事
業の目的となっているため「行政資料利用数」を
指標とする。ただし、コピー利用を推進している図
面有償頒布数は除く。令和２年度の目標数は過
去５年平均数（約５００件）を踏まえ、５００件とし
た。

市民の防災意識の高まりに対応するた
め、各種ハザードマップ（洪水・土砂災害・
浸水）を所管課から収集し、市民に配布で
きるようにした。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

市民が市政に関する情報や必要とする情
報を迅速かつ容易に得られるように、市
政情報センターでの情報提供方法につい
て工夫していく。

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

市政情報センター運
営事業

根拠法令 R1予算現額

3,017千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

市政情報を提供し、市民参
加を促した。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

情報公開を適切に行うこと
で、公正で民主的な市政の
推進に寄与した。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

どのように貢献したか

市議会だよりを通して議会の取
り組みを市民にわかりやすく周
知することで、議会活動への関
心を促すことや議会情報の透
明化に資している。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

昭和48年度～

市政懇談会開催事業

根拠法令

多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開か
れたまちづくりを積極的に推進することを目的とす
る。
各種団体等から要請を受け、市の施策や事業に関
する意見、提案、要望等について意見交換を行う。

7回

期間 0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

事業の目的及び具体的な内容

2,909千円 臨時職員

3,268千円 臨時職員 0.00 人

14千円

①開催回数

指標名

①7回

R元年度目標

0.00 人

R1決算額（見込み）

13千円

7回

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人 5回 7回0.39 人
非常勤
特別職

開催後の報告を議事録方式から要約方
式にすることで、事務を簡略化し、事務負
担の軽減と作成期間の短縮を図ることが
できた。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標を達成し、関係各課と情報共
有しながら、様々な分野の団体か
ら市政に対する意見を聞くことがで
きた。

目標達成済7回

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1予算現額

24千円

所沢市市政懇談会実施要領 24千円

昭和43年度～

多様化する市民の意見・要望・提案に迅速、的確に
対応するとともに市政運営に活かしていくことを目的
とする。
専用はがき及び封書等の郵便、FAX、電話、窓口で
の申出、電子メール等様々な方法で寄せられる市長
への手紙や陳情等による市民の意見・要望・提案を
受け対応する。

0.83 人
非常勤
特別職

市政の参考となる幅広い分野の団体と懇
談会が実施できるようにするとともに、市
全体の問題として取り組むことができるよ
うにするため、より多くの関係各課が参加
できるよう調整していく。

臨時職員 0.00 人 14日

市政懇談会の開催回数
多様な意見や要望等を聞き、市民参加による開
かれたまちづくりを積極的に推進するため、開催
回数を指標とする。

R1その他職員
従事割合

H30決算額

14日 18.2日

R1年度に改善した点

期間 0.79 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

0.00 人 14日 18.2日

6,566千円

6,955千円 臨時職員 0.00 人 R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

所沢市市政提案箱実施要領 121千円 25千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加 121千円 70千円

H30決算額

R1決算額（見込み）R1予算現額

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

最短3日で回答しているものがある一方、政策的
な検討に時間を要し最長で74日かかったものも
あり、結果として平均値が目標未達成となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

部局を跨る案件が生じたときに、円滑に協
力連携できるように調整を図っていく。

①市長への手紙としての受理
件数

②陳情書としての受理件数

回答に要する日数（回答にかかっった総日数÷
件数）

市民の意見・要望・提案に、迅速、丁寧、的確に
対応するため、回答を要する日数を指標とする。

例年夏以降に作成していた、前年度の広
聴事業に関する「広聴のまとめ」を5月中
に作成し政策会議で報告することで、全庁
的な当年度以降の各事業に関する計画
等の参考とすることができた。

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

指標としている市長回答に係る目
標は達成できなかったが、速やか
な対応が必要な案件については、
所管部局が早急に回答等をするな
ど、意見等の内容によって柔軟に
対応した。

H30年度目標

①526件

②21件

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

個別広聴事業

根拠法令

重要 自治事務

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.90 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S２５年度～ 7,481千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,284千円 7,456千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

委託により会議録作成に要する期
間の短縮や職員の負担の軽減を
図ることができた。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

本会議終了時から会議録公開までに要する延べ
日数を定例会と臨時会の本会議開催回数で除し
て算出した平均日数が目標日数以下となることを
目指す。

委託業務に係る反訳原稿の校正作業の
改善、効率化を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

引き続き、委託の趣旨を踏まえ、職員の
校正時間及び会議録作成期間等に係る
作業の効率化を図りたい。

議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

会議録作成事業

根拠法令

7,417千円

事業の目的及び具体的な内容

54

0.10 人

①４８

②１４６時間１５分

H30年度目標

非常勤
特別職

0.10 人

57

57

R1実績

57

臨時職員

57

地方自治法、所沢市議会会議規則 6,642千円

議会の会議内容を知る手段として、記録・文書化し、
会議録（冊子）として市民に公開することを目的にし
ている。作成に当たっては、会議を録音した音声
データを委託先の専門業者が反訳して原稿を作成
し、職員が反訳原稿の校正をした後、会議録が印刷
納品される。本会議会議録原本は議会事務局で永
年保存し、図書館、市政情報センター等で閲覧でき
るほか、インターネット上でも会議録を公開する。

0.95 人

7,961千円

R1予算現額

R元年度目標

H30決算額 指標名

①作成対象会議数

②作成対象開議時間数

本会議終了時から会議録公開までに要する日
数

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

会議録を公開していることに
より、審議情報の透明化に
資している。

どのように貢献したか

市民一人ひとりの生活環境
の改善に係る要望から、市
政に係る意見等まで実現で
きるよう努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

社会保障関連団体、障害者
団体、労働者団体などから
意見や要望を聴き、市政に
反映させるよう努めた。

１．貧困をな
くそう

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と福

祉を

８．働きがい
も経済成長も

８．働きがい
も経済成長も



項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第３節　人材育成・組織体制

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

精神的に不調を訴える職員
や休業明けの職員がスムー
ズに復帰できるよう事業の活
用を促し、職員の健康的な
生活に寄与した。

１４．海の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

初級職員研修としてプラス
チックごみ削減等の環境学
習を実施した。

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

受験者側への適切な情報発
信に努めることで、就職後の
ミスマッチを軽減させ、一人
一人の働きがいに貢献して
いる。

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

５．ジェンダー
平等を実現し

よう

８．働きがい
も経済成長も

１０．人や国
の不平等をな
くそう

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

職員研修事業

根拠法令 R1予算現額

地方公務員法第39条

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標値を達成しており、一定の成果
が挙げられていると考えるが、時代
の変化に即応し、多様な行政ニー
ズに対応できる職員を育成するた
めにも、効果的な研修を継続して実
施するとともに積極的に周知を図
り、受講率向上を目指したい。

H30年度目標 H30実績

R元年度目標 R1実績

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

研修受講率の向上により、成長する職員が増加
するほか、学習する組織風土の醸成にも繋がるも
のと考えるため、研修の受講率を指標としている。

①新規採用職員を指導するOJT担当職員
のスキル向上のため、従来の１日研修に
加え、4箇月後のフォローアップ研修を新設
した。（OJTフォローアップ研修）
②組織的な課題に対応した研修を企画・
実施した。（コンプライアンス研修、タイムマ
ネジメント研修等）

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

時代変化に対応した研修を行うため、随時
改善に向けた見直しを行う。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 7,534千円 6,897千円

職員の研修受講率（全職員数に対し、職員の研
修受講延人数の割合）

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

市民のために創意工夫し自ら考え動き、また、組織
にとって有用な人材を育成・支援することを目的に、
「人材育成基本方針」、「職員研修計画」に則り、職員
研修を実施する。
【研修体系】
キャリアステージ研修、マイセルフ研修、派遣研修ほ
か自己啓発支援など

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人

①320

②2,179人

③109人

R1その他職員
従事割合

80.0% 106.9%

7,219千円 6,330千円

78.0% 88.4%

15,922千円 臨時職員

①研修の実施日数

②修了者数（集合研修）

③修了者数（派遣研修）

0.00 人

非常勤
特別職

0.00 人

～ 14,546千円 臨時職員 0.00 人 100％以上

R2年度目標

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

期間 1.75 人

職員採用事務

根拠法令

R1正規職員
人件費

地方公務員法第１７条、所沢市職員任用規則

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

こころの健康相談事業

重要 自治事務 法定受託事務

相談者の多くは継続的に相談を受
けている職員であるが、定期的に相
談を受けることにより、相談者の健
康が保たれているように思われる。
今後も、職員への事業の周知と、相
談しやすい環境を整備していく必要
がある。

R1年度に改善した点

①実施回数

②相談者数（延べ人数）

実施回数
（月３回×12か月）

職員が相談しやすい環境を整備しておく必要があ
ることから、「こころの健康相談」の年間実施回数
とした。

相談者の急なキャンセルがあった場合、保
健師が直接声掛けをして、普段利用してい
ない職員にも利用してもらい、事業の周知
を図った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30決算額

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

指標名

R1決算額（見込み）

所沢市こころの健康相談員設置要綱 1,320千円 1,320千円

根拠法令 R1予算現額

法定受託＋附加 1,320千円 1,320千円

36回 36回

36回 36回

2,682千円 臨時職員 0.00 人

①36回

②90人

R元年度目標 R1実績

H12年度～ 2,660千円 臨時職員 0.00 人 36回

期間

職員の心身の健康の保持・増進のため、精神科医1
名及び精神保健福祉士2名に委嘱し、「こころの健康
相談」を実施する（月３回）。
相談を希望する場合には、職員課の保健師が予約
の窓口となり、電話や専用のメール等で受付をしてい
る。

0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人

職員採用情報を積極的に周知し受験者を募り、第1
次～3次試験（筆記、集団討論、面接等）を行い、最
終合格者を決定する。
行政組織に必要とされる定員を確保するとともに、所
沢市が"選ばれる自治体"でありつづけるよう、市民・
団体・事業者と協働してまちづくりを推進するために、
人と人、人とまちをつなぐ力を持った人材を確保する
事を目的としている。

1.55 人

期間

12,989千円

R1正規職員
人件費

Ａ

成果指標の実績値としては前年度
を若干下回ったものの、目標設定
の根拠となる「より良い人材の確
保」という観点において概ね目標は
達成できた。その理由として、昨年
度より合格後の辞退者が減少した
ことが挙げられる。一方、専門職に
ついては、受験者が減少傾向にあ
ることから、引き続き情報発信等を
工夫・改善していくことで、受験者の
獲得につなげていきたい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 3,232千円

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

～ 14,962千円

目標設定の考え方・根拠H30予算現額

非常勤
特別職

0.00 人

臨時職員 0.00 人

1.80 人

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

2,364千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30決算額

R1決算額（見込み）

2,770千円

R1予算現額

2,617千円

一
般

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績 「新しい生活様式」に配慮した採用試験や
説明会の実施に着手する必要がある。特
に、採用説明会については、対面方式で
はない手法で、あらゆる人が情報をキャッ
チできるよう発信していく必要がある。ま
た、優秀な人材を流出させないよう、辞退
者防止の取り組みを継続することも必要で
ある。選ばれる自治体となるよう採用情報
の発信等を工夫していく。

①採用試験受験申込者数

②採用試験受験者数

③採用者数

指標名 R1年度に改善した点

採用試験受験者数
所沢市が必要とする人材を確保することが目的で
あることを踏まえ、より良い人材を確保するという
観点から１次試験の受験者数を指標とした。

・年齢要件の緩和により専門職の確保に
努めた。
・庁内広報紙を説明会の場で配布すること
で職場の雰囲気等の情報発信と業務改善
に努めた。
・新たに、公務員予備校主催の説明会へ
参加するなど、採用情報に係る発信の機
会を増やした。
・合格者を集めての懇親会を開催し、辞退
者防止に努めた。
・技術職職員との協働により土木職ポス
ターを制作した。

600人 585人
企業等の人手不足が依然として厳しい状況であ
り、就職活動においては売り手市場が続いてい
る。特に、専門職の人材確保に苦慮しており、申
込者数・受験者数ともに減少傾向にある。中でも、
保育士については前年度より大幅な減少となった
ことから、第3回の試験において年齢要件の緩和
などの対策を講じた。目標には及ばなかったもの
の、即戦力のある優秀な人材を確保することにつ
ながった。

600人 571人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.32 人
非常勤
特別職

事業のさらなる周知と、相談しやすい環境
整備に努める。

0.00 人 R2年度目標

臨時職員 0.00 人 600人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0.00 人 R2年度目標

①797人

②571人

③75人

R元年度目標



現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

職員課長　並木　茂幸

１０．人や国
の不平等をな
くそう

どのように貢献したか

事業者を決定する際、事務
の効率化向上と、公平性を
担保するために、プロポーザ
ル方式で実施した。

どのように貢献したか

職員のストレスへの気付きを
促し、職場改善に繋げること
で、働きやすい職場環境づく
りに取り組んだ。

５．ジェンダー
平等を実現し

よう

８．働きがい
も経済成長も

３．すべての
人に健康と福
祉を

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

組織全体が相互に協力して
行政課題の解決に向けたア
クションが出来るような柔軟
な組織体制を構築している。

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

組織管理事務

目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和3年度に向けた組織機構見直
しの部局間調整が完了し、組織条
例一部改正準備が概ね整った。
部局の偏りなく、全庁的に事務応援
制度が活用され、働き方改革も踏ま
えた行政サービス提供体制を整備
できた。

R1年度に改善した点

①課内室の定期的見直し実施
数

②組織機構見直し実現有無

事務の応援件数

機動的な事務応援が実現しているしなやかな組
織であれば、行政課題・行政需要の変化にも速や
かに対応可能であり、市民サービスの維持向上
につながるため。

働き方改革を踏まえ、年度当初に改めて
事務応援制度を周知した（通知文書ならび
に総務担当課長連絡会議）。

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

【事業目的】
①新たな行政課題や重点施策への対応②持続的な
行政運営③事務の合理化や生産性の向上

【具体的な内容】
状況に応じた組織体制を整備するために、関係する
所属との調整、例規の整備、人員体制の整備等を総
合的に行う。

0.81 人
非常勤
特別職

6

4,904千円 臨時職員 5

目標達成済5 6

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,788千円 臨時職員

①１

②有

R元年度目標 R1実績 組織機構見直し後も各種移管業務を適切
に推進し、市民サービスの維持・向上を図
るため、当課がハブ役となり円滑な引継ぎ
環境を整備する。
また、全庁的会議体（政策会議や事務改
善委員会等）を活用し、引き続き事務応援
への相互協力マインドを醸成する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 0.59 人
非常勤
特別職

R2年度目標

2.23 人

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

期間

地方公務員法、地方自治法、所沢市一般職員の給与等に関する
条例、所沢市会計年度任用職員の報酬等に関する条例、所沢市
会計年度任用職員の報酬等に関する規則

H30正規職員
人件費

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正により、
令和2年度より会計年度任用職員制度が創設され
る。それに伴い、フルタイム勤務の会計年度任用職
員及び臨時的任用職員の制度運営のため、人事・給
与システムの改修を行う。
 また、パートタイム勤務の会計年度任用職員につい
ては、報酬計算業務及び社会保険業務を専門業者
に外部委託するものである。

当該事業はR１年度から実施したものであ
る。

H30年度目標

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

会計年度任用職員制度を適切
に運営するため、制度運営に必
要となる業務を行う。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

指標名

H30その他職員
従事割合

H30実績

目標設定の考え方・根拠

事業の目的及び具体的な内容
Ｓ

0千円

R1正規職員
人件費

非常勤
特別職

会計年度任用職員の給与支給処理テストにおけ
るエラー件数

人事管理、給与支給を行うための基礎情報の管
理を適切に行うことが当該事業の目的となってい
ることから、その結果が反映される会計年度任用
職員の給与支給処理におけるエラー件数を指標
とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

R2年度目標

①人事・給与システムの改修

②報酬計算業務委託及び社会
保険業務委託の契約締結

R元年度目標 R1実績

引き続き法令を遵守し、適正な人事管理
及び給与支給に努めていく。

R1その他職員
従事割合

0件 0件

職員データの取り込み後に実施し
た給与支給処理のテストにおいて、
財務会計システムでの伝票処理ま
で問題なく終了したことが確認でき
たため、一定の成果が挙げられたも
のと考えている。

R1年度に改善した点

会計年度任用職員制
度運営事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

3,025千円 3,025千円

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

H30予算現額 H30決算額

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

H30年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 80.0%

Ｒ１～ 18,536千円 臨時職員 0件

R1決算額（見込み）

労働安全衛生法 1,793千円 966千円

80.0%

職員
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

職員ストレスチェック事
業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

H28～

指標名

ストレスチェックを受検し、その結果を見ることで、
自分の状態を把握することができ、セルフケアに
つなげることができることから、受検率を指標し
た。

R1目標値が未達成の理由・分析

ストレスチェックの目的や結果の活用方法
について周知を行い、受検者を増やす必
要がある。

目標設定の考え方・根拠

概ね目標は達成しているが、一人
ひとりが自分の状態を把握し、セル
フケアにつなげるためにも、さらなる
周知を行い、多くの職員に受検して
もらえるように努める。

R1年度に改善した点

調査期間中に機会があるごとに庁内のイ
ントラを利用して、受検を働きかけた。ま
た、所属長に対し、初めてとなる分析結果
の研修会を開催し、職場環境の整備につ
なげられるよう取り組んだ。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

Ａ

ストレスチェックの受検については任意であるが、
検査の目的や結果の活用方法の周知や、調査の
実施時期についても検討が必要と思われる。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,984千円

77.5%0.37 人

H30実績

①受検率

②高ストレス者の割合

受検率
（受検者数／対象者数）

1,018千円

3,101千円 臨時職員 0.00 人

①77.9%

②13.2%

R1その他職員
従事割合

77.9%

R元年度目標 R1実績

期間 0.32 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

職員自身のストレスへの気付きを促し、セルフケアに
取り組むことや、働きやすい職場づくりを進めること
で、職員がメンタル不調となることを未然に防ぐ「一次
予防」を目的とし、労働安全衛生法の規定に基づく心
理的な負担の程度を把握するための検査（５７項目）
と、その結果に基づく面接指導を実施する。

2,660千円 臨時職員 0.00 人 80.0%

R1正規職員
人件費



項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

地域福祉センター長　大出　久美

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　瀧澤　恵

期間 2.50 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｈ２７ 20,780千円 臨時職員 0.15 人

臨時職員 0.00 人

①5回

②80人

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

16 16

16

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

子どもたちが『明るく・楽しく・元気よく』過ごせる環境
整備を目指すため、所沢市子ども・子育て支援事業
計画を策定し、定期的に計画の点検・見直しを行うな
ど、社会情勢の動向に合わせて施策等の着実な実
施を図ることを目的とする。計画の策定・点検・見直し
の際は、所沢市子ども・子育て会議委員の意見を参
考にする等、多様な意見を反映するよう努める。
なお、令和元年度は、現行計画の最終年度であった
ため、令和２年度から６年度を計画年度とする新たな
計画（第２期計画）の策定作業を行った。

1.80 人
非常勤
特別職

0.00 人 16 16

目標達成済

R1決算額（見込み）

子ども・子育て支援法、所沢市子ども・子育て会議条
例

6,262千円 6,030千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

各事業の進捗状況の自己評価を子
ども・子育て会議で報告し、承認を
いただいた。計画書に掲げる事業
については、順調に進んでいる。

R1年度に改善した点

計画書に掲げる主要な事業等（教育・保育と地域子ど
も・子育て支援事業、計16事業）について、事業が順調
に進んでいるかどうかを把握するもの。

子ども・子育て会議において、委員が活発
に意見交換できる環境を整えるため、市民
公募委員の改選時期に委員向け研修会を
開催した。研修会では、必須知識・用語の
整理、模擬ワークショップ等を行い、委員
の交流が促進されるなど、活発な意見交
換に繋がる効果が得られた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

計画の進捗管理には、多様な視点による
点検・評価が必要である。会議においては
委員相互の活発な意見交換の機会を最大
限に確保し、これらの意見を参考にするこ
とにより、市民ニーズを適切に反映してい
く。

R1予算現額

15,084千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

653千円 508千円

①子ども・子育て会議開催回数

②出席委員数

順調に進んでいる事業等の件数

1.29 人
非常勤
特別職

こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市子ども・子育て
支援事業計画推進事
業

根拠法令

臨時職員

①39.9％

②中止

③

R元年度目標 R1実績 市民意識調査結果や改正社会福祉法等を
踏まえ、第３次計画の策定を行っていく。ま
た、成年後見制度利用促進基本計画を包
含した計画とするために必要な調整を図る
ほか、各分野別計画との整合性をはかる
ために庁内地域福祉連絡推進会議を活用
していく。

予定されていたイベント、講習会等が感染症拡大
防止の観点から中止となり、実績値が伸びなかっ
た部分もある。未達成ではあるも、前年度より達
成率は上昇している。

90.0%

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

88.0%

10,722千円 臨時職員

82.9%

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

85.3%

92.0%

12,151千円

4,295千円 4,005千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

非常勤
特別職

709千円 355千円 ①第3次計画策定に向けた市民
アンケートの回答率

②地域福祉みらいフォーラムの
参加者アンケートの満足者数

③H30その他職員
従事割合

指標名

第３次所沢市地域福
祉計画策定事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

社会福祉法

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

地域福祉計画における「取り組みを
測る指標」については、一部指標に
達成率の低いものが見られるも、26
の指標のうち達成率が90%を超えて
いるものが16指標あり、前年度から
の実績値も上昇し、おおむね順調
に成果を上げているところである。

R1年度に改善した点

所沢市地域福祉計画に掲げた取り組みを測る指
標の達成率

地域福祉計画における「取り組みを測る指標」の
達成率の平均値。目標値は令和6年度を100%とす
る。

令和2年度をもって計画期間を終えること
から、次期計画策定の基礎資料とするた
めの市民意識調査を実施、今回は一般に
加え中高生の意識調査を実施した。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30予算現額

期間

平成26年度～

第2次所沢市地域福祉計画の基本理念「互いの顔が
見える、地域で見守り支えるまち」をめざし、地域にお
ける福祉のコミュニティやネットワークづくりを進める。
また、地域福祉推進委員会において、計画の進行管
理及び評価を行い、計画の円滑な推進を図る。

1.45 人

H30決算額

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

地域
福祉
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

期間 1.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H25～ 8,312千円 臨時職員

①565事業

②2人

③71項目

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

90.0% 94.3%

90.0%

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の企画立案・予算化・実施・評価検証などの市
政運営を所沢市マネジメントシステムの仕組みに
沿って進めていくことで、より合理的かつ効果的に市
政を進めていく。
具体的には、総合計画の実現に向けた実施計画の
策定を行ったうえで、事務事業評価などにより評価検
証し、結果を予算･計画などへ反映していく。

0.85 人
非常勤
特別職

90.0% 87.7%

事業内容によっては、改善の余地があまりないも
のもあるため。

臨時職員

①事務事業評価実施数

②公開評価の傍聴者数

③組織目標における目標達成に
向けた重点事業項目数

事務事業評価において、全事業の中で当該年度
中に「改善した点」があった事業の割合

R1決算額（見込み）

所沢市自治基本条例 0千円 229千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 522千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

令和元年度より所沢市マネジメント
システムにおいてSDGs（持続可能
な開発目標）の取組推進に向け働
きかけたが、その浸透を図るため、
引き続き庁内への周知が必要であ
る。
事務事業評価については、指標設
定が適切であったか等、改めて
PDCAサイクルに基づき検討する必
要がある。

R1年度に改善した点

目的の達成に向けて現状の課題に対する改善を
行っていく中で、毎年９割以上の事業が何らかの
改善を行えるようにしていきたい。

環境配慮事項等伝達書に快適環境の保
全に向けて「SDGs（持続可能な開発目標）
への取組」の観点を取り入れ、推進した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

SDGsと事業をしっかり結び付けて実施して
いくよう、周知に努めていきたい。

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市マネジメントシ
ステム推進事業

根拠法令 R1予算現額

7,123千円

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

期間 0.96 人
非常勤
特別職

R2年度目標

7,980千円 臨時職員Ｒ１～Ｒ２

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

0千円 臨時職員

①「高齢者福祉・介護実態調査」
を実施し、市内高齢者の実態の
把握に努めた。
配布数：4,250件
回収数：3,108件（73.1％）

R元年度目標 R1実績

計画策定完了

5,412千円

新型コロナウィルスの影響により、令和2年
度前半の協議の場開催の見合わせや、全
体回数を縮減するなどスケジュールに影
響が出ている。
意見収集や修正等を含めた手続きの不
備・遅れがない様に全体進捗管理に努め
る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

高齢者福祉・介護保険に関する事項を定める「高齢
者福祉計画・介護保険事業計画」を3年を1期として策
定する。
市民の意見徴取、県の記載事項承認、諮問機関へ
の諮問・答申等の所定の手続きを経て滞りなく計画
を策定し、令和3年度からの運用に入ることが目的と
なる。

0.00 人
非常勤
特別職

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

目標達成済
高齢者福祉・介護実
態調査実施完了

完了した

介護保険法、老人福祉法 6,242千円

①計画策定に係る予備調査とし
て、「高齢者福祉・介護実態調
査」を実施

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

年度内に実施完了し、令和2年度の
策定作業の基礎資料として活用で
きるようになったため。H30正規職員

人件費
H30その他職員
従事割合

R1予算現額 R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

第８期所沢市高齢者福祉計画・介護保険事業計
画の策定完了

法定計画であり、概ねのスケジュールも順次国が
示す指針、手引きの発出のタイミングで実施して
いくため、年度内に実施すべき項目の完了を目標
とした。

質問項目に関し、高齢者福祉計画推進会
議委員の意見も踏まえ見直しを行った。

H30年度目標 H30実績

実施計画ランク

高齢
者支
援課

H30決算額H30予算現額事業の種別

0千円

一
般

第８期所沢市高齢者
福祉計画・介護保険事
業計画策定事業

根拠法令

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

評価を行うことで、事業に対
する職員の意識改革をすす
めた。

３．すべての
人に健康と福
祉を

１６．平和と公
平をすべての
人に

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

無作為抽出による調査対象
者選定を行い、公平性確保
に努めた。

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１．貧困をなく
そう

１６．平和と公
平をすべての
人に

１０．人や国
の不平等をな
くそう

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

どのように貢献したか

地域における支え合い活動
の推進、担い手の育成等に
より、誰もが安心して暮らせ
る地域を目指している。

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と福
祉を

１６．平和と公
平をすべての
人に

どのように貢献したか

進捗管理において、適切な
情報開示や丁寧な説明を
行ったことにより、「16.6有効
で説明責任のある透明性の
高い公共機関の発達」に貢
献した。

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第４節　行政経営



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健医療課長　小澤　一良

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

みどり自然担当参事　奥村　稔

項目名

■ □ □

実績

評価者

都市計画課長　　髙野　淳

R1実績

H30年度～R2年度 5,818千円 臨時職員 0.30 人

―

1回

R元年度目標臨時職員

R1予算現額

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 3.00 人
非常勤
特別職

0.30 人

H30決算額

386千円

1回

2回

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

R1年度～R2年度 5,818千円 臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

調査地区として、市内のみどリの
核、拠点、回廊の計24地区を選定
し、指標種として、動物100種、植物
25種の計125種を選定し調査を行っ
た。これまでに所沢市内で調査した
文献調査と併せ、本戦略の基礎情
報の把握につながった。

R1年度に改善した点

R1決算額（見込み）

H30実績

本戦略における主要な施策となる「エコロジカル
（生態系）ネットワーク」の構築に向けて、検討の
基礎情報となる動植物の生息・生育状況の把握
が重要となることから、調査回数を指標とした。

指標調査の精度を高めるため、調査区域
を増やして実施した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

本市の社会情勢や自然環境に合わせた
計画とすべく、審議会からの専門的知見を
踏まえた戦略としていく。

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

生物多様性ところざわ
戦略策定事業

根拠法令

1,481千円

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額 指標名

①所沢市みどりの審議会開催回
数

②市民啓発イベントの参加者数

③市民アンケート等回答数

指標動植物調査回数

―

0.00 人

①3回

②2,172名

③1742人、37団体

H30年度目標

非常勤
特別職

生物多様性基本法、生物多様性国家戦略、所沢市
みどりの基本計画

843千円

　生物多様性基本法に基づき、本市の生物の多様性
の保全と持続可能な利用のため、その方針をまとめ
た計画となる「生物多様性ところざわ戦略」を策定す
るものである。
　策定にあたっては、所沢市みどりの基本計画に掲
げたみどりの各施策や市の関連施策と連携しなが
ら、エコロジカルネットワークを構築する具体的方策
について検討していく。

0.00 人 0.00 人

0千円

期間 0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

保全したみどりや水辺の主軸である河川等を相互に
結びつける散策路を中心とした整備を推進し、ところ
ざわサクラタウン、中心市街地、狭山丘陵を拠点とし
て連携させることで、市域全体の魅力向上を目指す
ため、本計画を策定するものである。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1年度に改善した点

①関係部署の調整会議開催回
数

②パブリックコメントの実施

③水とみどりがつくるネットワー
ク計画（案）の作成

関係部署の調整会議開催回数

1回
Ａ

R1目標値が未達成の理由・分析

R1実績

目標設定の考え方・根拠

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

2回 2回

全庁的な計画となることから計画策
定に関係する部署を幅広くとらえ関
係部署との調整会議、パブリックコ
メント等をを実施し、事業の情報収
集と調整を行い、水とみどりがつくる
ネットワーク計画（案）を作成した。
散策路マップについては、産業経済
部と連携し、令和2年度に作成する
こととなった。

臨時職員 0.00 人
①2回

②1件

③1件

R元年度目標

―

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

水とみどりがつくるネットワーク計画（案）作
成に当たり、関係課及び関係自治体との
調整を行った。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

14,694千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

1回

産業経済部と連携して作成する新たな「と
ころざわ　ウォーキング・ナビ」について、
水とみどりがつくるネットワーク計画の考え
方を取り入れて作成すること。また、本計
画の推進に伴う進捗管理を行う方法につ
いて検討する必要があること。

事業の目的及び具体的な内容

366千円
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略、所沢市みど
りの基本計画、所沢市街づくり基本方針

R1予算現額

水とみどりがつくるネットワーク計画は、「所沢市
まち・ひと・しごと創生総合戦略」の重点プロジェク
トに位置づけられていることから、関係部署の調
整が重要であり会議の開催回数を指標として設
定した。

みど
り自
然課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

水とみどりがつくるネッ
トワーク計画策定事業

根拠法令

4,609千円

H30正規職員
人件費

平成28年度～ 17,455千円 臨時職員 計画の推進

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

臨時職員

令和元年度に第２次計画を策定し、令和２
年度以降は、計画の推進に努める。

非常勤
特別職

アンケート調査実施 アンケート調査実施

R2年度目標

16,592千円

第２次計画策定 第２次計画策定

①５回

②３回

③取組状況・目標指標達成度の
評価・公表

R元年度目標

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

所沢市保健医療計画
策定事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

埼玉県地域保健医療計画
第６次所沢市総合計前期基本計画

5,334千円

事業の目的及び具体的な内容

「第１次所沢市保健医療計画」に基づき、市や関係機
関などが実施している保健・医療分野等の取り組み
を整理し、本市の保健医療政策を効果的・効率的に
推進するとともに、「第１次所沢市保健医療計画」が
令和２年３月をもって計画期間が終了することから、
令和２年４月から計画期間を６年とする「第２次所沢
市保健医療計画」を策定するものである。

1.98 人

R1年度に改善した点H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

第２次計画の策定にあたっては、当
市の保健医療の現状や、平成３０
年度に実施したアンケート調査の結
果を反映させ、よりよい計画の策定
が出来たと考える。
また、第２次計画では、健康日本２
１を基にした構成に変更し、市民に
とってより分かりやすく見やすい内
容になった。

目標達成済

4,956千円

R1実績

計画の評価方法について、市民にとってよ
り分かりやすい内容とするため、第２次計
画における評価方法について検討を始め
た。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 5,505千円

H30正規職員
人件費

H30予算現額

第２次所沢市保健医療計画の策定

令和２年３月をもって、第１次所沢市保健医療計
画の計画期間が終了することから、令和２年４月
から６年間を計画期間とする、第２次計画を策定
することを目標とした。

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

5,143千円

①計画推進委員会開催日数

②計画庁内推進会議開催日数

③第１次計画の進行管理

R1目標値が未達成の理由・分析保健
医療
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

期間 2.10 人
非常勤
特別職

都市
計画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市都市計画マス
タープラン推進事業

根拠法令 R1予算現額

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

「所沢市街づくり基本方針」を改定
し、新たに「所沢市都市計画マス
タープラン」を策定した。

R1年度に改善した点

①所沢市街づくり基本方針改定
委員会の開催

②パブリックコメントの実施

③所沢市都市計画マスタープラ
ンの策定

適切な進捗管理体制の構築

「所沢市都市計画マスタープラン」について、関係
部署と連携し、街の将来像の実現に向けて推進
するとともに、適切な進捗管理体制の構築を行
う。

改定後を見据え、進捗管理体制の検討を
進めた。

H30年度目標 H30実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,510千円 14,668千円

R1決算額（見込み）

都市計画法 7,413千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

進捗管理の体制構築

素案作成

改定

R2年度目標

所沢市都市計画マスタープランの策定

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

21,453千円 臨時職員
①3回

②10名・39件

③令和2年第1回定例会で修正
可決

R元年度目標 R1実績

臨時職員

庁内関係部署との情報共有及び連携を図
る。

R1正規職員
人件費

H29～ 24,936千円

都市計画法第18条の2に基づく都市計画に関する基
本的な方針である「所沢市都市計画マスタープラン」
について、庁内関係部署と連携し、街の将来像の実
現に向けた取組を進めていくものである。

2.56 人 素案作成

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

当市の保健・医療に関する
施策を一体的に推進する保
健医療計画を策定・推進す
ることにより、市民の健康づ
くりに貢献した。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１３．気候変
動に具体的
な対策を

１１．住み続
けられるまち
づくりを

３．すべての
人に健康と福
祉を

１３．気候変
動に具体的
な対策を

３．すべての
人に健康と福
祉を

どのように貢献したか

生物多様性の確保を図るた
め、動植物の生息・生育状
況に応じた適切な保全・創
出活動を実施するための計
画策定をすすめた。

１５．陸の豊
かさを守ろう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

みどりや河川とにぎわいの
拠点を結ぶ散策路整備の計
画を策定し、自然環境への
意識高揚やまちの活性化を
目指した。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

関連計画との連携により、街
づくりの方向性を位置づけ
た。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

7,207千円

8,977千円

指標名

COOL JAPAN FOREST構想の認知度
①各団体等への説明会数

②文化創造会議参加者数

③TEAM　START開催回数

0千円

特になし

根拠法令

H30正規職員
人件費

0千円

1,807千円

H30実績

R1年度に改善した点

Ｂ

目標設定の考え方・根拠

多くの方に周知するため、所沢市民フェス
ティバルに参加した。その際に、株式会社
KADOKAWAのブースト隣り合わせで参加
したことで、多くの方にCOOL JAPAN
FOREST構想の啓発を図ることができた。

本構想がどれだけ浸透しているかを測るため、所
沢市市民意識調査でCOOL JAPAN FOREST構想
を「知っている」と答えた人の割合を指標とする。
所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略では令和2
年度までに８０％を目指すこととしている。

西地区への認知度が低いため、西地区で
実施されるイベントへ参加するとともに、令
和２年度にオープンする「ところざわサクラ
タウン」と共に、目指すべきまちづくりを進
めるための取り組みを検討していく必要が
ある。

R1目標値が未達成の理由・分析

成果指標である認知度の達成度は
低い状況にあるが、一方で各団体
等への説明会の要望や文化創造会
議の参加者数は減少していないた
め、多くの方がCOOL JAPAN
FOREST構想に興味を示していると
考えられる。
今後は、令和２年度にオープンする
「ところざわサクラタウン」と共同で
啓発活動を検討するなど、啓発方
法の工夫が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

令和元年度は所沢市民フェスティバルで啓発活
動を実施するなど市全域を意識して啓発活動を
行った結果、実績値は昨年度と比較して向上し
た。
一方、昨年度同様西地区の認知度は低いため、
今後は西地区への積極的な啓発活動が重要とな
ると考えられる。

H30年度目標

R1決算額（見込み）R1予算現額

H30その他職員
従事割合

2,666千円

43.8%80.0%
非常勤
特別職

0.86 人

R1実績R元年度目標

①9回

②４０３名

③１回

80.0%

1.08 人

COOL　JAPAN
FOREST構想推進事
業

期間

H27年度～

臨時職員

株式会社KADOKAWAと協力して文化事業や企業誘
致等、産官共同で事業展開を行い、構想に示した「み
どり・文化・産業が調和したまち」の実現を目指す。
推進会議「TEAM　START」での協議や、構想推進に
関する協定を締結するとともに、イベントでのブース
出展や文化創造会議の開催等の啓発、情報発信を
行うなど、「みどり・文化・産業が調和したまち」の創
出に向けた事業を展開する。

実施計画ランク

最優先 法定受託事務自治事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容経営
企画
課

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

一
般

H30予算現額事業の種別

臨時職員

H30決算額

53.0%

R2年度目標
非常勤
特別職

80.0%

期間 0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

S63年度～ 3,740千円 臨時職員 0.00 人

臨時職員

①87施設

②8部会

R元年度目標 R1実績

協議会の現行計画である「第２次埼玉県
西部地域まちづくり構想・計画」が令和２年
度をもって期間満了を迎えるため、次期計
画を策定し、圏域のさらなる活性化に取り
組む。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

612,833人

550,000人

指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

0.44 人
非常勤
特別職

0.00 人 510,000人 578,939人

目標達成済550,000人

3,687千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 730千円 716千円

①相互利用対象施設数

②活動専門部会数

目標設定の考え方・根拠

Ａ

協議会に新たに日高市が加入し、
公共施設の相互利用も５市で開始
したことで、圏域内での交流の機会
が拡充した。

R1年度に改善した点

市民相互利用交流者数
（圏域施設相互利用者数＋交流事業参加者数）

公共施設の相互利用や圏域住民の交流を図るこ
とが当該事業の目的となっていることから、圏域
内の交流者数を指標とする。 新たに相互利用の対象となった日高市の

７施設について、広報を行った。

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

所沢市、飯能市、狭山市、入間市の４市で組織する
埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイアプラン）につ
いて、構成市の連携・交流を深め、広域的な行政課
題への取組みを推進する。
具体的な取組み内容としては、公共施設の相互利用
や施設間のネットワーク化、交通網整備など、圏域住
民の利便性や交流を図る。また、イベント等により構
成４市の連携を促進する。

R1予算現額

特になし 726千円

H30決算額

ダイアプラン推進事業

根拠法令 R1決算額（見込み）

721千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

0.00 人

重要

1,829千円 臨時職員 0.00 人

R1その他職員
従事割合

70.0% 64.5%

70.0%

期間 0.22 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

非常勤
特別職

0.00 人 70.0% 76.4%

3,017千円 臨時職員 0.00 人

①5件

②15件

③4件

R元年度目標 R1実績

①講師依頼件数

②先進地視察件数

③講演会・研修会参加件数

事業予算の執行率根拠法令

1,711千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,000千円 1,529千円

R1年度に改善した点

先進市視察や講演会開催等を全庁で積極的に実
施しているかという視点から、事業予算の執行率
を根拠とした。

適切に事業予算の管理を行うことにより、
当該事業が必要な所属に活用してもらうこ
とができた。

政策形成への支援に対して、アドバイザー謝礼の
支払を想定していたが、各所属からの活用希望
がなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

先進事例を積極的に調査・研究し、他所属
にも情報提供する等して、より多くの職員
に当該事業を活用してもらう。

H30決算額 指標名

「未来（あす）を見つ
め、今を動く」政策形
成事業

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

先進市の視察・研修会の参加等に
より、今後の事業展開に大いに役
立てることができた。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし 2,650千円

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

有識者や専門家からアドバイスをいただくとともに、
先進都市視察や研修会等への派遣を通して、市職員
の能力や意欲を高め、課題への対応力を磨くことを
目的とす る。

0.36 人

R1正規職員
人件費

H25～

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

7,961千円 臨時職員

①29件

②709件

③3回

R元年度目標 R1実績

行政改革大綱は令和元年度に終了し、令
和２年度以降は「所沢市行政経営のため
の職員行動ガイドライン」に基づき、行政
経営を推進していく。1.26 人

非常勤
特別職

6

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

7

10

所管課ですでに別の対応をしていて、提案の直接
的な実現に至らなかったものや、実施に向けて環
境整備が必要になるものなど、実現困難な提案
があったため。

10

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

行政経営（限られた資源のなかで、確固たる戦略を定め、
自律した行政を行うこと）を実践する。
○「所沢市行政改革大綱」に沿った行政経営の推進（一人
一改善、職員提案、行政改革大綱掲げられている実施目
標の各項目の計画的実施、「有言実行発表会」の開催によ
る行政経営の趣旨周知等）
○行政経営推進委員会の開催
○庁内情報誌を通じた行政経営の趣旨周知

0.95 人
非常勤
特別職

10

10,473千円 臨時職員

1,322千円

①職員提案提案数

②一人一改善改善数

③行政経営推進委員会開催数

指標名

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市行政経営推進委員会設置条例など 1,704千円 1,312千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

職員提案の提案採用数
実施若しくは実施に前向きな検討結果が提出され
た提案数

・第６次行政改革大綱に係る改革改善の
内容を踏まえ、より効果的に行政経営を進
めるため、新たにガイドラインを策定した。

・一人当たりの時間外勤務の削減に努め
た。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額

行政経営推進事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

第６次行政改革大綱（平成28年度
～令和元年度）の進捗については、
平成30年度実績は87％で、目標の
90％にわずかに届いていないもの
の、順調に推移している。
一方、職員提案については前年度
同様、実現率が低いため、職員に
対して提案の呼びかけを行い、各
所管課においても提案内容を積極
的に取り入れ、業務改善に繋げて
いくよう、調整が必要である。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

1,563千円

期間

H16～

どのように貢献したか

大綱の推進を行うことで、行
政経営に対する職員の意識
改革をすすめた。

８．働きがい
も経済成長も

１４．海の豊
かさを守ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

８．働きがい
も経済成長も

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１０．人や国
の不平等をな
くそう

どのように貢献したか

有識者や先進自治体等から
知見を得て、市の政策推進
に活用した。

８．働きがい
も経済成長も

どのように貢献したか

協議会として、将来を見据え
た計画の策定に着手した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

民間事業者である㈱KADOKAWAと
共同でまちづくりを進めた。
また、啓発グッズをトートバッグや狭
山茶にすることにより、レジ袋の削
減や地産地消の推進を図った。

１１．住み続
けられるまち
づくりを



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

まち・ひと・しごと創生法

R1決算額（見込み）

R1年度に改善した点

非常勤
特別職

H30決算額

0千円

「所沢市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を展開する
うえで、「魅力」「元気」「安心」のキーワードに基づき
４つの戦略方針を定めとともに特に重点を置く４つの
施策を「重点プロジェクト」として設定し、優先的に実
行する。また、戦略に基づく取組を効果的に推進する
ため、基本目標や重要業績評価指標（KPI）の達成度
や事業の進捗状況を確認し、効果検証を行いながら
進行管理する。

0.29 人

戦略指標である「地域のつながり
の強さ」について、「強くなった」を
選択した人が少ないことから、今後
は地域のつながりを強くしていく取
り組みが必要である。
その他の戦略指標については達成
率が100%に達している目標も複数
あり、一定の効果があったとみられ
る。

100.0%

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

市民意識調査において、「地域のつながりの強さ」
が５年前と比較して「変わらない」と答えた人は半
数以上であるが、「強くなった」を選択した人が少
ない状況であることが原因の1つと考えられる。

95.0%

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1実績

４つの戦略方針に掲げる戦略指標の達成率（７
指標のうち、達成率を算出できる６指標の平均
値）

地域のつながりを強くするため、戦略方針
「（４）暮らしやすさをUP」に係る取り組み
をより積極的に進めていく必要があり、第
２期所沢市総合戦略の中でも検討してい
く。

91.4%

92.7%

R元年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

戦略に基づく各施策の進捗を図る「重要業績評価
指標（KPI）」を設定したうえで、効果の客観的視点
として「戦略指標」を戦略方針ごとに設定。
総合戦略は令和２年度までを計画期間とし、令和
２年度における達成率１００％を目指すものであ
る。

R1その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

①「所沢市総合戦略」の戦略方
針の実施事業数

②「所沢市総合戦略」の重点プ
ロジェクトに関する事業数

③有識者等への進捗管理報告

0.42 人

3,520千円 臨時職員

①197

②32

③１回

100.0%

R2年度目標

H30正規職員
人件費

2千円

臨時職員

非常勤
特別職

2,410千円

自治事務 法定受託事務 75千円

H30実績

根拠法令 R1予算現額

H30その他職員
従事割合

事業の種別

経営
企画
課

法定受託＋附加

H30予算現額

0千円

第２期所沢市総合戦略については、国の
第２期総合戦略の内容を踏まえ作成する
必要があり、国の第２期総合戦略が令和
元年１２月に作成されたことから、第２期所
沢市総合戦略の検討時間を確保するた
め、第１期所沢市総合戦略の計画期間を
延長した。

期間

重要

地方版総合戦略推進
事業

　　H27年度～

実施計画ランク

一
般

事業の目的及び具体的な内容

臨時職員

H30決算額

指標名

①令和元年度分削減経費
②導入時（平成25年度）からの
累積削減経費

各業務システム集約数 「全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤」
更改に伴い、運用管理面で利便性が向上
するよう改善を図った。

0.00 人

31,296千円

引き続き、システム更改に合わせてサーバ
仮想化を進める。

0.00 人 6

R1年度に改善した点

10.00 人

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

1,927千円 臨時職員

2,660千円

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

4 4①12,022千円

②255,461千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30年度目標

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 39,904千円

所沢市サーバ集約化事業計画に基づき、各業務シス
テムサーバのリース期間満了に合わせ、順次サーバ
を集約化し、運用等における総経費及び電力の削減
や運用の効率化を行う。

R1実績

H30実績

非常勤
特別職

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

目標達成済

R2年度目標

非常勤
特別職

6
Ａ

各課システム開発調書に基づき、
更新システムを目標通り仮想化基
盤上に移行することが出来た。

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

特になし

出来る限り多くのサーバを仮想化基盤に載せるこ
とにより、業務の効率化が図れるため、システム
集約化数を指標とする。
目標値は、所沢市サーバ集約化事業計画や各所
属の要望等に基づき設定している。31,715千円

指標名

R元年度目標

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

サーバ集約化事業

期間 0.32 人

平成25年～

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.23 人

39,788千円

平成8年～ 6,234千円 臨時職員 0.60 人

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,637千円 臨時職員 0.10 人

①302回

②95.3125分

R元年度目標 R1実績

引き続き安定的なネットワーク運用を行っ
ていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

99.6%

100.0%

0.00 人 R2年度目標

概ね安定的な運用を行うことがで
き、目標を達成することができたた
め。

R1年度に改善した点

全庁ネットワークの正常稼働率

全庁ネットワークの安定的な運用が目的であるた
め、稼働率を指標とする。目標値はネットワークが
停止しないことを目標とするため100％とする。
なお、天災や使用者による人災等に起因するネッ
トワーク停止は除く。

「全庁ネットワーク及び統合仮想化基盤」
更改に伴い、運用管理面で利便性が向上
するよう改善を図った。

H30年度目標

令和元年度は全庁ネットワーク更改を実施した
が、移行期間中にネットワーク機器設定等の設計
が甘い部分があったため、利用職員がネットワー
ク上の問題を起こした際に想定外のネットワーク
障害が生じたため。

100.0%

指標名

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

①運用支援

②復旧所要時間

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30実績

Ａ

H30予算現額

20,215千円 19,829千円

1.15 人

R1予算現額

特になし

H30決算額

R1決算額（見込み）

16,377千円 15,986千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

全庁ネットワーク運用
管理事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要

年間を通して、全庁ネットワークの安定的な運用管理
を行うため、ネットワークの監視やネットワーク機器、
ネットワーク上のサーバ機器等の障害対応など、常
駐ＳＥと連携しネットワーク全体の運用保守を迅速か
つ的確に行う。

昭和63年～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人 100.0%

当市のＩＣＴを推進していくうえで、全庁的に最適なシ
ステムの導入・運用を図るための具体的な行動計画
として、「所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021」
を策定している。
また、アクションプランの進捗状況について検討する
ための調査及び評価を行っている。 0.75 人 0.00 人

R1正規職員
人件費

R2年度目標

概ね目標達成
C評価（改善の余地あり）：1事業
　取り組みが進まなかったために改善の余地あり
と評価された事業が1件あったため。

100.0%

0.74 人 100.0%
非常勤
特別職

98.5%0.00 人

98.3%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

6,201千円 臨時職員 0.10 人

①平成30年度進捗状況等評価
報告書の作成

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

計画期間の各年度の取組の実施状況を評
価する指標を明確化し、ＰＤＣＡサイクルを
回すことで業務システムの導入効果を継
続的に改善する。また業務システムの導
入効果を継続的に改善できるような仕組
みとしていく。

R1その他職員
従事割合

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

特になし 0千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

指標名H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　所沢市ICT推進アクションプラン
2019-2021の令和元年度進捗状況
について、A評価（適切）とB評価（お
おむね適切）と評価された事業数は
57件で、全事業数58件の98.3％と
なっている。
　このため、令和元年度の取り組み
はおおむね計画どおり実施されたと
考えられる。

R1年度に改善した点

①所沢市ICT推進アクションプラ
ン2015-2018の平成30年度進捗
状況の調査・評価・検証、及び計
画期間における目標達成状況の
総括

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の進
捗率
（A評価事業数＋B評価事業数）
　　　　　　　　　／アクションプラン総事業数

所沢市ICT推進アクションプラン2019-2021の各事
業の進捗状況評価のうち、A評価（適切）とB評価
（おおむね適切）と評価された事業数の全事業数
に対する割合を指標とする。

令和元年度より、新たな行動計画「所沢市
ICT推進アクションプラン2019-2021」に基
づく取り組みを開始した。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

行政情報化推進事業

根拠法令 R1予算現額

期間

R1決算額（見込み）

ＩＴ推
進課

重要

どのように貢献したか

ＩＣＴを利活用し、未来を見つ
めた市民本位のまちづくりを
図る

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

ネットワーク機器更新の際、
省エネに配慮し機器を選定
した。

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

廃棄するサーバの数を削減
することができた。

８．働きがい
も経済成長も

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１１．住み続
けられるまち
づくりを

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

どのように貢献したか

活力にあふれ、活力ある経済
活動の中で安心して暮らせる街
を目指すため、まちの魅力や産
業力、安心できるまちを目指し、
持続可能なまちづくりを進め
た。



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政担当参事　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

財政担当参事　新井　猛

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

令和元年度における当該事業は、半期が導入期
間にあたる。そのため、事業の効果を測定する目
標値については、運用開始期にあたる令和２年度
からを想定とし、今回は評価対象外とする。

R1目標値が未達成の理由・分析

期間 4.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H30実績

H30決算額 指標名

R1実績

‐ ‐

0.45%

R元年度目標

0.39%

H30その他職員
従事割合

0.00 人
非常勤
特別職

R1～R2

H30年度目標

臨時職員

臨時職員

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

１，４２７件

R1決算額（見込み）

4,906千円 4,512千円

当該事業への利用案内および周知活動を
通じて、共通納税システムによる収納率お
よび利用率の向上をめざす。

‐

33,248千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

0千円

当該事業は、地方税における電子納税システム
の運用を通じて、収納管理事務の効率化および
市税の早期収納を目的とする事業である。このた
め、地方税共通納税システムによる収納額を指標
とし、目標値としては、前年より増やすことを目標
としたい。

H30正規職員
人件費

法定受託＋附加 0千円 0千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

システム運用に向けた準備におけ
る進捗状況については、当初の予
定通り、令和元年１０月より運用開
始できたことから、順調であったと
考えている。
また事業目的とする、電子納税を通
じた早期収納の推進という点におい
て、一定の効果があったものと考え
ている。

R1年度に改善した点

当該事業の導入時期とし、今回の評価対
象外とする。

地方税共通納税システム利用件
数

地方税共通納税システム利用率
※地方税共通納税システム利用率＝地方税共
通納税システム利用件数/対象税目の合計

自治事務 法定受託事務

R1予算現額

地方自治法施行規則の一部改正により、歳出予算
の節体系において令和2年度から7節「賃金」が廃止
され、併せて現行の「8節～28節」が「7節～27節」に
順次繰り上がったことに伴い、財務会計システムの
改修（節データの変更及び出力帳票への反映）を行
う。
※令和元年度で債務負担行為により予算措置を行っ
た事業であり、令和元年度予算額は0円であった（事
業費全額を令和2年度予算に計上）。

R1予算現額

地方税法、国税徴収法、所沢市税条例

事業の目的及び具体的な内容

H30決算額

4,374千円

H30予算現額

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

6,987千円

0.16 人

6,543千円 5,315千円

（目的）地方税における電子納税の推進、事務の効率化及
び市税の早期収納。
（具体的な内容）法人市民税及び個人市民税特別徴収分
の収納方法のひとつとして、電子納税を可能とするシステ
ムの構築を実施。

地方税共通納税シス
テム導入事業

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

地方自治法施行規則

最優先 自治事務

収税
課

期間

財務会計システム改
修事業

根拠法令

根拠法令

最優先

財政
課

実施計画ランク 事業の種別

優先

0件

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

一
般

R1年度に改善した点

0千円

①システム更新作業

バージョンアップに起因する不具合の発生件数

全庁的に職員が使用するシステムであるため、不
具合が起こった場合の業務への影響が大きいこ
とから、バージョンアップを適切に実施し、稼働後
の不具合が発生しないことを目標とする。

H30予算現額

IT推進課やシステム開発業者と連
携を取りながら、システムの更新を
行い、予定通り稼働開始することが
できた。
今後も引き続きシステムの安定的
な稼働を維持すべく、取り組みを
行っていく。なし

H30年度目標 H30実績

H30決算額 指標名

R元年度目標

なし

0千円

臨時職員

①システムのバージョンアップ作
業完了
②旧システムからのデータ移行
完了

システムのバージョンアップ、サーバ新OS
へのデータ移行を行った。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

38,000千円 37,730千円

目標達成済

R1実績

R1目標値が未達成の理由・分析

0件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

財務会計システムは、「所沢市サーバ集約化事業計
画」に基づいてサーバ機器を仮想化基盤上に集約
し、基幹系ネットワークに接続して運用しているが、
サーバのOSのサポートが令和2年1月14日に終了す
ることに伴い、セキュリティの低下が予想されることか
ら、システムの安定稼働を図るため、バージョンアッ
プ及び新OSへの移行を行うものである。

0.00 人
非常勤
特別職

0千円

本事業は達成したが、引き続きシステムの
安定的な稼働を維持すべく、取り組みを
行っていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

0.29 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ａ

R1 2,410千円 臨時職員 0件

期間

財務会計システム更
新事業

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

90.0%

①パソコンの調達台数

特になし

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

目標達成にわずかに及ばなかっ
た。

R1年度に改善した点

パソコンの更新率
更新対象端末及び各所属からの端末増設要望を
もとに、パソコンを配付するものである。 画像及びＤＶＤ再生ソフトを事前にインス

トールを実施。

H30年度目標

職員及び会計年度職員の増に加え、ペーパーレ
ス化により、パソコンによる事務量の増加が要因
として考えられる。
しかしながら、ある程度の要望台数を配付でき
た。
引き続き、要望台数を配付するように対応する。

臨時職員 0.10 人

①270台

R元年度目標 R1実績

H30実績

業務の多様化やセキュリティ強化に伴い、
各所属よりパソコンの増設要望が多くあげ
られるため、引き続き調整を行う。
また、Windows7のサポ―ト終了に伴う対応
を行っていく。

R1その他職員
従事割合

100.0% 87.9%

R1目標値が未達成の理由・分析

非常勤
特別職

0.00 人 100.0%

H２５年度～ 3,740千円 臨時職員 0.10 人 100.0%

0.45 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

一
般

全庁ネットワークパソ
コン整備事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

R1正規職員
人件費

1,341千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

使用開始から６年が経過し動作の遅延や故障が発
生しているパソコンの更新を行う。さらに臨時職員の
増員などで、業務上パソコンの増設が必要なため、
更新に際して増設を行う。

指標名

法改正による歳出節体系の変更をシステムに反
映させる改修であるため、改修を適切に実施し、
改修に起因する不具合が発生しないことを目標と
する。

H30決算額

0千円

H30その他職員
従事割合

0件

①システム改修作業

改修内容に関する不具合の発生件数R1決算額（見込み）

R1実績

臨時職員

予定しているシステム改修のうち、予算書
等一部帳票に係る改修を行った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

Ａ

目標達成済

指標名

なし

システム事業者との連携を取りながら、今
後の改修を進めていく。改修に当たっては
影響範囲を正確に見込み、システムを使
用している業務に支障が出ないよう、適切
に改修を行う。

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

①予算書等一部帳票に係る改
修作業のみ完了

予算書等一部帳票に、法改正の内
容を遅滞なく反映することができ
た。
今後は、システムの節データや令和
元年度に改修を行わなかった帳票
についても、改修を進めていく。

R1年度に改善した点

法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

なし0.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標0千円 臨時職員

期間 0.28 人
非常勤
特別職

0件

0件
R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

2,327千円

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１６．平和と公
平をすべての
人に

どのように貢献したか

最新のOS搭載のパソコンを
導入

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

当該事業活動を通じて、収
納方法の利便性を向上する
だけでなく、紙資源（納付書）
の節約に関しても寄与した。

どのように貢献したか

財務会計システムの導入に
より、全庁的な運用の統一
や、システムで集計したデー
タを用いた財政状況の公表
等が可能となった

どのように貢献したか

財務会計システムの導入に
より、全庁的な運用の統一
や、システムで集計したデー
タを用いた財政状況の公表
等が可能となった

７．エネル
ギーをみんな
にそしてク
リーンに

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

１６．平和と公
平をすべての
人に

一
般

事業の種別実施計画ランク

R1～R2

財政
課



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　新井　浩嚴

項目名

■ □ □

実績

評価者

議会事務局参事　轟　俊哉

項目名

■ □ □

実績

評価者

ＩＴ推進課長　安田　幸雄

根拠法令

国民健康保険法 10,234千円 10,181千円

事業の目的及び具体的な内容

0千円 0千円法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.18 人
非常勤
特別職

H30正規職員
人件費

オンライン資格確認システムは、当該システムの読
取端末が導入された医療機関において、保険証がな
くてもマイナンバーカードにより受診できる仕組みで、
重複投薬の削減等にも効果が期待されており、令和
３年３月から運用が開始される予定である。本事業
は、当システムとの情報連携のため税系システムの
改修を行なうものである。

0.00 人
非常勤
特別職

Ｒ１ 1,496千円 臨時職員

①令和２年３月３１日完了

②令和２年３月３１日完了

R1その他職員
従事割合

税系システム改修事
業（オンライン資格確
認等対応）

0千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

R1予算現額 R1決算額（見込み）
令和3年3月から運用が開始されるため、システム
改修の進捗率を目標値とした。

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0%

H30その他職員
従事割合

①外国人被保険者の在留資格
等の情報連携のための改修
②オンライン資格確認システム
の情報連携のための研修

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1実績

令和３年３月から運用が開始されるため、令和元
年度の目標値を定めていない。

R2年度目標

16,000件

H30決算額

令和3年3月からの運用開始に向
け、滞りなく事務を進めることができ
た。

R1年度に改善した点

Ａ

オンライン資格確認システム改修の進捗状況

R元年度目標

H30年度目標国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

重要 自治事務

期間 0.18 人
非常勤
特別職

R2年度目標

Ｒ１～Ｒ２ 1,496千円 臨時職員

臨時職員
①なし
②なし

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

保険証と高齢受給者証を一体化することにより、被
保険者の利便性向上を目指すとともに、保険証及び
高齢受給証の交付・発送事務の一元化による事務の
簡素化を図るものである。

0.00 人
非常勤
特別職

令和２年度より開始される事業のため、令和元年
度の目標値を定めていない。

0千円

0千円

R1決算額（見込み）

国民健康保険法 0千円 0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

令和2年度からの被保険者証と高
齢受給者証の一体化に向け、本年
度は債務負担行為により委託業者
の選定、契約の締結を行なった。

R1年度に改善した点

①被保険者証と高齢受給者証
の一体化対応

②保険証発行時の各種チェック
機能追加

保険証と高齢受給者証一体化発行件数
事務の簡素化を図ることが目的であるため保険
証と高齢受給者証を一体化して発行した件数を目
標値とした。

H30年度目標

H30予算現額

税系システム改修事
業（国民健康保険被保
険者証・高齢受給者証
一体化対応）

根拠法令 R1予算現額

重要

H30決算額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

国民
健康
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別 事業達成に向けての現在の課題及び今

後の課題解決に向けた取り組み

重要 法定受託＋附加

特になし

0千円

期間 0.53 人
非常勤
特別職

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

―　個

７２個

R2年度目標

4,405千円 臨時職員

H30その他職員
従事割合

H30実績

議員と事務局間の情報共有、業務の迅速化、効率化
及びペーパーレス化を図ることを目的としている。導
入により、迅速な情報提供が可能となっているほか、
職員の事務負担の軽減が図れている。また、ＰＣに
限らず、タブレットやスマートフォンなどのマルチデバ
イスに対応しており、外出先における議員の利便性
の向上が図れ、ついては市民に対する積極的な情報
公開に資している。

非常勤
特別職

臨時職員

①－個

②２９件

③５６件

R元年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

開催された定例会、臨時会及び委
員会に関係する通知や資料の大半
をグループウエアに配信、保存する
ことで、グループウエア使用者の
データによる情報共有を図ることが
できたため。

R1年度に改善した点

グループウエアの使用者が共有するため
に配信した通知や資料が使用者によって
確認されないままとなっていることがあり、
全使用者に配信資料等の周知をしていく。

共有文書データ数

１回の定例会で議員全員に配付される定例文書
のうち、グループウエアの共有フォルダに保存し
た文書データ数を目標に掲げることで、ペーパー
レス化推進の指標とする。

CD-Rといった電子記録媒体に保存して配
付していた大きなデータもグループウエア
で配信することが可能になり、電子記録媒
体の使用がなくなった。

R1目標値が未達成の理由・分析H30年度目標

目標達成済
共有フォルダでの保存期間設定が短かったため、
期間経過により、保存データが消去となったことか
ら、正確な個数は確認できないが、定例文書の目
標個数を確実に上回る個数のデータを共有するこ
とができた。

７２個

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 R1予算現額

所沢市議会基本条例、所沢市議会ＩＣＴ化推進基本
計画

180千円

H30正規職員
人件費

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

164千円

最優先 自治事務

①共有文書データ数

②お知らせ件数

③通知等データ回覧件数

所沢市議会ＩＣＴ化推
進事業（グループウェ
ア導入事業）

事業の目的及び具体的な内容議会
事務
局

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

Ｒ１～

法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.75 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

平成15年～ 6,234千円 臨時職員 0.00 人

4,190千円 臨時職員 0.10 人

①研修受講職員数285人

②監査対象：３システム・７所属

③監査対象：７システム・４所属

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

100.0% 100.0%

100.0%

自治事務 法定受託事務

非常勤
特別職

0.00 人 100.0% 100.0%

0千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

情報セキュリティ監査による指摘事項・観察事項
の総件数に対し、フォローアップ監査において改
善が確認された件数の割合を指標とする。

情報セキュリティ監査基本計画に基づく実
施計画を策定し対象システムの監査を実
施し、その後、フォローアップ監査を実施し
た。

H30決算額 指標名H30予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1予算現額 R1決算額（見込み）

①情報セキュリティ研修会
②令和元年度情報セキュリティ
監査
③平成30年度情報セキュリティ
監査の結果に基づくフォローアッ
プ監査

フォローアップ監査における、情報セキュリティ監
査による指摘事項・観察事項の改善率
（指摘事項改善件数＋観察事項改善件数）
　　　　　　　　／（指摘事項件数＋観察事項件数）

継続して情報セキュリティ監査及びフォ
ローアップ監査を実施することで「所沢市
情報セキュリティポリシー」や各実施手順
等について、遵守状況の確認及び周知・
徹底を行っていく。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

0千円

H30年度目標

目標設定の考え方・根拠

Ａ

フォローアップ監査を実施した結
果、令和元年度情報セキュリティ監
査で検出された監査事項３項目の
全てについて、被監査部門が講じた
改善・是正措置が有効であることが
確認された。

根拠法令

ＩＴ推
進課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30実績

情報資産に関する脅威や対処方法等を研修などか
ら職員一人ひとりに理解してもらい、セキュリティ意識
を向上させる。また、情報セキュリティ監査を行い（平
成28年度から）、セキュリティレベルの向上を図る。

0.50 人

R1正規職員
人件費

情報セキュリティ対策
推進事業

0千円 0千円

どのように貢献したか

市民の利便性の向上に繋
がった

どのように貢献したか

１６．平和と公
平をすべての
人に

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福
祉を

３．すべての
人に健康と福
祉を

市民の利便性の向上に繋
がった

情報の適正な取り扱いによ
り、個人の権利や利益を保
護する

どのように貢献したか

グループウェアの導入により、
紙の使用量を削減できたほか、
議員の利便性が向上したことで
市民に対する積極的な情報公
開に資している。

１５．陸の豊
かさを守ろう

１６．平和と公
平をすべての
人に



事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）
投入コスト

会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

項目名

■ □ □

実績

評価者

市民相談担当参事　高橋　国弘

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　橋本　博史

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

市の保有する個人情報の適正な取扱を図り、個人の
権利や利益の保護と公正で信頼される市政の推進を
目的とする。
内容としては、個人情報開示請求等の相談と受付、
個人情報の取扱状況の把握及び出前講座や研修を
通じて、市民や職員への個人情報保護制度の周知を
図っている。

H30予算現額

個人番号カード交付推
進事業

R1その他職員
従事割合

5.83 人
非常勤
特別職

R2年度目標

39,486件平成27年度～ 39,233千円 臨時職員 13.00 人

税分野・社会保障分野・災害時における手続きに必
要な個人番号と本人確認が1枚でできる書類として、
希望する市民に対し個人番号カードの交付を行うも
のであり、運用の始まっているコンビニエンスストアに
おける証明書交付サービスなど市民サービスの向上
に寄与する。 4.72 人

非常勤
特別職

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

48,855千円 臨時職員 13.00 人

①13,049件

②9,874件

③10,991件

国において、さらなるマイナンバーカード普
及に向けてマイナポイントの付与や健康保
険証として使用するなど様々な方策を検討
していることから、その動向を見ながらカー
ド取得の機会の拡大を図る。

R1正規職員
人件費

12,000件

番号法、住民基本台帳法 75,084千円 70,675千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

R1年度に改善した点

①個人番号カード申請件数

②個人番号カード交付件数

③個人番号カード受領枚数

個人番号カード交付件数
個人番号カードの交付が事業の目的となっている
ため交付件数を指標とする。

各まちづくりセンターの会場において行っ
ている市民への申請補助に加えて、企業
への訪問による申請受付を行うことでより
一層の申請の機会を設けたこと

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

50,289千円

R1予算現額

Ａ

企業等への訪問申請受付の本格実
施に向けて試行を行っており、交付
枚数の増加に努力を行っている

R1実績R元年度目標

7,879件

12,000件 9,874件

H30年度目標
市民
課

実施計画ランク

92,906千円

根拠法令

期間

H30決算額 指標名

H30実績

未だ個人番号カードの取得したことによるメリット
が、コンビニエンスストアで住民票の写しや印鑑
証明書、戸籍謄抄本、戸籍の附票の取得と、確定
申告を自宅のパソコンから行えるなど限られてい
ることから、市民が積極的に取得したいとの意識
が薄いことが考えられる。

事業の種別

一
般

　個人情報保護に関する研修・啓発により
職員の資質向上を図るとともに、特定個人
情報取扱点検・監査等を実施することで、
適正管理を推進する。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

期間 1.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,721千円 臨時職員 0.00 人

①95件

②986件

R元年度目標

0.0% 0.0%

平成13年度～

目標達成済0.0% 0.0%

8,312千円 臨時職員 0.00 人 0.0%

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

1.16 人
非常勤
特別職

0.00 人

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

所沢市個人情報保護条例、所沢市個人情報保護条
例施行規則、所沢市情報公開・個人情報保護審議会
条例、所沢市特定個人情報の安全管理に係る基本
方針、所沢市特定個人情報の保護に関する取扱規
程

644千円 365千円

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 641千円 157千円

Ａ

個人情報開示請求は年間５０～１０
０件程度で推移しているなか、不服
申立は生じておらず、目標は達成さ
れている。
また、関係業務を担当する職員に
対しては、外部講師による個人情報
保護制度に関する研修のほか内部
講師による研修を併せて実施する
などして、知識の習得と意識の向上
を図っている。

R1年度に改善した点

①個人情報開示請求等

②個人情報取扱事務届出書

開示請求に対する不服申立て率（％）
（不服申立て件数／請求件数×100）

個人情報開示請求に対して適正な対応や丁寧な
説明を行うことで、不服申立が生じる可能性は低
くなると考えられることから、指標とした。

職員向けの庁内新聞において、所管課が
実施すべき個人情報保護制度に関する届
出・報告手続きを一覧にまとめ、適切に行
われるよう周知・啓発した。

H30年度目標 H30実績

R1実績

市民
相談
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

個人情報保護制度推
進事業

１１．住み続
けられるまち
づくりを

１１．住み続
けられるまち
づくりを

どのように貢献したか

デジタル政府の実現に向け
てマイナンバーカードの必要
性が一段と高まる中で、交
付率を伸ばすことに貢献で
きている

どのように貢献したか

９．産業と技
術革新の基
盤を作ろう

個人情報を適切に取扱うこ
とで、公正で信頼される市政
の推進に寄与した。



項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

収税担当参事　関口　裕教

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画担当参事　　市川　勝也

第７章　未来（あす）を見つめたまちづくり  第５節　財政運営

R2年度目標0.00 人
非常勤
特別職

1.75 人期間

経費

市有財産活用事業

1,613千円

R元年度目標

どのように貢献したか

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

715,675.08㎡(H29)以下 716,935.96㎡

施設の管理に要する経費等
を長期的に観測することで、
計画的な財政運営を行う。

715,675.08㎡(H29)以下

臨時職員 0.00 人

①策定に着手

②440棟

③663件／2,000件（33.2％）

令和２年度末までの策定が国より要請さ
れている個別施設毎の長寿命化計画に
ついて、策定を完了させる。

Ｂ

公共施設長寿命化計画の策定に
着手した。「公共施設の総量適正
化」という目標の達成に向け、今後
も引き続き計画的なマネジメントの
実践が求められる。

公共施設等の総合的かつ計画的な管理を進める。

1.01 人
非常勤
特別職

0.00 人 715,675.08㎡(H29)以下

防災施設の設置等に伴い、保有面積が増加し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

インフラ長寿命化基本計画、所沢市公共施設等総
合管理計画

24,113千円 22,177千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

１１．住み続
けられるまち

づくりを最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 10千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠 R1年度に改善した点

公共施設等総合管理計画に掲げる「公共施設の
総量適正化」の状況を測るため、公共施設（イン
フラを除く）の総面積を指標とする。

公共施設マネジメントシステムを構築し、
施設情報を一元的に管理できるようにし
た。

R1決算額（見込み）

R1目標値が未達成の理由・分析

10千円

①公共施設長寿命化計画（個
別施設計画）の策定状況
②公共施設の劣化度調査実施
建物数（棟数）
③公共施設に関する市民アン
ケート調査の回答数（回答率）

公共施設の総面積

H30実績経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

公共施設マネジメント
推進事業

根拠法令 R1予算現額

8,464千円

どのように貢献したか

１６．平和と
公平をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）

投入コスト
会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

R1決算額（見込み）

H30年度目標

法定受託＋附加 1,869千円

1,613千円

0.00 人 2件

期間

優先 自治事務

H30予算現額

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務

　用地の売却をもって業務完了となることから、
売却実績を指標とした。

特になし

　売払いに伴い市有地を測量した結果、隣接地
の構造物の越境が判明し、越境解消までに協議
及び施工等に時間を要し、年度内の売払い手続
きが完了しなかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

所沢市財産規則、所沢市普通財産売払要綱

根拠法令 R1予算現額

　売却による有効活用は見直しの時期に
来ている。
　売却手続きが困難な土地については、
その要因を精査するとともに、他市の事例
などを含め、市有地の有効活用について
改めて研究する。

Ｂ

1,705千円

①地積測量

②不動産鑑定

③公募入札

H30その他職員
従事割合

非常勤
特別職

0.00 人

目標設定の考え方・根拠

R2年度目標

非常勤
特別職

　これまで順調に売却を行ってきた
が、今後は売却に課題がある市有
地が売却の候補地となる。
　売却候補地の選定にあたって
は、需要が見込まれ、売却手続き
の課題が比較的少ないものとして
きたが、今後は、需要の有無をより
重視し、入札不調が生じないよう
厳しく精査する。

H30実績

R1年度に改善した点

R1目標値が未達成の理由・分析

1件

0.60 人

0件

H30決算額 指標名

売却実績

1件

臨時職員 R1実績

①令和元年度内実施済(610.73
㎡)

②令和元年度内実施済(２件)

③令和元年度内未実施

0.69 人

平成２２年 5,735千円 臨時職員 0.50 人

0.00 人

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5,028千円

公有財産のうち、今後、利活用が見込めない未利用
地について、財源確保のため公募により売却する。

収税
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
・
特
別

H30予算現額

市税収納管理等委託
事業

39,816千円 39,815千円

①口座振替関連補助業務処理
件数

②収納管理関連業務処理件数

③滞納整理関連業務処理件数

H30決算額 指標名

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

R1正規職員
人件費

0千円

３件

定例業務の内容および運用の見
直し等、来年度(令和２年度)からの
運用にむけた準備の進捗について
は、概ね順調であったと考えてい
る。
また事業目的とする、定例業務の
効率化ならびに滞納整理担当職
員の確保・増強という点において、
一定の効果があったものと考えて
いる。

R1年度に改善した点

当該事業は、定例業務の委託化・滞納整理担当
職員の確保を通じて、きめ細やかな滞納整理の
推進および市民対応を目的とする事業である。こ
のため、職員１人あたりが担当する件数を指標と
し、目標値としては、前年より減らすことを目標と
したい。

委託化した業務の処理状況をこまめに管
理し、事務処理の質や処理速度の向上を
図るとともに、令和２年度以降における安
定的な事務運営にむけた体制の確立をは
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

委託した事務の安定的な運用及び事務体
制の確立を目指すとともに、滞納整理担
当職員を確保し、きめ細やかな滞納整理
の推進と収納率の向上をはかる。

目標達成済

R1目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

Ａ

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

担当件数（市税・国民健康保険税）
※担当件数＝滞納整理処分対象件数／滞納整
理担当職員数

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

地方税法、国税徴収法、国民健康保険法、所沢市
税条例、所沢市国民健康保険税条例

（目的）定例業務の委託化に伴う滞納整理担当職員の確
保と、収入額の増加及び収納率の向上。
（具体的な内容）
①収納情報の消込業務及び還付充当処理
②口座情報の登録及び廃止業務
③滞納整理に付随する調査業務
④上記業務に付随する事務処理

0.00 人
非常勤
特別職

臨時職員

①691,899件

②471,619件

③22,156件

R元年度目標 R1実績

R1その他職員
従事割合

1200件/人 1156.04件/人

1100件/人

期間 9.00 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H３０～ 74,808千円 臨時職員

1.00 人臨時職員14,546千円H23年度～

R1実績R元年度目標

716,389.22㎡

H30年度目標

当該事業の活動を通じて、
きめ細やかな滞納整理事務
の実施だけでなく、公平な
税負担の推進に寄与した。

どのように貢献したか

８．働きがい
も経済成長も

1284.04件/人

H30実績

‐



経費

現状の課題

SDGsへの貢献
(最大3つ)

事務事業名称 事業概要（全体）

投入コスト
会
計

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

事業自体が
貢献する
項目

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

評価
理由

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

管財課長　浅見　仙隆

項目名

■ □ □

実績

評価者

営繕担当参事　末廣　和久

どのように貢献したか

公共建築物の修繕を財政
負担の平準化を図りながら
計画的に進めた。

どのように貢献したか

「環境配慮事項等伝達書」
に基づき、再資源資材の活
用や安全安心な労働環境
の促進に努めた。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

どのように貢献したか

「ところざわ未来電力」を通
じた環境に優しい電力の利
用で二酸化炭素排出量の
削減に大きく貢献した。

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

H30決算額 指標名

市庁舎管理事業

R1決算額（見込み）

261,709千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

0.50 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

所沢市庁舎管理規則、所沢市庁舎防火管理規程の
管理運営要領

275,036千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

夏期・冬期における節電の取り組
みにより、環境負荷の削減に努め
た。

R1年度に改善した点

平成２２年度と比較した年間電力使用量削減率
（２２年度年間電力使用量　3,029,809ｋWｈ）

特になし

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

来庁者が気持ちよく庁舎を利用していた
だけるよう、市民サービスの維持・向上を
図りながら、省エネ・省資源に向けた管理
運営に取り組んでいく。

目標達成済

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 254,680千円 253,889千円

①公共料金の支払料金
　（電気・ガス・上下水道・電話）
②電力使用量

庁舎年間電力使用量の削減

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

本事業は、庁舎の効率的かつ効果的な運用を行うこ
とで、安全かつ快適な施設の運用を図るものであ
る。

1.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 5.0% 10.0%

16,341千円 臨時職員

①　９０，１４２千円

②　２，６９９，２２１ｋWｈ

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

5.0% 11.0%

5.0%

期間 2.79 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和６１年～ 23,190千円 臨時職員 0.00 人

管財
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

R1正規職員
人件費

優先 自治事務 法定受託事務

H30決算額 指標名

市庁舎修繕事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

老朽化の度合いを考慮しつつ、予
算の範囲内で効率的修繕・工事を
実施した。

23,395千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

修繕必要件数における達成件数

特になし

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

－ 23,443千円

法定受託＋附加 24,223千円 24,223千円
①建築・衛生・厨房設備修繕件
数

②電気設備修繕件数

③空調・機械設備修繕件数

修繕達成実績

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

　本事業は、市庁舎施設の老朽化に伴う設備の不
具合箇所等を改善し、建物・空調・機械・電気・衛生
設備等の設備性能を維持改善することにより、来庁
者や職員の安全確保、快適性や執務環境の向上・
充実を図るため、市庁舎の修繕を行うものである。

0.95 人
非常勤
特別職

0.00 人 44件 44件

7,961千円 臨時職員 0.00 人 R元年度目標 R1実績

多くの市庁舎設備は寿命（２０～２５年）を
超過し、故障続発や保守部品の入手困難
などにより修理に多くの時間を要す状況
であることから、今後は関係各課と調整
し、設備本体の更新を図っていく。

R1その他職員
従事割合

40件 49件

40件

期間 2.19 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

昭和６３年～ 18,203千円 臨時職員 0.00 人

①１２件

②１５件

③２２件

営繕
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

公共建築物修繕計画
推進事業

根拠法令 R1予算現額

15,922千円

H30決算額

R1決算額（見込み）

特になし 0千円 0千円

指標名

①修繕計画に基づく工事予定
件数

②修繕計画に基づく工事実施
件数

修繕計画に基づく工事実施件数

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ｓ

成果指標の目標値を達成した。

R1年度に改善した点

対象施設の築年数や修繕後の経過年数及び老
朽度、市の財政状況を勘案し、関係各課と協議を
行い目標を設定する。

対象施設の老朽度による工事の優先順
位や市の財政状況を勘案してR1年度目
標の工事予定件数を見直した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

今後策定される予定の所沢市公共施設
長寿命化計画との整合を図っていく。併せ
て、保守委託期間を終えた既存の修繕計
画策定システム（FAMS)を別のシステム
（公共施設マネジメントシステム）へと移行
する。

目標達成済

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円 0千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

建築物については、建築後３０年を経過すると急激に劣化
が進行するとされており、所沢市の公共建築物においても
築後３０年を経過するものが増加していくことを踏まえ、建
築物の劣化が進行する前の予防保全に取り組むため「所
沢市公共建築物修繕計画」を平成１８年度に策定した。
この修繕計画により、建築物の修繕を計画的に進行管理
し、単年度に修繕工事が集中する事態を避けて財政負担
を平準化するとともに、既存建築物の延命化を図り有効
活用していく。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 18件 18件

臨時職員 0.00 人

①16件

②16件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

16件 16件

20件

期間 1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

H18年度～ 15,793千円 臨時職員 0.00 人


